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研究代表者 斎藤 修
(千葉大学園芸学部教授)
は しがき
研究代表者は､ 平成 14 年 - 1 5年度 の ｢フ ー ドシ ス テ ム をめ ぐる食品産業と
国内農業の提携条件+ (課題番号 14560 1 77) と い う課題で文部科学省科学研究
費補助金交付うけた｡ こ の研究課題 は日本フ ー ドシ ス テ ム 学会で も学会と して
取り組 む中心的な課題 の 一 つ と して 位置 づ けされ ､ また政策的に も国 内農業の
再編をは か る には ､ 食品産業との 連携が不可欠だという認識が醸成され つ つ あ
る ｡ すで に研究代表者は ｢食品産業と農業の 提携条件+(農林統計協会､ 平成 1 3
年) と い うタイ トル で ､ 基本的な課題や フ レ ー ム ワ ー ク に つ い て は試論的な検
討を加 えて き た｡ また ､ こ の 間に研究代表者の編集による著書と して ｢青果物
流通 シ ス テ ム 論 の ニ ュ ー ウ エ ー ブ+ (農林統計協会､ 平成 15 年)､ ｢小麦粉製品
の フ ー ドシ ス テ ム+ (農林統計協会､ 平成 15 年) があり､ こ の 研究の 成果 は発
表されて い る ｡
こ の 研 究で は さらに研究を深めて ､ 新 しい 視点 の 提示 ､ 代表 的な部門ごと の
分析､ 食品産業の 農業参入の 条件､ 農業 ･ 食品産業サイ ドにおけるクラ ス タ
ー
の 形成な どの 内容を盛り込ん で い る｡ こ の ような課題 - の接近 に は食品産業と
農業の 両方の 立場に立 っ て論理化 をはかる こ とが必要になろう｡
部門 につ い て は市場流通 シ ス テ ム が依然と して強く影響する青果物､ それ と
は逆 にイ ン テ グ レ - シ ョ ン の 進展 した鶏肉､ 製粉 一 二次加工 と社会的分業が進
展 し国産 の 役割 の低い 小麦粉製品の 3 つ を分析の 対象と した｡ さ らに食品産業
と農業の連携に つ い て は食品産業サイ ドか らの 参入 の論理 と経営戦略と の関係
を解明 し､ また農業サイ ドの ア グリ ビ ジネス 化に つ い て もケ
ー ス ス タディ をふ
ま えて分析する こ とに した ｡
こ の 研究の 方法は垂直的な経済主体間 の 関係性に つ い て論点を絞り込 ん でお
り ､ そ の 論理 を発 展さ せ る こ とをあ っ て 関係性 マ ー ケテ イ ン グ ､ 食品産業と農
業の 提携が地域 レ ベ ル で さらに進展 した クラ ス タ ー に つ い て フ ー ドシ ス テ ム の
視点か ら検討 した ｡
こ の ように 2 年 間で あっ たが ､ 研究協力者をい れて 3人体制で精力的な研究
がで き て ､ すで にある程度 の研究成果がで てき ており ､ 今後さ らに深 められる
べ き課題 もみ られ る｡ こ の 研究課題 と は別 に当初か ら産業界や外郭団体等と連
携 した研究会等 をや っ て きた こ とで研 究の 整理や検討を早めに で きた こ とか ら ､
研究計 画は ほ ぼ遂行す る ことがで きた ｡ 研究対象を拡大 し ､ そ の う えで さ らに
体 系化 をは か る に はさ らに研究期間 の継続とス タ ッ フ の 充実が 必要で あろう｡
平成 16年 3月
研究代表者 斎藤 修
(千葉大学園芸学部教授)
研究目的 ･ 成果
-
農業者 ､ 食品産業事業者､ 消費者が課題 に 一 体的に取 り組む こ と の 重要性が
新農基本法 の特徴とされ て ､ ｢食品産業と農業 の連携推進+ が政策的に も提示 さ
れる ように な っ た ｡ こ れま で卸売市場制度や食糧管理制度は実需者 で ある食品
産業と生産者の 関係が強くなる の を制約 し､ 情報の 共有化すらも か なり 限定的
で あ っ た か ら ､ 消費者 ニ ー ズ が川 下 - 川中を経て ､ 川 上 の 生産者に反映 しにく
か っ た｡ 農業と食品産業の ミ ス マ ッ チ は こ の 情報の偏在ば か りで なく ､ 垂直的
な競争樺造 の非対称性や戦略的な食 い違い が相互 に 関係 し､ 構造的性格を形成
して い る ｡
さらに ､ こ れま で食品産業と農業と の 関係は ､ 食品産業側 の ｢資本の論理+
によ る農業側 - の ｢支配従属 的関係+ になる こ とが ､ 危慎され て き た｡ また ､
構造認識 を強く持 つ 産業組織論 の 立 場で も ､ 食品産業側 に お け る買 い 手 の 寡占
的競争構造 の もとで は ､ 農業側 は効率化が進展 して も支配力 を伴 っ た取引関係
が しば しば指摘された｡ 食品産業と農業の連携を強める こ とは ､ 垂直的な経済
主体間の 関係 につ い て は効率性だ けで なく ､ 相互 に新 しい 価値創造をはか る こ
とで 提携 の メ リ ッ トを追求す べ き で ある ｡ 両者の 関係 は ､ 情報 の 共有化か ら入
つ て継続的取引に移行 し､ さ らに経営資源 の依存関係になれば提携関係が強ま
り ､ イ ノ ベ ー シ ョ ン を誘発 しやす い ｡ それと は逆に ､ 構造的な ミ ス マ ッ チは食
品企業 の海外 シ フ トを強 める こ と になるこ 経済主体間 の 関係 は機会主義よりも
倍額関係 と双方 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が 前提 になり ､ 関係 性 マ ー ケテ イ ン グ の
視点 か ら の 接近が必要 になる｡
国産原料 - の 依存度の高い食品メ ー カ ー ほ ど､ 安定調達と高品質化をは か り ､
最適な契約 シ ス テ ム を検討 し､ 担 い 手 となる経営体を育成 しようと して い る｡
ま た､ 輸入原料を利用するメ ー カ ー でも国産原料と の棲み分けに 入 っ て い る｡
こ の 最適な契約 シ ス テ ム に つ い て は 青果物 ば か りで なく ､ 畜産 の イ ン テ グ レ ー
シ ョ ン で も検討され る べ き課題 で あ る ｡ 畜産 の イ ン テ グ レ ー タ 一 にと っ て イ ン
セ ン テ ィ ブ な方式 を取り入れる こ とは効率性 の高い 生産者を確保する こ と に つ
ながりやすい ｡ また ､ 量販店と食品産業との 関係 で も産地側 か らの 量販店 - の
小売支援が両方の メ リ ッ トになり ､ 取引 の 継続化 に つ な が っ て く る ｡ こ の よう
に川 上 の農業は ､ 川 中 - 川 下 の 食品産業と提携する こ と に よ っ て 取 引価格 の安
定 ､ 需要 の 拡大 に な っ て く る ｡
輸入農産物 の 拡大に対抗す る に は ､ 国 内農業は 主体間 の 垂直的な関係性 を つ
よめ提携と い うチ ェ ー ン で つ なぎ､ 価値創造と合理化 の連動 に よ っ て競争力を
強 める こ とがで き るで あろう｡ 地 域内で農業と食品産業 の 提携 が 進展 し､ 食 品
産業q)集積が発生 してく ると ､ ク ラ ス タ ー が形成 され競争力はさらに拡 大する
で あろう｡
こ の 研究で は ､ 5 つ の 具体的 な課題よ り構成され る ｡ 第1部は ､ 食品産業と農
業との 提携に つ い て の 理論的な検討と課題に つ い て解明 し､ 産地 サイ ドか らの
関係性 マ ー ケテ イ ン グや消費者 - の 直売シ ス テ ム に つ い て 補強 した ｡ 6 つ の 論
文 より構成される ｡ 第 2部は野菜をめぐる分析で あり ､ 市場流通と市場外流通
の シ ス テム 間競争の意義､ 産地段階における関係性 マ ー ケテ イ ン グ の方向につ
い て の 分析で ある o 2 つ の 論文より構成されるが ､ 第1部に関係性 マ
ー ケテ イ
ン グと関係さ い て い るo 第 3部は ､ イ ンテ グ レ ー シ ョ ン の進展 した鶏肉産業を
対象と してイ ン チ グ レ ー タ - の 経営戦略 ､ 主体間関係 ､ ブラ ン ド管理 ､ 直営か
契約 の 生産 シ ス テ ム の 選択が具体的な課題 で あるo 6 つ の論文 より構成されて
い る ｡ 第4部は小麦粉製品を対象と して フ ー ドシ ス テ ム に おける垂直的な主体
間関係を整理 し ､ 中小製粉メ ー カ ー を コ - ディ ネ
- タ - と した国内産麦 の フ ー
ドシ ス テ ム が形成できるか どうか つ い て 検討 した ｡ 3本の 論文よ り構成され る o
第 5部は食品産業の農業参入や地域食品産業の多角化戦略 に つ い て ケ
- シ ス タ
デ ィ をとり い れて経営戦略との 関係を解明 した o さらに紀州梅 (南高梅)の ク
ラ ス タ ー の 成立条件とフ ー ドシ ス テ ム 視点 か らの 分析と論理化 をはか っ た o 最
後に農業生産法人 のネ ッ トワ ー ク組織の 新展開と して 和郷園を事例と して新た
な経営戦略に つ い て分析 した｡ 6本の 論文 より構成されるo
以上 か ら第 1部で全体的な課題や分析枠組みがある程度明示され ､
第2 - 4 部で 個別産業固有な知見がえられ ､ 第 5部で食品産業と農業 の新 しい
関係 が解明された ことたなる｡
(研究組織)
研究代表者 斎藤修 (千葉大学園芸学部教授)
研究分担者 樫井清 - (千葉大学園芸学部助教授)
研究協力者 張秋柳 (千葉大学大学院自然科学研究科博士 課程)
(研究経費)
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第1牽
･ 食品産業と農業の戦略的提携の課題
斎藤 修
フ ー ドシス テム研兎 第9巻 2号 [通巻18号]2003年1月･
第 2章 ｢農業と食品産業の提携条件 一 農と食の新たな関係+
斎藤 修
1 ､ 新 しい課題 と視角
食 品産業と農業は ､ フ ー ドシ ス テ ム の構造変化の 中で ｢胤 と ｢農+ の ミ ス マ ッ チを緩
和す るため､ 垂直的な経済主体間 の関係の組み直しによ っ て全体と しての 効率性の 追求と ､
主体間の 提携 ･ ネ ッ トワ ー クによ る価値創造が重要な課題となっ てきた ｡ こ の 垂直的な経
済主体間の 関係の 組み直 しは ､ これまでの 固定的な社会的分業や蹄通機能 の変化をせまり､
シ ス テ ム 間競争を促進 して い る o こ の シ ス テ ム間競争で は主体間の 関係 は情報の 共有化か
ら提携ネ ッ トワ ー ク の形成､ 新しい経営体の形成 - と展開するようにな っ た ｡
外食企業は差別性 を強め ､ 企業イメ ー ジを良く しようとすれば､ 生産者の ｢顔の みえる+
契約生産を拡大 したり ､ さらに直営農場をも つ 場合も見られるようにな っ た｡ 食品製造業
で も最適な契約生産の 方式 の検討から入り ､ リ ス クを企業ができ るだけ吸収する方式もと
られ ､ さらに企業によ っ て は農業生産法人 の育成には い っ て い る｡ 産直を ベ ー ス と した生
協で も農業 - の 支援と して 産直によ る提携か ら農協との新 しい経営体の設立に は い るケ ー
ス もある ｡ 農業サイ ドでも生産 ･ 加工 ･ 販売 を統合化 した内発型アグリ ビ ジネス 経営体が
大きな成長 を遂げて い る ｡
シ ス テ ム 間競争で は経済主体は コ ア資源から事業領域の 見直しと拡大を柔軟に展開し､
提携関係をと る こ とによ っ てアウトソ ー シ ン グするか ､ 統合化するかの 戦略的な意思決定
がある｡ 食品企業は ｢農場から食卓まで の+ ト レ ー サ ビリテ ィの 必要性 が高まるこ とによ
つ て垂直的な経済主体間の 情報 の共有化やミさらに進展 し､ また安全性や品質管理 の レ ベ ル
の 向上が連動 して くる と主体間の 提携関係を強め､ あるい は統合化する ことで経営の ｢シ
ス テ ム+ を顧 客や消費者 に提 示す る ことで 差別 的な優位性 を形成 しようと して い る ｡
これ まで食品企業と農業との 関係 は ､ 農業 ･ 農村サイ ドか ら見ると ｢支配従属関係+ や ｢系
列化+ の関係が強調され ､ 食品企業は ｢悪者+ という認識があ っ た｡ この評価はあまりに
も ー 面的で あり ､ 食品産業と農業が戦略的に提携するメ リ ッ トを考慮しなか っ た｡ 畜産イ
ンテ グレ ー シ ョ ンで も ロ ー カ ル イ ンテ グ レ ー タ - の成長と共に ､ 商社系が衰退 しイ ン チ グ
レタ - は地域に根を張 っ た食品企業と して 内発型ア グリ ビジネス 経営体と して の性格を強
めて い る｡ また ､ ｢売買差益+ を追求 してきた ｢産地商人+ も､ 川下の食品企業との 連携を
強 め ､ 加 工事業の拡大 と生産者との 契約生産 - と統合化を進展させ ､ 地域の 食品企業と し
て成長 したケ ー ス も多い ｡
こ の ように これ まで の ｢支配従属関係+ や ｢系列化+ をめぐる食品企業と農業と の 関係
は ､ 新 しい 視点か らの 理解が必要である｡ シ ス テ ム 間競争では垂直的な関係 がチ ェ ー ン と
して重視され ､ 経済主体は垂直的な関係 の 経営資源を投入 して ｢シ ス テ ム+ を提案する こ
とで実需者と の 交渉力や消費者 - の 提案力 をつ ける ことが ､ 戦略的な課題とな っ たの で あ
る ｡ 提携 ･ ネ ッ トワ ー ク は参加する主体が ｢取引 コ ス トの 節約+ とい う関係よりも ､ 経営
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資源 を相互 に活用 して新 しい価値創造す るとい う ｢収穫逓増+ の 関係 を形成すると い う視
角が 必要で ある｡
2
､
フ ー ドシ ス テ ム の新展開と食品企業の参入
(1) 直営生産 と契約生産
多く の 食品産業は農業生産が収益的で なく ､ ノ ウ ハ ウもなく直接的に農業生産 に参入す
る ことはリ ス キ ー で あり ､ 多く の 企業が これまで 実験的に参 入 して は退出 してきた経過 が
あるo 実験農場で あれば ､ 経済的な採算性 はそれ ほ ど問題 とな らなか っ たの で ､ 現在でも
青果物でも外食 ･ 流通業者が保有 して い るケ ー ス がある ｡ また ､ 畜産 の 直営農場 はイ ンテ
グ レ ー タ - ･ パ ッ カ ー ､ 大手量飯店､ 外食企業 ､ 流通業者は保有 して きた｡ 大規模 肉用牛
の 直営農場 は西友､ ダイ エ ー な どの 大型量飯店が 管理 して きた し､ イ ンテ グレ ー シ ョ ン の
なか で企業サイ ドの情報や販路を活用 しやすか っ た｡
- 般的に食品企業が川上 の農業を統合化するに は ､ 大規模 な農場建設 の投資額が多い う
えに社員に よる経営管理 の方式 をとれ ば､ 生産 コ ス トが 高くな るた め､ か なりな価格有利
性が 実現 できない と ､ 経営的 に成立 しにくか っ た｡ さらに多く の 食品企業は契約生産 に入
り ､ リ ス クを負担 して安定供給を実現する よりも ､ も っ と ゆる い販 売契約か ､ 市場か らの
調達が選択 され る ことになる｡
こ の ように食品企業が直営農場を所有する こ とは､ 高 コ ス トで あるた め実験段 階にすぎ
ず ､ 本格的参入 に はならなか っ たo しか し ､ 施設規模が拡大 し､ 品質管理 の 技術水準の 向
上が進展すると直営農場の コ ス ト構造が変化するだけで なく ､ 食品企業サイ ドが自らの経
営資源を有効に利用 し､ 生産部門と して直営農場を所有す る意義が高ま っ て きた｡ 労賃を
中心 と した 高コ ス トは ､ 販売活動や加 工で 吸収する羊とは容易で あっ た o もともと直営生
産 を展開 してきたの は ､ 畜産で の 商社系 のイ ン チ グ レ ー タ - で あり､ 規模の 経済性 を実現
する よりも高い コ ス ト水準で競争力 は低位にあ っ た｡ しか し､ 多く の イ ン テ グ レ ー タ - で
は契約 生産者を確保できなく なれ ば､ 所有型 の直営生産やリ ー ス 方式な どで生産 を継続す
る必要 が発生 して きた｡ イ ン テ グ レ ー シ ョ ン で は ､ イ ン テ グ レ ー タ - 側 が資材 ､ 技術 ､ 販
売チ ャ ネル などの経営資源を最大限 に活用する ことによ っ て経営の シ ス テ ム を構築 し､ 契
約生産者を支援するメ リ ッ トがあ っ た｡ しか し､ 契約生産者の 高齢化や安全性 を含ん だ 品
質管理の レ ベ ル ア ッ プによ っ て直営やリ ー ス の農場を増加させ る展開もみ られ る｡
青果物の食品メ ー カ ー に よる生産者との 契約生産に よる取引は早く か ら展開 し､ 全量契
約 (面積) と数量契約 の 方式をとり ､ 食品メ ー カ ー サイ ドで の リ ス ク負担を高く して ､ 生
産者の 売上 を保証 しようとすれば､ 全量契約方式が採用され た｡ 食品メ ー カ ー によ っ て は
市場か らの調達か ら契約生産によ る調達もメリ ッ トが 明確に なり ､ 生産者サイ ドも取引価
格の 安定か ら契約 生産 を選択する ようにな っ た ｡ カ ル ビ ー や カ ゴ メ では 品質管理 を徹底す
るために営農指導の ため の フ ィ ー ル ドサ ー ビ ス の 担当者 が配置されて い る｡ 食品メ ー カ ー
が全量契約で 生産者に よ る需給調整 の リ ス クを吸収 しようとす る場合 ､ 食品メ ー カ ー は供
給され た農産物 を全量活用 しようとすれ ば､ 下級品を含めた製品開発や他 の食品メ ー カ ー
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へ の 販売チ ャ ネ ル を構築することが 必要に なる｡ 食品メ ー カ ー は契約生産者の 圃場や販売
情報を管理 して ､ 製品の 差別化 に対応 して 品質水準を高めるためにイ ンセ ン テ ィ ブ方式を
導入 して ､ 生産性 の 良い生産者の 所得を拡大 しようとする ｡ 契約生産者に競争原理 を入れ
るには ､ 畜産の 契約生産と同様に ､ こ の イ ンセ ンテ ィブ方式が有効で ある ｡
それに対 して外食企業では ､ 取引数量が少 なく契約年限が短い ため に ､ 数量契約が 一 般
的で ある｡ また､ 需給調整の リ ス ク を生産者が負担す ることになる｡ しか し､ 契約条件か
らみ ると取引価格が高く ､ か つ 輸送運賃の 負担 が企業サイ ドで あるこ と か ら生産者サイ ド
に有利 である ｡ さらに ､ 外食向けの 業務用 で は規格､ 量目 ､ 価格条件は取引先 との 交渉に
よ っ て生産者サイ ドで提案ができ るため ､ 原価管理の厳格な食品メ ー カ ー との 交渉よりも
有利 で ある｡
(2) 食品企業と生産者の 提携条件
食品産業で も量販店は食品メ ー カ ー や外食企業などの 生産資本と異なり ､ 需給調整の リ
ス クの 吸収能力が弱い ため､ 契約取引する産地を丸抱えするこ とができなか っ た｡ 産直型
生協で は有機JA Sの取得生産者を中心 と して全量取引には い る場合､ 消費者との 交流事
業を同時に拡大す る ことに よ っ て シ ス テ ム の確認 をすることが必要にな る｡ しか し ､ 普通
の 生協との産直で は ､ 生産者サイ ドが 1 0- 20%の余剰作付けで需給調整を実施 して おり､
有利な価格形成が制約される こ とになる ｡
農業サイ ドで も契約取引の メリ ッ トの帯織が ､.′成長を遂げる農業生産法人や産地 の流通
業者か ら進化 しは こ とから ､ 一 部の 外食企業や生協では輸入品か ら国産 へ の 切り替えが発
生 して い る｡ 市場流通 の価格形成に慣れた生産者は契約取引の長期的メ リ ッ トを評価でき
な い場合もあり ､ 依然として短期的な価格志向が強い ようで ある｡ 鶏肉のイ ン テ グ レ ー シ
ョ ン では飼料価格の変動は生産者がリ ス クと してかぶらないで ､ イ ンテ グ レ ー タ - がリス
ク負担する こ とが 普通 にな っ た｡ 青果物でも全量契約の 方式 を原則に需給調整 の リス ク を
企業サイ ドが負担 し､ 製品開発や他の企業との 販売チャ ネル で調整がは か られる ｡ たと え
ば ､ ポテ トチ ッ プ の原料に適さない バ レイ シ ョ の 下級品で は ､ 食品メ ー カ ー か ら提携関係
にある冷凍食品会社 へ 販売 され る｡ また､ 下級の 曲がりキ ュ ウリで あれば ､ 食品メ ー カ ー
は カ ッ トした製品と して新 しいネ ー ミ ン グで販売するで あろうo 高級品で あれば ､ 加 工原
料と して よりも ､ 生食で提携関係 にある量販店で販売される場合も あろう｡
こ の ように需給調整の リ ス クを川中 ･ 川下の 食品に移転させ ､ 農業サイ ドで も生産の 効
率性 と品質管理 の レ ベ ル が向上する ことは食品企業にと っ てもメ リ ッ トが あり ､ 両者は パ
ー トナ ー の 関係 に近づき ことに なる ｡ 食品企業が農業生産法人の 育成に入 り ､ 新たな経営
体を形成する となると､ 資本の 出資関係 の 発生もあ っ て農業サイ ドが食品企業の経営資源
を利用 し､ また食品企業も経営支援に乗り 出すことになる｡
食品企業が生産者との 関係を強め るの は､ 契約取引という場面ばか りで なく ､ 資材の購
入や 開発 ､ 技術指導とフ ィ ー ル ド ･ サ ー ビ ス ､ 情報と販売チャネル などで ､ 農業サイ ドが
食品企業の 経営資源と して活用でき るか らで ある ｡ しば しばこ の 経営資源 に は取引先と繋
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が っ た人間関係 が伏在して い る こ とが 多い . づ引こ食品企業は大手に なるほ ど､ 川下との 多
様 な連携関係 を持つ 場合が 多い ため ､ 販路 の確保が しやす い ことになる｡
3 ､ 農業サイ ドの戦略と新たな経営体 の 形成
食品企業 と農業との 出資を伴う提携は ､ 農業サイ ドは農協､ 第 3セ ク タ ー ､ 農業生産
法人 な どが あり ､ こ れまで は農協が中心 で あっ たが ､ 広域合併が進展す るに つ れて ､ 市町
村の 資本が入 っ た第3セ クタ ー との 関係 が形成され た｡ 農協と食品企業との 資本提携の 代
表的事例 は ､ 青果物で食品 コ ン ビナ ー トを建設 した四国大川農協 (香川県) や羽黒町農協
(山形県う で あり ､ 地元原料の 供給と地元労働力 の雇用を原則 に して農協の 出資比 率を2
分の 1以上に して農協の 経営の 支配力 を強くすると いう戦略で あっ た｡ こ の 出資に よ る提
携は ､ 農業サイ ドで不足す る経営資源 を食品企業の 販売チ ャ ネルや技術を農業サイ ドに移
転させ る ことに よ っ て ､ 新 し い経営体の競争力 を強化 しよう とす る戦略 で あっ た｡ 特に羽
黒町農協60% ､ 阿波屋 4 0%が 出資す る羽黒 ･ の うき ょ う食品加工 はイ ト ー ヨ ー カ 堂との販
売チャ ネル を利用 し､ 経営資源 の 移転に成功すると ､ 独自な販売チ ャ ネル を確立 した｡ 自
治体主導の 第3 セク タ ー と して加 工米飯で は赤坂天然ライ ス (岡山県) やくにみ農産加 工
(大分県) があり､ 米の 高付加価値化や雇 用拡大を地域の 戦略と した｡ 特 に赤坂天然ライ
ス で は 出資は町 51%､ 販路や技術を担当す る芙蓉物産 3 9%､ 企画に参加 してきた三井物産
10%の 構成で あり ､ 初年度か ら経営は黒字で あっ た｡ くにみ農産加 工 は ほぼ2 分1 を町が
出資 し､ 残 りをキ ュ ー ピ ー ､ 農協､ 個人が 出資した｡ くにみ農産加 工は キ ュ ー ピ ー からの
技術移転と販売チャネル の 活用に入り ､ 青果加 工か ら加工米飯 - と事業領域を拡大 したが ､
販路の 拡大が 制約 されたo 出資に よる新 しい経営体の 形成で は ､ 参加する食品企業の 経営
資源 が経営の 成長 に大きな影響を及 ぼす ｡
農協との食品企業との 出資に よ る新たな経営体の形成で は ､ 首都圏 コ ー プと笹神村農協
との 提携が あるo■笹神村農協は有機 ･ 特別栽培の 米の 60% を購入する首都圏 コ ー プとの 間
で平成 12年に ｢食料と農業に 関する基本協定+ を締結した｡ さらに転作大豆 の 高付加価値
化や消費者との 交流の ために新会社 (株式会社 ･ ささかみ) を設立 する こ とになり､ 出資
比率は農協 55% ､ 首都圏コ ー プ ･ 新潟総合生協 ･ 食品メ ー カ ー の共生食品の 3者がそれぞ
れ 15%で あるo 共生食品か ら技術を移転 し､ 製品となる豆腐は首都圏 コ ー プと新潟総合生
協がカ ッ トやブ ロ ー の 形態で購入する戦略で あり ､ 加工場や その周辺で体験や交涜ができ
る戦略で あるo 産直型 生協で は有機JA Sの取得を契機に消費者との交流を転換 し､ 食と
農の教育や産地 の 生産 シ ス テ ム をオ ー プ ン (公開確認) にす る こ とで農産物の 価値を理解
して もらう展開をと っ て い る o 笹神村農協は転作大豆 の約 200ba を加工 に あて ､ 加 工場 の雇
用は8人 を予定 し､ 製品の 4分の 3 を首都圏 コ ー プが購入する予定であ る｡ 首都圏 コ ー プ
は生産 にと どまらず､ 産地段階で の 加 工 ･ 販売の シ ス テ ム の 形成や商工 との連携な どの フ
ー ドシ ス テ ム の形成 を促進 し､ 消費者交流で は販売額の 1% の 支援がなされて い る｡ 笹神
柑農協は水 田地帯で生協と提携 して 生協の経営資源を産地サイ ドに引き出す戦略をと っ て
おり ､ 生協サイ ドか らすると産地が価値連鎖を形成 して自立化す る支援が なされて い ると
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い えるで あろう｡ 有機 JA Sや特別栽培 の米 の 取引で は､ プ レミアム の 水準も高位に設定
され て い るこ とか ら ､ 村内の 4割 が こ の 対象とな っ て い る｡ さらに堆肥セ ン タ ー による供
給 シ ス テ ム が 早く か ら確立されて い るこ と ､ また大豆 のオ カ ラの資渡循環も形成 され つ う
ある こ とか ら地域資源 の活用も進展 して い る｡
3 ､ 地域食品企業と して の イ ン テ グレ ー タ - の 新しい役割
(1) 伊達物産 グル ー プの 参入
地域に根 を張 っ た ロ ー カ ルイ ンテ グ レ ー タ - は地域の 食品企業と して多角化戦略や川下
- の 統合化戦略をとり､ さらに農業生産法人 の 育成や提携を進化させて い る｡ イ ン テ グレ
ー タ - はもともと ､ 生産 一 加工 処理さらに 一 部の 卸売機能を統合してきたため ､ 新 しい経
営体の 支援を しやす い 地位にあ っ たo こ の展開は鶏肉のイ ン チ グレ ー タ - で先駆的にみら
れる . 中堅のイ ンテ グ レ ー タ - で ある伊達物産グル ー プ(福島県)はブラ ン ド化に成功し､
多角化戦略 をと っ た｡ それ は､ 大規模施設園芸生産 へ の参入とネ ッ トワ ー ク の 形成､ 外食
店の 統合化とチ ェ ー ン化 ､ 資源循環シ ス テ ム の確立であ っ た｡ 農業生産法人は契約生産者
を核に した新地グリ ー ン フ ァ ー ム で あり､ ガラ ス ハ ウス で の 高品質トマ トの 生産に は い り ､
伊達物産農産事業部か ら独 立 して設立 した｡ すで に技術を確立されて い た ｢り ょく けん+
農牲を取り入れ ､ 販売チャネル も ｢り ょく けん+ との 関係で西友との 取引が可能となっ た｡
ガラ ス ハ ウス は 2棟で ､ 1号棟 3 ba が ミディ ト マ トの年2作､ 2号棟3ba がミデ ィ トマ ト
と桃太郎で ある ｡ ト マ トは糖度 7度以上を原則と して ､ 糖度ごとの マ ー ケテ イ ン グを展開
した｡ すなわち､ 糖度7 - 9で は kg500円､ 9以上で は 800円とい う設定で あり､ 7以下
で は市場 の価格変動 に対応 した販売で あり､ 規格外 は自社の店舗で販売できた｡ 独 自の マ
ー ケテ イ ン グを展開するた めに鶏肉以外の 販売組織として グリ ー ン フ ァ ー ム (樵)を設立
した｡ 農業生産法人は 8人 の社員が年棒制をとり､ 35人の パ ー トを雇用 して い て ､ 売上額
7億円で 収益性も高位に あるため ､ 他地域で もネッ トワ ー クできる経営体を育成す る戦略
である｡
(2) ア マ タケグル ー プの 参入
鶏肉のイ ンテ グレ ー タ - で あるア マ タ ケグル ー プ (岩手県) は鶏肉か ら鶏卵 ･ かも ､ 大
豆 ･ 野菜 ･ 米 - と多角化 し､ 首都圏の中小量販店120 0店舗 - の サプライチ ェ ー ン を確立し
営業マ ン による小売支援を展開 した｡ 米 は 40- 50戸(100ba)､ 野菜は90 - 100戸 の周辺 の 生
産者との契約生産で あり ､ 鶏肉 ･ かもは田野畑村の 第三セクタ ー (村とア マ タケ2 分の 1
程度) との 提携､ また野菜で は農業生産法人を育成するため社員5名の 出資で 有限会社を
設立 して い るo 第三セ クタ ー はカ モと鶏卵の 直営生産と GP セ ンタ ー と加 工処理施設 を統合
すると10億円の販売額になり ､ 村内雇用も 65名 (内パ ー トIl名) になることから､ ア マ
タケか らの 出資による経営体の 育成と技術指導､ 販売チャネル の利用に よるメ リ ッ トは地
域の活性化 の 視点 か らみて 大き い ｡ 野菜の 直営農場の フ ァ ー ム ラ ン ドは 町の リ ー ス 事業を
利用 して参入 し､ 1 80 0坪の ハ ウス で焼き鳥用の シ シ トウ､ ネギを中心 と した生産 を展開 し
て い る｡ 販売は自社が 中心で ､ 生産量が増大すればシ シ トウの 3 0% 程度が市場に販売され
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るo 取引価格は市場相場と関係 なく設定され､ 規格も簡素化 され て い るた め省力的で ある
が ､ 技術が未確立で あるため収量水準が低位になりが ちで ある｡
鶏肉の 2 つ のイ ンテ グ レ ー タ - は処理加 工場 で の雇用 ､ 契約 生産者の育成､ 地域資源 の
活用などにお い て地域内発型ア グリ ビジネス 経営体と して の役割が ある｡ 第三セ クタ ー や
農業生産法人は グル ー プ の 中にあ っ て ､ グル ー プ と して の 販 売チ ャ ネル を活用 し､ ネッ ワ
ー ク の 関係 にある企業の 一 部の 経営資振 を活用できれば ､ こ れ らの篠常体の 経営支援が な
され ､ 経営の 成果も改善で きるで あろう｡ 川下 - の統合化 を戦略と して きたイ ン テ グ レ ー
タ - は ､ 販売チ ャ ネル の 管理が進展 し生産の 多角化 が必 要となりやすく ､ リ ス ク の 大きな
領域で は新たな経営体を育成 して経営の 支援をする ことが課題 となるの で ある｡ そ して ､
周年的な雇用 シ ス テ ム と技術の平準化を実現するに は ､ 施設園芸が選択 されやすい ｡
5 ､ カ ゴメ の参入と経営体の 育成
食品メ ー カ ー が農業生産 - の 参入 によ っ て成果 を挙げて きた の はカ ゴ メ で あり ､ 現在契
約生産者約 3 0 名 ､ 高知県で の 生産予定を含めると直営生産 は 3カ所で ある｡ カ ゴ メ の戦
略は 100億円の販売目標を設 定して ､ 施設 トマ トの ナ シ ョ ナ ル ブラ ン ド (こくみ トマ ト)
を確立する ことで ある o ナ シ ョ ナ ル ブ ラン ドというこ とか ら量販 店の 小売価格や納品価格
が決定され ､ 生産者段階の 取引価格は周年的に 一 定で ある｡ 全国展 開で あ るた め販売 チ ャ
ネル は量販店で あり ､ 有力なリ ジ ョ ナル ス ー パ ー も含まれて い る o カ ゴ メ と して の 生産者
へ の 支援は ､ 種子 の指定や 5人の ス タ ッ フ に よるフ ィ ー ル ド ･ サ ー ビ ス が あり ､ 小売店に
つ い て は ｢フ レ ッ シ ュ レ ディ+ によ る販売促進が ある｡ 凍通 シ ス テ ム は 市場外疎通を基本
と して全国7 カ所 に配送セ ン タ ー を設置 して産地の 流通業者や仲卸業者を活用 し､ 量販店
は ジャ ス コ ､ 西友､ な どのナ シ ョ ナル ス ー パ ー ばか り
γ
で なく ､ イ ズ ミや 与野フ ー ズ などの
有力 なリ ー ジ ョ ナル ス ー パ ー との取引が なされ て いる ｡ 伊達物産 グル ー プの新地グリ ー ン
フ ァ ー ム とカ ゴメ の戦略の 違い は､ 新地グリ ー ン フ ァ ー ム は 高糖度系ト マ トで差別化 しカ
ゴメ の ような広域的な契約生産による生産者の組織化やナ シ ョ ナル ブラ ン ド化をとらずに ､
農業生産法人の 育成とネ ッ トワ ー ク化 を展開 した ことで ある｡
カ ゴメ の経営体の 支援 ･ 育成の戦略では ､ 2 0- 50a の 規模まで は伝統的家族経営や雇用
型家族経営で全量購入 の契約生産方式 で対応 し､ 2 - 3ha 規模で は補助金 の活用に よ る農
業生産法人の 育成が効果的で あり ､ さらに 10 - 20ha 規模で あれば施設 - の投資 コ ス トの節
約によ っ て自前 の 直営生産に有利性が あると して い る｡ 農業生産法人と して は じめ に参入
した美野里菜園(茨城県)は 1･3ba で 3億円の投資額､ 社員4名 (内2人は カ ゴメ の 元社員､
1人は新規就業者) パ ー ト2 0人 の 組織体制で参入 し､ 生産 シ ス テ ム はロ ッ クウ ー ル の養液
栽培によ る長期栽培をと っ たo 初年度は販売目標の 2 分1程度で あっ たが ､ 増収がで きる
ように なり ､ 3年度で 90%､ 4年度で軌道に乗 っ た｡ 次に参入 したのが地元か らの 要望も
あ っ た広 島県世羅町 の 世羅菜園で ある ｡ 生産 シ ス テ ム は美野里菜園と同 じだが ､ 規模 は
2･96ha (ガラ ス 温室)､ 投資額は 1 1億円で内約 5億円は農水省 の 経営構造対策事業を活用
し､ 融資は L資金最大限に利用 して い るが ､ 連帯保証人に は カ ゴメ が 代表取締役と共 に入
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つ て い る｡ こ の債務保証との 関係か らカ ゴ メが 10%の 出資(500万)をする ことにな っ た｡ 世
羅菜園の 3人 の役員と7人の 社員 (1名 は元役場の 職員､ 1名はカ ゴ メ の 社員) で構 成さ
れ ､ パ ー トが最盛期で 4 7名が雇用されて い る｡ 施設規模からすると 2.8億円の 販売額に達
して い る こと から 2年度目で収益が確保されて い る ｡ 再生産が可能な コ ス ト試算が kg 当た
り 280 円とす ると､ 取引価格が 3 00円程度で あれ ば､ 収益性は確保する こ とができ る｡ 次
の 参入 はやは り地元 の 要望で高知県三原村で の 設立が決まり､ 新規就業者 を含めて 3名 の
出資者､ 2.7ha で 10億円の 投資額になる｡ 生産 シ ス テム は 同じであるが､ 販 売先が県内で あ
り ､ コ ス トが高めに なることが不安要因で ある｡
以上の よう にカ ゴメ は全量契約と年間 一 定価格､ 購入種子の 統 - ､ 品質管理 とフ ィ ー ル
ド ･ サ ー ビ ス の 充実に よ っ て生産 シ ス テ ム と経営の 支援シ ス テ ム を確立 したが ､ 販売 チ ャ
ネル 管理や養液栽培技術が経営資源と して シ ス テ ム の 形成に寄与 して い る ｡ 美野里菜園と
比 べ ると世羅菜園の 経営は軌道に早く乗 りやすか っ たの は ､ 収量をあげる技術の確立 とシ
ス テ ム が効果的に機能す るようにな っ たか らで ある｡ また ､ カゴメ の 農業生産法人 は農村
工業の 衰退に中に あ っ て ､ 地域にと っ て 雇用機会の創出として の効果も大き い ｡
6 ､ 結び
食品産業の農業生産 - の 参入 は契約生産 ､ さらに農業生産法人や第3セ ク タ ー などの新
たな経営体の形成に入 っ て い る｡ またグロ ー バ ル化の なか で地域の 食品産業は多角化や統
合化 の 戦略と して 農業生産との 関係性を強 めてきた｡ 食品産業と農業は戦略的提携の 段階
には い り ､ 農業サイ ドで不足する食品企業の経営資渡をどの ように利用するか が重要 な課
題とな っ てきたとい えよう｡ 食品企業は生産者を支援させ る ために販路と技術指導を提供
するだけでも ､ 経営の安定化や所得の 向上 に結び つ く可能性 が大きくな っ たの である ｡ ま
た ､ 食品会社も農業との 戦略的提携を展 開す る ことは ､ 新しい価値形成や フ ー ドシ ス テ ム
の効率化 ､ さらに は地域の 活性化 に貢献する こ とになる｡
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e x a mine sthe effectiv e n es s a nd fe asibility of intr odu cing r elatio n ship m a rketing par adigm to agric ul-
tu ralm arketing.
Existing articlesha v eta rgeted 皿 ainly o nfar m o rga niz atio nbelo nging to c ooperativ ebut c a n n ot
give proper strategiesto c o nfront the rec e nt changes of m arketing environ m e nt. e specially the dr as-
tic change of wholesalem a rkets･ Othe rres ea rch- gr o ups hav e an alyz ed new 皿 a rketing cha n n els but
hav e n otco n str u ctedthefr am e w ork for co mp.a ring a ndtheorizingthefindings on cas e studie s.
Relatio nship m a rketingis a new 如r adigm of m at-keting re se ar ch a nd provi de sthefollo wing useful
vie wpointsforin v estigating agric ultu ral m a rketing:1)importa n-c e of lo n㌻ter m relatio nship for m a-
tion a nd m ainten a n ce. 2) atte n血 n tointe ra ctio npro cess a nd 3) c o nsideratio n oftheimpa ct ofsocial
co nte xt.
Se v eralprelimin a ryin v estigation s sho wthatrelatio nship analysisisfe asiblein agric ultur al m arket-
ing･ e spe cially o nthe an alyse s ofship ping n etw o rk. s e rvic e co nceming agricultn ralpr oducts. r elatio n･
ship with co n su m ers ands ocialaspects which affects tra ns actions.
1. 基本的課題
産地研究は, 古くは立地論や経営主体静の 立場から論
じられてきたが, 近年では , マ ー ケ テ イ ン グ論を加味し
た方向にシ フ トしてきたL'. 洗通環境が 変化する 中, 農
業経営体の 集積である産地がその経営成果を高めるため
の 販売活動方策の解明を目的とする産地 マ ー ケ テ イ ン グ
静は, そ の 重要性を増 し, 現状 の 正確な認識 と今後 の
マ ー ケ テイ ン グ准進に資する萄卿各の 提示が求められ<い
る.
1990年代, 産地をめ ぐる マ ー ケテ イ ン グ環境は大きく
変イヒした･ 産地内で は, 生産者の 高齢イヒと異質化, こ れ
まで マ ー ケ テ イ ン グ の主たる単位であ っ た農協の 合併再
編が急速に進行した. 産地 の外部でも, 輸入農産物の急
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増 , 産地振興や涜通に 関わ る制度の変更, 小売主導によ
る流通再編, 新た な業態の 出現と成長等が進行してい る .
こうした環境変化に影響され, 産地 マ ー ケテ イ ン グ の
実態も変容を遂げて きた. しかしその 研究にお い ては,
変容 の事実を指摘 しつ つ も, その 評価や今後の 課題を的
確に説明できな い 状況にある . まず, これまで産地 マ ー
ケ テ イ ン グ の 主涜を成して い た農協共販論に つ い て は,
主たる販売先で あ っ た卸売市場流通の 変容 や産地組織の
異質化に つ い て , 事実を指摘 し, 危機感を訴えて はn
.
る
が , 今後 の具体的な対応に つ い て ほ必ずしも明確 に提示
されて い ない . - 方, 近年拡がりをみせ て い る新たな流
通チ ャネル を経由した販売や , 農協と異なる原理で構成
された組織による マ ー ケ テ イ ン グに関する研究にお い て
ち, 新たな動向を紹介し興味深 い 知見を提供して い るが ,
従来型の マ ー ケ テ イ ン グ方式との精微な比較や理論的検
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証まではなされて いな い .
産地 マ ー ケテ イ ン グが大きな環境変化にさらされた
1990年代, 商学 ･ 経営学の 分野で展開されて い る マ ー ケ
テ イ ン グ理論も, 大きな晦機を迎えてい た. それまで主
流で あっ た, 寡占的消費市場での 消費財販売を前提とし
て発展を遂げてきた マ ネジリア ル ･ マ ー ケ テ イ ン グ静の
問題点や 限界が明らか にな っ てきた. 同時に , そ の 限界
を修正 ･ 克服する新たなパ ラダイム として, 企業間の 関
係性 (relado nship) に着日する マ ー ケ テ イ ン グ静が注
目され , 議論が深められた. 関係性という術語が意味す
る領域 は論者により差が あるが, こ こ で は暫定的に,
｢ 売り手と買 い手 の 間に形成される取引の連銀お よびそ
の 成立に関与する経済的交換 ･ 社会関係の総体+ と定義
しておく. 関係性 マ ー ケテ イ ン グ論は, 成熟市場 にお い
て持続的に マ ー ケ テ イ ン グ成果を上げることを目指 し,
様 々 な視点や分析枠組を提供しつ つ ある. そ の 中には,
新たな農産物産地の動向の 説明や, 従来型の マ ー ケテ イ
ン グ の軌道修正を検討する上で参考になる知見も多い .
そこ で本静で は, 以下 の ニ つ の練馬に取り組むこ とに
する . 一 つ は , 近年 の 産地 マ ー ケ テ イ ン グ研究を再検討
し, そ こ に内在する問題点や課題を抽出する こ とである.
もう - つ の 課題は , 今後 の 課題を分析するた め の 枠組 ･
手法として参考になると思われ る関係性 マ ー ケテ イ ン グ
論 の特徴を整理するとともに, 今後 の産地研究にお い て
どの ような場面にお い て適用が可能か どうか, 予備的考
察を行う ことである.
構成は以下の とおりで ある . まず, 既存 の産地 マ ー ケ
テ イ ン グ論 の 成果を レ ビ ュ ー し, その 到達点と課題を整
理しながら, 産地 マ ー ケ テ イ ン グにお い て どのような関
係性に注目しなけれ ばならな い かを明らかにする(2節).
続 い て , 一 般 マ ー ケ テ イ ン グ研究における関係性 マ ー ケ
テ イ ン グ論の展開を概観し, その時徽を整理するととも
に, 同論 の 日本 へ の導入経過を紹介する (3節). 最後
に, 産地 マ ー ケテ イ ン グ の現場における注目度と研究上
の 必要性を加味して, 幾らか具体的課題を設定し, そこ
で関係性 マ ー ケ テ イ ン グ静 の 視点や分析枠組がどの よう
に適用可能であるかを例示する (4節).
2. 産地 マ ー ケテ イ ング論の レビ ュ ー
(り 対象の限定 ･ 制約
本節では, 農産物産地を対象とした マ ー ケ テ イ ン グ研
究を鳥撤し, その 成果と問題点, 今後の 瓢題を整理する .
対象とする論文 ･ 著作は, 1980年以降の ものとしたが,
それ以前の研究成果を勲祝して い るわけではなく , 重要
か つ 必要な成果に つ し, ､て は言及する ことにす る.
対象とする巌産物として は, 本来ならば 一 次産品全般
を取り上げなければならない . しかし, 俄彼の産地 マ ー
ケテ イ ン グ研究におい て実際に対象とされた農産物は,
青果物に集中しておノり, 一 次産品全般を取り上げること
は撤しい という現実が ある. 対象が青果物に集中した要
因として , 3点ほど指摘で きる . 1点目は, 米麦な い し
畑作物の場合, 流通自体が改府の 管理に置かれるか, 戟
い 政策的誘導 (補助金等) の 下にあ っ たため, 産地とし
て マ ー ケ テ イ ン グ活動をする余地が少なか っ た ことであ
る . 2点目として , 1961年施行の 農業基本法に基づ い た
農政の転換以来, 産地が選択する作目 ･ 品目が, 選択的
拡大常に資するとされた青果物や畜産物に特化したため,
それまで の品目の バ ラ エ テ ィ が失われ, マ イナ ー 化した
品目に
.
つ い て は研究の蓄積がなされなか っ た ことである .
さらに3点告として, 畜産物 に つ い て は, 藤谷幻が整理
して い るように, その経済的位置づ けは拡大したもの の ,
同時期に進展した畜産イ ンテ グレ ー シ ョ ン の 展開過程 に
対して研究の 精力が費や された結果, 畜産物の マ ー ケ
テ イ ン グに射する関心が希薄化し, 研究者横にも乏し い
ことを指摘で きる. 一- :
結 果として, 本節では主 に青果物を柑象とした産地
マ ー ケ テイ ン グ研究に視座を当て る こととなる . しかし
なが ら, 他 の作目に つ い て も, 特 に1990年代以降, 環境
の 変化や農政の転換に伴 い , これまで以上に マ ー ケ テ イ
ン グ的視点か らの研究が求め られて い る .こi(本節では触れ
な い が , 必要な場合は今後の 課題も含めてま.4節 にて検討
すること にした い .
/ }
(2) 青果物を対象とした産地論と マ ヰケ東イ.ング研究
高度成長期以降, 増加する都市住民に生鮮食品を安定
的に供給する ことを目指して , 卸売市場を核とした広域
大量涜通シス テ ム の整備と青果物産地の育成支援が平行
して進められた . 産地にお い ては , }卸売業者 へ の安定し
た供給関係を構築するため , 規格品の ロ ッ ト販売と定量
安定供給を目指し, 主たる産地組織であ っ た農協の共販
組織 の強化が図られた. こうした傾向は1
'
980年代まで ほ
ぼ 一 貫して続 い たが, 産地研究も, 同様の背景の下, 疏
通研究と連動しながら成果を積み重ねて着た. 1980年代
の 主要成果として は, 産業組織静的分析港行 っ た斎藤
[34], 1980年代の 産地 マ ー ケ テ イ ン グを巡る環境と基
本問題を簡潔 に整理した桂 [19], 内部組織経騎学の 視
点を導入して産地帯動を配明した浅見[1], 堀田[14]
等を挙げることができる .
また, か つ て集散市場体系論 に依拠して い た研究 グ
ル ー プでは, その 論の 抽象度の高きや市場間関係 へ の 関
心の 偏り へ の 反省か ら, 精微な実詐研究も横み重ねられ
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た. そ の流れを汲む研究例として は, 中小産地や地域淀
通を研究の 遡上に乗せた藤島 ･ 山本 [6] 等を挙げられ
る .
だが1990年代に入り, 青果物涜通をめ ぐる環境が激変
する中で, 産地研究の持 つ 限界な い し問題点が徐 々 に浮
かび上が っ てきた.
1点日は, それまで の産地研究の 具体的好象が農協共
販組織であ っ たにもかかわらず, 共販租織をめ ぐる内外
の環境変化に対応した組織再編問題 へ の取組み が遅れた
ことで ある . 農水省 ｢青果物集出荷横構調査+ の デ ー タ
を見る限り, 結果として の共販組織出荷量はほ ぼ横這 い
で推移して い る . しか し, 産地内で の生産者の 高齢化と
異質化の進行は着実に進ん でおり, 共販組織の 長剣生は
弱ま っ て い る. また, 1990年代は農協の 広域合併と2段
階制移行が進み, 各地の 共販組織 が半ば強制的に再編を
迫られた時期で あ っ た. しかし近年の研究成果をみ ると,
高齢化 ･ 異質化の事実 は指摘されて い るも の の , それが
共販組織, 特 に同組織の 販売方策にどの ように影響を与
えたかを考察 した成果は あまりみられ な い _ 異質化の状
況を整理 し対襲を捷示した研究として は石田 [15], 産
地内の 変容に対応した共販組織の再編例を捷示した例と
しては佐藤 〔43], 産地 の 外部か ら進行した広域合併に
伴う産地再編 に つ い て は堀田 [12], 2段 階制移行の影
響を検討したもの として は署元 [17] 等の 成果がある.
しかしこ れらの成果をもとにした (ある い は批判した)
新たな成果はみ られず, 現場 の変容 に比べ研究の 蓄積に
は乏し い .
2点目の 問題点は, 主た る販売先であ っ た卸売市場 に
お ける取引様式 が変容 したにもか かわらず, そ の 産地
マ ー ケテ イ ン グ へ の影響が十分検討されて い な い ことで
ある. 地域差があるもの の , 取引様式として のせり売り
の比率が減少し, 相好取引が伸張したことも, 1990年代
の卸売市場涜通の 特徴であり, その事実は多くの論者が
認めて い る . しか し相対取引に関する諌論は流通論で扱
われる ことが多か っ たた
I
k).i), 産地 マ ー ケ テ イ ン グ論で
明示的に取り扱われるこ とは少なく, 斎膝 [37] 第8牽
に整理されて い る程度である . 相対取引で は, 価格や取
引数量の 決定に加え, 規格や搬出入の ス ケ ジ ュ ー ル等,
産品の 商品特性や附帯サ ー ビス として の 物洗の あり方等
も交渉条件となる ことが多い . また, 対略する取引相手
として , 卸売業者だけで なくより川下の取引先も確定 し
てい る こ とが多く, 間接的に川下サイ ドからの要望 へ の
対応も求められる . そ の ため産地は, 交渉次第で は価格
安定や定量継続取引と い っ たメリ ッ トを実現できるもの
の , 過剰な い し不足を生じた場合の対応や, 求められる
規格に合わない 産品め販路探索等, 新たな負担やリス ク
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も抱えなけゴILばならない . しか しこれまで の 産地研究で
は, こうしたメ リ ッ トとデメリ ッ トの 具体的な仕分けや,
英際に成立した相対耽引の 成果を十分 に検証してい ると
は言えな い .
3点目は, 1点日と重複する箇所も多い が, 新たな産
地組織や販路に対する関心が希薄であり, 従来型の マ ー
ケ テ イ ン グ方式との適切な此舵がなされて い ない ことで
ある . 近年, 青果物産地にお い て農協組織 とは異なる原
理で有志が結合 した新たな農業法人の結成が みられる .
また, か つ て 旧来的と評価されていた産地商人が, 多様
な農家を組織 し, 出荷組織 を再編して い る例も散見され
る･ こうした新たな産地組織は,
.
卸売市場だけでなく,
多様な販路を模索 し, 実際に構築しつ つ あ る･' . 加 えて,
農協組織自ら市場外 - の販路を構築するた め, 都道府県
レ ベ ル で直販事業 部を設置する動きもみ られる5-. だが,
こ うした新たな動きを注視する論者が い る 一 方 で, 共販
論に取り組んで きた論者の 中には, 新たな動きを分析柑
象に取り込むこ と自体に慎重な者も多い . 例えば桂[20〕
は, 現在でも共販と卸売市場流通によ っ て青果物流通の
大半が捜われて い ることを強調し, 新たな動きとして の
市場外流通を共販と卸売市場涜通によ っ て形成される安
定した涜通シス テ ム の フ リ ー ライ ダ ー として 限定的に評
価して い る. 確かに卸売市場流通は, 現在で も野菜漁連
量の 約8軌 果実流通量の 約6割を占めて い るが, そ の
比率は漸減傾向に あるb
'
'
. 量販店の 集荷能力の向上や,
こ れまで卸売市場 からの 任分け舞としての 認識が薄か っ
た加エ用途の増大 ほ , 今後, 市場外流通の シ ェ ア拡大と
取引方法の 変化を過ると考えられる. しか し桂らは, こ
れまで安定して推移した共販と卸売市場シス テ ム の変化
自体は認めて い る もの の , そ の 対処な い し改善翠は具体
的に明示して い な い .
結果として , 新たな産地組織やその販嘩形成は, 実態
がある程度進展したにもかかわらず, 研究対象として取
り上げられる ことは少なく, 取り上げられる場合も事例
研究としてス タ ー トする場合が多か っ たため, 研究成果
の比聴からより理論的な考察を行う段噛に は至 っ て い な
い
. こ の ような研究動向の 中でも, 販路 の多様化に注目
するとともに埋静的考察も進めた研究例として, 佐藤
[42〕 がある . 佐藤は流通チ ャネル 論を適用 して , チ ヤ･ ･
ネ ル の長さと開放性を指標として, 多様化した青果物洗
通チ ャネルを類型化 し, その管理方策を鋭明して い る .
(3) マ ネジリアル ･ マ ー ケ テ イ ング論と産地
マ ネジリア ル ･ マ ー ケ テ イ ン グ論とは, 戦後, アメリ
カをrFTJ山こ発達 した普遍的な マ ー ケ テ イ ン グ研究体系で
あり, 日本で も商学 ･ 経営学の分野で普及 ･ 定着をみ て
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い る. だが工業製品と農産物との 間にある商品特性の追
い や価格形成メカ ニ ズム の 違 いから, 産地 マ ー ケ テ イ ン
グの 分野では, マ ネジリア )I, ･ マ ー ケテ イ ン グ静を適用
した研究 へ の取組み はあまりみられなか っ た. しかし先
行的に マ ネジリアル ･ マ ー ケテ イ ン グ論 の授用を試み た
ケ ー ス として若林の研究 [53], その 後さらに同論に基
づ いた研究を展開した例として柿沢の研究 [51][52〕
が挙げられる .
先行する若林の研究で は, ミ ク ロ ･ マ ー ケテ イ ン グ
(私経済的立場 に立 っ た農産物販売に関する軽骨戦略
論) を体系的に論ずるため に マ ネジリア ル ･ マ ー ケテ イ
ン グ諭が援用され, 農協の 農産物販売戦略が整理されて
い る .
一 方, 梅沢は1990年代以降, 積極的に マ ネジリア ル ･
マ ー ケテ イ ン グの 分析枠組や手法 (4 P論, 製品ライフ
サイクル 論等) を用い , 生鮮農産物 に限らず, ｢生鮮的
加工食品+ にまで対象を拡げて分析を行 っ て い る .
こうした マ ネジリ ア ル ･ マ ー ケ テ イ ン グ論 の視 点に
立 っ た研究に対して は, かねて より批判がある . 例えば
藤谷 [7] は, 農産物とエ菓製品の間にある マ ー ケテ イ
ン グの基礎条件の遠 い を比較し, ①商品特性上, 農産物
は製品差別化が徹底しな い こと, ②価格形成メ カ ニ ズ ム
が工業製品と異なること, ①販促活動による需要の誘導
も推しい こと等を指摘し, 寡占化市場における工業製品
の流通 を主たる沖象としてきた マ ネ ジリ ア ル ･ マ ー ケ
テ イ ン グ静 の導入を厳しく批判して い る.
藤谷 の指摘 は的確で あり, 早急な援用は音域しなけれ
ばならな い . しかし, 氏の批判の 根拠とな っ た マ ー ケ
テ イ ン グの基礎条件も徐ふに変化して おり, それをも っ
て マ ネジリア ル ･ マ ー ケテ イ ン グ論 の援用を全面的に否
定することはできない . 問題とされる の は, 依拠する分
析枠組や手法が適切に導入されて い るか, また マ ネジリ
ア ル ･ マ ー ケ テ イ ング静的視点から何か新たな知見が得
られて い るかであろう . こ の視角から先述の研究例を再
確認してみ ると, 限界な い し問題点を指摘できる.
まず, 若林研究は , マ ネジリア ル . マ ー ケ テ イ ン グ論
の枠組で これまでの氏の研究を再構成したもの とい える .
その ため, 氏 の研究がより整理され, 理解 しやす い形で
提供されて い るが , 同静の適用から新たな成果が生まれ
たとは考えにく い .
梅沢 の 研究にも, い く つ か の傾向を指摘できる . まず,
マ ネジリア ル ･ マ ー ケ テ イ ン グ論で瀕紫に用 い られる4
P静の枠組を援用して 言えば, 氏 の 研究は製品 (Prod-
u ct) 戟略静にやや偏 っ ており, 価格(Price) 戦略や 場
所 (Plac e) 掛盾としての 流通論に つ い ては, 従前 の 成
果が簡単に紹介されて いるの みである場合が多い . 流通
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静に関わる新たな見僻として , 市場外耽通を形態別に整
理 ･ 紹介して い る点は確認できるが, その展開プロ セス
につ い ての瓢明は希薄である . また, コ ー ル ドチ ェ ー ン
ない し温度凱旋適シス テム諭も氏が提唱した新たな見解
であり, そ の魚点企業とな っ て い るメ ー カ ー の行動に つ
い ては紹介されてい る . しか し産地 マ ー ケテ イ ングを考
える上で重要となる原料産地の行軌 および複雑に形成
されて い る コ ー ル ドチ ェ ー ン の各段階に介在する多様な
流通主体の 行動ア一に つ い て は分析が疎められておらず,
結果的に コ ン セプトとして強調されす ぎで いる .
結果として, マ ネジリア ル ･ マ ー ケテ イ ング翰の導入
は, 既存 の成果の 整理や, 製品馴各を コ ン パ ク
.
トに鋭明
するうえで は 一 定の 成果を上げたが, そ の導入により新
たな成果を生み出したとは言い難い状況にある.
(4) 消費者との直接的な関係
これまで紹介した研究で は , その対象は専ら産地と販
売先である卸売葉音ない し量販店等の 流通業者との取引
関係に限定されがちであ っ た . しか し産地側か ら消費者
ない し消費者により構成される組織 ヘ ダイレク トに産品
を供給する流通チ ャネルも徐ノ=こではあるが形成されて
きた.
研究におい てこう. した産地と消費者との ダイレ ク くトな
関係を先駆的 に取り上げたの が, 1970年代以降多様な発
展を遂げた産地と鞘費者との提携に関する研究である .
具体的には, 産地側の組織と都市の消費者グル ー プある
い は生暗協同組合との 間に成立した産直活動に関する諸
研究が該当する . しか し執者も指摘 して い るよう に幻,
産梢提携論で は モ ノ グラ フ の蓄積は串るもの の; 必ずし
も体系的に整理されてこなか っ た. 土こせは,'先行的に
整理を試みて い る中島[25] に依拠し つ つ , 野見山[28]
も参照しながら,
ー
これまで の成果を鳥取する･ 中島は産
消捷携を①有機農業運動における生産者と消費者 の 提携,
③有樺農産物洗適専門事業体による提携, ①生1Gu主導に
よる産直の 3タイプに類型イヒして い る . :
①の生溺提携は, 1970年代にス タ ニ トし; 単なる経済
J
的交換を超えた関係づくりが 目指され, 現状を克服する
ための理念や行動指針が提示された∴ しかし19卯年代に
入り, 新たな担い 手 へ の拡大を果たせず, 運動としての
限界を示すようになっ た. 中島は当時の自己革新の方向
として , 波多野束の学鋭を紹介して い るが, そこ で は専
従者の設置 による業務高度化以外, 新 たな関係性形成に
つ い て の展開は見られな い . むしろ運動静として規範的
性格を強める方向に向か っ て い る .
次 に, ①は1980年代に事業として拡大をみせ , 過勤の
まとめ役および事業体の軽骨実務担当者としての 専従者
梯非 :並地 マ ー ケ テイ ン グ論の新展開
の役割が強調されて い る . だが, 生産者組織と事業体と
の 関係性に つ い て は触れられて い な い . ま た野見山も,
消費者側の 利便性変調と, 車乗体における生産者との 関
係性 へ の配慮不足を批判 して い る.
`最後に, ③は1980年代に事業として拡大をみ せたが,
1990年代に入り, そ の伸びに 一 定の 歯止めがか かり , 各
生協とも草葉の位置づけや性格を見直すこととな っ た .
そ の結果, 産直 の高度化を目指す方向で取組み が進めら
れ, 商品調達シス テ ム として産直を商品論 ･ 流通論の視
点か ら見直すとともに , 食品安全性を求め る組合長の要
望や, 日本農業牟体へ の 危機感に対処する ため, 運動論
の再構築も平行して検討きれた . その ため , 産地と生協
との協議の場は増加傾向にあるこ とを中島は指摘して い
る . しか し協訣の場の 具体的な検証は必ずしも蓄蔵さ･れ
て い な い . また, 協詫の 場 の増加と, 流通シ ス テ ム 高度
化と運動 の両輪的発展を日精すと いう生協側の 方針が,
うまくリ ン ク して い な い . こ の 点に つ い て は野見山も,
店舗販売や個配事業の 展開とともに, 生協産直の運動体
と‾しての性格が希薄化 して い る ことを問題点として 指摘
してい る .
産晴渡携 は実際に多様な展開をとげて い るが , それを
対象とした研究にお い ては , 結果として , 規範約言説が
未だかなりの 割合を占めて い る. ま た, 生協研究で展開
された流通 シス テ ム論と運動論の両輪的発展と い う考え
方に つ い て も, それぞれの 立場からの実践およびその研
究上の 整理 はなされて い るが , 両者を接続しうる具体的
なビジ ョ ン は見 い だせて い な い . 加えて, 2001年 に発覚
した生協産直における産地側の偽装事件や, 大浦 ･ 平泉
[32] が解明した生協組合員の機会主義的行動が もたら
す需給ミス マ ッ チ の 発生など, これまで生消双方を代表
する組織が半ば前提祝して い た両者の 関係性 , 特に信頼
関係を揺るがす事繋が発生してい る . 新 た な信頼性の 獲
得 ･ 付与に 向けて,
･ 近年では , 有槙JA Sをは じめとす る
第三者の 検証を前提とした認証制度の 導入や , 産地との
交乾事業を製品の評価 ･ 改善に資する ように改聾する例
も増えて い る . 研究におい ても, こうした新たな動向を
考察升象に含めたうえで , 産地と生協との 関係の 変容過
程を開 い 直す必要性が あると い えよう.
∵産消提携で は, 産地組織と消費者団体との 問に, 価格
や数量を巡 る様々 な契約 , 会員制の 存在等, ク ロ ー ズド
な関係を前提として い る場合が多 い . そ の 一 方で , 不特
定多数の消費者を対象とした直売も古くから行われてき
た. 1970年頃までの 原初白勺な直売方式 に つ い て は祁戸
[18] に詳細にまとめられて い るが, 高度成長に伴う流
通の広域化 ･ 大型化とともに, こうした直売は相対的な
位置づけを低下させ てきた. しか し1980年代半ばより,
全国各地に農産物直売所の 設立が相次ぎ, 現在では市場
外流通チ ャネル の 一 つ として触視できな い規模にまで苑
展を遂げて い る . こうした直売括動が研究として取り上
げられるこ とは少なか っ たが , 1990年代半 ばより畿つ か
の 薬液 が公衆されて い る . 例えば藤島ら [5] は直売活
動の経済的意義と限界に つ い て簡潔に整三哩してい る . ま
た横井 [39] は直売活動の組織性を考察し, 運営組織の
展開過程を整理するとともに新たな課題を指摘して い る .
だがその後, 多数の 成果が公表されたもの の , 二 木[8〕
に代表される ように , 直売所全体の マ ネ ジメ ン トに関す
る報告に偏る方向がみ られる . 直売活動は農家の生きが
い や地域の振興 に関連づけられて紹介されることが多い
が, 研究として個別農家な い し地域社会 へ のイ ン パ ク ト
を静 じた成果は未だ乏し い .
(5) フ ー ドシ ス テム論にお ける主体開聞係分析
1990年代に入り, 食 の外部化の 進行を背景に, 食品産
業も分析対象に取り込み つ つ , 産地か ら食 ･ 農 に関わる
製造 ･ 詑通 ･ サ ー ビ ス 業を経て消費行動に至るまでの 涜
れ全体を体系的に把握するこ とを目指すフ ー ド シス テ ム
論が急速 に発展 を遂げた . 日本で の導入当初は, ア メリ
カで主洗 で あ っ た ミク ロ 経済学 (特に産業組織論) を理
論的基礎 にお い た研究と, 欧州 (特にイギリス) で主流
であっ た組織間関係静に立脚した研究が併存して い だり.
だがその後, 両者 の接近 ･ 融合が図られ, 現在では経済
学 ･ 経営学 ･ 組織論を ベ ー ス にして農と食に関わる主体
間の 関係を論ずる研究が盛ん になり, 理論的精微化と実
証研尭の積み上げがなされ て い る.
理論的成果にお い て産地とも関わるもの としては, 土
井 ･ 斎藤 [3] にお い て川上サイ ドを意識 した理論 ･ 学
鋭 の 整理が行 わjt. 主体間関係論に立脚し, 垂直的関係
の 重要性や , 企業間関係の典型的パ タ ー ン が整理されて
い る . また斎藤 [37] で は, より具体化され た企業間の
提携関係として , 契約 (生産) ∴O E M, 委託, 融合化な
ど, より具体的な形態を整理するとともに; 各形態が選
択され る条件を探る指標と して, 主体間の 取引依存鼠
共有できる経督資源の特性や情報の 偏在等 に着目してい
る. 研究 レ ビ ュ ー としては , 清原 [21] に よる独自の ス
キ ー ム に基づ い た考察があり, 既存研究 の意義と限界を
整理して い る .
実証研究として は, 前述 の 土井 ･ 斎藤[3], 斎藤[37]
に加え, 高橋 [48] にも多様なケ ー ス ス タ デ ィ が紹介さ
れており, そ の 中には産地を焦点としたもの も多数ある .
対象とされる作目は拡大傾向にあり , これまで の 問題点
とされてきた青果物 へ の偏りは解消され つ つ ある . こう
した実証研究の 積み 重ねを経て, 産地と関係主体との 間
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に形成される提携関係の類型的把撞や , こ れまで前提祝
されて い た制度 ･ 取引慣行と産業構造の変化との間に生
ずる構造的ミス マ ッ チ の 状況の 解明が進み つ つ ある ･
しかしフ ー ドシス テ ム研究は日本で着手されてから日
が浅 い ため , 主体問関係 の時系列的変化のプ ロ セ ス が鋭
明不十分ない しスキ ッ プして い ることも多い . その ため
何をき っ かけにして関係が変化し, 新たな提携関係が選
択されるの かが分かりにく い . 提携関係の 把握に資する
素材な い し作業仮鋭を多数提供してい るが, その検証や
体系化にはさらなる研究の蓄積が必要である.
3. 関係性マ ー ケテ イ ン グ論の理論的展開
(1) 関係性マ ー ケテ イ ン グ論の展開の背景
関係性 マ ー ケ テイ ング論が捷咽されたの は1980年代で
ある . こ の時期の先進国に共通する経済的 ･ 社会的背景
が , 関係性に関する沸静 を要請する方向に作用して い る ･
放 つ か の 文献 [44〕[47〕 をもとに, 重要なもの を整理
すれ ば, 以下 の とおりで ある .
第1 に, 市場 の成熟化を指摘できる. 低成長時代に移
行し, 耐久消費財の 普及も - 定段階に達した先進国で は,
多くの商品にお い て市場規模の 拡大が望めなくな っ た ･
そ の肘策として , 限られた市場規模の中で より多くの顧
客を獲得し, 顧客との 良好な関係を維持しながら継続的
な商品購入Iこつ なげて い く こ とが重要となっ たの である ･
第 2 に, 経済活動におけるサ ー ビス 部門の 重要性の 高
まりを挙げられる . 高度化した消費種済で は, 有形財の
消費だけでなく, 無形 の サ ー ビ ス の 消費も重視草れ, 鍾
済的な比重も高まる . サ ー ビス 企業に と っ て , 顧客に評
価されるサ ー ビス を提供するには, 有形の財の 品質特性
を向上するの で はなく, 消費者との 関係の 内容その もの
を改善してい くこ とが必要である. 換言すれば, 関係性
の改善が マ ー ケ テ イ ン グ活動に直結する . また, 有形財
の マ ー ケテ イ ングにお い ても, 製品戟略としての 財の品
質改善だけでなく, 附帯す
■るサ ー ビス (製品の メ ンテナ
ン ス , 部品 ･ 消耗品の供給等) の レ ベ ル ア ッ プが顧客獲
得 ･ 維持 の ために必要であることが認識されて きた.
第3 に, 洗通主体間の パ ワ ー ･ バ ラ ン スが多棟化した
ことも指摘できる. 各製品市場 にお い て, メ ー カ ー , 卸
売業者, 小売業者との 間に流通チャ ネル が構築され, そ
こでは 3著聞に存在する影響力の違 い が, 寵通成果に影
響を与えてきた. こ の 傾向は現在も変わ っ てし
'
,な い と考
えられるが, 注目されるの は, これまで固定的 ･ 安定的
に推移してきた3者間の パ ワ ー ･ バ ラ ン ス が変化した製
品市場が多 い こ とである . 中でも変化の方向として, 小
売業者, とりわけ量販店の影響力が高ま っ てきた製'a
-
rF
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場が多い ことは, 多くの論者が指摘してい る. 節操とし
てきりたパ ワ ー ･ バ ラ ン ス の変化は, 当然
･I)fh通主体間の関
係性の変容を迫る. また, 嘩適主体間の パ ワ ー 関係を論
じる場合, これまではより強い パ ワ ー を持 つ側が有利に
影響力を行使し, 弱 い側は拘束を受けるという, やや 一
面的な理解がなされがちであっ た. しかし近年で は, 協
調的関係, パ ー トナ - シ ッ プ, 製販統合な ど, パ ワ ー ･
バ ラ ン ス の多様化に呼応して主体間関係を配明する概念
も多様化してきた ことも注目される.
最後に, 情報通倍技術の発達と普及も嫉視できない .
情報通倍メ デ ィ アの 開発と普及は, 消費者の 情報収銀能
力を高めるとともに, 消費者側か らの情報発倍も可能と
し, 流通に影響を及ぼしはじめ てし､る. また企業も情報
収集 ･ 分析能力を向上させ , か つ て膨大な時間と労力を
要したリアル タイム で の市場成果分析を容易にし, その
知見を流通改善や製品企画に応用できるようにな っ た.
こ れらの動きは, 前節で盤現 した 日本の 産地 マ ー ケ
テ イ ン グをめぐる状況とも概ね符号すると考えられる.
(2) 研究動向
関係性 マ ー ケ テ イ ン グ (relation s叫 m arl【eting) と
いう用語を最初に用い たの は, 1983年にBe rryが行 っ た
報告で ある と宮わ れて い る . Be rryは競争が 激化する
サ ー ビ ス産業におい て, い か に顧客との 関係を維持 ･ 強
化す るかを論じた. ほ ぼ 同時期に, Grらn;o osら北欧の
マ ー ケ テ イ ン グ研究者も, サ ー ビス捷供にお ける ｢生産
と消費の 不可分性+ に着日し, サ ー ビ ス 産業の マ ー ケ
テ イ ン グでは, 顧客と企業の関係也構築がその本質を成
すこ とを主張 した. 両者の研究は,
' サ ー ビス 産業の マ ー
ケ テ イ ン グ戟略研究と, その具体策としての 関係性構築
に関する諌静を起こすき っ か けとな っ た .
同じく1980年代, IM P(Indu strial Marketing a nd
pu rchasing) グル ー プ によ る産業財 マ ー ケ テ イ ン グ研
究でも, 関係性 マ ー ケテ イ ン グに つ ながる成東が報告さ
れた. 産業財市場は売り手 ･ 買 い 手とも少数で寡占的 ･
静態的傾向にあるため, 取引関係が少数の相手を対象と
した長期的な関係になりやす い ことが 明らか にされた.
また, 製品自体の 品質とともに, 製品に附帯する修理保
全等のサ ー ビ ス の 質も問われる ため, ｢増幅化した製品
(aしIgm e nted produ ct)+ をい かに維解約に買い 手に届
けるかが売り手企業の課題であり, 買 い 手側も莫際に市
場にお い て積極的な行為者とな っ て い ることも指摘され
た. こ うした工M P グル ー プの 成果
10'は, 関係性 マ ー ケ
テ イ ング静で強調される, 関係の 戯馴生や相互作用性を
考える糸口を提供する ことにな っ た.
1990年代に入ると, 関係性 マ ー ケ テ イ ン グ研究はより
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多棟な展開をみせる . まず, 消費財を対象としたケ ー ス
ス タ デ ィ が蓄積され始めf=. 将 にア メリカで は , 顧客と
メ ー カ ー を結ぶ ダイア ド(ニ 著聞関係) の 形成とそこで
得た経験 ･ 知見の製品開発 へ の応用に つ い て , 実践的な
問題提起が行われるようにな っ た. 例えば ペ パ ー ズ と ロ
ジ ャ ー ズ に よるo n eto oneマ ー ケ テ イ ン グ給 [33〕 で は,
情報通倍メ デ ィ アを多用した鞘費者と企業との ダイ レク
トなコ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン形成に つ い て , そ の 事例や今後
の可能性が具体的に紹介されて い る .
これまで紹介した研究で は, 対象企業と蛸賢者 ･ 最終
需要者との ダイア ドが考察肘象として想定されて きた.
しかし1990年代になると, こ の ダイ ア ドを取り巻く利害
関係者との ダイア ドも考察肘象に取り込み , より広い 関
係のネ ッ トワ ー ク全体を包括的に分析しようとす る論考
が多く発表されるようにな っ た. 特 に工M P グル ー プ や北
欧学派に属する研究者にその 儀向が見られ る . その 過程
で , 社会的要因の考慮や , 関係 の質 ･ 望ましさを問う概
念の 導入が試行されて い る .
ま た, 一 定 の研究の寄横を受け, 学鋭史的整理を加え
た論文集 ･ ハ ン ドブ ッ ク [10コ[44] も刊行された. こ
うして関係性 マ ー ケ テ イ ン グ論は , マ ー ケ テ イ ン グ研究
にお い て重要な分野の 一 つ として認知される とともに ,
ア メ リ カと欧州で別々 に展開してい た研究が , 近年は融
合し つ つ ある.
(3) 関係性 マ ー ケテ イ ング論の理論的特徴
こ の ような研究の 潮流を経て, 関係性 マ ー ケ テ イ ン グ
静の 理静的特徴が徐々 に浮か び上がり つ つ ある . そ の 中
には, 静者に ほぼ共有されて い る見解と, 今なお論者に
より相違する見解の双方が含まれて い る.
まず, 概ね共有されて い る特徴を3点に整理してみ る .
1点日は, 流通主体間に形成される関係の 長期性や継続
性に着日する点である ･ 一 般 に商行動が行われる場合,
売り手と買 い 手の間では 一 回限りの取引が成立 して終わ
ることは少なく, 条件を変え つ つ 複数回の 取引が継続さ
れる ･ 関係性 マ ー ケ テ イ ン グ静では , 耶 lが継続される
とともに単なるス ポ ッ ト取引の 連銀とは異なる創発的な
関係が生まれ, それが取引にも影響を与えると考える.
2点日は , 淀通主体間に形成される関係 の 相互作用性
を強調する ことである . 売り手から貰い 手 へ の 商品伝達
や代金支払の耽れだけでなく, 売り手から商品に附背し
て提供される情報 . サ ー ビス の価値や, 煮 い 手側からの
商品 ･ サ ー ビス に対する評価の フ ィ ー ドバ ッ クなども考
察の対象とされ る. そして両者の やりとりが高額度でな
される ことによ っ て, 買 い手側の 意向が売り手側の 商品
間発や流通改善に反映されると捉える . そ の ため , 顧客
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は受動的な存在で は なく, 売り手の 価値創造プ ロ セ ス に
関与する パ ー トナ ー で あると位置づけられる .
3点日の 特徴は, 関係の継矧生や相互作用性を担保す
る社会的状況や文脈 (コ ン テク ス ト) に着日する点であ
る ･ 売り手と買 い 手 の 関係が形成 ･ 維持ない し消滅する
際の 要因として , 取引に関する経済的要因だけでなく,
両主体を取り巻く社会的要因も考察対象として重視され
る･ 社会的要因の 具体例としては, 信頼, 規範, コ ミ ッ
ト メ ン ト等が取り上げられ ておりI l-, 明確 に整理 ･ 分類
されて い るとは い えない . だ が こうした考え方は, か つ
て経済社会学者ダラ ノ ベ ッ ダ ー が ウ イリア ム ソ ンの 取引
コ ス ト諭を批判検討 した際に指摘した, 社会関係の ｢塩
め込み (e mbeddedn es s)+ 論 に通ず る側面を持 っ て い
る121.
次 に, 議論 の焦点とな っ て い るが, 論者 の 問に共通し
た見解が得られ て い な い事項を2点ほ ど紹 介す る. 1 点
目は , 関係 の 自発性と拘束性を巡る試論である . 企業と
消費者との 関係 に注目する論者や , 具体的 にダイレクト
マ ー ケ テ ィ ン グを研 究する論者は, ダ イ ア ドは自発的に
形成され, そ の集合 であるネ ッ トワ ー クも横やか な結合
であること.を前提祝する ことが多 い . こ れ に柑し, I M P
グ ル ー プ等, 企業間関係を重視する論者は , 形成される
関係の主体に及ぼす拘束性や , 関係維持に 一 定 の 規範が
作用してい ることを強調する .
2点目は, 論者 により想定されて い る関係構造に差が
ある ことである. 具体的に想定される涜通主体 間の構造
は, 常1囲の ように概 ね三 つ に分類 でき る . A :｢ダイ ･
ア ドの み の 関係+ は, 企業と荷重者の関係を問う論者が
前提とする こ とが多 い . 一 方, 企業間関係 に注目する静
者は , B :｢焦点企業を中心 とした ダイ ア ドの 拡がり+
を想定して い る. ただし, A もBも2者間の ダイア ドを
単位として い る点で は共通する. さらにB を想定して い
た論者の 一 部か ら, 焦点企業と他主体 を結ぶ ダイア ドだ
けでなく , 他主体間の 関係も考慮したC :｢トリア ド以
上の ネ ッ トワ ー ク+ 関係を対象にすべ きとの見解も現れ
て い る ･ しかしC につ い て は, 考察対象に 含め ることの
-
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必要性は認め られてい るもの の , トリア ド ･ ネ ッ トワ
ー
ク の 持つ 拘束性が どの ように単位となる ダイア ド関係を
増幅な い し制約して い るかに つ い て明確に整理された報
告はみられず , 検言正が続けられて い る .
(4) 日本にお ける関係性マ ー ケテ イ ング論の導入
E7本にお い て関係性 マ ー ケ テ イ ング翰が本格的に紹介
されたの は, 1990年代半ば以降で ある . 例えば嶋口[45]
は, 顧客満足の 向上と顧客創造を実現するための マ ー ケ
テ イ ン グ粗略として 関係性 マ ー ケテ イ ン グ給を紹介して
い る . その 中で は, 売り手と買 い 手の 協働作業により問
題解決を図る ｢ワ ー ク シ ョ ッ プ型 マ ー ケ テ イ ング+ が提
唱され, 量販店とメ ー カ ー の 協働に よる商品開発が紹介
されて い る . 次 に, 央作ら [56] はイ ンタラクシ ョ ンを
キ ー ワ ー ドとして, 関係性構築の 意轟を鋭明して い る.
また, 和田は ｢関係性+ という周語を明示した著作[54]
を公表し, 関係性 マ ー ケテ イ ン グ論を概観して い る. 特
に関係性の 内容や質を見極め るため, コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ
ン のあり方や認知構造に独自の 概念を展開して い る. 普
らに陶山らによ っ て費新の 研究 レ ビ ュ ー と事例研究の紹
介 [47] がなされて い る .
日本にお ける関係性 マ ー ケテ イ ン グ の導入 ･ 普及に つ
い て, 留意す べ き点を3点ほ ど指摘 した い . 1点日は,
同時期に紹介 ･ 導入され たマ ー ケ テ イ ング論や経営論の
新し い論調と連動して紹介され, 鞍点を持 つ ことである .
例えば, 野中 [29]をはじめとする ｢知識創造型経営論+
とは, 製品開発の 場にお ける利害関係者の協働によ る ア
イデ ア の創発と共有と い う学習効果を重視する点で類似
性を持 つ m). また, 石井[16]等に代表され る｢認知静･
解釈論的消費ア ブ ロ - チ+ とは, ス ポ ッ ト的取引の レ ベ
ルを超えた関係性を認識 ･ 了解する粧体として , 対静塾
の双方向的 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンを重視する点が共通する .
こうした新し い研究漸放との類似性 は, これまで マ ー ケ
テ イ ン グ論 の主流を成してきた マ ー ケ テ イ ン グ ･ ミ ッ ク
ス論の 限界を乗り越えるために, 隣接諸分野が 一 定の 融
合を果たし つ つ 新たな知見を生む可能性を示唆させ る.
2点日は , 対象とされる事例に偏りがみられ ることで
ある. こ れまで の 日本で の 適用事例を鳥雌すると, コ ン
ビニ エ ン ス ス トアや量販店とメ ー カ ー との 提携 ･ 製販同
盟, ある い はサ ー ビス 部門の諸蓬莱(演劇･ 通信教育等)
を扱 っ て い ることが多い
.･u
. 財 の分類からみれば, 消費
財な い しサ ー ビス を対象分野として い るケ ー ス が大半を
占めて い る . その 一 方 , 臥-]ミで研究事穣の ある産業財分
野で は関係性概念を用し;た研究はまだ少な い . そ の中で
高嶋 [49] は , 産業財 マ ー ケ テ イ ン グ
t
;1
'
iPI各が｢羅客対応+
l
と｢標準化+ という二 つ の方向に大別できるこ とを指摘
した後, 献客対応型捌各の具体的な検討書鵜題として , 関
係性 マ ー ケ テ イ ング静でも指摘される協調的関胤 停滞
形成, コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン間趨等を挙げてい る.
3点日は, 企菜開閉備における日本的特質 へ の関心が
あることである . 高度成長期あるい は1980年代の日本企
業の 経済的発展を説明するために, 他国にみられない取
引慣行, 大企業による中小企業の系列化 , 株式の持ちあ
い 保有など, 多梯な日本的特質が指摘されてきた.. そ の
中には, 長期 ･ 継続的関係の重視や. 社会的要因 へ の配
慮など, 関係性 マ ー ケ テイ ン グ給の視点と符合する特性
もある. 換雷すれば, 日本経済は良かれ慈しか れ独特の
関係性を保持してきたとい えるかもしれない の である.
しかし, こうした日本特殊論に貯しては否定的見解も多
く, 地道な検証が求められる . 関係性 マ ー ケ テ イ ン グ静
は, そ の検証に有効な枠組みを提供しうるし,'日本的経
骨の再検証を壷要な殊題と明示する研究者も少なからず
い るl封, しかし提唱こそされて い るも の の, 具体的に考
察した成果は今のとこ ろみ られない . 関係性の歴史的変
容を碓敬する作業も, 関係性 マ ー ケ テ イ ング論の有効性
を確認するにほ必要と い える.
4. 関係性概念の産地 マ ー ケテ イ ン グ論へ の適用可
能性 ･･
(1) 産地マ ー ケテ イ ングヘ の示唆と適用する対象
3節でまとめた関係性 マ ー ケ テ イ ン グ静 の研究動向と,
2節で整理した産地 マ ー ケテ イ ン グ静 の現段階とを比較
すると, 関係牲 マ ー ケ テ イ ン グ静 の分析枠組ない し視点
に関する以下
'
0) 4項目が, 産地 マ ー ケ テ イ ン グ静の充実
に資する内容として注目される.
第 1 に , 関係性の構造としてネ ッ トワ ー クを想定して
おり, 焦点企業をめで るタテ ･ ヨ コ 双方の関係が配慮さ
れて い る ことや奉る . 産地 マ ー ケ テ イ ン グ論でも, 垂直
統合, 水平的競争/協調関係等, 草地を焦点としたタテ
の関係 (川下サイ ドへ 続く関係) と占コ の 関係 (産地間
の 関係) に関する分析枠組は用意されてい る. しかし実
際の研究で は , 静者の依拠する理論 ･ 学説によ っ て , タ
テ ･ ヨ コ いずれかの視点に偏りがちである. これに射し,
関係性 マ ー ケ テ イ ン グ論に依拠して関係の構造を把捉す
-
る場合, あくまで焦点企業をEPJむとすると いう制約を軌
うが, タテ ･ ヨ コ い ずれか 一 方 に過度に制約されずに,
売り手や利害関係者との 関係の併進を包括的に捉えるこ
とができる可能性がある.
第2 に, サ ー ビス ヘ の 関心が高く, 考察柑象とされて
い る ことで ある . 特 に, ｢増帽化した製品+ の 概念は,
近年の産地 マ ー ケテ イ ン グの 変化を鋭明するうえで有効
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であろう. 規格品の 大量寵通だけでは必ずしも望ましい
成果をあげられなくな っ た現在, 川下サイ ドか らの要望
にある程度細かく対応して いくことが産地に求められて
い る ･ それは産品その もの の 品質向上だけでなく, 附帯
するサ ー ビ ス の向上が求められることに つ なが る . 英際,
パ ッ ケ ー ジン グ, 販促括動 へ の協力, 最終需要に適応し
た規格の要請などが産地に迫られて い る. 相対取引や市
場外での直接取引の伸張は, こうした傾向を助長するで
あろう. こ れらの要求全て に応じる ことは, 産地 の負担
を増し,･その 維持に悪影響を及ぼしかねない . しかし過
剰な要求に対抗するためにも, 附帯サ ー ビ ス の 考え方を
取り入れ, 川下サイ ドと接触を繰り返しながら, 産地で
受け入れ可能な事項と不可能な事項を明確 にして い く こ
とが必要である .
第3 に, 企業と消費者との ダイ レクトな関係形成が前
提祝されて い る こ とも重要で為 る. い わ ゆ る ｢消費者
ニ ー ズ+ の 重要性とそれ へ の 配慮は, 既存 の 産地 マ ー ケ
テ イ ン グ論でも指摘されて い る . しか しそ こで ニ ー ズ と
して認識されて い たもの は, 洗適業者を介した 間藤 的な
情報や, 調査団体が実施 した マ ー ケ ッ ト調査に よ っ て把
握できた半ば ｢パ ッ ケ ー ジ化+ された情報である . こ れ
らの 情報ももちろん重要であるが, 加えて , 消費者との
ダイ レク トな接触による情報収集とその 整理に よる ニ ー
ズ の 把撞, さらには ニ ー ズ を産品の品質や出荷 の改善に
活用して いく仕組みを つ く る ことが産地にも求め られる
段階にある. 実際に直売, 宅配便利用等, 消費者 とダイ
レクトに接する販売を選択して い る産地やその 生産者 は,
試行錯誤 しながらもこうしたノ ウ ハ ウを蓄積し つ つ ある.
第4 に, 取引に関わる社会的要因の考慮である . 産地
で日々行わ れる取引の連鎖にも, 産地 の歴史, 地縁関係,
社会的規制など, 様 々 な社会関係が埋め込まれ て い る .
そ こには取引の継続にポジテ ィ ブに作用するもの もあれ
ば, ネガティプに作用するもの もあるだろう . こ れまで
の産地 マ ー ケ テ イ ン グ静におい て も, こうした社会的要
因に射する視点が皆無であっ たわけで はな いが, 再度明
示的に分析好象に組み入れ, 常に検証する ことで , 社会
的要因の鯉視や, 過剰な社会化により生 じる誤僻を防が
なければならな い .
(2) 関係性分析を展開する方向性
具体的に産地行動を分析するために関係性 マ ー ケ テ イ
ング静を展開する場合, これまで指摘した産地の 現状を
勘案すると, 当面重視す べき具体的な対
･
象として, 以下
の 三 つ の場面が重要で あろう.
- つ は
, これまで青果物を中心に産地 マ ー ケテ イ ン グ
の主たる対象として由えられてきた卸売市場耽引である .
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こ れまで の卸売市場取引において半ば前提祝されて い た,
委託販売原則や セ リ売り方式が絶対的なもの でなくなる
とともに , 産地振興や卸売市場をめぐる法制 ･ 諸規制も
変容を遂げつ づ ある . こ れまで自明祝 して きた関係性と
それを耽り巻 い て い た社会関係が揺ら い で い る . 進展す
る取引関係も, 相好取引の 要素を強め, より長期的 ･ 継
横的関係が重視される 一 方で , 出荷調整の ための ス ポ ッ
ト的取引も併存して おり, かなり交錯した出荷ネ ッ ト
ワ ー クが形成されて い る . こうした複雑な卸売市場をめ
ぐる関係性の変容を直視した分析が求められて い る.
ニ つ 目･の 対象は, 食品関連企業との 継続的取引である.
こ こ で は卸売市場 出荷に比べ , より計画性 ･ 継続性 ･ 実
需者の細かな ニ ー ズ に合致した産品と附帯サ ー ビ スを提
供する能力が求められる . ま た, 当面 の 取引相手は売り
手 ･ 買 い手ともに少数であるこ とが多い ため, 簡単に取
引相手を変吏す る ことはできず, ある程度リス クを負 っ
て の取引が継続されることになる. そ の 反面, 継続性の
強さと相手の 少数性は , 双方 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンを深
化させ , 双方にと っ て より望ましい製品の 開発やサ ー ビ
ス の充実を生む可能性もある . こうした長期的関係ゆえ
の 問題点とメ リ ッ トを整理す ることが課題となる .
三 つ 目の対象は , 産地と消費者との ダイ レクトな関係
形成である. 近年の産地周辺では , 直売 の進展, 産直 の
再編など, 消費者も取り込ん だ多様な関係 が形成され,
ビ ジネス としても軽視できない規模に成長 してい る. し
かもその 現場で は
, 消費者から得た知見を活用し, 関係
の発展や ビジネス チ ャ ン ス の拡大に応用す る例が散見さ
れる. こうした取組みを丹念 に考察し, 消費者との ダイ
レ クトな関係形成が産地の発展に果たす意義を明示する
ことが, 特に中山間地域や都市農業地域など, これまで
規模の経済性を発揮できなか っ た地域では必要であろう.
以下では, より具体的8土対象を設定した上で , 関係性
マ - ケ テ イ ?グ静 の視点や分析棒線の 適用可能性を検討
す るとともにi 先行研究を整理 ･ 紹介する . (3)は卸売市
場との 関係性, (4)は食品関連企業との 関係性, (5X6)は消
費者との 関係性 に対応して い る.
(3) 産地をめぐる涜通ネ ッ トワ ー ク構造の再検証
産地組織が どの ような販路を形成して い るかを記述す
るこ とは, 産地 マ ー ケ テ イ ン グ翰の実証研 究にお いて不
可欠の課題である . 販路を多角化する動きと特定の 売り
手に集中させる動きが混在してい るが, 双方の動きが現
場で どの ように展開して い るか, 研究上必ずしも検証が
進んで い るわけで は ない .
関係性 マ ー ケ テ イ ン グ諭 の実証研究では , 売り手, 質
い 手と利害関係者との 間に どの ような関係 のネ ッ ト ワ -
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クが形成されてい るか を記述する ことが, 前提作業とし
て不可欠な要素とな っ て い る. 産地研究にお い ても, 也
荷の分散と集中の プロ セ ス が交錯する動態を時系列的に
追 っ てその 変化を把揺する ことは, 重要な基礎作業であ
る . ダイ アドに限定した流通ネ ッ トワ - ク の分析例とし
ては , 平尾 [11] に よる全 国の 野菜出荷動向の 分析や ,
楼井 [40] による中小野菜産地の 出荷ネ ッ トワ ー ク分析
がある. 今後は, ネ ッ トワ ー ク理論の援用も考慮した分
析の 高度化が求められる.
トリア ド関係まで拡張した洗通ネ ッ トワ ー ク研究の例
はみ られない . その適用が有効と思われ る領域としては,
新しい 鹿業法人の形成する出荷ネッ トワ ー ク が挙げられ
る . 新法人の多くは, 卸売市場経由の従来型出荷ル ー ト
に加え, 量販店, 外食産菜ある い は個人を相手にした独
自の 販路を開拓して い る こ とが多く , 複線的な出荷ル ー
トを確立 して い る . しか しその 過程 にお い ては, 既存の
利害関係者か らの 制約や , 逆に強く意識して い なか っ た
関係者からの働きかけによる意図せ ざる結果としての ビ
ジネス チ ャ ン ス獲得等 , 買 い手との 関係以外にも多様な
主体との 関係性が実際の マ ー ケ テ イ ン グ活動を促進ある
い は制約して い る . こ の錯綜した関係性を解明する にほ,
事前作業として , 利害 関係者まで含 めたトリ ア ド的な
ネ ッ トワ ー ク の 形成過程を把撞する ことが必要であろう.
(4) 畜産部門をめぐる関係性
2節で述べ たとおり, 畜産研究にお い て は, イ ン テ グ
レ ー シ ョ ン の形成に関心が集中するあまり, 核となる大
手食肉企業 ･ 商社と農家との 関係をやや単純化して支配
関係や パ ワ ー ･ バ ラ ン ス で静じる ことが多か っ た. その
ため, 営農 の現場で両者間に発生す る関係の 問題点に つ
い て , 具体的な検討がなされて い るとは言い難 い . しか
し近年, フ ー ドシス テ ム 論, 特 に主体間関係を重視する
論者 によ っ て , 実証研 究が棲み 重ゴaられ, 産地 マ ー ケ
テ イ ン グ的視点も盛り込まれるようになり, 産地と食品
関連企業との継続的関係を考察する対象として再び注目
を集めて い る . 畜産部門で は, 青果物など他の 部門に比
べ
, 稔 じて主体間の関係性がより強固に形成されており,
か つ 売り手と買 い 手 の 間に単なる パ ワ ー の優劣を超えた
より実質的な コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンが成立して い る .
こう した強固な関係性を具体的に検討する上で, 注目
すづき領域は 二 つ ある . 一 つ は, 消費財としての 製品の
品質管理をめ ぐる問題である . 厳格な衛生管理が求めら
れる畜産製品の販売にお い ては, 物淀管理や製品の取扱
条項を巡 っ て, 産地も含め た多様な流通主体間で様々な
合意とその確認の プロ セ ス を偉なければならな い . 継続
的な相互行為関係の構築が必要であり, 関係性概念の適
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用可能性は高い と考えられる. 先行する研究としては,
新山による牛肉フ ー ドシ ス テ ム の 分析 [27] が挙げられ
る. 同研死では, 欧州における紫品の品質政策, 食品安
全性確保のための ル ー ル づくり, 流通チ ャネル の 国際比
牧等, 複雑な関係性を視野 に入れた分析がなされて い る.
もう - つ の 領域 は, 資材およ び副産物の取引である .
畜産は飼料をはじめ様々な資材を大量に要し, しかも計
画的に購入する必要がある . 加えて, 製品の仕様 (例え
ば飼料における配合割合) 等, メ ー カ - に依頼すべ き事
項も多く, 多様な コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンが成立してい ると
考えられる. 換言すれば, 生産財の取引の 継続が求め ら
れるわけで, 関係性 マ ー ケテ イ ン グ静を援用する意轟も
あると考えられるI6). また, 近年の環境保全型農業 へ の
関心の高まりと処理技術向上の 結果, 糞尿をはじめとす
る畜産副産物の堆肥 ･ エ ネル ギ ー 源として の 再利用が注
目されてい る . ■これらを有用な財として供給 し, 物質循
環の プ ロ セ ス に乗せる には, 処理技術の さらなる向上に
加え, 副産物を計画的に運搬 ･ 処理するための 需給調整
的視点に立 っ た物流シ ステ ム の構築が不可欠であり, 育
要側との継続的な交渉 ･ 検討を必要とする. その プ ロ セ
ス を関係性の構築と発展と位置づけ, 考寮することがで
きるだろう.
(5) 農産物直売所における生産者 ･ 運営組織 ･ 消費者間
の関係性
-
1980年代半ばより, 農産物直売所は全国各地に設置さ
れ, 現在で は市場外流通の 重要な販路, また都市農村交
涜の メデ ィ アとして認知され て い る. 研究例も増加し つ
つ あるが, 直売の場における生産者と消費者との 関係性
に つ い ては, その 近接性や対面販売の魅力を表面的に指
摘する論者は多い もの の , 関係 の中身にまで立ち入 っ た
研宛は少ない . 直売所における消費者との 関係形成は,
不特定多数の消費者との接触を前捷にして出発しており,
かなり緩やかで希薄である . しかし 一 定期間を種て運営
が軌道に乗 っ た直売所では, 多くの リピ ー タ ー (常連客)
の 来場が観察される . リピ ー タ ー は直売所にと っ て, 刺
用回数 ･ 購入額の多 い顧客であるとともに, 産品に対す
る様々 な意見をダイ レク トに適してくれる貴重なモ ニ
タ ー ともな っ て い る . こうした意見や反応を解釈するこ
とにより, 生産者は自らの 出荷行動を改善することも指
摘されて い るt7'. 生 産者と消費者との間に形成され る,
綾やかな関係からより継続的な関係 へ の 変容過程や, そ
れが生産者の 出荷行動や直売組織の道営に与えるイン パ
ク トの解明は , 関係性 マ ー ケ テ イ ン グ静の視点を適用す
ることでより寛りあるもの となるだろう.
また , 直売所の 組織間題を検討するうえで も, 関係性
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概念は有効な視座を与えると考えられる . 日本の ほとん
どの 農産物直売所は, 複数 の生産者が栽培 ･ 製造 した産
品を共同の 施設 に持ち寄り, まとめて販売する ｢共同直
売所+ として 成立 して い る . 欧米諸国の フ ァ ー マ ー ズ
マ ー ケ ッ トに比べ , 観織性が高く, 運営組織 へ の 農家参
画もみられる. そ の 一 方で, 出荷量 ･ 出荷品目 ･ 価格の
最終決定は, 生産者個々 の判断に任されて い る . こ の よ
うに, 日本 の 農産物直売所で は, 生産者と直売運営組織
の 間に重層的な関係が形成されて い る . 加 えて , 大規模
化や法人化を進めた直売所で は, 運営組織 にお い て生産
者だけでなく,
-
自治体, 商エ会, 農協など, 地域 の多様
な組織が介在する傾向も確認される. ま た , 日常 の運営
にお ける専従職長の役割も高ま っ て い る . 直売組織に属
する生産者, 専従職貞, 周辺 の利害関係者との 間には複
雑な関係性 が構築されてい る の である . 当該直売組織に
形成されて い る主体間関係の 形成過程や関係性の 強弱,
関係に埋め込まれた社会的背景等を考慮した運営 へ の ア
ドバイ ス が求められて い る1･q .
(6) 交流 ･ ツ ー リズム ヘ の ドメ イン拡大
1980年代 に入り, 農村と都市の交流や農村ツ ー リ ズム
の あり方が積極的に議論され るようにな っ た. そ の成果
の 一 つ である室岡らの 共同研究 [24] では , 都市住民が
経験してい る交流活動の 典型的なパ タ ー ン と′して, 食に
関する不特定多敢を対象とした活動 (直売活動, もぎ取
り等) から参加 し, その 経験者の 中から少数で は あるが,
宿泊を要する活動 (農家民宿等) や 一 定期間の契約を要
する蕗動 (オ ー ナ ー 制度等) ヘ と交涜の 幅を広げて いく
｢交流の 累穣化+ 志向を待っ た都市住民が現れて い るこ
とが明らか にされて い る . い わば食に関する交流事業は,
交流やその 事業展開としての ツ ー リ ズ ム の 入り口として
の役割を担っ て い る. そ の担 い手とな っ て い る の は, 地
場産晶を販売する直売所やもぎ取り等を行う観光農園で
あり, 農産物産地とも接点を持 つ . こ れまで産地で は,
地元を訪れる消費者に射し産品や 附帯サ ー ビ ス を捷供す
ると いう発想に乏しか っ たが, 現在, それに応えること
が要請され て い る の である.
か つ て大江 [30] は, 多面的活動農家を論ずる際, 農
業生産のみ に従事して い た農家が農業関連分野 (農産加
工等) や非農業分野 (農家民宿等) へ と活動範囲を拡げ,
多角化を図る過程を ｢農家活動の ドメイ ン拡大+ と称し
た. 産地におい て も, 農業関連分野へ の 進出や そうした
分野との協力を迫られるケ ー ス は増えて い る. 具体的に
は, 二 つ の場面に大別できよう. 一 つ は, 産地 における
消費者 ヘ の 販売ない し附帯サ ー ビス の提供で ある . こう
したケ ー ス では, これまで接する機会の芝しか っ た消費
者との ダイ レクトな関係をどの ように形成すればよいか,
関係性 マ ー ケテ イ ン グ諭の視点からの 考察が可能であろ
う . もう 一 つ の場面は, 地域内発的なアグリ ビジネス の
担 い手として の 産地の役割である . 地域振興を考えるう
えで , 産地 の 晶巨=まロ ー カリテ ィ をアピ ー )i, できる重要
な資源となる ことが多い . しか しその 活用に際して, 地
域 の商エ部門と農業部門との接点に乏しく, 必ずしも良
好な関係が形成されてきたとは い えない地域も多い . ま
た, 過疎化が進行した地域では, 農業以上 に商エ実の 衰
退が著しく, 新 たな取組みを進める には農業部門が多角
化の核とならざるを得ない例も増えて い る . い ずれにせ
よ, 産地が他 の事業部門の担い手と新たな関係を構築す
る可能性は高ま っ て い る. 同時に, や みくもに多角化に
走ることに よ っ て 産地本来の機能 (農産物 の生産) が央
われ な い ため の 配慮も必要である. 関係性 マ ー ケ テ イ ン
グ論は, どの ように産地と他主体が関係を取り結んで い
るかの実態分析, および多角化 へ の 貢献の レ ベ ル を分析
するの に役立 つ だろう.
適 要
本給 で は, こ れ まで の 産地 マ ー ケ テ イ ン グ 論を レ
ビ ュ ー し, そ の 課題を抽出するとともに, 関係性 マ ー ケ
テ イ ン グ論 の研究動向を整理し, そ の 意義と産地 マ ー ケ
テ イ ン グ論 へ の 適用可能性を検討した .
既存 の 産地 マ ー ケ テ イ ン グ論を鳥取すると, 農協共販
の分析に傾斜しており, 販売先も卸売市場を想定したも
のが多 い . しか し近年の流通環境 の変イヒや産地自体に内
在する問題 の変化に射 し, 共販研究で は問題点を指摘す
るもの の , 具体的な対応襲を提示し七い ない . また, マ
ネジリア ル ･ マ ー ケテ イ ン グ論を援用 した研究は , 論点
整理に寄与 したが, 自生的に有用な知見を提供してい る
わけで はない . 産消提携論は, 産地と消費者との 継続的
関係構築の 重要性を指摘したカミ, 近年に入り流通論と遊
動論が分離傾向にあり, 両者の 有機的結合関係を見 い だ
せずに い る . フ ー ドシス テ ム静
.
8i, 主藤間関係の視点か
ら新た な知見を捷供し つ つ あるが, 体系化 には至 っ て い
な い .
一 方, 一 般 マ ー ケ テ イ ン グの 分野で は , マ ネ ジリア
Y
ル ･ マ ー ケ テ イ ン グ論の限界を克服するため の パ ラ ダイ
ムとして, 関係性 マ ー ケテ イ ン グ論が捷唱されてい る .
関係性マ ー ケ テ イ ン グ論は, 長期的関係形成 へ の視座,
相互作用 - の着 臥 社会的要因 へ の 配慮等の理論的特徴
を有しており, 産地 マ ー ケ テイ ン グ静を発展させる上で
有用な視点や分析枠組を授供して い る . 具体的には, 敬
引ネ ッ トワ ー ク構造の 把撞, 取引に関わるサ ー ビス の 分
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析 , 消費者との 関係分析, 関係の 維持を媒介する社会的
要因の 考察に適用可能と判断される.
最後に, 産地が直面して い る いくつ か の場面を対象に
予備的考察を行い , 具体的に どの ような関係性分析が可
能であるかを明らかにした.
注
1) 産地研究の変遷に つ い て は, 武部 [50] を参照.
2) 藤谷 [7] を参照.
3) 卸売市場にお ける取引方法の変容に つ い て は , 細川[
[13] が予約型取引や情報イヒと絡め て考察してい る
が, 産地 へ のイ ン パ クトに つ い て は簡単 にしか触れ
られて い な い . また小野 ･ 小林 [31〕 で は, 大阪地
区の 卸売市場の取引方式変容と産地の動向が詳細に
報告されて い るが, 両者が接合されて説明されて い
るとは い えない .
4) 新たな産地組織とその多様な販路形成に つ い ては,
斎藤 [37] 第8 - 10章を参照.
5) 坂爪 [38] 第3章では, 直販事業に早くか ら取り組
んで いた南九州の事例が分析され て い る.
6) 農水省調査による1985年と1999年の卸売市場健由率
を比較すると, 野菜 は87. 4%か ら80. 3%, 果実 は
81. 4% から57. 2%に低下しており, 特 に果実の経由
率低下が顕著である .
7) コ ー ル ドチ ェ ー ン で流通される典型的な商品である
8)
9)
冷凍食品の場合, 原料産地から小売店までの 詫通各
段階に多様な流通主体が関与し, 複雑 な淀通シス テ
ム を形成して い る . 例えば土井 [2] が, 冷凍バ レ
イシ ョを事例に コ ン パ クトに整理 して い る .
中島 [25] を参照.
ミ ク ロ経済学 (産業組織論) に沿っ た研究の潮洗に
つ い て は, 中嶋 [26], 斎藤 [35] を参照 . 欧州 の
研究潮流に つ い ては高橋 [48] 第1章, 清野 [22]
を参照.
10)IM Pグ ル ー プの 研究成果はその後フ ォ ー ドら [4]
にまとめられ, より体系的に解現されてい る.
ll) 社会的要因の考慮を意欲的に取り入れた論文として
はMorgan & Hu nt[23] がある. ただし, その 定
義づ け等に批判も多く, 検討の余地を残して い る .
12) 埋 め込み論に つ い て は, ダ ラノ ベ ッ ダ ー [9〕 の付
論Dを参照 .
13) ただし, 野中の諭で は製品開発に携わ る利害関係者
が企業の製品開発部担当者とその 周辺に限定されて
い るが, 関係性 マ ー ケ テ イ ン グ論で は消費者 ･ 実需
者の レ ベ ル まで拡大されており, 対象範囲に差があ
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る.
14) 文献 [46] [47] [55] [56] を参照, 特に和田は事
例としてサ ー ビ ス 部門を潤介することが多い .
15) 例えば, 陶山ら
▲
[47〕 の 補尊を参照されたい .
16) 飼料調達の新しい動きに つ い ては, 斎藤 [36] に辞
しい .
17) 直売所における生産者と消費者との 関係性 に つ い て
触れた初発的な静考として, 横井[41] がある.
18) 直売組織の変容過程に つ い て は, 前述の楼井 [39]
を参照 .
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第 5章 ｢フ ー ドシ ス テ ム にお ける 関係性 マ ー ケテ イ ン グの 課題 - 青果物と畜
産物を素材と し て+
斎藤修 ･ 棲井清 一
1
､ 課題の 設定と問題 の構 図
青果物産地をめ ぐる垂直的な主体間関係が市場流通か ら食品産業や消費者との 継続的
取引に移行 し､ 取引面か らの 相互 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が主体間で進展す ると､ 産地サ
イ ドでも取引免の ｢顧客+ 管理を販売チ ャネル の - つ として進展させ ようとする. 他方 ､
取引先の食品企業で も供給側 からの 支援活動 は経営を効率化する ばかりで なく ､ 新 しい
価値を創造 しようと して協調か ら提携による経営資源の 依存には い る可能性がある｡ 取
引先との 主体間関係が強まるに つ れ て産地サイ ドの マ ー ケテ イ ン グは変容 し､ 抽象的な
市場細分化と製品差別化を結合させる これまで の マ ー ケテ イ ン グ戦略よりも ､ 顧客との
新たな価値を創造 しようとする 偶係性+ マ ー ケテ イ ン グ論 - の 期待が高ま っ て い る (註
1)o 取引関係 に ある主体間の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンは情報の共有化をもたら し､ マ ー ケテ
イ ン グ ･ ミ ッ ク ス の 在り方を変えるの で ､ これまで の マ ー ケテ イ ン グ論も革新を迫られ
る ことに なる｡ 具体的 には情報共有化か ら協調 へ ､ さらに提携 - とい うネ ッ トワ ー ク が
深化する に つ れて ､ 産地サイ ドの価格 ･ 製品 ･ チ ャネル の 戦略が転換を迫られ ､ しば し
ば取引価格が低下す ると製品形態を変え､ またチ ャネル ごとに価格と製品の 結合をはか
ると いう展 開もみられ る ｡ このネ ッ トワ ー ク が深化することで主体間で の 交渉力も高ま
り､ コ ン フ リク トの 発生によ っ ては 取引先の 変更を含むことに なるの で 相互 に販売チャ
ネル 管理が課題 となる｡
関係性 マ ー ケテ イ ン グ論が早くか ら関心をもたれた分野は生産財部門で あり､ 生産資
材の販売には取引 の 前後 に顧客- の サ ー ビ ス と して の支援が前提となり ､ この サ ー ビ ス
が なければ製品の販売 に繋げられない という財 の特徴がまず ある (註 2)｡ 生産財 マ ー ケ
テ イ ン グ論 の 領域で も顧客管理か らさらに進ん で企業間の 関係性の 統御が課題となっ て
きた (註3)o また ､ 生産財は消費財と異なり ､ 実需者の使用価値評価が厳格で あり ､ 当
然の ことなが ら マ ー ケテ イ ン グ ･ ミ ッ ク ス の仕方も体系性が異な っ てく る｡ さらに産業
組織論的に売り手 ･ 買 い手ともに寡占化が進展すると､ 商品 の 品質にはサ ー ビ ス を含ん
だ差別化をめぐる競争になり､ 販売後の 支援 (サ ー ビ ス) が継続的取引の 前提 にもなる ｡
寡占的企業は使用価値評価に つ い て の情報の 偏在が緩和される ことになると価格とサ ー
ビ ス で製品の選 択するとい う行動 をとりやすくなる o この ことか ら売り手側 は ､ 生産財
か ら生産され る製品に つ い て の利用上 の知識が もとめられ ､ 買い 手側 の 工場管理や経営
シ ス テ ム に つ い て も関係する ことか ら支援活動 は企画提案力が不可欠 になる ｡ 青果物 で
も産地が加工 ･ 業務用と して販売し､ チャ ネル 管理 をしようとすれば､ 市蓉流通 より も
契約取引をと っ て 品質 ･ 量目 ･ 規格 ･ 契約方式で調整 しなが ら取引先に交渉力をつ ける
の が普通で ある｡ そ れに対 して ､ 生食用 と しての 量販店で の販売で は価格変動 と量販店
の低価格で の 調達が産地サイ ドの企画提案力を制約させ る｡ その意味では ､ 生食用と比
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較 して加 工 ･ 業務用で の契約取引は 関係性 マ ー ケテ イ ン グを展開 しやすい と･い えるで あ
ろう｡
主体間の ネ ッ トワ ー ク の 深化 によ っ で情報の 共有化 か ら経営資渡 の 依存関係 が 強まる
と ､ 取引 コ ス トの節約や効率化 だけで なく戦略的な提携関係 に移行 しやすく な る｡ こ の
こ とは主体間 の コ ラボ レ ー シ ョ ン に よ る価値創造とい う展 開をとりやすく なり ､ 効率化
と価値創造 の 両方 のメ リ ッ ト (準 レ ン ト) を享受 しやすく なるの で ､ その メ リ ッ トの 公
正 な配分が 関係性 の持続性をもた らすこ とに なるo こ の ような関係性 の 深化 が 特定の 流
通段階にあるだ けで は経済効果が 限定的で あるが ､ メ ー カ ー ー 卸売 一 小売の チ ェ ー ン 化
へ と涜通段階が増え､ さらに生産財メ ー カ ー と消費者 と いう2 つ の 経済主体が 付加 され
る ことによ っ て ､ サプライチ ェ ー ン と して の垂直的な シ ス テ ム が形成される｡ サプ ライ
チ ェ ー ン は初期には情報化と物流シ ス テ ム の 合理化 を課 題と して きたが ､ ネッ トワ ー ク
の 深化だけでなくデマ ン ドチ ェ ー ン の 論理が組み込まれ る ことによ っ て消費 ･ 川 下サイ
ドか らの 流通 シ ス テ ム の 主導性 が強く な っ てきて い る (註 4)0
農業サイ ドで早く か ら関係性 マ ー ケテ イ ン グを実体的に展開 してきたの は ､ イ ン テ グ
レ ー シ ョ ン が進展 した畜産分野 であり､ 資材 (飼料､ ヒ ナ) 一 契約 生産 一 加 工 処理 一 物
流 ･ 卸売機能の統合化を主たる経営戦略と して きた｡ 経済主体とな っ たイ ン テ グ レ ー タ
ー は 統合化に よ っ て 内部組織と中間組織を管理 しながら取引先 - の 支援を強化する マ ー
ケテ イ ン グを展開 してき たo それ に対 して 青果物で は統合化が遅れ ､ 加 工業務用 から関
係性 マ ー ケテ イ ン グが展開され た｡ しか し､ 流通チ ャ ネル の 多様化 で産地サイ ドの川 下
の 食品企業との 産直シ ス テ ム が形成され るようになり､ 小売支援が でき るように な っ た｡
もう - つ の 関係性 マ ー ケテ イ ン グが重要視され考の は生協産直にお ける生産者 と消費者
の新 しい 関係で ある｡ この論文 で はフ ー ドシ ス テ ム にお ける主体間関係とサプライチ ェ
ー ン の形成を畜産物と青果物でみながら産地と食品企業の提携条件を検討する｡ つ い で
ケ ー ス ス タディ と して産地と加 工 ･ 業務用 で の食品企業 の提携や支援､ 生食用 で の 産地
量販店との 提携と支援､ か ら関係性 マ ー ケテ イ ン グの 課題を検討する｡ さらに首都圏 コ
ー プの 産直の新展開か ら産地と消費者と の 関係性 マ ー ケテ イ ン グの あり方を模索する｡
フ ー ドシ ス テ ム にお けるサプ ライチ ェ ー ン の形成は関係性 マ ー ケテ イ ン グを展 開させ
る可能性 を提供 し､ 産地サイ ドではブラ ン ド形成で顧客管理 を強め ､ 支援活動 をとりな
がら取引先との 交渉力 を強 めようと して い るo 畜産物で は ､ すで に顧客の レ ベ ル に対応
したブラ ン ド化が みられ ､ さらに特定顧客の ため の ブラ ン ド構築もとられ るようにな っ
たo また､ 共同購入型生協で は有機 JA Sなどで安全性 を高めて ､ 生産者との 取 引関係を
形成 しようとすれ ば､ 取引依存度が高まり全量取引 に移行 し､ 取引先がリ ス ク を吸収す
る こ とに なりやすい o しか し､ 青果物で は市場価格の 変動 が市場外流通 につ い て も影響
しやすく ､ 安全性性 の 高い ､ 高品質の差別化商品であ っ て も生産者が需給調整 の リ ス ク
を負担することに なる｡ この ような部門の 比較を踏ま えながら関係性 マ ー ケテ イ ン グの
課題と方向を産地サイ ドか ら検討する こ とは ､ フ ー ドシ ス テ ム にお ける主体間関係 の 革
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新に つ なが るこ とになる ｡
2 ､ フ ー ドシ ス テ ム をめぐるサプライ チ ェ ー ン と関係性 の マ ー ケテ イ ン グの課題
(1) 垂直的な主体間関係 に おける マ ー ケテ イ ン グ
フ ー ドシ ス テ ム の 構造変化の よ っ て垂 直的 な経済主体間の 関係 が替わり ､ シ ス テ ム 間競
争が強ま ると同時に垂直的な協調関係が発生 して い る｡ それぞれの 流通段階で 主体間の 競
争構造と戦略空間に よ っ て 統合化や提携の行動が どの ように とられる かが規定され る｡ 所
有型の 統合化は ､ 投資額が 常み規模の 経済性 が作動 しない で内部組織の硬 直性 が発 生 しや
すい とされ ､ メリ ッ トとなる取引 コ ス トの 節約 ､ 未利用資淑 の利用との相対的比掛 こなる｡
しか し､ 所有型 の統合化はリス キ ー で ､ か つ コ ス ト高とい う経済的評価が あるため､ 製品
安全性 の 水準が高く ､ 高品質生産と結び つ く た差別化柳各で なけれ ば､ コ ス ト高を高い 販
売価格に よ っ て 吸収できない であろうo それ に対 して ､ 提携では取引相手 の 経営資源 を借
用 し､ 投資コ ス トの節約やリ ス ク の分散が しやすく ､ 提携条件によ っ て契約 条件の変更な
どの 調整 が可能で ある . しか し､ 提携もネ ッ トワ ー ク の深化によ っ て 協調か ら提供する経
営資源の 依存関係が異なり ､ リス ク の分担関係が変化する ｡ たとえば､ 食品企業側が施設
投資を し､ リ ー ス で生産者に利用 させれ ば､ 生産者の取り分は減少するこ とになが ､ リス
ク は多く生産者か ら食品企業側に移転するo こ の ような擾携関係では販売チ ャネル が限定
され ､ 生産者の マ ー ケテ イ ン グ活動 は減退する ことになる｡
しか し､ 提携関係 とい っ て もも っ と緩や かな関係が多く ､ む しろ売り手と買い 手が商品
に加えて サ ー ビ ス の提供をするの が 一 般的で あり､ 取引相手と しても商品知識 ､ 産地情報 ､
労働力の サポ ー トを供給側に期待するこ とになる｡ 特に ､ 量販店は パ ー ト比率 の上昇によ
つ て バイ ヤ ー が減少 し､ さらにそ の バ イヤ ー も商品知識や産地情報に十分に 持たない場合
が 多くな っ たこ とか ら､ 供給サイ ドの 企画提案力 の 必要性が高ま っ て い る｡ 大型量販店で
臥 バイヤ ー が教育され産地との とながり をつ けて 流通チャネル を管理する ために ､ 量販
店側か らの ブラ ン ド化が進展させ る場合が多い ｡ それ に対 して ､ 中小量販店では バ イヤ ー
の 不足をサプライヤ ー の支援に代替 したい と いう意向も強く ､ 晶揃い の充実や販売促進 の
強化によ っ て売上増加 に結び つ くなら､ サプライヤ ー との提携関係をとりながらアウトソ
ー シ ン グする戦略がある｡ 食品卸売会社で は ､ ドミナ ン トな店舗展開を して いる中堅 の 量
販店に つ い て は専用 の 配送セ ン タ ー を設置 して物流効率化 をはかり ､ さらに 品揃えの 充実
と小売支援によ っ て提携関係を強める戦略が とられた｡
(2) 生産資材メ ー カ ー の 行動 と関係性 マ ー ケテ イ ン グ
大規模な生産資材の 販売で は､ メ ー カ ー が製品の 販売に至 る前の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンや
相手先の希望を入れた製品開発が必要となる ｡ 生産資材で も飼料は取引先と の指定配合や
委託配合が増加 し､ 中小メ ー カ ー か ら配合設計や原価構成を取引先に提示 してイ ン テ グ レ
ー タ - や大規模畜産経営体との 提携関係に入 っ て い る｡ 肥料でも産地の 条件に適合 して ､
有機質肥料も加えた肥料設計をと っ て い る ｡ 生産資材で も農業機械は販 売後の 保守とい う
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サ ー ビ ス が ､ 継続取引の 前提条件 で あり ､ 製品 の販売価格 の 低さが実需者の 購買を決 め る
主た る要因とは な っ て ない し､ こ の 保守サ ー ビ ス が外 国か ら の輸入 品の 参入障壁 となる｡
こ の よう に農業生産資材で も川中 ･ 川下 の 食品産業の 意向をうけて ､ 産地 ･ 生産者が 差別
化 しようとすれ ば､ 品質や安全性 の基準を引き上げるた め資材を指定化 してメ - カ ー との
関係を強め る こ と にな る｡ また ､ メ ー カ ー も顧客管理を強 めるた めに取 引先に あ っ た製品
開発や支援が 展開される o メ ー カ ー の 規模が小 さくなる ほ ど､ 取引先か らの要求 に対応 し
た行動をとりやすくなる場合が多く ､ 情報 の 共有化がす で に進展 して い ると交渉力の 強 い
側 が取 引境 の原価や利益管理 をす る ように なる｡ こ の ようなメ ー カ ー にと っ てオ ー プ ン マ
ー ケ ッ トで の価格競争で不利とな るよりも ､ 関係性をつ く りなが ら企画提案力をつ けるこ
とによ っ て経営の 存続をは かろうとする｡
(3) 青果物と畜産物の サプライチ ェ ー ン
農業で は畜産 のイ ン テ グ レ ー シ ョ ン (統合化)が典型的なサプライチ ェ ー ン を形成し､
生産資材 - 生産シ ス テ ム ー 処理加 工 - 2次加工 一 卸売 に加 えて ､ 物流 シ ス テ ム を統合化
する行動が鶏肉産業か らとられ た｡ しか し､ 川下の 食品企業との 関係で はイ ンテ グ レ ー
タ - の小売支援やチャ ネル管理 - の 対応 が遅れ ､ 価格競争を促進 しやすく した｡ しか し､
量販店 の 内部組織では鶏肉 を販売す る バイ ヤ ー が中小規模にな るほ どい なく なる の が普
通であるか ら､ イ ン テ グレ ー タ 一 による企画提案に基 づく小売支援の 役割が大きく なる｡
イ ン テ グ レ ー シ ョ ン と生産者の 関係 は オ ー プン 市場と して の機能が減退 し､ 契約販売か
ら契約生産､ さらにリ ー ス 方式 と展 開 し､ 所有型の 直営生産 で はイ ンテ グレ ー タ - の 内
部組織にな る｡ こ の ような川下 の 量販店 - の小売支援や生産さらに生産資材の 統合化に
よ っ て イ ン テ グ レ ー タ - はチ ャネル リ ー ダ ー と しての役割が強くなり ､ シ ス テ ム 化の メ
リ ッ ト (準レ ン ト) を集積 し､ シ ス テ ム に参加する経済主体 - の利益配分 - の 関与を強
める ことに なる｡ しか し､ こ の シス テ ム 化 の メ リ ッ トはイ ン テ グレ ー タ - がどの ような
経営戦略 をあたえられ た競争構造 の なか で とるか によ っ て 生まれ る経営成果 に依存 して
いる｡
畜産 の 進展 したイ ンテ グレ ー シ ョ ン で は安全性 を配慮 して資材 (飼料)とイ ンテ グ レ ー
タ - との 関係が強く なり ､ イ ンテ グ レ ー タ 一 に よるブラ ン ドごとの契約生産者の組織化 -
と展開 し､ さらにイ ンテ グ レ ー タ - が 企画提案力 をつ けて 小売支援には い るように なっ た｡
こ の シ ス テ ム は市場涜通 でチ ェ ー ン が切 られやすい青果物よりも効率的で あるばかりで な
く ､ 価値連鎖を組み込ん で消費 ･ 川下 からの デ マ ン ドチ ェ ー ン と接合して い るとい う意味
で優位性が 高い とい えよう ｡ 青果物では農協 ･ 農業生産法人が量販店 ･ 生協と提携 し､ 店
内で直売する方式 をと っ て 売り場 コ ー ナ ー を つ くる行動もとられ て い る ｡ この 場合で は ､
独自な物流シ ス テ ム も形成され ､ 生産者もこ の ための 流通チャ ネル が組織され る｡ こ の シ
ス テ ム は流 通段階が短く ､ 産地サイ ドで 主た る流通機能を担 うことに よ っ て効率的なサプ
ライチ ェ ー ン を形成 しやす い が ､ 鮮度管理 の徹底と個別店舗 - の 配送が 条件となる ため流
通圏は 限定的になる ｡ この 戦略は近郊産地に と っ て配送セ ン タ ー を設置して周辺 の 量販店
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の 店舗に供給し ､ 品揃 え機能 が重視した売り場確保は産地側が サプライ ヤ ー 側と して小売
支援をする方式 で ある ｡ 青異物で は処理加工過程は パ ッ ケ ー ジを中心と して畜産 の 処理過
程よりも単純で あるが ､ ブラ ン ドごとの 生産者の組織化はそれほ ど進展 して い ない ｡
(3) 外食企業は バイ ヤ ー がさらに少なく ､ 直接に産地との 取引関係 にな ると需給
調整や新製品開発 の リス クをどちらが負担するかが検討され るo リス ク負担
が大きく両者で調整 つ か なければ ､ 間に コ ー ディネ ー タ ー を入れて ､ 3者間
で の 調整にはいる ことになる｡ 加 工業務用で は加工過程を持ち ､ 実需者の 最
終製品やメ ニ ュ ー に対応 して の調整 の幅が大きく ､ 極端な場合には規格外品
でも利用可能で あるo 生協と産地との 関係性 の マ ー ケテ イ ン グ - 首都圏コ ー
プとの 産直シ ス テ ム
首都圏 にお ける生協と産 地の 産直は､ 東都生協､ 生滑クラブ生協､ 首都圏 コ ー プが代
表的で あり ､ 特 に首都圏 コ ー プは共同購入か ら個配方式をとることによ っ て組合員の 拡大
に繋げ､ 大きな成長を遂げた｡ 生協に よ っ て は広域的な合併を契機に過去 の 産地との 取引
関係を切り捨て る場合もあるが､ 首都圏 コ ー プでは組合員の 急速な増加 で ､ 取り引きする
産地 を増加させ た｡ 生協にと っ て 消費者と生産者との 田植えや稲刈りは交流の 場で あり ､
消費者 の 農業に対する教育的効果を期待 した｡ しか しそれ以前に､ 産直を担 っ てき た主導
的な産地 は , 生協の理 事 ･ 幹部との 繋がりがあり ､ 取引先との コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が進行
しやすか っ た ｡ とい うの も ､ 両者は関係性 の マ ー ケテ イ ン グ以前に ｢産直運動+ があり ､
ビジ ネス と して の経営展開よりも優先された｡ 生協によ っ ては取引が古い 産地ほ ど取引価
格が高位なりがちで あり､ また取引依存度が高い の が普通である｡
生協が商品政策の転換を迫 られ たの は ､ 安全性の 水準の高い有機農産物 をブラ ン ド化す
る場合で あり､ 首都圏 コ ー プでは 『the ･ ふ - ど』 の ブラ ン ド化を有機農産物の第三者認証
とい う形で展開 した｡ 産直産地が この第三者認証をとっ て評価の客観性を取 っ てき たこ と
は ､ ｢もたれ合い の 強い取引関係+ を競争的にすると同時に ､ 公開確認会は消費者 - の農法
の 公開と繋げる こ とに な っ た｡ 有機や特別 栽培の農法の 公 開は､ 生協と産地の ｢もたれ合
い の 取引関係+ か ら両者で プ レミ ア ム に入 っ た取引価格が合意され るの が合理的で ある｡
こ の プ レ ミア ム の水準が産地側に と っ てリ ス ク の増大による コ ス トの上昇を吸収する こ と
になる｡ 有機 JAS の農産物 は本来少 なく ､ 産地側 にとっ て は全体と して特別栽培で 有機質
肥料の 割合の 増加や堆肥セ ンタ ー による堆肥 の供給シ ス テ ム によ っ て無化学肥料に近づ け､
農薬も出来るだ け減少 させ る経営的な努力を生協側 に説明するか に よ っ て プ レ ミア ム の 水
準は 変わ っ てく るo こ の プ レ ミア ム の水準は ､ 取引の ある生協､ 産地､ 技術水準によ っ て
異なるが ､ 市場価格 と比較すると有機JA S の米で 60kg当たり 12000円 ､ 9000円 (転換
中)､ 特別栽培で 200- 500円であるの で ､ 有機JA Sの プ レミアム に対 して特別栽培では
相対的に低く ､ 幅も広 い o 畜産物の鶏卵で は飼料 (P H Fコ ー ン ､ ノ ン G M O)､ 無薬､ 坪当
た り飼養羽数によ っ て プ レ ミアム の 水準が 規定される ｡ 最近で はカ ー ギル ､ 全廃系共 に多
少 の コ ス トア ッ プがあ っ てもIPハ ン ドリン グの コ ー ン を確保でき るようになり ､ ブラ ン ド
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化 の 要因は坪当た り羽数の 減少 ､ 放牧シ ス テム を入れた飼養形態の 変更に な っ て い る ｡ 鶏
卵で は ブラ ン ド化 の レ ベ ル を上げ大幅な飼養形態の 変更を伴うと､ 追加 投資が 必要 に なり
これは産地側 の負担で ある｡ 青果物で は果実の JA S有機は 必ず しも食味を向上させ るもの
で は なく ､ さらに ブ ー ム ス プ レ ヤ ー の 利用 は農薬の 飛散の リ ス ク を拡大する｡ 野菜で は ､
根菜類か ら有機 J A Sの 拡大が 見られ るが ､ 雑草防除が 制約条件となる｡
安全性 の レ ベ ル を引き上げ ､ プ レ ミ ア ム で生協と産地 の紐 帯が形成され ると ､ 生協サイ
ドは当該産品の 取引依存度をあげ､ 場合によっ て は全量購入に なる の で 生協側も値頃感に
ょ る価格の設定と コ ス ト水準を十分に配慮する こ とにする ｡ つ まり こ の ような産地 と生協
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の『tbe ･ ふ - ど』の ブラン ド形成は生協側もリ ス ク負担がたか まる ことに なる｡ こ の『tbe
･
ふ - ど』 の農畜産物は ､ 環境保全 と資源循環 ､ 自給率向上 ､ 環境保全 を前提 に科学的根拠
に基づく厳格な基準の 設定 ､ 生産地域との 関係 を強めた共生 の 価値観､ 食の あり方 ･ 暮ら
し方の再考を目標と して ､ 農薬の使用 ､ 原料 ･ 製造方法が明確な有機資材の利用 ､ 生 の家
畜糞の使用 と土壌バ ラ ン ス の維持な どを条件と して い て ､ 全 商品の レ ベ ル ア ッ プを戦略と
して い る｡
他方で消費者との 交流も職員主導の 旅行的な農村で の 交流か らさらに体験
･ シ ョ ー トス
テ イ - と深化する ことによ っ て ､ 農業 ･ 農村を ｢知 る+ ことから ｢遊び+ ｢学ぶ+ とい う主
体的な消費者の 参加 を促す方向にな っ て い る｡ こ の 展開は N P O等と事業 レ ベ ル で重なると
い う ことか らすると消費者 - の ｢食農教育+ とも関連 してくる ｡ また､ 農産物 から ｢面 と
して の農業をとりまく地域の シ ス テ ム+ が見える こ とによ っ て消費者の 理解力 の 変わる で
あろう｡ また ､ 有機 J A S認証だけで なく ､ シ ス テ ム認証と いう視点を広くとるとす るなら
地域とい う空間 の理解は農法の 公 開の ためにも必要に なる｡ こ の ような交流の深化とシ ス
テ ム の 公 開確認 は生協と産地の 間 の価格設定とプ レミ ア ム の 水準を合意させ る ことに繋が
るo そ の意味で は ､ 農業 ･ 農村 - の理解力の 進展は産地側 - の メリ ッ トとなり ､ コ ミ ュ ニ
ケ ー シ ョ ン と交涜 コ ス トの 負担 を配慮 しても有利性がある とい えよう0
生協と産地 の新 しい関係は産地 に加工 ･ 販売の シ ス テ ム を形成させて ア グリ ビジネス
化するための支援と して出資に よる経営体の 創出を展開する こ とで ある ｡ この 経営体は生
協だ けで なく ､ 生協の 取引先となる加工メ ー カ
ー な どの 出資がなされば､ 技術の 移転と販
路の 拡大が進展するだけで なく ､ 産地側 に価値連鎖が形成され る こ とになる｡ 加 工
･ 販 売
の
以上 の ように産地やイ ン テ グ レ ー タ - がサ プライチ ェ
ー ン を形成 しなが ら川下 の量販
店 ･ 外食企業 へ の支援機能 を強 めて 関係性の マ ー ケテ イ ン グを展開す る ようにな っ た ｡ 生
産資材でも こ の サプ ライチ ェ ー ン に組み込まれ ､ 川下 の食 品企業の戦略 に合致す る こ とに
なる｡ 関係性 の マ ー ケテ イ ン グの 論理か らみると主体間関係 が情報の 共有化 か ら提携 - と
深化する こ とに よっ て経営戦略 の共有化 - の展 開をとろうとすると ､ 手法と して の マ
- ケ
テ ン グ ･ ミ ッ ク ス は異な っ てく る｡
3 ､ 食品産業と産地 の関係性 マ ー ケテ イ ン グ
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(1) 食品企業 (加 工 ･ 業務用) と産地との 関係性の マ ー ケテ イ ン グ
- J A 富里 ( 千葉
県) の ケ ー ス を中心と して -
外食 ･ 中食企業が青果物を食材として 調達 しようとすれば､ 直接調達する に は ロ ッ トが
小さい こ とや ､ また他品目を周年的に安定的に確保するため には ､ コ ー ディ ネ
ー タ ー と し
て加 工機能をも っ た流通業者との が提携に よるア ウトソ ー シ ン グが 必要に なる ｡ 購入量 が
多く産地との提携関係 の 形成が しやすい大量需要品目で は流通業者の 介在がない 場合 もあ
り ､ 需給調整や製品開発 における産地 の リ ス ク負担が強く なる ｡ こ の場合､ コ
- ディ ネ 一
夕 - が排除され ることで流通は合理化され ､ その メ リ ッ トが産地にも配分される ことに な
る ｡ また､ 産地サイ ドが外食
･ 中食企業との 提携関係 を強めると周年的供給 の ための 新産
地開発 を展開する場合もある｡
産地サイ ドにと っ て の関係性の マ ー ケテ イ ン グ 乱 立地上の優位性を活か して ､ ①安定
的な契約価格の 実現 ､ ②契約方式とリス ク シ ェ ア ､ ③チャネル の 選択と管理 ､ ④需給調整
とリス ク管理 ､ ⑤新製品開発 ､ などに展開される ｡ 主体間関係が深く なる ほ ど､ リス クが
産地か ら食品企業に移転 してリ ス ク の 分担関係 が変化 し､ 取引依存度が拡大すること に よ
っ て産地サイ ドの 需給調整の 必要性が減退するo こ の こ とは ､ 当然の こ となが らチ ャ ネル
選択 の幅を縮小 し､ 取引先で ある食品企業サイ ドからの チャ ネル 管理 に組み込まれる こと
を意味する｡ つ まり､ 産地サイ ドで交渉力が減退 した場合 ､ 系列化や市場支配力の 発生 に
結び つ く可能性がある ｡ しか し､ 食品企業サイ ドも取引先の 産地 の効率化や革新をはか る
に は ､ 無理 した支配力 を伴 っ た系列化よりも コ ラボ レ
ー シ ョ ン の 提携関係をとる ことが両
者にと っ て良い成果をもたらすという認識を持つ ようになる. しば しば ､ 提携関係 の 強化
は パ ー トナ ー シ ッ プの確認がないと継続 しがた い ことがあり ､ 成果の配分に課題 が発生す
く る. 提携関係 が弱 い場合の 関係性の マ ー ケテ イ ン グ臥 契約よりも市場原理が作動 しや
す､ 需給調整やリ ス ク シ ェ ア が問題となりやすい ｡ さらに緩やかな関係で は情報ネ ッ トワ
ー ク に よる情報の 共有化がなされる にすぎない が､ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が発生するだけで
も多様 な提携を展開す る ベ ー ス をつ くるこ とになり ､ 量販店との 関係では P O S情報や販売
促進 の 共有化がみ られ るこ とになる｡
∫A 富里にお ける中食 ･ 外食企業との価格形成では ､ 食品加工 メ
ー カ ー の それとは異な
り ､ ①契約価格が比 較的高い こと ､ ②継続契約期間が比較的短い こ と､ ③契約価格は短期
的に 一 定で あるが ､ 長期的 には変化する こ と ､ ③ コ
ー ディネ ー タ ー と して流通業者が介在
し ､ 産地の 直接の契約先はこの 流通業者となる｡ ①に つ い て は外食
･ 外食企業価格が高い
代わり に産地サイ ドにリ ス ク負担を強 めて い るo 中食企業で あるオリジン 束秀の 『オリジ
ン弁 当』の コ ロ ッ ケ用バ レイ シ ョ は 84円/kgとな っ ており ､ 加工メ
ー カ ー の カ ル ビ ー ポテ
トの 1.6倍に なっ て い る｡ しか し､ , リ ス ク分担で はカル ビ
ー ポテ トは面積契約で 多く の リス
ク を企業サイ ドが担う の に対 して ､ オリ ジン東秀で は コ
ー ディネ ー タ ー と して東京デリカ
フ ー ズを介在させ ､ リ ス ク負担は契約生産者､ JA富里町 ､ 東京デリカ フ
ー ズ の 三者が分担
する ことに なる｡ 流通業者は需給調整と加 工機能 に よ っ てリス ク負担能力 を強め る と同時
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に高 い流通 マ ー ジ ン を要求す るた め ､ 外食 ･ 中食企業 の 食材調達 コ ス トは増大す る ことに
なる ｡ ②に つ い て は ､ 食品加 工 メ ー カ ー は長期取引を前提に して 産地育成を図ろうとする
傾向が あり ､ JA富里 町では カ ル ビ ー ポテ トとの 契約 生産農場 はカ ル ビ ー フ ァ ー ム と して位
置づ けられる の に対 して ､ 外食 ･ 中食企業は契約期 間を1 - 2年 と設定 して ､ そ の つ ど契
約価格な どの 変更を含めて 契約方式 の 再検討が なされ る｡ ③に つ い て は食品メ ー カ ー が 固
定的 な期間値決 めを取りやす い の に対 して ､ 外食 ･ 中食企業で はメ ニ ュ ー 価格は短期的に
は変更できずメイ ン メ ニ ュ ー の 変更も同様 で ある｡ 外食 ･ 中食企業で は契約年限が長く な
ると産地は契約価格の低下を要求する場合が多く ､ そ れに対応 して 産地側で は契約数畳の
増大や規格 の簡素化を条件に しやすい ｡ ④に つ い て は取引に参加する主体は相互 にリ ス ク
を分担する関係 に あるが､ 外食 ･ 中食企業側で は産地側と の信頼関係ができて ､ 流通を合
理化 しとうとすれば コ ー ディネ ー タ ー とな っ て い る流通業者を排除する場合もある ｡ 外食
企業との レ ス トラ ン チ ェ ー ン の 『サイゼリヤ』 との 契約で は､ 流通業者の東京デリカフ ー
ズを排除 して 契約生産の 方式 を修正 し､ 単価計算に基づく数量契約か ら週間所得方式に移
行する｡ すなは ち､ 日量250 - 300kg の 周年供給で あれば､ 週間 38 万円が支払われるとい
う方式 で あり ､ こ れに は さらに収穫物が自然災害補償に よ っ て 皆無にな っ た場合でも ､ そ
の補償は企業側が負担するとい う条件が 付加 されて い る｡
加 工メ ー カ ー との収量変動によ る需給調整で は契約書で 明示 され て い ない が ､ 平年 時と
比較 して 80- 120%の変動幅で の買 い取り暗黙の 了解事項 である｡ しか し､ 過去 20年来 の
取引で こ の 変動幅に収ま らな い ケ ー ス は発生 してお らず ､ メ ー カ ー 側 は全量 の 買付方式 で
も対応 でき るの で ニ ン ジン な どでは 面積契約が採用 される ｡ しか し ､ 中食企業との ホ ウ レ
ン ソウ ･ コ マ ツナ の 取引では数量方式 によるリ ス ク分埠がとられ ､契約生産者は120- 130%
の過剰作付に して ､ 余剰分を別 の販 売チ ャ ネル で販売す る か ､ それ とも圃場廃棄するか の
選択があるc 回避 しがたい 不作時には JA富里町が介入 して調達し､ リ ス ク負担する ことに
なる が､ その ために納 品数量確保基金 と して売上 の 5%が確保され て い る｡ つ まり収量変
動 の リ ス ク分担は ､ 食品企業と明確な分担関係をとらず産地側の 負担となるが ､ それ でも
取引価格の 有利性からメ リ ッ トが大き い ｡
野菜で も品目別の リ ス ク分担が異なり､ 作物系野菜や根菜類の 収量変動は基本的に は JA
富里町がリ ス ク負担を し､ 極端な場合に は コ ー ディ ネ ー タ ー となる流通業者の それを担う
ことになる｡ 収量変動を調整す るため 10a 当たり作付け本数の 指定や週間の 出荷計画表 の
作成が必 要に なる｡ これに対 して ､ 外食 ･ 中食用 の 果菜類では収量変動 が大き いため ､ 多
く の 産地で は市場出荷の販売チ ャ ネル を持 つ の が普通で ある｡
以上か ら JA富里町にお ける関係性 の マ ー ケテ イ ン グは需給調整機能とリ ス ク シ ェ ア を
め ぐる交渉に なり ､ さらに産地側 と して取引先との 提携関係 を強めるに は ､ 試作の リ ス ク
負担 ､ 種苗会社との 品種開発､ 一 次加 工処理に よる需給調整機能の 強化に なる｡ 契約取引
に おける JA富里町 の役割に つ い て は図 - 1で これまでの 説明が整理 されて い る o 提案力を
も っ た企画提案は提携関係を強 めるだけでなく ､ 流通 の効率化だけでなく ､ 利益 (準 レ ン
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ト) の メ リ ッ トを相互 に享受する ことで ある｡ 契約取引で は集出荷経費をホ ウ レ ン ソウで
見 ると市場出荷の 2分1程度まで低下 し､ 規格簡素化に よる労働時間の 削減は バ レイシ ョ ､
コ マ ツナ､ ホ ウ レ ン ソウで約 50%､ ハ クサイ ､ サツ マ イ モ ､ ハ ー ブで約 30%で ある ｡ この
効果は規格の簡素化 (結束の 不必要性を含む) だけでなく ､ コ ン テナ化 ･ トラ ン ス パ ッ ク
化 ､ 食品企業か らの機械の リ ー ス 方式などで ある ｡ 契約に よる規格簡素化はホ ウ レ ン ソウ ･
コ マ ツ ナ (外食 ･ 中食) で L ､ M ､ Sか ら40c m 以内無選別､ ハ ク サイ (外食用) で 2 L -
sまでか ら無規格､ ナス (漬物用) で 2 L - 2 S から 18- 21cm と効果が大きい ｡ これら
の 効果を引き出すに は取引先との 交渉力が関係する｡
(2) 量販店との 関係性の マ ー ケテ イ ン グ
経済主体間の 関係は 産業組織的 には競争構造 に影響を受けるが ､ 生産財 と して の 市場で
は ､ 情報の 共有化が進 展 し使用価値に基づ い た価格形成が展開 しやすい とされるが､ こ の
価格に はサ ー ビ ス が付加 されて い るo 農業と食品産業との 関係は ､ 垂直的に経済主体が双
方寡占の 状態 に ある場合よりも ､ 買い 手側 の寡占的競争構造とパ ワ ー が農業側 に価格形成
や契約条件で不利となりやすい とい う指摘もなされてきたo しか し､ 関係性 の マ ー ケテ イ
ン グとい う視点か らすると ､ 食品企業との 関係 は提携を深 める ことによ っ て産地側 の 企画
提案力や交渉力 を強めるこ とになる｡ イ ンテ グ レ ー シ ョ ンが進展 した鶏肉で は､ イ ンチ グ
レ ー タ - が 消費地に営業部を設置 し店舗に あっ た品揃え､ 客層 にあ っ た価格帯の設定､ 惣
菜の 提案な どで小売支援機能を強 めて バイヤ ー の 役割を分担する戦略をとるケ ー ス もみら
れ る ｡ こ の場合は鶏肉で中小量販店がバイヤ ー を置い てい ない ことに着眼 し､ 小売支援が
確実に売上の 増加に結びつ く という説明が小売側 に必要で ある｡ こ の 売上 の増加 になる こ
とはイ ンチ グ レ ー タ - と量販店の 両方にメリ ッ トがある ことになる の で ､ 提携関係 が持続
す る こ とになる ｡ しか し､ 店舗によ っ て は安価な輸入 品で ない と購入量が伸びない場合で
は ､ 自前の ブラ ン ド品の購入量が減少するの で ､ イ ン テ グレ ー タ - の利益 は減少する｡ 多
く の イ ンテ グレ ー タ - で は高級ブラ ン ド品 ､ ブラン ド品､ レ ギ ュ ラ ー 品 ､ 加 工 ･ 惣菜晶と
い っ た品揃えを して店舗の 客層に対応 した商品構成をと っ て い るq, ア マ タケ グル ー プ (岩
手県) では首都圏を中心として中小量販店で ほ ぼ 12000店の小売支援を展開 し､ 提携関係
を明確にする こ とによ っ て自社の ブラ ン ド品の 販売に貢献した｡ しか し､ こ の ような展開
は量販店との戦略の共有が必要条件になり ､ 経営トッ プクラス の 共同の 意思決定となる｡
量販店との 小売支援で は個別店舗配送が取られやすく ､ また小 口 ツ トの アイテ ム を持 つ 必
要か らも非効率的な流通シ ス テ ム に なる こ ともある｡
青果物で は早くか ら産地側か らの 百貨店で の テ ナン ト販売がみられた ｡ そ の 後､ 直売所
の 拡大によ っ て 生協店舗が直売所の 機能を内部化 して組合員以外の 消費者 - の 販売を拡大
した｡ また､ 量販店の ジ ャ ス コ も神奈川の 秦野店か ら直売所か らの購入品を店舗内に並 べ ､
産直品を強調 し､ さらに個別店舗で 周辺生産者 の コ ー ナ ー の設置が普及 した｡ こ の 戦略は
多く の 量販店で採用 され ､ 首都圏の農協によ っ て は買付によるリ ス ク を負担 しなが ら量販
店 - の営業活動と個別店舗配送に よ っ て販 売額を増大 した｡ こ の展開は都市化地帯の産地
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に限定されやすか っ たが ､ JA甘楽富岡が 西友や生協に参入 して 青果物でも本格的な小売支
援とな っ たo 今後 ､ 単協か ら県連組織の 配送セ ン タ ー が生産者との契約 取引や需給調整か
らさらに進ん で地域の 量販店 - 輸送と小売支援に入 る こ とが 予想され る｡ こ の ような展開
は量販店の 店舗展開か らすれ ば､ 量販店 は集客力 を上げて販 売額を増加 させ る こ とがで き
るで あろう｡
(4) 生協と産地との 関係性 の マ ー ケテ イ ン グ 一 首都圏 コ ー プとの産直シ ス テ ム
首都圏における生協と産地 の産 直は､ 東都生協､ 生活 ク ラ ブ生協､ 首都圏 コ ー プが代
表的 であり ､ 特に首都圏 コ ー プは共 同購入 か ら個配方式 をとる こ とによ っ て組合員の 拡大
に繋げ､ 大きな成長 を遂げた○ 生協によ っ て は広域的な合併を契機に過去の 産地との 取引
関係を切 り捨て る場合もあるが ､ 首都圏 コ ー プで は組合員の 急速な増加 で ､ 取り引きする
産地 を増加 させた｡ 生協に と っ て 消費者と生産者との 田植えや稲刈りは交流の場 で あり ､
消費者の農業に対する教育的効果を期待 した｡ しか しそれ以前 に ､ 産直を担っ てきた主導
的な産地は､ 生協の 理事 ･ 幹部との 繋が りがあり ､ 取引先 との コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が進行
しやすか っ た ｡ とい うの も ､ 両者は関係性の マ ー ケテ イ ン グ以前に ｢産直運動+ が あり ､
ビジ ネス と して の 経営展開よりも優先された｡ 生協に よ っ て は取引が古い産地ほ ど取引価
格が高位なりが ちで あり､ また取引依存度が高い の が普通で ある ｡
生協が商品政策の転換を迫られたの は ､ 安全性の 水準の 高 い有機農産物をブラン ド化す
る場合で あり ､ 首都圏 コ ー プでは 『the ･ ふ - ど』 の ブラン ド化 を有機農産物の 第三者認証
と いう形で展開 した｡ 産直産地が この 第三者認証をとっ て評価の 客観性 を取 っ て きたこと
は ､ ｢もたれ合い の 強い取引関係+ を競争的にすると同時に ､ 公開確認会は 消費者 - の 農法
の 公 開と繋げるこ とにな っ た. 有機や特別栽培の 農法の 公 開 は､ 生協と産地の ｢もたれ合
い の取引関係+ か ら両者で プ レ ミア ム に入 っ た取引価格が合意されるの が合理的で ある｡
この プ レ ミア ム の 水準が産地側 にと っ て リ ス ク の増大 による コ ス トの上昇を吸収する こと
にな る｡ 有機 JA Sの農産物は本来少 なく ､ 産地側にとっ て は全体と して特別栽培で有機質
肥料の 割合の 増加や堆肥セ ンタ ー によ る堆肥の供給 シ ス テ ム に よ っ て無化学肥料に近 づ け､
農薬も出来 るだけ減少させ る経営的な努力 を生協側 に説 明する か によ っ て プ レ ミア ム の 水
準は 変わ っ てく る ｡ この プ レ ミア ム の水準は､ 取引 の ある生協､ 産地 ､ 技術水準に よ っ て
異なるが ､ 市場価格と比較すると有機JA S の米で 60kg 当たり 12000円 ､ 9000円 (転換
中)､ 特別栽培で 2000- 500円である の で ､ 有機JA S の プ レ ミ アム に対 して 特別栽培で は
相対的に低く ､ 幅も広 い o 畜産物の 鶏卵で は飼料 (P H Fコ ー ン ､ ノ ン G M O)､ 無薬､ 坪当
たり飼養羽数によ っ て プ レ ミア ム の水準が規定され る ｡ 最近 で はカ ー ギル ､ 全農系共に多
少 の コ ス トア ッ プがあ っ て もIPハ ン ドリ ン グの コ ー ン を確保で きる よう になり ､ ブラ ン ド
化 の 要因は坪当たり羽数の減少 ､ 放牧シ ス テ ム を入れた飼養形態の 変更に な っ て い る｡ 鶏
卵で は ブラ ン ド化の レ ベ ル を上 げ大幅な飼養形態 の 変更を伴うと､ 追加 投資が必 要に なり
これ は産地側の 負担 で ある ｡ 青果物で は果 実の J A S有機は 必ず しも食味を向上させ るもの
で は なく ､ さらにブ ー ム ス プ レヤ ー の利用は農薬の飛散の リ ス ク を拡大す る｡ 野菜で は ､
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根菜類か ら有機 JA Sの 拡大が見られるが ､ 雑草防除が制約条件となる｡
安全性 の レ ベ ル を引き上げ､ プ レ ミア ム で 生協と産地の 紐帯が形成され ると ､ 生協サイ
ドは当該産品の 取引依存度をあげ､ 場合 によ っ て は全量購入 になるの で生協側も値頃感 に
よる価格 の設定と コ ス ト水準を十分に配慮する ことにする ｡ つ まり この ような産地と生協
の『tbe ･ ふ - ど』の ブラン ド形成は生協側 もリ ス ク負担がたかま る ことにな る｡ こ の 『the ･
ふ - ど』 の 農畜産物 は ､ 環境保全と資源循環 ､ 自給率向上 ､ 環境保全を前提 に科学的根拠
に基づく厳格な基準の散 乱 生産地域との 関係 を強めた共生の価値観 ､ 食の あり方 ･ 暮ら
し方の 再考を目標と して ､ 農薬の 使用 ､ 原料 ･ 製造方紡が明確な有機資材の利用 ､ 生 の家
畜糞の使用と土壌バ ラン ス の 維持 などを条件と して い て ､ 全商品の レ ベ ル ア ッ プを戦略と
して い る ｡
他方で消費者と の 交流も職員主導の旅行的な農村で の 交流か らさらに体験 ･ シ ョ ー トス
テ イ へ と深化する こ とによ っ て､ 農業 ･ 農村を ｢知る+ こ とか ら ｢遊び+ ｢学ぶ+ という主
体的な消費者の参加 を促す方向になっ てい る｡ この展開は N PO等と事業レ ベ ル で重なると
い うことか らする と消費者 - の ｢食農教育+ とも関連してく る｡ また､ 農産物か ら ｢面と
しての 農業をとりまく 地域の シ ス テ ム+ が 見えることによ っ て消費者の 理解力の 変わるで
あろう｡ また､ 有機 J A S認証だけでなく ､ シ ス テ ム 認証と いう視点を広くと るとす るなら
地域とい う空間の 理解は農法 の公開の ためにも必要に なる｡ この ような交流 の深化とシ ス
テ ム の 公 開確静 は生協と産地 の 間の価格設定とプ レ ミア ム の 水準を合意させ る ことに繋が
る｡ そ の 意味では ､ 農業 ･ 農村 - の 理解力 の進展 は産地側 - の メリ ッ トとなり ､ コ ミ ュ ニ
ケ ー シ ョ ン と交流 コ ス トの 負担を配慮して も有利性が あるとい えようo
生協と産地の新 しい 関係 は産地に加 工 ･ 販売の シ ス テ ム を形成させて ア グリ ビジネス 化
するため の支援と して 出資による経営体の創出を展 開する こ とである｡ こ の 経営体は生協
だけで なく ､ 生協の 取引先となる加工メ ー カ ー な どの 出資がなされば､ 技術の移転と販路
の 拡大が進展するだ けでなく ､ 産地側 に価値連鎖が形成され ることになるo 加 工 ･ 販売の
シ ス テム に は体験と交流を埋 め込む ことによ っ て さらに価値連鎖を拡大するこ とができる｡
この ような展開は J Aささかみ (新潟県) との 提携が代表的で ある｡ 加工 ･ 販売によ っ て川
下の 業態 ( 直売所､ レ ス トラ ン など) を統合化する ことは価値連鎖ばかりで なく ､ 地域資
顔の 活用 を促進する効果もあるの で ､ 生協との 提携関係を強めて地域固有の経営シ ス テ ム
を形成するこ とにな る｡
4, むす び
関係性 の マ ー ケテ イ ン グは食品企業側 の合 理化に よっ て産地側が食品企業を支援する こ
とによ っ て提案力 をつ よめ る機会がで てきたばか りで なく ､ 戦略的な提携に よ っ て相互 の
利益を拡大するこ とが選択されてきた ｡ これ は産地と川 下の食品企業との 新 しい 関係 とな
りつ つ ある. また､ 産地と生協の 関係も第三者認証 を契機と して シ ス テ ム 認証と して農法
の 消費者 - の 公 開確認 が進展 し､ 交流も ｢遊び感覚+ か ら学習 ･ 体験 - と深化する ことに
よ っ て コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が なされ るようにな っ た｡ こ の こ とは生協の ブラ ン ド品 (首都
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圏 コ ー ポで は 『tbe ･ ふ - ど』) の安全性 (払 S 有機) の レ ベ ル と生産者 - の イ ン セ ンテ ィ
ブ を引き上 げるこ とに なっ たo しか し こ の こ と 臥 生協 - の 産地 か らの リ ス ク移転を強め
る こ とに なり ､ 産地の 生態系 ､ 資渡循環 ､ 価値連鎖の シ ス テ ム を構築し､ 一 般消費者と の
交流や食農教育との連携が必要 に なる｡
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第 6章 ｢青果物の 流 通 シス テ ム 間競争+
斎藤修 ､ 楼井清 一
1､ 課題の 設定
青果物の フ丁 ドシ ス テ ム は構造変化 し ､ その構成主体が統合化や 多様なネ ッ トワ ー クを
形成 し ､ 主体間を繋 ぐコ ー ディ ネ ー タ ー の 役割も大きくな っ た(注1)｡ こ の構造変化は経済
主体間で 関係性の組 み 直し に入り､ 次の 段 階で フ ー ドシス テム の革新に影響 して くる(注2)｡
こ の関係性は主 体間で 相互 に統御され ､ 合 馴ヒや価値創造による成果の 配分を効率性や公
平性で評価 し ､ パ ー トナ ー シ ッ プの 関係 に近づくこ とが課題となる o 青果物で の シス テム
間競争 は ､ 農業生産法人と食品企業との リ ンク に よ っ て効率的なシ ス テ ムが形成されるよ
うに なり ､ これが こ れ まで の市場流通 と系統共販とリ ンク したシス テ ム との 間で展開した｡
農業生産法人は加 工 業務用の需要に 対応 して 契約取引の拡大 ､ 規格の簡素化と集出荷労
働の 軽減､ 取引価格の 安定と規模拡大 へ と展開する ことで大 きな成長を遂げて きた｡ しか
し､ 多くの農業生産法人 で は情報 ･ 物流シス テム の遅れが非効率性をもたらしたが ､ 取扱
品目が市場流通で は調達しにくい 差別化商品である ことや､ また取引する相互 がパ ー け
- シ ッ プの関係に近 づきやす い生協産直で ある こ とが ､取引価格の有利性を形成 しやすく ､
またコ ス トの 高さを吸収する ことがで きた ｡ 農業生産法人は実需者が近距離に立地する首
都圏か らパ ッ ケ ー ジや加 工処 乳 自前の 物涜 シス テ ムをも っ た経営 シス テ ムが形成され ､
また取引先 へ の 周年供給や加 工 施設の共 同投資などにネ ッ トワ ー クの 深化がみ られるよう
に な っ た｡
市場流通 では 系統農協 との 無条件委託 を原則と し ､ 卸売会社が活性化 し ､ 本来の食品卸
売会社と して の 流通機能とサ ー ビス を担 うに は ､ ビジネス視点か らの卸売市場の規制緩和
が政策的に は課題とな っ て いる o 市 場流通 に おける商物分離の 進展 ､ 卸 ･ 仲卸の 業務上 の
｢垣根+ の廃止や 卸売会社の 合併 ･ 統合 などが ､ 効率化を促進するこ と になる o 系統農協
で も市場外流通を取 り込ん だ 多元的 な販売チ ャ ネル 管理が契約取引を拡大 し, リス ク管理
能力を高めるで あろ う ｡ こ の ように シス テ ム間競争は市場流通と市場外流通の競争を通 し
て ､ 全体と して 効率的 になる こと を期待されて いる｡
輸入農産物と の 競争と川下 の量販店や外食企業のバイイ ン グパ ワ ー とい う 2 つ の競争圧
力に 対抗するに は資材 一 経営 シス テム 一 読通 シス テ ムと い う垂直的な関係で どのような効
率的なサ プライ チ ェ ー ンを形成するか が課題となる ｡ 市場流通では情報が共有化されにく
く ､ 川下や消費の情報が産地まで伝達されるのが遅れ , 情報の偏在 しやす いとい う特徴が
あるo また ､ 現在の 産地の 担 っ て いる流通機能か らみ て , 卸売会社と仲卸売業者の マ ー ジ
ン の 水準を高位 で あり ､ こ の マ ー ジ ン を高位 に維持しようとするなら ､ 川下 へ の積極的な
支援や販売促進が必要に なる o 系統農協 でも市場外の販売チ ャ ネル の確保に とどまらず ､
川 中や川 下 へ の 統合化を戦略と して ､ 卸売機能の統合化が課題とな っ て い る｡ 市場涜通で
も 大規模仲卸業者は卸売会社を経由 しな い で ､ 産地と直荷引による集荷を拡大 し､ 量販店 ･
71
外食との ネ ッ トワ ー ク を形 成するように なり､ 川下 へ の支援機能を強め て い る ｡ こ の 行動
は卸売企業でも地方卸売市場を中心と し て仲卸機能の統合がみ られ ､ 流通 マ ー ジ ン を削減
し効率 化をはか っ て い る ｡
食品産業側か らみ ると ､ 川下 の量販店は本格的な卸売設階 へ の統合化 を展開す るよりも
ア ウ トソ ー シ ン グの指向が強くリス ク を回避 しよ うとするの に対 して ､ 食品メ ー カ ー や外
食企 業は生産資本と して の性格があり､農業との関係で もリス クを吸収する契約が とられ ､l
交渉力に 幅がある o 量販店 ･ 外食企業 ･ 食品メ ー カ ー は 産地と契約関係 には い る こ と で安
定的な調達 ､ 情報の 共有 化､ 品質管理の進展と いうメ リ ッ トを得られるように なり ､ 産地
サ イ ドも価格の 安定 ､ 企画の簡素化 ､ 出荷経費の削減のメ リ ッ トが大きく ､ さらに 契約 条
件 に つ い ても交渉が可 能で ある o 川 下 川 中の食品企業 は産直によ る調達を拡大す る指
向が強 いが ､ 効率的な調達 には情報､ 物流に難点が 多く ､ また小売支援の期待がで きなか
つ た こ とか ら調達 コ ス トは高め にな っ た ｡ 量販店も いく つ か の 調達の チ ャ ネルを管理する
こと に なるが ､ 産地サ イ ドでも用途 ごとの 需要や 業態に対応 して チ ャ ネル 管理が進展 して
いる o それに 対 して ､ 食品メ ー カ ー や外食企業で は 生産者の 売上額を保証するよ うな 契約
条件 を提示 して ､ パ ー トナ ー シ ッ プの 関係 を強めよ とする行動をとる ように な っ た(注3)0
生産者 レ ベ ル でも取引価格の安定化は雇用計画や投資計画 を確立 しやすくさせ るため ､ あ
る程度の契約生産を入れる ことに積極的で あるo フ ー ドシス テ ム を構成する経済主体間の
関係がゆるやか で あれば ､ 情報の共有化に と どま っ て い るが ､ この 情報化は物流と連動 し
て シ ス テ ム 化し ､ さらに提携関係に なれ ば主体間の 経営資源の 依存関係 に な っ て ｢深 い+
つ なが りが形成される ｡
青果物でも果実 は等階級 間の価格差が大きい ため ､ 卸売市場に よる需給調整 へ の 依存が
強く加 エ ･ 業務用 は外国産 に依存 して い るの に対 して ､ 野菜で は まだ国産の加 エ ･ 業務用
需要 が 多いという特徴が ある o こ の こと は我が国で は果実 は生食用を中心と して 底の 浅 い
フ ー ドシス テム が形成されるの に対 して ､ 野菜 では 多くの 関連分野をも っ て 川 中や 外食 ･
中食の 食 品企業との 国産をめ ぐる フ ー ドシス テム が形成され て い るo
こ の章で は ､ 市場流通の 革新方向を卸売会社と仲卸業者の経営革新の視 点か らの 規制緩
和をとりあげ, さ らに産地に おける新たな 凱 ､手となっ て きた流通業者 と農業生産法人等
の 続合化 とネ ッ トワ ー ク . さらに産地と食品企業の 提携条件 を検討 して ､ シス テ ム 間競争
の意 義と評価をする こ とにする ｡
2､ 市場流通 と系統共販の 革新と戦略
(1) 規制緩和とビジネス 視点か らの 市場流通の革新 (注4)
青果物の 市場流通 シス テム は ､ 食品卸の本格的な参入 ､ 安全性 をめ ぐる トレ ー サ ビル テ
ィ シス テ ム の導入 の 必要性､ 卸売会社 や市場の合併 ･ 統合 などか ら革新を迫 られて おり ､
規制緩和 と規制強化が 同時に検討され て いる o 規制緩和 は手数料の 自由化 をひ か え て ､ 卸
売会社と仲卸業者の ビジネス 展開による経 営成果の 改善と効 率化に つ な げる ことが市 場流
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通 の革新となる o 現在 の市場法の 下 でも例外的措置と して買付集荷､ 第三者販売 ､ 仲卸業
者の直荷引 ､ 市場外にある物品の 卸売 ､ 開設区域の 設定などは, 規制緩和 に よ っ て 例外的
な取扱の必要性は ない であ ろう o これらの 検討項目は ､ 業務的なレ ベ ル に とどま っ て い て ､
さらに 効率的な方策は ､ 商物分離の 促進 ､ 卸売と仲卸売の 業務上の ｢垣根+ の 緩和 ､ 卸売
会社 頒 場の統 針 合併で ある･o 長期的に は現代化 した青果物卸売会社として 食品卸売会
社と競争できる条件整備を規制緩和下 で展開するには ､ 産地と川中 川 下 の食 品企業とを
つ なぐコ ー デ ィ ネ ー タ ー と して の性格を強め ､ 卸売の基本的機能であるリス ク を背負う っ
た需給調整をで きるだ けの実施す べ きである ｡ これ は仲卸売薬者も同様であり ､ 単 に売買
差益を追求する よりも ､ 原価管理と川中 川 下 の食品企業へ 企画提案と支援を展開するこ
とで収益性を確保し､ コ ー デ ィ ネ ー タ ー 機能を強める こ とがで きよう . こ の機能の 遂行に
仲卸売業者は ､ 特定市場の卸売会社に依存しな いで独自集荷が必要 になり ､ 複数市場から
の調達や鹿直で 取引先 の ニ ー ズにあ っ た品揃えを充実 しようとするo
大消費地の大 規模卸売会社は ､ 主力鹿地か らの集荷力の高さによ っ て 品揃えを充実 し .
他方で量販店 ､ 百貨店 ､ 外 針 中食企業 へ の企画提案に よ っ て卸売機能 を 凱 ､､ 転送や第
三 者販売で ある程度の需給調整を展 開して きた ｡ 取引先の 食品企業との 連携が進展 し､ 東
京都の 交通渋滞を回避する ことか ら ､ 開設区域外で の商物分離が拡大するこ とに なる o こ
の行動によ っ て結果的に市場価格を多少とも高位にする ことができたの で ､ 産地からの集
荷力はさらに強化される こ とに なる ¢ しか し ､売上額が200億円を割っ て 品揃えが悪くなり ､
主要な量販店や外食 ･ 中食企業か らの 調達割合が低下すると ､ 専門店の購入量の減少も加
わっ て ､ 収益性の低下 がみ られる ｡ こ の ような中規模市場 で は､ 卸売と仲卸売が共に 生き
残るの は困難で あり ､ どち らか が ｢垣根+ をはずして統合化する こ とが ､ 市場の 存続に つ
ながるo また､ 商物分離で も効率化になるには ､ 物流は産地か ら実需者と直結 して い るの
で ､ 効率性をあげるには 卸売会社 か仲卸売会社の いずれかが はずされ るのが普通 である ｡
卸売手数料は ､ 商物分離や産地と実需者との 商談の進展 によ っ て実質的に は低下 し ､ 取
引形態に よ っ て は法定手数料が維持できなくな っ て いるo 買付 による集荷が増大 し ､ 取引
先との コ ー デ ィ ネ ー シ ョ ンが機能 しな い と､ 販売価格が低位 にな っ て 粗マ ー ジンが取引コ
ス トを吸収で きない こ とに なっ て収益性が低下 する こ とに な尋｡ それと は逆に , 取引先と
の コ ー ディ ネ ー シ ョ ンが機能 して ､ 実需者 へ の企画提案や 支援を展開で きれ ば ､ 法定手数
料は稚持で きて い る ｡ 手数料の自由化 によ っ て卸売会社 は ､ 主力産地か らの集荷力と実需
者 へ の 企画提案や支援によ っ て競争力差が形成されるこ とが想定される ｡ また ､ 系統共販
との関係では ､ 出荷奨励金の 廃止が検討される ｡ 高知県園芸連の ような県連組織で は ､ 組
織の経済基盤を生産者か らの手数料ではなく ､ こ の出荷奨励金 に全面 的に依存 して いるた
め に組織の解体に繋 がりかね ない ｡ 多くの遠隔地 の県連組織は市場出荷の依存度が極め て
高く ､ 市場外流通 を組み 込ん だ販売チ ャ ネル の管理がなされて こ なか っ たこ とが ､ リス ク
を増大させ て い ると いえよう ｡
統合 . 合併は経 営の収益性が低下 した卸売会社 の営業譲渡とい う方式か ら ､ 新会社 へ の
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統合化の 方式がと られるように なり ､ 1 市場 1 卸売会社の 形態がとられ た｡ 卸売会社の 統
合 ･ 合併と独占禁止法との 関係 に つ い て は ､ 市場間競争が広域的に展開され ､ 量販店等の
調達も多様化が進 展した ことか ら､ 統合 ･ 合併が独 占禁 止法 による競争を制限 した独 占の
弊害をもたらすと は考えにくい o 収益性の 低下 にも 関わ らず ､ 卸売会社の 合併が進展 しに
く い の は ､ 市場開設者の 公正 取 引委員会 と説 明資料を作成 して 交渉する リ ー ダ ー シ ッ プに
欠 けるため で もあるo 統合 ･ 合併に よ っ て取扱額が増加 し ､ コ ス トも節約されるため ､ 経
営の 改嘗に なり ､ 特に集荷力の拡大 にまで なると､ 新たに 量販店や外食企業の購入が増加
す る場合もある ｡
規制緩和が進展 したか らと い っ て卸売会社 の 活性化が実現 で きるわけで はなく ､ 規制緩
和に よ っ て競争力 を拡大で きない 企業も多い ｡ また ､ 規制 緩和によ っ て 市場内に伝統 的に
形成 され た 馴 慣行までも革新をもたらすわけで は ない こ とも指摘して おく必要がある ｡
(2) 卸売会社と仲卸業者の 統合化戦 略
市場 法等 の規制 の弱 い地 方卸売市場の卸売会社は 量販店 の 大量 調達 を契機に して ､ 市場
内の扱 い 額の 少な い仲卸業者が対応 できな い こ とを受 けて ､ 別会仕の形態で 仲卸機能を統
合化する ー ス が多か っ た ｡ 統合化 による粗マ ー ジン は12 - -3%で あり ､ 野菜と果実 の法定
手数 鮒 5%､7･ 0馴こ仲卸の手数料-2- 14% として も流通 コ ス トの節約は著 しい ｡ この 統合化
で は､ ①量販店の 特売などによる低 い調達価 格に対応 しやす い こ と ､ ②産地サイ ドの 情報
があ っ て 企画提案に盛り込みやすい こ と ､ ③取引先の ニ ー ズにあ っ た品揃えをしや すい こ■
と ､ などがあげられる ｡ 取扱量の 多い量販店が複数 になると別会社も複数に して対応する
場合もある ｡
これ に対 して ､ 大消費地の 卸売市 場で は卸売会社がセ リの 浅晶整理の ため に仲卸機 能の
あるダ ト 会社を保有して 調整する場合もみ られ ､ 量販店の 特売に 対応する こ とにな っ た .
とい うの は, 低価格販売のため の 特売で は仲卸業者に利益 をもたらさな いか らで ある . と
こ ろで ､ 卸売会仕が本格的に 仲卸業務 を統合化する こ
,
と は大消費地で は仲卸業者 の反発が
大きい の が普通で あり ､ 卸売市場法が仲卸売業者を守るほ 塁となる o 例外的に北足立市場
では千住青果が仲卸 の西東京商事を統合化がで きたの に対 して ､ 旧神田 市場時代の 東京青
果は仲卸の 別会社を設立 したが ､ 反対にあっ て解散した経緯がある ｡ 卸売会社は情報化に
対応 して も ､ 物流シ ス テ ムを保有 しない た め に効率的な仲卸機能 の統合化に は投資額が大
きくなるであろう ｡
仲卸業者による卸売機能の統合化 は多く の市場 で見られ ､ 市場か ら調達 できない 品目は
直荷引で産地から調達する こと になる ｡ 仲卸業者の 統合化戦略は ､ ①ほ し い品目(とくに ､
差別化品目)を量販店や外食向けに開発で きる こ と ､②量販店 へ の提案が産地とつ ながる こ
とで やりやす い こ と ､ ③粗マ ー ジン や 調達価格 を低下 させ られる こ と ､ などのメ リ .j トが
ある｡ しか し , 直荷引に よる品揃えは制約され ､ 差別化商品が 中心 に なる こ とか らすると ､
大規模な仲卸業者ほ ど複数の 市場 に参入 して 品揃えを充実する行動がとられる ｡ また ､ 直
荷引に よ る調達は ､ ある程度 の手数料を卸売会社 に支払う場 合が多いが ､ 仲卸業者と産地
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と の 商談が進展 し ､ 形 式的に市場を経 由する場合 に は2 - 3%程度の マ ー ジ ンでとどまるの が
普通 で ある ｡
こ の仲卸業者が独自の 集荷をするなら､ ロ ッ トも大きく ､ 経営シス テ ム ができて い る農
業生産法人 と結 び つ きやすく ､ 周年的供給をはか り ､ 品目の 数を拡大するには農業生産法
人をネ ッ トワ ー クする こ とが必要で ある ○ ある い は , 革新的な産地で は市場か ら先の マ ー
ケ ッ トリサ ー チ を して ､ 特定の仲卸業者と特定の 量販店 ･ 外食企業との 関係がみ え てくる
と ､ 卸売会仕を指定する よりも仲卸業者を指定する ことがみ られるようにな っ た ｡ と いう
のも ､ 産地が量販店 ･ 外食企業 と連携すれ ば､ これら食品企業 へ の 支援を展開して成果を
あげて いる仲卸業者と結ぶ ことが情報の共有化とネッ トワ ー クを強化する ことができるか
らである｡
(3) 系統共販の革新と戦略
市場流通は系統共販 と ｢車の両輪+ の関係 にあ っ て市場流通の革新は系統共販の革新で
ある ( 注5) o 系統共販で は市場の卸売会社を指して , 無条件委託販売を原則と して きた
の で垂直的な取 引関係をほ とん ど配慮 して こ なか っ たの で ､ 販売での 買付処理をするにも
定款を変える こ とが必要に な っ た o 市場の 卸売会社 へ の無条件委託販売の ために大消費地
に 事務所をも っ て 分荷調整する こ とが県連組織の 販売活動で あっ た c この 販売活動は リス
ク を背 負 っ た営業活動とい う性格の もの で は なく ､ 実需者さえもマ ー ケ ッ トリサ ー チ がな
され て い なか っ たの で不 明で あ っ た o 販売目標 を絞れ ない 実需者に有効なマ ー ケテ イ ン
グ ･ ミ ッ クス の 投入 は ､ 広告や販売促進 に限定され た｡ 購入する量販店や外食企業も差別
化商品の確保がで きず ､ 安定調達がで きないと市場外チ ャ ネルの 開発が必要に なっ た ｡ ま
た ､ 安価 な調達をするため に大消費地 の市場から産地市場が活用され , やがて外国か らの
開発輸入も拡大 した ｡ 多くの 県連組織で は , 食品企業との直接取引をで きない ことが産地
の 成長を制約 し ､ 食品企業 は系統共販の 弱 い産地に 入り ､ 新たな産地の 開発を展開 した o
たとえば､ 夏期の レタ ス を長野県経済連 か ら確保で きなけれ ば､ 群馬県の赤城山の周辺で
の産地形成を促進 し ､ 規格の簡素化 ､ コ ンテ ナ 利用 ､ 機械化と規模拡大などの 一 連の シス
テム を形成 して ､ 長野県の 産地 よりも所得をあげた ｡ また､ 茨城県では冬季の露地野菜を
中心と して茨城県経済連よ りも産地 の流通業者や農業生産法人が強く , 川中 ･ 川下の 食品
会社との直接取引が増大 したo つ まり､ こ れらの経営体は系統共販で は対応できない契約
取引や需給調整 に対応 して ､ 急速 な成長をとげた｡ つ まり系統共販では川中 ･ 川下 の 変化
の 中か らビジネス チ ャ ン ス を見 つ けられなか っ たの は ､ 系統共販の性格と市場流通 へ の全
面的な依存によ っ て 川中 ･ 川下 の ニ ー ズす らも見出 しにくか っ たので ある ｡
もう 一 つ の 系統共販 の基本問題は ､ 農協部会組織をベ ー ス とした平等原則で は選果場で
の 取引先との販 売チ ャ ネル 管理 になりやすく ､ 契約概念を強めて個別生産者を囲 い込ん だ
組織化をしに く い こと である o 県連組織が効率性と契約による安定調達 を配慮して大規模
生産者を新たに組織化する ことは農協部会組織 との 対立が発生する こと になる｡
こ の ように系統農協で は食 品企業との 連携が しや すく ､ 有利な販売価格を実現 しようと
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すれば市場価格 の高い 卸売市場を選択する ことが マ ー ケテ イ ン グで あっ た ｡ 大消費地の 販
売事務所も実需者 との 営業活動で は なく ､ 市場間で 短期的な分荷調整す る こと に力点が お
かれ ､ 川中 ･ 川 下 の実需者との 連携をは かり ､ ミス マ ッ チ を解消する こ とに は つ ながりに
くか っ た ｡
系統農協 の革新は遠隔産地よ りも産地 か らの 近距離に 食品企業が立地 して い る近 郊産地
か ら進展 して きた ｡ 関東近郊の 県連組織 で は , 市場 へ の無条件委託か ら定款を変え て 買付t
処 理 がで きるようになり ､ 流通 セ ンタ ー の建設に茨城県か ら入 っ た o こ の流通セ ン タ ー の
機能 は ､ 生産者と の契約生産 の拡大 ､ セ ンタ ー での パ ッ ケ ー ジ､ 実需者 へ の 配送 シ ス テ ム
が特徴的で ある o 県連組織の戦略 と して は ､ 全農が大型量販店や 店舗型生協 へ の パ ッ ケ ー
ジとリ ー ドタイ ム の短縮した発注に 対応 して い るの に対 して ､ 実需者に 契約生産で 安定供
給をはかり ､ 地域 の食品企業との 連携をはかる ことで ある ｡ 独 自に専属的な物流シ ス テ ム
を持つ こ とは ､ 取引先までの サ プライチ ェ ー ンを組 みやすく ､ 実需者 へ の企画提案も展開
しや す い で あろう . 付加価値をつ けるに は ､ パ ッ ケ ー ジ処理か ら加 エ の 程度をあげて ､ 実
需者 へ の 企画提案を強めるこ とが必要で あり ､ これ がで きると生産者の 契約価格の 引 き上
げられ るで あろ う｡
系統農協の 手数料は 県連が0. 5 - 2. 0% にす ぎず低位 に あり ､ リス ク のある ビジネス を本
格的に展 開する に は取引コ ス トも嵩むため ､ 手数料を高くするの が普通 で ある ｡ 県連組織
の戦略 と して市場外流通の 領域を拡大 して . 卸売機能を統合化する こと で あり , さらに 川
中か ら川下 に近 づくならば､ 直売施設の チ ェ ー ン化 によ っ て マ ー ジン をさらに 高める戦略
がと られ る ｡ 卸売機能の統合化 に は企画提案を強め るため ､ 加 工 品を含 めた製品開発 や店
舗の 立地条件 に対応 した営業 マ ン が必要 になるであろう ｡
一単協で は県連組織よりも川下 の 食品企業や 消費者に近 づ き､ 量 販店で のイ ン ス トア ー や
売場 コ ー ナ ー の設置 ､ 直売所の 経営 , さ らに は消責者 へ の 通販 シス テ ム の 形成に よっ て 粗
マ ー ジンを拡大す る戦略がとられる ｡ 市場外 の販売チ ャ ネル は単協に お いて も中心と はな
りに くく ､ 市場流通 のウ ェ イ トが高いが ､ 需給調整の しにくい過剰部分 を除き , 実需者と
の顔の み える関係 に移行するで あろう｡ 出荷市場の 多い 県連組織と異 なり ､ 単協で は出荷
市場が限定され るため ,市場か ら実需者までの マ ー ケ ッ トリサ ー チ を相対 的にやりやすく ､
販売チ ャ ネル管理の ための 情報の 共有化や連携に 入りやす い であろう 0
こ の ような系統共販の革新は立地的に 食品企業との連携が しやす い近 郊産地か ら進展 し ､
取 引価格は販売チ ャ ネル管理がで きるようになると安定化するで あろう ｡ それ に対 して ､
市場流通 へ の依存度が極めて高い遠隔産地で は ､ 市場価格 の変動が大 きく ､ か つ 販売価格
の 低下 に対 して 集出荷コ ス ト増大の ため に生産者の 手取り価格が低位 に ない や す い と い え
よ う ｡ 大規模経営ほ ど雇用管理や効率的 な作業管理の ため に取引価格の 安定や 省力的な集
出荷シ ス テ ム が必要である ｡ この こ とか ら関東近郊産地に おける大規模経営体は取 引価格
の 安定 した加 工 業務用の 割合を高め なが ら､ 生食用の量販店の 販売チ ャ ネル を管理 しよう
とする こ とで , シス テム 的な優位性を形成 しやす いとい えよう ｡
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以上 の ように 市場流通と系統共販は ｢車の両輪+ の 関係にあ っ たが ､ それぞれの経済主
体は流通機能とサ ー ビス によ っ て マ ー ジン を確保 し､ 統合化やネ ッ トワ ー ク によ っ て新し
い 主体間の 関係性を形成する こ とになる o
3､ 産地 に おける新たな担い手の戦略と契約取引の拡大
(1) 契約取引の 拡大と食品企業との 関係性
食品産業と農業の 関係は契約取引 の拡大が予想され､ 効率性とパ ー トナ ー シ ッ プの視点
から最適 な契約シス テ ム を選択で きるか に ある ｡ 主体間における契約シ ス テ ム は契約条件
に 取引価格､ リス ク の 分担などを文書で 明示 するの が普通である｡ しか し ､ 我が国で は口
頭 で の 契約が多く , しかも契約条件 は多くの 状況を念頭に おい て作成したもので はなく ､
｢暖昧さ+ と ｢柔軟さ+ が混在する こ とで ､ 取引が継続されて いる ｡ 契約取引も主体間関
係 の結 びつ きが ｢弱い+ 販売契約 で は ､ 市場メ カ ニ ズム が強すぎて価格変動に よ っ て取引
が継続できなく なりやす いが ､ 短期的に は販売価格の安定に寄与するとこ ろも大きい ｡
我が国で は先進諸国 のなか で も市場流通が太宗を占め て きた ことか ら､ 生産者は価格の
短期的変動 に慣れ て おり ､ 販売単価の高さだけで 取引の成果を評価 しやすい ｡ そのため生
産者は契約条件とリ ス ク管理から最適な契約方式を選択するだけの経営能力を育成しにく
い と い えよう ｡ また ｡ 食品企業側でも情報の共有化に欠け､ ｢下 請け+ とい う意識があっ
て ともに価値を創造するという/( - トナ ー シ ッ プに基づく関係性を形成 して こなか っ た .
もちろん ､ 提携の メ リ ッ トで ある準 レン トをどう主体間で配分するか の検証が十分に で き
ない と して も ､ 主体間で理念と戦略の 視点か らメ リッ トを引き出す努力が必要で ある ｡
市場流通に おける契約取引の意義と限界 は予約相対取引を拡大 しながらも差別化商品と
加 工 一 業務用の 取扱を大きく減少させ た こ とで ある o 青果物市場で は ､ せ り取引を原則と
しなが らも予約取引や 予約相対取引 へ と多様化 し ､ 販売契約の概念が発生するように な っ
た ｡ 特に予約相対取引で は ､ 数量での 取引期 間が長く なり ､ 計画的販売が しやすく な っ た ｡
しか し ､ 値決め を長期化するほ どリス クが相互 に発生するため ､ 短期的には市場ス ライ ド
や週間値決めで 調整 しやす いが ､1ケ 月以上 の 値決めは卸売会社に と っ て市場価格の 変動 が
大きい と して回避される ｡ 市場涜通の販売契約では数量に つ い て は､ 取引期間が長く な っ
て も相互約条件に盛り込めるが ､ 価格に つ いて はその変動の リスクを負担す るには不確実
性が高く ､ 市場価格 に依存 しやすくなる ｡ 塵地 でも早くか ら予約相対取引に取り組ん で き
た長野 県経済連で は､ 関西市場を中心と して2分 の1は市場ス ライ ドであるとされる ｡また ､
予約相 対取引で は取引先の等階級 へ の 要求が配慮され ､ LやMに限定されると ､ 残りの等階
級で の販売 は産地 ､ 卸売会杜､ 仲卸業者が調整する ことになる ｡
市場流通 は基本的に 契約概念と受け入 れない 性格があり ､ リス ク の負担 をできるだけ回
避 しよ うとする ｡ 販売契約で は それぞれの経済主体が需給調整とリ スク の管理をす るこ と
に なるの に対 して ､ 契約生産で は食品企業側 へ の リ スクの移転が進展 し ､ 契約数量 を供給
量 に近 づ ける努力がなされる ｡
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契約生産の価格水準 は規格 の簡素化 ､ コ ン テ ナ に よる出荷コ ス トの 節約 ､ 収穫作業の機
械化な どを配慮す ると ､市場価格よりも20%以上 低くて も生産者 は安定 的な収益性 を確保す
る こ が で きる ｡ 市場流通に慣れた 生産者 は ､ 価格変動が あ っ て も高値の 期待で きる市場 流
通 を選択 してきたが ､ 大規模 な生産者ほ ど長期的な視点か ら契約生産 を拡大 し ようと して
い る ｡ しか し ､ 系統共販に 全面 的 に依存 してきた生産者 は契約生産の メ リ ッ トをす ぐに は
認識しにく い で あろう ｡ 契約生産の もう 一 つ の メ リ ッ ト､ は 生産技術や流通チ ャ ネ ル の未
確立の未確立で ある新規参 入者 に販路を提供 し , 生産技術の 支援を食品会社側が担当する
ことで ある ｡
食品企業が生産者の リス ク分担する契約方式と して青果物で は ､ ①生産量 の 一 部を購入
する数量契約, ②全量を購入する面積契約 に大別され ､ それぞれ に は付帯条件が加わ る場
合も多 い ｡ ①で は生産者側 は需給調整を遂行する こ とが必要で あるが ､ ②では需給調整を
食品企業側が担うこ と になるため ､ 下級 品を原料とする製品開発を展開する こ とに なるの
に 対 して ､ 高級 品はしば しば加 工 原料用と して よりも市場出荷される ｡ 生産者が余剰 の農
産物を販路がない た め ､ 地方卸売市場で は 二 束三文 で販売するよりも広域的なネ ッ トワ ー
クを持つ 食品会社 に需給調整 をまか した ほうが有利 となるで あろう ｡ こ の食品会仕 の ネ ッ
トワ ー クと つ ながると種苗会社 ､ 肥料会社 ､ 農業機械メ ー カ ー な どの 生産資材メ ー カ ー と
の 提携にも入る ことがで きるで あろう｡
生産者か らすると ､ ②の面積契約は収量が予測で きれば ､ 単位面積 当たりの 売上額 がわ
か るの で売上 保証的機能の ある契約方式で ある ｡ こ の契約方式で あれ ば､ 生産者は 品質と
収量の 向上 に専念する こ とが できるので ､ 契約者 はイ ン セ ン テ ィ ブ方式を契約条件 の なか
に 導入 しやすくなる｡ この 方式で全体と して の生牽性が向上す る こと は生産者だけで なく ､
契約者側にもメリ ッ トがあり､ 両者が準 レントの 配分に あずかる こ とに なる ｡ ①で は ､ 生
産者側が20- 30%の余剰作付 けをする場合 が生協と生産者の 産直セ ン タ ー にみ られ(注6)､
生産予測や情報化に よ っ てさ らに 情報の 共有イヒを進展させ れば､余剰 作付けは10% 程度まで
減少す るで あろう｡
(2) 産地に おける新た な担 い 手の役割
青果物に おける フ ー ドシ ス テ ム の構造変化 に敏速 に対応 して きたの は ､ 系統共販よりも
法人組織と流通業看で あり ､ とくに流通業者は伝統的に は産地商人と して 集荷業務を中心
に 売買差益を追求する行動をと っ て きたが ､ 行動様式が大きく変質 した ｡ すなわち , ①生
産者との契約生産に 入 っ て 安定的な調達と生産者 へ の 支援活動を展 開 して いる こ と ､ ②需
給 調整と付加価値の 形成の ため に 加工 部門 へ と多角化 して い る こ と ､ ③川下 ･ 川中の食品
企業との提携関係が形成されて いる こ と ､ があげられる ｡ 特に ､ 系統共 販の 弱 い産地 で は
産地商人の 活動領域が広か っ たが ､ 市場間価格差が縮小すると事業領域を拡大 した ｡③は ､
コ ー デ ィ ネ ー タ ー と しての 役割を担うと同時に ､ ビジネス チ ャ ン ス をもの にする こ とがで
きた こ とで ある o 特に ､ 関東の近郊産地で は量販店､ 外食企業 ､ CVS のベ ン ダ ー の 配送セ ン
タ ー やエ 場が大消費地を囲 む形で ベ ル トを形 成 して い る こ とから ､ 遠隔地で は市場流通 と
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系統共販の 結び つ きが深 い の に対 して ､ 直接的な取引を選択しやすい と い う特 質があ っ た ｡
同様 にJtl下 川伸 の 食 品企業も産地 と の連携 も しやす い の で , リ
ー ドタイム の短縮､ 鮮度
の 保持 ､ 輸送 コ ス トの 節約などが可能と なる o ①で は ､ ②で付加価値 がつ い て いる こ とか
ら , 契約価格が比較 的高位に設定さ えや すく ､ 生産者に と っ てのメ リ ッ トが明確となるこ
とで ある ｡ その意 味で は売買差益商人 と して の性格は変質したとい えよう ｡ 契約生産の 担
い手の 高齢 化に対応 して流通業者自らが ､ 収穫機械を保有 して作業を請け負っ たり､ 別の
作業チ ー ム を編成する場合も ある o また ､ 大規模生産者は契約生産に よる経営の安定に な
る こ と か ら ､ 多様 な流通チ ャ ネル をも つ 洗通業者との 提携はメリ ッ トが大きい と評価 して
い る ｡
②の 加エ は 下級 品の 販売対策か ら始まるが ､ 単なる カ ッ ト野菜か ら調理品に近づく こ と
で付加価値を拡大す る ことがで きる ｡ 産地 の流通業暑が川下 ･ 川申の食品企業 へ の企画提
案を強めるとするなら ､ 周年的供給と差別化商品の 確保 を戦略とする ｡ 前者で は ､ 高冷地
に拠点を置 けば南九州に次ぎの拠点を持つ ケ ー ス が多く ､ 特定品目から複数品目 へ と取扱
量を拡大 し ､ また周年的 に安定供給が可 能で ある ことから加工 率業の 展開が しやすくなる o
野菜の カ ッ ト事業は産地の出荷時期だけで あれば ､ 操業度が低くなるため ､ 他の産地から
市場経 由で周年的に 確保 しようとするなら調達 コ ス トは上昇するであろう ｡
青果物で の農業生産法人の 成長はネ ッ トワ ー ク組織の 形成によ っ て大きくな っ たo 特に
この ネ ッ トワ ー ク組織は販売組織として の性格が強く , 組合 法人､ 有限会社 , 株式会社の
企業形態をと っ て 多元 的な販売チ ャ ネル の 開発と加エ ･ 販売の事業領域の 拡大をはか っ て
きた ｡ こ の ような組織体は川中 ･ 川下の 食品企業との連携をとっ て成長 し ､ 産地 によ っ て
は農協共販との 競争 に 入っ たが , 実需者が加 工 業務用の割合が高く して取引価格を安定化
するこ とが必要で あっ た ｡ また ､ 付加価値 を付 けるた め に加工 事業の 拡大 ､ 卸売機能の統
合化に はいり ､ 山 口県の船方農場では消費者との 交流事業 を発展させ て ､ 消費者5000人の
組織化と宅配 シス テ ム の確立に 入っ た ｡ 農業生産法人が市場価格の低下 に と っ て 付加価値
を付けようとすると ､ 卸売段階 へ の統合化 に と どまらず ､ イ ン ス トア
- や直売所の設置に
ょる小売り段階の統合化 ､ さ らに消費者の組織化に よ っ て 宅配シス テム が形成されるよう
に な っ た｡
これまで法人組織の 成長を制約して い た条件は ､ ① ロ ツ
､トが小さく , 情報化の対応が遅
れてきた こと ､ ②本格的な営業活動の で きる人材を雇用で きず､ 企画提案をで きなか っ た
こ と ､ ③地域の 中で 契約関係を拡大 して きた が ､ 広域的なネッ トワ
ー ク を形 成 しにくか っ
た こ と ､ などが あげられる ｡ それ でも川下 の 食品企業 は ､ 市場で調達 しにく い 差別化商品
は農業生産法人 ･ 組合法人 に依 存 したが ､ 契約取引に よる価格の安定 , 規 格の 簡素化 , 棉
送 コ ス トの 節約 で メ リ ッ トが大きく ､ 特売対 応をあまり しないでもすんだ o こ のメ リ ッ ト
を周辺 の 生産者 も評価 できたの で ､ 法人 へ の参加者は増加 し大型量販店とも取引できる ロ
ッ トを確保できるよ うにな っ た ｡
'
市場流通 を活用する こ となく食品産業との 直接的な取引
を拡大する ことは ､ ①の物流コ ス トを節約する こ とにな っ たが ､ 量販店のリ
ー ドタイム の
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短縮に 対応する に は1 日程度の 調整保 管が必要になり ､ また綿密な販売計画と生産 シス テ
ム を連動させ るよ うにな っ た ｡ ①の 営業活動はコ ン ピ ュ ー タ ー による受発注に対応 して ､
産地段階で のPOPな どの 販売促進が必要 に なり ､ マ ー ケテ イ ン グ機能を担 うこ とに なる. 企
画提案は差別的優位性 を追求 しよ うとすれ ば ､ 生産者の 圃場 や資材の トレ ー サ ビル テ ィ 情
報が安全性を説明す るデ ー タと して必要となり ､ さ らに 資源循環 の取り組み がジャ ス コ な
どの量販店か ら評価 される ように な っ た ｡
農業生産法人 の ネ ッ トワ ー ク 化は これまで経営体の独立性が高 こともあ っ て 進展 して こ
なか っ た が ､ 情報の共有化 を契機に , 企画提案による取引先の共有化や処理加 工 施設 へ の
共同投資に 入る場合もみ られる ｡ 本来 ､ ネ ッ ･ トワ ー ク組織は 戦略の ベ ク トルがす べ て 同 じ
で は なく ､ ｢ 一 つ の経営体+ に近づく に は情報の共有化 ､ 取引を共有化 したマ ー ケテ イ ン
グ､ 新製 品開発 ､ 共 同の加 エ ･ 流通施設の 設置 ､ 人材 の育成に はいる こ とが課題とな っ て
きた ｡
こ の よう に農業生産法人とその ネ ッ トワ ー ク組織は ､ 経営の シス テム を取引先 に企画提
案する こ とが差別 的優位性とな っ て きた ｡ この経営 シス テム に は安全性と トレ
ー サ ビル テ
ィ ､ 資源循環､ 担い 手の 育成 ､ 消費者との交流などの 領域が入 るように なり ､ より消費者
に近づく こ とが課題 となるような っ た ｡
4 ､ むす び
青果物をめ ぐるシ ス テ ム 間競争 で は ､ 市場流通と市場外流通をめぐる競争か ら始ま っ て
川中と川上 の経済主体の新たな戦略を検討 した｡ 川下 と消費サイ ドからの フ ー ドシス テ ム
の構造変化 の下 で ､ 市場流通と系統共販が内部革新をもとめ られて い る ｡ それ に対 して 産
地の農業生産法人 や流通業者 は 一 部で は川中 ･))fT の食品企 業との販売チ ャ ネル をつ くり ､
効率的なシ ス テ ム を形成 して きた . しか し､ 農業生産法 人もネ ッ トワ ー ク化 が遅れ ､ 情報
化 ､ 物流シス テ ム ､ 営業活動 に おい ても効率性が制約され て い る ｡ 今後 ､ シス テ ム 間競争
の進展は安全性と ト レ ー サ ビルテ ィ を配慮 したサ プライ チ ェ ー ン の 関係 の形成をめ ぐっ て
展開 し ､ 産地サ イ ドで は経 営シ ス テム の構築が企画提案力を強 めるで あろう｡
引用文献
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ー ドシ ス テ ム研究 ､
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第 7章 ｢青果物産地にお ける関係性 マ ー ケテ イ ン グの 方向+
斎藤
一
修
1 ､ 課題 の設定
青果物をめ ぐる流通 シ ス テ ム は ､ 農業生産法人やそのネ ッ トワ ー ク組織の 役割の 強 い市
場外流通が拡大 し､ 系統共販 - の 依存度が極めて高い 市場流通との シ ス テ ム 間競争が進展
した｡ また ､ 川 下と川中の 食品産業と産地の連携が強まり ､ 産地段階で の 多様な販売チャ
ネル管理の 必要性が高ま っ て い る ｡ これまで市場流通で は産地の 委託販売を原則に し､ 市
場か ら先の 実需者さえもわか らない ままに ､ 市場 ( 卸売企業).- の 販売活動や分荷調整が
展開され ､ マ - テ テ ィ ン グの 初期条件となる マ ー ケ ッ トリサ ー チさえもなされなか っ た｡
実需者もわか らず､ リ ス クもない とい っ た産地 マ ー ケテ イ ングが議論され ､ 安易な ｢マ ー
ケテ イ ン グ戦略論+ が提起されやすか っ た｡ リス ク の ない委託原則と実需者さえも特定化
できない 条件下で ､ どの ような実効の ある マ ー ケテ イ ン グ活動が展開でき るで あろうか ｡
それと比較 して ､ 実効の ある マ ー ケテ イ ン グは､ 食品産業と直接的な連携をとりやすか っ
た農業生産法人やそ のネ ッ トワ ー ク組織で ､ 系統共販よりも展開 しやすか っ た｡
フ ー ドシ ス テ ム の 構造変動は構成す る経済主体の 役割を変え､ また新 しい 関係性 の構築
が効率性 ･ 公平性 ･ 安全性 の 3つ の原則か ら求められて い る ｡ 卸売市場の 卸売会社も長期
的 には卸売市場法の 規制緩和の もとで ､ 本来の食品卸売と して の 流通機能を遂行するため
に実需者と産地を つ な ぐコ ー ディネ ー シ ョ ンや需給調整 ､ さらに量販店や外食企業 - の小
売支援を展開すべ きで あろう｡ こ の ような食品卸売と して の 流通機能の遂行は これか らの
手数料自由化 に対応す る ことになり ､ ｢流通機能とリス ク に見合っ た マ ー ジン配分+ にあず
か る こ とになろう｡ 産地段階で も販売チ ャネル は①市場流通､ ②食品産業 (量販店 ･ 外食
企業 ･ 生協など) と の連携による産直､ ③消費者 - の 直売な どに大きく 区分され ､ こ のチ
ャネル 管理 の 必要が高ま っ て い る｡ とくに①か ら② - の早期の移行が課題 であり､ ①のま
まで も､ 実需者がわか り､ 産地が実需者との 商談に入り, 情報の 共有化に努力するの が必
要 になる ｡ 系統農協もリス ク をか かえたチ ャ ネル 管理 を遂行するには ､ これまでの ような
低い 手数料では なく ､ 流通機能とリス ク に見合っ た手数料を確保できなければ ､ 組織の維
持が困難で あろう｡
こ こで の マ ー ケテ イ ン グ論は市場を対象とするだけで なく ､ 広く中間組織や内部組織を
含めた取引様式 に拡大する こと の必要性が高ま っ てきて い る｡ さらに経済主体間のネ ッ ト
ワ - ク の 深化や経営資源の相互依存を強 めるこ とによ っ て単純な取引 コ ス ト論よりも関係
性 マ ー ケテ イ ン グを流通シ ス テ ム に適用するこ とが課題とな っ てきた｡ また､ 経済主体も
統合化 して 内部組織に組み 込もう･とする か ､ それともアウトソ ー シ ン グで他の経済主体と
連携関係 をと っ て い くか の 選択が ある｡ 関係性 マ ー ケテ イ ン グ論は産業材 (生産資材) の
マ - ケテ ィ ン グに適応 しやすか っ た. 供給者サイ ドにと っ て は財を売る以前にサ ー ビ ス が
重要視され ､ 供給者の 企画提案が 受け入れ られ るか どうか に よ っ て ､ さらの そ の後の サ ー
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ビ ス が取引の継続を規定する ことになるo 川中の 量販店､ 外食企業ともに バイヤ ー の減少 ､
産地や農産物の 知識の 欠如などに よ っ て 供給者側 の 企画提案や マ ー ケテ イ ン グ活動と の連
携が必要条件とな っ た｡
卸売企業にと っ て小売サイ ドに棚割や新製品の提案ができ るか どうか に よ っ て取 引先の
売り上げの ア ッ プ に貢献 し､ 取引関係 に ある両者にと っ て メ リ ッ トに なる｡ さらに､ 連携
の 程度に よ っ て 供給者サイ ドが駆使で き る マ ー ケテ イ ン グ ･ ミ ッ ク ス も異な っ てく る｡ 以
下で は ､ 新たな視点と して 関係性 マ ー ケテ イ ン グとチ ャネル 管理 に つ い て説明 し､ つ い で
農業生産法人 とそ のネ ッ トワ ー ク組織の 経営戦略とマ ∵ケテ ィ ン グ､ 農協販売事業の 革新
と関係性 マ ー ケテ イ ン グに つ い て分析する こ とにする｡
2 ､ 新たな視点 の 必要性 一 関係性 マ ー ケテ イ ン グとチャ ネル管理
(1) 関係性 マ ー ケテ イ ン グの意義
フ ー ドシ ス テ ム 論で は経済主体間の 垂直的な関係性 を重視 し､ ミ ス マ ッ チの 緩和か ら提
携の 条件を明 らか にすることを大き な課題 としてきたo 実需者が消費者で なく ､ 原料と食
材を加 工メ ー カ ー や外食企業に供給 し､ また生鮮食品と して 量販店 - 供給する こ とは ､ 川
中 ･ 川 下 の食品産業 - の マ ー ケテ イ ン グの 必要性が高まり ､ 供給サイ ドは連携やネ ッ トワ
ー ク の 程度に よ っ て企画提案力 を強 めることが できる○ よく使われ る マ ー ケテ イ ン グの 4
p をミ ッ ク ス して 最適化する方法は ､ 主体間の 関係性に よ っ て規定され る性格の も の で あ
るo たとえば､ 取引の様式や信頼関係によ っ て実需者との コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 内容は異
なり ､ 販売促進 (プ ロ モ ー シ ョ ン) の役割が変わっ てくる で あろう｡ 製品政策 (プ ロ ダク
ト) も取引す る経済主体間 の連携が できれ ば､ チ ー ム ･ マ ー チ ャ ン ダイ ジン グ (M D) の
方式 をとりやすく ､ イ ト ヨ - カ堂やセ ブ ン ･ イ レブ ンが取 り組ん だように全体と して製
品開発力 は 向上するであろうo また､ 卸売企業で は ､ 問屋無用論が叫ばれて 以来 ､ リテ ー
ル サポ ー トが 戦略的課題 とな っ てきて ､ 売り場提案できない 企業は競争か ら離脱 しやすか
つ た ｡ 食品メ ー カ ー も販売会社を設 立 し､ また卸売の統合化を進展 させると ､ 売り場提案
が で きる か どうか に よ っ て取引価格や品揃えが異な っ てく る o この こ とは ､ 産地が量販店
な どとの 産直に よる マ ー ケテ イ ン グを展開する場合でも同様で あり ､ 安定 した供給力 と品
質管理が で きれ ば､ 企画提案力 を強め て売り場 の確保 ､ さらに価格設定 - の影響力 つ ける
ことも可能となる｡
関係性 マ ー ケテ イ ン グでは財の みで なくサ ー ビ ス を重要視 し､ 産地段 階で あれば食品企
業ばかりで なく直売や交流によ っ て 消費者との 関係性 ､ さらに こ れまで の ように市場と の
関係性が需給調整 の ために必要 に なるo たとえば､ 産直を ベ ー ス と した生協や流通業着で
は ､ 安全性 の レ ベ ル を上げ､ また 圃場段階からの ト レ ー サ ビル テ ィ を確立す る には ､ 特定
圃場 から の全量購入 をかか げて い るの は例外で あるo 多く の 場合､ 量販店の P Bに近 い契約
条件で あっ ても､ ほ しい等階級q)数量契約を取引の原則とするために ､ 産地サイ ドで の需
給調整が必要 になる o しか し､ 取 引先が厳格な取引条件をとれば ､ 他の 取引先に販 売でき
な ぐなる の で ､ 契約条件の 緩い 取 引先や市場 ･ 直売所で の 販売 の確保に よ っ て 需給調整が
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課題 になる｡
供給サイ ドか らの 財とサ ー ビ ス を受容す る食品企業サイ ドも､■特に量販店で は店舗管理
の合理化の ために パ ー ト比 率の 上昇､ バイ ヤ ー の 減少が顕著になり､ 供給側の 企画提案を
受け入 れ る ことは ､ 売り場の 活性化と販 売額の 向上に結び つ くとい う理解がなされる こと
に なる｡ また､ 量販店における バイ ヤ ー の 交代が取引先の 変更になりやすい ことか ら､ こ
の 企画提案は量販店の トッ プクラ ス との 連携が必要に なる場合ある ｡ イ ンテ グ レ ー シ ョ ン
が進展 した畜産物で は ､ 産地サイ ドで各量販店の バイヤ ー などを集め て ､ 商品の説明会や
新商品提案するケ ー ス もみられる ｡
(2) 食品産業と産地の 関係性
量販店でも大規模なナ シ ョ ナル チ ェ ー ン で は､ 部門 ごとにバイ ヤ ー の 数が多い の に対 し
て ､ 中小規模の 量販店 では少なくなり､ 生鮮野菜に こだわる量販店ほ ど産直志向が強く ､
供給サイ ドの 良い企画提案をうける用意が ある｡ 大規模な量販店で も安全性や トレ ー サビ
ル テ ィ を コ ン セ プ トと して コ ー ナ ー をも っ て おり, - 定の 条件が満たされれば､ 供給者サ
イ ドの 製品提案が受け入れられ る｡ さらに ､ どの 量販店も生協店舗も産直イ メ ー ジ を訴求
することを販売の 手段 と して い るこ とや､ 売り場面積の 拡大によ っ て 産直品の 品揃えは必
要に なっ た ことで ある｡
こ の ように産地と食品企業の 両サイ ドともに ､ 関係性 マ ー ケテ イ ン グを展開 しやすい 条
件が形成されて おり､ ともに売上 げの 増加や取引の継続化などのメ リ ッ トが大きい o この
こ とによ っ で情報の 共有化が進展すると製品開発や提携の 深化 にはなるが ､ 供給者サイ ド
の 取引依存度が高く なると､ 量販店サイ ドの バイイ ン グパ ワ ー が発生 しやすくなる｡ それ
とは逆に ､ 特に生協にお ける産直産地との取引依存度の上昇は､ ｢もたれ合い+ の 関係に な
りやすく ､ 競争的でなくなる場合もある｡ したが っ て ､ 供給者サイ ドは複数の販売チャ ネ
ル を管理する こ とによ っ てリ ス ク を分散 して 需給調整する ことが課題 に なる｡
青果物も農業生産法人やそのネ ッ トワ ー ク組織は早くから加 工業務用で食品企業との 市
場外 で の連携が進展 し ､ また量販店との 産直によ っ て 需給調整する戦略がとられた ｡ それ
に遅れて 単協でも市場流通をベ ー ス と しながらも ､ 外食企業や差別化商品を要求する量販
店との連携に入り ､ こ れ に直売所の設置に よ っ て市場外流通を拡大 してきた｡ さらに生協
産直に よ っ て生協との 連携を強めてきた産地で も､ 外食 ･ 中食企業などとの 新たなチャネ
ル 開発 に入 っ て い る｡ フ ー ドシ ス テ ム の構造変化 に対応 して食品企業との連携を強めるに
は ､ 産地サイ ドで青果物でも①価値連鎖(バ リ ュ ー チ ェ ン)､ ②安全性とト レ ー サビル テ イ ､
③資源循環 などを盛り込んだ経営シ ス テ ム を形成するこ とが課題となる｡ こ の ような経営
シ ス テ ム は生協などとの 産直を展開 してきた産地で形成されつ つ あり､ 生協だけで なく外
食 ･ 中食企業､ 量販店との 新たな取引の 発生が見込まれて い る｡ この 経営シ ス テム は これ
らの食品企業に対する企画提案力を向上 させ る ことにな る｡ つ まり企画提案はこれまで の
ような製品だけでなく ､ それを支える産地サイ ドの経営シ ス テ ム が大きく影響するように
なっ たとい えよう｡
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(3) 産地サイ ドの チ ャネル管理
産地サイ ドか らの チ ャネル 管理 とい っ ても量販店と外食企業で は ､ 取 引条件 (価格､ 規
格､ 出荷形態) が異なる o 生食用で は価格競争が強く値決め期間が短 い量販店と比較 して ､
加工 業務用 の 外食企業との 取引で は ､ シ ー ズ ン や年間値決 め が中心で価格の 安 創 こなり､
さらに規格の簡素化 によ っ て コ ス トを節約 しやすい こ とに優位性 がある｡ 一 般に ､ 加 工 業
務用 は食品企業が 青果物の 加工過程をも っ て い るため､ 供給サイ ドの 企画提案や交渉力に
よ っ て 産地サイ ドに と っ て 有利 な条件を引き出 しやすく ､ 取引も継続 しやす い とい えるo.
したが っ て ､ 産地に よ っ て は生食用 と加工 業務用との 比 率を調整するに 臥 まず加 工業務
用 を固定化 し､ 生食用 の 量販店向けを変動 させ る方式がとられる｡ そ して ､ 量販店の 価格
競争が激化する と産地サイ ドで は ､ 国産 の 評価の 高い加 工業務用 の食品企業 - の 販売割合
を高める こ とが重要 な マ ー ケテ イ ン グ活動になるo また ､ 市場外涜通の 割合が増加 して も ､
需給調整が しにく けれ ば､ 市場流通 の チ ャネル をも っ て い るの が普通で ある ｡ 産地が産直
の割合を高める場合には ､ 2 - 3割の余剰作付けで対応するの が 一 般的で あっ た｡ しか し､
取 引先との 情報の 共有化や予測シ ス テ ム の 精度が 高くなる ことによ っ て ､ 産地と食品企業
との 情報 の ミ ス マ ッ チ が抑えられる ことに なると､ 需給調整の 幅が小さく なるで あろう｡
産地と食品企業との 情報の 共有化や連携が強化 され る につ れて産地で利用す る資材や農
法の 理解が進展 し､ さらに小売段階まで の サプ レイチ ェ ー ン を形成 しやすくするで あろう｡
この こ とは産地サイ ドにと っ て もブラ ン ド化しやすくなる ばか りで なく ､ 小売サイ ドにと
つ て もプライ ベ ー トブラ ン ドをつ く りやすくするで あろう｡ つ まり マ ー ケテ イ ン グ論で い
えば､ 製品 (プ ロ ダク ト) と販売チャ ネル の 結合を しやすくするで あろう｡ ただ し､ 垂直
的な主体間の連携が深まり ､ 市場 の役割が大きく減退する ことにな っ てイ ン テ グレ ー シ ョ
ン が支配的 になる と､ 経済主体の 自立的 な マ ー ケテ イ ン グ活動の 役割は減退するこ とにな
るで あろう｡
3 ､ 農業生産法人に おける経営戦略と関係性 マ ナ ケテ ィ ン グ
農業生産法人は ､ 市場流通 と系統共販 で は対応 しきれな い差別化製品が ある こ と ､ 加 工
業務用で食品企業 - の 提案が しやすか っ たことが販売額の 増加 に な っ た｡ 農業生産法人 は
周辺生産者 を組織化 しなが ら販売組織と して成長 して きたが ､ 本格的な営業活動を展開 し
なくて も市場流通で は調達 しにく い 品目か ら取引先の ニ ー ズに対応 して確保できた｡ また ､
農業生産法人だ けで なく ､ 産地 の集 ･ 出荷業者は 一 次加工 によ っ て付加価値を付け ､ 生産
者との 関係で は契約生産を導入する ことで性格を変化させて きた｡
農業生産法人やそ の ネッ トワ ー ク は生協､ 食品企業などと の取引か ら多様な市場 ･ 販売
情報 をとり ､ さらの 取引関係を拡大する こ とがで きた ｡ 産直を重視した生協や食品企業と
の 取引では J A S有機 の取得や特別栽培の拡大な ど安全性やト レ ー サ ビル テ ィ を配慮 した生
産 シ ス テ ム を早く か ら志向 したo また生協では 交流によ っ て消費者とふれ あい ､ 食品企業
との 取引で は ビジネス と経営シ ス テ ム の 形成に つ い て知識 の集積がで きる ように な っ た｡
生協や食品企業と の 立地上 の近接性か ら多様なチャ ネル 開発が 可能で ある関東の 有力 な農
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業生産法人では ､ 経営戦略と して 6 つ の シ ス テ ム を組み込もうと してきた o 本格的 な経営
シ ス テ ム と ビジネス の 時代に入 っ てきた｡
経営シ ス テ ム の 形成に は ､ ①加 工や パ ッ ケ ー ジによる付加価値の 形成や卸売段階の 統合
化 ､ ②広域的なネ ッ トワ ー ク の形成によ っ て年間供給シ ス テ ム の 提案､ ③直売所 の設置か
ら消費者の組織化 ､ ④周辺 の 畜産農家や取引関係 にある食品企業との 連携に よる堆肥セ ン
タ ー の 設置 ､ さらに農薬などの 生産資材の 管理 ､ ⑤圃場段階の トレ ー サ ビル テ ィ シ ス テ ム
の構築､ ⑥さらに内部監査 シ ス テ ム の構築､ などの経営戦略がとられて い る｡
①に つ いて は加 工事業としてカ ッ ト野菜や冷凍野菜があり､ パ ッ ケ ー ジ では取引先ごと
の 要求に対応す ることが必要になるo さらに物流シ ス テ ム を管理する ことによ っ て 量販店
や生協店舗 - の イ ン ス トア - で の 販売に つ なが っ てく る｡ 経営体によ っ て は自社の 物流シ
ス テ ム によ っ て 配送の 回転率をあげ､ 卸売段階を統合する場合もある｡ 山口県の船方総合
農場の ように交流事業から発展 して宅配 シ ス テ ム やイ ン タ ー ネ ッ ト通販 によ っ て消費者の
組織化に入 っ て い る場合もある o イ ン ス トア - の 形態で店舗に売り場を確保する方式は単
位農協でみ られ たが､ 店舗による直売所か らリ ピ ー タ ー となる消費者を囲い 込んで 生協の
宅配事業に類似 した戦略がとられ る｡ ②は外食企業や中食に 向けて異なる産地の 経営体が
連携 して安定供給することで あるが ､ 経営体によ っ て は別 の 牲人 を組織する場合もある｡
①か ら③は経営体が川中 ･ 川下に向けた統合化や消費者の 組織化の 可能性が ある こ とで あ
る｡
④に つ い て は 収益事業では ない が ､ 特 に食品企業と の連携では ､ 食品企業か らの 産業廃
棄物を引き取 る こ とによ っ て取引の継続化 に結び つ い た｡ 堆肥セ ン タ ー の堆肥 の供給コ ス
トは安価になりやすく ､ また生産 された農産物 の調達に なりやすい ｡ また､ 取引先ごとの
農薬使用基準が異なり ､ さらに産地段階で購入 した農薬の管理保管の 必要性がたかま っ て
い る｡ 今後農業生産法人は有機質肥料や堆肥 の供給か ら生産資材の 管理 を強める ことに為
るで あろう｡
⑤で は 圃場段階で の トレ ー サ ビル テ ィ は､ 取引尭の販売情報とリ ン クすることに よ っ て
経営改善に は い るこ とが期待されて いるが､ 産地で は圃場段階めデ ー タ をすべ て取引先に
だすことに は抵抗が ある｡ 産地段階でパ ッ ケ ー ジン グ施設を保有し､ 表示が明確で あれば､
流通虐那皆で の混入 の 問題 を回避 しやすい ｡ また､ 圃場段階と販売段階の 情報とリ ン クす る
ことは生産予測の 正確さを高める効果がある｡ さらに ､ ⑥の 内部監査シ ス テ ム は IS O に準
じた対応をと っ ており ､ 今後産地サイ ドで はその必要性がたかまるで あろう｡
この ような経営シ ス テ ム を確立 した経営体は ､ 生協､ 量販店､ 外食企業 へ の 企画提案力
を強 める ことがで きるため ､ 初めは生協取引が中心であ っ て も､ 量販店や外食企業 へ 販路
が拡大する こ とになる｡ 川下の食品企業は 消費者との信頼関係を強くするために こ の よう
な経営 シ ス テ ム を消費者にみせ ることが差別化製品以上の 効果を期待する ことになる｡
関東近郊産地の 経営体で は ､ 量販店との 近接性は産直関係をとりやすく ､ また外食企業
で は農場価格で の 調達が原則で あることか らすると､ 市場流通 - の 全面的 な依存関係の 強
8 7
い遠隔産地よりも優位な条件下に あるo さ らに こ の 近接性 は 消費者との 交流 の 規模の 大き
さとも関係 し､ 直売施設 の設置や消費者の 組織化 - と展開す る可能性 を有して い る｡
3 ､ 農協販売事業の 革新と関係性 マ ー ケテ イ ン グ
市場流通 に依存 した農協でも ､ 市場か ら先の 実需者 を マ ー ケ ッ トリサ ー チ で発見 し､ こ
の 実需者との 情報の 交換やさらに商談に は い る ことで ､ 販売促進が しやすく なる｡ 農協に
よ っ て は ､ 産地サイ ドが市場の 卸売会社を指定 して きたが ､ 川下 の食品企業との連携が し
やすい ことで小売支援機能の ある仲卸売業者との結び つ きを強 めるケ ー ス も ある｡ 量販店
は小 売支援や品揃えによ っ て仲卸業者 を選定する傾向に あり ､ 市場 の 卸売会社か ら集荷で
きない 品目に つ い て は場外か ら集荷 して い る ｡
農協組織がリ ス ク を背負っ た本格的な マ ー ケテ イ ン グを展 開するに は ､ 委託原則 か ら買
付が でき る ように農協の 定款を変更 し､ 県連の 大消費地の 販売事務所 が営業活動を展開す
る ことが まず必要で あるo 第 一 に ､ こ れまで の ような東京や大阪を拠点 と した市場間 の分
荷調整の 役割は大幅に減退 し､ 量販店 ･ 外食企業 ･ 中食企業との 連携をは か る に は､ 市場
か ら先の 実需者の 発見 ､ 市場を介在 させた産地サイ ドの 商談によ っ て まず情報の 共有化を
すろこ とであるo 情報の 共有化の進展 によ っ て実需者との 信頼関係 が強 まる と､ 実需者に
い た る流通経路の 検討がなされ ､ どの 市場 (卸売会社) を経由す るか ､ どの 仲卸業者を利
用する か ､ 取引条件をどうするか に つ い て の 調整がなされ る｡ 情報 の 共有化と い っ て も実
需者まで の マ ー ジン配分､ 取引価格がす べ て わか るわけで は ない が ､ 産 地サイ ドで も小売
店舗 で の販 売が 見えてく る ようにな っ たo 卸売会社の 需給調整や コ ー デ ィ ネ ー シ ョ ン機能
が ある市場 で は ､ 卸売会社によ る小売支援や企画提案に よ っ て連携を強 め る戦略をと っ て
い るo 大規模卸売会社は本来 の食品卸売と して の役割が強く なり ､ 手数料 の 自由化 によ っ
て も流通機能とリ ス ク に見合っ た マ ー ジ ンが確保できるで あ ろうo 大規模な仲卸業者も市
場外涜通の チ ャネル を拡大 し､ 産地に流通セ ン タ ー を設立 して い る｡
第2 に､ 旧茨城県経済連では VF ス テ ー シ ョ ンが1 つ の典型 にな っ て パ ッ ケ ー ジ ､ 買付と
契約生産 ､ 配送 シ ス テ ム を組み合わせた流通セ ン タ ー が販売チャ ネル の 管理 をする こ とが
検討されて きたo 関東の近郊産地 は量販店 ･ 外食企業の 配送セ ンタ ー と近接 した立地条件
にあり､ 都心部を経由する ことなく ､ 直送する ことが でき る｡ さらに県内の 量販店で あれ
ば ､ 個別店舗配送や店舗の条件に対応 した品揃えも可能で あり ､ 小売支援が強ま るで あろ
うo 提携する量販店も ､ リジ ョ ナル ス ー パ ー を中心と して企画提案が しやすい 規模が選定
され るで あろうo これ に対 して 単協では ､ 小回りがきく の でよ り小売店舗 に近づ きイ ン ス
トア - の 形態をとり ､ 直営店舗 を保有す る方式が とられ る｡ 単協に よ っ て は①市場流通 ､
②加工業務用 (食品メ ー カ ー ､ 外食 ･ 中食企業)､ ③量販店との 産直､ ④生協との産直 ､ ⑤
直営店舗 ･ イ ン シ ョ ップなどの 多様 な販売チ ャ ネル の 管理 をするに は ､ 農協部会組織 で は
管理 しにくく なっ て い るo 生産者は大規模化するほ ど経営の 安定化 の ために は取引価格 の
安定 し､ 規格の簡素化 によ っ て省力的な加 工業務用 の契約生産 を選択 しやすい ｡ それ とは
逆に ､ 高齢者や婦人を担い手と した小規模生産者は ､ 直売所や直営店舗 - の販売 チ ャ ネル
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を選択する であろうQ 市場流通 - の依存度が大きな生産者ほ ど価格 の 変動が 大きく ､ か つ
価格は相対的に低位 に置かれやす い で あろう｡
こう したこ とか ら､ ①の 割合を減少させ て ､ ②や③の割合を増加させ るで あろう｡ ②は
取引の効率化や企画提案力 を重視 して ､ 実需者サイ ドでも需給調整用 に少 ない 割合の 市場
か らの調達を残存させ て い る｡ ③や④の産直は産地と実需者との 関係で 生産予測の確度が
高くなると ､ ①を活用する必要性が小さくなる ｡ しか し､ 特定規格の 数量契約の割合が高
い と需給調整の ために①や⑤の チャネル を持 つ こ との 意義が大きく なる｡ 実帝者との垂直
的 な取引関係を重視する ことは これまで の画 - 的な品目部会によ る対応 が困難になり ､ 安
全性や トレ ー サ ビル テ ィ の要求が高い取引関係で は ､ 生産者を特定実需者の ために組織化
せざるをえなくなる｡ この 場合､ 全量取引に持ち込ん で需給調整の リ ス クを抑えるこ とが
必要になる｡ 契約概念の 強 い加 工メ ー カ ー や外食企業で は品目によ っ て年間の 取引価格で ､
格外晶を除 いて企業が購入 し､ 企業が製品開発や需給調整の リ ス ク を背負っ て対応する場
合もある｡
系統共販 では県連と単協の 棲み分けは必要 になり､ 単協で は′J､回りのきく販売チ ャネル
の 開発が 問題に なる｡ 系統共販は本来､ 販売に資材が リン ク し､ 営農指導事業が両者をつ
なぐとすると､ 農業生産法人とその グル ー プよりもチ ェ ー ン の 関係をつ くりやすい ｡ また､
県連組織で は新たに大規模農業生産法人を育成する戦略 をも っ て いるが ､ 系統組織と して
は 単協の 参加が必要となる｡
4 ､ 結び
経営シ ス テ ム の 形成で は ､ 系緯農協よりも農業生産法人やその ネッ トワ ー ク組織が進展
しやすく ､ 取引先の ニ ー ズ に対応 した関係性 マ ー ケテ イ ン グを展開 しやすい で あろう｡ た
だ し､ 営業活動 をでき る人材の確保やネ ッ トワ ー ク組織の 強化 などに課題が多く ､ 本格的
なノJ､売支援機能 を発揮 しにく い で あろう｡ 関東近郊産地か ら農業生産法人や系統共販にお
ける販売チャネル 管理が 進展す ることによ っ て加 工業務用か ら市場外流通が 拡大 し､ また
直売所やイ ン ス トア 一 に よる小売段階の 統合化が拡大す るで あろう｡ それに対 して ､ 遠隔
地では市場流通 - の 依存度が高く ､ 市蕩流通の 中で取引形態の 変化 ､ 商物分離 ､ 卸売会社 ･
仲卸売会社の 選択などが図られるで あろう｡ また､ 農業生産法人と系統農協との競争が あ
るとシ ス テ ム 間競争が あ る産地で は ､ 県連や単協の 内部革新を誘発するで あろう｡
参考文献
1 ､ 斎藤 修 ｢食品産業と農業の提携条件+ 農林統計協会､ 2001
2 ､ 斎藤 ･ 慶野編 ｢青果物流通 シ ス テ ム論 の ニ ュ ー ウ ェ ー ブ+ 農林統計協会 ､ 2003
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第 8章 ｢鶏肉産業 の フ ー ドシ ス テ ム とイ ン テ グ レ
ー タ - の 経営戦略の 現題+
斎藤修 ･ 張秋柳
1 ､ 課題の 設定
輸入農産物の 増加 ､ 消費者の 安全性指向の 強まり ､ 国内経済のデフ レ基調 ､ 量販店主導
の 流通 シ ス テ ム の 強まり ､ などに よ っ て鶏肉をめぐるフ ー ドシ ス テ ム は革新を迫られて い
る｡ 国産鶏肉の 消費で は加工業務用比率が増大 し､ 特に中食
･ 外食の 分野で は国産と輸入
品との 競争関係 に ある の に対 して ､ 生鮮で はまだ輸入品の ウ ェ イ トは低い 状態に ある ｡ 食:
鳥協会の 調査によれ ば ､ 正肉換算で中食 ･ 外食仕向は 4 6 万トンと家庭仕向の 4 4･万 トン
よりも多くなり ､ とく にむね肉の約 7 0%､ もも肉の 約4 0%が中食 ･ 外食仕向で ある こ
とか らすると中食 ･ 外食企業との チャネル 開発や製品開発の必要性が高ま っ て い る｡ さら
にブラ ン ド化の 進展や安全性 ･ ト レ ー サビ ルテ ィ は取引先との情報 の 共有化や関係性を強
めて い るo 産地の イ ンチ グレ ー タ - は販売チャ ネル の 管理 ､ 川中 ･ 川下に向けて の 統合化
戦略をと る ことに よ っ て 価値連鎖 (バ リ ー チ ェ ー ン) とサプライチ ェ
ー ン を構築する こ と
が課題 とな っ て きた｡ 川 下の 量販店や外食企業との連携は ､ イ ンテ グ レ
ー タ 一 による企画
提案力を強 める こ とに よ っ て相互 に新しい価値創造の 可 能性を提示するで あろう｡ こ のイ
ンテ グ レ ー タ 一 による経営戦略の展開は､ 輸入品では でき ない国産鶏肉の フ ー ドシ ス テ ム
の 再編成につ ながる で あろう｡
また ､ イ ン チ グ レ ー タ - の 地域食品企業と して の 役割や資源循環のために農業との連携
を強める こ とがもう
- つ の裸題で ある o 農村工業の 撤退や空洞化 によ っ て農業とつ なが っ
た地域の食品企業の役割期待が雇用や担 い手育成などになされ ､ さらに食品産業と産地を
っ な ぐコ ー ディ ネ ー タ ー と して の役割も期待されて い る｡ これらの ことは多角化 によ っ て
地域資鯨の 活用に なり ､ 地域の 所得を拡大することに つ ながる ｡
こ こ で は ､ イ ン テ グ レ ー タ
- の 新たな経営戦格の 必要性に つ い て統合化や多角化 ､ ブラ
ン ド化､ サプライ チ ェ ー ン の 形成につ い て分析 し､ フ ー ドシ ステ ム の 革新の 可能性 に つ い
て論及する こ とにす る o
2 ､ イ ンテ グ レ ー タ
一 に よる新たな経営戦略の 必要性
(1) 統合化の 戦略
①統合化とブラ ン ド化
バ ブ ル崩壊後の 長引く経済不況と輸入品との 競争によ っ て ､ イ ンチ グレ
ー タ - は規模 ､
立 地条件や企業形態 に よ っ て経営戦略 の 再編が必要に なり ､ ブラン ド化 ､ 多様 な販売チ ャ
ネル の 管理 ､ 鶏糞の 処理を契機と.した農業部門との連携がイ ンテ グ レ
ー タ 一 にと っ て の共
通 した課題とな っ て きた｡ さらにイ ンテ グ レ
ー タ - は その ほとんどが ､ ロ ー カ ルイ ン テ グ
レ ー タ - と して の 性格を持 ち､ 契約生産者の組織化 ､ 処理加工場か ら2次加 工場 の統合化
やネッ トワ ー ク を展開 してきた｡ さらに ､ 中堅のイ ンテ グレ
ー タ - から卸売機能 を統合し ､
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小売支援 (リテ イ ル サポ ー ト) を強 め∴小売 ･ 外食部 門を統合化す る経営戦略がと られ る
よう に なっ た｡ 販売チ ャネル も これまで の ような卸売会社 - の依存か ら量販店､ 外食 ･ 中
食の 販売チ ャ ネル の 開発と管理が大きな課題となり ､ 情報 ･ 物流 シ ス テ ム と営業をリ ン ク
した サプライ チ ェ ー ン (S C M) の 形成が必 要にな っ た｡ こ の サプ ライ チ ェ ー ン は 資材 一 生
産 一 処理 ･ 加工 一 流通 シ ス テ ム の 全体で の 効率性 の 追求とな るため ､ 輸入鶏肉と の 競争を
有利 に展 開す る 可能性が ある o こ れまで の 安全性 と品質の 向上 の た め に P H Fコ ー ンや
n o nG M Oの コ ー ンや大豆 かすの利用 ､ フ ィ ッ シ ュ ミ ー ル の排除 によ る肉質の 改善､ 抗生物
質の 除去､ 坪当たりの 羽数制限などが なされる ようになり ､ これ らの 展 開はブラ ン ド化の
経営戦略を強 めるこ とに結び つ い た｡ さらに こ の ブラ ン ド化 は地鶏の認証 ､ ト レ ー サ ビル
テ ィ に よる保証 シ ス テ ム - と拡大する ことが予測され る｡
こ の ようにブラ ン ド化は多く の イ ン テ グ レ ー タ - で高付加価値商品と して銘柄が 開発 さ
れ ､ 販売チ ャネル ごとに特定の ネ ー ミ ン グがなされる の が普通 にな っ た ｡ イ ンテ グ レ ー タ
一 に よ っ て は ､ 取引先の ニ ー ズ に対応 して 品質水準の 高い 銘柄をつ く る とい うこ とか らす
る と､ 銘柄数は 多く なるが ､ 同時に生産 シ ス テ ム もそれに対応 して多様化する こ とに なる｡
しか しなが ら､ 次の ような課題が発生する o 第 1 は ､ 川 下の食品企業ごとに銘柄が できる
と ､ 生産 シ ス テ ム の 非効率性を発生させ ると同時に ､ 産地サイ ドの 需給調整 が さらに複雑
化す る こ とで ある｡ 第 2 に､ 安全性を含めた品質水準の 向上は ､ コ ス ト水準 を著 しく押 し
上げ､ 取引先との価格交渉で十分な収益性 の確保 ができ ない ケ ー ス もみ られる ｡ とく に第
1 の課題 は ､ ブラ ン ドが産地ブラ ン ドか ､ それとも川下の 食品企業の P Bとい う性格 の ある
ブラ ン ドか ､ とい う基本的な位置づ けの 問題が ある｡ 量販店に よ っ て は ､ P B に近 い 位置づ
けをとり ､ 自社の 品質基準での 生産シ ス テ ム を要求す る ことになる ｡ ただ し､P B商品 で は､
本来 の 需給調整のリ ス ク は､ 量販店側が負担する の が原則 であり､ 在庫に つ い て も同様で
あるが ､ イ ンチ グ レ ー タ - との 明確なリ ス ク分担を取らない場合もみ られ る ｡ しか し､ ト
レ ー サ ビル テ ィ と品質管理基準の 改善は ､ この リス ク分担 の 明確化 をさらに要求す るで あ
ろう ｡ イ ンテ グレ ー タ - は複数の 銘柄をも っ て多様な ニ ー ズに対応するが ､ 高級 な銘 柄に
なるほ ど､ 技術的な不確実性が高く ､ P S(プ ロ ダク シ ョ ン ス コ ア -) が 低下 しする の が普
通 である ｡ 地鶏で あれば､ 育成率 ､ 増体､ 飼料要求率の低 下になり ､ また n o nG M O飼料の
利用 ､ 飼育密度の 低下は ､ 特に コ ス ト水準を上げる ことにな る｡
②卸売機能の 統合化
流通 シ ス テ ム は卸売依存から量販 店､ 外食 ･ 中食の 食品企業との直接的 な取引が拡大 し
たが ､ 卸売会社でも量販店 - の 小売支援機能を強 め ､ 大型量販店と産地 の 間 には い っ て ブ
ラ ン ドを提案すると いう コ ー ディ ネ ー タ ー の 役割を担 っ たり ､ また 卸売とい う流通 機能で
は マ ー ジ ン が圧縮され る ことか らテ ナ ン トで小売店舗 に入 っ たり ､ 加 工部門を統合 する こ
とによ っ て 付加価値をつ けようと して い る｡ 前者は取引相手 が大型 量販店で ある ことか ら
産地も大規模なイ ンテ グレ ー タ - との 取引依存度が高く なる . もも肉とむね肉 の価格差が
拡大する こ とによ っ て需給調整 が しにくくなり､ 産地で はむ ね肉の加 工 に よ っ て調整 して
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きた ｡ 卸売会社にと っ て 国産重視という こ とよりも ､ 加工 ･ 業務用はタイや中国か らの輸
入品に拡大になりやす い ｡ 産地の イ ン テ グレ ー タ - でも加 工 ･
■■
業務用に積極的に取り組む
こ とは ､ 輸入品の 活用 によ っ て ユ ー ザ ー か らの低価格な納品価格に対応する こ とになるo
つ まり ､ 産地の イ ン テ グ レ ー タ - は多様 な販売チャネル の 管理と して加 工 ･ 業務用もその
チ ャ ネル の 中に組み込 む ことになる｡
タイ と中国か らの 輸入 品は チル ドが増加 し､ また付加価値の つ い た加 工品も増加 したの
で ､ 外食 ･ 中食部門にお ける価格競争で は ､ 国産の 競争力が減退 した｡ 大規模な レ ス トラ
ン の チ ェ ー ン では ､ メ ニ ュ ー 価格 か ら安価な外国産が選択 されやすい ｡ ジ ョ ナ サ ンと丸本
グル ー プ (オ ン ダン農協) の 阿波尾鶏によ る提携は例外的で あるo 客単価や調理技術との
関係で は ､ やや高級感 の ある居酒屋チ ェ ー ン が大きな販路 となりやすい ｡ イ ン チ グ レ ー タ
- で加工比 率が高い の は ､ 冷凍食品と して鶏肉の 取扱が多か っ たイ ンテ グレ ー タ - やむね
肉の加 工品の 開発に成功した企業で ある｡ 鶏肉は ､ 加工用途 の 多い豚肉などと比較すると､
これまで研究開発が遅れ ､ 大規模なイ ン テ グレ ー タ - で も開発部門をも っ て い るの は少な
い とい えよう｡
家庭内での 消費に 比 べ ､ 中食 ･ 外食による消費が増大す ることは ､ フ ー ドシ ス テ ム を大
きく変化させ る こ とが予測され､ 輸入品に とっ て替わられ ることになりやすい ｡ こ の こと
は国産品の 市場 の 縮小 に つ ながり ､ もも肉価格が低下 し､ 中国の輸入品の 価格に近づ いて
い ることか らすると ､ も っ と実需者 ニ ー ズ に あ っ た製品開発 が必要に な る｡ 加 工部門柱イ
ンチ グ レ ー タ - が投資 して統合化するよりも ､ 地域の 食品企業と提携して委託生産や O E M
の 関係で対応する場合もある ｡ この ような ｢下請け方式+ は ､ 直営工場を設置する よりも
投資を節約 し､ それぞれ の食 品企業の保有す る経営資源の 活用を選択 した方が ､ コ ス トが
低く抑えられ るで あろう｡ ただ し､ ｢下請 け方式+ で は ､ 提携関係にある食品企業の工壕規
模が小さい だけで なく ､ H A C C Pな どの取得がなされて い な い場合が多い ｡ その ため､ 本社
の 工場 が新型 に切り替えがなされ る ことを契機に ､ 直営生産 に切り替える場合のみ られ る
で あろう｡ 加 工 ･ 業務用 の取組み の遅れで ､ イ ンテ グ レ ー タ - の加 工比 率は5 - 10%程度
が多く ､ 20%をこ えて い るの はむ しろ少 ない ｡
③川 下 - の 統合化
こ の ような川中 - の統合化 に対 して ､ さらに川下 - のイ ン テ グレ - タ 一 に よる統合化は ､
K FC との 提携によ る出店､ 取り料理の 専門店や居酒屋の設置､ 小売 ･ 卸売店舗の設置など
の形態をと っ てきた o もともとの 出店の 目的 は ､ 店舗 のア ン テナシ ョ ッ プ的 な役割 - の期
待が大きく ､ 特 に加 工 ･ 業務用製品に つ い て はテ ス ト マ ー ケテ ィ ン グの場 と して の 役割も
あっ たo 店舗 も地域か ､ 大消費地か ､ 客単価や グレ ー ドを配慮 して どの ような店づくりを
す るか によ っ て ､ 経営成果はか卑り異な っ てく るo イ ンテ グ レ ー タ - と して店舗を大消費
地 に設置 して ある の は ､ 店長 の経営能力やサ ー ビ ス の質にお いて の 競争上 の優位性 が形成
されて い る ことが条件である｡ 高級店であれば､ 客単価は 5000円に近づく とされて いる｡
イ ンテ グレ ー タ - で こ の ような店舗までの 統合化が進展 して い るの は ､(樵)ア マ タケで あり ､
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1 3店舗 に達 して い る｡ こ の ような店舗展 開は ､ 加 工 ･ 業務用の 取引先 へ の 支援機能を強
め るとい う こ と で はメリ ッ トが大き い が ､ 地方の 店舗 で は価格競争にな りやすい とい う特
徴が ある｡
産地段階で小売 ･ 卸売 の店舗 を統合化す る ことで ､ 有利 な価格形成を展 開 しようと した
の は ､ 山口 県の 深川養鶏農協で あり ､ 北 九州 ､ 広 島､ 松江 - と店舗 を拡大 した｡ 牛 肉で も
直売か ら店舗展開に移り ､ ス ー パ ー の 経営に入 っ たイ ンテ グ レ ー タ - (パ ッ カ ー) もみ ら
れ る ｡ 深川養鶏農協で は ､ 品質の 良さと コ ス トの 高さか ら､ 流通セ ン タ ー を設 置 して 卸売
機能 を統合化す る こ とが 必 要にな り ､ 営業精勤に よ っ て量販店との 関係 を強 め るこ とにな
つ た ｡ 鶏肉で は､ 牛肉の ように生食用 を中心と した小売店舗の 統合化が大きな販売チ ャネ
ル の 形成に な っ て い るケ ー ス はみられな い ｡ その 理由は ､ 鶏肉だけでは差別化商品で あっ
ても集客力が低く ､ 十分な収益性 の 確保 ができない か らで あろう｡
また K F C- の 出資によ っ て鶏肉の 納 品だけでなく ､ 福島県 の伊達物産や鹿児島県の ア ク
シ ー ズ の ように E F Cの店舗を県外に設置 して い るo E F Cと の提携関係 にあるイ ンテ グレ
レ 一 夕 - は収益性を安定的に確保 して い るとされてい るこ とか ら､ ⅨFC の 店舗 をイ ンテ グ
レ ー タ - が 確保する こ との メ リ ッ トは大き い で あろう｡ イ ンテ グ レ ー タ - が量販店との 提
携と してテ ナ ン トには いる よりは ､ 店舗 - の小売支援にと どま る場合が多い ようで あ る｡
つ まり ､ 生食用よりも付加価値の つ けやすい惣菜で ない と､ 集客力と収益性とも に確保 で
きな い の で ある ｡
以上 の ようにイ ン テ グ レ ー タ - の 統合化戦略は加 工 ･ 業務用の ため の 過熱製品 の 開発が
進展 し ､ 品揃えや 品目分担 を強めて ､ 周 辺 企業との ネッ トワ ー ク を拡大す る行動 にな る｡
さらに卸売機能の 統合化や店舗の 設置に まで入 っ て い るケ ー ス がみられ ､ 需給調整 ､ 小売
支援 ､ テ ス ト マ - ケテ ン グの場づくりと い うメ リ ッ トがある｡ こ の よう統合化 は ､ 加 工や
調理段階に雇用機会を発生 させ ､ また流通セ ンタ ー や店舗 の 管理 の ため に雇用機会を発生
させ るこ とか ら ､ 地域の 活性化 に結び つ けやす い ｡ 特に中山間地 の 町村に と っ て 処理加工
場 で の 100- 20 人 の雇用人数で さえも ､ 地域の 所得形成に及 ぼすイ ン パ ク トは大き い もの
が ある ｡ また ､ 国産原料の加 工 ･ 調理 品 の 企画提案力 をイ ン テ グ レ ー タ - が持 つ ことは ､
もも肉とむね肉の 需給調整 をしやすく し､ リ ス クの 吸収 にな るとい えよう｡
(2) 多角化戦略と地域資源の活用
①多角化とネッ トワ ー ク
イ ンテ グ レ ー タ - の 多角化 は ､ 鶏肉以外 の 分野に拡大 して経営資源の 有効利用をは か る
とい う経営展 開で ある ｡ 同 じ家禽部門で は ､ カ モ ､ 鶏卵があり ､ 同 じ中小家畜と い うこ と
で養豚が あ る｡ さらに地域に根付 い たイ ン テ グレ ー タ - で は ､ 取引先と産地をつ な ぐコ -
デネ 一 夕 - と して の役割が あっ て ､ 米 ･ 野菜 ･ 大豆 ･ 水産物 の 供給を担うだけで なく ､ 総
合的な食品企業と して 多く の加 工 事業を展開 し､ ネッ トワ ー ク を形成す る方式が とられ る｡
ネ ッ トワ ー ク の 形態 は ､ 長期的な契約 関係からさらに深化 して ､ 資本提携に 入 り ､ ある
い はイ ン テ グ レ ー タ - が農業生産法人を育成する場合 もある｡ 契約生産か ら委託生産 さら
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に所有型の 直営生産に入 っ て い るイ ン テ グレ ー タ 一 にと っ て ､ 資本提携や農業生産法人の
育成に はそれほ どの 抵抗 がない ｡ む しろ ､ 鶏糞処 理問題を地域の 資源循環によ っ て解決 し
ょうとす る戦略を持 っ て い るイ ンテ グレ ー タ - は ､ 耕種部門を基幹と した農業生産故人 を
育成 して規模拡大 しようとす る構想が あり ､ 生産物の 販売をイ ンテ グ レ ∵ タ - が有利な販
売 をす るとい う構 図で あるo 鶏糞を堆肥化する か ､ 有機質肥料化するか ､ それとも エ ネル
ギ ー 資源と して活 用す るか ､ に つ いてイ ン テ グ レ ー タ - の 選択があるo 堆肥化は畜産の 集
中 した南九州や北東北 で は ､ 競争に よ っ て販売価格が低下 したこ とか ら､ メリ ッ トが なく
なり ､ 付加価値の 付けやす い有機質肥料の 開発 に入 っ て い る ｡ しか しこ の 場合､ 鶏糞は増
量剤的な役割があ っ て ､ 多様な未利用資源との ミ ッ ク ス によ っ て商品価値を高める で あろ
う｡ 有機質肥料は ､ 青果物な どの 品質を向上させ るで あろうか ら､ 農薬の 削減と連動 して
特別栽培と して の 農法を確立 させ る べ きで あろう｡ こ の ような農法によ っ て 生産され た農
産物は ､ 取引先との連携を強めてお けば､ 企画提案に なるで あろう｡ ただ し､ 品目に よっ
て こ の農法が安全性 の レ ベ ル ア ッ プ になるだけでなく ､ 食味などの 向上になるか どうかは ､
品目によ っ て こ となる であろう｡
鶏卵やカ モ - の 多角化は 同 じ家禽部門として 技術的な相互関連効果 (シ ナ ジ ー) が高い
こ とか ら､ 販売チ ャネル が確立 されて いれ ば､ イ ンテ グ レ ー シ ョ ンが しやす い ｡ しか し､
豚や肉用牛に なると飼養管理が 異なり ､ 技術の 平準化が しにくい ことや販売チャネ ル の 異
なる場合には ､ 多角化するに は参入障壁 が高く なるo 鹿児島県の マ ルイ グル ー プはもとも
と鶏卵か ら出発 して鶏卵よりも需要に拡大が期待でき る簸肉に参入 した し､ またジャ パ ン
フ ァ
ー ム は ､ 株主で ある ハ ム会社の意向の あっ て鶏肉か ら養豚 へ 参入 した｡ 岩手県の ア マ
タケは ､ 第 3 セ クタ ー 方式をとる関連企業にカ モ と鶏卵の 生産や加工処理 を担当させ て い
る｡ 特 に鶏卵は鶏肉の ような処理加工 の 過程 をもたない こ と､ 飼料 ･ 飼養形態で差別化 し
やす い こ となどか ら､ 農家的な小規模生産で も存続 しやすく ､ 参入 しやすい分野である ｡
②ア グリ事業部の 役割
しか し､ 耕種部門にな ると技術的な関連性 が弱く ､ 外国か らの購入飼料に依存 してきた
だ けで なく ､ 農業生産 はビジネス の 対象とは ならない とい うに認識 が強 か っ た｡ 農業生産
へ の 関心は ､ 鶏糞処理 を契機 にア グリ事業が形成されて高富り ､ イ ンテ グ レ ー タ 一 に よ っ
て は社員に よる農業生産法人 の設立 に入 っ て い る｡ あるい は ､ 鶏糞の堆肥化で周辺 の 野菜
･
果樹農家との連携 をつ よめて 生産物をイ ンテ グレ ー タ - が コ
ー ディネ ー タ ー にな っ て市場
外流通で川下の 食品企業とつ な ぐとい う方式もとられる｡ か っ て ､ 鶏糞の 堆肥で 甘み の あ
るキ ャ ベ ツ農家との連携を図 り ､ さらにその キ ャ ベ ツ を高級鮫子の原料と して利用 し､ 鮫
子 の ブラ ン ド化に成功 したケ ー ス も あ っ たo 兵庫県の 但馬フ ー ズでは ､ 営農指導の でき る
ス タ ッ フ を雇用 して連携を強 め､.生協と提携するホ ウレ ン ソウ産地 の有機栽培
･ 特別栽培
の 支援に貢献 して い る ｡ 伊達物産は, もともと穀物 の流通業看であ っ た こ との あ っ て特別
な米の 契約生産 を実施 して鶏肉だけでなく ､ 高級 な外食店との連携を強めた｡ ア マ タケは､
岩 手県全域か ら米 ･ 野菜の 集荷､ 卵の ケ ー キ を含めた加工 ､ 大豆 の加工 (豆腐)､ 農業生産
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法人の 設立 に よ る焼き鳥原料の シ シ トウ ､ ネギの 直営生産 に入 っ て い るc
多角化 を促進する要因は ､ 経営内の 経営資源と取引先か らの 要求の 2 つ で あり ､ 川 下 の
量販店や外食企業との 連携に よ っ て 品揃えが多角化 を誘発 させ る場合が 多か っ た｡ ま た､
ア グリ事業部が鶏糞処 理ための 役割を担 っ た場合に は ､ か え っ て 有効な多角化戦略 とはな
り にく い で あろう｡ こ れまでの ような多角化は農業やその 加 工分野との 関連で あ っ た が ､
イ ン テ グ レ ー タ 一 によ っ て は ､ 養鶏施設 に関する生産資材 の 開発 に関係 した ビジネス を展
開 し､ ア ジア - の 輸出に はい っ て い る 石井養鶏農協の ようなケ ー ス もある ｡
l
③地域食 品企業と して の役割
今後 ､ イ ン チ グ レ ー タ - は地域の食品産業と して の雇用 に とどまらず､ コ ー ディ ネ ー タ
ー と して 多様な地域資源 の活用と生産 一 加工 一 版売を組合 せた シ ス テ ム の 形成に よ っ て地
域活性化 を展開する役割が期待されて い る ｡ とくに ､ 中山間地 の お ける雇用の 拡大 は ､ ワ
ー ク シ ェ ア と して農村工業の 空洞化 に よ っ て解雇された労働力 の 吸収に な っ て い る ｡ さら
に ､ 地域の 高齢者や婦人の 雇用は ､ 地域社会の 存続 にも関係 して く る｡ ある福島県 の 集落
で は､ 加 工場 の雇用が ある ことに よ っ て コ ミ ュ ニ テ ィ が維持 されて い る ｡ 条件不良地域に
お ける農業生産力 の減退は ､ 地域の 食品産業 - の経営資源と販売チ ャネ ル を活用 した いと
い う意向を生産者､ 農協､ 地方自治体が持つ ように な っ た｡ そ の 意味で は､ 地域の 食品産
業は地域農業との 関連で ､ 多様な連携が しやすくな っ た｡ この 連携も出資を伴う新会社の
形成､ 契約生産や販売などの 形態 の選択がみ られ る ように な っ た ｡
鶏肉 のイ ン テ グ レ ー シ ョ ン は､ 農産物 の なかで の 最も進展 しており ､ 優れた経営資源 を
蓄積 して きた経緯があり ､ 地域の 中で の役割の 発揮 が期待 され て い る｡ 中山間地が多く農
業生産力 の後退 した山 口県 では､ 深川養鶏農協､ 碍穂糧穀などの 3 つ の ア グリ ビジネ ス が
地域を支えて い る とい われて い る｡ わが 国全体と しても農業と食品産業を含ん だ食料産業
と して の 雇用上の 地位は ､ 北海道､ 東北､ 四国 ､ 九州､ 沖縄 で全就業者の約 4 分の 1 が従
事 して い る ことから､ 地域食品企業の 雇用面にお ける役割の 大き い ｡
3 ､ サプライチ ェ ー ン の形成とフ ー ドシ ス テ ム
(1) 情報化 と高鮮度の追求
イ ン テ グ レ ー タ 一 によ る統合化やア ウ トソ ー シ ン グによ るネ ッ トワ ー ク形成に よ っ て川
下の まで の 効率的なサプライ チ ェ ー ン が形成され るように な っ た｡ 量販店の 発注が E O Sや
E DI になり､ リ ー ドタイ ム が短縮化され ると量販店の 配送セ ン タ ー の近く に立地するイ ン
テ グ レ ー タ - が有利 になる｡ こ れまでも近郊産地で は朝引きが鮮度管理 に お ける差別化で
あっ た｡ 情報化 を契機に して流通 シ ス テ ム が実需者に近づ い た延期型に なる と､ 遠隔地や
外国では Dlや D Oの 発注に対応 しきれなくなる｡ その ため農産物や そ の加 工品で は ､ 消費
地の 近く に パ ッ ケ ー ジン グや簡単な処理加 工 の ため の施設 を保 有 してリ ー ドタイ ム の 短縮
に対応するようにな っ た｡ こ の ことで これまで の ように産地 の メ ー カ ー が調整 ･ 保 管する
必要 がなく なっ た｡ 鶏肉で は これまで の ようにイ ンテ グレ ー タ - が需給調整の ため に 10%
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程度の冷凍品を保有する ことがなく なり ､ 需要予測 に基づ い た撤療 な販売計画 がひ つ よう
に な っ た｡ こ の 販売計画か ら生産計画が つ くられ ､ 効率的な供給シ ス テ ム が形成される よ
うに な っ た｡ 処理加 工場に 日々 出荷す る生産者と羽数が決定され ､ 短期的に は 多い ときで
も 5 - 10%の ミ ス マ ッ チ が あ っ た が ､ これ は羽数よりも出荷体重が技術進歩や気象条件に
ょ っ て変化す るためで ある ｡ 夏場に お ける供給量の 不安定は ､ 今後環境統御型 鶏舎の 曹及
や生産者 - の 夏場 にお ける出荷の 拡大に対するイ ン セ ン テ ィ ブシ ス テ ム の 導入に よ っ て緩
和され るで あろう｡
鶏肉をめ ぐる産地間競争 は ､ もともと東京 ･ 大阪市場 をめぐる北東北と南九州との 競争
で あり ､ 近郊産地は飼料工場が遠隔産地 に建設 されると､ 立地競争の優位性 が失われた｡
さらに ､ 夏季における高温と新しい鶏種は南九州に不利な条件となり､ P Sデ
ー タか らは来
た東北が有利になっ た｡ さらに延期型 の 流通 シ ス テ ム によるリ
ー ドタイ ム の 短縮によ っ て 2
日目販売となる南九州で は鮮度管理 で不利 に なる｡ 中国か らの 輸入品が冷凍からチ ル ド -
に転換すると､ 国産は リ ー ドタイム の 短縮を高鮮度の 追求によ っ て優位性 を確保する こと
が必要に な っ た｡ 北東北では ､ 午後 から夕方まで に産地をた っ て 24時間まで に量販店の店
頭にならべ るこ とが可能になっ た｡ この ことは ､ 常要予測と販売計画の 連動 に つ い で ､ 実
需者と産地の 関係を緊密にする効果があ っ た｡
こ の高鮮度の 追求は ､ イ ン テ グ レ ー タ - が実需者 へ 直送する供給シ ス テ ム に よ っ て効率
的になりやすく ､ さらに小売支援と連動すると取引相手にと っ てもメリ ッ トが大きくなる｡
すなはち ､ 川下の 量販店との 連携が進展 して いれ ば､ 量販店の 配送セ ン タ
ー にセ ンタ ー フ
ィ を支払 っ て納品するよりも ､ 直接に産地側 が個別店舗に配送する の が有利になる｡ つ ま
り ､ 需給の ミ ス マ ッ チ が緩和されて需給調整が しやすく なり ､ 実需者との 直接的な情報
･
物流シ ス テ ム が構築で きるようになると､ 供給シ ス テ ム はさらに効率的にな っ たとい えよ
う｡
(2) 川 下 へ の 支援機能
こ の供給 シ ス テ ム には ､ さらに 2つ の シ ス テム を埋 め込む条件ができて きた｡ 第 1 は､
量販店 - の 小売支援機能として の棚割り ､ 加 工品を含めた提案で ある｡ この 展開には消費
地サイ ドに営業マ ン を配置 し､ 取引先の 店舗の 巡 臥 販売促進 ､ 店舗に あっ た商品提案な
どが 必要 になるo したが っ て ､ サプライチ ェ
ー ン が形成されるもの の ､ 当然の こ とか ら販
売 コ ス トがかか る ことに なり ､ 陳列でき る高付加価値を実現できるブラン ド品や加工
･ 低
級 品も加 えた品揃えが必 要にな る｡ 量販店か らみれば､ 連携して い る納品業者 - の ア ウト
ソ ー シ ン グとい う理解になり ､ 店舗管理 の合理化と販売額の増大に貢献する こ とになるか
ら､ 消費者まで の 供給 シ ス テ ム の形成とい う視点からす ると小売支援を加 えて も効率的 に
なる｡ しか し､ 理解の 仕方に よ っ.て は量販店の 合理化に寄与 し､ 量販店の
バ イイ グパ ワ ー
の認 め る こ とになるが ､ こ こ で は産地サイ ドの 提案力を量販店との 交渉力に どう活かす か
とい うこ とが重要 になるとい えよう｡
経済主体間の 垂直的な関係性が強ま るに つ れ て ､ 単なる マ
ー ケテ イ ン グで は なく ､ 関係
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性 マ ー ケテ イ ン グと いう視点が必要 に なる｡ こ の 関係性 マ ー ケテ イ ン グで は ､ 競争 手段 と
され る 4Ⅰ) (価格 ､ 製品､ 販売促進 ､ 販売チ ャネル) の役割や マ - ケテ ィ ン グミ ッ ク ス の 組
み方が 異な るの が普通で ある ｡ 販売 チ ャネル が取引先と直接的な継続取 引にな る こ とに よ
つ て ､ 棚割りや販売促進だけでなく価格設定に つ い て産地サイ ドの提案力が強く なる の で ､
営業 コ ス トの 増加分は 十分に吸収 可能である｡ ただ し ､ この よう な量販店 との 関係性 マ ー
ケテ イ ン グは ､ 連携す る量販店が食品の ブラ ン ドに こだわる こ とが ､ トッ プ レ ベ ル の 理念
と戦略 と連動 して い る ことが条件とな る｡
(3) 安全性と トレ ー サ ビ ル テ ィ
第 2 に は ､ 安全性と品質を保証する トレ ー サ ビル テ ィ を確立す る こ とが ､ 消費者との倍
額を強める こ とにな る｡ すで に革新的なイ ン テ グレ ー タ - は ､ 農場か らさ らに進ん で鶏舎
段階か らの 処理加 工場まで の ト レ ー サ ビル テ ィ が確立 され ､ リ ス ク を最小限に抑える こ と
がで きるように な っ た｡ すなはち､ 鶏舎ごとに飼料タ ンク を配置 し､ 飼料 ･ ヒナな どの 生
産資材の コ ス トや生産効率を記帳するようになり ､ これまで以上に経営分析に基づ い た改
善が しやすく な っ た｡ しか しながら､ 処理加 工場の能力や効率性か らト レ ー サ ビル テ ィ の
可能 な部分肉は ももとむねに限定されやすい こと ､ また ブラ ン ドも数種類に 限定 され る こ
とに なる ｡ しば しば ､ Ⅰ農場が複数の ブラ ン ドの 生産 をして い る場合には ､ 資材の供給 一
出荷計画 にきめ細か な対応が 必要で ある｡ もともとほとん どのイ ンテ グ レ ー タ - は病気 の
対策な どか らオ ー ルイ ン ･ オ ー ル ア ウ ト方式をとり ､ 一 日 に出荷する生産者は数農場 以内
に 限定される場合が 多い の で ､ 生産者を特定する こ とは容易で ある｡ しか し､ 鶏舎 ごとの
飼料タ ン ク の設置 や情報シ ス テ ム の 整備による コ ス トの増大は ､ 産 地側 の負担 が原則とな
るも の の ､ 取引先の 量販店や外食企業に よ っ て は差別化商品と して扱う場合もある｡ 本 来､
ト レ ー サ ビル テ ィ は信頼 (安心) の 形成には なるが､ 安全性 とリ ン クする こ とで使用価値
が評価 される の で あり ､ 安全性との リ ンク がない場合に は消費者サイ ドの メリ ッ トが ない
こ とに なる｡ しか し､ 量販店や外食企業によ っ て は ト レ ー サ ビルテ ィ を特 に産地の ブラ ン
ド品 にと っ て の 取引条件と して い る場合があり ､ 産地と食品企業との コ ス トとリ ス ク の負
担が 問題となりやす い ｡
以上 の よう に ､ イ ンテ グレ ー タ - は需給調整の リ ス ク を内部化 し､ 卸売機能 を統合化す
る こ とに よ っ て 卸売会社 - の 販売依存度を低下させ ､ 取引先の ニ ー ズに対応 したブラ ン ド
化を展 開 してきたo さらに安全性と品質向上を配慮 して P H Fコ ー ン ､ n o nG M Oコ ー ン ､
抗生物質の排除 (無薬)､ フ ィ ッ シ ュ ミ ー ル の 除去 ､ 坪当たり羽数 の減少 に入り ､ さらに地
鶏に つ い ては J A S規格を採用する ようにな っ た｡ もともと全飼育期間にわた っ て抗生物質
を除去 した飼養形態は 山口県の秋川牧園か ら開始され ､ 全国的に拡大 した｡ こ の ような展
開はブラ ン ド化と連動 して産地サイ ドにと っ て 取引先 - の 提案力 を拡大する こ とに なる ｡
こ の程実力は小売支援やト レ ー サ ビル テ ィ の 確立に よ っ て 強力なサプライ チ ェ ー ン が形成
され る ことになる｡
′(4) ブラ ン ド化をめ ぐる新たな課題
9 8
しか し､ 鶏肉の ブラ ン ド化 は消費者 の ロ イ ヤ ル テ ィ ( 忠誠心) をつ くり あげる か につ い
て は､ 課題が あ る｡ 名古屋 コ ー チ ン ､ 比 内どりなどの 地鶏に あやか っ て 地養どり ､ 南部ど
り などの ブラ ン ド化が輸入鶏肉の 増大に対抗 して進展 したo アメリカで は ､ イ ンチ グ レ ー
タ - の寡占化が進展 し､ これまで の価格競争を回避 しようとする行動が中堅 のイ ンテ グレ
- タ - がと っ た こ とに よ っ て業界全体と して大消費地市場か らブラ ン ド化が進 展 したo 寡
占化によ っ て製品差別化が しやすく なり ､ 大規模なイ ンチ グ レ ー タ 一 になると複数の ブラ
ン ドがとられた｡ わが国で は､ 類似 した名称の ブラン ドが多数存在 し､ 消費者段階まで認
識 されたブラ ン ドは少なく ､ 比内どり ､ 名古屋 コ ー チン ､ 伊達 どり､ 阿波尾 どりなどの 地
鶏の 認知度が 高い よう で ある Q 特 に伊達どりは東京を中心に著名な レス トラ ンや料理店と
の 交流か らブラ ン ドを形成してきたが､ 多くの ブラン ドは消費者だけでなく川 下の 量販店
や外食企業で も広く欝識 されてい るわけで はない o 鶏卵でも産地段階でネ ー ミン グされた
ブラ ン ドは川中 ･ 川 下さらに消費者まで い たると認知度が 低下するとされて い る｡
ブラ ン ドは安全性や品質水準の レ ベ ル の 向上に よ っ て こ れまでと異なる別 の ブラ ン ド化
が必 要に な っ て い る し､ またト レ ー サ ビル テ ィ はブラ ン ドの 品質保証と して の役割になる
で あろう｡
4 ､ むすび
イ ン テ グ レ ー タ - は商社系で あ っ ても ロ ー カルイ ン チ グレ ー ダ ー としての 性格が強くな
っ て ､ 独自の経営体と して の 裁量が拡大 してき た｡ したが っ てイ ン チグ レ ー タ - は ロ ー カ
ル イ ン テ グ レ ー タ - で あり ､ 地域との 関連性が弾くな っ た. 中堅イ ンテ グ レ ー タ - か ら川
中 ･ 川下の 統合化が進展 し､ 大手イ ンテ グレ ー タ - も同 一 の行動をとる ことによ っ て需給
調整と付加価値を つ ける こ とになるで あろう｡ それに対 して ､ 多角化は あまり進展 しない
が , ア グリ事業部の 展開 から耕種部門との連携が強まるで あろう｡ ロ ー カ ルイ ンチ グ レ ー
タ - が耕種部門と つ なぎ､ 地域の コ ー デ ィネ ー タ ー と して の役割が期待される ようにな っ
たの は ､ イ ンテ グ レ - タ - が加工施設 を保有し販売 シ ス テ ム が形成されて い るからで ある｡
すで に地域の 市町村で は ､ 特定の イ ンチ グレ ー タ - と地域の 生産者との 取引が多く ､ それ
に よ っ て地域農業が支えられて い る場合もみられ る ｡ 処理加工場や 2次加工場で の 雇用も
同様で あり､ 農村 工業で解雇 された労働力がイ ンテ グレ ー タ 一 に雇用され るケ ー ス が増加
して い る｡ また ､ 契約生産や委託生産による生産 シ ス テム は ､ 所得が安定化するため､ 農
外 か らの 新規参入者の雇用も可能で ある ｡
産地か らの 統合化やブ ラ ン ド化 ､ さらに トレ ー サビル テ ィ はサプライ チ ェ ー ン の形成を
促進す る こ とに な るで あろう｡ この サプライチ ェ ー ン は効率化をもたらしやす い が ､ 安全
性や 品質基準 の 向上は生産効率を時下させて コ ス トを上げる こ とになり ､ 有利 な取引条件
で なければ成立 しにくく なる｡ 販売にお い ても高級 ブラ ン ド品は ､ 部位間の需給調整 が し
にくくセ ッ ト販売 を原則に しない と安定供給しにく い ことに なる｡ しか し ､ 買い 手側 もむ
ね肉を残 したくな い ため に ､ 加 工品の 開発で調整す る ことに なりやすい ｡ しか し､ 加工品
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は コ ス トが加算され るにもかか わらず低 い 取引価格で あり ､ しば しば中国産 の 鶏肉の 価格
水準に近づく こ とになりやすい o とは い え､ こ の ようなサプライ チ ェ ー ン が 形成され る こ
とは国産鶏肉に とっ て輸入鶏肉に十分に対抗で きるだけの供給 シ ス テ ム が形成され る こ と
に なるで あろうo この シ ス テ ム は国産 で あれば､ リ ー ドタイ ム の 短縮に対応 した鮮度管理
が近郊産地や東北産地でも対応するこ とが できるで あろう｡ さらに ､ 小売業者や外食企業
と の産地サイ ドか らの 提案 削 ､売支援機能を持 ち､ 小売サイ ドの バ イイ グパ ワ ー を押さえ
込む であろ う｡ しか し､ こ の ような対応 はやや高級化 の ある中小の 食品 ス ー パ ー や居酒屋
の 限定されるで あろうo 大型 ス ー パ ー ではむ しろP B化を志向す るで あろう｡ こ の ような産
地サイ ドの 新たな経営戦略に よ っ て 卸売会社は ､ 統合化 しにく い 大規模の イ ンテ グ レ ー タ
ー と大型量販店をつ な ぐコ ー デ ィネ ー タ ー と して の 役割を担うこ とになる ｡ 他方 ､ 中小規
模の 卸売会社で は ､ テナ ン トや店舗の 統合化によ っ て粗 マ ー ジ ン の拡大 には い っ て ､ 卸売
機能だけの ビジネス の 限界 を乗り切 ろうとするで あろう｡ また ､ 百貸店や高級居酒屋 など
へ の納品 によ っ て提案力をつ ける ことで粗マ ー ジ ン を維持する で あろう｡
こ の ようにイ ンテ グレ ー タ - は新たな経営戦略 によ っ て 国産 の フ ー ドシ ス テ ム が 再編さ
れ ､ 輸入鶏肉と対抗でき る優位性 の あるサプ レイチ ェ ー ンが形成され るで あろう｡
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1. 課題の設定 一 新たな視角
輸入品が加工 ･ 業務用で の増加に射し, 国内鶏肉産業
は生食用を中心に銘柄化をはか っ て , 川下 の量販店や生
協との 提携を模索し, 供給側からの 提案力を強めた. す
で に産地で は商社系, 全農系に対して, 地元資本の ロ ー
カ ルイ ン チグ レ ー ク ー が大きく成長し, 国内鶏肉生産の
中心 的な役割を担 っ た. ロ ー *)レイ ン テ グ レ ー タ 一 に
よ っ て は飼料資本からの独立を果たし, 2次加工や卸売
段階の統合化をはか っ てイ ンテ グ レ ー シ ョ ンを展開して
きた.
こ れまで畜産物のイ ンテ グ レ ー シ ョ ン に つ い て の研究
成果は商系資本の支配関係を伴う系列化を前提とするも
の が多く , 巨大資本と農業側を対極 におき, ｢独 占資本
による農産物市場の独占を本質的内容として の 農業生産
の 掌握の 過程+ [1] と位置づけられ た. 農協運動静的
な立場から譲静する吉田らは , 畜産物 の イ ンテ グ レ ー
シ ョ ンを資本構造か ら菌糸と農協系とに分け, 農外資本
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による農業 へ の 参入を既存農家を基盤とする系統農協や
農家 へ の権益 へ の侵害とし [2], また , ｢独占資本の 農
業支配の もとで自由競争が激化し, 価格が低落する こと
によ っ て
.生産力が低下 し, 農業それ自体を破局に導く+
[3] とLtて い る. 言 い 換えれば, 巨大資本の 農業 へ の
参入は最終的に農業の破綻をもた らすとの 見解が支配的
で あ っ たj ところ が, 地元資本か
'
ら成長 したイ ン チ グ
レ ー ダ ー 8ま商系資本か ら雑脱し, 銘柄鶏の 生産を契機に
飼料資本を排 除し, 自ら卸売段階を繍合 して主導権を
持 っ てイ ンテ グ レ ー シ ョ ンを展開する ように な っ た. イ
ン テグ レ ー タ 一 に よ っ て, 複数 の 飼料メ ー カ ー を入れ る
こ とで小規模飼料会社に柑し交渉力を強め指定配合を行
うケ ー ス もみ られた. また, 競争 の激化 によ る企業の合
併 ･ 買収 によ っ て , 大規模 へ の 集中化がみ られたが, 中
小規模イ ン チ グ レ ー タ - が差別化戦略で異なる競争領域
を見出した こ とによ っ て , 必ずしも大資本によ る農産物
市場 へ の 独占が実現 しうるとは限らな い . むしろ巨大資
本の影が薄くな っ て い る .
鶏肉産業は畜産部門の 中でイ ンテ グ レ ー シ ョ ン が最も
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進展し, - つ の 経営主体が飼料工場 ･ 種鶏場 ･ 処理加工
場と契約生産者を つ ない で シ ス テ ム を形成してきた. 旧
来 の イ ンテ グ レ ー シ ョ ンをめ ぐる競静で は市場独占説
[1 , 4], すなわち資本によ る市場独占の 過程として
理解され, 支配関係の分析 に多大なエ ネル ギ ー が投入さ
れた. その 後, ア メ リカで は構造論的性格の 強い産業組
織論が導入され たが , 主体間の垂直的関係 へ の接近が遅
れてきた. イ ン テグ レ ー シ ョ ンをめぐる所有や奥約の 垂
直的な関係は, フ ー ドシ ス テ ム の 視点かち み ると, ｢企
業間関係+ ｢組織間関係+｢マ ー ケテ イ ン グチ ャネ ル論+
の 論理が有効であり, こ の 垂直的な関係には多棟な コ ー
デ ィ ネ ー シ ョ ンが展開された [5]. こ こ で の 主体間関
係はイ ンチ グレ ー ク ー の 規模と企業行動との 関係で戦略
グ)I, - プを分けて , イ ン テグ レ ー タ - と小売, 生産者の
関係に限定して分析した.
こ こで取り上げる戦略グ ル ー プ給l'はM . ポ ー タ ー が
産業組織論と競争戦略論を統合化して産業分析に適周し
た翰理で あり, パ フ ォ ー マ ン ス が こ の 戦略グ ル ー プに
よ っ て異なると いう立場をと っ て い る . 規模の大きな企
業の パ フ ォ ー マ ン ス が中小企業より良好であるとは限ら
ず, むしろ中小企業は川下 へ の統合化などによ っ て価値
連銀を形 成する競争戟 略をと る ことで, か え っ て パ
フ ォ ー マ ン ス が改善され る場合が多 い [6, 7]. 生産
者との 関係で もこ の価値連鎖を形成できれ ば, 契約生産
の価格水準も高く設定できる. 鶏肉産業で は契約生産か
ら所有型, ある い はリ ー ス 塾 の生産シ ス テ ム を採用する
インテ グ レ ー ク ー の 場合は, 契約生産よりも高 い コ ス ト
をこ の価値連鎖で吸収しようとして い る .
こ の論文で は, 鶏肉産業の 特質と課題を整理して , 戟
略の異なるイ ンテグ レ ー タ - の ケ ー ス ス タ デ ィ か ら小売,
生産者との 関係を分析する ことで ある . そして , 戦略グ
ル ー プと パ フ ォ ー マ ン ス の 関係をみ る こ とで あるが ,
デ ー タ の制約か ら企業収益性の分析にまで至らな い が ,
ヒ アリ ングで補うことにした.
2. 鶏肉産業の特質と課題
国内鶏肉産業は戟後アメ リ カより生産シス テ ム が導入
され, 農家副業的養鶏か ら組織的なブ ロ イラ ー ･ イ ン テ
グ レ ー シ ョ ン へ 発展し, 遠隔産地 へ の移動を契機に急速
な規模拡大をとげた [2 , 8]. しか し, 国内市場の 成
熟化と輸入の 増加によ っ て87年以降か ら絶対的生産規模
の縮小に転 じ, 産業内企業間競争が赦しくなり, 構造再
編が行われた [9]. ロ ー カ ル イ ンテ グ レ ー タ - が 成長
し, 全農系に替わ っ て産業の 主力とな っ た . また, 輸入
品が急速に増加し, 国内
●
製品価格の い っ そう の 低下をも
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たらした . 輸入品の増加に は主に以下の 3 つ の 要因があ
ると考えられる. ①人件費や飼料の輸入依存により国内
鶏肉産業の 国際的価格戟争カが相対的に弱い こと, ①消
費者の外食 ･ 中食指向により業務 ･ 加工用の需要が増加
したにもかかわらず国内鶏肉産業がそれに肘応した製品
開発が遅れた こと, ①商社系が海外生産を拡大し, 加工
用向けに輸入の 増加を加速したことなどである. さらに ,
生産者側には後継者の 不足問題が探割 になり, 農家数が
減少し, 契約生産者の確保が固雛にな っ てきて い る.
こ のような環境変化に肘応して, 国内鶏肉産業は差別
化をはか っ て生食用で銘柄化 脚各が展開された. また,
農家数の減少に射し, 農場の規模を拡大 して生産の 維持
をはか っ たり, 後継者の い な い優長農場を直骨化で対応
する ことが増えてい る .
しかし, イ ン テグ レ ー ダ ー に よ っ て銘柄化戦略 へ の 取
り組みが異 なり, 規模別に 卿各の共有性が形成されるよ
うにな っ た. 具体的に, 第3節の事例分析を適して第4
節にまとめ ることにする .
3. ケ ー ス ス タディからみるイ ンチグレ ー ク ー の戦略
(1) 児湯食鳥陳)
児湯食鳥は宮崎県に本社を置き, 年間飼養羽 数4,500
万羽 の大規模 ロ ー カ イ ン チ グ レ ー 夕 - で ある. そ の親織
と戦略の特徴として , まず出資によるイ ンテ グ レ ー シ ョ
ン シ ス テ ム を構築すること, また分散的な小規模契約生
産が中心で, 銘柄率や加工比率が低位で あること, さら
に多数の卸売による販売で, 販売先が大手量販店を含めIl
て 広範囲に及ぷ こと, などが挙 げられる .
イ ン テグ レ⊥ シ ョ ン シ ス テ ム の構築を追求した戦略か ･
ら, 生産, 処理 ･ 加工, 輸送 , 販売に至るまで の事業に
生産 . 処理加エ 版元
櫨携先
トリキ (.*130 % 出帝
硯携先
口摘2ur･ 7 - F & 1ロ ダ
グッ (伴) 19 %出資
i間瀬
喜市場
藤城
うち契約95%
底骨5%
処型加工場
5 か所
子会社
束締児7
'
A フ ー ズ (維)
子会社
西Fl本児柵フ ー ズ ( 恥
子会社
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提携先
シマ ナ カ
提携先
タケム ラ
第 1園 児湯食鳥イ ン テグ レ ー シ ョ ン
出所 : 会社内部資料 より作成
㌻抑留
を岐阜
張 ･ 新藤 ･ 碓井 : 鶏肉産業のイ ン テ グ レ ー シ ョ ン をめ ぐる主体間関係
出資を適して, 内部化を図 っ てきた . そ の ため , 鶏肉事
業を子会社や 関連会社の グル ー プ企業15社を中心に ,
賞したイン テグレ ー シ ョ ン シ ス テ ムを形成して い る .
生産に関しては直営比率が5%にとどまり, 依然とし
て契約生産の 形繋が中心として維持されて い る . 契約生
産には投資の 節約 , リ ス ク の 相対的低さな どか らイン チ
グ レ ー タ 一 に 選好され る傾向がある 一 方, 近年 , 生産農
家の確保や規模 拡大が難しくな っ たことか らイ ン テ グ
レ ー ダ ー の 生産維持や成長に大きな制約とな っ た . 児湯
食鳥㈱の契約農家250戸の 平均規模 は3万羽 (年 間回転
率平均4. 5と して 一 向転6 - 7 千羽) と小さく , 立地が
分散的で コ ス トが比較的高く, 生産効率が低位に ある .
差別化で銘柄鶏の生産を拡大する戦略が打ち出され た
が, 銘柄鶏の 割合が15 - 20%と他社より遅れが顕著 で ,
依然として 一 般 ブ ロ イラ ー の 生産が中心である. ま た ,
加 工品比率が 3% と低く , 輸入品のみ ならず, 国内競争
でも差別化がで きな い 状態で収益性が低位にお かれや す
い
.
卸売段階で は子会社三社が 中心とな っ て い るが, 関連
会社2社と出資関係の な い 2社 の 計 7社によ っ て分担さ
れ る構造とな っ て い る . 販売先が各販売会社に よ っ て開
拓されたが , 大手量販店の ジ ャ ス コ 等を含めて各業態に
及んで, 個 々 の 販売先の 把握や小売 へ の提案がで きな い
状況にあり, 他社 との 差別化ができない ことか ら, 収益
性が低位に置かれや す い .
(2) 十文字グル ー プ
十文字グル ー プ は岩手県に位置する大規模 ロ ー カ ルイ
ン チグ レ ー タ - で あり, 後発でありながら, 独自の戦略
で急速に成長し, 生産量 ベ ー ス で は国内最大規模 とな っ
て い る. そ の戟略は販売まで統合せず, 販売は卸売経 由
で , 卸売と出資関係を伴わな い 提携関係を結ぶ こ と, ま
た1) - ス に よる大規模生産で低 コ ス トを実現した こ と,
さらに大規模卸売と提携し, 大手量販店 ･ 生協を中心 と
した販売先に対応 した銘柄生産を行 い , 品質管理の優 れ
た生産者を組織して特定生協に対応する , な どが特徴 的
生産
過敏
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粧骨17. %
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である.
完全に統合したイ ン テグ レ ー シ ョ ン シス テ ム の 形態を
とらず, 販売段階を卸売経由として, 卸売と出資を伴わ
な い 提携関係を結ぶ ことによ っ て販売 コ ス トを節約する
戟略を選択した. 提携先は全農チキン フ ー ズ㈱をはじめ ,
㈱ ニ チ レイ, ㈱鮒忠, 伊藤忠フ レ ッ シ ュ ㈱ など複数に及
ぶ .
東北に立地して い る ことか ら土地が広く , 当初か ら農
場規模が比較的に広く, さらに農壕の規模拡大には地理
や環境的制限が少ない ことか ら, リ ー ス 方式による規模
拡大戟略を採用 した. 現在, 153農場 の 内リ ー ス 方式が
66.6% を占め ており, 次に直営, 契約とな っ て い る . 農
場平均規模は10万羽 (全 国平均3. 5 万 羽) で , 規模 の 経
済性によ っ て , 生産 コ ス トが抑えられ , コ ス ト優位性が
実現できた .
大規模卸売の全農チ キン フ ー ズと提携して , 全農チキ
ン フ ー ズ の 販路を利用し販売先に柑応した製品開発と生
産を行う戟略を選択されて い る . こ の提携にお い て, 全
農チ キ ン フ ー ズ は販路の 開発 ･ 販売, 製品の 部位調整,
新製品撮案な どを担 い , 十文字側 は生産 ･ 管理を担うこ
とで, 安定的な相互補完関係が形成され た . 大手量販店,
生協を中心とした販売先個々 に対応して特定の銘柄を生
産-し, 差別化を図 っ て い る . ジ ャ ス コ , イ ト ー ヨ ー カ 堂,
西友 の 3社で販売量の 3割を占めて, 主要取引先となっ
て い るが , ジ ャ ス コ に
.
は純輝, 純輝赤鶏を捷供する 一 方,
イ ト ー ヨ ー カ 堂には こくみ鶏, 西友には上州赤鶏の よう
に取引相手ご とに異なる ブラ ン ド2)で対応して い る . ま
た, 相手 の堺引依存度を上げて, 取引量を拡大するため
に, 各取 引相手に 上 ･ 中 ･ 普通 の ように複数 の グ レ ー
ド3)の 銘柄商品を撞供する戦略が選択された . こ れによ
り, 十文字の銘柄鶏比率が40%に達し, より安価により
大量 に捷償できるとこ ろが他社との競争におい て比較的
優位性をも っ て い る . しか し, 加工品比率が 4 - 5% と
低く, 2次加工 による付加価値か追求で凄ない 状態であ
る . また, 首都圏 コ ー プをは じめ, 生活クラブ, コ ー プ
ネ ッ トなどの 生協組織と契約生産を行し;, 安全性基準の
倣うモ先
収売シ ェ ア
70%
十 文字チ キ ン カ ン
パ ニ ー ( 株)
偲携
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高 い 銘柄鶏を捷供して い る.
生協との 取引で は安全性基準 が高く, No nGM O原料,
p H Fコ ー ン ･ 大豆粕を中心とす る規格の 高 い オリ ジ ナ
ル飼料が要求され, 品質管理の徹底から管理に優れた生
産者を指定し特定生協に対応する. 生協との取引は長期
契約で安定的である上, セ ッ ト納入で部位調整問題がな
い こ と, また, 冷凍品が中心で需給調整がしや すく , ロ
ス が少ない こ とか らコ ス トの上昇が抑えられ, 利益 の確
保ができるため, 生協チ ャネル の さらなる拡大が検討さ
れて い る . 十文字と首都圏 コ ー プとの取引で は, 11戸 の
農家を指定し.｢ま
で っ こチ キン生産者協読会+ を組織し
て, 十文字側, 生産者, 全農チキ ン フ ー ズと首都圏 コ
ー
プ側が共同で運営して い る .
(3) ア マ タケ聴)
岩手県にある中堅イ ンチ グ レ ー タ - で あり, 独自の 戦
略に より競争優位性を形成してい る.
まず卸売機能を内部化 して, 雀 産 ･ 処理加工 ･ 販売 ･
外食までイ ンテ グ レ ー シ ョ ンを形成し, 直営によ る高 コ
ス ト ･ 高品質生産, また 2次加工 による高付加価値追求
戦略 (銘柄率ほ ぼ100%) が特徴的である . さらに小売
支授に よる販売を行 っ て い る .
当初, 伊藤忠と販売契約をも っ て い たが, 規模拡大と
ともに独自の販路を開布し, 独立性を強め て きた [10].
自社営業部門を拡大して , 販売機能を内部化 し, さらに
外食をとりい れて完成度の高いイ ンテグ レ ー シ ョ ンを構
築してい る.
ア マ タ ケ は直営生産を推進し, 農場の60% が直営とな
り, 社員による管理を行 っ て い る . 直営生産は生産 コ ス
トが高くリス クが大きい ため, こ れまで大資本による規
模の 軽済の追求で選択されてきたが, 中堅イ ン チグ レ ー
タ 一 に よ る選択が多くなか っ た.
直営による生産 コ ス トを吸収するため, 徹底した高品
質生産, 銘柄生産で差別化をはかり, また鶏肉以外に鶏
卵, かも, 野菜, 豆腐などの多角生産も展開し, 価倍達
銀を強め た. 加工 品比率が40% と高く, むね肉等の 部位
調整だけではなく, さらに 2, 3次加工を拡大し, 付加
価値を追求する戟暗が推 し進め られて い る .
バ イヤ ー の 少な い 中小ス ー パ ー を中心に販路を開発し,
25農蟻
うち直営60 %
% &40 %
生息 処理加工場
1
ニ次加工場
大型車
低温推迂
2
･
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12 00- 1300店
第 3園 ア マ タケグル ー プのサプライチ ェ ー ンと小売支援
出所 : 聞き取り調査によ り作成
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小売支援で主導権をも っ て売場構成と商品凍寒を行う概
略で大手イ ンチ グ レ ー ダ ー との 差別化を因っ て い る . ア
マ タ ケは ス ー パ ー 転に自社常葉社員を担当させ, 店舗の
立地条件 ･ 客層に対応し
'
た品揃えや, 売場構成を提案し
てい る. こ の 売場提案がP O S デー タ の客単価をベ ー ス に ,
品揃えや ブラ ン ド構成の調整, 加工調理品の 調整を行う
の であり, 情報の共有から安定した捷携関係が構築され
やす い .
(4) 伊達物産㈱
福島県に立地する年間生産羽数700万羽の 中堅イ ン チ
グ レ ー タ - で あるが, 多様な川下の業態を開発して急速
に成長してきた.
そ の組織と戦略の特徴として, 資材 ･ 生産 ･ 処理加エ
か ら, 販売 ･ 小売に至るまでイ ンテ グ レ ー シ ョ ンが形成
されてい る こと, また多角生産, 加工段階の受 ･ 委託生
産が行なわれて い る こと, さらに量販店 へ の販売や, 外
食との櫨携, などがある .
資材 ･ 生産 ･ 処理加エから, 販売 ･ 外食まで完成度の
高 い イ ン テグレ ー シ ョ ン シ ス テ ムが形成されて い る. ケ
ン タ ッ キ ー と捷揖 し, K F C向けの 鶏肉生産を行うほか ,
50店舗の親織化と運営も行 っ て い る . こ れ により, 最大
の販売チ ャネル が確保でき るだ けで はなく, イ ンテ グ
レ ー シ ョ ン シ ス テ ム の構築にも貢献した.
契約方式を中心に鶏肉生産が展開され, うち伊達地鶏,
ケ ン タ ッ キ ー 向けと 一 般ブ ロ イラ ー が ほ ぼ均等に(30%)
生産されて い る. ま た鶏糞の 再利用を主な目的として青
果物, 釆などの多角化生産も展開されて, 量販店や外食
店に卸 して い る. 野菜等の施設園芸の 生産を農業生産法
人の 新地グ .) - シフ ア ー ム が行う.
加 工に関しては, 主にアウトソ ー シン グで地域の 中小
メ ー カ ー 15社 に委琴して行っ て い る ･ 加 工品の 生産には
製品開発力が重要になり, 開発部門の拡大は コ ス ト の上
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鶏肉生産
票幼生産着80戸
横合 軽骨
生島
買 = 岩 王サ
↓人的支操
施設園芸
新地グリ ー ンファ ー ム
(育)全国4農埠
委託生産
地域加エメ ー カ ー
15社
処理加工場
1
ニ次加工場
野嘉 ー
冷凍食品メ ー カ ー
丑嬢店 . 中小車内店
腎
販売子 会社
シャボンド(育)
5D捷円
販売子 会社
グリ ー ン
ファ ー ム(株)
販売シェ ア
Jt 服店60 %
外食3D%
卸売10%
KFC
50店舗組織化
丑販店
外食
4任円
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注:13億円, 50億円, 4億円は経営規模 であ る.
出所 :会社資料お よ び聞き取り調査 より作成
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昇をもたらすため委託生産が選択された. 複数 メ ー カ _
へ の委託 に より, コ ス トの節約ができ, か つ 品揃えが容
易にで きる ほか, 地域の活性化にも大きく寄与できる .
自社で の加工品生産はE FC対応の もの が中心となる .
卸売俊 階で は 3 つ の 販社によ っ て鶏肉, ･ 加 工品と多角
生産に よる野菜 ･ 米などの販売が別々 に行われる . 鶏肉
の販売は ヨ ー ク ペ ニ パ ル などの 中堅ス ー パ ー が40% 以上
を占め て 中心 とな っ て い る ほか , K FCを は じめ , 中村
屋などの外食 ･ 中食との 提携で30%の シ ェ アを占め て 二
番目の販売チ ャネル とな っ て い る･ 外食との提携で は,
中村屋と伊達とりや 自社生産釆による カ レ ー の 共同開発
など, 地鶏をベ ー ス に外食 へ の メ ニ ュ ー の 提案を強化 し
てい る ･ 高教 レ ス トラ ンと提携するこ とに よ っ て自社製
品の味とイ メ ー ジ に高級感をもたらし, 販売拡大に つ な
げようとす る戦略である .
(5) 群馬農協 チキンフ ー ズ
群馬県に位置し, 年間生産羽数は300万羽 の 小泉模イ
ンテ グ レ ー タ - で ある . 特徴として, 契約生産を中心と
して, 生産 ･ 処理加エ ･ 販売まで統合したこ と, 生協組
織と痩摸 し, 経営の 安定をはか る こと, 自社販売機能が
弱く, 卸売経由の拡大などがある.
生産か ら販売までイ ンテグ レ ー シ ョ ン が形成されて い
る ･ 生産は契約農家を中心に行うが, 後継者 の い な い 農
場を直営化に転換 し, 直営生産も展開して い る . 農家規
模が平均 2万羽と比較的に小さく (全 国平均3万羽),
生産 コ ス トが高くなりやすい .
生協と提携して , 安全性水準を上げながら坪当たり羽
数を下げた飼養管理形態を'と っ て, 比較的高い 契約価格
で安定 した生産と販売を実現して い る. 生協との 取引は
他の取引先と比べ ると安全性基準が高く, 飼料から鶏舎
や坪当たり羽数等の飼育形態まで厳しく規格が設けられ
るため , 大規模生産よりむしろ農家によ る丁寧な管理が
できる小規模生産が適してい る. 生活ク ラブとの取引で
生産 処理加エ
輿約勝家29
声 ( 生活ク
ラブ向け11
声)
直営巌鵜
3 か所
(うち生括ク
ラブ向け1
か所)
群馬鹿協
享篭静濃
･ 処軌 1次加工
･ 販売業務
委託加工 メ ー カ ー
40%
10%
50%
販売 販売先
全鹿チキ ン
フ ー ズ (株)
A コ - 7
'
僻馬 (株)
直顔販売
会肉専門店
食鳥問屋
地元ス ー パ ー
生活クラ ブ
問 屋
専門店
A コ ー プ
鹿協脚迎
第5図 群馬農協チ キン フ ー ズイ ンテ グ レ ー シ ョ ン
柱: 国中パ ー セ ン テ ー ジは販売シ ェ ア である .
出所 : 聞き取り調査お よ び会社資料より作成
は , 生活クラ ブ の仕様に従 っ て特定銘柄を生産し全農チ
キン フ ー ズを経由して販売して い る ほか , 群馬県 のA
コ ー プ へ は別の銘柄を生産 ･ 販売して い る .
自社販売は 一 般 ブ ロイラ ー が中心であり, 生協向けの
銘柄鶏の取引は卸売を経由して行われて い る . 生活クラ
ブとの 取引は契約価格が高く, 安定的であるため , 取引
を拡大する戟略が進め られてい る .
4･ イ ンテグレ ー シ ョ ン システムにおける主体開聞係
(1) 戦略グル ー プの形成
以上の ケ ー ス ス タ デ ィ か ら概ねイ ン テグ レ ー シ ョ ン の
程度, 販売チ ャ ネ ル の 選択と製品戦略の 3 つ の次元にお
い て規模別に戦略の類似点が見られ, 戦略グ ル ー プ の形
成が示唆された .
1) 大規模イ ン テ グレ ー タ - は 販売まで完全に統合せず,
卸売経由で, 小売と繋ぐところ に類似点が見てとれる .
大規模イン テ グ レ ー タ - は大手卸売と提携 し, 大手量
販店を中心に取引する ことによ っ て, 大手企業間によ
るイ ンテ グ レ ー シ ョ ン シス テ ム の形成が見られた.
2) 中堅インテ グ レ ー タ - は 卸売を内部化する傾向があ
り, 小売支援で 中小ス ー パ ー と捷携関係を結んで , 2,
3次加工等に よる付加価値追求戦略に共通点があり,
中堅同士 のイ ン テグ レ ー シ ョ ン シ ス テ ム の 形成と見な
すこ とが できる .
大規模イ ンテ グ レ ー タ - は 大量生産 ･ 大量販売を基本
戦略とし 加工品開発 の人材確保や コ ス ト の増大 などの
問題があることか ら, 加工比率を上げずに, 生肉を中心
に競争する こ とザ選択されやすい . 販売は大手卸売の販
路を利用し, 大手量販店 ･ 生協等の大口需要者と結ぶ こ
とで販売量を確保することにチ ャ ネル選択の戦略的意図
が隠されて い る .
中堅イ ン チグ レ ー タ - は価格競争を避けるため , 徹底
した差別化を図り･ 高品質訴求と2次加工 に よる付加価
値追求戦略をも っ て , 中堅ス ー パ ー ･ 外食を中心にとし
た独自の販売戦略が選択された.
こ の ように, 大規模や中規模イ ンチグ レ ー タ - が異な
る競争領域を見出し, 掻揚によりイ ンテグレ ー タ 一 間競
争からシス テ ム 間競争 に入り つ つ ある.
(2) インチクレ ー タ ー と小売の関係
小売主導型洗通 シス テ ム におい て大手量販店との 提携
は不安定になりやすい が, 大事量販店の 販売戦略に対応
した製品提案がで きれば, 提携関係が安定し, 生食用で
規模の優位性が維持できるで あろう. ま た, 製品投薬力
の も つ 卸売と提携する こと によ っ てそ の経営資源を補足
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する こ ともできる . 十文字の事例では , 全農チキ ン フ ー
ズと提携し, 全農チキ ン フ ー ズを適して大手量販店や生
協と つ なげて い る . (第3図を参照) この 提携にお い て ,
金農チキン フ ー ズ は販売先個々 に射し, 鶏僅から飼料肉
容, 飼養技術まで細かく捷案を行 っ て い る.
中堅イ ンテグ レ ー タ - は 独自の差別化製品をもっ て ,
仕入れ担当者の少ない 中小ス ー パ - と捷擁 して, 主導権
を握 っ て売り場構成ができれ ば, 競争領域も確保できる.
(第4図を参照) ア マ ダケ の 事例では中堅ス ー パ ー と捷
摸して , 各店舗に売り場提案を行い , 店舗 の 立地条件や
P O S デー タの 販売情報により品揃え, ブ ラ ン ド構成と加
工調理品の 品目の調整を行 っ て い る . こ の捷携には情報
の 開示が求められ , またイン チグ レ ー タ - の 売り場運営
能力も問われるが, 一 旦捷携で きれば安定した関係にな
りやすい . しかし, 中堅ス ー パ ー が大手ス - パ ー との 競
争にお い て競争力が減退すれば, 中堅イ ンチグ レ ー ダ ー
の 競争領域も減退する ことになるため, 競争力をも つ 地
域 一 番店との捷携が安定すると言えるであろう.
小規模イ ンチグ レ ー ク ー は競争力が弱く, 独自に販路
を開発するこ とが 困難であるが , 安全性水準を上げて ,
生協と提携関係を結ぶ ことがで きれば, 競争領域の 確保
も可能である . 生協との 提携は , 高品質生産が要求され ,
また安全性基準も厳 し い が, 生産者指定による全量契約
が多く, セ ッ ト出荷で, 部位調整間違がなく, リ ス クが
少な い と言える . 数量契約 一 部分出荷の場合もあるが ,
冷凍品が 一 般的であるため, ロ ス が少なく, また, 生協
側が余剰部位の加工販売にも ー 緒 にな っ て取り込むこと
が多い .
(3) インチクレ ー タ ー と生塵者の関係
場規模の 拡大で, 低 コ ス ト生産を実現し, 大手量販店と
捜携関係を結ぶことによ っ て , 安定した生産を実現した.
しかし, 児湯食鳥の ように, 銘柄化で差別化ができなけ
れば , 販売価格が低く抑えられ, 生産者との契約価格も
低くなりやす い .
中堅イ ン チグ レ ー タ - は付加価値追求戟略をと っ て ,
川下 へ の 提案を強化することによ っ て, 独自の 製品価値
を形成 し, 生産者と良 い 契約条件を結ぶ ことが普通で あ
る . 第1表の 伊達物産と児湯食鳥の場合は, 同じ 一 般 ブ
ロ イラ ー でも伊達物産の 方が キロ グ ラ ム 当たり141円と
児湯の134円より有利にな っ て い る . また, ア マ タ ケ は
銘柄率が高く, 直営によ る高品質生産により コ ス トが高
くなるが, 小売支授で独自性の ある製品を高く価格が設
定できる ことによ っ て, 生産 コ ス トも吸収できる .
小規模イン テグ レ ー タ 一 服生協と提携して, 生協側の
要求に対応した高品質生産がで きれば, 生協側がリ ス ク
を負うため, 生産者 に有利な契約生産ができる . 生協と
捷摸してい る小規模イ ンテ グ レ ー タ - の 契約価格が中堅
や大規模イ ン チグ レ ー タ - と比 べ ても高 い 水準にあり ,
利益 の確保がで きて い る . また, こ の提携関係にお い て ,
依存度が高い ほど契約価格が有利にな っ て, 生産者のみ
ならず組織 の収益性がより良 い ことが想定される . こ の
こ とはインチ グ レ ⊥ タ - と生産者との パ ー トナ ー シ ッ プ
の 関係を促進させ る ことになる . 首都圏 コ ー プ の 提携先
として 米沢郷牧橡l)があるが , 首都 圏コ ー プ へ の 取引依
存度が100%であり, 全量契約とな っ て い る ほか, 生鳥
の 契約価格と販売価格が首都圏コ ー プ と数量契約を して
い る ｢まで っ こチキン+ よりは高くな っ て い る .
しかし, 生協と提携の できない小親模農家ほ利益が不
安定で, 規模 の拡大が必要とされるが, 投資が多額で あ
大規模イ ンテグ レ ー タ - 特 に十文字 はリ ー ス に よ る農 るた め , 農家 に.
.
?る資金調達が困難で, イ ン チ グ レ ー
i.
第1表 規模別イ ンテ グ レ ー 夕 一 生産シネテム
イ ン テ グ レ - タ - 銘 柄 生 鳥契約価格(円/kg). 生産方式
大規模
児湯食鳥 ブ ロ イ ラ ー 134 契 約
十文字 某彩鶏 166- 170 リ ー ス ･ 直営 ･ 契約
中 堅
ア マ タケ
南部 どり 200
直 営南部 どり純鶏 240
南部どり赤か しわ 260
伊達物産
伊達鶏 185
契 約i(FC 145
7
'
ロ イ ラ ー 141
小規模
群馬鹿協チ キ ン はりま 219(生活ク ラ ブ向け) 契 約
まで っ こ チ キ ン 166- 170 (首萄澗 コ ー プ向け) 契 約
釆沢郷 231 契 約
注 :ま でっ こ チ キ ン は十文字が首都圏 コ ー プ対応 に別 に つ く っ た 生 産者組織である .
出所: 聴き耽り調査に より作成
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ク ー 投資 の リ ー ス 方式が選択されやす い . また , そうし
た小瀧模農家が生産か らの退出することが年々 増加 して
い るrPで , イ ン チ グ レ ー タ - が 直営 へ の転換で対応 しな
ければ, 生産規模の維持が難しくな っ て い る.
5. 結 び
鶏肉産業は市場の成熟化と輸入品の 増大によ っ て競争
が激化し, 加工業務用では輸入原料に対する依存度が高
い もの の , 生食用で は国産 - の依存度が高く, 付加価値
の 追求で銘柄化が進展した. イ ン テグ レ ー ク ー の 競争戦
略は大規模な経営体ほ ど, 生産の 合理化で規模の経済性
を追求して卸売会社と の契椅関係や 一 部卸売会社 へ の 資
本参加にとどま っ た･ とくに, 全農チキ ン フ ー ズ の よう
な大規模卸売会社は大型量販店 へ の 企画提案力が強く,
取引する量販店ごとの製品銘柄お よび生産シス テ ム を提
案するの が普通である.
それ に対 して , 中規模なイ ンチ グ レ ー ク ー は卸売段階
を統合化して, 中堅量販店 へ の企画提案力を強め る こと
によ っ て, 生産資材 ･ 生産 ･ 処理加工 ･ 卸売 の イ ンテ グ
レ ー シ ョ ンを シ ス テ ム化 しようとする指向がみられる .
さ らに, 需給調整と付加価値の 拡大戦略として, 加工部
門 へ の事業拡大をはかり , 製品開発を強める戦略もとら
れる ･ 小売支援を展開するイ ンチ グ レ ー タ - は
,
･ 各 店舗
の グレ ー ドにあ っ た品揃えや調理品の提案を行 っ て い る .
こ れらのイ ン チグ レ ー タ - は銘柄化と統合化に よ っ て付
加価値を形成して い る の で, 生産者との 契約条件 (取引
価格) が良 い の が普遍である . ま た, 鶏肉に 限定しな い
で , 多様な地域資源を利用して青果物 ･ 米な どの 耶 他
行 っ て い る･ しかし, 小規模イ ンテ グ レ ー タ - は 産直型
生協との 取引依存度を強めて, 安全性レ ベ ル を上げなが
ら坪当たり羽数を下げた飼養管理の 形態をと っ て い る .
以上 の ように, イ ン テ グ レ ー ダ ー は規模 に合 っ た競争
戦略をと っ て生存領域を確保し, 規模が小さ い ほ ど契約
価格か ら経営体の収益性が高い こ とが想定される . こ の
ことは･ 契約生産者との
'
/,
o
- トナ ー シ ッ プ の 関係を促進
させる ことになる ･ ま た
, 雀産着との 関係も契約価格の
高さは, 品質管理が しやすい直営生産の コ ス トの上昇を
吸収する ことが可能となる.
摘 要
本論文では, 鶏肉産業におけるイ ンテグ レ ー シ ョ ン の
主体間関係に つ い て, ケ ー ス ス タ デ ィ からイ ンテ グ レ ー
タ - を規模と海業行動によ っ て 掛洛グ ル ー プに分けて ,
イ ンチ グ レ ー タ - と小売, 生産者との 関係を分析し, パ
フ ォ ー マ ン ス を検討した.
大規模イ ンチ グ レ ー タ - は卸売会社と提携 して大型量
販店に対応した銘柄生産を行うの に好し, 中規模イ ンテ
グ レ ー タ - は 卸売段 階を競合して , 差別化製品をも っ て
中堅量販店 へ の 企画提案力を強める戟略をと っ て い る .
小規模イ ンチ グ レ ー タ - は生協組織との取引依存度を強
めて , 生協対応の銘柄生産を行 っ て い る. こ の ように,
イ ン テ グ レ ー タ - は規模 に合 っ た競争戦略をと っ て生存
領域を確保し, 規模が小さ い ほ ど契約価格が高く, 組織
の 収益性が良 い ことが想定され
●
る. こ の ことは契約生産
者との パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 関係を促進させ る こ とに なる.
(本稿 は2002年6月 フ ー ド シス テ ム 学会で の発表を再整
理し, 内容を充実させて完成させたもの である.)
注
1) M･E･ ポ ー タ ー は ｢競争の 戟略+ の 中で 以下 の よう
に定義した･ 一 つ の 産業 の 内部構造を分析する には,
まずすべ て の主要な競争業者の と っ て い る戦略の 特
徴を戦略の 次元 (垂直競合度 , 流通業者の 選択 , ブ
ラ ン ド指向度, コ ス ト面で の地位 , 力 (財政力及び
営業力) など) ごとに明らか にする必要がある . 莱
界内の 企業をその戦略の 次元上での 特徴によ っ て戦
略グ ル ー プ に分ける こ とができる. 戦略グ ル ー プ は
各戦略次元上で同じ, ある い は類似の 戦略を
L
t つ て
い る企業 グ ル ー プ である. 文献 [6] を参照.
2) 銘柄鶏の場合, 鶏種, 飼料肉容や由荷日齢などを変
える ことで異なるブラ ン ドを つ くりだす ことができ
る･ 差別化を図るため, 小売先ごとに異なる ブラ ン
ドセ対応するインテ グ レ ー ク ー が ある. 例えば純輝
ブ ラ ン ドはジ ャ ス コ の規格であり, 純輝赤鶏は純輝
とりより規格が高く設定されて い る.
3) 銘柄鶏の グレ ー ドが高ければ高 い ほ ど地鶏に近く,
価格が高くなるが, 飼 い にくく生産性が不安定で,
コ ス トが高くなる .
4) 米沢郷牧場は 山形県にある農事組合法人で, 首都圏
コ ー プと1975年より取引をして い る .
】
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第 10章 ｢鶏肉産業におけるブラ ン ド管理と フ ー ドシ ス テ ム+
張 秋柳* ･ 斎藤 修* *
(*千葉大学大学院自然科学研究科 ･ *
*千葉大学園芸学部)
1 . 課題 の設定
1980年代半ば以降､ 鶏肉産業では輸入品が急速に増加 し､ 国内消費も伸び 悩んだため供給
過剰による価格の低迷が続いた｡ 価格競争 を避 けるために中小規模の鶏肉イン テ グレ
ー タ - か
ら飼料や飼養形態などで の差別化をはか っ て銘柄鶏の開発と生産の拡大に入 っ た｡ こ の銘柄鶏
の 生産量が近年になっ て増加 し､ 多くのイ ンテ グレ ー タ - で は取引先に対応 した ブラン ド管理
が見られるようになり､ またインテ グレ ー タ 一 によ っ ては地鶏を入れた経営シ ス テ ムも見られ
るようになっ た｡ 輸入品と対抗するために国産鶏肉の高品質と安全性志向の高まりは､ これま
で の差別化とは異な っ た資材 一 生産 - 販売の シ ス テム 的な優位性が課題となっ てきたQ また､
ブラ ン ド化はイ ンテ グレ ー タ - サイ ドからだけでなく ､ 大型量販店サイ ドからの P B に近い製
品開発 との調整も発生 してくる｡
そ こで ､ 本報告はフ ー ドシ ス テム の視点か ら鶏肉産業にお けるイ ンテ グレ
ー タ 一 によるブラ
ン ド化 の経営戦略に注目 し､ 差別化の要因､ ブラン ドの 増殖と管理､ フ ー ドシ ス テ ムとの 関連
を明らか にするこ とで課題に接近することにする｡ なお ､ イ ンチ グレ ー タ - のブラン ド管理に
っ いて は ､ ケ ー ス ス タディを実施 した｡
2 . イ ン テ グ レ ー タ 一 に よるブラ ン ド化と シ ス テム 的な優位性
(1) 鶏肉産業における差別化と製品開発
国産鶏肉は輸入量の増大に対抗して ､ 銘柄鶏の シ ェ アは89年の 8･ 8%から02年に 25･ 1%
にまで増加 し､ 地鶏も 1%程度の シ ェ アにな っ た｡ 市場の相場に大きく左右されない銘柄鶏の
生産で利益を確保 しようとする目的で ､ 中小規模インテ グレ
ー タ - が中心に展開された｡ この
銘柄生産は当初休薬期間の延長や地養素の添加を差別化要因として品質の改善をはかるような
もの が中心であ っ たが ､ の ち飼料か ら動物性蛋白質の 除去､ さらに安全性を追及して ､ N o n
G M O･ PH F飼料の使用や全期間無薬飼育 (抗生物質を含む) が導入され ､ 生協や
一 部の量
販店との取引で は生産者指定で坪当たり羽数の制限まで入っ たo さらにイ ンチグレ
ー タ - は取
引先 からの製品開発や品揃えに対応 して ､ より差別性の高い赤鶏の導入 ､ さらにJ AS規格 の地
鶏の導入を行っ た｡ こ うして飼料､ 飼養形態､ 鶏種などの差別化要因を組み合わせて差別的な
優位性 を実現するための 生産シ ス テム が設計され るようになっ た｡
(2) ブラン ドの差別化要因とブラ ン ドの増殖
イ ンチ グレ ー タ - は銘柄鶏を中心 にブラン ド数を増加することによっ て取引先を拡大したり､
価格帯に対応 した品揃えの必要が高まり､ (a) 既存ブラ ン ドの 改善と(ら) 新たにブラ ン ドの
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形成という二 つ の方法で実施された ｡ (a) の既存ブラン ドの改善に 臥 また飼料と飼育管理の
仕方とい う二 つ の差別化要因が 関係 し､ イ ンテ グレ ー タ - の戦略によ っ て いくつ か の差別化の
方法が選択できる｡ ①安全性重視からN o n GM O I P H F飼料の使用や長期あるい は全期間
無薬飼料に よる飼育を行うこ とが ある｡ また､ ②飼料に各種 の栄養素の添加 の方法もある｡ た
とえば､ 有用菌やカテ キン の添加で鶏が病気にかかりにくく ､ 脂肪分の少ない - ル シ - な鶏肉
をつ くる ことや､ 地養索 ･ ビタ ミン ･ 海草粉末等 の添加で肉の色や味 ､ 栄養分の改善をは かる
などの ことが行われた｡ 後者の 方が 比較的に入りやすい こ ともありもっ とも早い時期に多くの
イン テグ レ ー タ 一 に よ っ て取り入れられてきた｡ ③飼育管理にお い て ､ 一 般若鶏より飼育日数
l
を延長 し､ 坪当たりの飼育羽数を減ら して鶏に運動するス ペ ー ス を与え､ 鶏肉の 味 ･ 歯ごたえ
を改善する方牡がある｡ また､ 飼育環境に関して は2段鶏舎､ 平飼い ､ 放 し飼 いか の選択が あ
り､ 換気や環境コ ン ト ロ ー ル の仕方 も差別化の要因になる｡ (b) の 新たなブラン ドの形成に関
して ､ も っ と差別化を追求 地鶏などの鶏種の選択が ある｡ まず肉用鶏種か在来鶏
種 (地鶏) かの選択の ほか ､ 肉用鶏種にお いても比較的に飼育しやすい 白鶏と ､ 差別化 の程度
が高くなる赤鶏があり､ さらにそ の程度が高くなるの は地鶏であるが ､ こ の差別化では生産の
非効率化や P Sデ ー タの低下がみられ るo その ため､ 有利な価格形成をは かるには販売先との
提携が必要に なる｡
イ ンテ グレ ー タ ー がブラ ン ド増殖を展開するに は､ 差別化要因を組み合わ せる ことになり ､
大規模イ ンテ グレ ー タ 一 によ っ て は ､ 大量生産 の できる白鶏を中J[♪にブラ ン ド数を増加 させ る
傾向があり､ ブラン ド比率が 40 %以下に維持する場合が多い ｡ また､ 中規模なイ ンチ グレ
ー タ
- は より付加価値を追求するため ､ ブ ラン ド比率を向上させ ､ 100%に達 して いるケ ー ス もみ
られる｡ さらに付加価値を高めようとすれば､ JA S規格の地鶏の割合を高めたり ､ 赤鶏の割合
を高めるこ とによ っ て ､ 一 般鶏 (ブ ロ イラ -) や白鶏の割合を低下させて い る. 中小規模のイ
ンテ グレ ー タ 一 による最近の ブラン ド化 には､ ト レ ー サビリテ ィや表示の ために差別化要因の
あまりない 生産シ ス テ ム も対象にな っ て い る｡
イ ンテグ レ ー タ 一 にと っ てブラ ン ド数を増加する土とは､ 鶏舎 一 処理場の情報化､ 販売計画
と生産計画の緊密化が必要になり､ さらに取引先ごとのブラ ン ドの 品揃 えや提案には ､ 川下と
の連携した営業活動によっ てブラ ン ド管理を強くすることが条件になる｡ しばしば､ 取引先か
らの ブラン ド化の要求に対 して ､ ブラン ド数が多くなるなら､ あるブラン ドを別のブラン ド名
で販売する方法もとられる｡ また､ 量販店か らの P B に近い ブラ ン ド化の要求に対 して は､ 相
手先か らの取引条件が遵守され るが､ 需給調整や在庫管理 のリ ス クが全面的に取引先に転嫁さ
れるわけではない ｡ ただし､ 差別性 の 高いブラ ン ドでは､ 部位間の需給調整は ､ セ ッ ト販売の
方式で取引先が負担する原則が貫かれ る場合もみられる｡
3 . イ ン テ グ レ ー タ - の ブラ ン ド化の戦略と管理 - ケ ー ス ス タディか
ら
(1) 十文字チキン フ ー ズ (岩手県)
十文字チキ ン フ ー ズは大規模イ ンテ グ レ ー タ - と して卸売機能を担う全農チキン フ
ー ズとの
連携を強めて ､ 7 つ の ブラン ドを形成 し銘柄率が52%にな っ て い る｡ それぞれの ブラ ン ドは飼
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養形態､ 飼料の特徴､ 取引先が異なっ てい るが､ 中心となる彩菜どりをベ ー ス として白鶏で大
手量販店向けに開発された｡ しか し､ 取引先からの 要求が強ま っ て ､
′ さらに差別性の 高い赤鶏
の生産で 2 つ の ブラ ン ドや生協向けに集約管理が可能な小規模生産者を担 い手としたブラン ド
を形成 した｡ 7 つ の ブラン ド化には卸売を担う全農チキンフ ー ズが量販店と産地の 間に入 っ て
コ - ディネ 一 夕 - と して の役割を担 っ て い るo 収益的には赤鶏の ブラン ドの収益性は低いが､
白鶏 の 5 ブラ ン ドで利益を維持 して い るo 生産 コ ス トの水準は彩菜どりを100とすると赤鶏は
150 から160と高くなり ､ P Sデ ー タは 2 20 から 140程度まで低下する ことに なる｡ 生鳥の 買
取価格は k g当たり140円から179 円に上昇してもメリ ッ トが小さくなる｡
(2) 丸木 (オン ダン農協) (徳島県)
丸本は中規模なイ ンチ グレ ー タ - であり加工業務用の事業拡大を展開 し､ 戦略的に JA S規格
の地鶏である阿波尾鶏を導入 して ､ 外食 ･ 量販店 - の販路拡大を展開した｡ ブラ ン ドほ阿波彩
どりをベ ー ス として ､ もう - つ の阿波元気どりは特定量販店の P B であり､ 合計3ブラン ドに
なり､ ブラン ド化率は 100%である｡ 阿波彩尾鶏ほ飼育期間が 83日以上と長く , 坪当たり飼
養羽数も 33羽と少ない が､ ほかの地鶏と比較すれば､ 生産シ ス テム は効率的で あっ た.
一 般
の銘柄鶏と阿波尾鶏を比較すると飼料要求率が 0.5 - 0.7と悪化するため ､ P Sデ
ー タでは阿波
尾鶏が 100程度も低下する｡ しか し､ - 羽当たりの 収益性では 50円 - 70円阿波尾鶏が高くな
るo こ のイ ンテ グレ ー タ - では ､ 部位間の需給調整を加工品の 開発によ っ てお り､ こ の ことは
全体的に収益性の改善につ なが っ て い る｡ 販売 シ ス テム は卸売会社へ の依存度が高いが ､ 大手
外食企業との連携や提案力の強化に は新設 した東京の営業所が対応 してい る｡
(3) ア マタケ (岩手県)
ア マ タ ケは中規模なインテ グレ ー タ - と してブラン ド化と卸売機能の統合化､ 小売支援シ ス
テ ム の構築をはか っ てきた｡ 初めは南部どりをベ ー ス と して高級量販店の P B- の 取組み､ レ
ベ ル の高い赤鶏で 2 つ の銘柄鶏のブラン ド化に入り､ ブラン ド化率は 100%に達 して いる｡ さ
らにその 上の ブラ ン ド化は地鶏よりもカモ の導入で差別化 し､ 国産では40% 程度の シ ェ アが確
保 されて い る｡ こ のイ ンテグ レ ー タ - では ､ 営業活動を展開することによ っ て卸売機能の 統合
化を展開 し､ 首都圏の 中堅ス ー パ ー の 約1300店で の小売支援を実施 して い る｡ こ の ことによ
っ て産地サイ ドで有利な取引価格の形成につ なが り､ 店舗でも立地条件や客単価によ っ て 4 つ
の ブラン ドの組み立て に入 っ て い る｡ こう したことから､.生産者との ブラン ドの成長価格は高
位に設定され ､ 収益的で あるが､ 赤か しわの月間羽数はわずか に5万羽にすぎず､ 出荷日令80
日と長く ､ 非効率的で ある｡
4 ､ 結びにか えて - ブラ ン ド管理の 限界と課題
鶏肉のブラン ド化で はイ ンテ グレ - シ ョ ンが進展 して いることから､ 鶏舎と処理加工場まで
の管理が統制されて い るが､ ブラン ド数の増加と量販店などか らの 生産シ ス テ ム - の要求によ
っ て処理加工場の非効率性や分別管理の徹底の必要性が発生するo また､ レギ ュ ラ
ー の 一 般鶏
か ら 地鶏と高級化するたっれて生産性が低下するため､ 取引先との需給調整や取
引価格の形成が重要な問題となるo また ､ 流通段階におけるブラン ド管理 はイ ンテ グレ
ー タ -
が卸売機能の統合化や小売支援を強化することによ っ て進展 しやすく､ 卸売会社 - の依存度が
高い 場合には ､ 情報の共有化や卸売会社の コ ー ディネ
ー タ - としての役割が必要になる｡ 地鶏
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では生産の担い 手の 規模が小さく ､ また販路拡大が しにく いた めに地域内の 消費に限定されや
すい｡ 量販店の PB化戦略の強まりは ､ イ ンテ グレ ー タ - の ブラ ン ド化戦略との コ ンフリク トを
発生させやすくす るであろう｡ また､ 多く の取引先に限定されたブラン ドであれば､ コ アとな
るブラ ン ドを形成しておい て飼料内容や飼育期間をわずかに変更するにと どめ ､ 場合に よ っ て
はほぼ同 一 のブラン ドを別ブラ ン ドとす る場合もみられるo こう した ことから生産から販売ま
での ブラ ン ド管理が フ ー ドシ ス テ ム の視点から重要な課題となっ てく る｡
_ _ _ _ 姐 ド化率
千羽 t
800 00 0
7(〕0 00 0
600 00 0
50 0 00 0
40 0 00 0
30 0 00 0
20 0 00 0
1 0 0 00 0
0
㌔ 輸入量
ブロ イラ ー
銘柄蔑 地鶏
6 00 0 00
5 00 0 00
400 00
3 00 0 00
2 00 0 00
1 00 0 00
0
8 9年度94年度9 9年度o2年度
第1図 . 国内鶏肉生産と輸入量 推移
出所 :農林水産省｢食鳥流通統計J, 食鳥協会｢銘柄
鶏と地鶏調査表+, 財務省｢貿易続計+より作成
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ブランド数レ ー ク - ( 唯円) .壬 ブランドの 特徴
Å故 350 21% 4 一 般簸をベ ー ス に. 白鶏を
B社 334 52% 7 中心に複敦ブランドで晶輸
C社 250 63%* 2 え;オランL[.籍と 一 般鶏との
D社 251 28% 3 差別 ･(
'
Eあ東涯があまり高くな
1
E社 19L 22% 2い :1
F社 165 100% 4 ブランド比率が相対的に高
G社 135 100% 3 い;癖殊ブランド(池亀や赤
F[社 129 60% 7 籍等差馴化の 鎧度の 高いも
J 社 90 45% 3 の)が高い シ ェ アをもつ;全
K社 80 8L% 3 体的に差別化の 程度が高
L社 61 66% 3 い:
M 杜 40 1 00% 3 ブランド比 率が高い;自薦プ
N社 39 LOO % 2 ランドを中心 に生産 ＋ごく少
○社 3L 100% 3 畳の 差別化の 程度の 高いプ
P社 7 100% 2 ランド
出所:日本食鳥協会｢国産銘柄簸 ハ ンドプγ ク+, r日本食鳥協会会員名
棒+ より作成｡
c注:C社がブランド比 率が高くなっ てい るの は従来の 一 般鶏をプラン 押
付けてブランドとしたため である｡ 線種. 飼養形態. 飼料にお いてあ
まり従来と変化がなく, それ を除くとブランド比 率が10%まで 低下する:
B社は取引先の要求に対応した 品揃えでブランドを増や したが,52%
うち7割が 一 般勢I
_
=近い差別 化の 程度の 低いもの である｡
第2表 十文字チキンフ ー ズ の ブランド構成､ 生産性とコスト
ブランド名 シ ェ ･飼育形態 飼料特徴 仕向け 鶏種 生産性 コ スト
①赤どりNo nGM O
4%
7 0日 ､ 平飼 い No nG M O
･ P H F飼料､ 無
薬 ､ C量販店 赤
P S 14 0
1 60
②純輝赤どり 羽数制限
49羽/ 坪以
下 無薬､
E M菌添加 A量販店 赤 1 50
③こくみ鶏 7%
48- 54羽/秤.以下､
65
日以上､ 生産者指定
無薬､ 指定配合､ 後期飼料
に天然酵母配合
Y量販店 白 P S170 1 40
④Non
‾
GMO 純輝 4% 平飼い
No nG MO･ PH F飼料 ､ 無
薬 ､
A量販店､ B生 白 P S 2 00
⑤まで っ こ
3 7%
夏4 3- 54羽/坪以下､
冬4 6- 5 0羽/坪以下､
58日､ 指定車産着
無薬､ 生菌材添加 s生協 白
PS22 0
1 15
⑥純輝 - 般 羽数制限49羽/ 坪以 無薬､ 植物性蛋白飼料使用A量販店 白 1 10
⑦菜彩どり. 49
- 65日 ､ 無薬､ ビタミン E強化 一 般取引先･ 白 1 00
⑧⊥ 般鶏 48 %
40 - 55日 ､ 平均60羽/
秤 植物性蛋白飼料中心
一 般取引先 白 9 0
出所:聞き取り調査により作成Q
注:コ ストに関して菜彩どりを100とする場合の 相対数値である｡
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第 11章 ｢鶏肉生産 シ ス テ ム の 再編課題 一 契約 と直営､ 農業と の連携+
斎藤修 ･ 張秋柳
1 ､ 課題 の 設定と問題 の 構図
鶏肉の 生産 シ ス テ ム は再編期にさ しかか っ て い る｡ こ れまで 旧産地で は ､ 農家を担 い手
と してきた伝統的な契約生産 シ ス テ ム が存続 し､ 後発産地で は生産規模の 拡大 を急速には
か るためにイ ンテ グレ ー タ - は鶏舎など - の 投資をは かり､ 生産者にその 管理 をまかせ る
委託生産 シ ス テ ム を採用 してきた. もう 一 つ の 生産 シ ス テ ム は ､ 会社直営 (所有型) で あ
り ､ 今後安全性や品質水準の 向上 を図るの に採用 され る可能性 がある｡ この 3 つ の 生産 シ
ス テ ム の どれか 1 つ をイ ン テ グレ ー タ - が選択するというの で はなく ､ 農場 の規模や経営
の 条件を配慮 して複数の 生産 シ ス テ ム を組み合せ て い るの が普通で ある｡
こ の 生産 シ ス テ ム 特に契約生産 シ ス テ ム は､ 生産の 担い 手の 高齢化､ 効率的で環境 コ ン
ト ロ ー ル できる鶏舎 - 投資の 必要性 ､ な どによ っ て効率的で はなくな っ てきて い る｡ しか
し､ 会社直営の 生産シ ス テム で は､ 社員の 給与水準か らい っ て労働コ ス トが増大 してイ ン
テ グ レ ー タ - の 収益性 を減退 させ る要因となる ことが懸念されて い る ｡ こ の 生産 の抱 い 手
の 高齢化 は ､ 契約 生産者 の所得を比較的高位に維持 してきたイ ンテ グ レ ー タ - で は ､ 後継
者が維持 されて い る場合もあるが ､ 多く の 生産者は高齢化によ っ て 生産か ら離脱せ ざるを
えなく なっ てきて い る｡
鶏肉生産は ､ 一 般の農業生産と異なり筋骨労働が少なく ､ また捕鳥､ 鶏糞処理や洗浄作
業な どが ､ イ ン チ グ レ ー タ - や関係業者 - の 外部化が進展 して い るこ とも あっ て高齢化 し
ても対応するこ とがで きた｡ また ､ 生産計画 に つ い てもイ ン テ グ レ ー タ - の フ ィ ー ル ドサ
ー ビ ス の サポ ー トがあるため､ 作業管理 は標準化 してきた経緯が ある｡ それ で も6 5歳､
さらに7 0歳 を超 えると生産者によ っ て集中的な管理や情報化 - の 対応 の遅れ がみ られる
よう になる｡ 委託生産方式でも高齢化の 問題は同 じで あり､ 農場の 所有がイ ンテ グレ ー タ
一 にあるため生産 の担 い 手の変更が契約生産と こ とな っ て可能で は ある ｡ しか し､ これま
で生産を担当 してきた経営者か らすると ､ 生産効率が悪い か らといっ て経営者の 交代に は
抵抗があるo またイ ンテ グレ ー タ - も経営者が高齢化 しても生産効率が良けれ ば､ 交代さ
せ る ことは得策で はない と考えるであろう｡ また､ 会社の 直営生産で は､ 社員の 定年制は
取 りやす い として も ､ 人事異動や年齢が 高ま るに つ れて の コ ス トア ッ プを配慮 しなければ
ならなく なる｡
こ の ようにそれぞれ の 生産 シ ス テ ム は固有の 問題 をか か えて い るが ､ イ ン チ グ レ ー タ -
は生産 シ ス テ ム に対応 してブラ ン ドを分担 し､ 生産効率を上げるための イ ン セ ン テ ィ ブな
報酬 シ ス テ ム を契約条件に盛り込む ように なっ た｡ また ､ 契約生産者はイ ン チ グ レ ー タ 一
にと っ て ｢下請 け生産+ という意識でみ られてきた場合 もあるが ､ 両者の 連携 を強め るこ
とに なれば､ イ ン テ グ レ ー タ - の 構成員で あり ､ 生産者の 効率性 の 高さは ､ イ ン チ グ レ ー
タ 一 にと っ て も コ ス トを下げる こ とができ るとい う ことでメリ ッ トも大き い で あろう ｡ こ
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こ では生産 シ ス テ ム の 特異性 ､ 報酬 シ ス テ ム: 経営の継承に つ い て検討す る こ とにする o
地域の イ ンテ グレ ーLタ - が他 の 畜産分野や耕種部門との 関係 を強め る戦略を持 つ ように
な っ た の は ､ 糞尿処理を契機と して い る場合も多い が ､ 地域の 食品企業と して 多角化戦略
の展 開や農業と実需者を つ な ぐコ ー ディネ ー タ ー と して の社会的な役割の 認識が必要 とな
つ たか らで ある ｡
農業サイ ドの担 い 手 は ､ 農協と農業生産法人が 中心 となるが , 実需者となる川中 ･ 川 下
の食品企業の連携が弱く ､ さらに食品企業は ｢農業を支配 しようとす る悪者+ とい う認識
が強か っ た ｡ と いう のもイ ンテ グ レ ー シ ョ ン という言葉は ､ 経済学的に は経済主体が異 な
る流通段階にま冬が っ て統合化す る行動で あるが ､ 伝統的 に ｢農外資本の農業支配の 一 形
態+ と いう理解が研究者間で なされ ､ イ ンテ グ レ ー シ ョ ン とい う言葉に特別 な意味合い を
持たせ てきたか らで ある. これまでイ ン テ グ レ ー タ - の タイ プは ､ 商社系 ､ 全農系 ､ ロ ー
カ ル イ ン チ グ レ ー タ - の 3 つ であ っ たが ､ 地域に基盤 を置く ロ ー カ ルイ ン テ グ レ ー タ - の
役割が強く な っ た｡ また ､ 商社系 でもイ ン テ グレ ー タ - の 販売や経 営戦略の 独自性 が強く
なり ､ 三井系の イ ンテ グレ ー タ - で は早くか ら自立 した し ､ 三菱系 で は ､ 飼料や販売チ ャ
ネル が出資関係か ら制約 されて い るが ､ 地元で の販売チ ャ ネル の管理や 一 部の加 工品 の 開
発 は自由にな っ て い る ｡
全農系でも系統農協と して 一 体的に行動す る県組織は ､ 南九州 の 2県が 中心で あり ､ 岩
手県連は十文字チキ ン との 資本提携と権限の 委譲を選択 した し､ 専門農協で は ｢本丸は協
同組合+ でも ､ 事業部制や 分社化 の方式をと っ てきた o 他方 ､ ロ ー カ ル イ ン テ グ レ ー タ -
側で は ､ 補助金の 獲得や協同事業と して の展開を配慮 して農協組織をイ ン テ グ レ ー シ ョ ン
に埋 め込む 場合もみられ る｡ ロ ー カ ル イ ンテ グレ ー タ - の 中には ､ ①養鶏農家､ ②集荷業
者､ ③廃鶏業者, ④飼料 ･ 穀物取扱業者などか ら､ 成長 した タイ プがあり ､ もともと地域
の生産者と の 関係が深 い の が普通 で あり､ 他部門 - の 多角化や提携関係 を作りやすい 立場
に い る ｡ ③の 廃鶏か ら出発 したタイ プで は ､ 加工部門 の統合化や製品開発 の 設置に よ っ て
付加価値をつ けるために取引先 - の 提案力をつ けて い る ｡ ④で は ､ 飼料以外 に穀物の 取扱
があっ て農産物の 販売経験があるの で販売チ ャ ネル を形成 しやす い ｡ さらにイ ンテ グレ ー
タ 一 に よ っ て は鶏肉か ら加工部門を充実 して ､ さらに総合的な食品企業を目指すイ ンテ グ
レ ふ タ 一 にと っ て地域の農業との 関係 を再編 しておく こ とが ､ イ ン テ グ レ ー シ ョ ン の シ ス
テ ム を完成させ る こ とで もある ｡
農業との 連携は､ ①別会社に よ る農業生産法人の 育成 ､ ②地域の 自治体 ･ 農協組織 な
どとの資本提携､ ③継続的な取引に よる取引克との連携､ などのタイプか ある｡ こ こでは ､
①の 事例と して新地グリ ー ン フ ァ ー ム (旧伊達物産)､ ジ ャ パ ン フ ァ ー ム ､ ①プ ラ ス ②の タ
イ プ として ア マ タ ケが ある｡ また ､ ③糞尿処 理 の 問題 を野菜産地との連携で解決 した但馬
フ ー ズをとり あげるこ とにす る｡ 鶏 肉のイ ンテ グレ ー タ 一 にと っ て農業生産技術や経営 シ
ス テ ム に つ い て の 知識 に欠 けて い るが ､ もともと農業生産者 である契約生産者 で あるの で
野菜や米の 生産技術を持 っ て い る の が 普通 で ある ｡ しか し､ イ ンテ グ レ ー タ - は川下 ･ 川
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中の食品企業に農産物を斡旋するだけで なく ､ 自ら加 工 部門をもつ ことによ っ て チ ェ ー ン
の 関係 をつ く る こ とも可能である｡ つ ま りイ ン テ グ レ ー タ - が も っ て い る経営資渡 を活用
する ことで ､ 農業 へ の支援を強め､ 担い 手の 育成に貢献す る こ とになる｡
2
､ 鶏肉の イ ン テ グ レ ー シ ョ ン と生産 シ ス テ ム の 特異性と選択
(1) アメ リカにお ける教訓
契約生産の 担い 手は､ 伝統的な家族労働力で あり､ この 家族労働力が集約的な管理 に向
い て おり､ また鶏舎や土地 - の投資とヒ ナと飼料の イ ンテ グ レ ー タ - か らの 購入を原則と
して きた ｡ 初期 にお い て は生産者の規模が 小さく ､ 投資額が それほ ど大きく なか っ た ｡ ま
た ､ 鶏肉生産 の 高収益性 に誘発され て ､ 多く の農家が参入 した｡ とく に ､ 土地条件の 悪い
旧産地の但馬 ､ 徳島で は ､ 小規模農家にと っ て 有利 な部門で あっ たo しか し､ 生産規模の
拡大が進むに つ れ て ､ 家族経営が捕鳥や除糞をするための ､ 労働ピ ー ク を乗り切 る こ とが
限界 となり ､ イ ンチ グレ ー タ - やそ の 関連業者が担当す るこ とにな っ たo また こ の 作業の
外部化は ､ 女性を主たる担い 手と した小規模経営を存続させた｡
アメ リカ のお ける契約生産の 大きな転換は ､ 生産者との 保証方式による契約が､ 生産者
間の 効率性 の格差 を生み 出し､ 生産性 の 高い生産者にボ ー ナ ス の形で高い報酬 を支払うシ
ス テ ム が必 要にな っ たo アメリカで は ､ こ の ボ ー ナ ス の 支払 い は ､ 飼料要求率や生鳥重量
が 指標 に なっ て ､ 契約条件ができた が ､ ベ ー ス となる保証額とボ ー ナス の割合 が問題とな
つ た ｡ すなはち､ イ ン テ グレ ー タ - は契約生産者の 生産性 を引き上げて ､ 効率的 にす るに
は ､ ベ ー ス とな る保証額をさげてボ ー ナ ス の 割合を上げる ことが課題とな っ た ｡ 特に死亡
率が技術革新に よ っ て大きく低 下することにな っ たの で ､ 飼料要求率によっ て規定されや
すく なっ た｡ しか し､ 契約生産者による飼料要求率の 追求は ､ ブ ロ イ ラ ー の 小型化 にない
やす い ため ､ 処理加 工場で は重量に よる価格条件 を設定する の が普通で ある｡ 生産性の 良
好な契約生産者は ､ 収益を投資に回 し､ さらに効率的は鶏舎の 改造 に入 るかで あろう｡ こ
の ような展開は ､ 契約生産者とイ ン テ グレ ー タ - ともにメ リ ッ トがある ｡ しか し､ 契約生
産者の生産性格差が拡大する こ とによ っ て非効率な生産者の離脱が促進され ることにな る｡
(2) 契約生産 シ ス テ ム とイ ン セ ンテ ィ ブな報酬 シ ス テ ム
わが国で は ､ イ ン テ グ レ ー タ - と契約生産者の 関係 は ､ 飼料価格の 変動を短期的に被ら
な い よう にイ ン テ グ レ ー タ - がそ の リ ス ク を吸収する方式が ､ オイ ル γ ヨ ツ ク以後にみら
れるように なっ た o こ の 方式の 採用 は､ 契約生産者をひき つ ける条件に なっ たo また ､ 飼
料要求率､ 死 亡率 ､ 増体などに よるボ ー ナ ス の 支払 い は これまでもみられたが ､ 体系的な
展 開は ､ 南九州で み られた o 一 般 にイ ン テ グレ ー タ - と生産者との 生鳥で の 契約価格は ､
一 般鶏か銘柄鶏が ､ 設定される飼料価格､ イ ンテ グレ ー タ - の とる経営戦略な どに よ っ て
異な り､ 良 g 当た り 140 円程度から額売価格に高い 銘柄鶏 では 200円を超 えるケ ー ス もみ
られ るo また ､ こ れまでイ ンテ グ レ ー タ 一 間の 競争が ､ 契約生産者の 奪 い合 い と なっ て契
約生産者が競争関係 にあるイ ン チ グレ ー タ - - 移動す るこ とが あっ た の で ､ こ の 移動を阻
止 す るために飼料価格が高位に設定され た経過が ある｡ 経営規模の拡大に よ っ て農家所得
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の 向上と安定化 を図る ことが イ ン テ グ レ ー タ - 側 の 経営戦略とな っ た｡ こ の 規模拡大に は
投資額が増大 し､ 家族経営の 投資限界を超 えた ことか らイ ンテ グ レ ー タ - 側 が ､ 鶏舎など
- の 投資に入 っ た o さらに ､ 繍鳥､ 除糞 ､ 洗浄などの 作業をイ ンテ グレ ー タ - 側が 担当す
る ことに よ っ て生産者の 規模拡大と委託生産方式 - の 移行が進展する こ とに な っ た｡
それぞれの イ ンテ グレ ー タ - は ､ 契約生産者の 生産性 の格差 が拡大する に つ れて 一 律の
取引条件で ほ ､ 全体の 効率性 を改善できない ことが理解され る よ うになり ､ イ ンセ ンテ ィ
プな報酬 シ ス テ ム をどの よう に設計す るかが検討され るよう に な っ た｡ 生産性の 高い 契約
生産者に 臥 報酬 シ ス テ ム を改善す るこ とによ っ て さらに効率性 を追求す る こ とが ､ イ ン
テ グ レ ー タ 一 にと っ て もメ リ ッ トが 大き い の で ある｡
飼料要求率､ 死亡率 ､ 増体などが 生産性を規定 し､ これまでも PSデ ー タ に よ っ て生産性
を分析 ･ 評価してきた｡ それ以外 にも安定供給や衛生管理 の た め のイ ン セ ン テ ィ ブも配慮
して報酬 シ ス テム が設計されて い るoP Sデ ー タも鶏舎の形態 ､地域悼(特 に南九州と東北)､
種鶏などによ っ て変化す るの が 普通 で あるo イ ンテ グ レ ー タ - で は ､ 死 亡率 の 減少 にとも
な っ て飼料要求率や増体の 規定性が 強く な っ て い るo しか し､ 夏場の 高 温 によ っ て 九州 山
地 にお ける死 亡率が上昇 し､ 生産 の 非効率化を招 い て い る○ こ の こ とは東北部の 産地 が相
対的に有利 に なる条件ともなり､ さらに環境統御型 の鶏舎が導入 され るこ とで ､ こ の 有利
性 が さらに増大す るで あろ う｡ また ､ こ の環境統御型 の鶏舎は投資額が増大 させ る こ とか
ら､ こ の 導入 を契機と して ､ 契約生産か ら委託生産 - の転換が進展する こ とになる｡
イ ンテ グ レ ー タ - は夏場 の高温が生産効率を悪化させ ､ 生産効率 を引き上 げるため に ､I
p Sデ ー タ ､ 産肉量などに よ っ て報酬 シ ス テ ムを組み立てる よう にな っ た ｡ ボ ー ナ ス の 基準
は ､ 単純 に平均値にするの では なく ､ それ を上回る数値を基準とする の が普通で ある｡ 倣
に契約価格をkg当た り134と してボ ー ナ ス が5 円とすると生産者 の所得は か なり改善され
るで あろうo 飼料要求率が o･o5改善さ■れ る ことによ っ て ボ ー ナ ス が k gO.5 円上昇す る こ
とで ､ 契約価格か ら飼料､ ヒ ナの コ ス トを引 い た収益に及 ぼす影響は大き い であろう｡ ボ
- ナ ス によ っ て は ､ PSに坪当た り産肉量を加味した指標を利用す る場合では ､ やは りk g
o･5 円の役割は大き い o これ に ､ 夏場 の供給量を維持するために ､ 一 日当たり の増体につ い
て の ボ ー ナ ス を埋 めこみ ､ また衛生面 の 改善の誘導と して足 の モ ミ ジに プ レ ミア ム をつ け
る場合もあるo モ ミジは中国など - の小規模まがら輸出産業で あ るが､ こ こ での 鶏舎の 衛
生管理を徹底 しようとすれば､ この よう なプ レ ミア ム の つ け方 で衛生管理 の 改善を図る こ
とに つ なげて い る｡
この ボ ー ナ ス に よる体系的な報酬 シ ス テ ム の 導入 は ､ 利益 の 蓄積に よ っ て ①鶏舎 - の 部
分的な投資､ 特に換気扇 ､ カ ー テ ン な どの施設 の改善､ ②新型 の環境統御型鶏舎 - の転換
- の投資を促進す るこ とに なるo ある い は ､ ③放棄された農場 の 購入 に よ っ て規模拡大が
はか られ る場合もあるo こ の ような規模拡大に よ っ て家族 労働力 だ けで なく ､ 雇用が 必要
なり ､ パ ー トか ら常雇 の確保が条件に なる o 複数農場を持 っ て ､ 雇用人数を安定的に安定
的に確保 しようすれば､ 農 業生産法人 と して経営形態を転換す る行動もとられ る｡ と は い
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っ て も､ 農業生産法人も契約生産者とい う性格か ら自由なマ ー ケテ イ ン グ戦略空間をも っ
て は い ない ｡ また ､ 生産者の 生産計画 はイ ン テ グ レ ー タ - の 販売計画に対応 して ､ フ ィ ー
ル ドサ ー ビ ス の 担当者とともに作成す る こ とか らす ると､ マ ニ ュ ア ル化 しやすい 内容で あ
る｡
む しろ ､ こ の 農業生産法人 は鶏肉以外の 分野 に多角化す るこ とが期待 されて お い る｡ 特
に鶏糞の処理や耕種農家との 連携を配慮 してア グリ事業部を機能させようとす ると､ そ の
担 い手と して農業生産法人の 役割が重要になる｡
(3) 委託生産 シ ス テ ム の 拡大と農場の継承
生産者の 高齢化 によ っ て契約生産か ら委託生産 に移行するケ ー ス があり ､ 農場をイ ンテ
ル グ レ ー タ - が購入 して ､ これまで の生産者とは委託生産 の 関係になっ て ､ 保証と効率性
にもとづ い た報酬が支払われ るよう になる｡ この 移行 によ っ て生産者の 利益は ､ 減少 しや
すく なるが ､ リ ス クはイ ン テ グレ ー タ 一 に移転 しやすくなる ｡ ただし､ 保証される ベ ー ス
とな る賃金 もさらに高齢化するとともに低下す る こ とが予想される ｡ 農場が小規模で か な
り の 老朽化 して い る場合 には ､ イ ン テ グ レ ー タ - サイ ドでも ､ 農場を継承 し､ またそれ を
契機に鶏舎の 更新に入 るか どうか に つ い て の 検討 が なされる ｡ しば しば､ 効率性の 改善が
期待できない この ような鶏舎では ､ む しろイ ン テ グ レ ー タ - も委託生産によ っ ても継承さ
せ ようとす る指向はそれ ほ どない ｡
こ の ように委託生産 に よ っ てイ ン チ グ レ ー タ - 側 が ､ 農場を継承させ るか どうか は ､ ①
そ の農場の 規模 ､ 施設 ､ 生産の 効率性か らい っ て好 ま しい か どうか ､ ②農場が なくなるこ
とは､ イ ンチ グ レ ー タ - と して の 供給量 の低下 になり ､ 他 の農場で の生産量 の増加 が可能
に なるか どうか ､ とい うこ とを配慮 して判断され る｡ ただ し､ 多くのイ ンチ グレ ー タ - は ､
ブラ ン ド化や飼養密度の 低下に対応 して ､ 飼養羽数を減少 させても売上額を増大させてき
たの で ､ 効率性や設備 の 充実を配慮 して古い農場 を放棄する場合も多い ｡
新規に農場 を建設する投資額は増大 して おり ､ 契約生産者が投資して規模拡大を展開す
る こ とができ にくくな っ て い る こ とから､ イ ン テ グ レ ー タ - の鶏舎 - の 投資に よる委託生
産 が増加する こ とになる o こ の こ と柱環境管理 の でき る農場 で生産の効率性 を確保できる
最低の農場規模とそ の ため の投資額が ､ 家族経営が耐えうる投資額を超 えて しまう可能性
が高くな っ たことで あ る｡ しか し､ それ とは逆 にイ ン テ グレ ー タ 一 にと っ ても鶏舎 へ の 投
資額が嵩み ､ 投資する経済的な余裕がなければ､ 投資できる契約生産者を探すとい う行動
も南九州で はみられ る｡ イ ン テ グレ ー タ 一 によ っ て は契約生産がも っ とも効率的であると
いう認識 をも っ て い て ､ イ ン セ ン テ ィ ブな報酬 シ ス テ ム をビル トイン できれ ば､ さらに効
率的 になるで あろうとい う理解がなされて い る｡
委託生産 シ ス テ ム で は ､ 実際の管理の 担 い 手 を誰にす るか とい う課題が つ い てまわ っ て
い る ｡ 夫婦の 組み作業の でき る地域 の農家が こ の 担 い 手となる場合が多い が ､ 技術 の マ ニ
ュ ア ル 化がなされ ､ イ ン テ グ レ ー タ - 側 か らの フ ィ ー ル ドサ ー ビ ス の 支援が あれば､ 農業
以外 か らの新規参入者で も農場管理者と しての 能力 をみ つ ける こ とができ る｡ こ の ように
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こ の 生産 シ ス テ ム で は ､ 多様な担 い 手 を恕定でき る｡
また ､ こ の 生産 シ ス テ ム では ､ 保証され る所得水準を提示す る場合が 多い の で ､ 新規参
入者にと っ て魅力的で ある o とい うの も ､ 一 般 の農業生産で は ､ 新規参入者にと っ て の リ
ス クが 大きく ､ た とえば青果物で は市場価格の 変動 に よ っ て技術の 確立が なされて も､ 安
定的 に所得の確保 ができ ない か らである｡ 農村で年間 500 万程度の所得保証 は ､ 都市で の
生活水準との 比較か ら して も魅力的で ある｡ 鹿児島の (樵)アク シ ー ズで は ､ 委託生産 の
割合が多く ､ 飼養管理者の募集をして おり ､ 夫婦 2人 ､ 50歳まで の年齢制 限で管理料と能
率給や 600 万円以上 の 年収 を保証 して い る｡ こ の所得水準に誘発されて ､ 会社を辞めて就
業 した社員も いたほ どで ある｡ (樵)十文字チ キ ンで は ､ 10万羽の 出荷羽数で あると ､ 委託
生産 シ ス テ ム で は所得は 1000 万円で あるとされるの で有利性 が大き い ｡ イ ン テ グ レ ー タ 一
に よ っ て は定年制が ない た め ､ 生涯賃金か らすると高く なる ｡
(4) インセ ン テ ィ ブな報酬 シ ス テ ム
飼 育管理料は いく つ か の 算定方法が あるとされ ､ P S(プ ロ ダク シ ョ ン ス コ ア -) だ けで
なく ､ 坪当たり生産重量 を加 味す る方式が とられて い る｡ 委託生産方式 で は､ 収益性 の 目
標 が坪 当たり利益 に置 かれやす い o 坪当たり利益 の 幅は ､ イ ン テ グ レ - タ 一 に もよ るが ､
4 0 0- 10000円程度とされてお り､ 1000坪で あれ ば最高ク ラ ス で 1 00万 円の 所得にな り ､
最低 で は 40 0万 円となる ｡
飼 育管理料の 計算は ､ 生産指数価格＋坪当たり生産重量価格を鶏舎坪数で乗 じる方式 が
とられ る ｡ こ の生産指数価格は生産指数がたとえば220点と して 950円と し､ 上下1 点に
つ き 5 円の 加減 ･ 減算する｡ また ､ 坪当たり生産重量価格は 重量 の低 下す る夏場 に相対的
に高く し 400円程度に標準を置く こ とに なるo 羊の生産指数は出荷率 × 出荷平均体重 ÷ 出
荷平均 日令÷ 飼料要求率 ×100という計算式が とられ ､ P S に類似 した算定で ある o
また ､ 別 のイ ン チ グ レ ー タ - で は ､ 補鳥な どの コ ス トと して k g 当たり 4 円を基本飼育
料と して保証 し､ それ に成績給と して ①育成率､ ②飼料要求率､ ③ 一 日 当たりの 増体 ､ と
い う 3 つ の プ レ ミア ム を加味して決 めて い る ｡ それぞれ はオ ス ､ メ ス や種類によ っ て格差
を つ ける こ とによ っ て生産技術の違い を調整 して い る｡ 特に ブラ ン ド化 によ っ て 生産 シ ス
テ ム が変化 し､ 飼料要求率が悪化するだけで なく増体が飼育期間 の長期化に よ っ て低下す
るの で ､ こ のような調整が必要に なる｡ イ ンテ グレ ー タ 一 に よ っ て は ､ オ ス ､ メ ス ､ 品種
間で要求率が 0.9､ 育成率が 1% ､ 増体が 11g の 格差 が形成されて い る｡
こ の ようにイ ンテ グ レ ー タ - は生産 シ ス テ ム が多様化す るに つ れて - 律の 計算が しにく
く なり ､ ブ ラン ドが高級化するに つ れて生産が非効率的になり ､ コ ス トが増大する こ とに
なる の で ､ イ ン セ ンテ ィ プな報酬 シ ス テ ム の 調整 が課題となる ｡ したが っ て ､ ブラ ン ドの
数が増加 し､ 生産 シ ス テ ム が 多様化する ほ ど算定方式が複雑 にな るとい えよう｡ 契約生産
シ ス テ ム で は ､ 汰 g 当た りの 契約価格が契約生産者の所得を規定す る大きな要因で あ っ た
が ､ 委託生産 シ ス テ ム で はイ ンセ ン テ ィ ブな報酬 シ ス テ ム を埋 め込んだと しても ､ 所得 を
保証すると いうイ ンテ グ レ ー タ - 側 の 姿勢が必 要で ある ｡ 委託生産農場で は ､ 農場 の 管理
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者は基本的に は 固定的で あり､ 経営成果 の悪化に よ る農場管理者の 交代は ほとん どない の
が普通で あるo また ､ 定年制をとるか どうか の 選択はイ ンテ グ レ ー タ - 側 あるが ､ 交代が
なく ､ また家族 で の継承 を認 める となれ ば､ 一 定 の 規模で の生産はイ ン テ グ レ ー タ - の 社
員 と比較 しても所得の 有利性が高く なるとい えよう｡
3 ､ イ ン テ グ レ ー シ ョ ン と生産 シ ス テ ム の 選択
か っ て ､ 商社系の イ ン テ グレ ー シ ョ ン は直営生産 (会社直営よりも委託生産方式) が中
心で ､ 大規模で 効率的で あ っ て家族経営を担 い手と しない という評価も見られた｡ それ に
対 して ､ 農協系 のイ ン テ グ レ ー シ ョ ンで は ､ 契約生産を基本と して直営生産 は家族経営と
競合 し､ また非効率的な生産方式 であるとい う理解もみられた｡ あるイ ン テ グレ ー タ - で
の調査に よる と､契約と委託と直営の 3つ の シ ス テ ム におけるP Sデ ー タは ､それぞれ260､
220- 240､ 240- 260 であり ､ 契約生産が最も効率的で あり､ 委託生産が非効率的で あると
い うこ とになる ｡ しか し､ 別 のイン テ グレ ー タ - では ､ ブラ ン ド間の P Sデ ー タの 格差は ､
一 般鶏が 220 で ある の に対 して ､ ブラン ド化して高級化す ると200､ 170､ 140まで低下す
るの で ､ 簡単に 生産 シ ス テ ム に比較が しにくく なっ て い る ｡
生産 シ ス テ ム と規模との 関係か らすると ､ 委託生産 は契約生産よりも規模の 大き な経営
に適合 し､ また会社直営生産は ､ さらに規模が大きく なる の が普通で ある｡ 会社直営生産
は委託生産と異なり ､ 所有と経営が 一 体化 して いる ことに特徴があり､ 家族経営を基本と
した経営で は ､ 管理できない 規模で あると､ 家族を単位と しない 労働編成が必要で ない社
員に よる管理に なる｡ こ の場合､ 社員の 複数はり つ け､ パ ー トによ っ て作業を調整す る こ
とになるが ､ 労賃 コ ス トは高めになる｡ また ､ そ こで 労働す る社員は ､ 長期 に固定化する
わけで はなく ､ 農場間や本部との 人事異動が なされ る｡ ただ し､ 農場の 管理 には ､ 夜間に
も対応 できるように社員の宿泊が義務づ けられて い る｡
多くの イ ン テ グ レ ー タ - の 経営戦略は ､ 大規模で は生産経営に重点が置かれて い るの に
対 して ､ 中規模経営で は卸売機能 の 統合化や加 工 ･ 業務用の 販売チャネル の 開発 に よ っ て
価値連鎖 (バ リ ュ ー チ ェ ー ン) が形成されて い る ｡ こ の ことは ､ イ ン テ グ レ ー タ - と生産
シ ス テム との 関係 にお い て契約価格を有利 に し､ また委託生産の 管理者 - の保証所得を引
き上げる効果が あるで あろう｡ つ まり､ 契約価格は生産を重点に したイ ン テ グ レ ー タ - で
は ､ 卸売と加 工 の 統合化の 進展 した中規模のイ ンテ グ レ ー タ - よりも低い こと分析されて
い る｡
最近にな っ て イ ン テ グレ ー タ 一 に よ っ て は品質管理 の徹底と安全性 の レ ベ ル を引き上げ
るこ とが ､ ブラ ン ド化 と連動 して展開され るようになり ､ 会社直営の 生産 シ ス テ ム の 有利
性が み られ る よう にな っ た ｡ ブラ ン ド化で は ア マ タケ が ､ また安全性で は 石井養鶏農協が
代表的で あり ､ 生産 コ ス トが増加 しても､ 品質管理 を徹底す るこ とにメ リ ッ トを見出 して
い る ｡ こ の 直営農場は 実験農場としての 役割 もあり ､ 単純に生産 コ ス トと収益性 だ けで は
評価できない 性格が ある｡
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中国にお けるイ ンテ グレ ー シ ョ ン でほ 契約生産では ､ 農家の 品質管理 に つ い て の意識が
低く ､ か つ 生産性も低 い こ とか ら､ 衛生水準の 向上 を配慮す るとイ ン テ グ レ ー タ 一 によ る
直営生産の 拡大 が進展 して い る ｡ わが国で も環境統御型鶏舎の 導入で は ､ 生産効率で飼料
要求率が 0,2% ､ 育成率 0,5% ､ 増体が 1 日分改善され ､ 坪当たり利益 の 増加分 は 1000円
程度で あるとされて い る｡ しか し､ 建設 コ ス トは 250 坪で約 5億 円と されて い る ことか ら
す ると家族経営を主体と した契約生産方式は成立 しにく い で あろうo また ､ トレ ー サ ビル
テ ィ や安全性 を高め た経営シ ス テ ム とい う点では ､ 資材や鶏舎ごとの飼養管理 の しやす い
委託生産や会社の 直営生産の メ リ ッ トが 高ま っ てく るで あろ う｡ さ らに環境統御型鶏舎で
は ､ 鶏糞の燃焼に よる エ ネル ギ ー の鶏舎 - の 補給によ っ て環境問題 の解決に つ なげる こ と
に なる｡ こ の シ ス テ ム の 導入には硝煙装置付 の 高性能の 鶏糞ボイ ラ ー が 必要 となるの で ､
投資額は さらに増加するこ とになるで あろうo
(樵) 第1 ブ ロ イラ ー で は契約生産 ､ 委託生産 ､ 直営生産 の 東北地方に お ける出荷羽数
割合は ､ それぞれ 20%､ 30% ､ 50%で あり ､ 農蕩当たりの 出荷羽数で みると､ それぞれ 15
万 羽 ､ 2 5万羽 ､ 55万羽で ある ｡ また ､ (樵)ア マ タケでは ､ オイ ル シ ョ ク を契機に して契
約生産か ら委託生産 に転換し､ さらに会社直営生産が増大 した ｡ 現在で は ､ 鶏舎の 坪数で
みて約 60%が直営生産で あり､ 農場の 規模でみ ると委託生産 が 740坪 で ある の に対 して ､
直営農場は 2倍以上 の 1721坪で あっ て労働 コ ス トを除外すれ ば､ 直営生産 の 生産性は多少
で は あるが高い と いう評価が なされて い る ｡ しか し､ 銘柄化 は か えっ て小規模飼養が連合
的で あるとい う理解みなされてお り､ (樵) 十文字チキ ン で は ､ 最も高級 な赤か しわの 生産
を して い る ｢まで っ こチキ ン+ 生産者は ､ 1 1戸より組織され ､ 平均年聞出荷羽数15万羽
で あり ､ 数百坪 の生産者が中心で ある｡ これは小規模飼養の 方が集約的 な品質管理 が しや
すい か らで ある｡ こ の ように大規模生産 が単純に有利性があるとは い い にく い が ､ 衛生は
情報管理 か らも契約生産の メリ ッ トがなくな っ て い る｡
4 ､ イ ン チ グ レ ー タ 一 に よ る農業と の連携
(1) ジャ パ ン フ ァ ー ム にお けるア グリ事業部の展 開
ジャ パ ン フ ァ ー ム は直営生産を基本と して い るが ､ 2 0% は宮崎県 まで含めて 2 0%程
度が契約 生産であるo 直営生産は ､ K F C向けや ｢ゴ ー ル ド+ と いうブラ ン ド生産で あるの
に対 して ､ 契約生産者は ｢桜島どり+ とい うブラ ン ドで の 生産 シ ス テ ム がと られ て い る｡
また､ 薩摩半島の 大 口市に大規模な養豚事業を展開 してきたが ､ 鶏肉が生産 一 処理加工 - 1
部地域内向けの 2 次加工 と統合化されて い るの に対 して ､ 養豚 は生産だ 桝 こ限定されて い
る ｡ 本部 の統制力が 強い 商社系イ ン テ グ レ ー シ ョ ン で は ､ 飼料会社の 選定や川 中 ･ 川下 -
の 統合化が ､ 資本 の 所有関係な どか ら制約され る場合が多い ｡ ジ ャ パ ン フ ァ ー ム で は ､
菱商事との 関係で は ､ E F Cとの 取引関係が 強く ､ 飼料会社の特定化され て い る が ､ ふ や パ
ン フ ア ー ム と して独自に加工事業に入るため にジ ェ - エ フ フ ー ズ (秩) を昭和 63年に設 立
した o さらにア グリ事業部を設立 し､ 平成13年 に農業生産法人の ｢ジ ェ - エ フ ア グリ(樵)+
を設立 した ｡
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ジャ パ ン フ ァ ー ム の ア グリ事業部は 4 0名で構成され ､ 第 一 グル ー プは大隈半島の 大崎 ･
野方 ･ 垂水を基盤と して 18 名が肥料製造 ､ 販売､ ア グリに分担 して経営 して い る｡ 他方 ､
薩摩半島の大 口 を拠 点と した第二事業部は ､ 21 名 が肥料製造 ､ 販売 ､ ア グリに分担 して い
る ｡ 鶏糞か乾燥状態でも直接散布すると作物に ダメ ー ジを与 える ことか ら､ 鶏糞以外に死
鳥､ 血液､ 卵殻､ 鶏肉残漆 を主原料 と して配合 し､ 製品に は マ ッ シ ュ や ペ レ ッ トで の販売
も して い る｡ こ の ような製品形態が､ 農家にと っ て省力的で ､ 使 いやすい か らである｡
製品は鶏糞発酵肥料 ､ 有機質配合品､ 鶏糞豚糞混合発酵肥料で あり､ 生産 ･ 出荷量は 32000
トンで豚糞は 4 分の 1以下である｡ 肥料の 販売は 3億円程度で あり､ 15 kg ､ 20k g で末
端価格が 300 - 400円とされてい るの で利益 を生み出 しにく い｡ 製品の販売は ､ 3分 の 1は
ペ レ ッ トなどで の形態で ､ 2 分の 1が九州､ 残りを中部 ･ 近畿などで 15kg,20kg で配送す
るが､ 残りは地域内か ､ 生産者の 圃場で利用する ことになるo
ア グリ第 一 グル ー プは農業生産法人の ジ ェ - エ フ ア グリが27ha の 規模まで拡大 し､19ha
は周辺 の 委託農家に依頼 し､ ジ ャ ガイ モ ･ ごぼう ･ ニ ン ジ ン などの根菜類やき ゅうりを中
心と して 46ba にな っ て い る｡ 農家はは じめ20 - 30轟と少なか っ たが ､ そ の後ジャガイ モ ･
き ゆうりを中心と して 100名程度にまで増加 したが ､ 最近半分までに減少 した｡ 農業生産
法人は減農薬 ･ 減化学肥料 の農法の 実現 を目標に ､ 鶏糞発酵肥料の 消費が多く期待できる
ゴ ボウの 生産を拡大 し､ また牧草の 生産 ･ 乾燥に よ っ て敷料と して鶏舎に供給する ことに
して い る o ジャ パ ン フ ァ ー ム の 特異性は有機質肥料を利用する･委託生産農家との関係は シ
ー ズ ン値決めに よ っ て ジ ャ ガイ モ ときゆうり は中食の ロ ック フ ィ ー ル ド - 販売 し､ 残 りは
量販店や鹿児島中央市場に販売され る｡ 委託生産農家の経営指導には 1名 の フ ィ ー ル ドサ
ー ビ ス の 技術者が担当 して い る｡ また農業生産法人 の生産する ゴボウは ､ 市場 - の 出荷と
とり ゴ ボウと して加 工 され る｡ また ､ 養豚事業で は ､ 有機質肥料の 供給が委託生産農家約
5 0戸 になされ､ 水 田40ha の作付 けがされて い る｡ こ こ で生産される米 は ､ 伊佐米や ヒ ノ
ヒカリでブラ ン ド化 して い る ｢とこ とんう米+ と して年間 200トン にな っ て い る｡ 価格は
5 汰 gで 2000- 2300円と有利な価格であり ､ 消費者 へ の 宅配によ る販売 を拡大して い る｡
以上の ように鶏糞処理 を契機に して ジャ パ ン フ ァ ー ム は､ アグリ事業部の機能を拡大 し
農業生産法人の育成や周辺農家との連携に入り ､ 全体で 8 6
ケ
ba の農地で の野菜 ･ 牧草 ･ 米
の 生産を拡大 して きた｡ さらに生産物 は ､ 契約生産の 方式をとり ､ 市場 出荷だけで なく ,
すでに鶏肉で取引 の ある中食企業 - の 販売チャ ネル を拡大 してき た｡ 商社系イ ンテ グ レ ー
シ ョ ンで あ っ ても地域の需要 に対応 した加 工事業を展開 し､ さらに地域農業との連携を強
め るこ とによ っ て資源循環に取り組 んで い る こ とは高く評価できよう｡
(2) 馬フ ー ズに お けるアグリ事業部 の展開
但馬 フ ー ズ (樵) は 旧産地の兵庫県に立地 し､ か つ て は 400名の 契約生産者がい たが ､
現在では直営農場 10 ケ所 ､ 契約農場 14ケ所 にな っ て い て ､ 今後さらに高齢化で契約農場
の 減少が予想され る｡ 但馬 フ ー ズ グル ー プで は ､ 早くか ら生産者59名による但馬養鶏農協
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を設 立 し､ 製造 ･ 処理加工 の 機能 を担 っ 七い る o 大消費地に近 い こ とか ら生体取引が残存
し､ また卸売経由率が高か っ た｡ しか し､ 生協との 取引や安全性や食品衛生基準に つ い て
の 県行政が早く か ら展 開 した ことも あっ て ､ イ ンチ グ レ ー タ - で も衛生管理 シ ス テ ム ､
n o nG M O､ 抗生物質を除去 した無薬飼養の 3 つ が ､ 新 しい 取引条件 とな っ てきた｡ 処理加
工場 では ､ 平成9年 に H A C C P対応 の 工事終了 ､ 平成 13年 にIS O9 0 1を取得 し､ また鶏
舎か ら食卓まで の トレ ー サ ビ ル テ ィ の 導入 がなされるよう にな っ た ｡ こ の こと に よ っ て生
協との 取引依存度が 増加 し､ 近郊産地と して の競争力の 拡大に貢献 した ｡ これまで取 引先
は荷受と専門店に依存 して きたが､ 量販店や生協との 直接取引に移行する戦略 をとるよう
に し､ さらに鮮度を上げるため にデ ー ゼ ロ 対応 を遂げてきた｡ さらに但馬 フ ー ズ グル ー プ
で は ､ 鶏糞の燃焼に よ っ て エ ネル ギ ー とする鶏舎を岩手県の ア マ タ ケ (樵) か ら導入 し､
ほ ぼ 70% がそれ に利用され ､ 残りが有機肥料セ ン タ ー によ っ て有機質肥料の生産に 入り ､
野菜 ･ 果樹産地との連携がとられた｡ 野菜では産地と コ ー プ こ うべ との提携関係が とられ ､
環境保全型農業と して定着 して い る ｡ この ように但馬 フ ー ズ グル ー プでは ､ 鶏糞の 資源循
環 シ ス テ ム が形成されてお り ､ 差別的優位性 の ある シ ス テ ム を確立 して きた｡ 食鳥相場で
みて ももも ､ むねの 相場がそれぞれ 50円高､ 100円高 ､ とな っ て い て有利な価格形成にな
つ て い る とい えよう｡
グル ー プの 有機肥料セ ンタ ー は ､ 日高町有機肥料組合 (組合員､ 178名) か ら発展 し､ 昭
和 61年に但馬養鶏農協と合併 した｡ こ の 間に重油の高騰､ 悪臭問題な どで火力乾燥処理か
ら発酵処理に転換 し､ さらに最近に な っ て利用 しやす い ように造粒機を導入 した｡ こ の地
域の 鶏糞臥 約 1 万 トンと予想され ､ こ の うち約 7000トン が鶏舎の 温湯暖房 の エ ネル ギ ー
源と して まず利用 され るo 契約生産者の 規模は 3.5 - 4.0万羽を4.75回転す る の か - 般的で
ある ｡ 本格的な直営農場は4 ケ 所に建設 され ､ それぞれの農場が 一 回の 出荷羽数が ､ 1 3.5
万羽 ､ 13万羽 ､ 7･5 万羽､ 2.8 万羽で 158 万羽に なる｡ グル ー プと しては年間出荷羽数600
万 羽となり ､ 契約生産か ら直営に移行 した農場 も含めると､ 出荷羽数の 55%が直営に なっ
て い る｡ 直営農場は ､ コ ス トが高め になりが ちであるため ､ 社員の 宿直費用 を 3 倍に して
動機づ けをする こ とで生産性 を向上 させ た｡ また ､ 小規模な直営農場で は､ 農業の 経験の
ある家族 (夫婦二 人) を基本と した｡
昭和 49年にウイ ン ドレス 鶏舎に転換 し､ 温湯暖房の シ ス テ ム を埋め込むことによ っ て環
境問題と エ ネル ギ ー コ ス トの上昇食 い止 めた｡ この 転換で ､ 伝統的な鶏舎か らの転換に ､
多額な投資が必要 になり､ イ ン テ グ レ ー タ - の 鶏舎 - の 投資によ る直営生産が 拡大 した｡
温湯暖房 は気温 の 低下する秋 ･ 冬に エ ネル ギ ー を多給する必要性が ある の に対 して ､ 逆に
夏季は鶏糞が過剰気味になる ｡ こ の鶏糞を燃焼させ る温湯暖房には ､ 大型 の ボイ ラ ー が完
全燃焼の た め に必要に なる｡
生産者から排出され る鶏糞は ､ 有機肥料セ ン タ ー に 3 ラ ン クに分けて 引き取られ る｡ 4
トン 当たりで ､ 乾燥状態に よ っ て良い もの 2 5000円､ 良く ない もの 30000円 ､ 湿 っ て い る
屯の 35000円 の ラン ク差が ある｡ 有機肥料セ ン タ ー の集糞量は年間 35000トン ､ 1 日当た
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り処理能力 6 - 12 ト ン であり ､ 事務員1名 ､ 作業員3名 ､ 工場 5名 とい う編成で ある｡ 主
た る製品は ､ グリ ー ン メイ ト､ ズバ リ ･ ユ ー キ ､ カ ニ 殻入りぼか し肥 ､ E Mぼか し肥 ､ ぼか
し肥 ､ ハ イ P Kな どの 9 アイテ ム になるo これらの製品には ､ 土壌改良剤と E M菌､ を加
え､ さらに生産者 か ら燃焼の 後に残る鶏糞の 灰(8%)を基本となる発酵鶏糞に混合され る｡
カ ニ 殻入 りぼか し肥で は ､ 鳥取県か らカ ニ 殻 6000俵を購入 して E M菌の 加える ことに よ っ
て 大屋高原 に供給され ､ ホ ウ レン ソウ､ キクナ ､ カ ブ､ ト マ トなどが ｢有機減農薬+ で生
産され ､ これらの 生産物は ､ ほぼ全量 コ ー プ こうべ に販売されて い る ｡ これらの製品 の販
売チ ャ ネル は ､ 農協とホ ー ム セ ン タ ー で あるが､ 後者では安売りになるため前者 - の販売
割合が高い ｡ これ らの製品は E M菌を入れる こ とによ っ て付加価値をつ け､ 15 kg当たり
1 150円の もの の あるが ､ 末端価格は 800- 1000程度になる｡ 配送 コ ス トが 200 - 300円と
しても南九州産地 と異なり､ 周辺 に ユ ー ザ ー か分布する ことも良い 立地条件で ある . これ
らの 製品は ､ 水稲､ 果樹 ､ 野菜にも適 し､ 施用量 ･ 施肥時期 ･ 方法の 調整が可能で ある｡
この 有機セ ン タ ー の 販売額はまだ約 1億円にすぎない ｡
以上の ように但馬 フ ー ズ グル ー プで は ､ 特 にア グリ事業部を持 っ て は い ない が有機肥料
セ ン タ ー を設置 し､ 資源循環 シ ス テ ム の 形成､ 安全性 ･ 衛生基準の レ ベ ルア ッ プに よ っ て
有利な取引条件と した｡ こ の 有機肥料セ ン タ ー は グル ー プの 但馬養鶏農協の 中に設置され ､
フ ー ル ドサ ー ビ ス の でき る人材の確保されて い る｡
安全 ･ 安心 ､ 新鮮､ 健康が シ ス テ ム を特徴づ ける ことになり､ ブラ ン ド化につ い ても ､ ｢但
馬の すこ やか どり+ で は n o nG M Oコ ー ン の 使用 ､ 無薬飼料使用に加えて ､ 脂肪の 蓄積を抑
止す るお 茶の飼料化 ､ カ ル ス ポリン (納豆菌の 1種で ､ 鶏の健康飼育)､ コ コ ヤ シ 1番絞り
の配合 ( 高級脂肪化) に特徴が ある｡ また､ ｢但馬 どり+ では､ 飼養期間を 80 日までに長
期化 し､ 飼育密度の 低下 ､ 繊維質の 多い植物性原料の使用 によっ て取引先をさらに限定 し
た｡ とまり ､ 但馬 フ ー ズで は､ は じめにブラン ド化 した ｢但馬の 味どり+ から ｢但馬 のす
こやか どり+､ さらに レ ベ ル をあげて ｢但馬 どり+ の 開発に入 り､ 安全性 ･ 健康 ･ 食味を重
要視する戦略 をと っ た｡
また ､ 鶏糞を堆肥化す る よりも E M菌を利用することで有機質肥料としての価値を形成
し ｢有機無農薬栽培+ と結び つ けて生産物の 有利な価格の 実現が可能とな っ た｡ これは こ
の地域が環境保全型農業 - の 取組みが早く ､ 消費者や川下の食品企業の ニ ー ズ に対応する
もの で あ っ た｡ 堆肥と して の販売で あれ ば､ 末端価格が低位に置かれ ､ 郵送費に食われ販
売圏が 限られ る こ とにな っ たで あろう｡
3 ､ むすび
3 つ の 生産 シ ス テ ム に つ い て0?厳密な比較優位性 を検証するには ､ デ ー タが なく ､ またあ
まり オ ー プ ン な情報が な い た めに ､ これまで ほとん ど分析 がなされなか っ た ｡ しか し､ 契
約生産者の 高齢化や農場の 継承とい う問題は回避 できず､ 契約生産にと どまる場合でも効
率的なイ ンセ ンテ ィ ブな報酬 シ ス テ ム を確立す る ことが必要で ある｡ また ､ 委託生産 でも
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坪 当たりの 利益を拡大するような報酬 シ ス テ ム の確立が課題となる ｡ 多く の イ ン テ グ レ ー
タ - は ､ 規模､ 銘柄 ､ 安全性 に よ っ て 3 つ の 生産 シ ス テ ム を組み合わせ る とい う調整 を し
て い るが ､ 環境統御型鶏舎にお ける生産性 の 改善や資源循環 (鶏糞の 燃焼) の 統合化 の メ
リ ッ トが 出てく ると､ 委託生産さらに直営生産 - の転換が進展す るで あろ う｡
イ ンテ グ レ ー タ 一 による ア グリ事業部は ､ 鶏糞の 販売競争が南九州や 北東北で の激 しく
なる と､ 遠隔地に販売すると して も輸送 コ ス トの負担が大きく なる ｡ こ の輸送 コ ス トを軽
減 し､ 付加価値をつ けようとすれ ば ､ 発酵菌の 添加に よ るぼか し肥料の 開発や ペ レ ッ トの
開発 に よる利用者の 省力化が課題 に なるo 多く のイ ン テ グレ ー タ 一 に と っ て環境問題 と し
ての 鶏糞処埋が発生 し､ 資源循環や農業との 提携が必要にな っ て きた｡ 環境問題 は昭和 40
年代 か ら発生 し､ ある飼料会社との 取引の あっ た 3つ の産地 に鶏糞を燃焼させ て エ ネル ギ
ー kLて 温湯暖房と して活用 し､ 鶏舎の構造 を革新す るように な っ た. また､ イ ン テ グ レ
ー タ - が糞尿処理を契機と しなが らも農業生産法人 の 育成や生産物の 販売の コ ー ディ ネ ー
タ ー と して機能する場合もあるo イ ン テ グ レ ー タ - と して取引先や 消費者に経営 シ ス テ ム
を見せ る こ とが差別的優位性 の形成になる ようになり ､ こ の シ ス テ ム の なか に資渡循 環や
農業との提携が 関係 してく る o イ ンテ グ レ ー タ - は商社系で あ っ ても地域との 関連が強ま
り ､ 雇用や加工 ･ 販売などの コ ー デ ィネ ー タ ー と して の役割が強くなる ほ ど､ 地域 の活性
化 の 可能性が出てくるo 特に農業生産力の 減退 した中山間地域で は雇用機会や契約生産 に
よ る所得の 安定の メリ ッ トは大きい o こう した こ とか ら鶏糞処理 か ら農業部に入 っ て きた
イ ンチ グ レ ー タ - であ っ ても農業との連携を強め､ 水平的 な多角化ばかりで なく資源循環
を含めた垂直的な統合化に よ っ て 価値連鎖 (バ リ ュ ー チ ェ ー ン) を強める ようにな るで あ
ろう｡
生産 の 多角化は実需者との連携が取れ たほ うが需給調整を円滑 にする であろう｡ しか し､
イ ン テ グ レ ー タ - と して規格提案す ると して も ､ 鶏肉以外 の 製品が多様化す るに つ れて 商
品知識 に必要性は生産指導ばか りで なく ､ 営業滑動でも強ま るで あろう｡ したが っ て ､ 量
販店などで の 売り場の 構成も関連 して ､ 鶏肉の 販売の 連動性があるわけで は ない ｡ とはい
え､ 加 工や統合化 のメ リ ッ トはイ ンテ グレ ー タ - だけで なく ､ 地域全体の 所得の 増大 に結
び つ くで あろう｡ こ の加工や統合化 による価値連鎖に 資源循環が シ ス テ ム と して 埋 め込ま
れ るこ とが ､ 経営の シ ス テ ム を高度化 させ るで あろう｡
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垂1 契約生産 とボ ー ナ ス システ ム (ケ ー ス A)
①ボ ー ナス l
D G(飼料要求率)2.20- 2.0 以 下まで
kg当たLJ o.5 - 5 円
③ボ ー ナ ス H
P Sプラス 坪当た り鹿肉畳
kg当たりo.5 -3 円
③ポ - ナ スIu
夏季における 1 日当たり増体
49- 5 0g ･ 1 日で 3-5 円
※ボ ー ナスJ＋ n＋ 川の合計が 最大でkg5 円程度で 契約価格の 3- 4 %
表 2
表 3.
㈱ア クシ ー ズ飼 育管理者募集
仕事内容
資 格
勤 務 地
鵜の使用管理 (夫婦で働 ける 方)
年齢 50歳位ま で. 普通免許
宮城野地 区
年 収 管理料プラス能 力給 600万 円以上
(15- 2 0万 円 ･ 月)
契約生産 とボ ー ナス シス テ ム (ケ ー ス C)
①生産指数価格 220点 を950円 として ユ卓5 円の 評価
生 産指数 - 出荷率 × 出荷 平均体重 ÷ 出荷 平均 日宙 十 飼料要 求率 ×100
②坪 当たり生 産重畳価格
夏 季は 130 kg で 400円､ それ以外は 150 kgで 400円 として 評価 し. 1 点
当たり5 円の 加算 ･ 減井
③飼育管理料
I( 生産指数価格 ＋坪 当たり生産重畳価 格) ×鶏舎 坪数
表 4. 契約生産とボ ー ナス シス テ ム (ケ ー ス B)
(1) 基本飼育 料
(2) ボー ナス シス テ ム ( オス , メス ､ ブラン ド)
①育成率 ②要求 率 ③1 日当たり増体
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第12章 ｢小麦粉製品の フ ー ドシ ス テ ム と垂直的主体間関係+
斎藤修
1 ､ フ
ー ドシ ス テ ム 視点 からの 課題 の設定
小麦粉をめ ぐる フ ー ドシ ス テ ム は ､ 川中に素材型の 製粉メ ー カ ー ､ パ ン ､ 麺 ､ 菓子など
の 二 次加 工メ ー カ ー が 社会的な分業関係をとっ てきた ことが第1 の特異性で あ っ て ､ 二次
加 工メ ー カ ー は直接的に産地と結び つ い て製粉部門を統合す るこ とはなか っ たo また ､ 製
粉メ ー カ ー と二 次加工 メ ー カ ー ともに寡占的競争構造に あるため､ 大手メ ー カ ー による垂
直的統合が見られず､ 中小製粉メ ー カ ー に よる前方統合が付加価値と価値連鎖 (バ リ ュ ー
チ 二 ン) を求めて展開される にすぎない ｡ 第2 の特異性は パ ン では 二 次加工 メ ー カ･一 に よ
る川下 - の 統合化や系列化に よ っ て 小売段階にあるリテ イ･ - ル ベ ー カリ ー ､ ベ ー カ リ ー レ
ス トラン との業態をめ ぐる競争が展開 し､ さらに CVS (コ ン ビ ニ エ ン ス ･ ス トア ー) が参
入するとい うように ｢川下の 争奪戦+ が早くか ら進展 したこ とで ある｡ この こ とで川下の
業態を消費者行動に近づ ける こと によ っ て ､ ミ ス マ ッ チ を調整するとい う対応 がとられや
すか っ た｡ 第3の 特異性 は ､ 麺は製品形態によ っ て実需者の 性格が異なるもの の ､ 製品間
の 競争によ っ て特定製品 の需要が大き な影響を受ける ことで ある｡ そ して ､ 技術革新が著
しく ､ 大規模工場の建設 に よる投資額の多い 即席麺や冷凍麺で は ､ 木手メ ー カ ー の 集中度
が相対的に低くなる｡ 第4に ､ 麺は 日常食と して の性格が あっ て差別化商品を開発 しにく
い の に対 して ､ パ ン は我 が国で は強固な食文化を持たなか っ たこ とから ､ か え っ て多様 な
製品開発が しやすく ､ また付加価値が形成 しやすい こ とが あげられ る｡ 特に パ ン は麺より
も川下で多様な業態開発 しやすい とされて い る｡
｢食料 ･ 農業 ･ 農村基本法+ で方向づ けられた農政改革の大きな柱の 1 つ は ｢農業と食
品産業との 連携+ で ある｡ 小麦で は市場原理 を基礎とする民間流通 - の移行が進展す るに
っ れて ､ 農業と食品産業との 情報 の 共有化 に よ っ て これまでの 情報 の偏在が抑止 され､ 実
需者ニ ー ズは産地 に反映 しやすく なるこ とが期待され てい る｡ こ の こ とは農業と食品企業
の ミ ス マ ッ チを緩和す ることであり､ 市場原理 に照ら しながら垂直的な主体間の 新たな関
係 を形成するこ とで ある｡ 国内麦の 固有なフ ー ドシ ス テ ム はまだ十分に形成されて い ると
はい えず､ 主体間で多く の ミ ス マ ッ チ が存在 して い る｡ 小麦をめぐる フ ー ドシ ス テ ム は川
中､ 川下の 食品産業の位置づ けをパ ン と麺に わけて分析する ことが必要で あり ､ つ い で産
地サイ
.
ドの 再編課題 を検討する こ とであるo しか し､ 国内麦をめ ぐる主体間の ミ ス マ ッ チ
は構造的で あり ､ 多く の 要因が関係 して い る ｡
小麦粉製品をめぐる フ ー ドシ ス テ ム は大きな構造変革期に入り ､ 規制緩和 と国際化が さ
らに拍車をか けようと して い るo 小麦粉製品の フ ー ド シ ス テ ム を単純 にみる と､ 産地
- 製
粉メ ー カ ー (素材) - 二 次加工メ ー カ ー 一 畳販店､ 外食企業､ c v sとい う川上 - 川中
- 川
下の 流れの中で ､ それぞれの 構成主体が社会的役割を担っ てきた｡ 量販店や cv Sに代表さ
れる川下主導型の 流通 シ ス テ ム は強くなり､ 二 次加 工メ ー カ ー や ベ ン ダ ー の 新製品開発や
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店舗 で の価格競争が 強ま っ てく る｡ 二次加 工 の パ ン ､ 麺ともにすで に寡占的競争構造に あ
るた め ､小売段階で の 量販店の 大規模化や CVS の 寡占化がそれ より遅れて 進展 してく ると､
セ ブン ･ イ レ ブン と山崎製パ ン そうで あ っ たように主体間の 競争や提携が産業に大き な影
響を及ぼすように なっ て い る｡ そ して ､ 中食市場の 形成が新 しい流通 シ ス テ ム を形成 して
く ると中小企業よりも大手企業の行動が敏速に なり ､ シ ェ ア の拡大に結び つ い た｡
二 次加 工メ ー カ ー は麺でも乾麺､ 生麺､ 即席麺､ 調理麺､ 冷凍麺な どに市場が細分化さ
れ ､ そ こ で の競争構造は異な っ て く る｡ すなわち､ 即席麺､ 調理麺､ 冷凍麺は技術革新が
l
進展 して中食 ･ 外食での 需要が拡大 して い る｡ 麺をめ ぐる競争構造上 の 特異性は ､ 調理麺､
冷凍麺の 市場拡大 に伴っ て ､ 涜通 シ ス テ ム が新たに形成され ､ 売場で の 製品間の競争がみ
られるろうにな っ た ことで あるo たとえば ､ c v sで は即席麺と調理麺が競争関係にあ っ て
調理麺が増加 して いる｡ また､ 外食企業や学校給食で は生麺と冷凍麺が競争関係に あっ て ､
こ の 競争関係は業務用か ら家庭用まで拡大 して い る｡
パ ン で は小売段階まで の統合化 を指向 して付加価値を指向 しようとす る企業が増加 し､
川下 の リテ ィ ー ル ベ ー カリ ー ､ フ レ ッ シ ュ ベ ー カ リ
ー - の 事業拡大が展開 した｡ す で に冷
凍生地 の 開発によ っ て品質管理が 進展 し ､ ス クラ ッ チで の 生産方式か ら解放されて省力化
i が 可能となり , 店舗の チ ェ ー ン化が しやすくな っ たo パ ン メ ー カ ー で は 昭和4 0年代に合併
などが 契機にな っ て寡占的な競争構造が形成され ､ その 後多様な業態開発に入 っ て い る ｡
山崎製パ ン は これまで/+､売部門を統合するよりも C VSとの 提携や量販店 - の販売に重点を
置い て きたが ､ リテ ィ ー ル ベ ー カ リ
ー と して統合化の 戦略をとるように な っ た｡
川下 の構造変化 に対応 して ､ 川中の 二次加 工メ ー カ ー は多角化や新 しい事業額域に は い
っ た ｡ 特 に成長の 著しい冷凍麺で は ､ 加 ト吉や 日清食品の シ ェ アが 高位に あるの に対 して ､
チ ル ド麺を中心 とする生麺は､ 需要 の 季節性に よ っ て工場 の操業度を高位に維持で きない
とい う問題をか か えやす い ｡ そ の た め L L麺などで賞味期 間を長く.する こ とで ロ ス を減少 さ
せ ､ ス トッ クによる需給調整 を実施 して い る｡ こ の季節変化 は調理麺で大きく ､ 秋 ･ 冬季
は需要の 多い春 ･ 夏期よりも大幅に減少する の で CV Sの ベ ンダ ー で は操業度の低 さが収益
性 の低さを規定する｡ その た めベ ン ダ ー は焼きそばや ス パ ゲッ テ ィ な どに事業を拡大 して
操業度を向上させ る戦略をと っ て い る｡ こ の 生麺で は中小規模の メ ー カ ー が多く ､ 量販店
との 取引依存度が 大き いと量販店の成長とともに販売額が増大 したo 特 に小規模メ ー カ ー
ほ ど国産原料や手作りに よっ て差別化する こ とになる｡
寡占的企業がパ ン で短期間に成長 しようとすれ ば､ 合併や買収 の方式が とられる の に対
して ､ 麺で は提携がとられ OE M(相手先ブラ ン ド製品生産) が即席麺や乾麺で多く なり ､
直営工場 の拡大よりも資本提携や協力とい う継続取引による ｡ OEM は中小メ
ー カ ー にと っ
て の 販路拡大に なり ､ また営業 コ ス トの 節約になるが ､ 取引先の 新工場 の 建設などに よ っ
て取引が停止すると ､ 投下資本が回収され ない こ とになる｡ 提携関係 は伝統的な支配 を伴
っ た下請け関係 とは性格が変わり ､ ネ ッ トワ ー ク の 形成で は パ ー トナ ー シ ッ プに近 い 関係
l
にある｡
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2 ､ 小 麦粉製品をめ ぐる フ ー ドシ ス テ ム と垂直的関係
二次加 工メ ー カ ー の 企業行動の 変化に よ っ て素材となる製粉メ ー カ ー の 戦略 は､ 企業の
保有する経営琴渡や競争構造に よ っ て異な っ てく るo 一 般に パ ンメ∵ カ ー との 取引で は ､
パ ン の製品開発な ど - の 支援の ため ､ 大手の パ ン メ ー カ ー との メイ ン の 取引先は大手製粉
メ ー カ ー が 中心 となるの が普通で ある｡ こ の 支援は提携的で あり､ 製粉メ ー カ ー で は 主た
る取引先轟に開発チ ー ム が組織され ､ 研究と営業活動 をセ ッ トに した提案が 必要となるの
で ､ 開発の役割が強く なる｡ パ ン の アイ テム の 数はヤ マ ザキ製パ ン で 5 00以上になり ､ 新
製品 の ライフ サイ ク ル が短く なっ て い る こ とからすれ ば､ 製粉メ ー カ ー との 開発や支援を
うけた方 が有利で ある ｡ また ､ こ の こ とに よ っ て製粉メ ー カ ー も取引 を固定化 し､ さらに
提携関係 を強くする こ とが可能で ある｡ これまでも製粉メ ー カ ー は顧客 - の 支援と付加価
値の 実現 の た め に多様な副原料の 入 っ た ミ ッ ク ス 粉の 製品形態で の供給を してきたo しか
し ､ 製粉メ ー カ ー は パ ンメ ー カ ー が生産 して い る冷凍生地を本格的に生産するまで にな っ
て い ない が ､ 今後ミ ッ ク ス 粉からさらに付加価値を付 ける なら大手 の製粉メ ー カ ー も冷凍
生地の 生産に入 るで あろう｡
製粉とパ ン の 市場構造は垂直的 な競争関係からみ ると ､ 相互寡占的であり ､ ト ッ プメ ー
カ ー で あるヤ マ ザキ製パ ン と日清製粉との 取引依存度は高く ､ また支援体制ができて い る
こ とからすると ､ 取引価格は高位に硬直的に なるこ とが予想 される ｡ これまで製粉メ ー カ
ー と製パ ンメ ー カ ー の 取引関係は ､ 長期間にわた っ て大きな変化がなく固定的で あり ､ 多
少取引先を多様化する こ とによ っ て 交渉力をつ け､ 取引先との情報の 共有化を図る こ とが
なされた . パ ン 用と麺用を比較すれ ば､ 製粉メ ー カ ー にと っ て開発とサ ー ビ ス をか けて製
パ ンメ ー カ ー と の 関係 を強めようとする の は ､ 麺メ ー カ ー よりも上質な小麦粉の ユ ー ザ ー
となり､ 有利な取引価格を実現 しやすい か らで ある｡
それに対 して ､ 麺用で は上質粉で ある必 要が なく ､ また ミ ッ クス する副原料の塩 などに
限定されるる こ とか ら､ パ ン用ほ ど有利な価格形成を期待できない ｡ また ､ 製品開発 - の
支援体制もあまり 必要と しない こ とか ら､ 製粉メ ー カ ー と麺メ∵中 一 との 関係は強くなく､
入札などに よる価格競争が展開す る場合も ある o も っ とも価格競争が展開 したの は ､ ･EP席
麺メ ー カ ー との 取引で あり､ 小売段階で の 価格競争は製品差別化競争をとり にくく させ ､
原料段階にまで直結 しやす か っ た｡ こ の 麺用の 小麦粉よりも菓子用では ､ さらに低級品の
小麦粉が利用されたが ､ 麺用よりもミ ッ ク ス 粉と して多様な副原料を入れやすか っ たの で ､
パ ン用と同様に付加価値がつ きやすか っ た｡
したが っ て ､ 製粉メ ー カ ー は パ ン用 ､ 麺用 ､ 菓子用を調整するこ とで平均的な取引価格
を上昇させ るこ とが ､ 経営成果を大きく規定す る こ とにな っ た｡ それで も製粉メ
ー カ ー の
収益性は低く ､ 中堅企業で は鳥越製粉や奥本製粉がミ ッ ク ス 粉の拡大と品質の 向上 によ っ
て 収益性 をあげて い る ｡ ミ ッ ク ス 粉の 販売も大手の製パ ンメ ー カ ー と取引す るより も､ よ
り ス クラ ッ チ生産方式 をとるリテ ー ル ベ ー カリ ー との 取引依存度を高める こ とは ､ さらに
付加価値をつ ける こ とにな っ たo リテ ー ル ベ ー カリ ー はとく にフ ラ ン ス パ ン などの ヨ
一 口
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ツ パ 系が好まれ ､ 大手との 差別化 が しやすか っ たの で ､ 実需者 - の 支援体制 をとりやすか
つ た｡ さらに規模が′J､さい 製粉メ ー カ ー では ､ ミ ッ ク ス 粉を生産するための 設備投資が多
額で あるため､ む しろ川下の リテ ー ル ベ ー カリ ー や外食 の店舗 の 統合化 によ っ て価値連鎖
(バ リ ュ ー チ ェ ー ン) を形成 した り ､ 国内原料にこだわる生協との 提携を図るなとの 戦略
が とられるo こ の ような戦略が とられやす い の は ､ 小規模な製粉メ ー カ ー が 2 次加 工 に参
入 しても製パ ン メ ー カ ー や麺メ ー カ ー に と っ て深刻 な競争関係とはならない か らで もある｡
また ､ 大手企業との 提携を強め る と しても ､ 製品開発が充実 して い ない の で提案力が低 か
っ たo
■
川 下の 食品企業と 2次加工 メ ー カ ー との 関係で は ､ パ ン は製パ ンメ ー カ ー の 小売店舗 の
チ ェ ∵ ン 化が進展 し､ また c v s(コ ン ビ ニ エ ン ス ス トア -) の 参入 ､ これまで成長 して き
たリテ ー ル ベ ー カ リ ー の 減退が み られ た｡ それに対 して ､ 即席麺 ･ 生麺 ･ 乾麺 ･ 冷凍麺と
もに主た る川下の 業態 は量販店で あ っ たが､ 即席麺は C VS､ 冷凍麺で は外食との取引の 拡
大 に入 っ た ｡ また､ 調理麺は CVS を中心 と･ した製品開発 の賜で あり , 生麺か らの 発展 で あ
るo 麺で は種類に よ っ て市場が 重複 し､ 競争関係 になると いう特徴が ある ｡ すなは ち､ 生
麺と冷凍麺と調理麺は競争関係に あ っ て ､ 特に冷凍麺は量販店､ 外食で生麺に と っ て か わ
､り ､ 場合に よ ると調理麺の原料 にな るかも知れない ほ ど､ 市場拡大 の 可能性 があり工場 の
大規模化 が進展 した｡ それ対 して ､ 乾麺は需要が減退 し､ 退出する企業が増加 して い る ｡
また ､ 生麺は 日配晶と して の性格か ら鮮度管理が障害となっ て家業的な零細企業が厚 い 層
をな して存続 した｡
生麺で は大手 5社の集中度は昭和 63年 1216%か ら平成8年23.4%に増大 して い るも の の ,
即席麺や 冷凍麺と比較すれば､ 相対的に低位に あるo . したが っ て ､ 中小メ ー カ ー の 戦略空
間は残され ､ 差別化戦略と して北海道産小麦 100%で手打ち式に し､ 自然塩 を利用 して ｢手
もみ+ に よ る手作業を残すという戦略がとられ る｡ 即席麺で は C V Sに よる ｢ご当地ラ ー メ
ン+ の開発 によ っ て製品単価の 向上がみられ るよ,5に なり , ス ー プや麺の 差別化が 出来 る
ように な
■
っ たo 生麺の 中小 メ ー カ ー によ っ ては多角化戦略が とられ ､ ベ ン ダ ー と して の調
理麺の拡大や外食店舗 の設置がみ られる｡ ここで調理麺は CVS 対応で あり ､ 消費者に近 づ
くために川 下の 業態を統合する こ とは ､ 付加価値をつ け差別化 しやすい シ ス テ ム を形成す
る ことになる｡ 大手の 生麺メ ー カ ー は国内産麦による差別化 は可能で あると して , 国内産
麦100%の アイテ ム を持 つ の が普通で ある｡ しか し､ 多く はパ ン が 100%の 国内産麦で差別
化する こ とが 一 般的で ある の に対 して ､ 麺では増量剤的な利用 が多くなり ､ 付加価値形成
に直結する差別化は しにく い とい えよう｡
3
､ 国内産麦とフ ー ドシ ス テ ム
(1) パ ン
民間流通 - の 移行と共に産地 一 製粉メ ー カ ー ー 2次加工メ ー カ ー との ミ ス マ ッ チが緩和
され ､ 産地と 2次加 工メ ー カ ー を つ なぐ製粉メ ー カ ー の コ ー ディ ネ ー タ ー と して の役割 -
の期待が 強ま っ て い る｡ 国内産麦をめぐる フ ー ドシ ス テ ム は生産 - 消費まで の 情報の 共有
1 32
化が 遅れ ､ とく に川下の 食品企業や消費者の段階で は産地や製粉技術に つ い て の 情報が不
十分に なりがちで ある｡ 消費 レ ベ ルで は依然と して パ ン ･ 麺とも米飯と同 じ白さが 求め ら
れ ､ パ ン ではカナダ産麦､麺で時コ シの あるオ ー ス トラリアの A SW の利用が中心とな っ た.
特に パ ン 本来の 食文化は欧米を源琉と しており ､ カナ ダ産麦が最良の原料とするの は グル
テ ン の 比 率が高く ､ 吸水力が高い とされ て い るQ しか し､ ヨ ー ロ ッ パ の 小麦粉はそれ ほ ど
純白で はなく ､ フ ラ ン ス ､ ロ シア などで はやや黒ずん だ製粉であ っ て ､ そ の 点で は我が 国
の 小麦が著しく劣るわけでは ない ｡
これ まで国産小麦 に こだわ っ た製粉メ - か - は ､ 中小 規模層が 中心 とな っ て 内陸 工場を
保有 し産地とつ なが っ てきたが ､ 取扱量では大手メ ー カ ー の依存度が大き い o パ ン 用 の 国
産小麦は南部やチホ クなどの 品種が栽培されたが ､ 生産段階で安定的な供給条件を確 立で
きなか っ た｡ さらに 2 次加工 の 段階で も製造と小売を統合してき たリテ ー ル ベ ー カ リ ー を
中心と して国産麦が利用された. 技術的にみ ると国産麦では ミク シ ン グの 方法が大量生産
に向か ない こ とと､ 吸水率が 5% 程度も外国産麦よりも低く ､ コ ス トア ッ プア ッ プに なる
こ との 2 つ の理由か ら､ 自動化 した大規模工場 では 生産 しにくい 性格が ある ｡ 大手 パ ンメ
ー カ ー で は工場規模が大きく ､ 自動化されたライ ン での 効率的生産を前提と して い るため ､
品質格差の 大き な国産麦は連合的 でない とされた｡ しか し, 技術水準の 高い リテ ー ル ベ ー
カリ ー で は冷凍生地 に依存する よりも ス ク ラ ッ チ方式がとられやすく ､ 技術者の熟練と手
作業が必要にな る｡ しか し､ この 方式で はこれまで早朝か らの作業が必要に なり ､ マ ニ ュ
ア ル 化 しにく い技術を含むため技術水準の 高い リテ ー ル ベ ー カリ ー に限定されやす い ｡ そ
の ためリテ ー ル ベ ー カ リ ー が自主的にネ ッ トワ ー ク を組ん で産地と繋がろうとする展開も
みられ るD
パ ン をめぐる小売段階の 業態は従来か らの 専門店の 減少に対 して ､ 量販店 ､ リ■テ ー ル ベ
ー カ リ ー ､ ベ ー カ リ ー レ ス トラ ン ､ つ い で CV S の参入に よ っ てほ ぼ6 つ にな っ た｡ 特に C V S
の ｢焼きたて パ ン+ は セ ブン ･ イ レブンか ら導入 され ､ CVS の シ ェ ア は 30%程度に達 した｡
それに対 して ､ 専門店は大手パ ンメ ー カ ー に組織されたが ､ その シ ェ ア は大幅に減少 し､
つ い で量販店のイ ン ス トア - ベ ー カリ ー も価格競争と独 自の 集荷力の 限界か ら成長 しにく
くな っ た ｡ ス ク ラ ッ チ方式をとる レテ ー ル ベ ー カリ ー は ､ 国産原料を利用するよりも ヨ ー
ロ ッ パ をモデ ル と した製造技術がとられ ､ 原料も ヨ ー ロ ッ パ からの購入 に シ フ トするなど､
食文化と原料が結び つ くように な っ た｡ たとえば ､ 最上級の フ ラ ン ス パ ンは フ ラ ン ス か ら
の小麦粉調整品が高関税で あるににもか かわらず利用されるように なっ た｡ これまで も国
内麦の性質を活用 してきた製品開発 は ､ 硬めで は あるが味の あるフ ラ ン ス パ ンで あり ､ モ
チ モ チの 食感を追求 し､ タピオカ を添加するな どの対応を してきた食パ ン とは異に してき
た｡ さらに国産原料を活用 した新製品と してイ ン ド風 の ナン ､ ピザの 生地 とい っ た 開発も
みられ る ようにな っ た ｡ 多くの 製粉メ ー カ ー や2次加 工メ ー カ ー は ｢増量剤+ と して 国内
産麦を利用する場合が多く ､ 差別化の 手段と しての 活用は限られた中小 の 製粉メ ー カ ー で
あり ､ それ でも国内産麦の 割合は 20- 30%にとどまりやすい ｡
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こ の ように パ ンで は ニ ッ チ マ ー ケ ッ トに対応 した多様 な製品開発 - の 期待が大き い が ､
そ の 趣 い辛か らみると地域の 中小製粉メ ー カ ー とリテ ー ル ベ ー カ リ ー で あり ､ 業務用 と し
て学校給食､ 社員食堂などの 流通チ ャネル が これに付加 される ことにな る｡ 小規模製粉メ
ー カ ー によ っ て は学校給食 へ の 取り組 みが ､ 生産量の 20%に達してお り ､ 大きな淀通チャ
ネル とな っ て い るo 学校給食も地方 で は地産地消の 論理 が利用者との 合意を形成しやす い
が ､ 大消費地に なるほ ど入札方式な ど納品価格をめ ぐる競争が展開 しやすくなる｡
(2) 麺
生麺で は鮮度保持 の 技術革新に よ っ て ス ト ックが可能 となり ､ また流通圏が広域化す る
ことに よ っ て大手企業が参入する ことによ っ て緩やかな寡占的競争構造が形成され た｡ 麺
をめ ぐる市場 は用途轟 に市場が分割され ､ 小売や外食の 業態によ っ てそれ ぞれわ市場が対
応する こ とにな っ たo 即席麺は調理麺との 競争で需要が減少 した が ､ セ ブン ･ イ レ ブ ン の
チ ー ム ･ マ ー チ ャ ン ダイ ジン グに よ る新製品開発で需要 の 拡大と価格の 上昇を実現 した｡
しか し､ 即席麺業は 工場規模の 自動化と拡大によ っ て提携関係 にある協力工 場との 取引を
切 り ､ 価格競争を展開 してきた ことか ら､ 国内産麦を有効な差別化 の 手段と して い な い ｡
生麺は 量販店の シ ェ ア が高くな っ たも の の ､ もともと地元 の 外食､ 学校給食との 取引が多
か っ た｡ しか し､ 冷凍麺の出現 と共 に外食や学校給食で の 取扱い が増大 し､ 品質の 劣化が
抑えられ ､ か つ ロ ス の 減少 に繋が っ たの で生麺との 競争に なり､ その 市場 を縮小 させ るこ
とに な っ た ｡
伝統的 に国内産麦を利 用 した製品は ､ 生麺を中心と して 外国産麦と ミ ッ ク ス して 国内産
麦特有の 黒 っ ぼさを出現 しない ように してきたo しか し､ 国内産麦で 差別化 しようとする
と ｢北海道産 100%+ とい っ たように 1 00% を強調しキマ ー ケテ イ ン グを展開 したo 麺業会
で は オ ー ス トラリアの A SW を最高の 品質だとする過大評価が 支配的であり､ 純白で コ シ の
ある麺で ある ことが 品質評価の大 きな要素となっ た｡ 特に外食企業では調理後の黒 っ ぼさ
が 商品価値をさげると して ､ ･関東 の 一 部の 地域を除けば国内産麦 を利用 しなか っ た経緯が
ある o 生麺の 技術革新はセ ミ LL や LL麺の 開発によっ て品質保持が しやすくなるの で これ
まで の ような賞味期間 の短 い生麺は ､ ロ ス の多さや効率的な機会利用が しにく い な どの 理
由によ っ て大手メ ー カ ー で は取扱にく い 商品であ っ たo しか し､ 量販店によ っ て は N B(ナ
シ ョ ナ ル ブラン ド) やpB (プライ ベ
,
- け ラ ン ド) だけでなく ､ ㍊ (リ ー ジ ョ ナル ブラ ン
ド) も含まれており ､ 20 - 30%の 割合で維持されてきた｡
麺は 日常食であ っ て我が 国の 食文化 を構成 してきた経過 があるの で ､ 付加価値が形成さ
れにくく ､ ニ ッ チ マ ー ケ ッ トも形成 されにくか っ たo その ため麺は パ ン よりも原料の価格
帯が狭 い が､ 需要は地域的に特徴が あ っ たo 特 に主力とな る産地で は 一 人当たり消費量も
多く ､ 香川県では 旧食糧管理制度下に あっ ても地域 レ ベ ル で フ ー ドシ ス テ ム が 形成されて
い たo 香川県では手打ちうどん の 店舗が多く ､ 生麺メ ー カ ー による川下 の統合化戦略が早
くか ら展開された｡ この 地域では 失業者すると､ タク シ ー ドライ バ ー に なるよりも手打ち
うどん用 の棒をもっ て店舗をかまえる事例が 多い が ､ ASW - の依存度が 高い の で 国内産麦
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- の こ だわりが弱 い と い う特徴が ある｡ 西日本と比較して東日本の 群馬県や埼 玉県で はう
どん の 食文化の形成が 遅れ ､ 地元 の 外食との 結び つ きも弱か っ た｡
麺の 2 次加 工製品は用途によ っ て多様化 し､ 市場も競合関係にあ っ て ､ たとえば伝統食
晶の 乾麺は利便性が低く即席麺､ 調理麺､ 冷凍麺に需要を奪われた｡ この 乾麺業界は国内
産麦を活用する中小製粉メ ー カ ー と乾麺メ ー カ ー との つ ながりが あ っ たの で ､ 乾麺需要の
低下は国内産麦の利用 の 低下に なりやすい ｡ また ､ パ ス タは国内産麦の 利用 可能性が ほ と
ん･どない の で需要の 拡大 は､ 製品輸入という対応がとられやすか っ た｡
麺は束ア ジア に共通する伝統的食文化で あり ､ 大規模な食品企業が成長 しにく か っ た ｡
それに対 して パ ン では ､ 洋食の 拡大とともに外国旅行か ら帰っ た女性が ヨ ー ロ ッ パ の 特徴
的なパ ン に惹かれ ､ リテ ー ル ベ ー カリイ の 高品質の パ ン - の 関心 を高めた｡ ヨ ー ロ ッ パ の
食文化は しば しば原料 とセ ッ トとなりやすく パ ス タが本場 の イタリ アか ら輸入 されるよう
に ､ パ ンや菓子 用 の ミ ッ ク ス 粉を製粉メ ー カ ー が ヨ ー ヨ ツ パ から輸入 し､ リテ ー ル ベ ー カ
リ イや2 次加工メ ー カ ー に販売される場合も多い ｡ その ため国内産麦 100%の パ ン を製造す
ると しても ､ ヨ ー ロ ッ パ ス タイ ル の 食文化 をすぐには持ち込めないとい う性格が国内産麦
に はあるとい えよう ｡ しか し､ カ ナダ産と比較 してくすみ は 両者で共通 して い る こ ともあ
つ て ､ ハ ー ド系の フ ラ ン ス パ ンな どでは国内産麦の優位性が残 され る｡ 麺で は ､ そばが晴
れ の食事で あるの に較べ て ､ う どん は常食で あり ことか ら差別化しにくい製品で あり ､ 食
文化の演出が しにく い とい う性格が ある｡ 特に東日本ではこ の食文化の 演出が遅れて い て ､
フ ー ドシ ス テ ム を構成する経済主体の社会的分業が徹底 して い るの に対 して ､ 香川県で は
生麺メ ー カ ー の川 下 - の 統合化戦略 ､ うどん打ち技術の伝授などで食文化の演出が進展 し､
需要を拡大 してきた｡
この ように同 じ小麦粉製品で もパ ン と麺は ､ 2次加工メ ー カ ー の 市場構造や川下の 業態
の 多様化ばかりで なく ､ 食文化の違い がフ ー ドシ ス テ ム に影響してく る｡ パ ン で はカ ナダ
系 の灰分の 低い小麦粉の評価が高か っ たが ､ 灰分にとらわれ ない評価が見られるように な
つ たが ､ 麺で は依然と してオ ー ス トラリア ASW の優位性を過信するメ ー カ ー や外食企業が
支配的で ある｡ 外食企業では ､ 煮込みうどん ではくすみがさほど問題なくて も釜揚げうど
ん では純白さが商品価値となる｡
小麦粉をめぐる フ ー ドシ ス テ ム は民間流通 - の 移行にもかか わらず､ 産地と食品企業と
の連携が進展 して い るとはい い にくく ､ ミ ス マ ッ チが生産調整と関連 して増幅する可能性
が ある｡ 今後 ､ 産 地と食品企業との 情報の 共有化が進展 し､ 新しい製品開発や流通 シ ス テ
ム の合理化が なされ る こ とによ っ て 両者が提携する条件もさらに明確に なる で あろう｡ 国
産麦の優位性や個性 を出すに は ､ これまで の A S Wやカナダ産小麦などの メ ー カ ー 一 流通業
者 - 消費者 の垂直的な レ ベ ル で形成されてき た ｢信仰+ を変える ことが必要に なる .
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第 13章 ｢パ ン産業をめぐる フ ー ドシ ス テ ム と企業行動+
斎 藤 修
1 ､ は じめ に
パ ン の フ ー ドシ ス テ ム は昭和5 0年代 か ら川下の 変化が急激になり､ 特約小売店 - の 流
通チ ャネル 以外に量販店 ､ C V Sとの流通チ ャネル が新たに加わ っ た｡ さらにイ ン ス トア -
ベ ー カ リイやリテ イ ル ベ ー カリイとい う形態で パ ンメ ー カ ー が ､ これまで の 卸売機能に加
えて小売機能を統合するとい う経営展開がみ られるよう にな っ た｡ こ の ような川下 の構造
変化 に対応 して パ ンメ ー カ ー の 経営成長 の 格差が大きく なり ､ 寡占的な競争構造が 形成さ
れて ､ その 中でも山崎製パ ン の シ ェ アが拡大 した｡
製粉 一 二 次加 工 一 小売 ･ 外食との取引関係は フ ー ドシ ス テ ム の視点か らすると複雑であ
るが ､ 主な取引先の企業の成長が大きく なると原料や食品を供給する製粉､ 二 次加 工も同
時に成長する企業との 取引関係を形成する こ とが需要拡大となるo しか し､ 取引 の停止 が
発 生すれ ば取引依存度が高い ほ ど､ 新たな取引先 - の 転換が しにく い ため､ 取引依存度を
ある程度におさえるの が普通である｡ したが っ て 二次加工 の パ ンメ ー カ ー は川下 の 企業､
特 に量販店 ､ C V S､ 外食企業の成長する企業と多く の取引関係を形成する こ とに なる｡ ま
た ､ 製粉メ ー カ - もパ ン メ ー カ ー との 関係で は多く の取引関係を俸持 し､ 中堅メ ー カ ー で
は差別化して フラ ン ス パ ン などの ように特定な製品にフ ィ ッ トした 素材を選択 しやすくす
る ｡
パ ン産業が寡占的となるの は ､ 首都圏での 山崎製パ ン ､ 第 - 屋製パ ンは拠点地域を関西 ､
東 北など全国的に工場 を立地配置 しようと して合併 ･ 買収や系列化があっ た こ とが 1 つ の
要 因で あ っ た｡ 他方 ､ 地域の核企業と して 競争力の 高い企業 (敷島製パ ンエ フ ジ フ - ズ ､
タ カキ ベ ー カリイ ､ 神戸屋 ､ 日糧製パ ン) な どは首都圏に進 出し､ さらに企業に よ っ て は
全国的に合併 ･ 買収 ､ 提携によっ て シ ェ ア を増加させ たの で寡占的な核音形成する こ とに
な っ た｡ 寡占的な核とな っ た企業では広域的な工場立地と多様な取引先を結びうける こ と
が課題となっ た｡ 多数の 工蕩を占有するほ ど効率的に品目 を分担す るこ とが 可能 で あり ､
食パ ン の ような品目では 自動化が進展 して低 コ ス ト生産が可能となっ た｡
パ ンメ ー カ ー の 工場規模は大型化 し1 工場当たりの 販売額で 2 0 0億円に達する企業も
あ っ て ､ 低 コ ス トで生産するなら自動化と2 シ フ トが早く から実施されてきた｡ この よう
な大規模工場の 投資額は大きく ､ 中小メ ー カ ー にと っ て大きな負担となり ､ 大手メ ー カ ー
で もパ ン の 需要拡大がみられなくなると地方メ
ー カ ー との 提携､ 系列化が選択された｡ こ
う したことから ､ 山崎製パ ン ､ 敷島製パ ン ､ フ ジパ ン な どの 系列化をともな っ たネッ トワ
ー クも広域的に形成された｡
以上の ように パ ン産業をめ ぐるフ ー ドシ ス テ ム は川下の 量販店､ C V Sの企業行動 ､ さら
に パ ン メ - カ ー の 寡占的な企業行動､ によ っ て構造変化を迫られてきた｡ すで に昭和 5 0
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年代か らパ ン の需要拡 大が小 さく なり ､ その後で も大規模工場 の 建設 で過剰能力 をかか え
る企業がある ため ､ この こ とが小 売段階に お ける価格競争と結び つ く と企業全体の 収益性
の 悪化に つ ながる ことになる｡ パ ン 産業は競争的な経済環境下に あっ て ､ 技術革新の 普及
も早く新製品の ライ フ サイ ク ル の 短縮化 しやすくなる o それで もリテ イ ル ベ
ー カ リイ など
の 川下の 新たな事業領域には 小回り の 効く小 規模メ ー カ ー の 役割が大きく ､ 川 下 - の 統合
化 に よっ て収益性が改善される場合も多い ｡ こ の ように寡占的競争構造下に あ っ ても中小
メ ー カ ー の戦略空間は まだ川下を中心に残され てい るo
こ こ ではパ ン産業をめぐる フ ー ドシ ス テ ム の 特質を整理 し､ 企業の経営戦略と産業組織
の 再編方向を検討する ことにする｡
2､ パ ン産業と企業行動の特異性
パ ン産業をめぐる フ ー ドシ ス テ ム は 寡占的競争構造の 形成 ､ 冷凍生地 を中心 と して技術
革新による供給シ ス テ ム の 変化 ､ 多様な業態 の 形成な どに よ っ て川 下をめ ぐる パ ン メ
ー カ
ー の企業行動によ っ て革新されて きた ｡ これ まで川下 - の 統合化に よ っ て付加価値を追求
して価値循環をはか ろうとす る経営戦略は 中小メ ー カ ー に特異的な性格の 1 つ で あ っ たo
しか し､ 冷凍生地の 技術革新が大手メ ー カ
ー の フライ チ ャイ ズ (F C)､ オ ー ブ ン フ レ ッ シ ュ
ベ ー カリイ (O F) による多店舗展開を容易に したこ とに よ っ て大手メ
ー カ ー の 川下 - の 統
合化は進展する こ とにな っ た｡ それまで リテ イ ル ベ
ー カリ イ はス クラ ッ チ による生産が基
本で あっ て 熟練度の 高い職人技術が 必要とな っ たが､ 菓子 パ ン を中心と して 冷凍生地
- 転
換 し､ より高教化を志向す るパ ンメ ー カ ー で は F C よりも直営で ス ク ラ ッ チ方式 を残す戦略
をとっ た｡
パ ン は本来 ､ 日配晶で あるた め パ ンメ ー カ
ー も大手ほ ど自前の 配送 シ ス テ ム をと っ て小
売店との 契約取引 を展 開 してきた｡ 取引する小売店舗を工場 から遠隔地 に多数確保 しよう
とすれ ば､ 工場 を新設する ことに なる｡･ 各地域で成長 して高い シ ェ ア をと っ た パ ン メ
ー カ
ー は昭和4 0年代 に首都圏に進 出 し､ 他方で系列化や買収によ っ て全 国的な工場配置によ
る供給 シス テ ム が形成された｡ 特に経済成長が 著しい ため借入金 - の 依存度を高 めて 工場
を新設する ことは シ ェ ア の 拡大 に なり､ 特約小売店の 拡大だけでなく ､ 成長 しつ つ あ っ た
量販店との広域的な取引を可能に した ｡ さらに ､ コ ン ビ ニ エ ン ス ス トア (C V S) の 成長が
顕著になるとそこ - の 供給シ ス テ ム を構築するため､ 子会社や関連会社の設立 によ っ て シ
ェ ア をさらに拡大 した｡ この よう な経過 か ら経済機会を適格にとらえて 成長 した パ ンメ
ー
カ ー 数社が中心に な っ て寡占的な競争構造を形成 した｡
以上の 冷凍生地 の 技術革新と寡占的な競争構造の 形成によ っ て ､ 競争は企業 シ ス テ ム を
め ぐっ て 展開され る ように なっ た こ とが パ ン 産業の 特質で ある｡ こ の 企業シ ス テ ム は山崎
製パ ン がリ ー デン グカ ン パ ニ ー ー と して の 役割を担 っ て ､ 多様な′J､売店舗 の 業態開発 ､ 製粉
メ ー カ ー と 一 体化した製品開発､ C V Sとの提携､ などの 経営戦略をと っ てきたo また､ 子
会社､ 関連会社､ 提携企業が拡大 した｡ こ の ような経営戦略は山崎製
パ ン に限らず､ 敷島
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製パ ン ､ フ ジパ ン ､ 第 一 屋製パ ン でも同様にとられたが ､ 川下 - の 統合化やグル
ー プ化で
はフ ジパ ン の 対応 が敏速で あっ た｡ こ の ような経営戦略は シ ェ ア拡大に結び つ き ､ 既存の
小売店との 契約関係 を維持 してきた中小メ
ー カ ー の シ ェ ア は減少 し､ 残された戦略空間は
川下に い かに でるか とい うこ とが 課題とな っ たo とくに ､ 高級化を志向 し､ ヨ
ー ロ ッ パ の
食文化を提示 してきた レ - カ ー で は ､ 百貨店や外食の レ ス トラン との 提携に入 っ たり､ 冷
凍生地を有効に活用 して F Cの展開に入るとい う経営戦略がとられたo また ､ タカ キ
ベ ー カ
リ ー は ､ 直営部門の ア ンデル セ ン では熟練 した職人技術で 品質を高位に し､ 他方 では 冷凍
生地で F Cの 展開に入 っ た. 直営店 はブラ ン ドの確立に有効であり ､ 他方で F C は技術や経
営指導で の 支援が できれば､ 直営店より も増加が著 しくなるo 寡占的競争構造が確立する
に つ れて ､ 差別化によ っ て新たな事業額域を開発 しようとする中小メ
ー カ ー と大手メ ー カ
ー の 競争に入 り ､ サ ー ビ ス も含めた高級化が中小メ
ー カ ー に必要となっ たo 他方 ､ 大手メ
ー カ ー 間の 競争では特約小売店 - の 品揃えを確保するため､ パ ンか ら洋菓子 ､ 和菓子 ､ さ
らに調理 パ ンや加工木飯 - の事業拡大が課題とな っ た. こ の 品揃えは C V Sや量販店との 取
引にも必要条件で あり ､ 子会社や関連会社に よる事業展開をグル
- プで とる ことになる o
大手メ ー カ ー に なる ほ ど特約小売店､ C V S､ 量販店 ､ 外食 ･ 中食企業などとの取引を継続
しようと全方位的なチ ャネル 管理が必 要となっ て ､ 企業シ ス テ ム それ自体が競争力を規定
する こ とになる｡
パ ンメ ー カ ー の行動 を特徴づ ける第 2 の点は ､ 製品開発 をめぐる競争が あるが､ ライ フ
サイ ク ル が短縮化 して い ることで ある｡ こ の 製品開発 には製粉メ
+ カ ー が関係 し､ 製粉メ
ー カ ー によ っ て は取引先ごとにチ ー ム が形成され て いる○ また､ 製粉でも品質の良い小麦
粉が パ ン 用と して利用され る こともあっ て大手パ ンメ
ー カ ー との 取引を継続しようとすれ
ば ､ 情報を共有化 しなが ら製品開発 に協力する ことになる｡ パ ン メ
ー カ ー はミ ッ ク ス 粉の
パ ン メ ー カ ー - の 販売 によ っ て付加価値を つ ける こ とも可能であるの で製品開発
- の 協力
を強め る こ とに なる｡
第3の 点として ､ 量販店で はイ ン ス トア ベ
ー カリイ の成長が期待されたが ､ CV Sの 成長
によ っ て 取引拡大が パ ンメ ー カ ー の 販売額を増大させ た. 特にセブン
･ イ レブン ､ ロ ー ソ
ン ､ フ ァ ミリ ー マ ー トなどとの 取引で は ベ ンタ
- の専属化 が要求されたり ､ また仕入共同
化や製品開発 によ っ て 品質が改善されやすか っ たo これに対 して ､ 規模の 小さな C V S では
店舗の分散的立地より品質をあげたセ ブ ンイ レブン との同価格水準で の販売 ､ 販売店舗数
の 増加 率の 低下 ､. な
どによ っ て ベ ン タ - の 収益性は低位になりがちで あるo
第4の 点と して ､ 寡占的競争構造下 の企業行動は異なる経営戦略をとるこ とによ っ て 生
存領域を異にす る の が普通で あるが ､ パ ン産業では棟似した企業行動をとりやすくo また
山崎製パ ン がリ ー ディ ン グカ ン パ ニ
ー と して革新的に トッ プ企業の 規模の メリ ッ トと企業
シ ス テ ム の優位性を結び つ けるた め､ 最近にお ける第
一 屋製パ ン ､ 日糧製パ ン などの 競争
力の 減退に結び つ い て い る｡ それと は逆 に川下 - の 統合化で高級化を実現できたタカ キ
ベ
ー カリ イ - ､ サ ン ジ ェ ル マ ン (東急 ス トア
- ベ ー カリ ー 部門)､ ドンク などの企業は山崎 パ
13 9
ン とは異なる経営戟略をとり ､ ブラ ン ド化による企業イメ ー ジが消費者 の購買行動 に関与
してく るとい えよう｡
こ の ようにパ ン産業で は早く か ら川 下の ｢争奪軌 に入り ､ 差別化 でき る戦略空間が存
続 して きたo 特に パ ン は ヨ ー ロ ッ パ を中心と した食文化 にささえられ ､ 川 下に なる ほ ど製
品 とサ ー ビ ス の結合によ っ て新 しい 業態が 開発 され るo たとえば､ ｢焼きたてパ ン+ をオ ー
ブ ン の ない C V S で販売 して も鮮度の 保持ができず に食味が 低下するなら､ 小売店舗で もオ
ー ブ ン を持ち込ん で パ ー ベ イ クやリベ イ ク の 冷凍生地を使用 して短時間で焼成す る方式も
とられ るo ある い は ､ ある程度の 店舗規模で品揃えを必要とす るなら ､ ス ク ラ ッ チ と冷凍l
生地 を使用 した オ ー ブン フ レ ッ シ ュ の 方式をと っ て ､ 一 部は本部工場 か ら調達する で あろ
うo つ まり ､ こ の 新しい業態は食文化の 演出と関係 して差別化 を強く しようとすれば ､ 大
手メ ー カ ー とは 異なっ た原料､ 製造方 乳 製品形態が要求される｡
3 ､ 寡占的競争構造と企業行動
パ ン産業では大手メ ー カ ー による寡占的競争構造が形成され るまで に ､ ｢戦国時代+ があ
つ て地域の ｢雄+ が 首都圏 の大消費地市場をめざし､ ｢上洛+ することでナ シ ョ ナ ル ･ ブラ
ン ドと して の成哀が なされた ｡ 名古屋 か らは敷島製パ ン ､ フ ジ パ ン ､ 大阪か らは神 戸屋 ､
広島 か らは タカ キ ベ ー カリ ー ､ ややおくれて砲海道か ら日糧製パ ン が南下 して 首都圏に参
入 して ､ 山崎製パ ン ､ 第 一 屋製パ ン ､ 伊藤製パ ン との 競争に入 っ た｡ 他方で地域の ｢雄+
の 成長 が顕著で なか っ た場合には ､ 他地域の大手メ ー カ ー が参入する こ とにな っ た ｡ たと
えば ､ 東北地域では 山崎製パ ン と第 一 屋製パ ン の 参入が早く ､ 仙台周 辺 に工場 を立地 させ
地域の シ ェ ア を拡大 した
o それでも周辺 の諸県で は地域の企業が ある程度の成長が み られ ､
そ の 後 ､ 取引関係を拡大 しようとする 2社以外の 大手メ ー カ ー との提携が とられ るように
な っ た｡ それ に対 して近畿で は大手メ ー カ ー の成長 が著しく中堅メ ー カ ー が成長 しにくか
つ た ｡ 市場規模の 小さな四国で は地域に ｢雄+ が成長しな か っ たばかりで なく ､ 大手メ ー
カ ー も工場を新設するよりも系列化 の対応をとげた｡
首都圏に参入 したメ ー カ ー にと っ て 山崎製パ ンや第 一 屋製パ ン との 競争を有利に展 開す
るに は ､ ブラ ン ド化 して百貨店で の販売やリテ イ ル ベ ー カリ ー を展開 して顧客を増加 して ､
次の 段階で工場 を新設す るとい う戦略が とられた○ 高級化 してブラ ン ドが確立すれば ､ 山
崎製パ ンや第 一 屋製パ ン との価格競争を回避する こ とが できたo タカ キ ベ ー カ リ ー は東京
進出で は青山にア ンデル セ ン の 1号店を設置して ブラ ン ドを確立すると ､ 品質の 良い 冷凍
生地 を利用 してリ トル マ ー メ ー ドの F Cを開始 した○ また ､ 敷島製パ ン は 百貨店で の 販売や
中堅 の ス ー パ ー - の高品質パ ン の 販売で ｢パ ス コ+ ブラ ン ドを確立 し､ 首都圏で の シ ェ ア
拡大 に成功 したo 特に都市化が早く ､ 関東で も所得水準が高い とされる神奈川に大手メ ー
カ ー の 工場が集中することに な っ たo これ らの企業より遅れ て参入 した日糧製パ ン は 北海
道で の シ ェ ア が 5 0% 以上にな っ て 限界に なり ､ 首都圏の 所沢工場の 建設で販売額を拡大
する ことが必要に なっ たo やが て この 企業では販売額の 4 0%近くを首都圏に依存 した ｡
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昭和 40年代後半で の シ ェ アは山崎製パ ン (合併前の関西ヤ マ ザキを含む) 関東で 4 5%､
近畿で 3 5% ､ 中部で 3 7% とすで に高位にあ っ た｡ それでも関東で の フ ジ パ ン の シ ェ ア
7 . 5% ､ 敷島製パ ン 2 . 8%､ 神戸屋 2 . 6%で あっ たo こ の こ ろの 主要企業の 経常利
益率をみると山崎製パ ン の利益率が 7% 近くに あっ て ､ それ に敷島製パ ンが つ づく ､ 次に
販売額の 少なく なるフ ジパ ン ､ 日糧製パ ン , 第 一 屋製パ ン の 経常利益は 3 - 5 %にとどま
つ た｡ しか し ､ 平成4 年になると販売額と経常利益率の 関連が強く なっ て ､ さらに山崎製
パ ン の経常利益が最も高くなっ て い る｡ これに敷島製パ ン ､ フ ジパ ン を加える と経常利益
率は 2% 台を維持でき ､ 次の グル ー プの神戸屋 ､ 日糧製パ ン ､ 第 一 屋製パ ン ､ 木村屋総本
店で 0 . 2 - 1 . 7 の経営にとどま っ た｡ さらに地域の核となる ロ バ パ ン ､ 工藤パ ン ､ 伊
藤製パ ン ､ 白石食品工場 ､ 永井製パ ン などは もっ と収益性が低くなっ て ､ 例外もあるが 0 .
1 - 0 . 9%の経常利益率にあっ て ､ 規模が収益性の規定要因となる｡ これ に対 して ､ 小
売 ･ 外食を統合化 して付加価値を追求しようとする企業は トッ プグル ー プ に近 い収益性が
確保されて い るo こ の ように パ ン メ ー カ ー で は 4 つ の戦略グル ー プ に分けられ ､ 経営成果
も規模との 関係が 強 い傾向が あっ て ､ 規模に加 えて内部組織の シ ス テ ム も関係 して い ると
判断できるで あろうo さらに - 人当たり販売額で あるが ､ 中小メ ー カ ー で は 2 , 0 00 -
1
,
0 0 0 (千円) とか なり低位製造コ ス トの に つ ながる｡ また ､ 店舗まで の配送は パ ン
が日配晶とい う性格か ら自社では 配送コ ス トを節約する こ とも含めて ､ い かに合理的に コ
ー ス 当たり店舗 を配置するかが課題とな っ た｡ とい うの も冷凍生地に依存 しなければ ､ 工
場からの 鮮度の 良い パ ン の供給圏が限られ､ 遠隔地に なる ほど鮮度低下と配送 コ ス トの 上
昇によ っ て経済的メリ ッ トが縮小する ことに なるか らで ある｡
パ ンメ ー カ ー が量販 店との提携 を本格的に展開 した事例は 少なく ､ か っ て 岡山か ら進出
したアサ ヒブ レ ッ ドは ダイ エ ー と提携 し､ 自動化 しやすい 食パ ン の生産には入 っ て 大消費
地市場 に参入 したが大きな成長ができなか っ た. 山崎製パ ン はイ ト ー ヨ ー カ 堂 ､ 敷島製パ
ン はジャス コ 系との つ ながりが深 い とされて い るが ､ 量販店 でパ ン の販売額を拡大 しよう
とすれば､ それぞれ の メ ー カ ー の 売れ筋となっ て い る品目を品揃えする こ とが有利に なる｡
しか し､ 売れ筋 となる 品目の ライ フ サイ ク ル は短く な っ て おり ､ パ ン メ ー カ ー と製粉メ ー
カ ー が提携 して新製品開発に成功 しても1年以上の ヒ ッ ト商品になるの は少 ない ｡ か っ て ､
山崎製パ ン ｢W ソフ ト+ が ロ ン グヒ ッ トになり､ 平成元年に1 2 5億円から平成4年で 3
3 0億円まで拡大し､ その後 ｢チ ー ズむ しパ ン+ や食感を重要視して原料構成をかえた食
パ ン を開発 した｡ また ､ 敷島製パ ン では氷温 を利用 した熟成パ ン ､ マ ー ガリ ン の入 っ たパ
ン ､ 無農薬小麦原料と したパ ン ､ の 開発を実施 した｡ い ずれも ｢W ソフ ト+ と比較すれば
市場規模は′J､さく ､ ますます新た な製品開発 に よ っ てパ ンメ ー カ ー は品目 を増加 させ る こ
とになる｡ 山崎製パ ン で は昭和6 0年代に入 っ て 5 3 0品目まで 増加 し､ 工場 間で い っ そ
う品目を分担する こと になるが ､ 生産ライ ン の 増加 は生産を非効率化させ る原 因となる ｡
その ためやや規模が小さい メ ー カ ー で は工場数が少 ない ため､ 他の 企業と提携 して 製品を
購入する こ とで 品揃えを充実させ ようとする企業行動がとられるo 冷凍生地の 利用は少量
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･ 需要品目の 生産を拡大する効果があり ､ 品揃えに貢献 して い る｡ 川下の量販店 ､ C V Sとも
に P B に近い 特定の チ ェ ー ン の ためだけの 製品 (とめがた) を要求して ､ 差別化 しようと し
て い る ため二 取引先が増加す る ほど品目数が増加する こ とになるo
こ の ように 中堅パ ン メ ー カ ー で は 品揃えの 限界か ら他企業との 提携が 必要となり ､ 他方
大手 メ ー カ ー で も取引相手が増加す る こ とに よ っ て 品目数 が増加 し､ 大き なヒ ッ ト商品が
なく ､ その ライ フ サイ ク ル が短縮 してきて い る｡ したが っ て ､ パ ンメ
ー カ ー と製粉メ ー カ
ー の 提携 した製品開発は経済的効果 が小 さくなり ､ 製粉メ ー カ
ー の 負担が相対的 に大きく
なるo 量販店に とっ ては売れ筋の 品目 を充実させ ようとするなら､ む しろ特定メ
ー カ ー と
の 取引依存度を低下させて 取引相手 を増加 させ るで あろう｡ こ の ことは同時に価格競争を
促進 させ るこ とになるo それ に対 して ､ C V S では提携相手と して大手メ ー カ
ー が選択され
やすく ､ 量販店よりも取引依存度が高く なりやす い とい えよう｡
大手 パ ンメ ー カ ー の 量販店 ･ C V Sも含めた特約店舗 は山崎製パ ンで 8万 を超え､ 敷島製
パ ン で 3 万 に近づき ､ フ ジパ ン も 2万以上に達 して い て ､ 効率的な配送 シス テ ム を確立す
る に は自前で トラ ッ ク を保有す るこ と になる｡ しか し､ 直営店や F Cの店舗規模が大きくな
れ ば､ 配送 コ ス トを節約す るこ とに なる ｡ したが っ て ､ 品目数や取扱量が少ない 店舗 は非
効率的となる｡ それに対 して ､ 東急 フ
ー ズ の サン ジ 主ル マ ンや直営店と F C で拡大 してきた
タカ キ ベ ー カリ ー で は ､ 店舗当たり 売上額が 多い ため配送 コ ス トの 負担が小 さく なる ｡ し
たが っ て ､ 大手 パ ンメ ー カ ー でも山崎製パ ン ､ フ ジ パ ンで は規模 ､ 立地 ､ 品揃え､ サ
ー ビ
ス を組み合わせた業態開発 が課題 とな っ た｡ たとえば山崎製パ ン で は､ パ ン
･ 菓子 専門店
と して モ ンテ ヤ マ ザキ ､ ヤ マ ザキサ ン ロ イヤ ル ､.CVS 及びその機能店と して ヤ マ ザキデイ
リ ー ス トア - ､ サ ン エ ブリ ー ､ Y シ ョ ッ プ ､ 高級専門店と して ヴイ ･ ド ･ フ ラ ン ス ､ サ ン ユ
トワ ー ル の 6業態 を立地条件に対応 して 開発 した｡ 〆 また ､ フ ジパ ン で は フ ジ ･ フ ァ ミリ
ー
シ ョ ッ プ , ベ ル ナ ー ル ､ フ ジワ ッ ク ､ ホ ル ン ､ ア
ー ル ドフ ジの 5業態を開発 した｡ 山崎製
パ ン ではリテ イ ル ベ ー カリ イ の本格的展開の ため にイ ー トイ ン の できる ヴ ･ ド
･ フ ラ ン ス
を戦略的に増加 させ てお り ､ フ ラ ン ス 風の店舗イ メ ー ジと冷凍生地 の質の 向上をは か っ て
い る｡
多数の特約店ををもつ パ ン メ ー カ ー にと っ て品揃えと製品開発 が早く か課題 とされ ､ 4
o年代洋菓子や和菓子 ､ 5 0年代か らサ ン ドイ ッ チの 生産に入り ､ さらに惣菜の開発
- と
入 っ た｡ 特にサ ン ドイ ッ チは付加価値が追求で できて C V Sを中心と した調理 パ ンに結びつ
き ､ 低温室で の 生産 とチル ドの 輸送 ･ 店舗管理が実施 された｡ また ､ 冷凍生地 の利用は品
揃えを拡大し､ 生産ロ ッ トの少な い 品目で は供給調整も容易になるとい う経済メ リ ッ トが
あっ た ｡
以上 の ように大手パ ンメ ー カ ー を中心と した企業行動は工場 の広域的配置､ 合併
･ 買収 ､
系列化 とい う ｢戦国時代+ を経て ､ 需要 の拡大が小 さくなると製品開発 によ る多角化と多
様な業態開発 - とい う経営戦略が とられ るようにな っ たo こ の 業態開発 は量販店､ CV Sな
ど - 供給する卸 ベ ー カリ ー と して の 対応よりもリテ イ ル ベ
ー カリ イ の 拡大に入 っ た こ とを
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意味しており , それぞれ の 業態間での 品質､ 品揃え ､ サ ー ビス をめ ぐる競争に入 っ たこ と
を意味して い る｡
4 ､ 技術革新と企業シ ス テ ム の 転換
冷凍生地の 開発 はア メ リカで早くか ら進展 して い たが ､ 昭不p4 5年に タカ キ ベ
ー カリ ー
の 冷凍生地工場が広島県内に建設され､ つ い で敷島製パ ンも冷凍生地の 本格的生産に入 っ
た こ とか ら主要な パ ン メ ー カ - は 専用の 冷凍生地工場を1 - 2 ケ 所に設置 して ､ 企業内店
舗､ 系列店舗 - と販路 を拡大した ｡ 冷凍生地 は平成9年で 5% 台で あるが ､ そ の伸長率は
著 しく ､ F Cや C V Sの 焼成パ ン の 需要拡大が大きな要因とな っ て い る｡
ス クラ ッ チやオ ン プ レミ ス で の 早朝か らの職人的熟練にささえられた生産 シ ス テ ム に か
わ っ て冷凍生地は以下の ようなメリ ッ トを伴 っ た. 第1 に職人に依存しなくてもF Cの 展開
が広域的に可能で あっ て配送の範囲が拡大 し､ 外国か らの 輸入も小麦粉調整品も容易に利
用できるこ とで あるo 第2 に解凍後に焼成 してオ ー ブ ンフ レ ッ シ ュ ベ
ー カリ ー (OF) とし
て鮮度が高く ､ 品質の 良い パ ン を消費者に供給しやすく ､ これまで の ような防腐剤の 添加
は不必要となっ た こ とで ある｡ 第3 に店舗段階で の 設備投資が節約され ､ 規模の ′+､さい な
店舗で もある程度の オ ー ブン があれば焼成パ ン を生産する ことが できるため ､ リテ イ ル ベ
ヽ
- カリイ が展開 しやすくなることである｡ 第4 に 冷凍生地は専用工場で大量に生産するた
め機械化 しやすく ､ また店舗では 少量 しか販売でき ない品目でも品揃えが容易でか つ 供給
を調整 しやすい こ と で ある｡ こ の 冷凍生地は ク ロ ワ ッ サン ､ デ ニ ッ シ ュ ペ ス トリ
ー
､ 菓子
パ ン の 生産に拡大 し､ 最近では ｢小型でうすい+ もの か らフラン ス パ ン ､ 食パ ン まで 品目
を拡大 して い る｡
冷凍生地は本来 ､ 油脂又 は砂糖含量の 多い ペ ス トリ
ー タイプとク ロ ワ ッサ ン の 生地 に最
も適合 し､ 生地 の タイ プも半製品 ､ 成型 ､､
ホイ ロ 後の 冷凍と3つ あ っ て ､ より省力的で生
地と して の 完成度の高 い ホイ ロ 彼の 冷凍が選択 されやすか っ た｡ 完成度の最も低い 半製品
はシ ー トや玉 の 形態で安価に 工場 - 販売され ､ 工場で変形 して製品化され る｡ また､ 成形
は小売店舗 - 販売され るが ､ ホイ ロ 彼の 冷凍生地の 方が店舗の人件費や時間の 短縮を配慮
すれば､ 仕入価格がや や高めで あっ ても有利で ある ｡ さらに店舗段階にお ける時間を短縮
するならパ ー ベ イ クやリ ベイ ク とい う方式がとられ ､ 普通の
.
レ ス トラン などで も焼成パ ン
を容易に提供す る こ とができる｡
こ の冷凍生地の 供給 はは じめ企業の 内部組織や提携関係 にあるネ ッ トワ
- ク組織内であ
っ たが､ ､ それ以外の 外部企業にも販売先が拡大 しつ つ あ っ て ､ 主要なパ ンメ
- カ ー の 冷凍
生地工場は操業度が高くな っ て い るとされて い る｡ この他企業との取引関係が拡大すれ ば､
冷凍生地の市場が 形成される こ とになり ､ ク ロ ワ ッ サンやペ ス トリ
ー などの ように パ タ ー
などの 副原料の 利用割合が高けれ ば外国か らの 冷凍生地 の輸入の メ リ ッ トが大きくなるで
あろう｡ 敷島製パ ン で はアメ リカ に冷凍生地工場を建設 して 1部を国内に輸入 して い るが ､
最近に なっ て無農薬の オ ー ガ ニ ッ ク冷凍生地を輸入 して差別化 して い る. また ､ 山崎製パ
ンで は香港で冷凍生地工場 を建設 して台湾､ タイ ､ 香港の 日系百貨店､ 量販店
へ の 供給シ
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ス テ ム を形成 して 品目数を増加 させて い卑o
こ の ように冷凍生地は企業と国境をこえて拡大 して い るも の の ､ ヨ ー ロ ッ パ と比 較すれ
ば品目が限定され て い て､ この ことが我が国の冷凍生地の拡大 を制約 して いる｡ それでも､
完成度の 高い 冷凍生地 を外部か ら購入す る ことによ っ て ､ 工場 を必要と しない バ ン ビジネ
ス が 発生す る 可能性が あるo それに は冷凍生地の 品質が 向上 して ヨ ー ロ ッ パ の よう に食パ
ン に まで拡大する ことが条件 とな るo 岡山県を本拠地と した パ ン レ ス トラ ン の サ ン マ ル ク
は品質が 良い とされ るタカ キ ベ ー カ リイ の 冷凍生地 - の 依存が高い とされて い る｡
冷凍生地に よる FCや直営店の展開 に対応 して ､ パ ンメ ー カ ー の 企業シ ス テ ム は再編されl
るこ とにな っ たo 量販店で はイ ン ス トア べ - やリィ と して冷凍生地を活用 したが ､ 独 自の
集客力 が なく ､ 客単価も低くお さえられ ､ ｢家賃+ も高位で あるとい う理由で ､ 大手 パ ン メ
ー カ ー に よる独自の 展開は あまりみられなか っ たo しか し､ C V Sとの 提携による焼成パ ン
の 供給 シ ス テ ム はセ ブン ･ イ レブ ン で焼成 パ ン の 3 回配送を契機として ､ C V Sとパ ンメ ー
カ ー の 提携関係が 拡大されたo 山崎製パ ン とセ ブン ･ イ レブ ン の 提携は解消されたが ､ 山
崎製 パ ン は ロ ー ソ ン
､ フ ァ ミリ ー マ ー トと提携 し､ 敷島製 パ ン ､ フ ジ パ ン ､ 第 一 屋製パ ン
もそれぞれ C V Sとの提携があるo た とえば､ フ ジパ ン はジ ャ ス コ 系との提携が強く ､ パ ン
に限定せずに ､ 子会社の ベ ンダ ー が調理パ ン ､ 弁当 価 飯)､ お にぎり を供給 して い るo 敷
島製パ ンもサ ー クル E との提携関係が あっ て ､ やはり子 会社の ベ ン ダ ー か らの 供給がなさ
れ ､ 一 部ミ ニ ス ト ッ プとの取引 - と紘大 して い るo 大手メ ー カ ー にと っ て C VS の販売チ ャ
ネ ル の割合が 高くな っ ており ､ 山崎製パ ン の セ ブン ･ イ レブ ン - の 販売割合だけでも 1 0%
程度だ とされて い る｡
サ ン ドイ ッ チ を中心 と した調理パ ン は ベ ン ダ ー による生産が 多く ､ 独立と専属 の 2形態
が ある o セ ブ ン ･ イ レブンや ロ ー ソ ン では ベ ン ダ - は指定食材 の 共同仕入が原則となり､
専属化 が要求 され るの に対 して ､ 店舗数の少ないミ ニ ス ト ッ プやサン ク ス などで は ､ 専属
化す る だけの誘 因条件に乏 しく ､ 独立 系 ベ ン ダ ー の ノ ウ ハ ウと供給 シ ス テ ム に も依存する
ことに なるo 中堅の C Ⅶ との取引で は ､ ①店舗が広域的に分散 して い て輸送 コ ス ト負担が
大きい こ と､ ②セ ブン ･ イ レ ブン ､ ロ ー ソ ンとの競争を有利にするなら高品質化を志向 し､
または販 売価格を低めせ ざるをえない の で 収益性が相対的に低位に なるこ と ､ などで ある｡
それ でも店舗数の 増大が販売額の 伸長になるため先行投資と して工 場を建設 して ､ 操業度
を拡大 しなが ら3 - 4年程度で赤字か ら黒字に転換する経営計画をもつ の が普通で ある｡
ただ し ､ 調理パ ン は普通の パ ン よりも付加価値が つ くと い っ ても原料費割合は 60% をこ
え､ しかもライ ン の 自動化 はほ とん ど困難で あっ て 労働集約 的となる｡ さらに ､ 調理 パ ン
の販売割合は 2 0%程度にすぎず ､ 加工米飯と組み合わせ た事業展開が原則 に なる｡ 特定
C V Sの 専属 ベ ン ダ ー のメリ ッ トは品目数が少ない の で ､ ライ ン の切り替えに よる ロ ス タイ
ム が少 ない ことで ある｡ それ に対 して独立系ベ ン ダ ー で は取引先が多く なるほ ど特定 CⅦ
の 独自の 製品規格 (とめがた) が 要求され るの で ､ 多く の ロ ス タイ ム の 発生が生産効率を
低下さ せ る｡
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以上の ように C VS と提携できる パ ンメ ー カ ー は限定され､ 子会社や関連会社が対応する
ことに なる｡･多様な事業領域に入る こ とによ っ て 大手 パ ン メ ー カ ー ほ ど企業グル ー プ化が
進展 し､ たとえば山崎製パ ン では子会社2 6社､ 関連5社よ り構成され ､ 原料となる ミ ッ
ク ス 粉の 確保 ､ 製造機械 の設 計にまで入 っ て い る｡ また､ フ ジパ ン の企業グル ー プ 1 8社
より構成され ､ 昭和 6 0年代以後に多様 な業態の 開発とC V Sとの 取引の ための 子会社の 設
立が あり ､ さらに フ ァ ー ス トフ - ドとの 取引の継続の ため に提携関係 が形成されて い る o
そ して 特に C VSの ベ ン ダ ー とな っ て い る子会社で は数ヶ所の 工場を建設 して い る｡ 敷島製
パ ン では子会社と関連会社は 1 4社あっ て , C V S- の 対応はやや遅れた が ､ ベ ー カ リイ と
フ ァ
ー ス トフ ー ドを結合 した新 しい 業態を開発 して い る｡ 神戸屋は高級化 を志向 して レ ス
トラ ン部門を拡大 し､ ス ク ラ ッ チで の 生産と ヨ ー ロ ッ パ の食文化を結び つ けた展 開をと っ
てきた の で ､ 5 0店舗す べ て直営方式をとっ て い る｡ 子会社と関連会社は 1 6社で構成さ
れて い る が ､ CV S- の 対応や F Cの展開は本格的で ない o
以上の ように ､ 規模が大きなパ ンメ ー カ ー ほ ど事業領域が広く ､ 企業グル ー プ を形成す
るこ とによ っ て シ ェ ア の拡大と多角化を進展させたc 工場数か らみると山崎パ ン 2 4, 敷
島製パ ン 1 4, 第 一 屋製パ ン 9, フ ジパ ン 9 , タカ キ ベ ー カ リイ 9 ケ所で あり､ 全国展開
をとげた量販店､ C V S､ との 多様な取引 を展開するには ､ 工場数の 多い企業が輸送 コ ス ト
や製品開発でも有利 になる｡
5
､ 中ノJ､パ ン メ ー カ ー の経営戦略
か つ て食パ ン は自動化が進展 して 大手メ ー カ ー に優位性が あるとして ､ 中小メ ー カ ー
は菓子パ ン にウ エ イ トがおかれたが､ さらに大手メ ー カ ー の 洋菓子 ､ 和菓子 ､ サ ン ドイ ッ
チ - と多角化が進展す る と中小メ ー カ ー の 戦略 は川 下に進出する ことで あっ た｡ 大手メ ー
カ ー は量販店の 成長 で依然と して卸売ベ ー カリ ー と して の 性格が強か っ たの で ､ 中小メ ー
カ ー は競争を回避 して付加価値を追求するため､ ①地域 レ ベ ル での F Cや直営店の 展開､ ②
パ ン の 高級化 を追求 した店舗展開 ､ ③高級志向の 強 い 百貨店など - の販売 ､ などの 戦略が
あ っ た｡ ③の メ ー カ ー は取扱額がそれほ ど大きく なく ､ ②の 対応に優位性があっ たが ､ 職
人的な熟練が必要 で あっ た｡ 大手メ ー カ ー で早くか らこ の展開をとげた の は ､ タ カ キ ベ ー
カ リイ の ア ン デル セ ン ､ 神 戸屋の ベ ー カ リ ー レ ス トラン で あり､ 中堅では東急 ス トア - の
サン ジ ェ ル マ ン ､ ドン ク ､ ポン パ ド ー ル で あ っ た｡ サ ン ジ ェ ル マ ン は ス ク ラ ッ チ方式を中
心と して ､ 冷凍生地と工場製晶を組み立てる いう方式をと っ て東急百貨店な ど - の 出店 し､
1 4 0店舗まで拡大 した｡ また ドンクは現在約2 0 0店舗以上の 直営店を首都圏､ 近畿圏 ､
中部圏まで拡大 し､ 店舗数で はタカキ ベ ー カリイ をうわまわり ､ F C等も含めれば､ 販売額
は 2 5 0億円以上 に達する ｡ ドン クが神戸を本拠 にするの に対 して ポン パ ド ー ル は横浜を
本拠 に ｢1店舗 1工 場+ をと っ て ､ ス ク ラ ッ チ方式を原則 と して い る｡ こ の ポン パ ド ー ル
は平成4年で 3 9店舗 で 4 0億円程度の販売額で あるの で 1店舗当たり 1億円に達す る｡
消費者サイ ドからみて山崎製パ ン の ヴィ ･ ド ･ フラ ン ス が価格訴求力 が あるの と比較す
ると首都圏で はア ンデル セ ン ､ サン ジ ェ リ マ ン ､ ポン パ ド ー ル の食味､ 品揃えで の 評価が
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高く なる｡ こ の ような企業行動は冷凍生地を中心と した大手パ ンメ ー カ ー の FC や C V Sの
焼成パ ン に対抗 して収益性 を確保す るこ とが可能で あり ､ ポ ン パ ド ー ル では経常利 益率が
山崎製パ ン と同じ水準 にある｡ こ の ス クラ ッ チ方式に こ だわ っ た直営店の 展開には 技術者
集団 を育成す る こ とが課題となり ､ 人材が確保 できるか どうかで 店舗 の 増加が 制約 され る
とい えようo また､ C V Sの焼成パ ン は低温に して パ ッ ケ ー ジされ ､ 配送時間も配慮する と
オ ー ブ ン フ レ ッ シ ュ ベ ー カリイ とは定義しにくく ､ 店舗で オ ー プ ン に か けたフ レ ッ シ ュ パ
ン よ り鮮度が低下するこ とになる｡ その 意味で はオ ー ブン をも っ たパ ンメ ー カ ー の F Cや直
営店 の 方が C V Sよ りも鮮度が維持される こ とに なり ､ 冷凍生地の 品質向上やパ ー ベ イ ク方
式の 活用が C V S よりも優位性を強くする｡
①で は茨城県の 水戸朝日製菓が 4 0年代 からフ ラ ン ス パ ン を入れた F C展開をとげ､ そ の
後千葉県の 中島屋 は直営店の ｢マ ロ ン ド+ を3 5店舗 に増加 させ ､ ､ パ ン以外に乳製品の 品
揃えを拡大 し､ 学校給食や卸売も加 えて全体で 7 0億円に達 した｡ この ような地元密着型
展開も大手 の C V Sと の競争を優位 にす る｡
6 ､ パ ン 産業とフ ー ドシ ス テム 一 緒び にか えて -
製粉メ ー カ ー に と っ て実需者となる パ ンメ ー カ ー は品質の 良い 部分を購入 して くれ る取
引相手 で は ある が､ 製品開発 にも参加する必要が あるため､ 小規模製粉メ ー カ ー で は対応
しにく い とい う性格が ある｡ しか し､ 製粉メ ー カ ー にと っ て付加価値の つ い たミ ッ ク ス 粉
を購入 してもらうには ､ 実需者 - の こ の 支援が原則ともな る｡ そ の意味で は主体間の 資源
の依存関係 に あっ て相互 の メリ ッ トの 追求になるとい えよう｡
パ ン の リテ イ ル ベ ー カリイ は 1店舗当たりの 必要資本額が それほ ど多く なく ､ 技術者の
確保 が できれば小規模製粉メ ｢ カ ー で あ っ ても参入する こ とが可能 である ｡ また ､ 中小 の
パ ン メ ー カ ー でも同 じ条件にあるが ､ 参入 は技術蓄積の ある パ ン メ ー カ ー で は容易で あろ
う ｡ 川 中に お けるパ ンメ ー カ ー の 寡占的競争は さらに進展 して , 山崎製パ ン の シ ェ アは 平
成元年 の 2 6 . 5 %か ら平成8年の 3 4. 8 0/.に大きく上昇 し､ 5位で あ っ たタカ キ ベ ー
カ リ イ は こ の 間に3 . 7%か ら3位の 6 . 2%､ 敷島製パ ン は8 . 0%か ら9 . 1% と多
少上昇したにすぎな い ｡ 小規模メ ー カ ー は学校給食を販路 に して米飯 にも対応 したが ､ 積
極的な ビジネス 展開が少なか っ た｡ しか し､ 新規参入者などによるリテ イ ル ベ ー カ リ イ の
店舗は地域によ っ て増加 して い るとされ ､ 家族経営を基礎 と した経営体もみられ る｡ こ の
ようにリテ イ ル ベ ー カリイ の 担い手 は多様化して い るとい えよう｡ パ ン と製粉産業の寡占
化が強 まる ほ ど付加価値を追求するため ､ 川下 へ の 統合化 を経営戦略とする中小メ ー カ ー
が増加す るで あろう｡ また ､ 中小の パ ンメ ー カ ー は寡占企業と OE Mや委託生産と い っ た提
携関係 をと っ た り ､ 合併を前提 と した資本提携という形態もとられ るで あろう｡
川下 の どの C V Sや量販店と取引す るか ､ リテ イ ル ベ ー カリ イ - の 統合化が どこ まで進展
して いるか どうか に よ っ て パ ンメ ー カ ー の成長や収益性が大きな影響を受けるようにな っ
た｡ 多様な川 下の 取引先との 流通チャ ネル とシ ス テ ム をもつ 大手 パ ン メ ー カ ー の優位性は ､
多様なビ ジネス チャ ン ス を獲得 して 経営の成長と収益性 の拡大に つ なげる事業シ ス テ ム が
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企業 シ ス テ ム の 中に できてきたとい えようo 製粉メ ー カ ー は大手メ ー カ ー ほ ど取引先との
競争を意識 して 水平的な多角化を経営戦略と したり ､ 成長の 著しい 2次加 工メ ー カ ー との
取引を拡大する こ とが ､ 経営の成長に つ ながる . しか し､ パ ンメ ー カ ー で は製粉メ ー カ ー
との 新製品開発 に成功 した場合で も ､ 複数の製粉メ ー カ ー か ら購入する ことを原則とする
な ど､ パ ン メ ー カ ー は取引依存度を維持 しようとする行動をとろうとす るo ただ し､ C V S
の ベ ン ダ ー の 共同仕入 で は ､ 製粉の供給は上位企業に集中 しやすい とされて い る o
以上 の ように パ ン産業をめぐっ て製粉メ ⊥ カ ー ､ パ ンメ ー カ ー ､ と川 下の企業との 関係
は緊密に なり､ またパ ンメ ー カ ー ､ つ い て小規模製粉メ ー カ ー の川 下 - の 統合化がみ られ ､
シ ス テ ム 間競争が さらに進展するこ とになろうo 中堅の製粉メ ー カ ー では店頭で の パ ンの
種類を決めて パ ン メ ー カ ー にそ の ため の 製粉を供給し､ 専用工場を設立す るとい う企業行
動もみ られ る｡ こ の場合に は､ 製粉メ ー カ ー か ら店舗まで が シ ス テ ム と して ある程度､ 差
別化 され る こ とに なるo また ､ 小規模製粉メ ー カ ー がリテ イ ル ベ ー カリ イ を展開する場合
･も差別化 の 程度は かなり強く なる o そ の 意味では大手パ ン メ ー カ ー を主導と したフ ー ドシ
ス テ ム に対抗するサブ シ ス テ ム が形成され ､ その サブシ ス テム の 中で経済主体の 生存す る
戦略空間はまだ多く残 されて い ると い えよう｡
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第 14章 ｢国内産麦 の フ ー ドシ ス テ ム と製粉メ ー カ ー の新たな役刺+
斎藤 修
1 ､ 課題 の設定と問題 の構図
素材型 で ある製粉産業は､収益性が 二 次加工メ ー カ ー と比較すれば低位にあるばかりでな
く ､装置型産業でもあるため生産の 合理化が進展 しても付加価値形成が しにく い 性格がある｡
特に大手の パ ン ･ 麺メ ー カ ー と の 取引依存度の高 い大手製粉メ ー カ ー は ､ 二次加 工 - 進出す
る こ とが販売先との 競争となる とい う認識が強く ､産業が未形成で あ っ たパ ス タ類を除けば､
積極的な事業展 開を しにくか っ たとい えようo パ ン を中心と した二 次加 工メ ー カ ー の 競争は
｢川上 の争奪戦+ に入 り ､ 垂直的多角化で収益性 を改善しようと して きた し､ 中小の 生麺メ
ー カ ー は C V S のベ ン ダ ー に転換するこ とで ､ 市場の拡大しつ つ ある中食の 調理麺に入り ､
経営を拡大 しようと してきた｡ これに対 して ､ 製粉産業では付加価値形成はミ ッ ク ス や冷凍
生地 の生産 にとどまらず ､大手メ ー カ ー ほ ど古く から医薬品などの高度の 技術開発に とり組
ん できた｡ これ まで バイ ･ プ ロ ダク ト (副産物) の 事業領域であるふすまは ､ 飼料と して の
価値が 畜産物の縮小とともに低下 した ｡ また ､ こ れまでの 水平的多角化は飼料部門では ペ ッ
トフ ー ドなど - の 転換や 医薬部門の 事業拡大の 限界に よっ て ､ これまで の ような成果が 期待
でき なくな っ た｡ こう したことか ら､ 二次加 工メ ー カ ー と新たな関係を構築したり ､ 二 次加
工や川下 - 進出する こ とが課題 とな っ て く るo
我が 国の 製粉産業の 特異性は ､ パ ン産業 - の高品質小麦粉の 供給が大手メ ー カ ー ほ ど優先
されやすく ､ 灰 分が低く か つ タ ン パ ク の 多い製品 の評価が過度に高い ことで ある｡ また ､ パ
ン メ ー カ ー は製品開発 の ス ピ ー ドが速く なり､ 品揃えやリテ イ ル ベ ー カ リイ の展 開が必要に
な ると､製品メ ー カ ー との 新製品開発 で の 協調や実需者の ニ ー ズに合鼓した ミ ッ ク ス 粉の 開
発 が課題 となっ てく る｡ この ミ ッ クス 粉は ヨ ー ロ ッ パ の企業との 技術提携から開始され ､ 製
粉メ - カ ー の製品の 差別化 と高付加価値化にな っ ており､ 収益性の改善に結び つ レ
■
､て い る.
特に シ ス テ ム を差別化 しようとす るリテ イ ル ベ ー カリイ との流通チ ャネル の 紘大は中堅メ
ー カ ー との 協調 に なると い えよう｡
製粉産業をを集中度からみ ると ､大手メ ー カ ー 4社を中心とする寡占的競争構造に あるが ､
取引先の 二次加 工 メ ー カ ー もパ ン ､ 即席麺､ 生麺な ど程度は異なるもの の寡占的構造に あっ
て その競争関係は複雑で ある ｡ 特に川下主導型流通 シス テ ム が強まると ､ C V Sや量販店が
調達する 二次加 工 メ ー カ ー を決定する の で ､取引を拡大できるメ ー カ ー との 取引依存度を上
げるこ とが有利となる ｡ しか し､ C V Sや量販店の 競争が痕引先の 変更をもたらすことにな
れば ､ 当然の こ とながら製粉メ ー カ ∵ の 需要も変動する ことに なる｡ したが っ て ､ 川 下の競
争関係 はニ次加工 メ ー カ ー の 寡占化 を抑止 する作用もある Q
以上 の 3つ の 論点は製粉メ ー カ ー の 経営戦略に かか わっ ており ､川 下の 主導力が強く な っ
た フ ー ドシ ス テ ム の なかで ､二次加 工メ ー カ ー と の社会的分業をどう再編するかとい う課題
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が でて くる｡ また ､ 今後の 自由化にそなえて効率的な経営と流通シ ス テ ム を再編するか とい
う課題 も設定される｡ とい うの は､ 製粉工場 レ ベ ル でも臨海型を中心と した自動化と
バ ラ ー
直送方式 が拡大 し ､ これまで の 流通 シ ス テ ム が変化するか らで ある｡ さらに小麦粉調整品を
め ぐる輸入 も関係 してくる｡
こ こで は製粉産業とフ ー ドシ ス テ ム の 関係 を中心 とした課題 を検討 し､ 経営戦
略の方向を模索するこ とで ある｡ 特 に中小メ ー カ
ー を広範に か か えた我が国の 製粉産 業で は ､
l
コ ス ト水準の 高い中小メ ー カ ー の 存立できる戦略空間を川下や 二 次加 工 メ
ー カ ー との 関係で
見 い だすこ とが必要 となる｡ 視点と課題
小麦粉に占め る国産原料の割合は ､ パ ン 用は不明で あるが ､ 日本麺用 で約 50%､ 菓子用 で
約 10%､ 味噌 ･ 醤油用などで約 30
0/.で ある o 他方で ､ 製粉企業の 国内産麦の利用割合は大
手 で 日清製粉7%､ 日本製粉8% (平成10年) で あり ､ 国内産麦 に力 を入れる企業で 20
-
30%で あり ､ 50%に達する企業は例外的で あ っ て 生協や安全性 の志 向 の強 い流通業者 を実需
者と しやす い ｡ 製粉産業で は国内産麦を差別化 して 2次加 工 とつ なげ る戦 略を確立 しようと
して い る の は ､ 中小規模の製粉企業で あり ､ 民間流通 - の移行 ととも に国内産麦0) フ
ー ドシ
ス テ ム の 再編が進展する ように な っ たc 素材型産業で ある製粉産業の 収益性は低位に あるた
め､ 規模が大きく なるほ ど早く か ら多角化戦略が とられ ､ 食品 ､ 飼料 ､ 医薬､ 製油 ､ 畜産
･
養殖な どの 部門 へ の 拡大がなされた｡ しか し ､ 2次加工 - の 統合化はパ ン
･ 麺の食品企業と
の垂直的競争に直面 し､ 取引先と の関係 を配慮せ ざる をえな い の は ､ 製粉産業､
パ ン ･ 麺 (即
席麺 ､ 生麺 ､ 乾麺､ 冷凍麺) 産業ともに寡占的競争構造に あ っ て ､ 大手 の製粉企業による 2
次加 工 - の本格的参入 を阻止 しようとする意図が あるか らで あるo それに 比
べ
､ 中小製粉企
業は こ の ような競争関係に直面 して い な い の で ､ 統合化の 戦略をとりやすい が , ノ ウ
ハ ウや
参入 の た めの 必要資本額が制約条件となりやすい ○ すでに中堅 の製粉企業は
パ ン用 ､ 菓子用
で ミ ッ ク ス 粉の開発が進展 し､ 取引先 - の新製品の 企画提案と付加価値の 拡大に効果があ っ
た の で ､ 収益性は高位に維持されたケ ー ス もみ られる○ しか し､ 中小企業で はこ の ミ ッ ク ス
粉 の設備投資が多額で ある こ とか ら参入する ことが困難で あ っ た 8 さらに規模の 大きな
パ ン
メ ー カ ー と の小規模製粉企業との 取引で は ､ 製粉企業側で企画提秦の ため の営業と研究
コ ス
トを負担できない ために ､ 本格的な取引関係 をつ くれない の が普通 で あるo こうした こ とか
ら､ 小規模製粉企業で は大手 ･ 中堅企業よりも採用 できる戦略が限定され ､ 収益性 も低位に
なりが ちで ある｡
中小製粉企業の 国内産麦の調達割合は 20 - 30%が多く ､ 大手 の ･ 10%未満と比
べ れば高く
なる｡ 中小製粉企業で も産地に 工場を立地 して いなければ､ こ の 調達割合が低くなるの が普
通で ある｡ それとは逆に ､ 国内産麦にこ だわる実需者との 取引依存度が高く なると50%に ま
セ上昇 し､ さらに 国内産麦に こ だわるなら 100%とい う事例の 存在するo 多く の 場合､ 実需
者は パ ン ､ 麺 ､ 菓子とい う3つ の 用途ごとの需要に対応 して 外国産と国内産 ､
一 等粉と二等
粉を調整 し､ 優位な価格形成をしようとするで あろうo 他方 で ､ 10%に満た ない割合で ある
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なら ､ 国内産 100%の 製品を生産するより外麦とミ ッ ク ス して の利用になりやす
い で あろうo
国内産麦は産地内で も品質の ばらつ きが大きい た め､ 大規模工場での効率的な
生産を しよう
とする ことに難点が発生するため､ 大手製粉企業で は国内産麦は現在の とこ ろ魅力的商材で
はない ｡ しか し, 山崎製パ ン の ように国内産麦 100%の 製品開発が進展 し､ 他社も同様
な行
動をとる なら差別化商品と して の市場を拡大す るで あろうo この ように国内産麦
の 供給量が
増加 し､ 内外価格差も縮小 して い る が､ 市場の 拡大とフ
ー ドシ ス テム の 再編が重要 な課題で
あるo
伝統的な国内産麦の フ ー ドシス テ ム では経済主体間の 関係が寸断されやすく ､ 情報
の 共有
化すら遅れて い る の が 実状であるo これまで は小麦粉製品は パ ン を中心 と して差別化製
品の
開発 が進展 し ､ 二 次加 工 の担 い手は第
一 にリテ ー ル ベ ー カリ
ー で あり ､ ス クラ ッ チ生産と天
然酵母 の 利用を原則と した方式が
一 般的で あっ たo この 方式 は国内産麦の 利用は
一 貫 した機
械化に難点が あり ､ ミキ
･
シ ン グ馴皆で の 手作業が必要で あるこ とか ら､ 熟練 した技術が必要
に なる｡ こう した ことから､ 大手製粉企業は利用者 - の講習会で は国内産麦
の 利用 を勧めな
い の が普通で あり ､ 国内産麦の 利用者は技術的に優れたリ
ー ダ ー を核と して ネッ トワ ー ク組
織を形成する場合が多い ｡ かれらは卸売業者を特定化し､ 共同購入する対応も見られ る
が ､
利用する小麦粉の 数量が少ないた め取引 コ ス トが高い の が普通で ある｡ そ
の ため原料価格が
高位になりやすく ､ 当然の ことながら小売価格はさらに高位になるo つ まり ､ 国
内産麦は零
細な実需者 - の産地 か らの 供給シ ス テ ム は しば しば流通が多段階になり､
ロ ッ トも少ない こ
と から非効率的 となりやすい こ とが､市場 の拡大 の 制約条件となる こ とが第
- の 理由で ある｡
産地の 立地配置からも国内産麦は北海道に 60
- 70%が集中 し､国内産麦の調達比率の 高い
中小製粉企業の 製粉工 場 - の輸送コ ス トは多大に なりやすい という特徴
があ る｡ 特に ､ 近畿
や九州 の製粉企業に と っ て北海道産の ホ ク シ ン ､ 岩手県産の南部小麦を確保す
る こ とことは
取引価格の 30- 40%にも及ぶ輸送 コ ス トを負担するこ とに なり､ これも国内産麦
の 価格を著
しく引き上げる第二 の 理由に なる｡
第三に2次加 工企業が過度な差別化戦略をと っ て 高い 小売価格を設定す
るこ とも市場の拡
大 の 制約条件に なる｡ 特に ､ 麺で はオ
ー ス トラリ ア の A SW との関係か ら品質面 で の優位性
を形成 しにく い ために差別化の 程度は高くない が ､ パ ンで は伝統的に食文化
が未成熟で ある
こともあ っ て 一 部の リテ - }レ ベ ー カリ
ー や量販店で は高価格の パ ン の大きな差別化要因と し
七国内産麦で あることを要因と して いる o わが国で は有機J A Sや特別栽培
の小麦生産地が少
なく ､ 安全性を差別化の 大きな要因とするなら ､ 外国か らの調整品
で の輸入 に依存する こと
になる ｡ この ことは安全性が高く ､ 圃場と取引先 をつ なげる効率的
で安定的な供給シ ス テ ム
がで きて い な い ことを意味する｡ こ の 供給シ ス テ ム をとる には製粉企業と産地
との間で契約
生産 の 方式をとる の が 普通で あり ､ さらに安全性 を高めるなら有機J
A S で は生産と製粉の
段階で の罪証が必要 に なる ｡
第四 に食文化が原料 ･ 食材と して国内産麦の 常識がない ままに稲庭う
どん ､ 讃岐うどん な
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どの ｢ブラン ド化+ が進展 してきたの で ､ 地域の加工 ･ 外食で あまり国内産麦に こだわらな
い ことが あげられる｡ 特に ､ 麺では黒 っ ぼ い国内産麦 - の 抵抗が 強く ､ これ - の こだわりの
少ない 地域は秩父地方 ･ 多摩地方な どの 地域内で生産と消費が せ ま い範囲で伝統的に つ なが
っ た地域で ある｡ さらに麺の食文化の 演出をあまり して こ なか っ た東日本で は､ 地産地消 の
発想が低 い ようで ある｡ 他方で伝統的な菓子は国内産麦との 関係 を形成 して きた企業の みら
れる ｡
l
第五に麦の 関連産業と して小麦粉製品だ けで なく大麦製品も市場が形成され､ ｢健康食晶+
｢雑穀文化+と して位置付けが なされ るようにな っ た｡市場規模はそれ ほ ど大きくなくで も ､
国内産麦を大きな差別化要因と して クラ ス タ ー (新産業) の 形成が進展する こ とにな ろう｡
そばは食文化が残 っ たが ､ 産地は ほ とん ど残らなか っ た の に対 して ､ う どん で は川下 - の統
合化が東日本で は遅れてきたこ とは ､ 消費の拡大を促進 しな か っ たと い えよう｡
以上 の ように国内産麦の 消費を拡大 しようとすると多く の 課題が あり ､ 産地 一 製粉企業 一
二次加 工企業 (パ ン ､ 麺､ 菓子) 一 畳販店 ･ 生協､ 外食企業の それぞれ の 経済主体が情報の
共有化をさらに進め て連携し ､ 国内産麦の フ ー ドシ ス テ ム を形成 しよう とする戦略を共有す
る こ とが必要に なる｡ こ こ で は国内産麦を めぐる垂直的 な主体間関係 の 特異性 を整理 ･ 検討
し ､ そ の後に中小製粉企業や産地と提携 した 2次加 工企業の 戦略 を分析す る｡
2 ､ 製粉産業の 特異性と企業行動
(1) 工場立地と合理化
内陸型工場は国産 資源の 調達の ために 小規模ながら合理的な立地配置をとり ､ 輸入原料
に依存する臨海型工場で は輸送 コ ス トを節約できて規模拡大が進展 した ｡ 輸入原料に 全面的
に依存して い れば､ 臨海型工場が 早期か ら中心iこなっ て寡占的競争構造 - 移行 して い たで あ
ろう｡ 複数の製粉工場を所有する製粉メ ー カ ー は内陸型 か ら臨海型 に 工場 の 統合移転や 立地
移動で重点を移 し､ 自動化を進展させ た｡ しか し､ 大手 4社を除けば製粉工場は ほぼ 1 ケ所
にあり ､ こ の ような再編が可能 となる製粉メ + カ ー は限定された ｡
製粉産業を飼料産業と比較すれば､飼料産業で は実需者で ある産地で の 生産 コ ス トが低く ､
規模拡大 しやすい南九州や東北部に 立地移動し､ それに対応 して飼料工場の 立地配置が 変化
した｡ それ に比べ て ､ 製粉メ ー カ ー の 実需者で ある パ ンや麺の 二次加 工 は日配晶と して の性
格があり ､ か つ川下企業との リ ー ドタイ ム の短縮の配慮すれ ば､ 大消費地 に近接する ことが
有利で ある ことから大きな立地移動は みられない ｡ 製粉メ ー カ ー で も集中度か らみて 大手 4
社の格差も大きく ､ 1 8 - 数工場の幅があり ､ 全国 レ ベ ル で 二 次加工 メ ー カ ー - 低位な輸送
コ ス トで安定的な供給 シ ス テ ム を組める製粉メ ー カ ー は2社に 限定されやすく なる｡ それ以
外 の製粉メ ー カ ー で は大豆や コ ー ン ス タ ー チを加 えた水平的多角化 ､ 高付加価値を実現 でき
る差別化商品の 開発 と流通チャ ネル との 接合､ 加工食品部門 の 統合化 ､ とい っ た経営戦略を
大手メ ー カ ー よりもとる ことが必要に なる . また ､ 内陸型 工場で は 港湾か ら輸送 コ ス ト負担
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が大きく ､ また操業度が低位におかれやすい の で ､ 収益性が低い の が普通で あり､ 国内原料
を利用 した製粉の開発や第二加 工 ･ 川下 へ の統合化が経営戦略となる｡
大手メ ー カ ー の 製粉工場の 再編では数1 0 - 1 50億円の投資額が必要で あるとされ ､ 最
新の ミ ル だけで も 1 0 0億円に近い投資が 必要となるとされて いる｡ 素材産業で ある製粉メ
ー カ ー の収益性は寡占企業で あっ て もそれ ほ ど高く ない の で多額の 投資によ る経済負担は大
きく なるが ､ 自動化によ る労働力の減少 ､ バ ラ化と直送 シス テ ム の拡大､ 新製品開発 と晶揃
㍉
え､ などにメ リ ッ トが大きく なるo 特 に バ ラ化と直送 シ ス テ ム の拡大は大型ロ ー リイ - 車を
輸送手段と して物流効率化 が進展 し､ 小規模な実需者向けの特約店や ス トッ クポイ ン ト経由
の流通チャ ネル が縮小する ことになる ｡
わが国の 製粉工場の操業度は昭和5 0年 におい て 6 0%で あり ､ 平成9年でも6 4%にす
ぎない が ､ 大手メ ー カ ー の 自動化された 工場で は 9 0%を超えており､ 品目は平成 6年か ら
減少 に転じ､ 工場数の減少 は 1 2%に達 して い て ､ 老朽化 しても工場を新改する投資は収益
性の 低さか らさらに困難に なるで あろう｡ また ､ こ の 収益性に低さは販売価格の曝さにも原
因が あり ､ 川 下で の パ ンや麺の製品の 価格競争は長 びく経済不況で激 しく なり､ 営業部門や
研究ス タ ッ フ の 充実の な い中小 メ ー カ ー で は ､低価格販売を余儀なくされる場合も発 生するQ
当然の ことながら ､ 中小 メ ー カ ー で規模の小さな1 工場が実需者の ニ ー ズに対応してアイテ
ム数を増加す
'
る ことは ､ 切り替え時にライ ン の 停止 が発 生する ので非効率的となる｡ そ のた
め､ 他の メ ー カ ー との 協力 で調達する ことで 品揃えに対応 し､ 自社工場で はより品目を限定
して 専門化する行動もとられ る｡
(2) 製粉メ ー カ ー の経営的課題
製粉メ ー カ ー の かか える現在の 問題 と して 以下の いく つ かの 課題がある ､ 第1は実需者の
ニ ー ズ に対応 して指定の専用粉が増加 し､ 全体の アイテ ム数は最大手メ ー カ ー で 5 0 0, 中
堅メ ー カ ー で 20 0に も達 して い るこ とで ある｡ メ ー カ ー にと っ ては古い銘柄で付加価値を
つ ける方式がとられ るこ ともある｡ 大手メ ー カ ー によ っ ては工場にミ ッ クス 粉の 専用ライン
をも つ の が普通で あ っ て ､ 全国的な ニ ー ズに対応 して複数配置されてい る｡
第2は用途別 の需給調整をめぐ っ て ､ ふすまの 2 0% 強を除い た特等 ･ 1 等 ･ 2等粉とい
っ た品質に対応した マ ー ケテ イ ン グに つ い て で ある. こ の 調整はメ - カ ー の 技術水準や実需
者の ニ ー ズによ っ て異なるが ､ 上級 の品質ほ ど低い 灰分と高タン パ クが要求 され ､ 特に灰分
で はO . 3 0- 0 . 3 5 で 4 0%､ 4 . 0まで入れると5 0% 程度に なり ､ 残りは2等粉が
中JL となるo こ の灰分 の低さは我が国の特異性でも あり ､ ヨ ー ロ ッ パ ･ アメ リカで は灰分が
も っ と高くなる の が普通 で ある｡ この ように我 が国で特異な品質追求はパ ン ､ 特に食 パ ン の
品質評価と関係 して おり ､ 2等粉もある麺類との 需給調整をしにくく させ ､ しば しば過剰が
発生 して販路が み つ けにく い場合も発生す る｡
第3 はこの 需給調整と品揃えの ため にメ ー カ ー 間 で の 取引が発生 して い る こ とで ある｡ 中
小メ ー カ ー 間で は 品揃えと専門化が要因で あるが ､ 大手メ ー カ ー と中小メ ー カ ー との 関係で
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も取引は発生 し､ 製造原価で の 取引とい うことであれば ､ か え っ て自社よりも低価格になる
場合もある ことで ある｡
第4 は製粉メ ー カ ー が有利な価格形成を しようとすれば､ 当然の こ となが ら特等粉や 1等
粉 の 主た る実需者で ある パ ン メ ー カ ー - の マ ー ケテイ ン グが中心となる ことで ある ｡ それに
は新製品開発 - の協調 な ど研究が セ ッ トに な っ た｢関係性 の マ - ケテ ィ ン グ+が課題 とな る｡
こ の ような展開を中小メ ー カ ー が 対応するにはス タ ッ フ が少なく ､ む しろ ､ リ ス トラで省力
化が志向されて いる の で ､大手メ ー カ ー が対応することに なる o ｢小麦粉製造業実態調査報告
書+ (食糧庁加工食品課 ､ 平成 1 0年) に よれば ､ 日産設備能力 でみて最大2 0 0トン以上 の
企業 におけ る パ ン用 粉の 生産割合は4 1%に達して最も高く ､ l o o- 1 5 0トン で は 1
7%にすぎない が ､ め ん用粉で は 6 1%に達して い る｡ 特に ､ 即席麺や冷凍麺で は大手製粉
メ ー カ ー - の 依存度が高くなる もの の ､ 地域の 生麺メ ー カ ー に は中小 メ ー カ ー と の取 引が 強
く残 存 して い るとい えよう｡
3
､
フ ー ドシ ス テ ム と製粉企業の行動
製粉メ ー カ ー は収益性が経常利益率で みて大手で 1 - 4 %で あ っ て製造業と して は低位に
ある だけでなく ､ 二次加 工メ ー カ ∵ との 関係で生産量や取引価格が決定され る とい う受け身
の 立場 におかれやすい ｡ しか し､ ニ 次加 工メ ー カ ー や異業種が 製粉業に参入するに は ､ 投下
資本額が 多い割に収益性が 低位に あるとい うこ とか ら､ 参入障壁が 高すぎると い えよう｡ そ
れとは 逆に ､ 製粉メ ー カ ー は早く から二 次加工 ､ さらに川下 の 小売と外食部門を統合する戦
略をも っ てきた｡ すで に内陸型 の 工場を保有する中小メ ー カ ー で は乾麺や即席麺 - と多角化
を拡大 して い た｡ これ ら多角化は原料から加工 部門を組み込み ､ 技術的関連性 (シナ ジ ー)
が高い の で ､ 品質的に は優れて い るもの の販 路が.確立され にく い と い う性格が ある｡ しか し､
本格的なニ 次加 工部門の取 り組み は冷凍食品や パ ス タ類で あり ､ 市場 の形成と拡大に対応 し
て参入 した｡ 特に パ ス タ類はパ ンや麺の ような製粉で取引関係 の ある企業が未形成で あり ､
加 工技術の確立は容易で 工場の汎用的利用も可能で あっ たか ら､ 参入 と急速な規模拡大を実
現す るこ とがで きた｡ それ に対 して , パ ン ､ 即席麺などはすでに 寡占的競争構造が形成され ､
製粉メ ー カ ー は原料を供給する こ とで取引関係 を維持する ことを選択 した ｡ と い うのも､ 寡
占的競争構造の 中に参入 して製粉の取引企業と水平的な競争関係 に はい る ことは ､ 製粉の 取
引を停止され る可能性があ っ たと推測されるか らである｡ しか し､ 川下 の 競争環境の変化は
製粉メ ー カ丁 に新たな社会的分業をもたら し､ 菓子 ､ パ ン ､ 麺で はミ ッ ク ス 粉の 役割が大き
くな っ てくる｡
主要な製粉メ ー カ ー で の加 工食品 ･ ミ ッ クス 粉の販売割合は 多くなると3 0- 4 0%に達
して い る ｡ 特に業務用 の ミ ッ クス 粉を開発 して きた企業で はそれだけで も3 0%を超え ､ 経
常利益率 は平成6年5 %か ら1 0年1 1%まで 上昇したo こ の 間 ､ 最大手 で ある企 業の 経常
利益率は加 工食品などの販売割合が3 0%以上に あ っ て も4%程度に と どまっ て い た の と比
較すれば ､ 高収益で あ っ たo こ の企業で は九州に本部が あるが ､ 全 国的 な ニ ー ズに対応 して
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大阪と東京 に 工場 を配置し､ さらに ､ 合併 ･ 吸収する こ とで関東以北地域で の 販売を拡大 し
て い るo こ の 企業の 経営戦略は ､ ①昭和3 0年代か らミ ッ ク ス 粉に関心を持 っ て ､ 外国企業
との 技術提携に入 り ､ ② ス クラ ッ チ を中心と して高級パ ン の リテ イ ル ベ ー カ リイ - へ の ミ ッ
ク ス 粉の 流通チャ ネル を開発 した ことである｡
/
.ヾ
ン で は ヨ ー ロ ッ パ の 食文化に こだわ っ て ､ 冷凍生地よりも職人技術で食パ ン ､ フ ラ ン ス
パ ン を焼く リテ イ ル ベ ー カリ イ - が､ 若い女性を中心と した ニ ー ズ に対応 して事業領域を拡
大 して い た｡ これらの 企業の収益性は良好で あり ､ 差別化商品と して の認識 もあっ て製粉の
品質が重要視され るた め､ その ニ ー ズ に対応する には ミ ッ ク ス 粉が必要とな っ た｡ 菓子メ ー
カ ー で は輸入 の 小麦粉調整品も低価格で あるため利用されやすく ､ 国内でも ミ ッ クス 粉が活
用され ､ 小麦粉よりも副原料の 割合が高くなる ことも多い とされて い る｡ こ の ミ ッ クス 粉は
原料構成に もよるが ､ 3 0%程度 の付加価値をつ けた販売価格に なるとされ ､ 収益性の 改善
に つ なが っ てく る｡ また､ 二次加 工メ ー カ ー も省力的で あるばかりでなく ､ 品質管理 しやす
い とい う有利性がある の で ､ 取引が継続しやすくなる o
ミ ッ ク ス 粉の 生産割合は統計的 には5%に達して い ない が ､ 中小製粉メ ー カ ー の 多い ドイ
ツ で は 二次加 工メ - カ ー - の 支援を含めて ､ ミ ッ ク ス 粉をベ ー ス ミ ッ ク ス と して 2 0 - 8
0%の 原料構成で調整 し､ それ に小麦粉や酵母 を加 える方式がとられて い る ｡ つ まり ､ ベ ー
ス ミ ッ クス と して の需要 が我が 国で も拡大されてく ると ､ 中小製粉メ ー カ ー を含めて事業領
域が拡大する こ とに なる であろうo ミ ッ ク ス 粉の 生産は製粉メ ー カ ー の多くが参入 して おり ､
中堅企業によ っ て は大手 パ ンメ ー カ ー との 間で子会社を設立 し､強固な提携関係を構築 した｡
ミ ッ ク ス 粉の次の 段階と して冷凍生地 - の参入があり ､ すで に大手2社で は生産が開始さ
れて い る｡ この 冷凍生地は パ ン メ ー カ ー がすでに専用工場を保有 し､ フラ ン チャ イ ズ シ ス テ
ム やリテ ィ ー ルT<
- カ リ イ を展開する必要条件とな っ て おり ､ また小麦調整品と して 国際的
に流通圏が拡大 して い て需要拡大が期待できる事業領域で ある｡ しか し､ 大手 パ ン メ ー カ ー
と の取引関係を配慮 して製粉メ ー カ - は積極的な対応をとげにくい が ､ 品揃えや技術的支援
な どで補完的役割が期待されて い る｡ この生地で も副原料と して油脂､ バ ンタ - などを加 え､
メ ー カ ー に と っ て付加 価値をつ けやすい と いうよう｡
(3) フ ー ドシ ス テ ム と企業行動
小麦粉製品 の フ ー ドシ ス テム にお ける 二次加工メ ー カ ー と川 下との 間系では パ ン で の イ ン
ス トア - ベ ー カリイやリテ イ ル ベ ー カリ イ ､ ベ ー カ リイ レ ス トラン - の統合化が進展 し､ 麺
でも C V Sの調理麺の ベ ン ダ ー と して再編があり､ 外食チ ェ ー ン の 展開がみ られた｡ 川下 -
の参入 は寡占的競争構造が形成されておらず､ また参入 コ ス トも F Cなら投資額も節約でき
るの で ､ 高い参入障壁とはならなか っ た｡ しか し､ パ ン で はス クラ ッ チで の 生産を原則とす
るとなると ､ 職人の 育成が必要となり ､ こ の方式が F Cと品質面で の 競争が可能 で あ っ たo
この ような方式をと っ て 川下統合する企業の収益性 は､ 中堅の パ ンメ ー カ ー と比較すれば改
善されて いる｡ これまで も製粉メ ー カ ー は ､ ア ン テ ナ シ ョ ッ プの 役割 - の 期待をとげてきた｡
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麺でも冷凍麺技術を利用するため工場を保有 し､ 直営や F C店舗さらに は業務用 と して 多様
な流通 チャネル が開発 されて い る｡
すで に パ ンで は販売額で みて ､ C VS とリテ イ ル ベ ー カ リ イ だけで 7 0%に達する とされ ､
付加価値の形成が しやすか っ た ｡ それに対 して ､ 麺で はラ ー メ ン ･ う どんなど単品をを中心
と した事業展開が 多か っ たが､ 業態をめ ぐる競争が大消費地 か ら進展す ると FC から直営型
- の 転換 ､ 新しい 業態 - の 転換がみられた｡
製粉メ ー カ ー が本格的な F C展 開するには経営の ノ ウ ハ ウの 蓄積や教育 ･ 経営支援 シ ス テ
ム は必要 になり ､ 技術的な関係性 (シナ ジ ー) があまりな い領域に入 る ことになる｡ そ の た
め ､ 直営型を基本と して店舗数の 時間の か けた展開が課題 となる｡ 小麦粉製品の フ ー ドシ ス
テ ム で は､ 川下の 企業が二 次加工 に参入 して生麺生産に 入る場合もある が ､ これ は付加価値
化 よりも原料の差別化を目的と して い るo こ れに 対 して ニ 次加 工メ ー カ ー は子会社や関連会
社を設立 して ､ 外食 ･ 中食に入 っ て 付加価値を つ ける戦略 がとられやす い の に対 して ､ 原料
部門 を統合化するメリ ッ トをそれほ ど認識 して い ない . つ まり ､ 二 次加 工メ ー カ - は川 下企
業と製粉企業との 間に あっ て経営資源を多く の事業領域で有効に投入 しやすい 立場 にある ｡
原料調達でも輸入 の小麦粉調整品を確保 して製造 コ ス トを低下させ る こ とが 可能で ある｡
(4) 製粉産業をめ ぐる新たな主体間関係
二次加工 メ ー カ ー の 買い 手寡占的競争構造も川 下企業の 競争が激化するに つ れ て価格競
争に なる と, 寡占的競争構造に ある製粉メ ー カ ー にも取引価格を低下 させ ようと して入札方
式 をとる 二次加工メ ー カ ー も出現するようななっ た｡ 低価格で の納品が 二 次加 工メ ー カ ー か
ら要求され ても製粉メ ー カ ー の 利益が見込 まれなければ ､ 製粉の 品質を低下すると いう対応
もとられ る と悪循環に な っ て ､ 信頼関係が低下する ことに なる｡ これ畢で ､ 多く の ニ 次加工
メ ー カ ー では製粉メ - カ ー との 信頼関係が 強く ､ 取引依存度を大きく 変更 しない範囲で の競
争関係に あっ たo 特 に高品質で取引価格が高位に あるパ ン用粉では ､ ライ フ サイ ク ル の短縮
化や品揃えの 拡大に対応 して ､ パ ンメ ー カ ー と製粉メ ー カ ー との 協力関係 で新製品 を開発す
る とい う方式が強くな っ た｡ C V S でも ベ ン ダ ー の 製品開発力 が弱 い の で ､ 製粉メ ー カ ー が参
加 する の が普通であり ､ セ ブ ンイ レブ ン ､ ロ ー ソ ン はそれぞれ大手 が積極的に企画提案する
こ とで 提携関係にある ｡ こ の ような製品開発 を重要視 した営業 ･ 技術サ ー ビス は開発部の役
割で ある ｡ しば しば新製品開発は本社 - 支所で の 営業と研究の ス タ ッ フ で対応 し､ 成功 して
販売額が増大すれば､ 製粉の販売額も増大する ことになる｡ 大手製粉メ ー カ ー は ､ 工場の大
規模自動化によ っ て製造コ ス トが低下 して も - 般管理費は高い とされて い る の で ､ こ の よう
な ｢関係性の マ ー ケテ イ ン グ+ で企画提案するこ とが需要 を拡大 させ ､ 取引を継続 させ るこ
とに なる｡ 大手製粉メ ー カ ー は多数の 工場と営業 ･ 研究ス タ ッ フ が確保 できて い る こ とが､
こ の ｢関係性の マ ー ケテ イ ン グ+ を展開する条件となる とい うよう｡ それに対 して ､ 中小メ
ー カ ー で はこの ようなス タ ッ フ が お らず ､ 麺 - の販 売額割合が 高い とすれば､ 有利な価格形
成が しにく い とい えようo しか し､ 生麺や即席麺メ ー カ ー によ っ て は ､ 価格条件や安定供給
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の いか んによ っ て特定の 製粉メ∵ カ
ー との取引依存度をかえる場合もみ られる｡ また､ フ ラ
ン ス パ ン を製造 しようとすれ ば､ 新たに特定の製粉メ ー カ ー を選択する ことに なるo
製粉をめぐる主体間 の 関係 は､ ①垂直的な寡占的競争構造､ ②大手と中小 ､ ある いは中小
間の委託生産 ､ で複雑に なる. ①で は､ た とえばCVSと パ ンメ ー カ ー との取引に は C V S間
の 競争関係があ っ て 特定メ ー カ ー との 取引依存度の 高い 製粉メ ー カ ー は ほ ぼ固定的であ るた
め､ セ ブン イ レ ブン が独自に焼成パ ン の 供給 シ ス テ ム を形成 しようとすれ ば､ 製粉メ ー カ ー
は大手パ ン メ ー カ ー と の 取引依存度 の かなり低い メ ー カ ー が選択され る ことになる ｡ また ､
冷凍麺の ように市場が拡大 して ､ 新規に大手メ ー カ ー が参入すれば技術的支援と企画捷案の
でき る大事製粉メ ー カ ー が選択され る ことになる ｡ こ の ように垂直的な寡占の相互依存と ､
それとは逆の競争関係が伏在して い るとい えよう｡
②で は委託生産が中小 メ ー カ ー 間で進展 し､ ユ ー ザ ー 品揃えに対応 して い る｡ また､ 大手
製粉メ ー カ ー で は需給調整が しにく ければ ､ 中小メ ー カ ー から製造原価で調達することによ
つ て コ ス トを節約するこ とも可能となる｡ こ の ようなゆるやかなネッ トワ ー ク が拡大するよ
うに なっ たと い えよう｡
こ のネ ッ トワ ー ク型組織は中小 の パ ン ､ 生麺メ ー カ ー の フ ラ ッ トな組織と して発足 し､ 最
近で は製粉メ ー カ ー で もそe?動きがみられ るo ネ ッ トワ ー ク型組織の 戦略は情報の共有化か
ら新製品開発 に入り ､ 次の 段階で共同投資や新会社の 設立 の共有化によ っ て ､ 中小メ ー カ ー
で はやや高いとされる製粉価格が組織的交渉力に よ っ て低 い基準に引き下げられた｡ そ して ､
指定銘柄が統 一 され ､ 他方 で全国的に分散 して い るが ､ バ ラの 直送方式 を採用 して タ ン ク に
よるス トッ ク を実現 して物流シ ス テ ム を合理化された｡ 中小麺メ ー カ ー に と っ て ､ 製品開発
に企画提案の できる大手製粉メ ー カ ー との 取引依存度を拡大する ことで ､ 新製品開発 には入
つ て さらに販路拡大 の ために取引先 の共有化を実現 して い る｡ この 組織は寡占企業と競争す
るため ､ できるだけ経営資源をグル ー プの 目標 に対応 して ､ 統 一 的に行動する ことにな る.
パ ン メ ー カ ー のネ ッ トワ ー ク型組織でも情報の 共有化と新製品開発 - の 取り組みが中心 とな
るが ､ 取引先を共有化するよりもリテ イ ル ベ ー カリ イ による対応になる｡
こ の ような二 次加 工 の寡占企業と の 競争は C V Sにおける ご当地ラ ー メ ン にもみられ ､ イ
トヨ ⊥ ヵ堂グル ー プの グル ー プ マ ー チ ャ ン ダイ ジ ン グで は､ 技術力 の ある地方の 中堅の 麺メ
ー カ ー が選択されており ､ これ らの技術的支援も製粉メ ー カ ー の課題となるo
以上の ように ､小麦粉製粉の フ ー ドシ ス テ ム で は二次加工メ ー カ ー の 活性化にも結びつ く.
また ､ こ の中小メ ー カ ー が活性化するための 技術的支援と して製粉メ ー カ ー の役割は大きく
なり ､ 競争的であると同時に協調的で あるとい う新 しい会社的分業関係が形成される べ きで
あろう｡
4 ､ 国内産麦の フ ー ドシ ス テ ム と主体間関係
(1) 小麦産地 の 取引条件と製粉企業
小麦粉製品 の フ ー ドシ ス テム を構成する経済主体の 中で ､ 民間流通 - の移行に ともな っ て
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製粉企業の 産地と二次加工 ･ 外食企業をつ なぐ コ ー ディネ ー シ ョ ン機能が重要視され るよう
に な っ た｡ こ の コ ー ディネ ー シ ョ ン は 垂直的な主体間間関係 の 形成と製粉企業による 二次加
工 ･ 外食 へ の統合化戦略を含ん で い る｡ また ､ 二次加 工メ ー カ ー も製粉工場と委託契約 を結
ん で 産地と契約取引に はい る場合もみられる｡ こ の 場合､ 自然食晶店や生協と の 連携ができ
て いる 二 次加 工メ ー カ ー では産 地 の卸売業者 ･ 集荷業者との連携を利用する場合も ある｡ 現
在 の と ころ国内産麦の 利用に積極的な経済主体 (中小製粉企業 ､ 流通業者､ 小規模な二 次加
工企 業)
-
は共同購入型の 生協や自然食晶店を主たる流通チャネル とする企業で あり ､ 生 協や
自然食晶店が安全性の 高い小麦粉を確保 しようとするなら､ コ ー ディ ネ ー タ ー と して生産者
と契約関係に は いり ､ 農協よりも産地 の集荷業者を介在させ る ｡ また ､ 北海道の 製粉企業に
よ っ ては農協だけで なく ､ 10%程度を集荷業着か ら調達 し､ 生産者グル ー プとの 提携に入 ろ
うと して い る｡ また ､ 産地 では農業生産法人や農業公社が成長 して 生産効率の 高い 生産 シ ス
テ ム をと っ て おり ､ 減反 の 補助金 の な い畑作地帯でも品質 ･ 収量水準 ､ 規模 ､ コ ス トで競争
力 を拡大 して い る｡
畑作地帯の 大規模経営で は､ バ レイ シ ョ ー ダイ ズ ー 小麦の 3年輪作体系が確立 し ､ 合理的
な土地利用 シ ス テ ム か ら粗放的な小麦作が維持 されてお り､ 10ア ー ル 当たりの労働時間も 2
- 3時間程度に減少 して い ることや､ 助成金が なくて も再生産が可能 で ある こ とか ら､ 水 田
地帯の米麦二毛作経営と比較すれ ば､ 競争力が拡大して い ると い えよう｡ これ ら の 大規模経
営は有機 JA Sや特別栽培で の 認証 をと っ たりするケ ー ス もみられ ､ 少なくて も減農薬 ･ 液化
学肥料 の生産 シ ス テ ム に移行 して い るケ ー ス が増加 して い るo これら の経営体で埠契約生産
(面積) をとる ことで経営の安定化 を志 向し､ また安全性 の レ ベ ル を引き上げる こ とで 有利
な価格条件を引き出そうと して い る ｡ 価格保証やイ ンセ ン テ ィ ブな報酬で ､ 60 kg当たり
1 000円程度 の プ レミ ア ム が生産者に支払われ る場合もある｡ こ の金額の 水準は水田地帯で
1 0a 当たり 6 - 7万円も の助成金 を受けてきた経営か らみ るとそれ ほ ど魅力あるわ けで はな
い
｡ 水田地帯でも大規模経営が成長 し､ 特に米価の低下に よる収益性 の 低下を緩和するため ､
麦作を拡大する ことに よ っ て減反 の助成金 を最大限に確保 しようと して いる ｡ 関東や九 州水
田地帯で は米麦二 毛作経営の形態をとり､ 機械化体系によ っ 七省力的になり ､ 複合経営を維
持する こ との メリ ッ トが大きく なる ｡ 水田地帯では地域 にもよるが ､ 品質 ･ 収量水準で は畑
作地帯よりも優位性が低く ､ また中力粉を中心とした品種開発が遅れが ちで ある｡
大手製粉企業は全国的に製粉工場を立地配置 し､ 内陸型工場で国内産麦の 調達に ウ ェ イ ト
を置い てきた｡ 多数の製粉工場 を保有することは ､ 全 国的に展開する 二 次加工企 業の 工場立
地 に対応 して ､ 物流シ ス テ ム を組みやすく ､ また垂直的に企業間で の 製品開発を展 開しやす
い と いう特異性がある｡ 地域に よ っ て は ､ 製粉工場の 立地 に対応 して ､ ホ ク レ ン ､ 経済連が
そ の 周辺 に産地 を配置す るこ とで物流 コ ス トを節約した ｡ 国内産麦の 60- 70%を しめる北海
道で は､ ホ ク レ ン が産地 の農協と製粉企業を繋ぐ役割をもとうと して い る｡ 国内産麦は､ ①
道内で の 評価が低く ､ 大消費地 - の 流通チャ ネル の形成が大きな課題となる ｡ さらに ､ ②実
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需者まで の 流通経路が多段階で あり､ 取引の ロ ッ トも小さい こと､ ③二次加工企業から川下
の 企業の顔がみ にく い こ と､ ④最終的な常給調整は 大手の 製粉会社､ 特に 日清製粉に依存せ
ざるをえない こと ､ ⑤製粉企業で の産地 ･ 生産者の 品質評価が進展 して いるが ､ ミ ス マ ッチ
が大き い ことな どで あるo 特に ､ ①で は北海道か ら関東 ､ 近畿まで の 輸送 コ ス トがフ レ コ ン
の 全面的利用 が できな い ことや ､ また近畿 - 九州 の 実需者 - の輸送コ ス ト負担 は 30%以上 に
達する ことで あるo 当然の ことながら､ 国内産愛で差別化しようとする パ ン の リテ ー ル ベ ー
カリ ー な どは 2 - 3 の 卸売業者が介在しするため､ 物流コ ス トだけで なく ､ 商行為によるマ
ー ジン が加算され る の で ､ リテ ー ル ベ ー カリ ー の調達する コ ス トはかなり高くなるQ と いう
の は ､ それぞれの 流通段階で は新たに物流と商行為が付加され ､ 末端で は袋売りになる こと
も多い か らで ある ｡ ③ で は取引の 単位が小さけれ ば､ 実需者の 数が多くなる｡ また､ 麺と莱
子 で は ､ 差別化 の程度が低い ため､ 流通経路が明確になりにく いようで ある｡ 歴史的に中小
製粉企業が付加価値を求めて統合化を展開 して きたの は乾麺であり ､ 国内産麦の フ ー ドシ ス
テ ふ の - 翼を形成 して きたが ､ 需要の 減少 と価格競争の 激化によっ て収益性の低下と中小企
業の 退出が進展 したo それに対 して ､ 関東の中小製粉企業は実需者と接近 し､ 製品の輸送 コ
ス トを節約するだ けで なく ､ 支援活動を展開 しやすい 立場にい るo しか し､ 北海道の横山製
粉､ 江別製粉､ 三木製粉と比鮫すれば､ 企業規模と取引量が小さくだけで なく ､ 品種 ･ 産地 ･
担い手に おい て も二 次加 工企業との本格的な提携が しにく い とい えよう｡ そ の ため提携関係
よりもより川下 に 向 けて の統合化が戦略と して採用されやすく なる｡ 中小製粉企業で も パ
ン ･ 麺 ･ 菓子 の 需要 ごとの 販売戟略をとる ことが ､ 1等粉と2等粉の調整､ 国内産麦の優位
な価格形成になるo しか し､ こ の ような展開が しにくけれ ば製粉産業の 低収益性か ら脱却す
るためにリテ ー ル ベ … カ リ - ､ レ ス トラ ン の 開設で バリ ュ ー チ ェ ー ン を形成 しようとするo
ある い は ､ 製粉の 差別化を 一 層進展させ るとすれば ､ 石臼の利用にまで入 る ことに なる ｡
(2) 中小製粉企業の 統合化戦略とネッ
”
トワ ー ク
①パ ン をめ ぐる経営戦略
規模の 小さな製粉企業に と っ て 2次加工 ､ 小売 ･ 卸売､ 外食 - の統合化戦略をとる ことに
よ っ て付加価値を高め､ 取引条件が有利な消費者団体､ 流通業者との 流通チャネル を拡大を
図ろうとする o 規模的に みると鳥越製粉､ 千葉製粉､ 奥本製粉､ 富士製粉ク ラ ス まで はミ ッ
ク ス 粉の生産割合を拡大 して パ ンメ ー カ ー ､ リテ ー ル ベ ー カリ ー との 取引関係を強める展開
をとげてきたo 大手h/〈ンメ ー カ ー にと っ て もミ ッ クス 粉の購入は ､ アウ トソ ー シ ン グと し
て製粉企業との提携が有利であり､ 両者で製品開発 にあたる戦略をとりやすい ｡ 特に千葉製
粉と山崎製パ ン と の 関係は関連会社で の 資本の 出撃関係を含んで提携関係にな っ て い る｡ ま
た ､ 鳥越製粉､ 奥本製粉な どはリテ ー ル ベ ー カリ ー との 取引が､ 価格形成に いお い て優位に
あり ､ ヨ ー ロ ッ パ 系の 原料で差別化しス クラ ッ チ生産に対応 して い ることに も特徴がある｡
千葉製粉は早く か らリテ ー ル ベ ー カ リ ー の チ ェ ー ン化が図られ ､ 小規模製粉企業で もこ の 戦
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暗が採られ るようにな っ た｡ この 展開は ､ ¢C V Sとの競争か ら冷凍生地に よる製品化 に重
心 を置くよりも､ 国産原料､ 天然酵母 ､ ス ク ラ ッ チ生産を差別化
要因と して ハ ー ド系の製品を拡大する こ と､ ②量販店､ 百貨店での イ ン ス トア - の 形態をと
る か ､ 独自の 店舗と して の出店をとるか の 戦略がある こ と ､ ③店舗 の経営者 の確保 が大きな
課題 となりやすく ､優れた経営者の 確保 が できな い とチ ェ ー ン化に失敗する こ とが多い こと ､
な どが挙げられる｡ こ こで ､ ①で はかなり品質に こ だわるた め､ 技術の熟練が必要 となり ､
l
③ の 問題と関係 してくる｡ ②に つ いて はイ ン ス トア - では 1 5%程度の地代がとられるた め
だけでなく ､ 店舗独自の集客力をとり にく い こ とが ､ 客単価 を低く させ る効果が ある ｡ 客単
価で見れば､ 両者で は2倍近 い格差が あるようで ある｡ 店舗数が増加 する と品揃え を拡大 し ､
店舗間で の調整も進展するが ､ ス ク ラ ッ チ生産が食味の 向上に ならな い と集客力 の 拡大に な
らな い ｡ 小売店舗か らベ ー カ リ ー の レ ス トラ ン を統合化する場合､ 小規模で あれ ば ､ 小売店
舗 の製品を活用 し､ 特徴あるメ ニ 土 - で集客力 を拡大す るこ とになる｡ レ ス トラ ン で は原料
の原価比率で 3 0%が原則となり ､ サ ー ビ ス の質が問題となりやす い o しか し､ 本格的な レ
ス トラン経営は小規模で あれ ､ 直営で あるよりも店長の 権限を強く して ､ 自由裁量を拡大 し
た方が 成果を改善して い る｡
②麺をめぐる経営戦略
麺では ､ 製粉企業が乾麺を統合化する戦略 は古く から採 られ ､ 製粉部門 の 低収益性を補完
する役割があっ た｡ こ の 乾麺は消費の季節性が あ っ ても ス トッ ク期間が長く ､ また地域の家
庭用 の 需要で ある ことから ､ 国産特有の麺の 農ずみはさほ ど問題 にな らな か っ た｡ 乾麺から
革新的な企業は ､ 昭和 40 年代に即席麺の 生産に 入りさらに多角化 したが ､ 寡占化 の進行 で
規模 の経済性が強く作用 し､ 小規模企業で は再生産が できなく な っ た｡ ただ し､ 即席麺 の原
料は 内麦で ある場合例外的で あり ､ 企業間の競争の激化で低価格の原料が利用されやすか っ
た｡ 消費地か ら生麺の需要が外食 ･ 中食に拡大し､ 鮮度保持の 技術革新が進展すると ､ 生麺
を統合化すると周辺の 食堂 ･ レ ス トラ ン だかり でなく ､ 広域的な販売が可能にな っ た｡ 特に ､
C V Sの成長に よ っ て調理麺の 開発 が進展すると､ 中小 の 生麺メ ー カ ー が参入 した ｡ また ､
冷凍麺 の 開発 で は生麺の需要 を奪 い ､ 業務用 - の 利用が拡大 した ｡
こ の ように麺の技術革新の 進展 は内麦と の 関係はむ しろ希薄化 して きたが ､ 一 部 の 量販店､
外食で は ､ 国産原料の利用 を拡大 して きた｡ しか し､ パ ン が内麦 1 00%を表示 して 販売する
の に比較し､ 麺で は黒ずみを少なくするために ､ 内麦は ｢国産小麦使用+ の 表示 で販売され
る｡ しか し､ 大手の 生麺メ ー カ ー であるシ マ ダヤや量販店 のイ ト ー ヨ ー カ堂で は内麦 100%
の製品 で差別的優位性を形成して い る｡ これまで ､ 地域ブラ ン ドと して確立 して い る稲庭う
どん ､ 讃岐うどん などで は､ A S W- の信仰が依然と して強く ､ ブラ ン ドカ に よ っ て食文化
との つ ながりも出来てきたが､ 原料や食材を内麦とい う ことで大きな差別化要 因と して こ な
か っ た ｡ 内麦をブラ ン ド化 してきた の は ､ 20年以上前の 南部小麦か らで あり ､ 北海道の ハ ル
ユ タカ が強力粉と して注目をあび るようにな っ てか らで ある ｡
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＼生協で も共同購入 の 形態をとる首都圏 コ ー プ ､ 生活クラブで は傘下の 共生食品を加 工メ ー
カ + と して産地 と繋い で い る｡ 生協で は取引関係が提携関係となっ て い る加 工 メ ー カ ー が多
く ､ 産地 一 製粉企業 - 2次加 工メ ー カ ー 一 生協と いう流通チャ ネル が形成されやすい . たと
えば､ 首都圏 コ ー プで は南部小麦を基本に製粉メ ー カ ー を特定化し､ 特別栽培､ 有機JA S
の産地を協同で開発 し､ 2次加工 はパ ンがオリオ ン ベ ー カリ ー ､ 麺が共生食品で あるo 他方
で ､ 製粉企業で ある東日本製粉で は自らが コ ー ディネ ー タ ー にな っ て流通業者 ､ リテ ー ル ベ
ー カリ ー との ネ ッ トワ ー ク を拡大して いる ｡ 2次加工メ ー カ ー で国産原料 へ の原料に こだわ
る即席麺メ ー カ ー と して 岐阜県の桜井食品があり ､ 北海道と東北地域で生産者 の組織化を進
めて契約を原則に プ レ ミア ム による保証方式をと っ て い る ｡ こ の企業で は製粉企業を北海道
は横山製粉､ 東北は束 日本製粉に特定化 し､ 委託生産 を原則と してネッ トワ ー ク を形成 し ､
製粉企業との 提携関係で は小 口 ツ トで あ っ ても対応 して認証 した愛では ､ 慣行栽培の麦との
作業順序を明確に して い る｡ それで も､有機JA Sの製品は原料価格が高くなるだけで なく ､
ロ ッ トも小さい た めに 2次加 工 の 原料とするよりも､ 家庭用 の パ ン用粉 ､ 麺用粉と して販売
され る｡ 生産者 の 所得を保証 しようとすれば､ 小 麦にと どまらず､ 輪作関係に あるダイ ズ ､
バ レイ シ ョ - も拡大 して ､ 契約 し加工 一 版売の ネッ トワ ー ク の形成が必要になる . ただ し､
契約の ウ ェ イ トを拡大す る ことは､ 需給調整をしにくくさせ ､ 取引先の 分散と欠品の発生 に
も対応で きる取引先の選 定が必要 になる｡
③国内産麦 の 流通 シ ス テ ム
関東近郊の製粉企業で は パ ン ､ 麺､ 菓子の 2次加工メ ー カ ー との 輸送距離が北海道と比較
すれば短く ､ 周辺 に 立地すると いう条件を活用 しようとすれば､ 卸売機能を統合化 して 2次
加工 メ ー カ ー - の企画提案を強める ことができる｡ こ の企画提案で は､ 取引先の多様化と営
業マ ン の活動が必 要で あり ､ 国産原料を有利な価格条件で販売することが 条件となる｡ こ の
企画提案が しやす い の は ､ 共 同購入型の 生協､ 安全性の志向の 強 い流通業者 ､ リテ ー ル ベ ー
カリ - な どで ある ｡ また ､ 用途でみると麺用で は価格交渉力が発挿 しにく い の に対 して ､ パ
ン ･ 菓子用で は麺用ほ ど川下 で の 価格競争が激 しく ない ため､ 製粉価格も安定化 しやす いと
い う特徴がある｡ しか し ､ 川上 との関係で は生産規模が小さく ､ また新品種 の導入が遅れて
い るこ とか ら､ 北海道産 の小麦の 確保になる｡ また ､ 需要が多ぐても供給の少 ない ハ ル ユ タ
カ などは小麦で確保できず､ 小麦粉を北海道の製粉企業から調達する ことになる ｡ 関東の製
粉企業に よ っ て は ､ 生産地 に立地 しな い企業もあるの で ､ 産地 に立地する企業がそうで ない
企業とネ ッ トワ ー ク を形成 して 国内産麦を確保する場合もある o
以上 の ように ､ 国内産麦 の フ ー ドシ ス テ ム の 形成は付加価値がつ けやすい パ ン から進展 し
やすく ､ 菓子 ･ 麺 - 拡大 して い るが ､ いく つ か の 課題がある｡ 第 一 は､ 安全性 の 志向は ､ オ
ー ス トラリア ､ カ ナダな どか らの 調整品の 輸入 を拡大 し､ 国内産地との 提携条件が でき にく
い ことで ある｡ 価格的に は国内産 との 格差は大きく ない が ､ 国内生産者との 契約生産や環境
保全型生産シ ス テ ム - の転換が遅れて い る ことで ある｡ 現在の 農協の 集荷シ ス テ ム
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で は ､ 安全性を配慮 した契約 シ ス テ ム を採用 しにくく ､ また取引先 ごと の ス トッ ク施設 の 管
理も しにく い であろう｡ とく にサイ ロ は乾燥施設 の延長と して で はなく ､ 取引先との 関係 を
配慮する必要が ある｡
また ､ 第二 に国産原料の使用を差別化要因と して ､ 小売段 階の 製品価格 を高位に設 定する
ことで あるo 製粉工場の立地に対応 した産 地の配置がホ ク レ ン ･ 経済連 の ｢倉割機能+ とな
り ､ 集荷 コ ス トの節約となるo 北農中央会の資料によれ ば ､ アメ リカ の産地 か ら日本 (関東l
着港) の 輸送 コ ス トは トン 当たり 480 0- 7250円で あるの に対 して ､ 道内の 産地か ら関東周
辺まで の輸送 コ ス トは 6100- 7900円で あることか らすると ､ 生産 コ ス トの 低さを相殺 しか
ねな い o 70%の シ ェ ア - をとる道産小麦粉の広域的に零細な実需者 - の溌通 コ ス トは ､ 2 -
3段階の 問屋が介在 し､ か つ 物流 コ ス トもそれに対応 して 2 - 3段階に か かる コ ス トは､ 産
地段階の 出荷価格 の 2倍近 い とい われて いる｡ 国内産麦を扱い 製粉メ ー カ ー で は､ ロ ッ トの
小さ い ことから製造 コ ス トが高くなり､ さ らに パ ン メ ー カ ー で もミ キ シ ン グ ･ 品質の ばら つ
き ､ 吸収率の低さな どが､ 内麦の コ ス トを上げ､ 均質な生産が しにく い 理由 である. こ れ に
加 えて ､ 2次加工 メ ー カ ー が過度な差別化戦略をとり､ ニ ッ チ マ ー ケ ッ トをねらうとする な
ら､ 小売 - の 納品価格は高位に なり ､ さらに小売業者も差別化商品と して 高位の 流通 マ ー ジ
ン を設 定するで あろうo こ れに対 して麺メ ー カ ー で は ､ 原料価格も低 い が､ 差別化 しにく い
ため 100%内麦でも多少高めの価格設定がなされるにすぎず､ 小売価格もそれほ ど高位で な
い o 特に乾麺では原料比率が高く ､ 付加価値がわずか に 20%とい われて いる ことL､ 小売段階
で の 激 しい 価格競争が再生産 を困難にさせ て い る こと､ か ら内麦を原料とするメリ ッ トは ほ
とん どない ｡ この ように部門によ っ て異なるが ､ 実需者まで の 流通 の合畢化は共通 して い る
が ､ そ の後はパ ン で は高位な価格設 定で好ましくない場合もある の に対 して ､ 乾麺で はそれ
とは逆で あり ､ 生麺 ･ 調理麺との 産業間競争も関係 して 過当競争にな っ て い ると い えよう｡
以上は ､ 小麦の フ ー ドシ ス テ ム をみたが ､ 他の麦と して大麦 ､ ビ ー ル麦があり ､ 特に大麦
では ､ 麦 ご俵や麦茶と して の需要が あり ､ 市場規模は限られて い るもの の ､ 市場 の 拡大が進
展 した｡ 大麦は小麦が平成 12年度 69万 トン であるの に対 して ､ 3分の 1 の21万 トン で あ
り ､ 最大 の市場は主食用 (10万 トン) で ほ ぼ全量内麦であり ､ また麦茶用で約 30% (1 万
トン)､ ビ ー ル 用で約4% (5万 トン) となる ｡ 特に生食用で は歴史的に麦ご飯は 大きく減少
して きたが ､食生活にお ける健康志向に対応 して はくばく を中心と して製品開発が進展 して ､
麦以外 の 新たな消費を拡大 し雑穀文化の 提案 - と入 っ て いる ｡ こ の 生食用 の 市場規模は 60
～ 70億円であるの に対して ､ 麦茶 の市場規模は3社の寡占で 160- 180億円で あるとされ て
いる｡ 大麦の産地は小麦と異なり ､ 北陸地方が中心で あるが ､ 農協 ･ 経済連との 取引が中心
になっ て い るの で契約関係にはなり にく い ｡ さらに ､ フ ー ドシ ス テ ム の 視点からみる と ､ 主
食用 の 大麦製品は米穀店から量販店と の 取引が多く なっ て ､ 売り場提案が必 要に な っ て きた
が ､ 業務用 の 需要に 対応 した取引関係が十分に形成されて い ない ｡
食文化との関係で は ､ パ ンが ヨ ー ロ ッ パ でもイ ギリ ス ､ フ ラ ン ス ､ さらに ドイ ツ の紹介に
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よ っ て 高たん ばくで ､ か つ 灰度の低い カナ ダ小麦の これまで の 優位性が弱く な っ た｡ その 意
味で は ､ 内麦でもフ ラ ンス パ ン ､ ナ ン ､ ピザの 台などは独自性があり ､ さらに天然酵母 を活
用する こ とによ っ て ､ 品質を上げる努力もされて いるo 食パ ン でも山崎製パ ン の ように技術
革新が なされ ､ 副原料も北海道産にこだわる ことで ､ 6枚で 20- 30円高の 価格の設定がな
され て いる こ とか らすれば ､ 過度な差別化が抑止 されて い るとい えよ うo - 般にパ ンは ヨ ー
ロ ッ パ 風 の食文化の 演出が外国旅行の経験が ある女性にフ ィ ッ トしやす い ため ､ こ の 文化が
国産原料との 接合を弱く しかねない とい う危倶が依然と して残される｡ それ に対 して ､ 麺で
は多く の 地域ブラン ドが内麦との 関係がうすく ､ 新 しい食文化 の演出が 必要になる｡
6
､ 産地と製粉企業 ･ 加工企業の コ ー ディネ ー タ ー と して の 新たな役割
(1) 北海道における中小製粉企業の経営戦略
北海道で は日清製粉 ､ 日本製粉の 2社による内麦の 調達比率が高く ､ 中小製粉で は横山製
粉､ 江別製粉の 役割 - の 期待が大きい が ､ 道内では内麦の 評価が低く ､ また小麦粉製品をめ
ぐる価格競争が激しい こ とに特徴が ある o その ため ､ 首都圏の 2次加 工メ ー カ ー との 効率的
で ､ か つ 内麦の優位性を引き出せる取引関係を構築する ことが課題となっ てきた｡ 民間流通
へ の移行とともにホク レ ンによる ｢食宙]+ が進展 し､ 製粉工場の 立地配置に対応 して調達す
る産 地 を特定化する展開がとられ ､ また産地の 品質評価が企業 レ ベ ル でも ､ 容積重 ､ 水分､
灰分､ 粗蛋白､ アミロ な どによる分析が進展 して い る｡ 粗蛋白では､ .10 - 13.5 まで の 幅が あ
り､ 畑作の 十勝地域で 高い (12以上) の に対 して ､ 水 田地帯で は低呼に あるため ､ 供給量が
増加す ると調整が しにくくなり , 需要量の 多い 日清製粉や 日本製粉の 取扱量を増加 して もら
う こ とに なるo また ､ 品種で はホ ク シ ン が 90%を越 えて いるの に対して ､ パ ン用 と して評価
の 高い ハ ル ユ タカは ､ 需要 との ミス マ ッ チが大きく ､ その シ ェ ア - は 1 %にみたず､ か つ 品
質の ば らつ きが大きい と い う特徴がある｡ この 品種は春小麦で あるため､ 作業適期の 幅が小
さく か つ 収量が低く生産者の 生産意欲を刺激しにく い品種で ある｡ 道内3社の シ ェ ア - は平
成 11年で 5%にすぎない の に日清製粉は38%､ 日本製粉は 26%である｡ しか し､ 需要量が
供給量の 3倍とい われ る ハ ル ユ タカ は江別製粉が 21%の シ ェ ア - (平成 11年) をと っ て い
る ､ 以 下で は ､ 道内の 代表 的な製粉会社と して横山製粉と江別製粉に つ い て分析する｡
①A製粉の経営戦略とネッ トワ ー ク
A 製粉の企業行動で は ､ ①パ ン の実需者に は利用 しにく い 2等粉の活用 と して パ ン粉の 生
産 には い り ､ 冷凍食品企業との 取引を拡大してきた こと､ ②用途ごとの販 売はパ ン 25%､ 麺
(中華) 25%､ 菓子 ･ 麺 (うどん) 50%という構成であり ､ 2等粉は菓子 ･ パ ン粉である の
に対 し ､ 中撃麺は比較的に道内で は高級品が利用され ること ､ ③内麦の 取扱比率は ､ 平成9
年15%､ 13年 28%と増加 し､ 都府県 - の販売が拡大 して い る こと､ ④内麦の 調達量の 10%
程度を商人系か らの集荷に依存 し､ 1部の生産者との契約生産に入 っ て い る こと ､ などが特
質として あげられ るo ①では ､ 本業の A 製粉49億円､ パ ン粉 ･ ピザを販売するA食品 44億
円 ､ y食品 14億円などで グル ー プと して 95億円の 売上額が あり ､ 製粉部門の 売上額は2分
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の 1 以下になっ たo パ ン粉は大手 の 冷凍食品メ ー カ ー ばか りで なく ､ 道内の メ ー カ ー との 取
引も多く ､ 道内にお けるパ ン粉の シ ェ ア - は70%に達 して い る｡ パ ン粉で あれ ば ､ 取引先で
ある パ ン メ ー カ ー との 競争を回避でき るだ けで なく ､ 2等粉の 付加価値形成 に結び つ い た
｡
②と③で は道内では外麦の 製品 で は価格競争が厳 しく ､ 中小製粉メ ー カ ー で は ､ 規模で 不利
に なるため内麦の 取扱量を拡大 し都府県 の 実需者との 連携を強 める戦略が とられ る ことにな
るo A製粉では ､ 10a 当たり の収量 を追求 して 収益性を確保するためホ ク シ ンが採用 され ､
道内 19鹿協か ら調達して いるo ④で は ､ 芽室地域の 8戸 の 生産者か らなる美生小麦生産組
合と特別栽培農産物の 取引契約書を結び ､ loo ka ､ 540トン で 一 定の プ レ ミ ア ム をプラ ス
して 生産 されて い るo この 特別栽培は､ 農水省の ガイ ドライ ン にそ っ て 日本穀物検定協会が
認証 したもの で あるo この ガイ ドライ ン で は農薬､ 化学肥料ともに･5割減で あり ､ 化学合成
農薬の 使用状況がチ ェ ッ クされる o ただ し､ 契約書で は､ 収穫前の 台風や大雨な ど予期せ ぬ
自然災害に よ っ て穂発芽や未熟粒な どが発生 した場合､ 被害の 責任を負わ な い こ とにな っ て
い るo この 認証に よる製粉では ､ 製粉工場 で の処理が特別栽培の 小麦をは じめに して ､ 慣行
栽培との 混合を回避 して い る｡ こ の契約生産で は生産者の 規模が大きく 3年輪作の 作付方式
をと っ て 品質水準と収量 を上 げる努力がなされて い るo 生産者 の規模は､ 最大25 ha であり､
生産者サイ ドで乾燥 - 調整施設を保有 して い るo この 契約生産 臥 岐阜県の S食品 との 提携
をとり ､ 小 口 ツ トであ っ て もA製粉が処理加工 する ことに な っ て い る｡ また ､ 山崎製パ ン は ､
ホ ク シ ン 100%を活用 した食パ ン を 1斤 200円で 2002年2月 か ら系列 の デ ー リ イ ヤ マ ザキ
や道内の エ ー
1
コ ー プチ ェ ー ン で販 売されたが ､ 製品開発 はA製粉と の提携で あ っ たo
②B製粉の経営戦略とネッ トワ ー ク
B製粉は､ ①道産小麦の 振興のために ｢江別麦の 会+ を設 立 し､ 新 しい 産業 (クラ ス タ ー)
の 形成 の ため に ､ 農協 ､ 普及セ ンタ ー ､ 大学､ 市な どが連携 して平城 1 0年か ら栽培 ･ 加工
技術 の確立 ､ 用途開発 ､ 販路開拓を展開する こと ､ ②新製品開発 は ハ ル ユ タカ か ら始まり ､
内麦 100%で ､ 提案力を強 軌 菓子 ､ 製麺企業との ネッ トワ ー ク を拡大 して い る こと ､ ③チ
ホク会を平成2年に設立 し､ 会員 84名､ 耕作面積 870 ba に達 し､ また農協とは べ つ に集
荷業者との 提携で ､ 営農指導を含んだ産地 の 組織化に入 っ て い る こ と､ ④パ ン用 が 40%､ 麺
用 (手延 べ ソ - メ ン を含めて)30%､ 菓子 30%の構成に対応 して ､ 内麦で は品種で は ホク シ
ン 5 0%､ ハ ル ユ タカ 2 0%､ チホ ク 10%､ ホ ロ シリなど20%の構成となるから ､ A製粉より
も収畢の不安定な春小麦 の割合が高い こと ､ ⑤春小麦の 生産を安定化させ るために共 同で小
麦播種機 の 開発 と普及 に勤めて い ること ､ などが特徴的で ある o･ ネ ッ トワ ー ク は初め ､ 家庭
用の パ ン焼器の 普及 で簡易ミ ッ ク ス 粉を宅配 とフ リ ー ダイ ア ル で消費者に 直売する ことか ら一
閃始され たo チ ェ リ ノブイ リの 原発事故の 影響で内麦の 評価が 高く なり ､ ハ ル ヒ カ .り の ブラ
ン ド化 に貢献 したo 沖縄まで拡 大 した消費者との つ ながり は ､ 名古屋 の 生協との 提携 へ と進
展 し､ 麺用 の製品開発で 2次加工 メ ー カ ー と繋が る ことが出来た｡ ②の 菓子 で は岐阜の M企
業は小麦粉を外麦か ら十勝産に切り替え､ さらに砂療も十勝産 ビ ー トに切 り替えた｡ 品質の
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良い秋 まき小麦を持 つ ことは ､ リテ ー ル ベ ー カ リ ー や高級な中華麺の メ ー カ ー - の 交渉力 を
強化す る ことになる ｡ ただ し､ 秋まき小麦では ロ ッ トと品質の不安定から パ ン用粉で も代表
的な製品である ｢ノ ー ス ラ ン ド+ の ように江別産の ホ ロ シリに安定的に 生産され る ホ ク シ ン
をブ レ ン ドし､ また天然素材の活性米麹を配合 して ふ っ く ら感をだして い る｡ ③ の産地との
関係で は十勝産の 系統外 の流通チャネル を中JL､と して緩やか な契約取引で , 60 kg当たり
100- 200円の プ レ ミ ア ムの 支払い があるが ､ 大きなイ ンセ ンテ ィブに は な っ て い ない ｡ 契
約取引と い っ て も全量購入 の方式をとるまで に至 らず ､ 途中に介在する集荷業者 の調整能力
に依存する ことになる ｡ 産地段階で乾燥 - ス ト ッ ク施設 (サイ ロ) を保有する ことは系統外
の チャ ネル の 確立に な るが ､ K商店の ような営農指導もできる集荷業者はまれ で ある｡ B製
粉の集荷圏は市内､ 美瑛､ 十勝 ､ 上川の順であり､ この うち江別 ､ 上川が水田地帯であるた
め本田化が進展 して い るものの ､ 品質の向上を図りにくい ｡ ⑤につ い て は春小麦の 初冬蒔き
と播種機の開発で生産者によ っ て は､ 1.5 - 2倍の 収量を上げられることが可能となり ､ 作業
機1台 75- 80万 円の 投資でもメリ ッ トが大き い ｡
こ の ように B製粉 は多角化の戦略をとるよりもネ ッ トワ ー ク の形成に入り ､ 製品開発を強
化 して きたが､ 売上額が 23 億円と小さく ､ 都府県 の食品企業との提携を本格的な営業括動
が展開 しにく い o そ の ため 10社の 問屋に全面的に依存する ことになり ､ 末端 の ユ ー ザ ー へ
の 輸送 コ ス トは価格の 3分の 1 に間で達 し､ 2次 ･ 3次の 卸を経由する卸 マ ー ジ ンだけでも
20 - 30%に なる｡
(2) 東北にお ける西 日本産業の役割
岩手県は小麦の 生産量が少なく ､ また大手製粉企業の 工場立地がない ため中小製粉企業と
産地と の つ ながりが探く ､ 内麦と して南部小麦の ブラ ン ド化が最も早くか ら進展 した地域で
ある｡ 東北6県で は秋田 ･ 青森に製粉企 業が存在せず､ 全体で 6企業で ある｡ また ､ 食文化
は長野県と同様の 県北を中心と した ｢粉食文化+ ｢雑穀文化+ が あり､ 他方で北海道 ほ どでは
ないが ､ 畑作地帯で故人経営の成長がみられ ､ 系統農協に依存 しない流通 チャ ネルが形成さ
れて い る｡ 高蛋白で製 パ ン特性の高い南部小麦の ブラン ド化 は都府県の 末端の 小規模なユ ー
ザ - に 繋がるまで の複雑なフ ー ドチ ェ ー ン が早く か ら形成されてきたが ､ 全体の流れ をチャ
ー ト化するまで に い たらない ｡ 南部小麦を内麦の 代表的ブラン ドだと して ､ パ ン用 ･ 麺用 ･
菓子用の それぞれ の 2次加工メ ー カ ー が要望 しただけで なく ､ 生協､ 自然食晶店､ 食品の 安
全性を追求する流通襲者などが経済主体として多様なネッ トワ ー クを形成 し､ 同時に全国的
な広域流通 圏とな っ て い る ｡
①ふ るさと振興公社とC社との提携
ここ で取り上げる C社は売上額で 11億円 (平成11年) と北海道の B製粉よりも規模が小
さく ､ 内麦比率は 3 8%と高く､ 13年度Ej:40%をこえた. C社のネ ッ トワ ー クは製粉業者と
して産地 と2次加工企業を繋ぐだけでなく ､ 2次加工企業が生産者を組織化する の を支援し､
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消費者団体との連携で産地 - 2次加 工 を繋 ぐ役割もあるo 企業の 特徴と して ､①有機JA S､
L
特別栽培の 認証をうけた産地と の提携関係が形成され ､ C社の 製粉工場 の 認証を と っ て いる
こと ､ ②生産者とのネ ッ トワ ー クは ､ 農業公社 ､ 農業生産法人と の つ ながりがあり ､ 畑作地
帯の 立地 して大規模経営を担い 手と して い ること ､ ③首都圏のリテ ー ル ベ ー カ リ ー や生協と
の交流が継続され ､ 消費者サイ ドまで のチ ェ ー ン が流通チ ャ ネル に よ っ て は見えて い る こ と､
などであるo ①では県南部の藤沢町 の ふるさと振興公社との 提携が準く ､ 職員に よる営農指l
導もなされて い るo この 地域で は､ 直営と入植 した 3戸 の 生産者 (農業生産法人) との 2 つ
の 経営体があり ､ 公社は企 業形態の転換の過程を - て 多角的なア グリ ビジネス 経営体を志向
する戦略をと っ て い る｡ 歴史的な経緯は ､ 社団法人 の 畜産開発 公社の設立と国営の 農地造成
に よ っ て開発公社の経営展開が始まり ､ 営業部の 設置で青果物を中心に量販店 ､ 食品卸売と
の 直接取引に はい り ､ 本格的な販売活動の ために 一 部は株式会社に転換 した｡ そ して ､ 活動
能力を上げるために､ 平成 12年に株式会社と公社を統合 して ､ 現在の ふ るさと振興公社を
設立 した｡ こ の 地域は 20の 農業生産法人 で ､ 約 500 ba の耕地規模があり ､ 内 10法人 は平
均10b a の大規模リ ン ゴ農家が入 っ て い る o 他に養豚 ､ 肉用 牛農家もは い っ て ､ ダイ ズ ､ 小
麦との 作付方式が地力推持のために必要に なり ､ リ ン ゴ農家でも規模が大きすぎて集約管理
がで きないため粗放的な小麦生産 との結合が不可欠となる｡
こ の 地域で の 小麦生産 はリ ン ゴ ､ 肉用牛､ 観光農場 (豚) の 3法人が 40 ha
､ 農業公社の
直営が 45 ha で ､合計8 5 ha の規模になり､ ダイ ズも10 ba の 転作対応 での 作付けが ある ｡
JA S認証を平成 1 2年に N O A P Aから取得 し､ 開発地 である ことに よる低い 収量 を構 っ
て競争力 をっ けるため､ 環境保全型の農業を取 り入れ ､ 川 中 ･ノ‖下の 食品企業と の 提携には
い っ た ｡ 生産 された小麦は全量をC社に販 売し､ その 1部は公社の 麺用 (う どん) と して加
工 し､ 製粉の 1部は神奈川県藤沢市の 学校給食 へ 公社の流通チ ャ ネル と して供給され る｡ こ
こ で の 課題は ､ ①収量が低く ､ 堆肥を多給 しながらも目標収量に達 しな い こと ､ ②収益的に
は再生産可能であり ､ C社か らも 60 kg当たり 200円 の プ レ ミ ア ムが つ い て い るが ､ 造成
コ ス トの償還金を計算すれ ばメ リ ッ トが減少する こと､ ③畑作か ら水田 - の 小麦の作付け拡
大 - の 対応 ､ ある い は作期の拡大の ための 小麦か ら大麦 - の転換 ､ などがある. ① の 目標は
10a 当たり 300 kg であるが ､ 12年 200 kg ､ 13年 23 0 kg で あり ､ これまで以 上 に熟畑
化が進展 したもの の ､ 目標との格差が大き い o 堆肥 は公社の 堆肥セ ンタ ー で 牛糞に もみがら
を いれて 切り返 し､ 1 0a 当たり4 トン を目標と して いる . ②で は ､ プ レ ミア ム を加 えても助
成金 の な い畑作で ある の で , 10a 当たりで手取り粗収益は 5 - 6 万 円､ コ ス トを省力化と規
模の経済性によ っ て 3万 円とすれば､ 所得は 2 - 3万 円にすぎない ｡ さらに農地造成に よ る
償還金 は 10a 当たり3万 円とすれば､ 所得は マ イナ ス になる こと になる｡ したが っ て ､ 熟畑
化がさらに進展 して増収 するか ､ それ とも集約的土地利用 に転換するか の 選択が発 生する｡
前者で は ､ 作付方式は小麦 - ダイ ズ の 輪作を原則に して きたが ､ 増収 の ために は小麦 を新品
種の 導入 によ っ て 1週間の 早期出荷をするか ､ 降雨の 問題を回避する には ､ 2週間前に大麦
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を導入することが有利になるo 後者で は､ すで に公社が ｢管理のための耕作+ の範囲で 2 b
a の 契約野菜の導入 を図 っ て おり ､ 10a 当たり の収益性は大幅に改善される o ダイ ズで は 10
当たり4万 円と小麦よりも低位に あるの で公社と して付加価値を付けざるを得なくなり､ 全
体の 70% はミルク プラ ン トを買収 した納豆加工場で の加 工に向け､ 販路は地 元の 鶏肉のイ ン
テ グ レ ー タ - と提携 して い るo 公社全体として の 戦略は ､ 農業生産法人 の 加 卜 販売 ･ 交流
によるア グリ ビジネス 化､ 公社の 直売､ 加工 ､ 交流 ､ 宿泊の 機能の集積化が地域の清性化の
戦略となると､ 低収益の小麦生産の魅力 は減退するであろうo
②c社の コ ー ディネ ー タ ー として の役割
c社の売上額は製粉 4･5 億円､ 精麦 4･4億円､ 商事 4･3億円で合計1 3億 円となり､ 昭和
54年に県内5社による共同保管施設 を保有 して い る｡ この 企業の 産地との ネ ッ トワ ー クは､
県内で は藤沢の ふ るさと公社､ 農業生産法人は北上の 酌 欄 発 (小麦40 ha ､ 大麦20 ha)
があり ､ それぞれ薫蒸を回避するため､ 地元 の農協との合意が形成されて い る｡ 製粉企業の
ない青森県で は ､ 金 ヶ崎農場 ( 南部小麦 30 ha - 有機JA S)､ 木造町 の大規模N経営 (舵
上小麦有機JA S 28 ba
､ 転換中30 ha)､ 木造町農協の 4生産者 (北上小麦13 ha ､ 青森
県認証) との ネッ トワ ー クが形成されて い るo 県外は ､ ネ ッ トワ ー ク の 主体は東日本産業で
あるよりも､ 2次加 工 の S食品 ､ 自節食晶店 - の 流通チ ャネル を持っ 流通業者などが コ ザ
イネ 一 夕 - と して関係 して い るo この うちN経営は国営の犀風山新規開畑事業の 導入 を契機
と して小麦の 専作化 を夫婦2人で志向 し､ 10a 当たり 300 kg の収量を実現 して い る｡ 作付
方式は小麦単作を中心と しながらも ､ 一 部では 小麦の後作と して ダイ コ ン ､ ながい も の生産
で土地利用率をあげる ことで収益性 を確保しようと して いる｡ 収益的に は1 0a 当たりの コ ス
ト3･5 万円､ 販売額5万 円で 2万円の 利益がで て ､ 労働時間ほ 3･5時間と短縮され て い るが ､
藤沢町の 経営体がやや低 コ ス トで ある o 金 ヶ 崎農場では小麦_130 ha ､ ダイ ズ 110ha を作付
し､ す じまきの グレイ ン ドリル を利用 し､ 10a 当たり 2 - 3時間まで省力化 した｡
c社 の調達価格は ､ 60 kg当たり 2000- 3000円 の格差があり ､ 青森県産 は 2類 3類の割
合が革くなるo 奨励金 は 60 kg当たり 200円で あり ､ 末端価格で は
.字5 kg で 400 0
- 4500
円となり ､ 1000円 ほ ど高くなるo 販売先は近畿や九州まで広がり ､ 輸送 コ ス トは 5 トン コ ン
テナで 岐阜県の桜井食品まで 6 - 7万円 ､ 九州で は 12万 円である から､ こ の ような地域の
調達価格は高位になりやすい o, 販売先は､ 23%を占める有機JA Sと転換中 の製品でみれば ､
3分の 1 が桜井食品､ 同 じく 3分の1 が県内の 生麺メ ー カ ー であるK製麺 ､ 残りはK S食品
(首都圏 コ ザ )､ s K社 (流通業者経由)､ 藤沢町の ふるさと振興公社であるo 有機JA S
を扱うために製粉企業としてJ O N Aか らの認証をとり ､ 工場の ライ ン を変える ことなく ､
有機 一 特別栽 針 慣行栽培の順序で製粉され ､ 切り替え時に 多少 の ロ ス が発生するo C社が
認証をとり ､ ネ ッ トワ ー クが ある ことか ら ､ 川中 ･)岬 の食品企業との 取引が増加 し､ また
さらに拡大するために非効率的で はあるが ､ 小 口 ツ トで の 取引を拡大 した｡
c社は経常利益率が 7 - 8% と中小製粉メ ー カ ー と比較すれ ば高位にあり ､ 取引先との提携
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が利益配分をもたら して い る とい えよう｡ これ は産地と2次加 工メ ー カ ー ･ 川下 の 食品企業
を繋ぎ､ 価値創造ができ たこと の成果 で もあろう｡
米価の 低下で稲作農家は助成金 の 高い水 田 へ の麦作の 拡大 には いり ､ 団地化とブ ロ ッ ク ロ
ー テ シ ョ ン で 10a 6 - 7万 円の確保ができ るため ､ かえ っ て増収と品質の 向上が 図られず､
製粉企業との ミ ス マ ッ チが増幅する こ とになる｡ また､ 稲の後作に小麦が入ると ､ 特別栽培
の 認証 が しにくくなるo しか し､ 畑作地帯で の 有機JA Sや特別栽培 の担 い手 の経営拡大が)
限られて い る ため､ 低品質でも産地 の 育成を図りなが ら､ 川 中 ･ 川下企業との コ ー ディ ネ ー
シ ョ ン が さらに必要 に なる｡
(3) 関東にお ける中小製粉企業の 凝営戦略 - ネ ッ トワ ー ク と提携条件
関東 の 中小製粉企 業は ､ 実需者が近く に立地 し､ さらに消費者 - の 直売 ･ 交流が しやすい
こと から ､ 高付加価値型で バ リ ュ ー チ ェ ー ンを どの ように形成するかが経営戦略となる ｡ 製
粉企業と して の経営資源は 2次加 工メ ー カ ー との 取引関係から ｢知的資 軌 と して 蓄積され
てきた ｡ 特に パ ンメ ー カ ー と の 取引で は､ 技術的な支援が付加された｡ また ､ 首都圏に立地
する ことは ､ 川中 ･ 川 下と の つ ながりで卸売機能を営業活動と して強化する戦略が とられや
すい o こ こでは 卸売機能を統合 し､ 生協と菓子メ ー カ ー と の ネッ トワ ー ク を形成 した前田食
品 ､ リテ ー ル ベ ー カリ ー を統合化 して多店舗展開を遂げた曽我製粉のケ ー ス ス タデ ィ をする
ことにする｡
①D社の ネッ トワ ー ク と統合化
前田食品 は, 埼玉県の 幸手市た立地 し ､ 倉庫業と輸送業を統合化して積極的な営業活動を
展開 した o 従業員は 16人 で ､ 売上額は 4･5 億円である ｡ 埼玉県 に立地 して い るため内麦約
50%で ､ そ の うち埼 玉県産は 90%に達する o 内麦に こだわる ことで S K生協､ 菓子 の メ ー カ
ー
､ 多く の リテ ー ル ベ ー カリ ー と の 取引がネッ トワ ー クとなり ､ 内麦の有利な価格形成を展
開する ことが できたo 用途ごとの割合は ､ ①パ ン用 20% 内麦比率30%､ ②菓子用 40- 50%
内麦比 率約 50%､ ③麺用30- 40% ､ 内麦比率70%で ある｡ ① では ､ 県産内麦 (農林61号)
の利用 は 30%で あるの に対 して ､ 北海道産の利用が 70%に なり ､ こ の 内麦を利用する2分
の 1はリテ ー ル ベ ー カリ ー で あり ､ 残りは外国産との 調整をす る卸売業者 を経由 して ､ こだ
わりの強 いリテ ー ル ベ ー カリ ー や大地の 会 - 流通するo 県外産では小麦を産地か ら調達する
よりも製 品を北海道の製粉企業から購入することもあり､ こ の 場合には利益がうすく なり 60
k g当たり 40 00円以上になりやすい o リテ ー ル ベ ー カリ ー - の 輸送で は ､ 末端で 30 00-
3500円だと して運賃 800円の 負担は大きく､ 4分の 1を占めるとされ る｡ 前田食品 では取
引先 - の 直送を原則と してリテ ー ル ベ ー カ リ ー 20 - 30ケ 所 - 配送する｡ 取引先と の ロ ッ トは
25 kg に とどまらず､ 1 - 5 kg と い う細か い 単位に まで になり ､ 輸送 コ ス トが 1袋 1 000
円にもなる ｡
②の菓子用はS K生協 - の瀧通チ ャ ネル が中心となり､ 内麦 100%が原則にな っ て ､ 製品
でみれば ビ ス ケッ ト､ かりんとう､ 小麦粉せん べ いなどで 10数社にの ぼる｡ これとは逆に ､
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外麦 100%の 取引先も 1 0数社あり ､ 問屋ル ー トで は O E M が10% 程度あるD
菓子 の メ ー カ ー は ､ か つ て 工場が あ っ た九州で周辺産地から調達してい たが ､ 工場の 移転に
対応 して 九州産より品質の 良い 関東産に転換 したo この ような取引相手とは専用粉と して の
指定があり ､ 取引価格は長期的で安定 して い る の が普通で あるo この 取引で 1 日 80盛をベ
ー ス に コ ス トの節約が可能で あるが ､ 20- 30袋とい う取引先が菓子では多い ｡ それで も取引
依存度は 7 - 8%にすぎず､ 他の メ - - で の 2 - 4% 程度で あるo 問屋 との 取引依存度も
低く ､ 数社で 20% 程度で ある｡
③で は乾麺メ ー カ ー の 減少とD社の アウトソ ー シ ン グによ っ て ､ 依然として ウ エ ー トが高
い も の の ､ 縮小傾向で あ る｡ 取引相手は県内メ ー カ ー が多く ､ 経済連による O EM の 乾麺の
チ ャ ネル を保持 して い た
｡ また ､ 生協の チャネル で は､ K S食品 - は長野県 の 業者 ､ 東京の
業者を経過してう どん ､ 鮫子 の 皮が流通するo 量販店の 流通チャネル は少な い が ､ 国産 の あ
や ひ かり 100%で ゆで麺を生産 し､ 県内の 量販店に販売され る｡
内麦の 供給が過剰とな っ て小売段階で の価格競争が激化すると､ 乾麺や生麺で の 低価格販
売に なり ､ メ ー カ ー に と っ ては余剰とな っ た小麦粉を安価に調達して こ の低価格販売に対応
するo こ の ような安価な小麦は ｢捨て 軌 にだされ ､ 25 kg当たりで ､ 1500- 1800円まで
低下するとされ て い るo 内麦の パ ン用で は最も付加価値が高く ､3000- 40 0円で外麦 の 2700
～ 2800円よりも有利性 があり ､ また菓子用 では内麦30 0- 3500円 ､ 外麦2500円､ さ らに
麺用 で は内麦230- 2500円 ､ 外麦1800- 190円という価 - 定は､ 卸売機能 の統合化 ､
ス トッ ク施設の 低温管理 ､ 取引先 - の 支援の効果で あるo パ ンメ ー カ ー に対して は内麦 100%
の 提案が原則で あり､ 麺用 で は 50- 70%の 提案に なるo この成果として租 マ ー ジ ン は品 目に
もよるが ､ 高い場合 1･7 - 2倍にな っ て経営を推持 しやすくなるo D社で は､ 半径 30 km 以
内 の 大口需要者に は輸送 コ ス トは製粉企業の負担と し
､ 取 引 コ ス トを配慮 して い る ｡
こ の ように D社では ､ 内麦の 有利販売が できたが ､ 埼玉県内 の麦の 品質低下に よ っ て 産地
の 変更が必要となり ､ また ､.製粉工場の 立地を配慮 して産地と繋いで いな い ため､ 調達する
産地 が分散 して輸送 コ 如 の増大になっ て いるo こう したことから､生協とのお提携を強め ､
また安全性を高めるために有力な農業生産法人 との 提携を模索 して い る｡
②E社の経営戦略と統合化
E社は ､ 群馬県に立地 し売上額は 22億円であるo 部門別 にみて ､ 製粉50%､ ベ ー カリ ー ･製麺 25% ､ 不動産 25%であり+ 販売はグル ー プの 商事会社､ 輸送 ･ 保管は前橋倉庫が 担当
してきた｡ 群馬県は北海道に つ ぐ代表的な産地 であり ､ か つ て は日清製粉､ 日本製粉､ 昭和
製粉が 内陸工場と して立地 して いたが ､ これ ら大手 はすベ て工場を閉鎖して ､ 中堅で は 2社
が残 っ て い るo 群馬県 では ､ 2次加 工メ ー カ ー と して即席麺の サ ン ヨ ー 食品 ､ パ ン の第 一 屋
製パ ン の 大規模工場が近く に あ っ て ､ E社で は大きな琴路とな っ た. また ､ H社で は乾麺の
生産で は全国で トッ プメ - か - であり ､ また生麺で は大手の シ マ ダヤとの資本提携 によ る新
会社の 設立で事業を拡大 し､ 多角化を早く から志向 してきたo 大手の 2次加工 メ - か は供
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給を安定化させ るため ､ 大手の 製粉企業以外との取引割合は低 か っ たが ､ 継続 し大手 との価
格競争を展開 した. E社で は､ 取引依存度の 高い第 一 屋製パ ン の収益性が 競争力の減退によ
つ て低下 し､ パ ン用粉の新たな販売が 課題 とな っ てきた｡ また ､ サ ン ヨ ー 食品も袋麺からカ
ッ プ麺 - の 転換が遅れ ､ また中国の 即席麺メ ー カ ー - の 多額な投資が ､ 経営の収益性を圧迫
し､ 原料供給の 見直しを検討 した｡
E社の 用途ごと の割合と内麦比率は ､ 麺 (即席麺をふくめて)60%､ 内麦比率30%､ パ ン
30% ､ 内麦比率 15%､ 菓子 10%､ 内麦 o%で ある｡ 外麦 は パ ン ､ 麺ともにア メリ カ か ら2
分の 1 ､ カナダからパ ン用中心 の 4分の 1 ､ オ ー ス トラリア (A S W) か ら4分の 1 と いう
構成で ある｡ 内麦比率は 20%で あり､ そ の内 30%が北海道 ､ 70%が群馬県か らの調達であ
る o 県内で は麺用 と して の 適性 の強 い農林 61号､ つ るぴ かりであるた め､ パ ン 用と してや
や不十分で あっ た ｡ この 地域の 特徴は第1 に､ 群馬県で は ､ 北海道とは異なり ､ 製粉企業と
産地の 関係が民間流通 に移行 して も､ 企業サイ ドか らの 品質評価がなされ てお らず､ また農
協･
･ 集荷業者を媒介と して契約生産 には い る事例がみられな い ことである｡ 系統農協で は ､
劣等地 - の 作付拡大と供給量の 増大 によ っ て､ 積極的に産地と製粉企業の 間 に入 る の を回避
して いる o 第2 に麺 (特にうどん) を中心 と した実需者が多く ､ 末端で の 差別化が しにく い
ために ､ 麺をめぐる価格競争が激 しく ､ 付加価値を求めるな ら､ リテ ー ル ベ ー カ リ ー へ 多角
化する戦略が効果的に なる ことで ある｡
麺用 の 構成と販売量で は ､ ①う どん用 ､ ②中華 ･ 即席ラ ー メ ン用 ､ ③乾麺用 の順で あり ､
特に②の 中華麺時 25 kg当たり 2000- 3500円の 格差が あり ､ 3500
･
Fq はこだわ っ た街 のラ
ー メ ン 屋で あり､ 2000円は 大手メ ー カ ー など へ の 流通チ ャネル である｡ また ､ ①生麺とゆで
麺で あり､ 零細な群馬 ･ 埼玉両県の メ ー カ ー が多くが ､ シ ェ ア - が減少 しても主力とな るチ
ャネル で あるo さらに③は企業が減少 し､ 1社七 の取引が残 るにすぎな い ｡
パ ン用 の構成は､ 大手パ ンメ ー カ ー が 1社で 3分の 1を占め て い るが ､ 最盛期の 比較する
と 30%以上の 減少 で あり ､ 新 しい販 路と して 学校給食 - の 取り組みが地産地消で本格化 し ､
40%の シ ェ ア - を占めるまでに成長 した○ そ の割合は､ 県内が4 分の 1∴県外の横浜市が4
分の 3で あり ､ 県内は 100%の 県内産 ､ 横浜市は 20%の内麦を原則と して い る｡ 大手 で は
60 kg 当たり 2000円強で ある の に対 して ､ 学校給食では ､ 2 500円と価格で の メ リ ッ トが多
少 あるが ､ 今後の 入札に よ っ て は価格の 低下が発生するo D社で は ､ バ ッ チ式 の小規模な冷
凍施設 があり ､ホ ッ トドックなどの冷凍生地と冷凍麺の 生産 をして ､他企業に販売 して い る｡
また ､ リテ ー ル ベ ー カリ ー に参入 して 10店舗に-まで拡大し､ ベ ー カリ ー 部門の 売上額は ､
4分の 1 に達して いるo 菓子用 は少なく ､ 温泉まん じゆうや地域 の 和菓子用 に使用する皮 の
原料とし て零細なメ ー カ ー に供給されるo 価格は 60 kg当たり 2 500円以上 で あり ､ 価格競
争に はな っ て い ない が ､ 内麦を利用とす るメ ー カ ー は い ない o
D社の販売戟略と して は ､ 麺は内麦と外麦の 混合 した製品を実需者に提案するよりも ､ 内
麦 100%の製品を提案 して い るo すなわち､ 群馬県産小麦100%を提案 した銘柄と して ､ ｢特
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内麦粉+ 膿 内産農林61号100% 使用 ､ 多用途)､ ｢てうち+ (農林61音とつ るぴかりとの ブ
レ ン ド､うどん用)､ ｢特地粉+ (県内農林61号100使用 ､多用 針 粗 鮎 多めで灰分も高め)､
白光 (新製品で 菓子用 ､ 県内っ るぴ かり 100%)､ パ ン用と して農林61号1 00%の ｢石 臼挽
き粉+､ ｢石 臼挽き全粒粉+ があり､ これら6種類はほ とん ど大手製粉企業で は ､ 生産されな
い差別化され た製品であるo また､ 統合化 したリテ ー ル ベ ー カリ ー で は､ ｢そ の まま群馬 シリ
ー ズ+ (天然酵母 ､ 天然塩､ 粗精糖 ､ 無添加で県産小麦100%使用)､ フ ラ ン ス パ ン (同 40%
使用)､ ト ナツ (同 30% 使用)､ ピザ (同 20% 使用)､ ミ ル ク パ ン (同 20%使用)､ 菓子パ
ン (同 10% 使用) であり ､ 特に灰分は 高い が蛋白も高い ｢特内麦粉+ の 利用が 多く ､ 県内麦
の 使用割合を高め る努力がなされて い る｡
ベ ー カリ ー 事業部で は ､ ｢粉屋 の パ ン屋さん+ を企業イメ ー ジに､ ｢群馬 県産小麦+､ ｢石 臼
挽き粉+ ｢自然発酵種 (ル ヴァ ン ･ ナチ ュ レ ル)+ に こだわり ､ 前橋駅前のイ ト ヨ - カ堂の
イ ン ス トア - か ら始まり ､県内麦の 振興と連動して A コ - 店 - の出店があ い っ いだ 潤 在 ､
10店舗まで増加し､ こ の うち8店舗がイ ン ス トア - ､ 2店舗が単独の 路面店で ある｡ 経営的
にはイ ン ス トア - で は ､ ①消費者は買い 物の つ い でに パ ン を購入するの で ､ 客単価は 50 円
を割り単独店の 800円と比較 して低い こと､ ②店舗の ス ペ ー ス が狭い ので 品揃えやイ ン テイ
クに 制約があること ､ ③15%以上 の地代が取られる こと､ ④立地の選択ができず ､ 店舗が分
散的にな る こと､ な どに現題があるo それに対 し､ 独 立店で は①出店の 投資額が 窟み ､ 多店
舗化 しにくい こと , ② レ ス トラ ン などとの 併設 で ､ 独自に集客力 をあげ､ . 生 活提案型の 品揃
え､ メ ニ ュ ー が 必要となること ､ ③経営能力の ある店長 の確保､ などが課題 となるo リテ ー
ル ベ ー カリ ー の経営で は､ 30%が原料 ､ 30%が労賃で あり ､ 雇用形態を調整すれ ば､ 良質な
原料 の 多少 の 高ささ耳､ 深刻な問題ではな い o これ ら店舗における内麦の利用割合の 向上と製
品開発 は , 取引免 - の提案力を強める ことにもなる｡
群馬 県で は ､ 農林 61 号の 割合が高く ､ つ るぴか りが禰完 してきたが ､ 用途 ごとに新品種
と して麺用で はきぬ の 波､ パ ン用で は W 8号が開発 され ､ 内麦の利用比率を向上 させ るで あ
ろう｡
(4) 2次加工メ ー カ ー (S食品) による コ ー ディネ ー シ ョ ン の 役割
s食品 は歴史的に は岐阜県の 美濃加茂市に立地 し､ それ までは製粉企業で あ っ たが ､ 県内
の 産地が衰退 して から ､ 無漂白小麦粉 の 乾麺や即席麺の事業 - 移行し､ 原料に 徹底 して こだ
わる戦略をと っ て きたo 従業員は ､ 46名 (パ ー ト12名 を含む) で ､ 売上額は8億円で ある｡
特徴的な事業展開は ､ 即席麺の 輸出､ 小麦産地と の 契約生産による提携 ､ そ ば ･ 玄米の製粉
加工 な どで あり､ 2次加工メ ー カ ー で あ るにもかか わらず､ 産地とのネ ッ トワ ー クを形成し
て ､ 製粉企業と繋い できたことである o 北海道で 5産地､ 東北で 4産地で あり ､ 北海道の製
粉企業はA社で ､ 取扱の ロ ッ トも 1 日 200トン の と ころ 15トン まで認 めて もら っ た｡ 東北
は東日本産業で 1 日 30トン を最低3 トン まで減少 させ た｡
昭和 5 8年から有機栽培を志向し､ 旧食糧管理法下で生産者の つ て をたより､ 規模の 大き
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な北海道の 北見か ら生産者との 契約取引に入り ､ 食糧事務所の 合意を得なが ら生産者の 組織
化 し､ 他方で は地域の 中小 の製粉企 業との 提携に入 っ た ｡ 北海道で は常呂 2人 ､ 斜里郡 40
人 ､ 芽室 8人 ､ 南幌4 人 ､ 富良野 5人で あり ､ 東北で は ､ 青森県木造町 の農協8人 ､ 個人 1
人 ､ 藤沢町の農業公社で あり ､ 年 1作の寒冷地 の畑作地帯を中心 に組織化 して きた｡ 契約面
積で は､ 常呂 56 ha ､ 斜里郡 1 20 ha ､ 芽室 100 ba ､ 南幌200 ha ､ 富良野 1 5 - 20 ha ､
藤沢 町 の公社80 ba ､ 青森県木造町の N氏 60b a ､ 木造町の 農協10- 15 ha であり ､ これ
だけで も 6do ba を越 えて い るo こ のうち､ 認証 を取得 して い るに は有機JA Sの 産地が藤
沢町 の 農業公社だけで あり ､ 県の 特別栽培 の認証は今の ところ木造町の N氏だ けであるが ､
む しろ新規に入 る産地を除外する と普通栽培はほ とん どな い ｡ また ､ 個人や生産者グル ー プ
で 乾燥機を保有するの が普通で あり､品質の 管理 は進展 して い る｡ 契約生産の プ レミ ア ム は､
北海道で 6 0 kg l万円を保証 しようとすると2等粉で 600円とされ るが ､ 束北で は 1500-
1700円 の プ レ ミ ア ム が支払 われ る と, 10a 当たり6俵 と して 1 万 円程度になり ､ 助成金 の
ない畑作地帯の大規模生産者に と っ てイ ンセ ン テ ィ ブに なる とい えよう ｡ 巷胎 企業側 で は ､
有機JA S- 特別栽培 - 普通栽培と同 一 ライ ン で作業する とすると ､ 切り替え時 に 5% 程度
の 混入 に よる目減りが発 生する ことになる｡
原料の 供給割合は北梅道 60%､ 東北25%､ 地元 15% で あり ､ 地元は農協か らの 減反対応
による普通栽培の 小麦で あるo 製品構成で は ､ 即席ラ ー メ ン 50%､ 乾麺 20%､ マ カ ロ ニ ･
ス パ ゲッ テ ィ 10%に南部小麦の 家庭用パ ン粉がある｡ これ ら製品のうちマ カ ロ ニ ･ ス パ ゲ ッ
テ ィやむ し焼きそ ばは O E Mで あるo これを流通チャ ネル でみると ､ 生協 (首都圏コ ー プ ､
東都生協な ど) 15% ､ 自然食晶店 (主と して問屋経由)1 5%､ 即席ラ ー メ ン の 輸出 20%､
通信販売 5%であ るo 特に生協の 首都圏 コ ー プとの 南部小麦の 関係は ､ 東北の生産者 一 製粉
企業 一 桜井食品 一 首都圏 コ ー プと の チャ ネル の形成に貢献 したo 有機JA Sの小麦を原料と
する製品は ､ ロ ッ トが小 さく均質的な製品となりにく い た め､ 家庭用 の 小袋包装に なりやす
い ｡ また､ 2 5 kg袋詰めを原則とするため､ フ レ コ ン の輸送が 困耕である ことか ら､ 輸送 コ
ス トが北海道､ 東北か ら輸送する の で高くなりやすい ｡
主力商品で ある国産原料の 即席ラ ー メ ン は 100円の小売価格に 対して ､ コ ス トは 45%で
ある として ､ 原料 の小麦粉13円､ ス ー プ 15- 20円である か ら､ 小麦粉の 品質向上 による多
少の コ ス トア ッ プはそれほ ど問題 ではな い ○ こ のラ ー メ ン の価格形成は ､ 100円の 工場出 し
値が問屋 の P B で､ 末端で 180円になり､ 多段 階の流通 と小 口 ツ トの ため流通 コ ス トが高く
なりやすい o 特に自然食品店 - 供給する問屋 で は､ コ ー ディ ネ ー タ ー と して の役割が大きく､
P Bによる製品開発もみられるo 流通 コ ス トの 節約と問屋 の影響力を低下させ るために ､ 1
社 へ の 取引依存度と問屋経由率の 低下をはか っ てきた｡ こ の ラ ー メ ン の 国際市場で の 競争で
は ､ 日 清食品 の海外工 場で の 製品との 競争になり ､ 3倍以上 の 価格差が形成され ､ 差別 的優
位性が推持で きなくなっ て い るo さらに ､ ラ ー メ ン は 50 アイテ ム と増加したが ､ そのうち
30 アイテ ム はO E M であり ､ 麺, ス ー プ で製品をか えて い る｡ それ でも売上額8億円で経常
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利益率は 3%をこ え､ 今後業務用 - の チ ャネル の 開発が 課題となっ て い る｡
産地 との関係で は ､ 小麦の安全性 の レ ベ ル を引き上げて ､ また生産者 へ の 保証とイ ンセ ンテ ィ ブを 蜘 批 は ､ ジ ャガイ - ダイ ズ ー 小麦の 3年輪作をとるため ､ ジャ ガイモ とダイズの 販路の 拡大とそれ に対応 した製品開発 が必要である｡ この 対応は､ ｢農場を生産者か ら借り上げる+ とい う発想で あるo 芽室や常呂の ダイ ズはきな粉､ また斜里郡 の ジャガイ モ は 片栗粉の 委託生産 に して い る｡ さらに
､ 健康志向に対応 して雑穀の取扱を拡大するため ､ 北海道の斜里郡 ､ 長野県 の小ノ榊 で そばの 契約取引には い っ てい る｡ 資 獅 環で も周辺 の 2戸 の採卵鶏農家と連携 し､ 食品残 さ1ケ月 300 kg の 供給で コ ス ト節約に貫献して い る｡s食品 では ､ 1･5 億円の 投資で油とノ ン フ ライ の 2ライ ン で即席麺の 生産を してきたが ､多様な製品開発 によ っ て O E Mや委託生産によるア ウトソ ー シ ン グを展開 して いる｡ また ､差別的優位性が推持 しにくくな っ て流通 シス テ ムの 効率化が必要になっ た
｡ 桜井食品の戦略臥 )lT下 - と統合化するよりも生産 の拠点となる農場の建設や雑穀文化の需要創造の ための消費者と の交流に 向けられて い る｡
(5) 大麦の フ ー ドシ ス テ ム の 革新とH 社の役割
大麦 の ｢麦ご飯+ と して の生食の需要は ､ 消費者 の健康志向によ っ て拡大傾向にあり､ また麦茶の 市場規模が拡大 してきた｡ 国内産小麦の シ ェ ア - が低位にある こと比 断 る と､ 市場規模は小さ い もの の 内麦比率が 高く ､ か つ てカナダの 日本輸出計画があ っ たが ､ 頓挫した経過が あるo この業界は ､減少する大麦 の需要に歯止 めをか けるため新製品開発 に力を注ぎ､また製粉産業を核と しなが ら多角化し､ さらにクラ ス タ ー (新産業) を形成 しようと して いると いう点で革新的な企業行動 がみられ ､ その 主たる担い 手ははくぼくで ある｡
H社は製粉業か ら2次加工 と して乾麺､ さらに即席ラ ー メ ン - と事業領域を拡大 し､ これまで の飼料 ､ 大麦製 品の ｢麦 凱 ｢骨太+ ｢麦茶+ が入 っ てく るo 現在の事業領域は､ ①製粉､②乾麺 (和麺)､ ③精麦･･ 雑穀､ ④麦茶の 5 つ で ある｡ 売上額は乾麺､ 製粉､ 大麦がそれ ぞれ30 億円で全体と して 120億円になる o 対外的に は､ 乾麺で は業界の 上位2位で あり ､ また生食用 ､ 麦茶でも寡占的企業であ るが ､ これ まで主力と して い た乾麺は有機認証 の 大麦をオー ス トラリア から製品で輸入する戦略をとっ て きたが ､ 十分に付加価値のある差別化商品として成長 しにく か っ た
o また､ 即席ラ ー メ ン は大手の 寡占 嘩 - 造に対抗で きず､ 競争力は減退 したo さらに ､ 乾麺 ･ 即席麺の 領域に長く とどま っ て い たの で ､ 温度帯ごと温度管理の できる生麺やチ ル ド麺の 導入が - るこ とにな っ たo はく ばく の新製品の 革新は ､ 高速度切断機の 開発 による無黒条線麦の 生産 に成功 し､ また ｢骨太家族+ によ っ て米と麦を混ぜて食 べ る ｢麦割+ の食生活捷案ができるようにな っ たo 製品も米粒麦(麦の粒を半分に切断 し､炊くと米粒 と同 じになる)､ 押麦 ､ 肱 榊 麦､ ビタバ ァ レ - (ビタ ミ ンB lの 強化) の 品揃えが でき､ こ の うち ビタバ ァ レ - と米粒麦は はくぼく の 独自開発 で あるo
生食用 の 麦 鮎 の 市場規模は 約 数%の成長 がみられ ､ 50- 60億円に達した とされ ､ はくばくは60%の シ ェ ア - をと っ て い て ､ 2位以下 の 企業を大きく引き 凱 て い る｡ この 産業で
17 3
は製品化に よる歩留まりは 2分の 1であり ､ 押麦は 一 般的で あるが ､ 新製品で は開発能力と
コ ス トが必要となるo ま た､ 麦茶は 16 0- 180億円の 市場規模に あり ､ ハ ウス 食品 ､ 常陸屋
本舗 ､ 宇治の 露､ = 社の 上位4社で 60% 以上の シ ェ ア - をと っ て い る｡ 乾麺では はく ばくの
シ ェ ア - は 6% 弱で ､ ト ッ プの 星野物産 とほ とん ど同 じで ある o オ ー ス トラリア で は 大手3
社 を中心 とする寡占化が進虚し ､ 地元 の製粉会社が生産者と契約 し､ はく ばく が こ の 製粉会
社とさらに契約 したo 投資ははくぼく 80%､ 日商岩井 15%､ 雪印アク セス 5%で あり ､ 日
本で の 売上額は 7億円に なるo JA S認証 の製品は ､ k g 当たり 330円と して 関税 34円 ､
小売 で 600- 700円で あり､ 国内の 安物は 40glOO程度まで低下 して い る ことか ら､ ｢有機
ざる う どん+ (300g20 円) と い う低めの価格設定になるo したが っ て ､ メリ ッ トが 減少 し
て い る ｡ また ､ 製粉で は大麦と異なり､ 内麦は 10%にすぎず ､ それを利用 した製品は 40%
が乾麺 ･ 中華麺となる｡
大麦産地 は北陸に集中 し､ 最近関東の産地が形成される ようになっ たが ､ 産地 間で の 品質
差が大 きくなっ て い るo また ､ 特定の産地 (県) か らの購入比率は ､ 寡占化の進行とともに
高位 に あるo はく ばく の購入数量 は 9000トン (目標1万 トン) として ､ 購入する産地 は ､
福井 560トン (55 - 60%の シ ェ ア -)､ 宮城2200トン (44%)､ 栃木 2190トン (40%)
･ 富山 2200トン (71%)､ 石川 1000トン (42%)な どであ る｡ 企業と して の 品質評価は硝
子率､ 容積重､ 細麦で調達する農協ごとの 5段階評価にな っ てお り, 産地 間で 1 - 2ラ ンク
差が形成されて い るo 一 般的に硝子率は 40%が基準となるが ､ タ ン パ ク質との 関係 で変化す
るこ とが解明され 早刈りと多肥化が問題となる. 産地 と して は乾田化と団地化 の進展 した
福井県 の 坂井平野が 良い 条件に なるが ､ 契約生産に入るまで に 至 っ て い な い ｡ 優良産地 に は
プラ ス 5%で有利な価格を提示 し ､ また企業サイ ドからの 品質評価基準を提示する ようにな
つ たo 大麦で は環境保全型 の取り組みが遅 い こと､ また水 田地帯で大麦にウ ェ イ トを置い た
大規模経営が成長 して いない ことやら､ 生産者との 提携関係が 形成され にく い と い えよう｡
H社の 提案型 の販売促連は ､ 全 国的に展開する支店の 営業活動と製品開発 にある｡ 大麦の
加 工は ､ 麦ご飯の無菌パ ッ ク ､ ｢穀物専科+ (大麦､ もちきび ､ もちあわ ､ 白ごま ､ ア マ ラ㌣
ス) の 無菌パ ッ クがあるo また ､ 半生麺 の生産に入り､ チ ル ド物流とつ なぎ事業領域 の拡大
の 契機に しようと して いる｡ しか し､ はく ばく はこれまで米屋 な どの専門店が大き な流通チ
ャネル で あ っ たが
､ 米穀店の シ ェ ア - が減少 し量販店にとっ て 替わられた の で ､ 積極的な売
り場擾秦が必要 となっ た｡ ただ し､ 単品目では 量販店の P Bも多く ､ よりメ ニ ュ ー 提案に 近
づ ける べ きで あろうo また ､ 他方で経営活力の ある米穀店 の再組織化によ っ て ､ 量販店とは
異な る涜通チ ャ ネル の 管理が課題 となるo はくばくは ､ 収益性が低 い ために多角化戦略をと
る ことに よ っ て収益性を改善 し､ 経営資源を有効に活用 して きたが ､ 小規模な米穀店と の 涜
通チ ャ ネル が制約 条件とな っ て加 工業務用 との取引が おくれ て きた が ､ 企 画提案は家庭用 よ
りも業務用が展 開 しやすい で あろう｡
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7 ､ 展開方向 一 緒びに か えて
我が 国の製粉産業は ､ 低い灰分と高タ ン パク質の製粉を高品質として きたが ､ 消費者行動
の 変化や価格の 低 落した副産物のふすまの 質の 再評価を加 えれば､ これまで の ような高品質
製粉の 生産は再検討が必要とな るo パ ン は本来､ ヨ ッ ロ ー バ の食文化であっ て 小麦やライ麦
などの 食資源を有効に借用することであ っ た し､ そ こか ら多様な製品が造出される べ きで あ
り ､ 全粒粉パ ン ､ ライ麦パ ン などの 定着が課題となる o この ことは製粉メ - か の需給調整
を緩和するこ とになり余剰となっ た品質の 製粉の 低価格販売を多少とも抑止するこ とができ
るで あろう｡
また ､ 製粉メ - か - は消費者行動と川下企業の 行動に つ い て の情報や製品開発 に つ い て 中
小 を含めた二 次加工メ ー カ ー を支援するには ､ 川下 - の ア ンテ ナシ ョ ッ プ の設置 ､ 取引企業
とは差別化したり ､ 補完関係を重要 した二次加工部門 - の 進出もさらに検討される べ きで あ
ろうo 川下の 構造変化によ っ て 二次加工 の 中小メ ー カ ー が 活性化 してきたように ､ 川 下は常
に競争的環境に あ っ て フ ー ドシ ス テ ム の 革新を要求 して い る ｡ この対応が 二次加工メ ー カ ー
か らの 要求と して の行動だけで はなく ､ ニ次加キ ー 小売 ･ 外食店舗を統合化する ことが製粉
メ ー カ ー の 経営能力 を高めるで あろうo 企業間の競争は ､ 製品の もつ 品質や価格に集中させ
るよりも企業 シス テ ム をめぐる競争に移行する に つ れて ､ 企業と して の 内部組織 ､ 子会社 ･
関連会社 ･ 取引を中心と した中間組織､ との 関係を調整 しなが ら情報 ･ 技術 ･ 知識な どの経
営資源 を蓄積する ことが企業にと っ て の競争力の源泉になると いうようo
しか し､ 他方で自由化を視野に入れ た合理化と して 工場の拠点化と品目分担､ バ ラ ー 直送
方式の 拡大､ 輸入 コ ス トを原価にオ ン した取引価格の決私 企業間の 受委託生産による品揃
えの 拡大と輸送 コ ス トの 節約 ､ が検討される べ きであろうo 製粉産業は国 の食糧管理下にあ
つ て相場変動の リ ス クが小 さく ､ 川 下企業と二 次加工メ ー カ ー の成長 に支えられ ところが大
きか っ たが､ 今後本格的な合理化が課題となる｡ しか し､ 企業間の 受委託生産 の ように個別
企業だけで はなく ､企業間の 協調が不可欠 となるの が ､新たな合理化の特徴となるであろう｡
国内産麦の フ ー ドシス テ ム は ､ 産地 との 契約 生産や企業サイ ドの 品質評価に とる産地 の選
択と提携を進展させる であろう｡ また ､ 製粉企業 - 2次加工 メ ー カ ー ー 川下 の食品企業と の
ネ ッ トワ ー クが深化 し､ 収益性の 低い製粉企業は さらに統合化を進展させる であ ろう｡
需給の ミ ス マ ッ チが供給過剰で増幅して い るが ､ 依然と して 品質につ い て の 情報の共有化が
遅れて い るo また ､ 国内産麦は零細な実需者と非効率的な生産 シス テ ム を抱えた製粉企業､
さらに過度な差別化を展開する加工 メ ー カ ー ､ 流通業者がそれ に加わる ことによ っ て非効率
的で ､ かつ ミ ス マ ッ チの 多い フ ー ドシ ス テ ム が形成されて い るとい えよう｡ E社で は ､ 100%
内麦 の差別化製品を 2次加 工メ ー カ ー に多く利用 してもらうために ､ 価格を上 げない 努力を
して い るo今後､ 国内産麦をめぐる フ ー ドシ ス テ ム は多様な主体間関係が垂直的に形成され ､
複数の流通チャ ネル で の シ ス テ ム間競争が促進され るで あろう｡ この ことこ とが ミ ス マ ッ チ
の みぞを埋 め､ 外麦との棲み分けを明確にするで あろう｡
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第 15章 ｢食品産業の農業 - の参入 と提携条件+
斎藤 修
1 ､ 課題の 設定と背景
食品企業の農業 - の 参入は､ これまでも畜産業ではイ ンテ グレ
ー シ ョ ン とい う形態で農
業生産者との契約生産 に入り ､ さらに直営型 (所有型) の農場の建設 に入 っ たケ
ー ス は多
く存在する ｡ 量販店でもか つ て 直営牧場を保有する ことは､ 掻済的な意義よりも企業イ メ
ー ジの 向上にな っ た｡ イ ンテ グレ ー シ ョ
'
ン を展開 してきた食品企業にと っ て農業を統合化
するメリ ッ トばか りで なく ､ 多く は卸売段階の 統合化や川下の 小売
･ 外食企 業 - の支援､
さらに生産資材 (飼料 ､ 鶏種､ 施設) の 統合化に入 っ て い る場合も多い ｡ 垂直的な コ
ー デ
ィ ネ ー シ ョ ン を展 開 してきた企業は統合化に よ っ て経営資源が蓄積され ､ こ の経営資源 に
ょ っ て農業生産者 へ の 経営支援が可能となる c
食品企業が生産者にとっ てア ウトプッ トか らの 参入 であるのに対 して , 農業生産資材産
業か らの 参入で 臥 これまで飼料産業や種苗産業の ケ
ー ス があ っ て ､ 飼料産業は諸外国で
も初期の イ ン チ グ レ ー タ - とな っ た
.
し､ また種苗産業で は採種の ための直営農場が国内
･
外国でも必要で あ っ た｡ 種苗産業で は直営農場の規模が新品種の開発に関係 して いるとい
われ て い る し､ 付加価値を求めて苗生産と関係 しようとすると農業生産法人な どと の 連携
と して契約生産や資本 の出資にはい る場合もある｡ 農業資材産業は農業生産者が需要者セ
あり ､ 使用価値とサ ー ビ ス に よる関係性 マ
ー ケテ イ ン グを展開してきたこ とから ､ 農業生
産者を支援するための 経営資源を保有してきた｡ したが っ て ､ 農業資材産業が農業に参入
する場合の 障害をそれ ほ ど高い もの ではない ｡
こ の ような畜産の イ ン テ グレ ー シ ョ ン や農業資材産業の農業参入 は ､ 効率性や製品開発
に と っ て の経済効果が あっ たため､ 業界と して特殊なケ
ー ス とい うこ とにはならなか っ た｡
しか し､ 最近に お ける食品産業の農業参入は ､ 効率性だけでは解明 しにく い要 因が ある ｡
また企業全体と して の シ ステ ム と しての 意志決定とい うよりは､ トップの 独自の 意志決 定
による ケ ー ス もある ようである｡ さらに ､ 外食産業などで は､ 消費者とメ ニ ュ
ー との 関係
性が強く ､ 消費者に食材とその背景をみせ るという意味で ､ ′j噸 様な農場を保有す る場合
もみ られた｡ 例えば ､ これまでもそば屋が ､ わずかなが らの農場を保有する ことは､ 経済
的な効率性 を無視 して ､ 食材と して のそ ばの 品質管理にこだわ っ て い る経営姿勢を消費者
に訴求する効果があ っ た｡ つ まり ､･外食企業は食品メ
ー カ ー の製品が卸売 一 小売とい う流
通 シ ス テ ム で消費者に繋がるの に対 して ､ 直接的に食材と して加 工 して 消費者に直結で き
るの で ､ 消費者の シ ス テ ム をみせやすい の で ある｡
農業 - の 参入を整艶 して議論すれば､.外食産業､.量販店
. 流嘩産琴､ 生協､ 食品メ
‾ カ
ー
､ 不況に あえぐ土建業者な どがあ っ て ､ 参入 の意図や直営農場の企業にお ける位置づ け
等は異なるで あろう｡ また､ い かなる経営の成果を引き出せるか に つ い て はそれぞれ の 産
業分野と企業の 経営資源によ っ て規定されるで あろう｡ 食品企業にと っ て農業との関係性
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は ､ 取引で みれば契約か直営かと い う選択 があ
･り ､ さらに契約は市場メ カ ニ ズ ム と の連動
の 強 い販売契約と生産契約が ある｡ こ の 生産契約 に は数量契約と面積 (全量)
があり ､ 生
産資材を契約者側が提供する場合もみられ るc オ
ー プン マ ー ケ ッ トの 活用 も含めて ､ 食品
企業は こ の ような取引を組み 合わせる の が普通で あるo 外食企業で あれ ば ､ か
つ て は 市場
調達が 一 般的で あ っ たが､ 販売契約や契約生産を拡大 して 市場涜通 の割合を減少する
こと
で安定調達には い り ､ さらに直営農場 の 開設
- とい う戦略が とられた o 畜産物では産業に
ょ っ て 契約生産よりも直営農場 を増加 させて い るo 特に ､ 装置型の鶏舎をとる鶏卵や鶏肉
で は社員などによる労働 コ ス トの 上昇が あ っ ても ､ 自動化に よる省力化
の効果や品質管理
の レ ベ ル ア ッ プが期待される｡ しか し､ 土地利用型で は土地条件 ､ 生産の 季節性 ､ 単位面
積当たりの 売上額の 低さが ､ 制約条件となりやすい o
食品産業と農業との関係性の変化は ､ 川下の 食品企業や消費者行動が
フ ー ドシ ス テ ム の
構造変化を誘発させ て いる こ とで あるo 地域の 食品企業は ､ 輸入依存度
の 高い 大手企業と
対応 して ､ 国産原料や食材を利用 した製品開発によ っ てブラ ン ド化をは かり ､ ま
た取引先
と の連携を強めて ､ 品揃えを拡大す るた めに多角化に はい るケ
ー ス が増加 して い る o 例え
ば､ 鶏肉の イ ン チ グ レ ー タ - が鶏肉の とどまらす､ 鶏卵
･ 野菜の 生産 に入り ､ 地域の 生産
者と多様なネ ッ トワ ー ク を組むよ うにな っ たo また ､ 食品メ
ー カ ー ･ 外食企業な どは資源
循環 シ ス テ ム を農業との 連携によ っ て 形成する必要に迫られ ､
｢ア グリ事業部+ を設立 して
農業生産法人 を設立するケ
ー ス もみられ , 野菜 ･ 稲作 へ と多角化する方式 をと っ て きたo
さらに ､ これまで野菜で代表 される契約生産は穀物にも拡大され ､ 契約内容も
口頭から文
書 - ､ リ ス ク分担の 明確化 - と移行 しつ つ ある ｡ 契約生産
- の 移行が早か っ た畜産分野で
は､ . 効率性 の 高い生産者のイ ンセ ンテ ィ プを高める方式 をとるこ とに
よ っ て ､ 経営 シ ス テ
ム 全体の 改善に入 っ て い る ｡ 市場流通が 基幹で あ っ た青果物で は ､ 市場流通でも緩や
かな
販売契約で ある予約相対取引の 拡大が期待されて いる ｡ しか し､ 青果物
でも需給調整の リ
ス ク を食品企業サイ ドが吸収する面積契約をあえてとる場合もある｡ こ
の ように契約的な
取引関係も販売契約と生産契約に分かれ ､ さらに生産契約は数量契約と面積契約
に 区分さ
れ ､ 相互に どの 契約方式が選択されるかが ､ まず重要に なるo
こ のように食品産業の農業と の 連携は ､ 1部で直営型の 方式 をとりながらも食品企業
に
ょ る農業の経営支援とい う性格が強く ､ 初期では効率性よりも
パ ー トナ ー シ ッ プ の原理 を
強くする ことによ っ て農業側の 経営資源を引き出すこ とが必要に なるo ある漬物企業
で 臥
契約生産者の経営指導をするフ
ー ル ドサ ー ビ ス マ ンが雇用され ､ 彼らが 品質管理や収量形
成に果たす役割を大き い o この フ
ー ル ドサ ー ビス マ ン はカ ル ビ
ー や最近 に農業 - 参入 した
ヵ ゴ メ でも育成されて い る｡ 直営農場の ある企業で は､ 周辺 の 契約生産者
- の経営や技術
指導を直営農場の社員が担当する ことに なるo 食品企業と連携する農業
の担い手も変化 し､
これ まで は高齢者や婦人も担 い手 と してき たが ､ 農業生産法人 の成長によ
っ て加 工業務用
で ある契約生産の メリ ッ トが わか るよう になり ､ 大規模な面積で
の契約生産がみられるよ
ぅに なっ た｡ この 大規模経営が増加 し ､ か つ 産地と して の集積が可能と なれ ば､
将 来契約
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価格 の 低下になっ ても競争力の 低下が食 い止 められるで あろう｡ この ように食品産業は農
業の 経営資源を活用する こ とによ っ て ､ 企業自らも成長するとい う関係性に な るこ とが基
本的な条件で ある｡ 農業との 連携を希望する川中の食品企業が多い もの の ､ 川中の 食品企
業が川下の 食品企業と の戦略的な連携が あれば ､ さらに農業サイ ドに有利な取引条件を提
示する こ とが可能で ある. あまりに低い契約価格で フ ー ル ドサ ー ビ ス が できな けれ ば､ 生
産者を誘因 (イ ン セ ン チ イ ブ) 条件をつ くれない で あろうo こ の ことか らすると ､ 食品メ
ー カ ー では川下 - の 統合化がなされて い るか ､ ある い は川 下の量販店 ･ 外食企業との 連携
を強め て いることが ､ 農業との 提携で も有利 な提携条件を提示 し､ また農業サイ ドの 経営
資源を活用 して関係性 マ ー ケテ イ ン グを展開 しやすくするで あろう｡ 多く の 食品メ ー カ
ー
は川下の 量販店や外食企業との 情報の 共有化や連携ができており､ 特に営業活動にお ける
マ ー ケテイ ン グや製品開発 における経営資源に つ い て は食品メ ー カ ー 側に優位性が あるo
経営革新をして い る企業ほ ど川下 - の ′J､売文授や提携関係をとっ ており ､ 同時に農業サイ
ドに対 しても経営支援をして い る場合が多く な っ て い る｡ こ の ような企業は垂 直的な主体
間の 関係性をつ く るこ とによ っ て ､ 新 しい 価値を製品やサ ー ビ ス に盛り込もうと して 関係
性 マ ー ケテ イ ン グを展開するの が普通で あるo この 展開によ っ て発生 した利益は､ それぞ
れの 主体に提供された経営資源に応 じて配分される べ きで あり､ こ の利益配分もパ ー トナ
ー シ ッ プの条件となる ｡ この ように食品メ ー カ ー は コ ー デ ィネ ー タ ー と して も川下と川上
の 垂直的な関係性 を統御する立場に い る｡
量販店は店舗 で の販売をとるため長期の販売契約で は､ 価格変動の リ ス ク を吸収 しにく
い し､ また､ 契約生産に入 っ ても契約数量の 変動 が大きく ､ 需給調整の リ ス ク を負担 しに
くい と いう特徴があるo したが っ て ､ 本格的に参入するメ リ ッ トがそれほ どない が ､ 将来
量販店が中食 ･ 外食企業との 連携 して需給調整を して いく ことに なれ ば､ 本格的な契約生
産に入り､ また直営農壕 を保有するメ リ ッ トが発生するで あろう｡ しか し､ 量販店で はブ
ラ ン ド化によ っ て 品質管理を強め､ またトレ ー サ ビル ティ によ っ て サプライチ ェ
ー ン を形
成したい とい う意向が あ･り ､ P Bに類似 した垂直的なシ ス テ ム が形成されるように なると ､
量販店で あ っ ても産地との 取引に は契約概念が強く なるであろう｡ それに 比 べ て ､ 外食企
業で は食材加 工とサ ー ビ ス で付加価値が付きやすく ､ また規格等階級 を簡素化 し､ 品種 の
選定や生産方式 の 変化によ っ て コ ス トの 低下が可能である｡ なによりも ､ 取引価格が加工
メ ー カ ー との契約価格と比較して高水準に あり ､ さらに値決め期間が長い ため ､ 生産者は
経営の 安定という点でもメリ ッ トが大き い とい えよう｡
以上 のように農業と連携する食品企業の役割と戦略は､ 食品メ ー カ
ー
､ 外食 ･ 中食企業､
量販店 では異な っ てくる ｡ こ れ以外 にも産直シ ス テ ム を形成 してきた産直型生協で は､ 産
地に資本出資する場合もみられ ､ 産地の 加工事業 - の 支援､ 交流事業の深化の ための 農業
生産法人や生産者グル ー プの 育成を戦略とするようにな っ た｡ つ まり､ 生協の 産地支援と
消費者との 交流をリ ン クする ことによ っ て環境保全型の ブラ ン ド形成を展開 し､ また産地
に加工 の 形態をとっ て付加価値をつ ける戦略がとられるようにな っ た0
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農業サイ ドか らの川中 ･ 川下 へ の 統合化や多角化が進展 し､ 農業生産法人 を中心 に して
ア グリ ビジネ東経営体が形成されてきたが ､ 他方で食品産業サイ ドの農業 - の参入 によ っ
て川 上 - a)
'
統合化 ･ 多角化が進展 して い るo ある い は農業サイ ドと食品産業サイ ドが 統合
化 ･ 多角化 をする こ とによる投資額が多く ､ また企業内部で の 経営資渡が確保でき なけれ
ば ､ 提携を選択する で あろうo 垂直的な主体間の 関係性を形成す る コ ー ディ ネ ー タ ー は ､
これ まで とは異なる経営資源 を必 要とするため､ 食品産業サイ ドが 本格的な農業参入 をは
かる には ､ かなりの 時間と ｢知+ の 集積が必要 になるで あろう｡ 農業サイ ドか らの 統合化 ･
多角化 は相対的に投資額も少なく ､ また地域にお ける波及効果の 小さい の に対して ､ 食品
企業は全国的な展 開をとげて い る場合に は ､ 直営農場も多数に なり ､ 契約生産者も広域的
に立地す る こ とに なる ｡ 地域の食品企業の 場合で も地域内に直営農場や契約生産者を集積
させ るこ とになる の で ､ 地域内に お け争イ ン パ ク トが強くなる で あろうo さらに多角化 に
よ っ て周辺 生産者との ネッ トワ ー クが深化する と､ こ の イ ン パ ク トはさらに強まる で あろ
う｡
地域にお ける食品企業の 役割は ､ 原料 ･ 食材だ けで なく雇用機会の創出にもあ っ て ､ 他
の農村工業とは性格を異なるとこ ろが あり ､ 農村に立地する優位性を地域資源の 利用 に つ
なげる意向 を持 っ て い る｡ 畜産の 処理加工業者や青果 の加 工業者は両面で農村との 関係 が
深く なり ､ 例 えば中山間地で の 200- 300人 の 雇用は 地域の所得形成に大きなイ ン パ ク トが
ある｡ 中山間地に お い ては役場 ･ 農協よりや雇用規模が大きい 食品企業が地域にお ける所
得形成を柱となっ て いるケ ー ス も多くな っ た . 多く の 加工施設 を保有する食品企業で は､
多様な雇用形態をも っ て対応 して い るの が普通 で あり､ 嘱託 の形態をと っ たり して ､ TO歳
近く まで 高齢者の雇用 を維持 して い る壕合も多い o 地域食品企業が統合化 ･ 多角化 を進展
させて い くと ､ 地域の 多様な担い 手との ネ ッ トワ ー クに入 るこ とになるの で ､ 川 下の 多様
な業態と の販売チ ャ ネル を持 ち､ また加 工施設 を持 つ こ とは ､ こ のネ ッ トワ ー ク の 成果を
引き出 しやすくする｡
2､ 食品産業の農業参入の 形態と シ ス テヰの 形成
(1) 契約生産とイ ン テグ レ ー シ ョ ン
食品産業に中で農業に参入 しやすか っ た の は ､ 畜産物をめぐるイ ンチ グレ ヤ シ ョ ン と青
果物の契約生産で あ っ た｡ また ､ 生産資材産業では生産者の 生産 コ ス トに占める割合が 高
い
､ 飼料で は飼料会社が初期のイ ンテ グ レ ー シ ョ ン を展開 した｡ 一 般 に生産資材産業は､
実需者となる生産考の 技術 ･ 経営支援がで きても､ 川 下の 量販店や外食 ･ 中食企業との連
携が しにく い ために ､ コ ー ディネ ー タ ー と して の 役割が不十分で あっ た｡ したが っ て ､ 川
下 の 量販店 ･ 外食企業との 連携ができる処理加 工業者がイ ン テ グ レ ー タ - と して成長 し､
生産者と の契約生産 ､ 卸売機能の 統合化 ､ 飼料工場の 統合化 - と展開する ことになり ､ イ
ンテ グ レ ー シ ョ ン が進展 した｡ この イ ンテ グ レ ー シ ョ ン は鶏肉や鶏卵､ さらに豚肉 ･ 牛肉
に拡大したが ､ 畜産物に限らず青果物､ 米 ､ 大豆でも拡 大し､ 契約生産に入 っ て い る ｡
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青果物は価格変動が多きために ､ 契約生産とい っ ても食品企業が種苗 ･ 肥料などの 資材
を提供する場合は少なく ､ 数量 のみの 契約 にとどまり､ 価格形成も市場ス ライ ドや週間値
決 めに と どま る場合が多い の で ､ 販売契.約とい っ たほうが適合的で ある｡ しか し､ 契約 に
よ っ て規格外品を除き全量購入する契約生産になると ､ 値決 め期間も長く なり､ 単位面積
当たりの 売上額が予想されるの で経営の 安定化の結び付く ことになる ｡ この ような契約方
式を持 っ て い るの は ､ 外食企業や食品メ ー カ ー で あり､ 市場価格と比較すれ ば､ 低位にあ
つ ても流通 コ ス トを除去すると ､ 生産者の 手取り価格の高さと経営の 安定に なっ て い るo
生産者にと っ て単位面積当たりの 粗収益が予測できるこ とは､ 機械 ･ 設備の 更新の ための
計画的な投資や雇用労働力の 周年的利用 を促進する ことになるの で ､ 経営計画が策定 しや ,
すい とい えよう｡ 経営の 安定は ､ 若い経営者にと っ て魅力的で あり ､ また規格の簡素化が
なされれば機械化による大規模生産 を展開 しやすい の で ､ 収益性 の低い場食で も規模に よ
つ てカバ ー するこ とができる｡ 一 方､ 食品企業も集荷 コ ス トやフ ィ ー ル ド ･ サ ー ビス の コ
ス トを節約して ､ 安定供給と品質管理の レ ベ ル を上げようとすれば ､ 大規模農業生産法人
等との 連携を強めるで あろう｡
規格外晶を除く全量契約は面積契約ともい われて い るが ､ 需給調整とい うリ ス ク負担 の
でき る企業では採用されて い る｡ か つ てカ ル ビ ー は数量契約 か全量契約 かをめ ぐっ て議論
があり､ 企業に とっ て需給調整とい うリス クの 大きい全量契約をとり ､ ポテ トチ ッ プに適
さない 下級品は冷凍食品の原料に斡旋する こ とで調整した｡ 漬物では カ ッ トにする こ とで
下級品の 処理をするが ､ 規格外晶は歩留まりが低く ､ 加工処理 コ ス トも嵩みやすい の で利
用されにく い ｡ こ の全量契約の もう 一 つ のメリ ッ トは､ 契約単価が高めになることで ある｡
と いうの も ､ 数量契約では取引か ら除外された生産物は市場 に出荷されて も ､ 基準となる
等階級が抜かれて い るため市場に買い 叩かれ ､ 生産者にと っ て平均販売価格は低め になる
か らで ある｡ 青果物の契約生産でも ､ 品質水準を引き上げるためにイ ン セ ン チ イ ブ ･ シ ス
テ ム が導入され ､ バ レイ シ ョ で はで んぷん比が基準と して利用されて い る｡ もとも と全量
契約は トマ トジ ュ ー ス の 大手メ ー カ ー で あるカ ゴメ が導入 し､ 品種の 特定化や栽培方式の
基準化によ っ て対応 してきたが ､ これはジ ュ ー
■
ス という製品形態で あるため に原料に利用
でき る等階級が多い ことと､ 市場出荷よりも大型 で重量当たりの uコ ス トを節約する ことが
できるこ と､ などが要因とな っ て い るか らで ある｡
契約生産ほ 食品メ ー カ ー が主た る契約者で あり､ メ ー カ ー とい う性格か ら原価管理が進
展 しており ､ 生産 の効率化が優先されやすい ｡ その ため割高な国産原料 - の 全面的に依存
できる産業は限定されやすい が､ 冷凍食品の 品目によ っ て は安全性や品質管理か ら割高な
国産原料が利用される ｡ 食品メ ー カ ー の 契約価格は､ 年間やシ ー ズ ン で の 値決め で あり ,
量販店の週間値決めと比較すれば､ 安定的で あるが､ 単位面積当たり粗収入 は露地野菜で
10,7r20万円程度であるの で ､ 高い収益性で はない ｡ それに比 べ ､ 外食企業ではメ ニ ュ ー の
内容にもよるが ､ 農場価格で 取引価格が決められ ､ 輸送コ ス トが企業負担で あっ た経過も
あ っ た｡ 生産者の 取引価格が相対的に高位で あり ､ 規格の簡素化､ 値決め期間の 長い こと
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も生産者の メ リ ッ トで あ っ た ｡ しか し､ 店舗にお ける定期的 なメ ニ ュ ー の変更に よ っ て取
引の停止 になる こ と､ 特殊な品目ほ取引の ロ ッ トが 少ない た め生産者の 数が限定される こ
と､ などが 特徴的である｡ 外食企業で は中華料理 では中華野菜､ イ タリア料理で はイタリ
ア野菜とい うように ､ 差別化された品目の 開発が必 要で ある こ とか ら､ 導入する場合に は
リ ス クが大きい ため実験圃場 が必要 で ある｡ そ の ため市場調達が でき ない ことと ､ リ ス ク
の 大きさから契約価格の 水準 が高く なる こ とが 特徴と して あげられ るも の の ､ レ タ ス の よ
うな大量需要品目で は ､ 調達 コ ス トの節約が 必要にな る｡
外食企業も規模の 大き なチ ェ ー ン ほ ど､ 途 中に 中間業者を経由 しない で産直志 向が つ よ
ま っ て い るの に対 して ､ 調達量が少 ない 中小チ ェ ー ン で は 中間業者が コ ー ディネ ー タ ー と
して の役割を担 っ て い る ｡ しか し､ 中小チ ェ ー ン でも特定品目に こ だわり ､ それ を差別化
の 大きな手段とする場合に は ､ 供給す る生産者を厳格に選定 して契約生産にするで あろう｡
こ の 生産者の 選定は技術 ･ 資本装備 など作付 け規模を決 定 し､ 施設園芸 では ハ ウ ス 単位 の
販売額 の 保証を食品企業がする場合もある｡ 食品企業は安定供給や品質管理の ため にす べ
て 同 じ契約条件で購入 する の で はなく ､ 数量契約､ 面積契約 や市場調達などの チ ャネル を
複数も っ て管理す るこ とによ っ てリス ク を軽減 して い る'o 食品企業の川 下 - の 統合化や支
援によ っ て付加価値が つ けられるように なると､ 食品企業が面積契約に よる需給調整 の リ
ス ク を負担できるように なる｡ こ の ように食品企業による生産者との 関係性の 深化は､ 青
果物で みると ､ 市場 における相対取引 一 数量取引 一 面横取引 とい う展開をたどり ､ 需給調
整 の リス ク を食品企業がより負担する こ とになる ｡
(2) 直営農場 の設置と経済的意義
食品企業が直営農場 を保有する意義は ､ 実験農場と して の 役割に あり ､ 取引関係に ある
契約生産者等 - の 技術 ･ 経営支援と して の 意義を評価 して きた｡ 小規模で あれ直営農場 を
持 つ こ とは､ 栽培技術や品質管理 にお い て の 理解を含め ､ また契約生産者等 - の 支援を高
める ことができた｡ また ､ 実験農場は新品目の試作や栽培試験な どの 役割もあ っ て研 究機
関的な役割もあるo 外食企業に よ っ て は ､ 実験農場ばかり で なく ､ 栄養管理や製品開発 な
どの 目的 を加えて ､ 研究所を設 立 して い る ケ ー ス もある｡ また､ 実験農業では社員研修や
消費者との 交涜の 場と して の位置づ けもされて い る｡
食品企業が農業生産や契約生産には い るに は ､ ア グリ事業部や生産事業部を設 立 して対
応 し､ 企業規模にもよるが フ ー ル ドサ ー ビス の できる人材が確保され る の が普通で ある｡
外食企業は直営農場の 設置を消費者 - の 個 場か ら店舗+ まで の シ ス テ ム をみせ る効果が
あり , 提供する食材に安全性と トレ ー サ ビル テ ィ が付加 される効果が期待されて いる ｡ 例
えば､ そば屋が′J､規模ながら直営農場を持 ち､ 石 臼で製粉すれ ば､ メ ニ 立
- の 差別化と付
加価値は向上す るで あろうQ 直営農場が大規模化し､ 複数化 すると､ 効率性と シ ス テ ム と
して の優位性が問われてくる ｡ しば しば､ 課題 とされて きた点は､ ①社員を基本と した労
務編成で あるため労働 コ ス トが高く なり ､ 集約的管埋 の で きる家族経営と比較 して 生産性
が低下 しやすい こと ､ ②規模の 経済性を実現 しようとすれば ､ かなりの 投資額になる こと､
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③多く が農業生産法人と して設立され ､ 当然の こ となが ら独立採算性をと?て い る ことか
ら､ 早 め に経営を軌道に の せ ることが必要になる こ と､ などで あ争｡▲
①で は ､ パ ー トの 比率を拡大 し､ また作業管理 の マ ニ ュ ア ル化などによ っ て 労働コ ス ト
を節約す る ことが できるように な っ た｡ こ の 労働 コ ス トの高さは､ 単なる生産農場と して
の 評価だ けでなく ､ 実験農場や普及セ ン タ ー 的な評価によ っ て補完されて い るo ②に つ い
ては ､ 施設型で は 3ba で 10億円の 投資額 である とされて い る ことからす ると､ 食品企業
であ っ て も､ 5 ha や 10ba の 投資額は大き な負担で ある｡ 初期投資は建物の 建設 ･ 土地の
購入 などで多い た めに ､ 食品企業によ っ て参入額は高位になりの で ､ 補助事業の 支援が必
要になる ｡ 規模の 経済性 は施設園芸に つ い て みれば､ 数ha から10ba で あるとされ るの で
か なりの 投資額となる｡ 農地の 取得でも購入価格は地価の 低下を配慮 しても ､ 造成 コ ス ト
を加 える とするな らかなり の投資額に なり ､ また 地力の増強がで きるようになるに は ､ 時
間がか か る こ とに なる｡ さらに限定された立地条件の制約下で ､ まとま っ た農地を確保す
ることは ､ 困難で ある｡ したが っ て ､ 土地利用型 よりも施設型 の ほうが施設 ･ 労働力の 利
用率をあげ､ 人工 的な環境管理で 品質管理が しやすい こ とか ら､ 土地利用型 は選択され に
くか っ た ｡ しば しば､ 食品企業が農業生産法人を育成して土地利用する場合 ､ 担い手の 多
い 地域で は ､ 優良農地の利用ができずに劣等農地 の 利用をせ ざるをえなくなり ､ こ の こ と
が これまで低収量 ･ 低品質 ･ 高い生産 コ ス トと いう悪循環 をつく るケ ー ス が多い ようで あ
る. それ でも食品企業の直営農場では､ 野菜で みて 施設園芸が数 ha､, 露地で数 10ha に達
して い る｡ 規模の 経済性を実現しようとすれば ､ 施設園芸で は ､ 規模拡大する ほ どパ ー ト
に依存 した作業編成の マ ニ ュ ア ル 化が労働 コ ス トの 節約効果が大きく なるc また ､ 露地野
菜で は ､ 定植作業の機械化や収穫作業の 合理化 によ っ て労働効率が異な っ てく る｡ ③に つ
い ては食品企業が農業生産法人を育成するに は､ 出資関係に 披い っ て経営参加するこ とよ
りも ､ 販売面の支援と して小売業者との連携に よる小売価格の設定､ 販売 シ ス テ ム の確立､
フ ー ル ドサ ー ビ ス による支援､ とい っ た対応 をする ことに よ っ て ､ 食品企業の 経営資渡 を
有効に活用する｡ こ の ことで農業生産法人 の販売チ ャ ネル の 管理が可能 にな っ て ､ 設 立か
ら収量の 変動が大きくならな い限り ､ 販売額がおおよそ予測でき るこ とか ら､ 経営の 赤字
は 出にく い ように な っ て い る｡ 生産 に入 る前に販売チャネル が形成されて い る の が普通で
ある｡ これまで市場出荷を前提と して経営体を設立 した場合には､ 価格の変動の大きさや
品質管理 の 不徹底によ っ て経営が赤字になり ､ これが持続する こ とになるか らで ある｡ 食
品企業の ･経営の支援は販売だけで なく ､ 生産資材 の支援の あ っ て ､ イ ン プ ッ トとアウトプ
ッ トの 両面か らなされることも多い . イ ン テ グ レ ー シ ョ ン が進展 してきた畜産物でほ ､ 販
美と資材の 両面か ら生産に関係 してきたの に対 して ､ 青果物で は販売面の 支援が多いと い
うよう｡
こ の ように食品会社は契約生産や 直営農場の 2 つ の タイ プだけで なく ､ 農場を企業が投
･資 して生産者に管理させ る方式 (リ ー ス) もある｡ 生産者は施設 の 更新 へ の 投資が大きく
なると､ 契約関係にある食品企業が施設 に投資 し､ 生産者に経営をまか せる ことになる｡
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こ の 方式 で は､ 生産者は単なる労働者で はなく ､ 経営努力が 評価されて 所得 に付加 され る
こ とに なる｡
(3) 参 入企業による農業 - の経営支援
農業 へ の参入 は食品産業に とどまらず､ か つ て構造不況で 参入 した造船業界､ また部品
製造 の海外移転によ っ て参入 した自動車部晶メ ー カ ー ､ さ らに公共事業が なく な っ て参入
した土木業界などが あり､ 緊急避難自勺な多角化戦略が とられ てきたo これらの対応 は.. 多
角化 に技術と販売チ ャネル の シ ナジ ー が あまりない こ と､ 川 下まで の経営支援が しにく い
ことか ら､ 大きな ビジネ ス の 拡大になりにくか っ た｡ 緊急避難的な対応 では ､ 労賃部分の
確保 に なりやす い ため長期の経営戦略をとりにく い とい う特徴が ある ｡ 稲作は機械化作業
が多い こ とや熟練 した技能は それ ほ ど必要なく ､ 土地条件と作業の 計画性が効率性 を規定
して い る こ とか ら建設業者や機械メ ー カ ー などの 労働者は参入 しやすい とされて い る｡ し
か し､ 直営農場 でも施設園芸や露地野菜で は ､ 管理者や作業担当者の 能力は非農業か らの
参入者で ある場合も多い が ､ 家族経営者の それよりも低い わ けで はない ｡ む しろ ､ 大規模
な直営農場 では伝統的な家族経営よりも計画性や高度の 品質管理が課 題となる｡ イ ンテ グ
レ ー シ ョ ンが進展 して い る養鶏で は､ 品質管理 の レ ベ ル を向上 しようとすると ､ 直営農場
が選択 され る｡ こ の よう に直営農場 の規模拡大と労働生産性 の 向上は進展 して い る と思わ
れ る ｡ 食品企業が契約生産や直営農場 などで農業に参入 し､ その 成果 を規定する大きな要
因と して食品企業の支援体制と経営戦略にお ける位置づ けが あげられる｡
食品企業の 多くの創始者やオ ー ナ ー はフ ー ドビジネス - の 関心が深く ､ 農場や牧場 を持
ちた い と いうロ マ ンが あり , 企業と して の 意志決定よりも個人と して 直営農場を設 立 した
い と いう希望 をも っ てきた し､ また､ 消費者 に対 して も最高の 製品やメ ニ ュ ー を提供 した
い と いう希望も同時に持 っ てきた｡ か つ て K F C(ケン タ ッ キ ー フ ライ ドチキ ン) の 経営
者は ､ 北海道に レ ス トラ ン ･ 農場 を併設 した店舗をお い て フ ァ ー ス トフ ー ドとは異なる経
営を展開 したが ､ 経営者の 交代で経営が継続できなか っ た｡ サイゼリア の 社長はイタリア
レ ス トラ ン の チ ェ ー ン化 の ために食栂調達が合理化されて い るも の の ､ 国産の食材 - の こ
だわ りは強く ､ 直営農場の建設 ･ 運 営で 15億円の投資を したとい われ ､ 産地ともパ ー トナ
ー シ ッ プの 関係を表明 してきた｡ カ ッ ト野菜業界の老舗である サン ボ 一 食品の 野 口専務は ､
｢自坪+ (直営農場) に こだわり, 大規模農場とそれによる周年供給の 割合が高く なる こと
によ っ て経営は安定化 し､ 大胆 な経営戦略が とれ ると考えて きた｡ 量販店の西友の 直営牧
場で あ考岩手県 の キロ サ農場は経営者で ある堤清二 の自慢の 大規模な肉用牛牧場で あり ､
も とバイ ヤ ー が農場主で あり ､ 経営改善をはか っ てきた｡ こ の ような創始者やオ ー ナ ー に
よる 直営農場の 設置は､ 大きな赤字で あっ てもすぐに経営活動を停止するこ とはなか っ た｡
つ まり ､ 長期の視点か らの 育成や シ ン ボリ ッ クな役割に つ い て の 了解が とられて い たとい
える であろう｡
それに比 べ ､ カ ゴメ は組織と して参入 し､ 大規模な施設園芸 の 技術をオラン ダから学び､
日本 でも実現でき るとい う自信をも っ て 参入 した｡ そ して ､ 経営支援に よ っ て収益性 が産
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地 の 経営体で確保でき るようになると ､ 投資コ ス トの節約の ために補助金を活用す る よう
にな っ た ｡ こ の こ とに よ っ て組織的な支援体制が とれるように なっ た｡ 同 じト マ トを扱う
グリ ー ン フ ァ ー ム は ､ 高品質生産の ため の 技術的な支援体制を持 っ てきた が ､ 販売 シ ス テ
ム は農場ごとに自由で あり ､ オ ー ナ ー で ある大和 ハ ウス の 支援体制は本来､ フ ー ドビ ジネ
ス を展開する経営資源 に乏 しい こ とか ら生産資材を中心に限定されたも の とな っ て い る ｡
直営農場が どの ような経営成果を引き出す かは , 企 業の持 っ て い る経営資源 とそれを支援
に どの程度､ 投入するか によ っ て規定されてくる であろう｡
これまで契約生産を展開 してきた食品企業はリ ス ク をより食品企業が 吸収する全量契約
に移行する こ とで ､ 生産者との パ ー トナ ー シ ッ プを改善した｡ カル ビ ー は全量契約を採用
した の に対 して ､ 湖池屋はリス ク を企業サイ ドが吸収できない ため､ 数量契約 をと っ て い
る . また ､ 畜産 のイ ン テ グ レ ー シ ョ ン で は飼料価格の変動が生産者の 収益性 の 変化 をもた
らすこ とか ら､ 変動 の リス ク をイ ンテ グ レ ー タ - が負担するようになっ た｡ イ ン テ グ レ ー
シ ョ ン を展開 してきた企業にと っ て経営資源の 蓄積は､ 一 般の食品メ ー カ ー よりも卸売の
統合化による流通機能の 統合化と小売支援や､ 生産資材を含ん だ経営シ ス テ ム に つ い て の
優れ ており ､ イ ン プッ トとアウ トプ ッ トか ら発生するリス ク を吸収 しやすい で あろう｡ イ
ン テ グ レ ー シ ョ ン は利益 を発生 しやすい と同時に ､ リ ス ク の 吸収ができ る こ とに シ ス テ ム
的 な特徴があるo しか し､ イ ンテ グ レ ー シ ョ ン は特定の 産業 へ の 経営資渡の集中になりや
すく ､ それ以外の産業分野 - の 多角化は ｢知+ の集積を伴う必要がある｡
(4) 地域食品産業の 垂直的統合化と多角化
地域食品企琴による農業との 連携は あまり知られて い ない が ､ 多く の ケ ー ス がある｡ も
とも と地域の中で多様な経営資源を利用 しようとすると､ 特定産業に集中するよりも地域
の 資源 を活用 して流通チ ャネル に乗せ ､ 多く の経営主体との ネッ トワ ー ク を形成 して重た｡
地域にお ける食品企業と農業との 関係は､ 原料や食材をやぐる以上の 関係があり､ 例 えば
食品企業が 新たな加 工事業を拡大すれ ば､ 新たな生産者との連携に入り ､ 直営農場を設立
するか ､ 資本出資をするか , 契約生産 にはい るか ､ などの 選択肢がある｡ すで に主力 品目
で農業生産や流通段階 - の 統合化を実現してきた企業にと っ て多様な取引形態を選択 して
ネッ トワ ー ク を形成するメ リ ッ トを理解 して い るQ これまで畜産のイ ン テ グレ ー シ ョ ン を
展 開 して きた食品企業は ､ 総合的な食品企業を指向 した経営戦略を持 つ ケ ー ス が あり ､ こ
の場合､ 川 下の食品企業との 連携や川中の加 工段階の 統合化によ っ て畜産以外 の 領域には
い る こ とに なり ､ コ ー ディネ ー タ ー の役割を強くすることに なる. ネッ トワ ー クに よ っ て
バ リ ュ ー チ ェ ー ン ができてくれば､ 技術水準が まだ低位にあ っ ても生産者サイ ドに有利な
価格条件を提示する ことができる｡ 畜産に つ いて は他の分野 - の 多角化を促進する要 因と
して環境負荷を軽減す るための 農業との 連携と して糞尿処理間置 であり ､ 経営によ っ て 埠
新たな農業生産法人を設立 して ､ 米 ･ 療菜の生産に入り､ 周辺農家との ネ ッ トワ ー ク をつ
く っ て い る ｡ 堆肥を利用 して生産された農産物は ､ 食品企業が連携する取引相手の販売さ
れる の で ､ 周辺生産者は市場に依存 しなくて も販売チャネル は開けて い るとい えよう｡ 畜
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産以外でも地域で 総合食品企業を指向す る企業で は ､ イ ンテ グ レ ー シ ョ ン の 事業領域を拡
大することで ､ 垂直的な統合化と水平的な多角化が同時に進展する ことに なる｡
(5) クラ ス タ ー の 形成と提携関係
生産者との 契約生産や直営農場 の設置 を展 開 してきた食品企業が地域の 1 - 2社あるだ
けでもネ ッ トワ ー ク の 拡大や雇用機会の創 出による活性化 - の イ ン パ ク トは大き い で あろ
うo さらに食品企業が 特定地域に集積 して ､ 生産者と の提携関係 を形成すれば､ バ リ ュ ー
チ ェ ー ン が強め られ ､ 製品開発や地域資渡開発の ため の イノ ベ ー シ ョ ン が みられる ように
なり､ クラ ス タ ー の形成条件が できてく る . こ の クラ ス タ ー の 形成は ､ 地域内で生産者と
食品企業(加工業) が 一 体化 し ､ バリ ュ ー チ ェ ー ン の形成に よる付加価値の 配分が なされ ､
両者に とっ ての メリ ッ トが 大きくなる o この クラ ス タ ー の 形成によ っ て農業サイ ドも資源
利用が進展 し､ 食品企業 (加 工) は多様 な販売チ ャネル の 開発や輸入製品との棲み分 けな
どに よ っ て 地域特産品の販 売額を拡大す る ことが でき る ｡ 特に ､ 農業と食品企業との 関係
で は ､ 生産者との 取引価格や加 工過程の 分担が重要 で ある｡ 我 が国を代表する紀州 の 南高
梅は生産者が 一 次加 工 を分担 し､ ブラ ン ド化 に よる有利な価格形成が生産者の 所得水準を
上げる こ とにな っ たo 食品メ ー カ ー は 二 次加 工 を分担 し､ 多様な販売チ ャ ネル の 開発 と小
売支援を展開する ことによ っ て ､ 地域か らの原料価格を引き上げ る ことができた｡ さらに ､
梅酢な どの 産業廃棄物も地域の食品メ ー カ ー が新製品開発 に よ っ て問題を解決 し､ 二 次加
工で排出され る調 味液の廃棄物も大手メ ー カ ー か らリサイ ク ル が できるように な っ た｡ こ
の ク ラ ス タ ー の形成によ っ て こ の 地域は ､ 農業サイ ドにお ける担 い 手の 形成と規模拡大が
進展 し､ 日本で も っ と豊か な農業地域とな っ て い る｡ こ の 地域の食品メ ー カ ー は元 々 は生
産者で あり ､ 加 工 を統合化す る ことで専業メ ー カ ー と して成長 したが ､ 生産者に よ っ て は
一 次加 工 から二 次加 工 を統合化 し､ 加 工過程 を内部化 し､ さらに消費者 - のイ ン タ ー ネッ
ト販売 - 入 っ て い る｡ 食品メ ー カ ー によ っ ては ､ あえて農業生産法人とは なっ て い ない が､
梅の 園地をこれま で の ように家族経営で経営 し, 消費者や取引先と の交流の場に しようと
して いる｡
この ようなクラ ス タ ー の 形成では ､ イ ノ ベ ー シ ョ ン だけで なく ､ 農業サイ ドとの 社会的
分業の 編成 , 地域の 雇用拡大 ､ ブラ ン ドの確立､ サプライ チ ェ ー ン の 形成 ､ 販売チ ャネル
の 多様化 と関係性 マ ー ケテ イ ン グの展開にもメ リ ッ トが大 きい ｡ 他方で ､ この 集積 の デメ
リ ッ トは産業廃棄物 の再利用 であるが ､ これも地域に集積 して い る企業の 中か ら革新者が
発生する ことで解決される場合がみられ る｡
(6) 消費者組織 (生協) の農業との連携
か つ て急進的な消費者グル ー プが直営農場を保有す る ことが あ っ たが ､ 生協組織で は産
地との 交流事業を深化 させ る た 捌 こ農業生産法人の 育成が必要 で あり ､ その 管理 を現 地の
N P O法人に担当させ る戦略をも っ て い る. 生協が産地を支援する の は ､ 産地に加 工場を設
置することによ っ て付加価値を付け､ さらに生協と しても こ の ことで新製品開発を展 開す
ることになるか らで ある｡ 産直活動がも っ とも進展 して い る首都圏コ ー プ事業連合では ､
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交涜事業の - 環 と して新 しい組織体を設立 して ､ それ - の 出資や販売面で の支援を して い
るo 産地が加 工場 を保有 して い ない場合には ､ 生協が コ ー ディネ ー タ ー にな っ て食品メ ー
カ ー を選択 し､ 原 料の 委託生産や製品開発設計をすることになる｡ 交流事業を深化 させ る
理由は ､ 体験学習や作業の 支援が ない と食と農の 理解が しにく い こと､ 加 工品が 入 っ て体
験学習の 効果が拡大 し､ また生産か ら消費まで の フ ー ドシ ス テ ム の流れ を説明 しやすい こ
とで ある｡ この ように生協で は ､ これ まで の産直シ ス テ ム をさらに深化 させる こ とによ っ
て ､ 生協サイ ドの ブ ラ ン ド化に つ なげる こ とでメ リ ッ トが大きくなるとい えよう｡ 以上の
こ とから生協にお ける直営農場の 設置 は ､ まだ検討中で あるが ､ 交流が目的で あり ､ また
生産物は生協サイ ドが購入す るこ とか ら､ 生産 コ ス トはそれほ ど問題 とならな い が ､ 誰が
農場を管理する かとい う問題が発生する｡
3 ､ ケ ー ス ス タディ の位置づ けと展開条件
こ こ取り上げる ケ ー ス ス タディ は ､ ①瑞穂糧穀と②ア マ タケの 2社が 地域の 食品企業と
して総合食品企業と して 垂直的なイ ンテ グ レ ー シ ョ ン を展開し､ さらに多角化を展開 して
い る｡ 瑞穂糧穀の本来 の 事業領域は米の 卸売業看で あり､ 小売部門の統合化や生産者との
契約生産 ､ さらに採卵鶏部門の統合化､ 野菜生産 の 統合化に入 っ た経営体で ある｡ 山口県
を代表するア グリ ビジネス で あり ､県内にお ける米の 卸売の約40%､県内鶏卵生産 の約30%
の シ ェ ア を持 っ て おり､ 販売額も 10 億円以上に なる｡ 中山間地は農業の担 い手 の減少と
生産力の 衰退によ っ て食品企業が農業との提携や参入 を展開 してきた｡ 米の卸売業着では､
法的 な制約条件が厳格で あっ た ことか ら､ こ の ような経営戦略をとるケ ー ス はきわめて少
なく ､ 早くか らシ ス テ ム 形成の メリ ッ トを追求 してきた｡ この ような展 開をとげえた 一 つ
の 埋由は ､ 畜産と耕種を堆肥 (有機質)で つ なぎ､ 食品メ ー カ ー で ありなが らも有機農業
へ の 関心が つ よか っ た こ とで ある｡ 山 口県内で は ア グリ ビ ジネス が3社あり､ 他は鶏肉の
深川養鶏農協と生産資材の 三笠産業で あり ､ これ ら3社の経営行動と農業支援の 地域 - の
波及効果 は大き い ｡
ア マ タ ケは中堅の ブロ イラ ー の イ ンテ グ レ ー タ - で あり ､ 川下べ の 小売支援 ､ 鶏卵 ･ カ
モ ･ 野菜の第三 セ ク タ ー による資本提携や直営農場の 設立にはい っ て い る｡ ブ ロ イラ ー 産
業を構成する企業の 経営戦略は ､ 川中から契約生産に入 り､ さらに卸売機能の 統合化, 小
売支援､ 二 次加 工割合の拡大とい う展開をとげ､ コ ス ト競争を強く意識 した大手企業グル
ー プとは経営戦略 が異な っ て い た｡ 岩手県の 産地は後発産地であると いうだけでなく ､ 大
手イ ンチ グ レ ー タ - との 競争を有利に展開す るに は ､ ブラ ン ド化､ エ ネル ギ ー 循環型鶏舎
の 建設 ､ 中小量販店の ト ッ プとの提携と支援シ ス テ ム の 形成では ､ この 業界で はも っ とも
取り組みが早か っ た｡ 多くの イ ンテ グ レ ー タ - は ロ ー カ ル イ ン チ グレ ー タ - と して ､ 商社
系 ､ 全農系とは別 に , 地域に拠点をお いた経営展開をと っ ており､ 経営者機能の役割が つ
よくな っ て い る｡ 中小量販店 - の 小売支援には トッ プとの 戦略的な提携が必要で あり ､ 棚
割や店舗の ボス 情報に基づ い た品揃えなどに よ っ て店舗の 売り上げ向上 に貢献する ことに
18 7
なる o 岩手県の 産地は南九州産地と比 扱 して ､ 首都圏の 量販店や外食企業 へ の 卸売会社に
全面的に依存しな い マ ー ケテ イ ン グを展 開 しやすく ､ 連携 しやすい ことが取引面で の優位
性 になるとい えよ うo また､ 加 工 ･ 生産段階における周辺 生産者とのネ ッ トワ ー ク の拡大
は ､ 生産者にと っ て 付加価値 の拡大や販 路の 拡大に なっ て地域の 活性化 に貢献す る ことに
なる｡
③の サイゼリア は､ 外食企業の中で は垂直的な統合化を進展 させ ､ 海外 にも 2つ カ ミ ッ
サリ ー を設置し､ 国内で は 4 つ の カ ミ ッ サリ ー を設置 し､ 特 に福島工場 では米飯 ･ カ ッ ト
野菜加 工施設の 設置 の 構想が あり､ その 周辺は供給基地と して の役割を担うように な っ た｡l
外食チ ェ ー ン の 規模が大きくなる ほ ど､ 取引ロ ッ トが大きく なるの で ､ 産直 - の 意向が
強く なる｡ それ に対 して ､ チ ェ ー ン の 規模が小さけれ ば､ 産直に入 るよりも流通業者を介
在させて ､ 取引 コ ス トを節約 する行動が とられた｡ 産直に 入 っ たの は ス カイ ラ ー クグル ー
プで 早く取り組まれ ､ 需給調整の リス ク を産地が負担する ことに な っ た｡ 中間の流通業者
を経過 しない 産直では ､ 調達価格を低下させ るこ とが できた｡ こ こで取り上げたサイゼ リ
ア は ､ 急速な店舗数 の増加 に よ っ て カ ミ ッ サリ ー を設置 し ､ 福島県白河地域に直営農場 の
設置と契約 生産者 の配置に よ っ て 拠点化 して地域の 活性化 に結び つ けた｡ 最近 の外食企業
の行動 は､ 圃場か らの 食材の 調達経路や資材の 内容に つ い て消費者に情報提供 し､ シ ス テ
ム を見せ る こ とに よ っ て ､ 消費者 - の 訴求力 を拡大 しようとする戦略をとる場合もある ｡
サイゼリア で は総資本経常利益率が極め て高 い ことから ､ 調達シ ス テ ム を急速に合理化す
るまで に至 っ て い な いが ､ 直営農場 の規模拡大によ っ て生産 コ ス トの低下をはか り ､ また
サイゼリア と しても カ ッ ト工場 の 白河地域 - の 立地移動や堆肥セ ンタ ー の設置 な どに よ っ
て 合理化の 指向が 強ま っ て い る ことが 1 つ の 特徴で ある｡ これまで トマ トを中心 と した施
設園芸では 大規模経営が み られ たが ､ 露地野菜 では土地条件や機械化しにく い こ とに よ っ
て規模の経済性が み られない とされて きた○ しか し､ 有機質の補給で地力を増強 し､ また
定植作業の機械化や 収穫作業の効率化な どに問題も残 され る｡ もう1 つ の特徴は､ 契約 生
産者に は種苗 ･ 独自の 肥料 ･ マ ル チが支給され ､ 計画出荷や コ ス ト節約になるこ とで ある｡
この地域を拠点化する ことによ っ て レタ ス ･ 米 ･ ト マ ト ･ キノ コ などの 品目を周年的に調
達 し､ 夏場 の レタ ス に つ い て は 6割の 供給割合に増加 した｡ この ようなサイゼリア の 戦略
は 他 の大型 チ ェ ー ン で採用され るとするなら､ その ための投資額が 大きく ､ また生産者の
組織化に時間を要するで あろう｡
カ ッ トメ ー カ ー で あ る⑥サ ン ボ 一 食品にと っ て ､ 直営農業を設置する ことの 経済的な意
義は ､ 安定供給と コ ス トの低下で あっ たが ､ 直営農場にお ける規模の 経済性 の メ リ ッ トが
作動 しにく い ことや農業生産法人におけ る労働 コ ス トが 高い 土となどに よっ て 直営方式か
ら契約生産方式に重点を転換 したo 加工メ ー カ ー にと っ て直営農場 を保有する こ とを選択
するよりも ､ 面積契約によ っ て需給調整 の リ ス ク を食品企業サイ ドが吸収する方式を選択
しやすい o 加工 メ ー カ ー は外食企業よりも原価管理に厳格で あり ､ フ ィ ー ル ドサ ー ギス を
もっ て い る場合に は ､ 圃場段階からの 品質管理も進展 してくる｡ 加 工メ ー カ ー によ っ て は
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調達部門を切り離 し､ 他の 販売チャ ネル をもっ て原料の 取引先を拡大 してきた｡ 農業生産
法人も成長 してく ると ､ 加工原料用と してだけでなく ､ 量販店や外食企業 - の販売チ ャネ
ル を持 つ ことが ､ 需給調整に なっ てく る｡ カ ッ トメ ー カ ー は安定的な調達の た めに産地を
複数化 し､ また外国との 販売チャネル を持つ ようにな っ た｡
⑤の 新地グリ ー ン フ ァ ー ム は元々 ､ 福島の ブロ イ ラ ー イ ン テ グ レ ー タ - で ある伊達物産
の 契約生産者が施設園芸に参入 し､ 大規模な経常シ ス テム を形成してき た｡ ト マ トをめぐ
る食品企業の参入は ､ カ ゴメ とこの グリ ー ン フ ァ ー ム が代表的である｡ カ ゴメは 10%の資
本出資で経営体を育成 し､ 販売チャネルや価格設定にお い て経営支援を展開してきた の に
対 して ､ 新地 グリ ー ン フ ァ ー ム では養液土耕栽培によ っ て品質管理の レ ベ ル をあげる戦略
をと っ てき た｡ そ の 後､ 伊達物産が食品偽造問題 でイ ンテ グ レ ー シ ョ ン を展開 しにくくな
り ､ 大和 ハ ウス が伊達物産にか わっ て グリ ー ン フ ァ ー ムを コ ー ディネ ー トする立場 になり ､
モ デル ハ ウス と して栃木農場を建設 した｡ 大和 ハ ウス にと っ て の 戦略は施設 園芸の 資材と
して モデル ハ ウ ス を建設 し､ 低い 建設 コ ス トで参入することで あっ た｡ 養液 土耕栽培によ
る品質管理 の レ ベ ル を引き上 げ､ 省力化するた めの 技術体系化 をはか っ て いる｡ こ の よう
にカ ゴメ とグリ ー ン フ ァ ー ム の 戦略は異なり､ カゴメ は自らの 経営資源を集約 して経営支
援シ ス テ ム を持 っ て い るの に比 べ ､ グリ ー ン フ ァ ー ム は 3つ の農場で生産技術の レ ベ ル ア
ッ プをはか っ て い るが ､ 農場によ っ て販売シ ス テ ムや技術の選択が異な っ て いる｡
以上 5 つ の ケ ー ス は､ 特異的な経営体で あり､ 瑞穂糧穀やア マダケはイ ン テ グレ ー シ ョ
ン と多角化 によ っ て複雑な経営シ ス テ ムを形成 し､ コ ン トロ ー ルする主体の 能力 が問題 と
な っ てく る｡ とい うの は､ 外部環境が変化すると , 特に販売先との取引関係が変化 し､ 主
体間 の 関係性 を事新 しなければ経営シ ス テ ム の革新とはならない か らで ある ｡ 瑞穂糧穀や
ア マ タ ケは異な る産業と事業額域を持 っ て い るが ､ 理念と経営戦略に類似性が ある｡ さら
に ア マ タケは中堅 の 鶏肉イ ン チグ レ ー タ - の経営戦略と して の 戦略グル ー プの リ ー ダ ー と
して の 役割を担 っ て い る｡ また､ 瑞穂糧穀も米で も川中 ･ 川 下 - の 統合化 ､ ブラ ン ド化 ､
契約生産とイ ンセ ン テ ィ ブシ ス テ ム の 導入な ど､ 米ビジネス の リ ー ダ ー と
.
しての 役割を担
つ て いる ｡ いずれも ビジネス モ デル を提示 して いるとい えようc サイゼ リアが外食企業の
本格的な農業参入 の ビジネス モ デル となるの は ､ 拠点の 形成､ 山 大規模な直営農場による生
産シ ス テ ム ､ 生産資材の 提供 などである｡ また ､ サン ボ 一 食晶は大規模直営農場 ､ 全量取
引の 契約生産シ ス テ ム ､ 安定供給の ための シ ー ズン 値決めと産地開発な どは ､ カ ッ ト野菜
業者と して供給 シ ス テ ム の形成に つ い ては ､ も っ と優れた ビジネス モ デル である｡
4
､ 結び
食品産業中農業参入は農村の 担い 手不足と農地の遊休化によ っ て最近大きな関心 を持た
れ てきた｡ 特に カ ゴメ は資本 出資､ 技術や販売チャネル で の 経営支援に と っ て経営体の 収
益性 を確保 してきたo この ような経営体は補助金が活用されて ､ 3 ha か ら5 ha､さらに 10ha
へ と規模拡大が図 られ ､ 販売額と雇用規模の拡大 した｡ ト マ トはカ ゴメ だけで なく ､ 多く
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の 食品企業が参入 し､ グリ ー ン フ ァ ー ム も早くから高糖度 トマ トの生産には い っ て ､ カ ゴ
メ とは異なる経営戦略をと っ てきたo グリ ー ン フ ァ ー ム の農場数は カ ゴメよりも少な い が ､
販売チャネルや経営支援は カ ゴ メ と異な っ てくるo 食品メ ー カ ー の農業参入 は ､ 自社 - の
原料供給という ことよ りも ､ 新 しい生産 シ ス テ ム と販売 シ ス テ ム の構築に入 る ことにな る｡
地域食品企業と農業との 関係 は ､ 輸入品の増加 とは対照的 に ､ 連携を深める こ とに よ っ
て経営シ ス テ ム を形成 しようと してきたo この シ ス テ ム で は資材 一 生産 一 版売の 一 体化を
強 め る ことによ っ て ､ 付加価値や バ リ ュ ー チ ェ ー ン
､ 雇用 労働の確保 に よ っ て 地域の 活性
化 に貢献 してき たo ネ ッ トワ ー ク参加者にメ リッ トをどう配分するかが ､ シ ス テ ム の継続l
性 に関係 してく る｡
食品産業の農業参入 は ､ 契約生産に とどまりネ ッ トワ ー ク を強くする こ とに よ っ て ､ 連
携を深 める ことが ､ 多くの 食品企業の とる経営戦略で ある o さらに踏み込ん で ､ 直営農場
を設置するの は ､ その 多くが実験農場的な役割が大きく ､ コ ス トや収益性 はそれ ほ ど問題
とならなか っ たo 本格的な大規模農場につ いて は ､ 施設園芸で 5 ba 以上の 規模で ､ 管理作
業の マ ニ ュ アル 化がで きれば ､ 規模の 経済性が実現でき る とい われ て い る｡ しか し､ 露地
野菜で は ､ 規模の経済性 を実現するに は施設園芸 よりも制約条件が 多い い えよう ｡ 施設園
芸 で は これまで 3ha の 規模で 7 - 10 億円の投資額で ある ことから､ 5 ha になる とかなり
の 投資額になり ､ 設立初年度か らの 経営支援によ っ て早く経営を軌道に乗せ る こ とが 必要
で あ る｡ 遊休農地の活用 は ､ 新た に土地改良や開墾を必要とす ると投資額が嵩む が ､ む し
ろ地力 を増強するまで に時間が か か る こ とが問題 となる｡
古くは食品企業の農業 - の 無理解が ､ 参入の 甘さと障壁 とされてきた o 食品産業の農業
参入 の成果は ､ 技術や投資問題 か ら鼓諭されやすい が ､ む しろ重要な課 題は企業の 経営支
援 シ ス テ ム であろうo 特に販売チ ャ ネル は企業サイ ドの競争力 に密接に 関連 した経営資源
か ら形成されてきた経緯が あ る｡ こ の経営資源を活用 し､ またそ の ため の 経営資源を企業
サイ ドが投入す ることは ､ 農業 - 経営支援を強める ことに なる｡ また ､ 資材の 供給E=
-
っ い
て も企業サイ ドが 提供す る こ とに よ っ て 品質管理 の水準を向上 させ ､ 技術の 平準化 を促進
する こ とになるで あろうo 食品企業サイ ドで は社長な どの トッ プか ら企業組織と して の支
援体制を組めるようになると､ 投資額が多きなるほ ど短期的に経済効率と成果が問われ て
く ると い えよう｡
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第16章 ｢地域食品企業の多角化 ･ 統 合化戦略 (1) - 瑞穂糧穀 の ケ ー ス か ら+
斎藤 修
1､ 経営体の特質と経過
(1) 瑞穂糧穀の展開とグル ー プの形成
瑞穂糧穀は昭和 22年に 山口市で創設 され ､ 傘下に販売を担う三宝商事､ 加 工処理業務を
中心とするみずほ農産､ 加 工食品を製造する宝栄の 4 つ の 関連会社が組織され た｡ これに
か つ て は有機農業生産者グル ー プが県内全域に組織されたo この グル ー プの 特徴は ､ 第1
に米の 卸売業を主た る事業額域と して ､ 食管法の 制約にあっ て卸売業者は小売業を統合化
できなために小売の でき る業態と して三 宝商事が設立され たことである｡ 第2 に､ 米以外
に日清製粉と取引関係を強め､ 小麦粉製品や畜産用飼料を扱 っ てきたの で ､ 生麺製造や鶏
卵の イ ン テ グ レ ー シ ョ ン - 参入 しやすか っ たことで ある｡ 生麺製造は宝栄が担 っ てやがて
セ ブン ･ イ レブン の 調理麺のベ ンダ ー と して成長するo また ､ 鶏卵では県内に広く契約生
産者を組織してき たが ､ 高齢化や経営の 継承者が い ない ことか ら､ 直営農場に転換してき
たo こ の 事業部門はみずほ農産 にはいり ､ 三宝商事 で の販売につ なぐこ とになるの で ､ 鶏
卵の 生産 一 処理加工 一 卸売までの 統合化が進展 したo 鶏卵の イ ンテ グ レ ー シ ョ ン で は肺卵
業､ 育成農場の設立 に入り ､ 雛の安定供給と外部 - の販売が可能となっ た｡ 第3に有機農
業の 生産者を県内で広域的に組織し､ 農薬の使用を減少させ ､ ｢完熟有機肥料+ の 生産 には
い っ て耕種 (米と野菜 ･ 呆樹) との連携に入 っ たこ とで ある ｡ 園芸は野菜の契約生産者を
県内中心 に組織 し､ つ い で調整用 に九州の 生産者の 組織化に入 っ た｡ 果実な産地に選果場
を設置 し､ 直営農場で は初期たは ハ ウス で野菜の 生産者に供給する苗 の生産を し､ やがて
本格的なキ ュ ウリ生産 に入 っ たo 第4 に､ この ことによ っ て
､ 稲作と採卵鶏と園芸がつ な
がれ ､ さらに三宝商事は最大で約 400台の移動販売者で県内全域に米 ･ 鶏卵 ･ 野菜 ･ 呆実
の小売り販売と ｢よもぎ村+ による直売を展開 した｡
(2) 経営シ ス テ ム と して の特異性
この ように瑞穂糧穀は会社の 事業領域と しては ｢米穀類卸､ 一 般食料晶 の販売と して 鶏
卵､ 小麦粉､ 麺類､ 砂糖､ 化学調味料､ 有機農産物 (野菜 ･ 果物)､ 養魚用飼料､ 養鶏関係
商品と して雛 (ハ イライ ン ､ 初生雛 ･ 中大雛)､ 配合飼料､ 完全発酵堆肥 (みずほ の友､ 土
‾ 番) など+ とい うように ､ 米卸売を主たる事業領域と しながらも､ 多角化ヰ加 工 を入れ
た綻合化の 戦略を展開 しやすか っ た○ 特 に､ 瑞穂糧穀は山口県 の 県内産地 との連携を重要
視した最大の 米卸売会社であり､ か つ て食糧法は ビジネス の 展開に障害とな っ てきたが ､
新食糧法- の 政策的な移行や規制緩和に よ っ て川下や農業との連携 した革新的な米 ビジネ
ス を展開 してきた ことが ､ 第 一 の 企業の 特質で ある｡ つ まり ､ 涜通段階の 規制が強か っ た
米 ビジネ ス で ､ 小売部門の 統合化や消費者の組織化 ､ さらに採卵鶏の 直営農場の 鶏糞とバ
ー クを使 っ た ｢完全有機肥料+ を製造し､ 稲作生産者の地力と品質の向上 を戦略とする卸
売企業は ､ 他 には存在しない で あろう｡ これまで商系の米卸売業は, 生産者との本格的な
連携をとりにく か っ たが ､ 瑞穂糧穀物で は早く か ら有機農業運動や土作り運動に よる取り
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組 みによ っ て ､ 生産者や農協との連携が しやすか っ たo こ の ことか らこの 連 靴 よ っ て契
約 書に基づく契約生産 の展 開に は い る ことが できたo この 展開は多様な取引先との 山口産
米の ブラ ン ド化 と連動 してく る ｡
第二 の特質は ､ 事業規模から い っ て も県内米卸売企業の 中の シ ェ ア は約 40%と最大で あ
り ､ また採卵鶏の直営農場な どの 供給量は県内シ ェ ア で約 30% というように山 口県 の最大
の ア グリ ビジネス 経営体で ある こ とで ある o 米卸売と して は ､ 東北 ･ 北陸の 産地と の連携
よ りも県内産地の 比率 を約 60%にお い て ､ 一 部の 県産米は北九州市場にも販売 して需給調
整 を して きた｡ この 展開は ､ 鶏卵 でも同様で あり､ それぞれ営業 マ ン をかかえた販 売で あl
り ､ 販売額も最大で 140億円に達 し, 従業員は 250名 であるo これ まで の販売活動 は移動
販売車に よる直売の販売 チ ャ ネル ､ 量販店 (福岡 ･ 広島を含め) とも販売チ ャ ネル ､ 伝統
的な米穀店の 販売チ ャ ネル の 3 つ を調整する ことが必要で あらたo また ､ 鶏卵で は､ 米よ
りも量販店 との 取引割合が 高い が ､ 移動販売車や消費者 - の 宅配な どによる産直シ ス テ ム
を展開 しやすか っ た｡
第三 の 特質は ､ 量販店 ･ 専門店 ･ 消費者 ･ コ ン ビ ニ (CⅦ) の 4 つ の 販売チ ャ ンネル ヘ
の販路が で きており ､ 本来 多様な取引先との需給調整や新商品提案が しやす い シ ス テ ム で
ある ことで あるo 量販店 ･ 専門店 ･ 消費者に つ い て は米 ･ 鶏卵 ･ 野菜 ･ 果実 を晶揃 - して
販売戦略を組み立て る こ とが で き､ 例えば新規に特定の量販店に は い る穆合で も､ 米から
入 っ たり､ ある い は 鶏卵か ら入 っ たり して主力4晶の 品揃えを提案する ことが で きる
,
の で
ある ｡ 特に ､ 消費者 - の移動販売 に よる 直売で は ､ 主力 4晶以外 に ロ ッ トの少 ない加 工 品
(直営工場 の漬物 ､ 味噌醤油な どの 委託生産の 製品な ど) の 販売など､ 生活に 必要 な多く
の 品 目の販売が 可能となる ｡ ただ し､ 製麺製造 の宝栄は ､ セ ブ ン ･ イ レブン の ベ ン ダ ー と
して調理麺 ･ 焼きそば ･ 鍋物 セ ッ トに特化 したため.､ 多様な販売チ ャネル の 管理 と多様 な
食材の 独自の 開発 が しにくくな っ た｡
第四 の特質は ､ r食と大地 に優 しい 食生 軌 をテ ー マ に ､ 消費者との産直シ ス テ ム をと っ
て きたこ とで ある o 特に ､ 移動販 売車や消費者人 の産直を展開する三宝商事の 役割は ､ 本
来旧食糧管理法 の規制の なか で設立 し､ グル - の 小売部門を担 当す る役割が減退 したこ
とも ､ シ ス テ ム の 役割の新たな検討が必要に なっ て い る｡ 移動販売車 ｢青空+ によ る販売
は最盛期 の 400台 から大きく減少 し､ 98年 60台､ o3年35台にな っ た ことか ら､ 再編が
必要にな っ たo これまで の産直シ ス テ ム における消費者との 交据 臥 ｢よもぎ机 とい う直
売施設で 九州の小倉を含めて 10地 区で曜日 を限定 して展開されたが､ 集客力は減退 した ｡
消費者の組織化は瑞穂糧穀の 1 0%出資の子会社として ｢ミ ッ ドらい ふ+ (樵)を設 立 し
て ､ 平成 2年から旬の 野菜 ･ 果実 に釆 ･ 鶏卵をセ ッ トに して宅配 して きた｡ これ は ､ これ
まで の移動販売車による 販売は農村部を中心 に してきたが ､ 消費者の在宅率は低く なり ､
集客力が減退 して きたことか ら､ む しろ都市部の 消費者の 組織化が 重要 にな っ たか らで あ
る｡ この ｢ミ ッ ドらい ふ+ は ､ 鮮度や ブラ ン ドで訴求力の ある鶏卵に 品目を絞り込ん だ､ ｢コ
ツ コ らん ど+ に転換 し､ 県内3 カ所を拠点に消費者約1500人の 組織化が できるようにな っ
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たo さらに ､ ｢よもぎ村+ も拠点を限定し､ 常 - して品揃えの 充実と交流が できる空間の
整備が必 要にな っ た｡
第五に ､ 環境保全型農業と生産者との 契約生産 の 拡大の ために有機農産事業部を設立 し､
みずほ有機 ･ 鵬 薬栽培基準の設定､ 独 自の完熟有機堆肥による土づくりの 推進､ 生 醐
査と栽培指導､ などに 8名が従事 し､ フ ー ル ドサ ー ビ ス を展開 してきたこ とで ある ｡ 完熟
有機堆肥 の ｢ ト 番+ の 販売先の 開拓が必要で あるが ､ 輸送 コ ス トの 負担 か ら有利な販売
が展開 しにく い だけで なく ､ バ ー ク の確保の ため に木材の加 工業務が必要 になるこ とや､
直営の養鶏場が 分散 して いる ことが､ コ ス トの ア ッ プに つ なが っ たo こ の ような事業部を
食品卸売会社が も っ て生産 シ ス テ ム の支援活動 を展開して い るの も全国で も希で ある｡
以上の ように ､ 瑞穂棲穀は グル ー プと して資材 (堆肥 に限定) の 取扱と資源循環の シ ス
テム の構築､ 契約生産 による技術 ･ 経常支援､ 卸 - 小売の 統合化 ､ 消費者との産直 シ ス
テ ム の展開 ､ 等の 展開にお い て免駆的な担 っ て い るo しか し､ シ ス テ ム的に は ､ 産直シ ス
テム の 革新の必要性 ､ 鶏糞とバ ー クをベ ー ス と した資源循環か ら産業廃棄物 と未利用資源
を利用 した資源循環 の形成､ 米 ･ 鮒 ･ 野菜 ･ 果実などの本格的な加工業務 の拡大 ､ 米 ･
鶏卵と比 べ て野菜部門の担 い手形成の 遅れ ､ 等が指摘できる ｡ 山 鳩 で は高齢化 によ っ て
担 い 手 の い ない地域が 多く､ グル ー プと して の 野菜生産でも契約生産者の減少によ っ て集
荷力が減退するようにな っ たo これまで も瑞穂糧穀はタマ ネギなどで､ 生産者に 10,7J 批
りの販売額を保証す る方式に､ さらに収模作某などの 経営支援を展開 してきた が ､ それで
も安 納 な供給量 の確保が困難になり ､ 県 - か りで なく県外 を含めたの 大規模農家や農
業生産法人 との連携が必要にな っ た｡
こ の よう に瑞穂糧穀は 地域に根を張 っ た食品企業と して水平的な多角化戦略 ､ 垂直的な
統合化戦略 を併せ持 っ て経営シ ス テ ム を形成 してきた｡ こ の優越 したシ ス テ ム もさらに大
きくなっ たノ岬 と農業サイ ドの 変化を見越 して シ ス テ ム の革新をはか る ことが 必要に なっ
て い る｡
2､ 米ビジネス の 展開と農業との連携
(1) ブラ ン ド化と契約条件
瑞穂糧穀は食味計の導入 による品質チ 羊 ツ クや ｢ - 香+ の 投入 による高品質生産 の 可
能性を早くか ら追求 し､ 県内でも産地と して の 品質水準の 高い 阿東町の徳佐地 区を中心に
みずほ米と して ｢寿泉 130+ の ブラン ド化を意図 してきたo みずほ米と 一 般の 米の違い は ､
み ずほ米では農薬は基本的に しな いが病虫害の発生 によ っ て 2 - 3回の 散布 ､ 肥料は堆肥
1 トン
､ 有機質肥料40 kg ､ 苦土石灰 80 kg である の に対 して ､ 一 般の 米で は ､ 農薬は散
布 5 臥 通常 シ ー ズ ン に6 - 10 臥 肥料は化学肥料 290 kg前後で あっ たか ら ､ みず ほ米
は早くか ら環境保全農業と土づくり に取り組んできた｡
しか し､ これまで個別生産者を組織 して きたため農協との連携が しにく か っ たばかりで
なく ､ 生産者 へ の栽培基準を遵守するための 技術支援が しにく か っ た0 ｢寿泉 130+ は 85
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年 に ブラン ド化 したが ､ 新食糧法 - の移行を契機と して ､ 92年に有機農業事業部の 設立に
よ っ て ､ 95年に独自の栽培機銃で ある ｢みずほ有機 ･ 減農薬栽培の 基準+ を作成し ､ JA
との 本格的な連携に入 っ たo
こ の基準で は ､ 基本方針 と して ､ ①自然 - 体系の 生産を基本とする ､ ②土づくり 3年
以上 の 圃場で生産する ､ ③化 学肥料､ 農薬は限りなくゼ ロ に近づ ける ､ ④適地適作を基本
とす る､ の 4点 である｡ さらに作物別 の基準と して ､ ①堆肥を10J7:当たり､ 毎年1.5 トン
以上施用する こと ､ ②化学肥料 ､ 農薬は 限りなくゼ ロ に近づ けるために ､ 除草剤の使用は
年1 回と して ､ 病虫害の 防除は 予 察によ り異常発生時 の みにすること ､ ③乾燥は ､ 火力に
よる強制で はなく ､ 自然にちか い 状態でする こと ､ ④圃場整備田は ､ 整備後 5年以上経過
した水 田で あること ､ と いう 4 つ の 条件で あ っ た｡
こ の栽培基準で ､ 95年に阿東町徳佐地区の生産者105名と地元農協との連携に よ っ て集
落単位で栽培契約 を結び ､ 品質の 向上に なり､ 県で は じめて の ｢特別 表示 刺 とな っ た｡
さ らに 品質レ ベ ル を上 げるために ､ 専用 の 有機配合肥料で ある ｢あとう有機 1号+ を開発
し､ 契約農家に利用 を義務づ けたo 品質的には ､農協出荷段階で タ ン パ ク質7･0以上の 除去 ､
整粒歩合 85%､ 水分 15%調整､ 食味値 75点以上で あり､ 瑞穂糧穀とJA阿東と生産者と
の 3者で ､ 耶l 基本契約書や覚え書き を結 ん だo 基本契約 書では ､ 栽培基準の 遵守 ､ 水田
の腐植 4 % 基準 とした ｢j= 一 番+ の 施用 に加 えて ､ 生産者に栽培管理記録を記帳させ ､ 農
協はみずほ米を別管理する こ とが義務づ けされ た｡
みずほ米の契約 に よるプ レミア ム は ､ A ､ B ､ C に 3分類され ､ A ラ ン ク で は ､ 整粒歩
合80% ､食味点数75以上で加算金 が60kg当たり1500円､Bラ ン クで整粒歩合80% 以上､
食味点数 75以下で は 1000円､ C ラ ン ク整粒歩合80%以下 ､ 食味点数 75以下で は300円
で あ っ た o ラ ンク の割合は年度に よ っ て異なるが､ A ラ ン ク は 60%程度が確保 できた｡ こ
の プ レ ミア ム に対 して ､ ｢ - 香+ を 10J7;当たり基準の 1･5 トンを投入すると して ､ 8000
円の コ ス トア ッ プに なり ､ 10 J7; 当た り8俵で あれば､ 一 俵 (60kg当たり)1000円になるo
したが っ て ､A ランク の割合が低下すると生産者の メリ ッ トが ほとん どなくなる ことになる
が ､ 実際は生産者の 技術水準が レ ベ ル ア ッ プすることによ っ て ､ この イ ンセ ン テ ィ ブは機
能する こ とに な っ た｡ この レ ベ ル ア ッ プに は生産者の選択が 重要 であり , 規模が大きく 家
族労働力が 充実 した経営が選択された｡
(2) ブラ ン ド米の 拡大 と農協との 連携
この 阿東町徳佐地区との 成功が 契機に な っ て ､ 提携する産地 と農協の 数が増加 し､ 県内
産地か らの 調達量の 10%程度を契約生産にする戦略をとる ことに した｡ 産地 もこ の戦略に
乗れ る産地 を ｢基本産地+ と して ､ 阿東町を含ん だ山口中央 ､ 長 門市や中山間地の 油谷町
を含ん だ長 門大津農協､ 徳地町や防府市を管轄とする防府とく じ農協､ 菊川 町や 下関市を
管轄する豊関農協､ 田布施委町や大和 町を管轄する南すおう9市町村の 4農協が 選定され
た
o 阿東町で の こ しひ かりの ｢寿泉 130+ の 契約面積が 200ha で ある の に対 して ､ 豊関農
協で は ､ 大型の グ レ ー ン エ レ ベ ー タ ー は入 っ た菊川町では ､ ヤ マ ホ ウシやヤ マ ヒカ リを中
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心 に 300ha の 契約生産が予定されたo また､ 長門大津農協では ､ 日本で も山間棚田と して
知 られる油谷町向津具半島で 日本晴れ 150ha の棚田米の 開発に入 っ たo この段 階で 7ブラ
ン ド､ 820ba の契約面積に 凱 たo この 産地の 増加に よ っ て作業日誌 の 記帳､ 栽培管理の
巡回 指導､ 研究会 ･ 反省会等の 開催が必要に なり ､ 農協の 営 朗 導やライ ス セ ンタ ー との
リン クが さらに必要 にな っ た｡
みずほ氷は 96年か ら ｢寿泉130+ に つ づ い て
､ プ ライ ベ ー トブラ ン ドを含めたブラ ン ド化を進展させ るo すなわち､ ｢徳佐の米こ しひ かり+ ｢大津の釆こ しひ かり+ ｢徳地 の はぜ か
け 刺 ｢ゆ 槻 車+｢やまほう し+ ｢大地の まん ま+｢阿東の 秋 馴 ､町+ ｢長門大津ひ とめぼれ+｢頑 固米+ ｢2000年米+ などで あるo この うち､ ｢大地 のまんま+ は馴 町の カ ン トリ ー エ
レ ベ ー タ ー では長期貯蔵機能や加工機能が あるの で ､ い まずり 舶 生産 しやすい こと､ 完
熟有機堆肥によ る土づくりや栽培管理の 徹底が徹底 できる ことによ っ て ､ ヤ ク/V･トと共同開発 したo また ､ ｢ゆめ風車+ は ｢東ソ ー 生協+ との共同開 - あり､ 風車の ある新南陽市に近い徳佐町串地区の集落の 生産者を組織してブラ ン ド化 し､ 消費者との稲刈 りツ ア ー を
展開 したo 馴 先が 生協や自然食晶店な どで は ､ こだわっ たブラン ド化 を展開 しやすい が ､作付面積が少ない ため コ ス トが加算されやすいo さらに ､ ｢郷里の ひ の+ は量販店の マ ミ ー
との共同開発 の製品で あり､ 南周 防地区の ｢ヒノ ヒカリ+ でブラ ン ド化したもの で あり ､
生産者による ｢南すお う米食味向上部会+ が組織されたo この ブラン ドは ､ マ ミ ー が ジ ャ
ス コ に吸収されて か らも継続され て い る｡
瑞穂棲穀の新たなブラン ド化は ､ 山口 県の オリ ジナル 品種で ある ｢晴るる+ であり ､ コ
シ ヒカ リとヤ マ ホ ウシ の 交配に よ っ て作出され ､ 2000年か ら山口美祢農協との 契約生産に
入り ､ モデ ル地区 を選定 した｡ 金太郎飴戦略の米 ( 契約栽培 - る る) と して の 条件は ､①秋鰍きと土壌改良資材投入 の 土づくり､ ②薄蒔きと田植え時は1株3本植で健康な稲の育成､ ③田棲え時期を5月 20- 30 日に限 - ､ 最高品質の 1等米を生産する こと､ ④施肥
を圃場ごとに指導 して食味の 向上 (食味値8 0以上) をは か ること､ ⑤ライ ス セ ンタ ー .
カ ン トリ ー 利用で , 除湿 乾燥方式を採用 して 品質の 向上を図る こと､ ことで あっ た｡ こ の
金太郎飴作戦は ､ 美祢市厚保地区の 生産者 69名 から開始 し, 2002年には美祢市4地区と美東町に広がり ､ 生産者も 334 - 増加 したo こ の戦略は ､ バ ラツキが でやすい契約栽培米を全体的に品質水準 をあげ､ 同質化する ことで食味値は 81を超えることが できた｡ この｢契約栽培米晴る る+ は美東町か ら秋芳町に広がり ､ 販売先の 量販店のイ ズ ミ ､ 丸和 ､ サ
ン マ ー トな どである｡
瑞穂棲穀の ブラ ン ド化 はすべ て成功したわけでなく ､ たとえば菊川町との 契約生産の 商
品で あっ た ｢籾 餌 石+ は 品質の バ ラツキが多くて継続で きなか っ た し､ また ｢2000年米+
は南すおう農協と長 門大津農協の ｢ヒ ノ ヒ カリ+ と ｢ひ とめぼれ+ を2分の 1で ブ レ ン ド
したもの で あ っ たが
､ 哨費者に十分卦ナ入れられ なか っ たo 後者の ブ レ ン ド米は ミル キ ー
クイ ー ン と コ シ ヒ カ リをブ レン ドした製品で あるが ､ 需要 の 拡大は顕著でな い
｡
以上の ような契約生産 の 拡大とブラ ン ド化 によ っ て ､ 瑞穂糧穀の ｢寿泉130+ の小売価格
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は 3200円で あるの に対 して ､ 同じ阿束産 の コ シ ヒカ リ2380円よりも価格メリ ッ トは大き
か っ たo さらに ｢長門大津の ひとめぼれ+ (はぜか け米) は 2767円で あっ たか ら､ 山口県
産 コ シ ヒ カリとの 価格メ リ ッ トもあ っ たo 2002年度の ｢契約栽培米晴るる+ は､ 小売価格
で 5 kg1980円で あり ､ ｢阿東こ しひ かり+ の A ラ ン ク産地指定と同 一 価格で あ っ たo
こ のように県 内6農協を基本産地と して ､ コ シ ヒ カ リ､ ひ とめぽれ ､ ヒノ ヒ カ リ ､ やま
ほ うし､ 晴る る ､ あきたこ まち､ ひよくもち､ ミル キ ー クイ ー ンなどの 8品種で ､ 2003年
の 作付面積は ､1255ha に達 した｡ 特別栽培と しての 認証 臥 山口中央農協管内甲｢寿泉130+
(あと
･
うみずほの 会)､ 長門大津農協管内の 長門市俵山ひとめぼれ (みずほ米生産者協諌会)､
防府とく じ農協管内の 防府市西浦のひ よくもち (JA防府とく じ西浦もち米生産部会) の 4
カ所にな っ たo これ を品種で み ると基本産地は県内 5農協で 22%､ ひとめぼれは 3農協で
8%､ ヒ ノ ヒ カリ は 5農協で 31% を占めて い･るo 晴るる (220 ba) は 山口美祢農協の み に
集中 し, ひ よくもち (20ba) は防府とく じに集中 したo 20 3年から特別栽培に つ づ い て 無
除草栽培を柳井市と防府市の 2 カ所で実験 に入 っ て い る｡
(3) 品質 ･ 安全性 の 向上 とブラ ン ド管理
以上の ように 山 口県産 の米 の ブラン ド化 によ っ て 2002年の 販売するアイテ ム 数は全体
63の うちで県産 はほ ぼ 60%に近づい て 37 に増加 した o この ように県内産地の 広域的なブ
ラ ン ド化に よ っ て 価格メ リ ッ トの 実現とプ レミアム の 形成が でき るよう にな っ たが ､ つ ぎ
の戦略と して ､ ①主要なブラ ン ド産地か らさらに品質を向上させ るため に ､ エ コ フ ァ ー マ
ー の 認証 ､ さらに エ コ 山 口農産物認証制度の 導入が必要に なっ たこと､ ②さらなる品質の
向上 に は ｢寿泉 130+ で契約条件にい れた有機質肥料の必要性 は他 の産地で も必要 になり ､
新たな製品開発が 求められた こと､ ③ライ ス セ ン タ ー や低温倉庫の確保が 品質向上に 不可
欠 に なり ､ 生産者の 技術支援や記帳などにも農協の 役割が重要に なっ た こと､ な どで ある ｡
① に つ い ては ､ 2003年から特別栽培農産物として県 の エ コ 農産 槻 証制度を導入 しよ
うとすると､ 個別生産者が 申請費用 5000円 ､ 検査料 2000- 3000円が 負担する こ と
にな っ たo これまでみずほ米の プ レミア ム は タ ン パ ク含有量 7以下､ 食味値80以上 ､
精米歩合 85以上 の 3 つ の 条件が満たされれ ば 1500円が支払われるが ､ この うち 1
つ が満たされ なけれ ば100円に低下 し､ さらに 一 般米と して販売され る場合もある｡
認証制度を導入する 千ス ト負担は ､ おおよそ1俵当た.り2 00円程度になり ､ プ レミア
ム か消えた場合のデメ リ ッ トが発生するo この コ ス ト負担は作付規模を 50£
-
意で拡
大する ことによ っ て軽減されるとされるo しか し､ 気象変動が大き い場合に は ､ プ レ
ミア ム を確保できない生産者が増加するで あろう｡ この 瓢証制度で は農薬は慣行の 5
割以下 (農薬成分 11成分以下)､ 化 学肥料は慣行 の 5割以下 (化学肥料5割削減､ 化
学肥料 N 成分4 kg以下) であっ たo この 制度の 導入と連動 して ､ ト レ ー サ ビル テ
ィ の 条件が付加 され ､ 栽培基準と して 3つ の 条件以外に ､ ･ 土づく りは堆肥 ､ 稲わら
＋堆肥 ､ 稲わら＋ ト 番の 3 つ の選択に なり､ ･移植時期は標高10 メ ー トル の 差で ､
5 日ずら し､ 栽培密度も坪当たり 60株程度と した こと､ ･ 水管理は中干 しの 徹底 ､ 間
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断かん水の 必要性が ､ 条件づ けられたo また､ 除草剤を減らすため特田植機に 除草機
をつ けて作業の 効率化 をはか る実験が なされて い る｡
② に つ い ては ､ これまで の バ ー クと鶏糞をミ 少ク ス した発酵鶏糞の 開発と魚肉タ ン パ ク
を利用 した製品の導入 であうo 鶏卵の直営農場で 臥 土 1番 の 生産 コ ス トは ､ 特にバ
ー ク の 生産過程や堆肥の 生産に コ ス ト負担が大きすぎて ､ 運賃も計上 しにく いような
低価格販売もみられたこ とから ､ 投資額を節約 した施設 の 導入と発酵鶏糞の活用が､
特に モ チ産地で検討されたo ウル チ米では ､ 魚肉タ ン パ ク (エ キ ス) に月杢芽タ ン パ ク
を加えて粒状に した ｢バイ オノ有機S+ を大成廃材と開発 して ､ 試験 中である｡ これ
まで瑞穂糧穀は ､ 農協の堆肥セ ン タ ー の存在や生産者 の稲わらの活用 ､ さらに苗や他
の 生産資材 の提供に つ い て ､ 農協との衝突を回避 して きた｡ しか し､ 品質と安全性の
向上に は連携 しなが らも､ 独自な有機質肥料の 開発が必要とな っ た
｡
③ につ い ては農協にもライ ス セ ンタ ー や低温倉庫の 借用 と小分けの 必要が発生 して い
1俵200円程度の プ レミア ム の 支払 いが必要に なっ た｡ この ような農協との連携の 強
化は ､ 他方で農業生産法人や集落営農などとの 多様な担い 手との連携を しにくく した｡
以上の ように これまで の広域的なブ ラン ド化からブラ ン ド管理 をさらに進展させ ようと
する と､ 品質と安全性 の レ ベ ル を引き上 げる ことが必要にな っ た ｡ 特に ､ 新たに発生する
コ ス ト負担にたい して プ レ ミアム を確保でき る生産者の 技術水準が問題
■
とな っ てく る｡ 98
年か ら ｢寿泉130+ を生産 してきた ｢みずほの 会+ から生産者 41名を組織 して ､ 新 しい ハ
ー ドル を乗り越える ことが必要に なり ､ 他の 3地域 - の拡大 - と連動い て きたし､ 除草剤
を除去 した技術体系もとられ るようにな っ た｡
3, 青果ビジネス の展 開と制約条件
みずほ農産が 直轄する直営の 岐波農 掛ま､ 82年 に育苗 ハ ウス と して建設され ､ 89年にキ
ュ ウリ の周年生産を開始 し､ 96年 には ハ ウス 6棟 (2500坪) にな っ た｡ 米 の ｢寿泉+ と連
動 して ､ ｢低農薬､ 有機栽軌 農産物 と して ｢喜泉寿+ とい うブラ ン ド化をはか っ て量販店
中心に販売したo 県内産地は ス イ ー ト コ ー ン (む つ み村､ み どり会､･ 2ha)､ タ マ ネギ (萩
市､ 滞豊寿会､ 10ha)､ レ ン コ ン (岩国市､ 岩国会 ､ 年60トン)､ 白菜 (田万川町 ､ 満豊寿
会､ lo血a)､ キャ ベ ツ (む つ み村､ み どり会､ 5 ba) に熊本の ゴボウ､ ニ ン ジ ン ､ 白ネギ(い
ずれも有機栽培)､ 福間の 中村農園の レ タス (4ha)､ イ ン ゲン (4 ha) (いずれも減農薬と
無農薬) などがあり ､ 果物は柑橘が中心で加工 の ジ ュ ー ス ､ モ モ ､ ナ シ等を加 える と､ 直 ･
営農場と併せて 3億円が販売目標とな っ たo また､ 販売できなもの は 系列下の 漬物工場 へ
販売されたo 県内の生産者約 30戸 ､ 柑橘生産者約 20戸程度で ある0
その 後 ､ 県内産 は販路先の 1 つ で ある広島の 量販店との 取引が減少 し､ 生産者の 高齢化
によ っ で供給量が減少 したo 特にむつ み村の 生産者は 10人か ら4人に減少 した｡ 生産者に
よ っ て は特別栽培の 県認証 をと っ て はい るが ､ キ ャ ベ ツ ､ レタ ス ､ 白菜､ ス イ ー ト コ ー ン
など米と比較すると､ 契約生産 の拡大やブラ ン ド化が進展 して い な い ｡ 瑞穂糧穀の ｢みず
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ほ有機 ･ 減農薬栽培の 基準+ に よれば､ 野菜. ･ 果樹 は､ ･ 堆肥 を 10£
一
当たり毎年 1.5 トン
以上を施用すること ､ ･ 化学肥料､ 農薬は限りなくゼ ロ に近づ け､ 肥料は有機質､ 病虫害は
抗菌等を利用する こと､ が条件となっ た ｡ こ の ように有機質肥料の 多投化 して 品質が 向上
しても ､ 市場価格との連動か らすると有利な価格形成になりにくか っ た｡ また ､ セ ン タ ー
の 実務に つ い ても効率的な作業編成が しにく か っ た ｡
本 来は ､ 県産品は宇部市場 の 中値で全量取引で ある ことか ら生産者に と っ て の メリ ッ ト
の 大きく ､ 収穣物は宇部市の集配送セ ン タ ー で パ ッ ケ ー ジされて配送され る｡ 田万川 の 満
豊寿会 (92年結成) で は開墾地 12ha があ っ て瑞穂糧穀との契約生産を して お り､ 有機 ･
減農薬栽培で 1作ごとに堆肥 を2 - 3 トン投入 し､ 大玉で甘 いタ マ ネギを生産 してきた｡
3農家が 3･2ha を作付 したが ､ 高齢化によ っ て 労働力が ない ため瑞穂糧穀が収穫 ･ 選別 を
担 当 して ､ セ ン タ ー に搬出する経営支援を して い る o 生産者に は 10,7r 15万円の 売上げ実
現 できた が ､ 作付 面積の縮小に な っ てきて い る｡ また ､ 果実では特別栽培の 基準をクリア
ー す るには ､ 柑橘類で は ほとん ど困難で あり ､
`
さらに堆肥 の 投入量との 関係 で光セ ン サ ー
の 導入が なけれ ば､ 糖度ごとの マ ー ケテ イ ン グが展開 しにく い ために ､ 量販 店 - の 有利販
売に はな っ て い ない ｡ ギフ トで の販売に つ い ても ､ 品質格差の 大きさが ､ 消費者からの 注
文数量を減少 させ るo さらに直営農場は ､ 単なる生産農場と して だけで なく ､ 契約 生産 へ
の技術 ･ 経営支援や ､ 新品目の 実験農 劇勺な役割が必要 となる｡
こ の ように 野菜 ･ 果樹部門で は ､ 契約生産 ､ 集配送セ ン タ ー ､ 直営農場 ､ 完熟発酵堆肥
の 供給､ 瑞穂糧穀の 量販店 ･ 消費者の 組織化 ･ よもぎ村で の直売､ などの 条件 が あっ ても ､
効率的で か つ 相 互に利益 を生み 出す シ ス テ ム の構築が有効にできなか っ た｡
3 ､ 評価と課題
瑞穂糧穀は特異的な理念と戦略で 地域の食品企業と して シ ス テ ム 的な優位性を構築 して
きた｡ 米を基幹と した革新的なビ ジネス モ デル を追求 してきたの は ､ 契約生産の 拡大とブ
ラ ン ド化 に成功 し､ 有利な価格形成とイ ンセ ティ プシ ス テ ム の 導入 によ っ て 生産者 - の利
益の配分を実現 して きた｡ 生産 レ ベ ル の 多角化も鶏卵､ 野菜 ･ 果樹と拡大 し ､ 小売の 統合
化と消費者 の組織化に よ っ て独自の販売チャ ネル を形成 してきた｡ しか しなが ら､ 川 下の
構造変化 に よ っ て ､ これまで の シ ス テ ム で は ､ 米 ･ 鶏卵 ･ 野菜 ･ 果実ともに 三宝商事を経
由 しな い で ､ 直接販売する こ とが効率的に なり ､ 機能の 重複がみ られるようにな っ た ｡ ま
さ､ これまで の シ ス テ ム に は価値連鏡 (バ ユ ー チ ェ ー ン) を強めるための加 工部門の役割
が米､ 鶏卵ともに弱く ､ 量版店との 価格競争が強まると ､ 収益性が悪化 しやすくなるで あ
ろう｡ これ は宝栄がセ ブ ンイ レブ ン の 専属的なべ ン ダ ー とな っ た こ とに よ っ て､ 本来 の加
工部門と して の役割が減退 したと い えよう｡ さらに ､ 販売活動が部門ごとに展開される こ
とになると､ 営業活動が分散的になりやすく ､ 独自の 営業マ ン が いない 野菜 ･ 果樹部門で
は取引先 - の 支援活動を展開 して関係性マ ー ケテ イ ン グが しにくく なるで あろうa
贋業との 連携につ い ては､ 米で は取扱量q) 10% 程度が契約生産に移行 し､ ブラ ン ド化す
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る こ とに よ･
つ て価格形成とプ レミア ム の 確保 では生産者にメリ ッ トが大き か丁つ たo 生産者
にと っ て ､ 地域で 品質や安全性 の水準をあげて この イ ンセ ン テ ィ ブを引き上 げることは､
ブラ ン ド管理を促 進する ことにな っ た｡ また ､ 鶏卵では直営生産 - の移行は.､ 統合移転で
なく ､ 分散的な鶏舎の ままで あ っ た ことか ら､ 社員とパ ー トによ る労働編成で は コ ス トの
節約 に ならなか っ た ｡ そ の ため､ G P セン タ ー を設立 して集出荷 コ ス トを軽減 し､ 他方で
生産 コ ス トの農場 か らブラ ン ド化 を展開する ことが必 要にな っ たo さらに ､ 青果物で も集
出荷場を統合し ､ 有機質肥料を利用 した特別栽培を中心と したブラン ド化が指向され ､ 県
内では契約生産が 拡大 した｡ しか し､ 米や鶏卵と比較して瑞穂掻穀の技術 ･ 経営支援を展
開 しにく か っ た｡ 特に ､
.
直営農場 の役割に つ い て は新しい 品目の試験栽培や技術開発 の機
能を強める べ きで あっ た｡ さらに ､ 漬物加 工場も手作り感覚で ､ 吟味した原料によ っ て差
別化 しやすか っ たが ､ 重要な役割を担えなか っ た｡
瑞穂糧穀で は ､ 米を ベ ー ス に して鶏卵 ､ さらに野菜 - と量販店に提案する販売方式に よ
つ て売上額を増加 させ てきたが､鶏卵で2 0億円で ある の に ､青果で 1 - 2億円で あるの で ､
青果 は量販店に対する交渉力が 弱か っ た｡ さらに ､ フ ー ドシ ス テ ム か らみ る と､ 加工業務
用 - の 取り組みが 遅れ ､ 量販店との価格交渉で は不利で あっ た｡ 本来の加 工 を担うグル ー
プ会社と しの 宝栄は ､ CV Sの ベ ン ダ ー とな っ て い ることか ら､ この機能 を担 えなく なっ
て い る｡ 以上の こ とか ら､ 農業との 関係 は ､ 嘩作を中心に農協との連携によ っ て技術や経
営の 支援を展開 してきたが ､ 連携を進展 され るほど瑞穂橿穀サイ ドの支援体制や営業活動
が課題 とな っ てくると いえようo
本来 ､ 企業の経営戦略として生産 における多角化や垂直的な統合化を同時に展開する こ
とは ､ 優れた経営者能力が必要とされる｡ つ まり ､ シ ス テ ム が複雑になるほ ど内部の調整
の コ ス トが発生 しやすく ､ シ ス テ ム 全体を見回 して経営戦略を組め るチ ー ム が 必要になる.
瑞穂糧穀は ､ 有機質肥 料に よる資源循環まで配慮された生産 - 加 工 ･ 処理 - 卸 ･ 小売まで
の シ ス テ ム を早期に形成できたこ とは ､ 地域農業によ っ ても貢献度が大きか っ た｡ しか し ､
い っ たん確立 した複雑 なシ ス テ ム で は ､ 環境変化 に対応して大きなシ ス テ ム 転換をはか っ
て いく には ､ 多く の努力が必要である｡
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囲 1 瑞穂堤紫グル ー プの 経営シス テ ム
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セ ンタ ー
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数ヶ所 の農協
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l
._ ･tl
l
l
l
l
l
l
1
1
1
1
;
I
十
I
l
l
ユ
2
3
, Y
ヽ
直営農壊
(ユ b a)
米穀卸売
シ ェ ア40%
6Oこ - 70億円
猪瀬エ場･=1.
凍物工場
販売契約農家-
30戸
(熊本 ･ 描岡を含む)
直営農媛7ケ 所
みづ ほ農産(棟)
l
ヤ ス,
- パ ー イ
'
ズミ(PB)
J
- サ ス ー パ ー 奔. マ ル キ
米販売店(?90店)
●
30%
_ _ _ - _ I . - , ■ _ _▲ .
I
- I ■ r t I ＋ l r ■ ■
青果物配準
セ ン タ ー
(3億円)
17
35%
30%
移勧鍵売
トラック数10台
三宝商事
､
｢叶皇腔店(フレスタ)
中心
G P センタ ー ⊥
.. 液卵加工壊
(7 - 8%)
65 万羽シ 羊 ア30%
20- 30億円
夏祭
量販店600/?
問屋(大阪)12%
博
通版
(宅配)
セブン イ レブン - の御品
(麺 ･ もち生産) _`
l
鶏7 ンとパ ー クによる堆肥の腰元 (j: 一 番)､ ｢低農薬､ 有機戟軌 を戦略と+してきた｡
米の契約生産では､ 整粒歩合と食味で加算金 (300､ 1000､ ユ5 0円) を鉄泉
この グル ヤ プ娃4 つ の企業より構成され､ 三宝商事は米の小売 (移動版元喜による) 千
消密着との交流を事業流域としたo
鶏卵は3 0%が特殊卵で ､ 飼料は日清製粉との提携による指定配合｡
∴ 2 0()
表 - 1 みづ ほ米 の 開発
昭和60年
4月 個別農家と米の契約栽培開始
Io月 ｢寿泉130+ 発売
1 平郎 年Z4月1馴l町農業協同組合と初の契約栽培
平成6年 3月Lr籾倉千石+■発売
平成6年
4月 阿東町虚栄協同組合と取組開始
ュo月 長門 ･ 大津農業協同組合と取組開始
平成丁年 ュo月 徳地町虚業協同組合と取組開始
平成8年
1月
3 月
6月
｢R正のル ー ペJ 創刊
地域流通米 rゆめ風章+ 発売
契釣栽培釆 r徳佐の米こしひかり+.発売
契約簸培米 r大串の米こしひかり+ 発売 ･
契約栽噂米 r徳雄のはぜかけ米+ 琴声
爽約栽培米 rやま振う しJ 発売
央約栽堵米
.
T大地のまんま+ 発売
9月 阿京町徳佐の第1回稲刈りツア ー 実施
`
1
.
0月 T寿泉1joJ 特別表示米となっ てスタ - ト
ー
12月 央約栽培米 r棚･田米J 発売.
平成9年
2々 央約栽培米 r阿文の秋田小町+ 発売
10月 徳地
'
FT串の第1周稲刈り.ツア ー 実施
平成10年.
Io月 契約栽癖氷 r長門大津ひと桝まhJ 発売
11月 柴釣栽培米 r頭固米J 発売
平成 11年
3月 掃す
'
33う農業協同組合と取組伊舶台
12月 基示産地ブレンド米 ｢2000年釆+ 発売
平成12年
8声 山口夷祢農業協同組合と取組開始
ュo月 長門 ･ 大陣地区 . 向津具半島で第1宮稲刈りツア ー 葵施
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表 - 2 みづ ほ有機 ･ 減農薬栽培の基準 (平成7年か ら)
Lきf.
一' ｢
ー
′′
□ ｢_･自然循環停系の生産を基本とする.
基本方針
t] .土振り3年以上の廠場で生産する｡
ロ イヒ竿肥軌 農薬は限りなくゼロに近づける｡
p.
適地適作を基本とする ｡
I
作物別基準 r水稲+
□･ 堆肥を..10a 当たり､ 琴年 1.5t以上施用する｡
p 化学肥料L･,･巌英は限りなくゼロに近づけ卑｡
･防軍剤の使卿耳1回以内にする ｡
･-.
粛啓虫の防除抜予 熱こより兵衛発生時めみにする｡
(イ モチ臥 ウンカ.: ヵメムシ類のみ)
E] 乾鰻は自然に近レ
◆i状態で行う｡･
ロ 郎壕鞄麻即享､整備律､ .5年以上経過した水田とする ｡
｢野菜 ･ 果樹J .
占 堆肥を10年当たり､ 毎年 3t以上施用する｡
ロ 作剖巴料∴廃案時限りな くゼロ に近づける｡
(肥料は有機喪､ 病夢虫には括抗官等を利用する ｡)
ロ 収琴の適期を守O.､ 食味､ 鮮度の向上に努める｡
品質向上対策 +
･D
= 革盛期聞取 巡回.して零地謄寧を行う･｡ ,,.,i.)
･ロ
.一栽培基準の葵行 ･二確認のたあ-.一作 如 箆牢串蝉す去Ji;:;L.
占L 研究傘 ･ 反省会呼を開催する ｡. -
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第17章 ｢地域食品企業の多角化 ･ 統合化戦略 (2) - ア マ タケ の ケ
ー ス か ら+
斎藤 修
1 ､ 経営体の 特質と経過
(1) 鶏肉のイ ンテ グレ ー シ ョ ンをめぐる経営戦略
ア マ タケは新興産地と して 区分れ た岩手県 の中堅の 鶏肉イ ンテ グ レ ー タ - で あり ､ 昭和
50年代に八戸の コ ン ビナ ー ト建設 を契機と して急速な成長 を遂げた. 岩手県 のイ ン チグレ
ー タ - は ､ 八戸地域に飼料工場が立地移動 してく る ことで ､ 飼料価格を低めて東京市場に
お ける西南暖地のイ ンテ グレ ー タ - と比較 して ､ コ ス ト面で有利で あっ たo 岩手県はア マ
タ ケ以外に十文字チキ ンカ ン パ ニ ー ､ 阿部繁孝商店､ オヤ マ ､ ときめき フ ァ
ー ム な どのイ
ンテ グレ ー タ - があり､ 地域に根を張 っ たロ ー カ ルイ ン チ グレ
ー ク ー と して の性格が強く ､
これまで のような商社系イ ンテ グ レ ー シ ョ ン は少 なくな っ た｡
タイや中国からの 輸入 の増大に対応 して ､ 大手 のイ ンテ グレ ー タ
- が コ ス ト競争力 を強
めてきたの に対 して ､ 中堅の イ ンチ グレ ー タ - は付加価値をつ けた経営戦略と してJ岬 の
卸売 ･ 加 工段階 - の統合化し､ 新 しい 品種 の組合せ と飼料や生産シ ス テ ム の 差別化 を強め
る こ とでブ ラン ド化 (銘柄化) をとる競争戦略をと っ てきたo
また､ 生産 シ ス テ ム は生産者との契約生産は
一 般的で あ っ たが ､ 飼養規模の 拡大によっ
て 鶏舎建設 の ための 必要資本額が増加 したため､ 生産者が投資するよりもイ ンチ グレ
ー タ
- が投資 して鶏舎を建設するようにな っ た｡ こ の ような農場の経営者は ､ 規模が 大きく な
る の で コ ス トが低下するとされて い るが､ 社員 は管理者になる場合では ､ 労働 コ ス トが増
加するの が規模の 経済性 の メリ ッ ト相殺 されるの が晋通で ある｡ しか しながら､ 直営生産
の メリ ッ トはむ しろ コ ス トよりも社員によ る衛生管理や品質水準の向上にある とい えようo
それ に対 して ､ 契約生産では効率的な生産者 のイ ンセ ンテ ィ ブを引き上げるために効率性
の レ ベ ル によ っ て ボ ー ナ ス の 変更を した. こ の ような方式をとらない と､ 効率的な生産者
の規模拡大の ための投資額にボ ー ナ ス を充て る からである ｡
こ とように ､ 中堅の イ ンテ グ レ ー タ - の 戦略と して ､ 輸入品との 差別化を明確にするた
めブラ ン ド化をはか り､ さらにそ れと連動 して 品質管理の 徹底にために直営農場 を保有す
る ことになる｡ ブラ ン ド化も差別化の程度をさ らに強くすると､ 銘柄鶏から地鶏の導入 に
なる ｡ この 地鶏は さらに飼養期間が 長く なり ､ また坪当たり羽数も制限され る場合が多い
の で ､ 生産コ ス トがさらに増大 しやすい ○ しか し､ 大規模生産に向か ない の で ､ 農家養鶏
の レ ベ ル にとどま っ て い る場合が多い ｡
(2) ア マ タケの シ ス テ ム的特質
ァ マ タケのイ ンテ グ レ ー シ ョ ン の 特質は､ ①直営の 穣鶏場 の設置 ､ ②契約生産者の大規
模化の ため の 2階建 て鶏舎の 建設 と籍糞の 燃焼による エ ネル ギ
ー の 温湯暖房の利用 ､ ③加
工処理場か ら二次加 工場 の設立 ､ ④輸送会社の 設立と店舗まで の配送､ ⑤全 国的な営業所
の 配置と営業活動､ ⑥消費地 における高級料理店の 設置､ などにある o 特 に ､ ②は後発産
地 として生産者の 規模を拡大して おく こ とが重要な 柳各とな っ て い た. さらに ､ 捕鶏や鶏
2 0 5
糞処理 をイ ンチ グ レ ー タ - サイ ドが担う ことによ っ て生産者の 規模拡大 を誘発する ことが
できた｡
③の 2次加工場は焼き鳥､ フ ライ ドチキ ン ､ ミ ー トボ ー ル な どの製品を昭和62年までに
約 100日を開発 し ､ さらに県内で は料理教室を開催 して ､ より消費に近づく戦略をと っ た｡
この 加 工品の 製品開発 につ い て の 重要性は鶏卵 ･ 大豆の 加工 品の 開発 - と拡大 し､ 開発力
と提案力を つ ける こ とができた ことで あり ､ さらに付加価値形成の メリ ッ トを追求する こ
とができた｡ 鶏肉産業で は､ 当時廃鶏に よるミ ー トボ
ー ル の開発 を除けばほとん どみ られ
ず､ 生食用を念頭に置い た販売で あ っ たか ら､ この 戦略は画期的で あっ た ｡ 加工 品の 販売
･
は モ モ 肉とム ネ肉の価格格差が大きく なり ､ 中堅の 量販店 - わ小売支援と して惣菜の 提案
をする場合にも清 かされた｡ 加 工部門の販売額の 割合は昭和 61年で 20%まで に達した｡
④と⑤と⑥は ､ r製販 一 体化+ とい う経営戦略をと っ て ｢安全衛生+ r健康+ ｢味+ の 3 つ
を消費者 ニ ー ズ と して とらえて ､ 量販店さらに外食店補ま で の サプライ チ ェ
ー ン を効率的
に確立する か ､ とい うことが課題 とな っ た｡ 個別店舗配送を前提 に したの で埼玉 県の 大宮
市に配送セ ン タ ー を設 立 し､ 大型車から小輸送用 の車 に積み替えて供給した｡ 取引する店
舗 の増加 とともに ､ ノJ､輸送は地理条件に 明る い地元の 輸送会社に ア ウトソ
ー シ ン グする こ
とに な っ たが､ 営業ス タ ッ フ を 70人に充実させ て ､ 取引先ごとに営業マ ン 1人で 30店舗
の 小売支援ができ るように した｡ 量販店の 選択 は大手を除き ､ 理念と戦略で連携するため
トッ プとの 交渉に入 っ た｡ 加 工技術をも っ て′J､売支援とい うサ ー ビス を充実させて きたこ
とは ､ 消費地 における高級専門店の 店舗展開を容易に し､ 初期はア ンテ ナ シ ョ ッ プ として
の 役割で あっ たが ､ 5000- 6000円の 客単価を確保でき るまで に成長 した｡ また､ 開発 した
多く の加 工品や惣菜を店舗 の 立地条件や客層に よ っ て 品揃えがで きるようになっ た ｡
こ の ように鶏肉のイ ン チ グ レ ー タ - と して は加 工部門の拡大 ､ 卸売の 統合化､ 小売支援
と商品提案､ 直営の高級専門店の設置とい う戦略をと っ て きたの は､ 先駆的である｡ こ の
いわばア マ タケ モ デル は ､ コ ス ト競争で は生き残れ ないと実感 して い る中小のイ ンテ グレ
ー タ 一 に と っ て学ぶとこ ろが多か っ た ｡
さ らに地域の 食品企業と して役割は ､ 取引先で ある伊藤忠と系列的な関係にならずに ､
ロ ー カ ルイ ンテ グ レ ー ク ー と して ､ 地域の 食品企業と して地域との密着度をつ よめる戦略
をと っ て きた｡ 処理加工や 2次加 工 事業で は地域か ら多く の雇用労働力 を吸引する ことが
でき ､ 雇用条件も パ ー トと いう扱い よりも社員と して の条件がとられ ､ 農村工業の 撤退 の
なか で は､ 契約生産者 へ の 有利な契約価格の設 定や所得の 拡大だけで なく ､ 雇用創出に よ
る所得拡大に貢献した｡
2 ､ イ ン テ グ レ ー シ ョ ンと農業との連携
(1) イ ンテ グ レ ー シ ョ ン とチ ェ ー ン の 形成
ァ マ タケの シ ス テ ム的な特徴は､ 昭和 60年にはい っ て早期に ｢南部どり+ と して銘柄化
し､ ゝ さらに ｢製販 一 体化+ をス ロ ー ガ ン に販売組織の設立 ､ さらに大消費地 に営業拠 点を
かま えて 小売支援を展開 した ことで ある ｡ 卸売段階を統合 し､ さらに小売に近づ くに は店
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舗 - の 棚割り提案や惣菜などの 商品提案が課題 になる｡ このような関係性マ ー ケテ イ ン グ
を展開するの は､ 銘柄鶏を有効に販売する ために産地か ら店舗まで の サプライチ ェ ー ン の
形成が必要 になる の で ある｡
さらに､ ア マ タケの 特異性は鶏肉にとらわれず地域の総合的な食品企業と して の 性癖を
も っ ており ､ 岩手県内の 農家や第3 セク タ ー な どとの 連携を進めてきた｡ こう したことか
ら事業領域が広く ､ 取扱品目は社長が地元 の 大船渡市の商工会長をやっ て い る ことから水
産物まで 品揃 えに入れて い るが､ 主たる品目は鶏肉をベ ー ス として鶏卵 ･ 鴨肉 ･ 豆腐 ･ 納
豆 ･ 米 ･ 野菜 ･ 卵焼き ･ ケ ー キと多様で ある｡ これらの 商品は中堅の 量販店との連携を図
り , 関東を中心と して 約 1300店舗に販売されて い るが､ このような連携を展開 したの は､
中堅量販店で は ､ 鶏肉の バイ ヤ ー い ない ことが多く ､ サプライヤ ー サイ ドの企画提案が し
やすいか らで ある｡ さらに､ 量販店の価格競争は､ 相互 にメ リッ トがなくなく ､ 消費者に
支持 され る商品は ､ サ プライ ヤ ー サイ ドが店舗 の条件によ っ て提案した方が､ 店舗の 売り
上げの 向上に結び付く とい うメリ ッ トが量販店サイ ドにあるからである｡ この 量販店との
連携は バイ ヤ ー レ ベ ル で は なく ､ 経営者や ト ップに近 い ところとの戦略的提携になるとい
えよう｡ さらに特異性 は､ 岩手県か ら24時間以内の 供給時間であるため､ 南九州からの 供
給よりも鮮度管理が優れ て い るこ とで ある ｡
こ の ように ア マ タ ケ は鶏 肉の生産 (直営中心) - 加 工処理 - 卸売の 統合化が なされ ､ 野
菜で は契約生産 の他 に農業生産法人を設立 して ､ 焼き鳥用の シ シ トbとネギを生産して い
る｡ また ､ 田野畑柑と第3セ クタ ー を設立 して ､ カモ ･ 鶏卵の 生産と加工処理場の建設に
はい っ た ｡ さらに ､ 野菜の 直営農場 の ある藤沢町の第3 セクタ ー との 取引面で連携し､ 大
豆加 工や販売の支援を展開 して い る｡
こ の ようにア マ タケ (樵)は岩手県にある中堅イ ン テグレ ー タ - で あり, 日清の飼料
代理店から出発 し､ 昭和 3 9年と比較的早 い 時期から処理場を建設 し､ ブロ イ ラ ー 処理
業に入 り ､ 昭和 45年から本格的なブロ イラ ー の 生産 ･ 処理業を開始 した｡ 当軌 伊藤
忠と販売契約をもっ て い たが, 規模拡大 とともに独自の販路を.開拓し, 独立性を強めて
きた . 自社営業部門を拡大して , 卸売機能を内部化し, 直営に
p
i る高 コ ス ト ･ 高品質生
産, 小 売支援 による販売など独自 の戦略により競争優位性を形成して い る . 鶏肉で は直
営生 嵐 ･ 処理 ･ 加工 ･ 販売まで完成度の高 いイ ンテグ レ ー シ ョ ン を構築 した . また ､ 多
く のイ ン テ グレ ー タ - では ､ 環境問題と して の鶏糞処理が発生し､ ア マ タケで は鶏糞を
燃焼させ て エ ネル ギ ー に して 温湯暖房と して 滑用 し､ 鶏舎の構造を事新 した｡ イ ンテ グ
レ ー タ 一 によ っ て は糞尿処理 を契機 と しながらも農業生産故人の育成や生産物の販売
の コ ー ディ ネ ー タ ー と して機能する場合もある｡
鶏肉生産農場の 60Q/.が直営で あり,
I
- 農場 に社員 4, 5 人体制で ､ 夜間に 一 人泊まり
込 みで 対応 して い る｡ それにともなう生産 コ ス トの増加を吸収するため, 3種類の銘柄
鶏を差別化の 程度にあわせて 確立 し, 鶏卵, か も, 野菜, 豆腐などのネ ッ トワ
ー クを中
心に して 多角生産も展 開し, 鶏肉で取引関係 をもつ ス ー パ ー に販売して い る･
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ま た, 販売戦略で は, 首都圏の 中ノ+､ス
ー パ ー を中心 に販路を開拓 し, 消費地に営業セ
ン タ ー を設置 し, 本格的な小売支援を展開 した , こ こ で の小売支援は , ス ー パ ー ごとに
自社営業社員 を担当させ , 店舗 の 立地条件や客層に対応 した品揃えを提案 して い る ･ 特
に, POSデ ー タ に基づ い た客単価をベ ー ス に 品揃えやブ ラ ン ド構成の調整, 加 工調理 品
の調整 を行うなどに よ っ て 客単価の 高い 店舗で は, 高級な銘柄を増や し, 客単価の 低 い
店舗で は低級な銘柄や加 工 品を提案 して い る (第3表)｡ こ の ほ か ､ 取引先 の ス
ー パ ⊥
を集めて ､ 年2回製品 の 提案会 を開き､ 新商品やイ ン ス トア で の加 工の 仕方な どを提案
す るだけで はなく､ ス ー パ ー 側か らも提案や意見を受けるなど､ 情報交流の場 となっ て
い るc また ､ ア マ タ ケは個店対応 で 24時間以内にフ レ ッ シ ュ な製品 を店頭に並 べ るよ
うに配送シ ス テム を組ん で い る ｡ 個店配送に関 して ､ セ ン タ
ー より先は専門業者 - の ア
ウ トソ ウシ ン グや関西まで は帰り便を使うなど コ ス トを抑える工 夫をなされ て い る｡
さらに , ネ ッ トワ ー ク による多角生産 で ､ 焼き鳥用野菜 の ハ ウス 栽培は 90- 100戸,
米は 100ヘ ク タ ー ル の 40 - 50戸 の地域周辺農家との 契約生産であり , 鶏肉 ･ か もは ,
田野畑村 の 第三セ クタ ー (村とア マ タ ケ各 50% 程度出資)との提携 であり , 村内雇用
が 65 名になる ｡ また ､ 地元産の 魚や海藻､ さらに出資関係の ない 乳製品を取引先に紹
介す るなど､ ア マ タケ出資による農業生産法人の育成や地域資振の利用と販路開発, 雇
用な どの 面 で , 地域活性化にも機能して い る . この ようにア マ タケで は, 鶏卵, かも,
豆腐 , 野菜, 米な どのセ ッ ト提案がで き , なかには鶏卵や豆腐など
一 部の品目が鶏肉と
別売り場 で ス ー パ ー の 定番化商品 にな っ て い る店舗もみ られ る ･ こ の ような提携関係 に
ょ っ て 取引が安定する ほか , 銘柄鶏の価値も形成されやすい ･
こ の ように卸売機能 の 統合化 と中小 ス ∵ パ ー の 小売支援 によ.っ て 小売店頭にお け る
品揃 えと価格の提案を実現する ことができたた め, 委託生産者との契約価格も高位に あ
り , 生産者の 所得拡大に 郁りで あっ た･ 委託生産者と の 鶏肉 の契約価格は kg 当たり南
部 どり赤か しわが 260円, 南部 どり純鶏が240･円, 南部 どりが 200円 とかなり高位にあ
り , 生産者のメ リッ トも大きい . また, ネッ トワ ー ク による多角化 札 地域の生産者 ,
第 3 セクタ ー などの 支援を実現 して い るこ とか ら地域活性化 - のイ ン パ ク トも大き い
と い える .
しか し ､ 販売先の 85%が中小 ス ー パ ー チ ェ ー ン で あるア マ タケには ､ 中堅ス
ー パ ー
の競争激化 で出店地域が重なる こ とがおおくなり ､ 自社製晶の 競争とならない た めには ､
取引先 ごとの 製品調整が必要で あるo また ､ 中小 ス
ー パ ー が大手 ス ー パ ー との競争 で比
較的弱い 立場にあり ､ 小売間の 競争で敗退すれば､ イ ン テ グレ
ー タ - の競争領域も狭 ま
る こ と になりかねない の である ｡ それに対応するため に ､ 販売チャネル の多様化が課題
で ある ｡ また ､ 鶏糞を燃や して鶏舎の 給温 に利用するため ､ 鶏糞 の処 理問題が他社ほ ど
ない が ､ 鶏糞を燃やす際に発生する煙が これから問題になるで あろう｡ それを改善する
ため には2, 3次燃焼の方牲が考 えられるが ､ 対応するにはさらなる投資に つ ながる o
飼料店から成長したア マ タケは総合食品企業を目指し､ 昭和 40年代か ら川下に進出する
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構想を持 っ て いたo 第 1 に r消費者 ニ ー ズに即応 した体制づくり+ と して ｢製販 一 体+ に
よ っ て安全 ･ 衛生 ､ 健康､ 味を基本と した高品質生産に入 っ た｡ ｢製販 一 体+ ほ大消費地に
販売促進とリテ ー ルサポ ー トの でき る営業所 を設置 し､ 24時間以内に量販店の個別店舗に
配送する シ ス テ ム を昭和 60年 ごろまで に構築 した . 同時に全国にさきがけて ｢笹どり+ や
｢南部どり+ で の ブラ ン ド化が進展 した｡ 第2 に､ 昭和40年代後半にケ ー ジ飼育か らウイ
ン ドレ ス 鶏舎に転換し ､ 鶏糞の燃焼による 温湯暖房の シ ス テ ム を採用 して重装備型の 生産
シ ス テ ム に転換 した｡ こ の鶏舎 - の 転換で 生産性 が改善され ､ 直営農場か ら契約農場で も
転換が進展 したo 兵庫県 の 但馬フ ー ズと異なり ､ 岩手県で は湿度が低く ､ 低温である こと
から鶏糞が乾燥 しやすく ､ 温湯シ ス テ ム を持 つ 鶏舎の 経済効果は大きか っ た｡ したが っ て ､
多く の 鶏糞が エ ネル ギ ー によ る資源循環 に利用 され ､ 冬季は不足するため重油で補い ､ 夏
季は過剰に な っ て 周辺 の 野菜生産者に利用 して もらう場合が多いが ､ 特別の堆肥 ･ 肥料セ
ン タ ー が設置されて い な い ｡ 鶏糞を燃焼させて できた灰は､ 10分の 1以下になり､ 外部の
肥料業者などに販売され る｡
(3) 払入組織の 育成と農業との連携
ア マ タ ケは地域の ロ ー カ ルイ ンテ グレ + タ - と して第 3 セ クタ ー の甘竹田野畑 (樵)を
地元役場 と観光会社との資本提携によ っ て昭和 63年に設立 した｡ この経営体ほ ､ 地元雇用
を原則と し､ Ⅰタ ー ン が多い こ とか ら村で最大 の 売上げをほ こる食品企業で あることから地
域 へ の 貢献度は大き い ｡ 初め は､ 県畜産試験場 が開発 した ｢南部か しわ+ の 生産拠点とい
う構想で あっ たが ､ かも (合鴨) の生産 一 加工処理 ､ 種鶏場 の シ ス テ ムを村内に形成したo
さらに ､ 同 じ村内で も距離を置いて 赤卵の採卵鶏の 生産に入り ､ G P センタ ー を設置 した ｡
この 経営体の雇用人数は6 9人､ 販売額は約13億円である｡
もう 一 つ の 農業生産 - の統合化はフ ァ ー ム ラ ン ド藤沢 (樵)の 設立であり ､ こ の 経営で
は社員5名 ､ パ ー ト10名 によ っ て 100坪 ､ 18棟の 簡易な藤沢町からの リ ー ス の ハ ウ ス で
シ シ トウとネギの 生産 に入 っ たo この 2 品目は焼き鳥の利用する代表的な野菜であり､ 直
営生産 による安定供給に入 っ た｡ リ ー ス 方式をと っ て い るため､ 減価償却費の 負担が小 さ
く ､ また取引価格は年 1本価格で親会社に販 売するためリス クは大きくない ｡ しか し､ ネ
ギは焼き鳥だけで なく ､ ハ ン バ ー グなどの練り物にも利用でき るの で ､ 市場出荷による需
給調整はさほ ど必要 ない が､ シ シ トウは果菜類で あり､ 需給調整しにく い場合には 30%程
度が市場に出荷される｡ アグリ事業部が平成 8年に発足 した頃は ､ 多種多様な野菜を確保
するために 生産者との 契約に入 っ たが ､ 加 工業務用の 安定供給を しようとすると周年化が
必要に なり ､ 岩手県の 露地野菜で は期間の 制約 が大きくなる｡ 厳格な契約関係 にな っ て い
るわけで もな いが ､ 生産者の 人数は全県的に分布 し 90- 100戸であろうとされて い る｡ 野
菜生産農家によ っ て は減農薬で植物の&
l
育を促進する独自の農法を持づ てい るo
鶏肉のイ ン テ グ レ ー タ - が特定の 品目の 生産でも野菜生産を統合化するには ､ 生産技術
の習得が障害となるため ､ 地元の 農業改良普及所などからの支援が必要になる｡
(4) ネッ トワ ー ク の 形成とシ ス テ ム の革新
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ア マ タケの ア グリ事業部は米 につ い て は県内の ｢ドリ ー ム フ ァ ー マ ー ズクラブ (I)F C)+
を活用 して ､ 特別な農法によ る米の調 達にはい り ､ 岩手 ･ 花巻 ･ 水沢 な どの 地域で個別生
産者や農業生産法人 を組織 し､ 40名 ､ 約 10ha に達する とい われて い る. この ほ か社長が
地元大船津市の 商工会会長 で あるこ とか ら､ 水産物 の 直売所 (お魚セ ン タ ー) の 商品を甘
竹 の 販売チ ャ ネル で量販店 の フ ェ ア ー などで の 販売 されて い る｡ また ､ 田野畑村の 振興公
社 で処理加 工する ミル ク と乳製品の販売も同様である｡
ア マ タ ケ (樵)の 地域活性化 - の貢献は ､ ア マ タケ の 関連会社で ある ハ イ フ ー ズ ア マ タ
ケ (樵)の 滝 の 里工場と高田工場 (いずれもが対応 し加 工 による付加価値の拡大 を囲 っ て
い る｡ 大豆 の加 工 品である豆腐の 生産や鶏がらを使 っ たブイ ヨ ン の 生産は高田工場が担当
し ､ 大豆 は北海道の 十勝平野 (音更町など) の数戸 の 生産者との 契約生産で ある ｡ また ､
同 じ大豆 の加 工 品で ある納豆は ､ 農業生産法人の ある藤沢町 の ふるさと振興公社が 直接的
に生産する大豆 の 加 工品で あるが ､ この - 部の販売をア マ タケが担当 して いる . 豆腐か ら
で き るオ カラは ､ 鶏の飼料に配合されて い る. さらにもう 一 つ の加工場である滝 の 里工場
で は ､ 甘竹田野畑 の 格外約 20% とされる鶏卵の 加工品 (煮 卵) や鶏肉の 加工品 (ささみか
つ ､ カモ ハ ン バ ー グ､ 肉団子 ケチャ ッ プ) などの加熱 ･ 加 工 品を扱い ､ 加 工する こ とによ
っ て 下級品の 付加価値化を追求 して い る｡
この ようにア マ タケは鶏肉以外 にカモ と鶏卵を第 3 セ クタ ー との資本提携で確保 し､ さ
らに 豆腐の加 工事業の展開や地元 の農業振興公社との提携 による納豆 の 確保に入 っ た｡ さ
らに米 ､ 野菜､ 水産物 ､ ミ ル ク ･ 乳製品 - と品揃えを拡大 し､ 通年敵に安定供給が可能な
シ シ トウとネギで は､ 農業生産法人の 設立で 焼き鳥用に供給された｡
ア マ タケの 販売シ ス テ ム で は ､ デ ー ワ ン対応を原則 に鮮度管理 を徹底 し､ 24時間以内で
の店舗まで の供給体制をと っ て い る｡ 小売支援の た めの 営業括動は首都圏の 中小 ス ー パ ー
か ら開始 し､ バ イ ヤ ー の 交代 を契機に取引の 変更がない ように トッ プ レ ベ ル が 産地 に訪れ
定期的な説明会を毎年 実施 して い る｡ 鶏肉の 禿り場提案は ､ 6 尺 - 8尺 の売り場 に ア マ タ
ケ の ｢南部どり+､ ｢南部どり純鶏+､ ｢南部どり赤か しわ+､ カ モ の順で取引価格が高くなり ､
店舗 の客層や立地条件に よっ て品揃えを変化させ ､ 部位バ ラ ン ス の調整 の ために むね肉を
中心と した加工 品を提案するようにして い るo すべ て の ブラ ン ドは P H Fコ ー ン ､ n on G M O､
抗生物質を除外 した無薬の 生産 シ ス テ ム をと っ て い る ｡ また ､ 生産 - 処理加工 か ら量販店
へ の物流の効率化 と情報の 共有化によ っ てサプライチ ェ ー ン が形成され ており､ 4 つ の ブラ
ン ドの 管理もト レ ー サ ビル テ ィ も鶏舎ごとの飼養管理 によ っ て できるよ うになっ た｡
しか し､ 米 ･ 野菜 ･ 水産物 ･ 豆腐などは鶏肉と同 じ販売がで きず､ 三 陸フ ェ ア ー やア マ
タケ フ ェ ア ー と してイ ベ ン ト的に販売 される ことになり ､ 売り場提案が しにく い分野で あ
る o また鶏卵で も､ 鶏肉とセ ッ トで販売できれば､ 鶏卵の 売上 捌こプラ ス の 効果が高くな
る ｡ さらに鶏肉やカ モ の加 工 品で もフ レ シ ュ の鶏肉と並 べ れ ば､ 販売の増加が期待でき る
も
､
の の ､ ハ ム 会社の 安価な ハ ム ･ ソ ー セ ー ジと 一 緒に なる と売れ行きが低下するこ とにな
る o )lI下 - の 提案力 つ ける ことは､ 川中の 加工 さらに産地段階まで価値 の連鏡があるた め
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取引価格が高位にな るというメ リ ッ トがある｡
平成1 5年度に ア マ タケグル ー プの 編成があり ､ ア マ タケ本社の機能を分社に分権化す
る組織戦略をと っ た｡ 特に新たにナ チ ュ ラ ルデリカ (株)を設立 して ､ 惣菜事業､ 高田工
場の 豆腐 ･ ブイ ヨ ン ､ 田野畑乳製品販売を統合 し､ これまで加工 を担当 した滝 の 里工場に
大船渡で本社が管理 して い た処理加 工場を A.B.C. フ ー ズと して続合した｡ この ような組織
戦略 は ､ これま で本部の 営業に依存してきた体制をそれぞれの 分社や関連企業が独自の裁
量を持 つ ように した｡ たとえばフ ァ ー ム ラ ン ド藤沢で は ､ 野菜の生産ばかりでなく ､ 野菜
の 販売も任 せ られ るようにな っ た｡
3 , 評価と課題
以上 の ようにア マ タケ の ア グリ事業部は､ 他の 多く のイ ン テ グレ ー タ - が鶏糞処理を契
機と して きたの に対 して ､ エ ネル ギ ー 問題 を鶏舎 - の 温湯暖房によ っ て解決 し､ 関西よ り
も乾燥状態や通気性 が良い ことか ら､ 生産性も改善された｡ ア マ タケにと っ て の ア グリ事
業部は ､ 総合食品企業 と して農産物やその 加工品の 品揃えを充実する ことによ っ て 量販店
- の提案力をつ け ､ 産地に対 して は販路の 開拓と付加価値の 拡大に貢献すると いうコ ー デ
ィネ ー タ ー と して の 役割で ある｡ 耕種部門を中心と したア グリ事業の販売額は数億円にと
どま っ て い るとされ ､ また大きな事業領域とはな っ て い ない ｡ しか し､ 加エや提携関係に
ある経営の 販売額と雇用人数か らすると地域的なイ ン パ ク トは大き い ｡ 特に ､ 地域によ っ
て は新しい経営体に漁業や農業生産者の ロ タ ー ン の ための受け皿と しての役割が ある ｡ 甘
竹 田野畑 は地元村出身者が 69人中の ほぼ 90%を占め､ 中心は漁業者と農家の 後継者が受け
皿 と して就業する場合がほ とん どで ある｡ 加工 と処理加工 を担う A.B.C フ ー ズとナチ ュ ラ
ル デリカ は 2社で 437名 の雇用が あり ､ ア マ タケグル ー プは地域の トップ企業として位置
づ けられて おり ､ 農業との連携が進展 して い るモデルケ ー ス である｡
ア マ タ ケのイ ンテ グ レ ー シ ョ ン シ ス テ ム にも いくつ か の 課題が ある｡ 第1 に , 提携関係
に ある中堅 の量販店が価格競争に移行するとア マ タケの高価格アイテ ム を入れ にくくなり ､
輸入品や安価な商品が増加すると､ 量販店 へ の 品揃えや支援の展開の経済効果が薄れ る こ
とであるo
第.2に ､ 取引関係 に ある中堅量販店は初め､ 地域に ドミナン ト出店して い たの で個別店
舗 - の 配送 コ ス トは節約 できたが ､ 出店が広域化すると配送コ ス トが増大する ことである｡
個別店舗 へ の配送か ら量販店の配送セ ン タ ー を経由するとするとセ ン タ ー フィ ー が とられ ､
また店舗 へ の小売支援が展開 しくく い ｡ また､ これまで取引先間では､ 地域が限定され ､
量販店 間の 競争が抑止 されてきたが ､ この 広域化は商圏の 重合による競争関係を発生させ
る｡
第3 に ､ 契約生産者の 高齢化等によ っ て会社直営の 生産 シ ス テ ム の 選択に移行する こ と
が必要に な っ てきたことである｡ これまでも伝統的な契約生産者は少なく ､ 鶏舎の 大型化 ･
高度化 によ っ て 生産者による鶏舎の 更新は困難になり ､ イ ン テ グレ ー タ 一 による鶏舎 - の
211
投資によ っ て対応 して きた｡ 会社直営生産に移行すると生産 コ ス トが増加 しやすく なるが ､
ト レ ー サ ビル ティや品質管理 レ ベ ル が向上する ことになるで あろう｡
第4 に ､ この シ ス テ ム の 優位性 は､ 加 工や卸売の 統合化や小売 - の支援が ､ 生産段階に
お ける取引価格 にお い て生産者に有利な契約価格を提示 できるこ とで ある ｡ ちなみ に ､ 4
っ の ブラ ン ドに kg 当たり契約価格は 200円を超 えており ､ 生産者の メリ ッ トが 大き い . こ
の 契約価格の 高さは ､ しか し､ こ の こ とは他方で ､ 効率的 なサプ レイ チ ェ
ー ン を形成 しつ
っ あ っ て も ､ 供給 コ ス トが高い の で ､ 同時に納品価格が高位になる ことで ある｡ 4 つ の プ
l
ラ ン ド (カ モ を入れれば5 つ) 化が なされ ､ ブラ ン ド管理 が進展 して い るが ､ 特に ｢南部
どり赤か しわ+､ P B である ｢笹どり+ の 重要が増大する ことは､ 差別化の程度が高く ､ か
え っ て生産 コ ス トも高位に ある こ とか ら品揃えの効果が強く ､ 収益的で はない と い う陳題
が ある｡ つ まり ､ 直営生産とブラ ン ド化による生産 コ ス トの 増加 と､ 営業活動と小 売支援
によ る販売 コ ス トの増加が ､ 納 品価格 レ ベ ル を引き上げる ことに なる0
第5 に ､ 鶏肉 ･ 鶏卵 ･ 米 ･ 野菜 ､ さらに鶏 肉 ･ 鶏卵 ･ 大豆の加 工 品は､ 量販店で の売り
場が異なる の が普通で あるか ら､ 品揃えの 効果 が発揮 しにく い こ とで あるQ 量販店に よ っ
て は生鮮品と加 工品で売り場 を異にする場合もある｡ こ の こ とはア マ タ ケにお ける部門管
理や アグリ事業部の役割にも関係 し､ 営業活動も部門ごとの方が展開 しやすい か らで ある｡
したが っ て ､ この こ とによ っ て もア グリ事業部の 拡大が制約され る ことになる ｡ 特に ､ 直
営農場で の 野菜生産は焼き鳥に利用され る シ シ トウやネギに限定 され ､ 内部取 引に よ っ て
農場の収益性を調整する ことがで きるが､ い つ までも継続する ことは困難となる｡ 第6 に､
高級な居酒 屋 の店舗は ､ 所得水準の高い 首都圏 に限定され がちで あり ､ 地方都市で の 立地
に適合 しにく い 性格はある ことで あるo
イ ン テ グ レ ー シ ョ ン と農業との 連携に つ いて ､ - 般的に説明する と以下の ように なる.
イ ンテ グ レ ー タ - と して取引先や消費者に経営シ ス テ ム を見せる こ とが差別的優位性の形
成に なるよう になり ､ こ の シ ス テ ム の なか に資源循環や農業との 提携が 関係 してく る ｡ イ
ンチ グ レ ー タ - は 商社系で あっ ても地域と の 関連が強まり ､ 雇用や加 工 ･ 販売な どの コ
ー
ディネ ー タ ー と して の役割が 強く なるほ ど､ 地域の活性化の 可能性 が出てく る ｡ 特に農業
生産力の減退 した中山間地坪で は雇用機会や契約生産 に よ る所得の 安定の メ リ ッ トは大き
い ｡ こう したことか ら鶏糞処理 か ら農業部に入 っ てきたイ ン チ グレ
ー タ - で あ っ て も農業
との連携を強め､ 水平的な多角化ばかりで なく資源循環を含めた垂 直的な統合化に よ っ て
価値連鎖 (バ リ ュ ー チ ェ ー ン) を強めるように なるで あろう｡
生産の多角化は実需者との連携が取れたほ うが需給調整を円滑にするで あろう｡ しか し､
イ ンテ グ レ ー タ - と して企画提案すると して も ､ 鶏肉以外 の 製品が 多様化する に つ れて 商
品知識に必要性は生産指導ばかりで なく ､ 営業活動で も強ま るで あろう｡ したが っ て ､ 量
販店などで の 売り場の 構成も関連 して ､ 鶏肉の 販売の連動性があるわけではな い ｡ とは い
え､ 加工や 統合化の メ リ ッ トはイ ン テ グ レ ー ク ー だけで なく ､ 地域全体の 所得の 増大に 結
び つ くで あろう｡ この 加工や統合化 によ る価値連鎖に資源循環が シ ス テ ム と して埋 め込ま
2 1 2
れ る ことが ､ 経営の シス テ ム を高度化 させ るで あろう｡
213
エコ
､
r
牌
鶴
㍗
壁
壁
叩
†
氏 .
Gト
a
■
t
増
H
=
･ R
料
《･
◎
填
蕊
舵
#
i
L
{
†
僻
臨
i
◎
釈
こ〉
LE)
=＼
.
i)
串
堰
昭
野
尻
掛
防
G)
､
宍
Irヽ
I
一 ■ ■
垂
読
野
I
_
ill
J ∴
4J
,A
岳
､
”
置
■
'
QE
ぷ H
a 貰
oT(
1=〉
寸
=l
和 濃
乾 式
堰
薯鮎
翻
罵
' E =
⑳ ⑳
(
深
慮
廿 ‾
歩
拒
舵
E =
地
潔
各
描
舵
○･
鶴
%'
誹雷管
ノ
′ヽ
読
澄
淋
&
野
僅
#
oT(
⊂)
†
･･+
表芸
寧空蔦鮒
i?
義
T1巾八 L空
氏
⊂〉
O
rイ
～
くっ
疏
.i
槻
a
蛋
献
○
･
'
i
⊂〕
C)
這
芸管
も:.～
ゝ
” 14 ■
∧
甑
牡
響
■■
- I
ヽ
勺ヽ
J ヽ
一己J
料
祭 政 立声
l‾ I
●
4
臓 茸
1
･
, ≡
◆ト
) .中一
一 .芸
●
順
一
糾 .i=
濫
◆
訂膏
■
至 引
.
一L
jd .A
､ ノ
:
…･ 臥蜜･
-
勺ヽ .
∫ヽ ′ ヾ ′ ､
孝義･
誌童表
胡 ey3 雌
ヰ J . oT( ○
LL . ∈〉 ⊂⊃
･
''
C)
(
芋類
3･.ヨ
野 野
輔 嘩
卸.蛋
妻岩
也甲･
磐 ･
蝿 ･
lL3
eq
･e 粧 胡
盤 =･lR 輔
十 曹 蝿
宍
一○宍Jh >さ 農
m 舵
粘 ∨
∧
電 佃一 価
誠 《 鼓
V ∨ ∨
料
#
匿
塗
寸
Cq
広
く⊃
LD
～
⊂)
寸
蘇
棚
S
献
j
⊂〕
⊂〕
†･+
∧
求
∨
21 4
普
･群
エコ
､
ー
くだ
愉
1J
′＼
●
l
汁
tL=
ヽ- I
l･ト
ト ･.
*
e
ト
J
二ゝ
､
'
b
小
竹
ry
卜ヽ
室
T
･･+
I
霞
表 - 1
甘竹ブランド梓成と特徴
ブランド シ ェア 飼育形悠 飼野 間 祖種 仕向I
①笹どり 1%
90日以上､
植物性飼料､ No nG M
○コ ー ン ､ 無茶､ 有用 白 A､
B高級
平飼い 微生物 ･カキ殻､.海草
粉末､ 昆布粉東投与 軍
服店PB
⑥南部赤かし 7%
88日､
植物性飼料､ NonG M
○コ ー ン. 無罪, 有用 蘇 十般取引先
平飼い 微生物 ･カキ殻､野草
粉末､ 昆布粉末投阜
･
L
丑購店
③市部純鶏 37%
65日､ ウイ ･
ン ドレス 平
飼い
顛薬 ､ No nGMOコ -
妄こ麓認 諾 蘇
丁般政引先
孟販店
④南部どり 55%
6()声､ ウイ
ンドレ ス平
飼い
無茶 ､ No nGM Oコ -
ン
, カキ殻, 梅草粉
末 ､ 昆布粉兼投与
白 .
一 般取引先
東販店
出所 .･ 聞き取り網 査より作成
表 - 2 i真価店別アマ夕ケ製品構成と価格
′J
'
生瀬店名 製品銘柄
価格 ( 円/100
'
kg) A
もも肉 むね肉 ･ ささみ 砂肝 ハ - ト 手羽元
明治屋
渋谷区
広尾店
笹どリ 2 40 2 S O 27 0 138 ･ ユ5 S
.南部どリ 【骨付
普)ユ30
甫部どりたまご 38 0(1 0個)
彩鮮虎
埼玉県
与野店
かも 3 9 8
南部赤か しわ 19 8 ユ7 8
甫部拭耗 ･ 16 8 .ユ4 B
･ 南部赤どリ 138 ユoe 15 8
南部むかし豆腐 . 198.( 一 丁)
オリンピック
干葉県･
鎌ヶ谷店
■
南部赤t
'
リ 178 14B 98
南部どリ 1 乏8 88 88' 1ユB
両部どIJ たまご ･ 35 0(I O僧)
20 02年 11月9 日の店繭調査により作成
2 1 5
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第18章｢外食企業の農業参入と直営生産 シ ス テ ム ー サイゼリ ア の ケ ー ス か ら+
斎藤 修
1 ､ 経営体の 特質と経過
外食企業はメ ニ ュ ー だけで はなく ､ 供給シ ス テ ム を消費者にみせ る ことによ っ て 提案
力 を付 けようとす る戦略をとるように な っ た｡ 多くの 外食企業で は農業生産に近 づ ける
ため に ､ 市場流通か ら市場外流通で農業生産法人やそのネ ッ トワ ー ク組織との 連携に よ
っ て差別化製品の調達に入 っ た｡ しか し､ 外食企業は大規模チ ェ ー ン では､ 加 工処理場
を所有 し､ 産直志向が強まる が ､ 中小 チ ェ ー ン で あるとサプライヤ ー の加 工処理や製品
提案に依存する ことにな る｡ サイゼリアはイタリア系 レ ス トラン と して急成長 し､ サプ
ライヤ - からの 併給シ ス テ ム から産直シス テ ム を構築して拠点的な産地形成を展開 したo
か つ て 同 じ戦略 をと っ て い るの はすか い ら - く グル ー プがあり ､ サプライヤ ー の 段階を
排除する ことによ っ て産地との提携を強化 した｡
外食企業でも モ ス バ ー ガ ー は､ 早く からタ マ ネギやトマ トの 実験農場 として設立され
た｡ 生産者の 組織化や支援を展開 しようと し､ 消費者に シ ス テ ム をみせ るとい う点につ
い て 外食企業は量販店よりも訴求力がある｡ サイゼリア は さらに農業との連携を進 め､
大規模な直営農場の 建設 と周辺 生産者の組織化に入り､ 拠点的な産地を形成するこ とに
なる｡ こ の 直営農場も40ha の 開墾 にとっ て 造成 したとこ ろであり､ 高標高の 圃場で は夏
場 に出荷し､ 平地で は ハ ウ ス の 導入に よっ て周年供給をする経営方針で あっ た｡ 品目も
米 ､ レ タス ､ キャ ベ ツ ､ しい たけ､ ル ッ コ ラ､ 水菜などで あり ､ 供給する地域に とっ て
調達額が多く なる｡ こ の ようにサイゼリア が農業 - の統合化 を重要な戦略と してきたの
は､ イタリア レ ス トラ ン の 本格的はチ ェ ー ン化にあた っ て の具体的な理念と目･的 を遂行
するため の シ ス テ ム と して ､ ①チ ェ ー ン ス トア - の 理論 ･ 手段を忠実に実践する ､ ②そ
の た めの数値管理 ､ ③バ ー チカ ル な マ ー チャ ン ダイ ジン グの 確立の 3つ で あ っ た ｡ この
うち③の 戦略は､ ｢ト ー タル な食の提案 ･ 提供+ と して ｢地球規模の食材供給の確保+ と
｢農にまで深く関わる独自の 開発生産体制+ の 2つ の ス ロ ー ガン を掲げてきた｡ 後者は､
サイゼリアの 商品企画部の 戦略と して ､ 開発 コ ス トは多額で あっ ても ､ 最終的に は低価
格で消費者に提供でき る ことを目標と して きた｡ また､ 製造 ･ 加工 の機能を持 つ カ ミサ
リ ー を国内4 カ所 ､ 国外 2 カ所に保有 し､ 工場 ごとの機能分担がなされ てきた｡ こ の産
地 と加 工場だけで なく ､ こ の ｢開発生産体制+ で は生産資材で ある種苗 ･ 肥料､ さらに
食品残澄の 資源循環 シ ス テ ム の 構築を含んで いる｡ たとえば､ イタリア料理 に不可欠な
ル ッ コ ラも初めて本格的に導入 し､ 当初は東京デリカフ ー ズ を コ ー ディネ ー タ ー と して
千葉県の 富里農協との連携を して きたが､ やがて直営農場を中心と した産直に移行した｡
サイゼリア の 出店は千葉 ･ 東京 ･ 埼玉 ･ 神奈川 の 670店舗を中心に関西 ･ 東北にも拡
大 して おり､ 目標の 1000店舗に近づ こ うと して いる｡ 急激な成長 にもかか わらず､ 収益
性 の 指標となる総資本経常利益率 (ROT) は ほぼ 20%で ､ 我が国の食品企業と しては高
位に ある｡ この こ ともサイゼ リアが契約生産者との 取引価格でさほ ど低下の 必要性を強
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詞 しない だけでなく ､ 産地を育て るとい う方針がとられてきた理由の.1 つ で ある｡ また ､
280ha にもおよぶ農場甲買収と機械 ･ 施設 - の 投資は ､ 直営農場で ある農業生産法人で
あ る白河高原農場 (有) で あると いうよりも､ サイゼ リア の社長自らの 戦略で あ ると い
うの が正確で ある｡
2 ､ 経営体の 経営戦略と農業との 連携
(1) 白河地域の役割と シ ス テ ム 化
サイゼリア に と っ て パ ス タ ･ ワイ ン ･ 缶詰トマ ト ･ オリ ー ブ油 ･ 生 ハ ム はイタ リア か
らの 輸入 ､ ハ ン バ ー グ ･ ミ ー トソ ー ス は オ ー ス トラリア の 輸入 で ある の に対 して ､ 生鮮･
野菜 ･ 米 は国内調達が原則 で あり ､ 福島県の 白河地域との 野菜 ･ 米 ･ キ ノ コ な どの 品目
で 提携関係をと っ てきた｡ 白河地域とい っ て も標高300m と平坦地で ある高品質米の 産地
で あ る東村には米 ･ レ タ ス ･ ト マ トなどの 多品目､ 標高500- 9 00m ある西郷村が 中心 で
あ り高冷地に は レ タス ､ 東郷村の原木シイ タケ､ 矢吹町の 水耕京菜な どが生産され る｡
また ､ 白河地域は 福島白河 工場が米の保 冷保管と精米所を建設 し､ さらに ピラフ ･ リ ゾ
ッ トライ ン の ある米飯加 工施設も併設 して い る｡ これらの 施設 は素材 の 工場団地 の なか
に あ っ て ､ 青果物の 集出荷場 ､ さらに育苗セ ンタ ー も併設され て い る｡ こ の こ とか ら白
河地域は サイゼリア にと っ て農業と連携する拠点を して位置づ けられた｡
また ､ 野菜の カ ッ ト工場は ､ 初め吉川 工場 で あっ たが ､ 神奈川県の 大和工場に移動 し
た｡ しか し､ 鮮度管理や残癒の 処理な どの 理由で ､ こ の カ ッ ト工場を白河地域に移転さ
せ る予定で ある｡ この ような外食企業の 農業進出に対 して ､ 農協はか つ て加 ト吉 - の 米
の 販売 をめ ぐっ て の トラブ ル が あ っ て ､ 食品企業 - の不信感 強 いため ､ 米 ･ 野菜ともに
農協を経由 して い ない ｡ 生産 資材に つ い ても同様で あり､ 農協の 手数料が含まれ な い こ
とも ､ サイゼリア か ら生産者に 直接供給される ことに な っ たの で ､ 生産者にと っ て はか
えっ て コ ス トの節約とな っ た｡ しか し ､ 米の集荷･に つ い て サイ ゼリア は青果物と同様に
有利な契約価格の 提示 を して きたが ､ 地元の集荷業着か らの ク レ ー ム によ っ て他 の流通
チャ ネル と大きな価格差を付けな い とい う配慮をしてきた｡
以上の ようにサイゼリア の 経営戦略は､ グロ ー バ ル ゼ - シ ョ ン の なか で の食材調達と
国産で こ だわ っ た食材の 地域か らの調達を併せ持っ て い た｡ こ の ことか ら白河地域の 生
産者は有利な価格条件の もとで周年的な安定供給生産 の 必要性が強ま っ た｡ この ことは
冬期で も コ ス トの 高い レタス の ハ ウ ス 生産には い っ た｡ また ､ 立地条件か らも朝 5時か
ら 6時に収穫すれば､ 8時 30分に出荷 し12時までに は工場着に なる の でその 日うちに
カ ッ トして調整保管する こともで きる ｡ この ことか ら白河地域か らの供給シ ス テ ム は効
率的で あり ､ サプ レイチ ェ ー ン を組みやすか っ た ｡ さらに ､ 白河地域が経済拠点 とな り
■
､
産地サイ ドで の 受け皿がで きれば､ 職員の研修や消費者との 交流が しやすい こ とで ある｡
つ まり､ サイゼリア側 と産地側とも にメ リ ッ トが大き い とい えよう｡
(2) 産地サイ ドの経営展開
サイゼリア の 正垣社長と東村の 鈴木氏との 出会い が､ そ の後の産地形成に関係 してくる｡
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サイゼリアがまだ 18店舗だ っ た頃(18年前) に､ 正垣社長は店舗の 開発 に い っ た地元の 大
工 さん か ら､ 福島県の 東柑が立地条件や土地条件が良好で多く の産品の 生産がで き るこ と
を知 っ たo その 後 ､ 船橋の本店を村長と鈴木氏が視察 し､ 帰 っ てか ら鈴木氏が礼状 に ト マ
トを添 えて送っ た こ とが ､ 取引の き っ か けになっ た｡ 取引は トマ トだけで なく ､ 米 ･ シイ
タケ ･ キ ュ ウリ ･ レ タ ス など へ 拡大 した ｡ 鈴木氏は昭和41年 に米作日本 一 になり ､ 稲穂の
数 ､ 登熟歩合､ 葉面積の 3 つ の関係が収量形成に関係 して い ること分析 し､ 10,7r当たり 13
俵 とい う高収量をあげたo この高収量は米の適地で ある ことを貌明する ことに なり ､ 束村
の米は サイゼリア の飯氷とな っ て ､ ほぼ5億円を販売する こ とになっ た｡
サイ ゼリアが利用する米は､ 年間 7.2 万俵として店舗での 飯米用3.2万俵､ 加工 米飯用4
万俵で あり ､ こ の 飯米用は東付からの出荷で あり､ こ の割合は柑の ほぼ50- 60%にあた る｡
品種 は特定化 しない で コ シ ヒカリやひ とめ ぼれで あるが､加 工米飯用は北海道の キラ ラ 397
で あ っ たo 初め は地元産米の こ しひ かりで加工米飯に挑戦しだが煮詰めると原型がくずれ
安い の で失敗 し､ 標高が高く て北海道 の気候に近 い西郷柑で この キ ララ米の生産を開始 し
た｡ 10J7r当たり 1 3 万円の 売上げ保証をする ことによ っ て面積は 20ha まで拡大すること
がで きた｡ こ の展 開ほ店舗ではリゾ ッ トや ピラ フ での 利用が拡大 し､ 束村の 産米の利 用が
拡大 しにく い こ とからの 行動であ っ た｡ また､ 環境保全型農業 - の対応も特別 な栽培基準
をサイゼリア との 協議で 作成 して い ない が ､ - り防除が 2 臥 除草剤 一 回程度とい う努力
を して い るo 価格形成に つ い 七は､ 基本的には農協の 価格とか わらないように して い るが ､
Ⅰ俵当たり200円が加算され ､ さらに袋代と運賃がサイゼリアの 負担となるo
サイゼリア の 青果物の白河地域における重要な戦略は ､ 西郷村の 育成牧場 を280ba ､ 7.5
億円で 買収 して ､ 高原野菜の 直営農場を農業生産法人とい う形態で つ く る ことで あ っ た｡
こ の 農業生産法人 は､ 社長の 息子と2 0代の 社員の 3人を出資者として設立 され ､ 開墾作
業に あた っ た｡ 経営的な展開として の 特徴は以下 の ようで ある｡ 第1 に､ 経営体の 作業と
管理 は社員の 6人が担当 し､ 1人を除き 20代と若手で あり ､ それ をサボ - ･卜するために 3
人の 農家が契約社員と して い ることで ある｡ また ､ パ ー トは昼間時給800円 ､ 早朝900円
で あり ､ 60人を雇用 した｡ 去年まで は社員4名 ､ パ ー ト 20- 30人で あっ たから規模の 拡
大と同時に雇用を拡大 してきた｡
第2 に ､ 作業は大型の トラクタによる開墾 に始まり､ 標高の低い 50 m の 地点から圃場を
造成 してきたが､ 土壌の流亡で 熟畑化が しにくか っ た｡ やがて 開墾はより標高の 高い 圃場
の造成に入り ､ 40ha に達した｡ 圃場は11カ所で あるから1枚の 圃場は3 - 4 ba もあるこ
とに なり ､ 圃場を分けて利用す るようにな っ た｡ 長野県の 高冷地でも1 ba 圃場 は希 (まれ)
で あり , 作物の 生育差が大き い とされて い る｡ そ の ため ､ それぞれの 圃場に は明渠と暗渠
が はい っ て い るが､ 雨が集中するとエ.ロ
- ジ ョ ン になりやすい o 地力が向上 してく る と標
高の低 い 圃場で は ､ レタ ス は 6月下旬か ら11月上旬までの 出荷時期が あるの で ､ 年2作体
系がとられるように なっ た｡ また､ 開墾初期は地力がない ため ､ レタ ス が小 玉で あり ､ 350
グラム に とどま っ て大玉生産が できない ことが ､ 増収の 制約条件で あ っ た｡ 堆肥は栃木と
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福島の 酪農家か ら無料で集荷 してく るが ､ 完熟化ができ ない と ､ カリ過剰を引き起こ しや
すい ｡ その ため､ 地域の未利用資源や産業廃棄物に よる有機質肥料や堆肥生産 の セ ン タ
ー
が必要とな っ てきて い る｡ また ､ かん水 は 1 カ所 をボ ー リ ン グ してくみ上げ､ た め池 か ら
もポ ン プア ッ プ して い るが ､ 干ばっ に は対応 しにく い と いう悪条件下に ある｡
第3 に､ 圃場の 熟畑化の 制約に よる土地生産性の 低さとは裏腹に ､ イ タリア か ら購入 し
た移植機や石 を砕く トラクタ は労働生産性 の 向上に貢献した｡ 特 に定植期機は日本の クボ
タ の 定植機が 2粂植であるの に対 して ､ イ タリア製の 移植機は 4条植で人力に よ っ て補う
とい う方式 をと っ て欠株を減少させて おり ､ また労働効率は2倍近 い とされて い る ｡
雑草防除は全面 マ ル チ ン グ技術を利用 し､ 外側 は白､ 内側 は黒 に して雑草防除の 効率化 と
保 温効果の 改善に な っ て い る｡ また､ 圃場に冷蔵車が横付 けされ ､ 収穫 して 30分で こ の 冷
蔵車の 搬入 され る の で ､ 鮮度管理 の 向上 とも連動して いる｡ これ まで パ
ー トは女性で あ っ
たが ､ 地域の 土木作業が減少 した こ とか ら､ それを担当 して い た男子労働力が入 る ことに
よ っ て 作業の 効率性はさらに高ま っ た｡
第4 に､ 農業生産法人の 高原農場では 11月 上旬に は収穫作業が終了 して しまうため､ 通
年的な雇用と安定供給の必要性か ら3 カ所 (東村2 カ所､ 西郷村 1 カ所) に ハ ウス 4 Il a を
設置 して きた｡ 東村の ハ ウス の 1.2ba 分は鈴木氏の 所有で あり ､ 高原農場の 借地に な っ て
い る ｡ もう 1カ所 はサイゼリア の 工場がある拠点に立地 して い る｡ 冬期の ハ ウ ス利用 は レ
タ ス が多い が ､ 春や夏はル ッ コ テや レ ッ ドオ ー ク などを前作と して 生産 して い る ｡ これ ら
の ハ ウス は投資額をおさえる ため簡易 ハ ウス で ある ｡ 契約生産者は簡易 ハ ウス の 導入 に つ
い て は村の リ ー ス 事業などの 助成を受けて い る ｡ コ ス トの節約 は ハ ウス を国産か ら韓国産
に転換する こ とで投.資額をほ ぼ半分に押さえ込んで
い る｡
第 5 に､ サイゼリアでは現在 ､ 夏期にお ける レタ ス の 調達量 の 半分 臥 高原農場 か らで
あり ､ この 比率をあげ将来は 100%に近づ ける戦略で ある｡.しか し､ 開発可能地はあと10ba
程度とい われ ､ また年2作体系 をとれる圃場ほ40ha の うちの 10ha 程度にすぎない ｡ 造成
コ ス トも土地条件が悪くなる ほ どか かる ことになる｡
高原農場の役割は ､ 実験農場と して の 経営モ デル と して位置づ けされ るが､ これまで の
伝統的な生産 シ ス テ ム と異な っ て ､ 新規に農業に入 っ た若手を担 い手 と して ､ 大規模生産
シ ス テ ム を導入 して ､ 効率性を向上させ る戦略をも っ て い る｡ 特に ､ 作業編成の 効率化 は
進展 して きたが､ 土地生産力は本来地力 がな い ため収量確保に 問題 も残 され るo とは い っ
て も高原農場 では販売額は当初約 1億円で あ っ たが ､ 約 3億円に増加すると ､ 赤字か ら黒
字に 転換できるように なっ た｡ この 大きな要因は､ 生産性の 向上だ けで はなく ､ サイゼリ
ァ が購入する レタス の 契約価格 の高さに よ っ て い る｡ また ､ 雇用労働力の 利用と ハ ウス 施
設 の周年的活用によ っ て周年的な安定供給をでき る ことが ､ 競争力の拡大につ なが っ たo
農業生産法人と してサイゼリア とは別 の経営体で ある以上 , 販売先を100%サイゼリア に
依存するこ とは競争力を減退させ ることに なる の で ､ 新た に地域の ス
ー パ ー や他の 外食企
業との 販売チャネル の開発 に必要にな っ たo
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(2) サイゼ リア の経営支援と産地の 活性化
サイゼ リアに 出荷する生産者は､ ｢鹿産物生産協力会+ を結成し.-､ 6 つ の 班で編成され ､
重複を含め て ､ 300人に なる｡ 米が最大で 220人 ､ シイタケ4名 ､ ト マ ト19名 ､ 路地 レタ
ス 17名 ､ ハ ウス レ タス 36名 ､ キ ュ ウリ4名とな っ て い る｡ 素材では稲作の 規模が 1.5- 2ha
と比較的大きく ､ またサイゼリアとの販売チャ ネル が形成され急激には施設園芸が拡大さ
れ るこ とにな っ た｡ この 生産協力会の 生産者 ( 高原農場を含む) の 販売額はお およそ 10億
円で ､ その構成は米5億円 ､ レタ ス 2.5億円､ キノ コ 0.8億円 ､ トマ ト0.4億円､ キ ュ ウリ
0.3億円となる｡ それぞれの食材とメ ニ ュ ー との 関係をみると ､ 米は店舗で の炊飯用､ キノ
コ は ス パ ゲ ッ ティ に とりい れられ ､ レタ ス ･ トマ ト ･ キ ュ ウリ ･ ル ッ コ ラな どはサラ ダメ
ニ ュ ー と して利用 されたo キノ コ は味の面か ら菌床よりも原木が選択され ､ 東郷柑の4 戸
の 生産者が ､ 一 時は 90% 程度の 出荷比率であ っ たo レタ ス は冬期には南罪総か らの 契約生
産にもはい っ て おり､ 白河地域の シ ェ アはそれ ほ ど高くない が ､ 夏期は高原鹿嚇か らの供
給量を拡大する戦略で あり ､ 不足分は周辺 の 露地 レタ ス 農家による契約生産の 拡大によ っ
て対応 して い る｡
サイゼリア の 店舗 の増加 によ っ て 白河地域から供給され る食材の常要が拡大 してきたが ､
サイ ゼリア サイ ドの メ ニ ュ ー の変更によ っ て供給シ ス テ ム が変化してきた｡ 例 えば ､ シイ
タケはメ ニ ュ ー が絞られて ス パ ゲ ッテ ィ に入れるよりも ､ リ ゾッ トに向けられた の で重要
量は減少 した｡ また ､ キ ュ ウリはサラダに利用されたが ､ 異なるカ ッ ト品目をミ ッ ク ス す
る こ とは品質管理や新たな作業が付加され ることか ら､ む しろ ピクル ス と して利用されたo
こ の ことも重要量 の削減に つ なが っ た｡ サイゼリア のサ ラダは ､ 香りをだ してメ ニ ュ ー を
引き立て るた めに ､ レ タス に ハ ー プが加 わ っ た｡ さらに ､ ト マ トは, 水平切り によ っ て見
栄えをよくするため ､ 規格が限定されるこ とにな っ た｡ レタス は規格が簡素化され全量取
引に近 い の に対 して ､ ト マ トは50%､キ ュ ウリは75%がサイゼ リア に出荷されると して も ､
残りは地元市場や農協か ら市場に販売され る｡ したが っ て ､ サイゼリア の価格は ト マ トの
2 L- M 中心で kg当たり 300円､ と平均的な市場価格の kg 当たり 20 円と比較すると､
優位性が明確で あるが ､ 市場に出荷される分に つ い て は低価格になる の で ､ こ の優位性 が
減少することになるo キ ュ ウリで は4人が年2作体系 をと っ て販売し､琴地がkg 当たり 300
円､ ハ ウス がkg当たり 360円で あり､ 市場価格より有利で あっ た｡ サイ ゼリア にと っ て ト
マ トに つ い て は東京デリカ フ ー ズやグリ ン フ ァ ー ム フ ァ ー ム からの購入が多く ､ 多様な購
入チ ャネル を持 っ て いる｡ レタス に つ い て は露地が kg当たり 240円 ､ ハ ウス が kg260円
で あ っ たの で ､ 市場価格と比較すると 2倍近 い優位性が あっ たo レタ ス の 一 個当たり重量
は高原農場で は 350g ､ 露地 レタス で 400g ､ ハ ウ ス レ タ ス で 50g で あり ､ 出荷は5 kg
コ ン テナ ー で 8 - 10個に幅があ っ た｡.そ の ほか に ル ッ
コ ラなどの ハ ー ブ類は ､ 直営農場 の
ハ ウス で生産 され ､ 新 しい製品開発を直営農場が担当する ことにな っ た｡
サイゼ リア の 産地 へ の 経営支援は ､ 市場価格と比較 して産地 - の 有利な取引価格の設定
だけで なく ､ 一 部生産資材の 無償提供に ある｡ まず､ ① レタス の 苗はサイゼ ラア の 工場 に
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隣接 して育苗セ ン タ ー を併設 して ､ 鈴木氏が管理して計画的 に生産者に供給 して い る こ と ､
②肥 料は工場か ら排出され る 1日 2 トン の米ヌ カと無洗米の とぎ汁と化学肥料を肥料会社
と提携 して ミ ッ ク ス して製品開発 し､ 指定配合肥料と して ､ 生産者に 10,7r 当たり8袋を提
供 して い るこ と､ ③ マ ル チ も雑草防除と収量安定の ために 10J7r当たり 8000円で供給 して
い る こ と､ の 3点 で ある｡ 苗 は コ ー チ ン グした種子 か ら育苗セ ンタ ー で生産 し､ 苗代は 10
,
7r当たり 60 0本で 1本 13円と して 78000円､ 肥料は 10,Tr当たり8袋と して 160 00円､
マ ル チ代は 10,7v
‾
当たり 8000円とすれば､ 10,7J当た り 10 万円にもなり ､ 生産者の メ リ ッ
トは大きい ｡ さらに これに コ ンテ ナの 輸送と規格簡素化の メリ ッ トが加わるこ とになる ｡
これまで サイゼ リア は産地サイ ドに年間使用計画書 を提示 し､ それに対応 して 生産 計画
を産地サイ ドが作成 して い た｡ 育苗セ ン タ ー を建設する前で は ､ 生産者が独 自に苗 を生産
して い たが､ 品質 の 統 - の ために種苗業者を2社に絞っ て 2品種 (イ ン カ ム ､ からさわ)
生産者に供給 した ｡ しか し､ こ の方式も輸送時の 苗の痛みや劣化によ っ て 問題が発生 し ､
最終的に自社で育苗セ ンタ ー を建設する こ とにな っ たの で ある
.
｡ こ の 苗代は 1本で 13円と
して契約価格kg 当たり 240円とすれば ､ レタス 1個当たり 400g とすると 96円に なるか
ら ､ 契約価格の約 13%になるの で ､ 実質的に取引価格の ア ッ プにな っ て い る ｡ 生産計画 で
は ､ 品種 ･ 播種月 日 ･ 育苗期間 ･ 定植期間 ･ 生育期聞か ら生産者は 3日間の 出荷月 日 を算
定した｡ こ のセ ン タ ー の建設 によ っ て精度の高い生産予測が 可能 にな っ た｡ さらに最近 で
は店舗段階にお ける週末の 来客数の増加 との 関係で ､ 月 - 水 ､ 木 - 日に分けて対応するよ
うに な っ た｡ こ の よ うに精度の高い生産予測によ っ て需給調整が 有効に機能す るよう に な
つ たが ､ 圃場段階にお い ては､ まだ欠株や病害虫によ っ て供給された苗の約 10%が失われ ､
まだ生産者は 10%程度の 余剰作付 けが必要にな っ て い る｡
指定配合肥料は ｢サイゼ リア - ル シ ー レタ ス+. とい う名称で ､ 菜種かす
･ 大豆 かす ･ 骨
粉質類 ･加工場 の米 ヌ カ などの 有機質が50% 配合されて ､肥料メ ー カ ー で生産されて い る｡
こ の施肥設計で は ､ こ の 配合肥料 10,7r当たりノ8袋 (1袋 20kg) に ､ 完熟堆肥を 10TL
‾
当た
り 2 - 3 トン施用するこ とが 必要とされ て い る｡ 現在の 段階で は ､ 堆肥 の確保は個別 対応
で あるが ､ サイゼリ ア では地力の増強の ために高原農場に堆肥セ ンタ ー を建設 して ､ 素材
に予定されて い る野菜カ ッ ト工場の 野菜残棲も利用 した資源循環の シ ス テ ム の構 築が 計画
され て いる ｡
以上の ようにサイゼ リア で は レタ ス を中心に､ 取引価格が高位の 契約生産に とどまらず､
産地 - の苗 ･ 肥料 ･ マ ル チな どの 資材の 無償提供に よ っ て ､ ア ウ トプ ッ トとイ ン プ ッ トの
両面 か ら経営支援を展 開 して きた｡ その リ ス クの 調整は レタス で は､ 生産者 か ら契約生産
で購入する価格 (ハ ウス kg 当たり260円 ､ 露地kg当たり 240円) とサイ ゼリ ア の購入価
格(kg当たり 300 円) の 差額40円と60円以内に高原農場が生産者に支払 っ た資材費を負
担する ことに なっ て い る｡ したが っ て , 高原農場の 生産 コ ス トが高か っ た初期 段階で は ､
高原農場の 経営が こ の 資材コ ス トの負担によ っ て赤字で あ っ たが､ やがて生産力の 向上 に
よ っ て どうにか黒字に転 じつ つ ある｡ こ の ようにサイゼリア と生産者の リ ス ク負担の 役割
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を担 っ て い る o また ､ 鈴木氏はサイゼリア と産地の 全体的な コ ー ディネ ー タ ー として機能
して い る｡ レタ ス で は生産者の販売額の 1%は生産者の 研修費用と して確保されて い る｡
サイゼリア の 戦略 は白河地域に米の加 工処理場 ･ 育苗セ ン タ ー に つ い で野菜の カ ッ ト工
場 と堆肥 セ ンタ ー を建設することによ っ て産地 の拠点化を図 ることで ある｡ カ ッ ト工場 を
産地に設置するメ リ ッ トは ､ 鮮度保持や残渡の 括用 による資源循環 によ っ て 品質管理の 向
上と コ ス トの 節約に あり ､ 操業度が維持なれて地元の 安価な労働が利用されれ ば､ さらに
コ ス トの節約に なる可能性がある｡
サイゼリアと産地の連携のメ リ ッ トを生産者 レ ベ ル でみる と以下の ように なる｡ 凍村の
生産者 A 氏は ､ 水稲4ha､ ト マ ト25,Tr ､ レタ ス 露地50,rr(ニ 作)､ ハ ウス レタ ス 70,rr(ニ
作)､ ブ ロ ッ コ リ ー 80,Trt トウモ ロ コ シ 80,rrを作付け し､ 経営全体と して販 売額で 2400
万 円にな っ て いるo サイゼリア - の 販売割合は米 ･ レタ ス ･ ト マ トの 合計で 71%で あり ､
レタ ス の 露地と ハ ウス の販売額の高さが､ A 氏の販売額の増加に貫献して い る｡ しか し, ト
マ トに つ い て は ､ レ タ ス と異なり ､ 約 50% 程度が需給調整の ためにサイゼリア - の販売制
合となるため､ 残 りを販売価格で不利で あ っ ても農協経由で市場に販 売する ことになる｡
こ のような需給調整で は､ ト マ トの カ ッ トの方式が縦でなく ､ 水平で ある ことか ら規格が
限定されやすい こ と､ また果菜類の 特性と して生産予測が しにく い ことから ､ 生産者サイ
ドで は販売チャ ネル 管理によ っ てリス ク を負担する ことにな る｡ この ように 品目によ っ て
サイゼリア と取引するメリ ッ トに格差があり､ 水耕栽培の 京菜の ような品目で は､ 生産者
の 販売チャ ンネル の 1 つ と してサイゼリアが選択され ､ 帰属意織はそれ ほ ど高くない ｡
以上の ように サイゼリア と産地の連携で は､ 数量契約の 契約販売と して ト マ ト ･ キ ュ ウ
リ ･ シイタケ ･ 京菜などが あるの に対 して ､ レタ ス は全量取引に近 い 面積契約で あり ､ 常
給調整のリ ス クが 生産者か らサイゼリア サイ ドに移転 して い る｡ サイゼリア と して も契約
価格 の高さが錬争力の 制約条件にならない ように ､ 統 一 資材の 開発や有機質肥料の開発な
どに よ っ て高原農場や契約生産者の 生産力を向上させる ことや ､ 店舗まで の サプライチ ェ
ー ン の形成に はカ ッ ト工場 の 産地立地を選択 したと い えよう｡ この ような施設 の 集積は ､
｢企業城下町になる+ とい う指摘もあるが ､ 雇用労働力の 拡大､ 規模と範囲 の 経済効果を
引きだ し安い と い えよう｡ 東村と西郷村で取引額が10億円とい.う数値は､ 市場出荷や土木
工 事で の 所得形成が減退 した地域にと っ て ､ この 連携は活性化に貫献すると こ ろが大きい
で あろう｡ この ような理解は ､ 2 つ の村の自治体にと っ ても共通 して おり ､ 特に西郷村は
利用 しにくく な っ た牧場を 280ba で農地開発を し､ 周辺生産者に契約生産に よる販路の拡
大に貢献する ことは ､ 静性化 - の 貢献が大きい で あろうo また､ 東村で も稲作農家が 200
人以上もサイゼリア - 販売 し､ これまで ほとん どなか っ た施設園芸が拡大 した ことは ､ サ
イゼリアが農協以上に地域の 牽引力に なっ て い るとい えよう｡ さらに強調すべ き ことは ､ A
氏 の ような2000万円以上の販売額の ある生産者が増加 して い ること､ さらに後継者4人が
U タ - ン で帰っ てき たことで ある｡ 高原農場も主力メ ン バ ー 6人の うちで 5人は 20代で あ
り ､ さらに 3人が農家とは関係ない新規就業者である ことも特記す べ き ことで あり ､ 新し
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い 担 い 手と して の 自負が あることで ある｡
3 ､ 評価と課題
以上の ようにサイゼ リアと産地 の 連携は ､ 効率性とパ
ー トナ ー シ ッ プの 両面か ら十分
な評価ができるとい えよう｡ 外食企業と して 直営農場 は しば しば実験農場と して の役割
が つ よく ､ コ ス トの 高さや生産 の 非効率性はあまり問題 ではなか っ た｡ 直営農場は契約
生産者 - の 技術支援と して位置 づ けされ ､ 大規模化 によ る生産 コ ス トの 節約や担い 手の
形成に つ い では ､ 可能性 を追求 して こ なか っ た｡ その 点か らす るとサイゼリア の 提起 し
た課題は､ 特殊な事例とい うよりも新たな技術 ･ 経営 シ ス テ ム の担 い手と して位置づ け
る べ きで あろう｡ また ､ 地域 の 生産者 ･ 行政に とっ て も ､ 食品企業の 地域にお ける雇用
機会や所得形成における役割に つ い ての 常識が高ま っ たとい えるで あろう.
サイゼリア の 戦略は食材調達 をイ ンテ グレ ー シ ョ ン の 形態をと る ことによ っ て 合理化
され ､ 産直シ ス テ ム をとる こ と によ っ てサイゼリア と産 地が共存できる条件をさが して
きた｡ その 意味で は ､ シ ス テ ム の 効率性と主体間の パ ー トナ
ー シ ッ プを求 めて きたとも
い えるo こ の こ とが支えてきた背景は ､ サイゼリア の チ ェ
ー ン と して の拡大と資本収益
率の高さに あるとい えるが､ 社長が生産者とともに食事 し､ 後継者が高原農場 の経営者
で ある こ とも､ シ ス テ ム を管理す る立場と して の カリ ス マ 性 を保持 してきた要因で ある｡
白河地域に生産 ､ 加工処理場､ 堆肥セ ン タ ー などを集積させ る ことによ っ て シ ス テ ム の
優位性が形成される こと - の 期待が強か っ た｡ 特に戦略品目 の レタ ス では ､ 生産物の 取
引価格ばかりでなく ､ 生産資材の 供給における経営支援の 役割が 大き か っ た｡
外食企業で は ､ 消費者行動の 変化がメ ニ ュ ー の 変更をもたらすこ とが多く ､ これまで も
シイタケ､ キ ュ ウリ などは こ の メ ニ ュ
ー の 変更によ っ て取扱額が 減少 した｡ 他に も白河地
域の ブ ロ ッ コ リ ー ､ ニ ンジンや ス イ ー ト コ ー ンなども食材 と して取扱 こ とが検討されたが ､
メ ニ ュ ー に はならなか っ た ｡ つ まり食材と して安定的に拡 大する品 目は ､ 限定され がちで
あらて ､ 生産者は 多角化によ っ て リス ク を分散することが必要 に なる｡ 多く の 生産者は､
サイゼリアがい ずれ合理化の ため に契約価格の低下を要望 してく ると理解して お り ､ 現在
の契約価格は高水準あるこ とは十分に認識 して い るo しか し､ それ以前に生産力 の向上と
サプライ≠ェ - ン の形成で効率化 はかる ことの必要性が ある ｡ また ､ 夏期の レタ ス 生産の
拡大は､ 開発可能地 はせい ぜ い 10ba で あり､ それ以上では開発 コ ス トがさらに増大する こ
とが予想されことになる｡
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第19章 ｢南高梅クラ ス タ
- の 形成とフ ー ドシ ス テム+
斎藤 修
1 ､ 課題 の設 定と問題の構図
青果物産地で も加工企業が集積 し､ 生産性 の向上 ､ イノ
ベ ー シ ョ ン ､ 新事業の開発
によ っ て地域全体の 販売額や雇用の拡大 ､ さらに地域資源
の 有効な特用 を実現 したケ
ー ス で 臥 M .ポ
ー タ ー の 提示 したクラス タ
ー の形成が ､ 展業 ･ 食品産業サイ ドで もグ
ロ ー バ ル ゼ - シ ョ ン に対応 して地域レ ベ ルで の競争力の拡大のために必要にな
っ たo
これまで静態的 な接近を中心としてきた経済地理学の領域で 臥 主要
な研究領域と し
てき た産業集積の 理静的な検討が ､ 競争戦略翰 ､ 中小企巣輪 ､ 複雑系
の経済学などか
らの研究領域の 拡大に よ っ て進展 しつ つ ある｡ 中小企業輪で は早く
か ら二重構造静か
ら産業の 地域化 をめ ぐ っ て地域に お ける経済主体の 相互の 垂直的
か つ 水平的な経 鯛
源 の利用によ っ て 活性化する戦略が瓢題とされてきたo 特に経済学
で は､ P･ ク ル + グ
マ ン や W ア ー サ ー は産業集積に つ い て の 複雑系の 経済学に依拠 した収穣逓増
の原理
の理論的な検討を加 えた. また､ 経営学か らの接近で は､ 情報化
か ら知織の形成､ 暗
黙知か ら形式知の 形成などに つ い て ､ 主体の 学習効果がイ ノ
ベ ー シ ョ ン を誘発させる
と したo 垂直的か つ 水平的なネッ トワ
ー ク の形成によ っ て 異菜種の 連携や擾携を促進
するに 札 取引 コ ス トの パ ラダイム よりも経営資源の依存
パ ラダイ ム が理翰的な鋭明
力 を上げてきた｡ 現在の とこ ろ新 しい研究領域に新し
い視点からの接近がク ロ
ー ズア
ッ プされて い るが ､ M ･ ポ
ー タ ー の クラス タ ー の概念を取り込みながら､ 鋭明カの ある
論理 を取り込 む ことが有効であろう｡
フ ー ドシ ス テ ム 倫で 臥 垂直的な主体間の 連携や提携を重要な研究現題
の 1 つ と し
てきた｡ 特に ､ 農業で の産地形成は基本法農政から蔑冷されてきたが ､
あらたに地域
食品企業が ､ 雇用を含ん だ所得形成や地域資源 の活用に期待されて
い るが ､ 両者が連
携と提携を図りながら ､ グ ロ
ー バ ルゼ - シ ョ ン に対応 して 競争力 を拡大するこ とが課
題 となっ て い る ｡ しか し､ 多く の食品産業は点在する中小企業で あり､
事業債域の拡
大や農業との連携によ っ て産業集積の メリ ッ ほ 誘発するこ とが必要
に な っ て い る ｡
産地に 立地 しながらも ､ 地域内ばかりで なく川下の食品産業や消費者
との連携によ っ
て バ リ ュ ー チ ェ ー ン (価値連鎖) の 形成がな いと､ 新製品の 開発やイ ノ
ベ ー シ ョ ン の
誘発になり にく いと い えようo さらに食品製造業を中心に して全量 を国
産原料 ･ 食材
でまか なうこと 臥 取引先の ニ ー ズか らい っ て も成立条件が乏 しく ､ 輸入原料も扱
っ
て国産製品との 棲み分けする ことが必要になるo 国産製品に
つ い て はブラ ン ド化を図
る ことによ っ て川下の 量販店
･ CV Sなどとの交渉力をつ けるで あろうo こ の ように
フ ー ド シ ス テ ム の視点をクラス タ - に盛り込むとなるとこ の ような特異性の検討が必
要に なる｡
M . ポ ー タ ー の ク ラス タ
ー で は要素条件 (投入資掛 ､ 需要条件､ 企業戦略及び競争
環境､ 関連産業 ･ 支援産業の 4 つ か らシ ス テ ム が構成され ､ イノ
ベ ー シ ョ ン を誘発 さ
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せ る こ とによっ て クラ ス タ ー の 競争優位が強まる ことに なる｡
ク ラ ス タ ー をめ ぐる議論を検討すると ､ 第1 にクラ ス タ ー にお ける経済距離は ､ 経
済主体間 の近接性 とい う理解をとり ､ 情報の 共有化や競争と協調 の関係を形成 しやす
い 条件となるo 競争と協調 の 関係は M . ポ - タ - も指摘するように共存する ことによ
っ て 主体間の連携や提携に革新をあたえることにな る｡ 地域にお い て は企業の機会主
義的な行動は抑止 されが ちで あるが ､ 地域内にお い て は画
- 的な企業行動がとられる
の で はなく ､ M . ポ ー タ ー の 論理 からすると多様な戦略 グル ー プは経営成果を改善す
l
るた めの 経営戦略がとられ る こ とになる｡
第2 に ､ 戦略 グル ー プの 経営戦略は コ ス ト､ 製品差別化 ､ ニ ッチ と市場で の ポジ シ
ョ ニ ン グを配慮 して構築され るが､ クラ ス タ ー 全体の収益性が低下 してく ると､ 企業
は多角化や統合化の 戦略をとるようになる ｡ 特に規模の経済性を実現しにくい 中小規
模の企業では ､ 統合化に よ っ て リス ク を抱 え込みなが らも経営成果を改善 しよ うとす
るで あろう｡ ある い は ､ 中小企業で は自社の経営資源で は製品開発や技術革新は進展
しにく い なら､ 企業間の 連携や提携によ っ て経営資源を確保 しようとす亭で あろうo
こ の 連携と提携は バリ ュ ー チ ェ ー ン で みれば ､ 製品開発 に とどまらず､ 資材の 調達や
製品の廉売､ 企画管理 ､ 物涜 シ ステ ムや情報化 の共有な ど多くの 事業領域に及ぶ ｡
第 3 にク ラ ス タ ー 内にお ける社会的な分業の 編成で あり ､ 経済主体の統合化に よ っ
て マ ー ジ ンや収益性が異な っ てくる ｡ 産業のク ラ ス タ ー は初め専門性を強 めたシ ス テ
ム が とられ ､ 社会的な分業が促進され るが､ 流通段階を異にす る経済主体の 紋合化戦
略は相互 の乗り入れの 発生 して ､ ク ラ ス タ ー の分業関係 は変化する場合 もみ られ る｡
第 4 に地域にク ラ ス タ ー が形成され ､ 企業の販売努力や行政の支援によ っ て ブラ ン
ド化も なされ ると ､ 地域内の新規参入者の参入 コ ス トが 低下 し､ 地域内で集積された
療準的技術の獲得や販売チャ ネル の確保が できる こ とに なるQ また､ 新たな事業領域
の拡大に は ､ 既存企業の 多角化だけで なく ､ 新規参入 を促進する ことが クラ ス タ ー の
活性化 に結び つ く
'
であろうo 新しい事業領域には新 しい技術革新と担 い 手を育成する
こ ともク ラ ス タ ー の役割で ある.
フ ー ドシ ス テ ム視点か らの クラ ス タ ー の形成は ､ ①地域におけるバ リ ュ ー チ ェ ー ン
をめ ぐる垂直的な主体間関係 ､ ②川 下の 食品企業や消費者との連携 ､ ③輸入農産物と
の 競争と棲み分けなどが あげられ る｡ また ､ ④地域に産業が集積する こ とに よる マ イ
ナ ス の 外部性 と して原料価格の 上昇と産業廃棄物の 増加 があるため､ こ の ための供給
調整や新 しい環境ビジネス の創出が課題 となりや すい こ とで ある｡ ①に つ い ては ､ こ
れまで も特定な地域の食品企業が生産者との連携を強めながら､ 生産
- 加工 一 版売の
シ ス テ ム を形成す るケ ー ス が多く見 られ たが ､ 生産者だ けでなく食品企業も多数が集
積 して 生産者との 連携を深める ことの メリ ッ トは大き い で あろう｡ 加 工
･ 流通機能 の
クラ ス タ ー にお ける分担関係 は企業の ア ウ トソ ー シ ン グを選択する か ､ 統合化を選択
するかと いう戦略をとる企業の グル ー プ の影響力 によ っ て 規定され るで あろう｡ フ
-
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ドシ ス テ ム を構成する農業生産者が 川中の加 工や流通機能の - 部を統合でき るか どう
か に よ っ て ､ 経営成果が大きく異な っ てく る｡ さらに､ 食品製造業も卸売機能を統合
して 小売支援機能を強 められるか どうかによ っ て ､ リ ス ク と営業コ ス トは増加するも
の の経営成果が改善される場合も多い ｡ 食品製造業と鷹巣との 関係につ い ても､ 市場
の機能を補完する コ ー ディネ ー タ ー が介在 して ､ 販売や調達を容易にするで あろうo
②に つ い て は ､ 地域の クラ ス タ ー で は関連産業 ･ 支援産業にとどま っ て い るが ､ 消
費者 ･ 川下の 食品企業との 距離があるの が普通で あり ､ こ の 間に コ ー ディネ ー タ ー が
介在する場合があるで あろう｡ 川下の 食品会社との連携は消費地に販売組織を設置 し
営業清動と小売支援を展開す るこ とに なる｡ 通販やイ ン タ ー ネッ トは高級品の 販売に
利用 され ､ 消費者 - の 直接販売によ っ て販売 コ ス トが節約 される｡ こ の直販の 販売チ
ャネルの 拡大と消費者の 羅知度の 向上には ､ ブラ ン ド化が必要になる o しか し､ 主た
る川下の 食品会社や多く の消費者は 大消費地サイ ドの 存在することから､ 生産者と加
工企業の 近接性よりは距離感があり ､ 川 下の食品企業との ミス マ ッチは依然として残
され るで あろう｡
③に つ い ては外国原料と国内原料の利用 を分け､ 製品を棲み分ける こ とによ っ て取
引先 へ の 品揃え機能や交渉力 を強化するこ とで ある｡ 原料だけで なく半製品さらに製
品まで輸入品の 拡大 が深化すると､ 袈達業の空洞化が進展することになるため､ 国産
の 原料を高めに設定 して ､ 生産者のイ ンセ ンテ ィ ブを拡大 し､ 安全性を含めた高品質
生産の シ ス テ ム を形成す るこ とになるo 国産と輸入品の 表示を明確に して ､ 価格帯を
設定 して川下の食品企業と交渉する こ とで ､ 国産の 割合を維持する ことが戦略となり
r
やす い ｡
④に つ いて は国内原料や食材を利用する土とは､ 産業廃棄物を排出 しやすく ､ リサ
イクル - の 関連投資が 遅れやす い o 農業で は担 い 手がク ラ ス タ ー の形成によ っ て確保
されやすく ､ 農地 の 遊休化 を抑止 しやす い が ､ 集積のデメ リ ッ トは地代が高位にあっ
て移動が しにく い こ とで ある｡ 食品製造業で ほ､ リサイク ル シス テ ム の形成や未利用
資源 の 有効利用は資振循環型フ ー ドシ ス テ ム の 形成の必要 を発生させ るであろう｡
農業 ･ 食品サイ ドの 問題点と して ､ ①クラス タ ー の形成で は ､ 情報産業やバ イ テク
産業が モ デル的に なりやすく ､ 伝統的産業が除外されやすか っ たが ､ 地域との 関連性
の 強い食品産業はク ラ ス タ ー の 形成の 可能性が あるo しか し､ 伝統的な産業で ある酒
造業や漬物業は地域に集積 し､ また地域内か らの 原料調達 の 割合が高くなる の が普通
であるが ､ イノ ベ ー シ ョ ン を重視す ると革新的なクラス タ ー の 形成には直ちに結びつ
けにく い であろう｡
②と して農業 ･ 食品サイ ドの ク ラ ス タ ー のイ ノ ベ ー シ ョ ン には ､ 国や地域の試験場
などの役割が大き い が ､ 遺伝資源 の確保に重点がお かれ ､ 食品企業の新製品開発 へ の
貢献が 弱い とされ ､ 分野に よ っ て支援機能 に課題が残され る ｡ また ､ ③クラ ス タ ー ほ
食品製造業を選択 しやす い が ､ 地域に密着 したサ ー ビ ス 産業でも対象になりやすい で
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あろう｡
2 ､ 紀州南高梅の クラス タ ー と競争優位
(1) ク ラ ス タ ー の 特異性 一 投入資源条件と関連 ･ 支援組 鰍
梅干 しと梅漬製品の 総売上高は､ ほ ぼ 700億円に も達 してお り､ こ の市場規模は､ 漬物
業界 にお い て トッ プに位置 してお り ､ 梅産業の 市場が比 較的大き い ｡ 紀州産 (含小梅干)
が 370億円 (5 4 %の シ ェ ア)､ そ の他国産梅干 しが 30億円 (4%の シ ェ ア)､ 中国から の海
外産が 200億円 (29%の シ ェ ア)､ カリカ リ ･ 小梅 ･ 練り梅などで 95億円 (13%の シ ェ ア)
となっ て い る
■
｡ 200億円の 中国産 のうち､ 70%の 140億円は紀州で調味され ､ 練り梅など
にお い ても紀州 の メ ー カ ー が多く を製造 して い る｡
梅の 国民 1人当たり消費量ほ ､ 1975 年時 で 0･65kg で あ っ たが ､ 2002年時で は 1.64kg
と増加 して お り ､ だい こ ん漬け ､ は( さい 漬けな どの 漬物類が 減少 の 一 途 を辿 っ て きた野
と比較する と､ 梅の需要は拡大 してきたと い える｡ こ の需要 の 拡大に は ､ 330社にも及 ぶ紀
州 の 梅加 工 メ ー カ ー (50 人を以上 の企業は約 20社) が､ 競争的な関係の 中
.
i)､ら革新的 なメ
ー カ ー が チ ャ ネル を開拓 してきた ことに大きく寄与 して い る｡
梅の フ ー ドシ ス テ ム は通常の農産物とは異なりJ複雑な流通形態をとっ て い る｡ それは ､
梅は必ず加 工 されなければならない と い う特徴的な製品特性 を有して い るためで あ る｡ 梅
は大きく分 けて ､ 梅酒 ､ 梅ジ ャ ム ､ 梅 エ キ ス と い っ た製品の 原料 となる青梅と､ 青梅を塩
漬け した後 ､ 天 日干 し して梅干 しに加 工す る白干 し梅がある｡ こ の 白干 し梅加 工 は､ 一 次
加 工 梅 であり､ 一 次加 工梅を減塩 し味付けを した調味梅加工 は 二次加 工 にな る｡
梅 の 品種は ､ それぞれ の 地域に適 した品種 が栽培され て い るため ､ 産地 によ っ て 栽培品
種 に特徴 が見られ ､ 和歌山県で栽培 され て い る梅の 品種 で は 84%が南高品種で ある o こ の
紀州に おける中心的な栽培品種とな っ て い る南高梅は ､ 青梅出荷､ 一 次加 工の 両方 に適 し
て お り､ こ の 南高梅の 育成 ･ 選抜と普及 がブ ラ ン ド化の 大きな契機となっ た｡ 南高梅の 果
色は緑色だが ､ 表面 の 一 部は紅色 となり ､ 大きさは 25 - 40g程度で ､ 果肉が厚く肉質も良
い た め､ 上質の･もの は 高級品と して の 地位を確立 しえたo さらに市町村を挙 げて 梅を奨励
して いく こ とで ､ 梅の 大産地と して の ブラ ン ド評価を高めるこ とに大きく貢献 した｡
まず ､ 関連 ･ 支援組織の 一 つ と して ､ 紀州 では 330社の 二次加工メ ー カ ー の うち､ 40社
が紀州 田辺梅干協同組合､ 45社が紀州みなべ 梅干協同組合に加入 して おり ､ ニ 次加工 メ ー
カ ー 間 の 情報交換などの 場を提供 して いる ｡ さらに和歌山市に位置する 25社を加 えた 110
社が漬物組合に参加 して ､ 業界 と して の行政な ど - の要望な どをまとめて い る｡
また ､ 二 次加 工メ ー カ ー に と っ て 白干 し梅の原 料供給を支援する仲買人 の 存在は ､ 紀州
の梅産業の 特徴的な点ともい える｡ こ の仲買人は ､ 60人程度存在 し､ 仲買人組合に 43人 が
加盟 して い る｡ 仲買人とは別 に集荷業務を行 っ て い る農協組織もク ラ ス タ ー を形成す る 関
連 ･ 支援組織で あり ､ JA紀南や J Aみな べ い なみが ある｡
ニ 次加 工 メ ー カ ー が利用する資材 の供給 には ､ 紀南ダン ボ - ル や調味梅干 しを詰める プ
ラ ス チ ッ ク容器 の 立花や南紀ポリ エ チ レ ン ､ キ ワ 資材などの 包材業者が ある ｡ こ の ような
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業者の 中に は ､ 梅が木樽出荷だ っ たこ ろの 戦後に ､ 樽屋と して事業を行 っ て い た経営体が
事業を変化 させ たもの が 多い ｡ 他には､ 調味料の 田辺米穀､ 塩の 田辺塩業､ リサイク ル業
者などや ､ 梅の 受粉に必要な虫媒に関わる養 蜂業者の 多く は ､ 無料で果樹園に蜂を放 して
い る｡ さらに ､ 二 次加 工メ ー カ ー で ある東農園で は ､ 和歌山県工業技術セ ンタ
ー や大学な
ど研究機関と共 同でゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン - の 取り組みが見られ るなど､ 公的な機関との連携
も存在するこ
(2) 梅産業の流通シ ス テ ムと二 次加工メ ー カ ー の行動
1960年代にお い て も ､ 一 部で梅の 一 次加工業者は存在 して い たが､ 白干 し梅の 生産は農
家が 主体で あっ た｡ こ の 白干 し梅は､ 産地の 問屋が集荷 し､ 問屋か ら都市圏の 問屋 - と流
れ ､ 小売店 ､ ス ー パ ー - と流通 して いた｡ こ の時期の需要拡大は梅干 しの 生産 とは関係 が
なく ､ 梅酒用 の青梅常辛が主で あ っ た｡ 1970年代に入ると梅酒ブ ー ム による帝要拡大も頭
打ちとなり ､ 梅の栽培面積の増加 は - 時停滞することとなる｡
1970年代か らはか つ お梅をは じめと した調味梅の開発により ､ ニ次加工 が本格化して い
く ことに なる｡ 白干 し梅に紫蘇やか つ お を加えるとい っ た調味梅の製品開発 を転機と して
梅干 しの 需要が増大 した｡ か つ お梅は ､ 西本庄の (樵) 梅樹園で 開発 されたもの で ､ 小田
原 の 漬物業者か ら地元 の 土産物店より販売を開始 して ､ 一 般量販店にも並ぶ ように なり ､
現在の梅製品の 1 5- 20%を占める｡ こ の調味梅の開発には ､ 1950年代後半に ､ 漬物の製造
に関 して防腐剤使用 の許可が出た ことも要因である.
これ には南高梅品種 の 選抜 ･ 育成の 貢献が大きい o 青梅 ､ 一 次加工 の 両方に適した南高
梅は､ 青梅需要 で拡大 した梅をそ の まま梅干 し用と して代替が可能となり ､ 梅干 し ニ ー ズ
の増加に素早く対応がで きたこ とによる｡ ただ し､ 大口顧客となる量販店との 取引を行 う
に は ､ 欠品や遅延 が許 されず､ 需給変動の大きい 国内産の梅だけではリ ス ク が高い ため に ､
二次加 工 メ ー カ ー は台湾に梅の 産地を育成 し､ 輸入原料で対応 した｡ 安定的な輸入原料を
利用す る こ とで , 量販店にチ ャネル を持 つ 二次加工メ ー カ ー は取引を拡大し､ 梅干 しの育
要 を拡大する こ とが可能となっ た｡ 同時 に国産品の 上級品は､ 通販を用 い て輸入原料と棲
み分けをはか っ て おり ､ 紀州産南高梅の地域ブラン ドを確立 した｡
1980年代に入 ると ､ 健康食晶ブ ー ム から減塩 した梅干 しの需要拡大とチャ ネル の開拓も
進 んだ｡ 梅干 しの塩分に は 7 %､ 5%など様々 なバリ エ ー シ ョ ンが選択可能で ､ 調味の仕方
も加 えると二 次加 工 メ ー カ ー は自社製晶に他社との 差別化が図りやすか っ た｡ この こ ろか
ら加 工原料の 供給を支援する仲買人も多く見られ るようになり､ 白干 し梅の 仕入れ ､
1
選別
な どにお い て 二 次加 工メ ー カ ー の 生産性が向上 した｡
2001年 10月 か らは改正 J A S法に基づき実施された ｢原料原産地表示+ の 義務化に よっ
て ､ 従来 ､ 紀州で加 工 された梅製品なら輸入原料を利用 して いたと しても紀州産と表示 で
きて い たもの が ､ 輸入 先q)表示 を義務付 けられ るように なっ た｡ こ の制度に よ っ て ､ 高級
品と して の紀州産南高梅の 地域ブラン ドは高まり､ 輸入原料との 差別化 を図りやすく なっ
た｡
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一 方 ､ 制度の改正 か ら中国で の 最終製品加 工 に参入 した企業は ､ 梅屋 ､ トノ ハ タ ､ 河本
食品､ 南紀梅干 をは じめと した 10社程度が存在するが ､ 多く の 二次加 工メ
ー カ ー で は中国
で梅干 しを最終製品と して加工する戦略は志向されづ らい o それ は ､ 二次加工 メ
ー カ ー の
多く が量販店との 取引が大き い か らで ある o 中国か らの 輸送 は ､ 1週間か ら2週 間の 時間
がか か り ､ 輸送 コ ンテナの 温度 ･ 湿度を保 つ ための 設備投資も必要 とな るo 仮に輸入す る
場合､ ロ ッ トが大き い ため多品目生産が できず､ 日付やケ
ー ス の 管理 コ ス トも膨 大に なる
こ とから ､. 最終製品と して の メ リ ッ トが薄い . 多く の 二次加工 メ
ー カ ー で は ､ 中国か らの
輸入は原料の みとなり､ ホ ー ム ベ
ー ス を紀州に立地させるメリ ッ トに変化 は生 じて い ない o
こ の ような競争環境の変化か ら ､ 紀州で は梅産業ク ラ ス タ
ー が 発展 し､ 青梅と白干 し梅
a) 2通 り の経路と販路の多様化から､ 現在の梅流通は複雑な シ ス テ ム が形成された o 加 え
て ､ 関連 ･ 支援組織の 仲買人組合 の 結成や農家によ る二 次加 工事業
へ の 参入とい っ た新規
参入 な ど､ クラ ス タ
- が強固なもの とな っ た ｡ 輸入原料を利用 した製品と紀州産原料を利
用 した製品との販路 は棲み分けされて おり ､ チ ャネル も拡が っ たo
梅流通 にお ける 2通 りの経路の 一 つ で ある青梅 の流通 シ ス テ ム に つ い て は青梅と生加工
梅で は ､ J A紀南管内に流通する量の 90%程度を占め ､ 約 7,000tに達す る o 残り の 10%が
南紀 田辺 中央卸売市場 に出荷され る. 南紀田辺 中央卸売市場 で は ､ チ ョ
- ヤを中心 と した
大手梅酒メ ー カ ー が仲卸業者を通 して 買付 に入 る割合が高く な っ てお り ､ それ に伴 い 市場
の価格は高値を付 けるこ とが多い ｡ 原料原産地表示の 義務化 か らチ ョ
- ヤ の輸入量は減少
し､ 価格の 高い 紀州産か ら奈良県や愛媛県､ 関東圏の 国内他産地か らの 仕入れ に シ フ トす
る傾 向にある ｡
J A紀南の 青梅と生加工梅の 受託販売手数料 は､ 190年 中頃は 2%だ っ たが ､ 9農協の 合
併後は 3%に統 一 された｡ 販売課 に集められた 7,00 t の青ウメ ､ 生加 工ウメ の 70%が和歌
山県農協連合会 (以下県展) に販売を委託 し､ 県農の販売手数料は 0･8 %となっ て い る｡ 県
農は JA 紀南か ら集めたウメ の 9 0%を関東や関西を中心と した中央卸売市場
へ 出荷 し (市
場 の 手数料は 7%)､ 残りの 10%がチ ョ
- ヤや宝酒造をは じめと した大手酒造メ ー カ ー - と
流れ るo JA紀南で集荷した青梅と生加工梅の約 15%が加 工課で
一 次加 工 され ､ 集荷 した白
干 し梅と同 じ経路 を辿 る こととなる｡
海流通の もう - つ の 経路で ある白干 し梅の 流通 シス テ ム で は ､ 大きく J A埠南による集荷
と仲買人による集荷に分けられ るo J A紀南における白干ウメ の集荷業務で 臥 JA紀南管
内に流通する白干ウメ の約 40%となる 3,000t近く の 白干ウメ を扱 っ て おり､ 販売課 で仕入
れた梅を 一 次加 工 したもの と合わせて ､ 払 紀南の加工工場で 二次加 工 されるか ､ 仲買業務
と して他の 二 次加 工メ ー カ ー - と販売され る｡ J A紀南は仲買人組合 - の加入は して い ない
が ､ 仲買人の 手数料と同様 ､ 10kg樽で 300円の 手数料とな る｡ 管内に流通する白干 し梅の
60%は仲買人が 中心とな っ て 二次加工メ ー カ ー - と供給され る ｡
二 次加工メ ー カ ー の 主な販路は ､ 問屋 か自社の 販売店を通 した量販店 とCV S で 90%近
くめ販売量を占め ､ 通販と土産屋 などの 地元′J､売店で 10% 程度と推定され るo また､ 二 次
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加 工の ア ウ トサイダ ー で はネ ッ ト販売を中心 と したチャネルとなるo
以上の ように ､ 紀州 の梅産業で は競争環境の変化に対応 して流通 シ ス≠ム が複維化し､
それに伴い 競争力の 高い クラ ス タ ー が 形成されたo
(3) 企業の経営戦略と販売チャ ネル の 開発 一 企業戦略と需要条件
紀州 の梅産業では ､ 革新的な経営体がチャ ネル を開拓 してきたこ とで ､ 梅干 し ･ 梅演製
品の 需要を掘り起こ し､ 市場 を拡大 してきた｡ ここで は代表的な経営体の戦略や成長の経
緯を分析 し､ ある分野で突出した産業の集積で あるクラス タ ー の 発展 には､ 集積 した経営
体の 中か ら革新的者が出現 し､ ク ラス タ ー の 改革 - と誘導するようなチャ ネル リ ー ダ ー の
存在が不可欠で あっ た｡ 大手メ ー カ ー の ウメタ ､ 中田食品 ､ 加工草葉に強み の ある厳協組
織の JA紀南､ 中堅メ ー カ ー の 丸惣や梅屋 ､ ウメカ食品､ 岡畑農園, 井上梅干食品､ そ して
小メ ー カ ー の 不動農園 を取り上げる｡
①ウメ タの経営戦略と販売チ ャネル
量販店との 取引を可能 に した の は ､ 南部町に本社を構 えるウメタで ある｡ ウメタ の売上
高は約 38億円で あるが ､ 最盛期に は 50億円近くにもの ぼり､ 都市圏 - 販売店を設置して
ロ ッ ト数の 大きい 量販店との 取引を可能と して から順調 に推移 した｡ 従業員数は 120創 こ
達 し､ そ の ほとん どがパ ー トや ア ル バイ トとい っ た雇用形態では なく ､ 正社員と して従事
して い る｡ この ように紀州の 二次加 工メ ー カ ー にお ける雇 用形態は ､ この ような正社員採
用が多く ､ 地域全体の 就労機会が 大き い ｡
ウメ タ は ､ 大阪で の販売店の 設立を契機に ジャ ス コ ､ 名古屋 の 大手問屋で ある丸越 (売
上約 130億円) とい っ た大 口 - の 納入を拡大 した｡ 東京 - の販路を構築した の は ､ 1947年
に築地の 問屋と の取引が始まりで ､ 開発された ポリ エ チ レン袋を利用 した梅干 しの 袋詰め
が好評だ っ たこともあり､ 東京で の 販売が進展 して い っ た｡ この 間屋 との 特約店解消後､
東京都大田区に東京営業所を開設 し､ 東京 市場 の問屋 を中心に販売括動を行 い ､ 関東の市
場を開拓 して い っ た｡ 西友か ら取引をス タ ー ト し､ 徐 々 に マ ル エ ツや本部を東京に移 した
ダイ エ ー ､ 1970年代後半か らは 一 番 の得意先となるイ ト ー ヨ ー カ堂など大手量販店との 関
係を構築し､ こ の こ ろの 量販店の 納入 には 問屋が入 っ て い たが ､ 各問屋 には 2 - 3社ほ ど
の他社梅干 しメ ー カ ー が入 っ て い たため､ 直接南畝を行うように放っ た.
現在､ ウメ タ の売上げに占める量販店の 割合は ､ 6 - 7割に達し､ 非常に大きなウ ェ イ
トを占めて い る. こ の 量販店との 取引拡大 を可能と した 一 番 の要因ほ ､ 都市圏に営業専門
の 販売組織を設置 し､ バイヤ ー と の関係 を深 めてきたことによる｡ 量販店の仕入れ を担当
する バイヤ ー に対 して 営業交渉力を強化するには ､ 本社工場の 生産性 を向上 させ ､ 商品単
価の 低下を図る こ とに加 え､ 末端 の消費者の選好に対応 した容器や パ ッ ケ ー ジ開発 ､ ニ ー
ズ を掘り起 こす新商品 の 開発 などが必要で ､ イノ ベ ー シ ョ ン を促進させ るた め の情報収集
が不可欠となる｡ 例えば､ 関西 の消費者の 噂好 に合わせた ｢梅干 し梅太郎+ (1962年) に続
いて ､ 調 味した ｢田舎梅干 し+ (1965年)､ 化学調味料を使わず健康志向に合致 した ｢天然
調味 ･ 純+ (1983年)､ 添加物を使用 しない ｢自然の めぐみ+(1989年) な どの 新製品開発
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は､ 市場情報が減塩 ･ 天然調味料の 噂好 に ある こ とをい ち早くキ ャ ッ チできたからであり､
都市圏の 営業で 得た情報を本社に つ なげ､ 戦略の 策定や商品開発 に活 か したの で ある ｡ そ
して ､ 販売 に関す る付加価値情報 をつ け､ 小売支援を行う ことで量販店か らの価格体系を
構築する ことが できた｡ さらに ､ 19 62年か ら開始 した台湾で の梅の栽培指導により ､ 台湾
で の 産地を育成 して きたことも､ 安価で安定的な原料仕入れ を可能と し ､ 欠品 ･ 遅延 が許
されな い量販店との取引を有利に した ｡
加 えて ､ 物涜が鉄道輸送中心か らトラ ッ ク による直接配送 に変わり､ ウメ タで は近鉄運l
輸が それ を担 っ たように ､ ロ ジ ス テ ィ ク ス の 革新も量販店取引を拡大 しえた 一 要因であり ､
ウメ タ の 商品が 一 店舗 の 取扱高に占め るウ ェ イ トを 30%まで とし､ 取引先の影響力 をなる
べ く小 さく したパ ワ ー 関係が生 じない ような関係構築と - 店舗当たり の取扱高が少 ない 分 ､
多く の店舗 と取引を継続するためにリ ス ク を分散させ てきた｡
② 中田食品 の経営戦略と販売チャ ネル
田辺 市を中心 に本社と 工場 を置く 中田食品は ､ D Mを利用 した通販市場 を開拓 し販路を
拡大 した ｡ 通販 で は自社ブラ ン ドで商品が販 売でき ､ 付加価値をつ けやすく利益率が高い
こ とで ､ 紀州 の加 工メ ー カ ー の多くが参 入 し ､ 贈答用需要 を中心に国産原料で商品化 され
るた め ､ 通販チ ャ ネル の 開拓が梅産業ク ラス タ ー を発展 させ た - 大要因とい える . 2003年
度の 中田食品 の売上高は約50億円にもなり､ 従業員は 15 6名 ､ 内パ ー トは 6名 とウメタと
同様 ､ 正社員採用 が 中心で ､ 紀州の 二 次加 工メ ー カ ー の 中で トップの地位にある｡
米穀商か らス タ ー トした中田食品は ､1950年に事業を再編 して梅干 し専門業に特化 した｡
196 7年 に販売された ｢梅ぼ し田舎漬け+ は ､ 鰹だ しや調味料 ､ 糖類で味付け したも の で当
時と して は画期 的な商品だ っ たが､ 原材料費や加 工 費とい っ た コ ス トが かか り値段 が高か
つ たた め ､ 量販店の棚に並 べ にくか っ た こ と､ また当時 は関東向けの 問屋 ル ー トを持 たな
か っ た こ とで新た にチャネル を開発する 必要があっ たo そ こ で樽型容器 に詰め､ 贈答用に
パ ッ ケ ー ジ を して 個配 を試 みた こ とが 口 コ ミで拡が り､ 小 口配送か ら通信販売を開始する
き っ か けとなっ た｡ こ の 通販 チ ャ ネル が 拡大し ､ 中田食品 の売上げは増大 した｡ それ に伴
い 工場 の 生産性 を高 めるために ､ 儲 備投資を重ね ､ また工場間で分担を図 っ た. 上富田工
場 の 建築で ､ 主に本社 工場で は通信販売商品､ 上富田工場 では - 般商材を生産する とい う
形で 合理化 を推進 した｡ 工場の 改築､ 大西倉庫の建設などを経て ､ 現在で は下三栖 の本社､
上富田 ､ 旧本社､ 沖縄 (浅漬け専用) の 4 つ の 加工 工場が あり､ 本社で は国産原料､ 上富
田で は輸入原料 (一 部紀州産 を扱う)､ 旧本社で は愉入原料 の倉庫､ 沖縄で は浅漬け専用 と
な っ ており､ アイ テ ム数も 300- 400程度となっ て い る｡ 工場で は コ ン ピ ュ ー タ制御 の 自動
計量装置や自動包装機械の 導入等で 生産性を上げて い る ｡ さ らに通販 の オ ペ レ ー タ ー サ ー
ビ ス を向上 させ るた め ､ 1 コ ン ピ ュ ー タ で顧 客の デ ー タ をシ ス テ ム 化 し､ つ い で販売を専門
に行う株式会社ナ カ タを設立 し､ 加工部門と販売部門を切 り離 した｡
現在 ､ 中田食品の 製品を 100%販売するナカ タで は ､ 売上げの 4割が通販 であり ､ そ の う
ちネ ッ トによ る顧客は 1 - 2%で年間 2,000万 円程度とな っ て おり ､ ほとん どが D Mに よる
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購入者である. デ ー タ ベ ー ス と しては30 万世帯を所持 しており､ 内リピ ー トの 多い 5万 -
10 万世帯に D M が配 られる｡
- 方 ､ 残り の 6割の販路は東海漬物な どの問屋を中心に他社物流で量販店や C V S に出荷
され る. また ､ 全国 の梅干 し消費量 一 位､ ニ位を占める北海道､ 沖縄の 棚割を持つ 問屋と
の 関係が構築され て い るこ とは､ 中田食品の 売上 げ拡大に大きく貫献 して い るo
直売事業は ､ 本社売店 (年間売上げ5,000万 円)､ とれとれ市場内直売所 ､ 田辺駅アオイ
通り店の 3つ で 1億円 - 2億円とな っ て い る｡ ただ し直売事業を拡大 した場合､ 取引先の
問屋か ら価格低下要求が強く なる可能性 があり､ それを避 けるため直売事業の 拡大志向は
低く ､ 直売所 をア ンテ ナ シ ョ ッ プとして位置付けて い る ｡
③ JA紀南の加 工部におけるチャ ネル 開拓
J A紀南では ､ 農家か ら青梅を集荷 し､ 主に和歌山県農協連合会を通 して市場出荷する販
売部と､ 一 次加 工農家か ら集荷した白干 し梅を中心に加工 事業や白干 し梅の卸売事業を行
う加 工部が ある｡ 9農協の合併後 ､ 販売部で は 77億円 ､ 加工部では 45億円の売上げとな
り ､ 合計 12 億円に達する ｡ この J A紀南は ､ 農協組織の中で加工事業 へ の 参入が早く ､ 生
協と C V Sとの取引を拡大 して い くこ とで販売額を増大 してきた｡
JA紀南は ､ 1970年 に 一 次加工原料用梅の鹿家からの 仕入れを委託 か ら冥取りに変更す
る ことで ､ 梅の 在庫量 がそ の まま農協の 収益を左右するこ とから､ 加 工事業に対 して販路
の 構築を含めて 本格的 に取り組むように な っ た ｡ こ の ころ続いた梅の 供給過剰は､ 価格低
下と農家収入 の減少を招き､ J A紀南は青梅の委託販売から買取りに切り替え､ 農家の所得
維持を図 っ た｡ こ こ で ､ 市場出荷の で きない青梅の 在庫利用を目的と して ､ 加 工事業に入
つ たもの で あり ､ 背景には大手梅酒メ ー カ ー で あるチ ョ - ヤ との 取引量の 低下も起因 して
い る ｡
1974年には 万呂加工場 に梅ジ ュ ー ス 工場が完成 し､1977年の 万呂加 工場改築竣エ と三栖
選果場竣工 ､ 1979年に は上芳養加工場 での 総ガラ ス 張り梅干 し乾燥施設 の完成をは じめ､
加 工 工場 のオ ペ レ ー シ ョ ン効率を高めて い っ た｡ 加工製品の特徴は､ 添加物 の ない ｢安全 ･
安心+ をうりと しており ､ 輸入品の利用がなく ､ 100%がJA紀南管内の梅を加工原料と し
て い た｡ そ の ため ､ ｢食+ に対する意識が 高い 消費者を組織する生協との 取引に優位性を持
ち､ 加 工事業参入 時の 取引先は､ ほ とん どが コ ー プ神戸であっ た.
また､ 集荷 した白干 し梅の 品質が 良い もの は､ 他の 二 次加工メ ー カ ー - の販売や JA紀南
の 通販や生協との 取引で 出荷 しやすい が ､ J A紀南では 臥 C とい っ た品質が中位の もの も
多く集荷されるo そ こ で 臥 C級品を中心 に利用 した加工製品では ､ 安定的な出荷が可能と
なるため､ リ ー ドタイ ム の 短い CVS - の 取引に有利となり､ チャネル を拡大する ことが で
きた ｡
田辺 市を中心 とL, た J A紀南管内だけで 800 万 kg の白干 し梅の 生産が あるとい われ 1
-
そ
の うちJA紀南の加工部 で は40 万 kg を扱 っ て い る o 加 工事業の調味梅で 200万 kg とな
り ､ こ の うち 20%が生協取引となっ て い る｡ また､ 問屋を通 した大手 C V S､ 量販店など
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の 200社近くが取引で 60%を占める｡ 取引先が要求する マ ー ジン は ､それぞれ 30% へ ′40%､
多い とき は 50% となる こともあるo 残りの 20%が直販 で ､ こ の 20%ぁうちの 8%に自社
通販 (加 工課 の産直係) があり ､ 年間 2 万人 の顧客が ある｡ また ､ 加 工部で扱う白干 し梅
の 半分となる 200 万 kg が仲買機能 と して 二次加 工メ ー カ ー に 出荷される. JA紀南管内に
流通す る青梅の ほとん どと白干 し梅の 半分が､ J A紀南を通 して利用され る こととなり ､ 大
きなシ ェ ア を占めて い る｡
さらに JA
.
紀南で は､ 表示偽装問題 の 多発 など食の安全性 に対する対策などか ら､ 食品安
全分析セ ンタ ー を2003年 3月 に設置 し ､ 減農薬栽培 - の 対応や トレ ー サ ビリテ ィ - の 取り
組みを行 うようにな っ たo 梅の サン プル を冷凍保存 し､ 一 日 5検体 ､ 年間 1000検体を分析
する こ とが 可能 となり､ 農家サイ ドには栽培指針 を示 し､ 任意で あ っ た生産履歴 の 記帳､
帳簿を つ ける ことを義務付けた｡ J A紀南は安全性 へ の 倍額を強 固なも の と し､ 生協 - の チ
ャネル リ ー ダ ー と して優位性を維持 して い る ｡
④ 丸惣 と梅屋 の 経営戦略と販売チャ ネル
和歌 山県 田辺 市に位置する丸惣と梅屋 で は､ 自社物流を持 つ 強みか ら土産店をは じめと
した地元小売店の ル ー ト配送 を行うこ とで 取引先を開拓した｡ 丸惣は ､ 売上げが 14億円､
パ ー ト4 人を含む従業員63人で ､ 創業当初か ら社長が特産物と して観光地で 土産物屋 を営
ん で い た｡ 販路は､ 通販 :デパ ー ト : 土産店 - 3:4:3となっ て おり ､ 地元 を中心と したチ
ャネル に 強い ｡■通販専用の販売会社 ｢丸惣食品+ で は ､ D Mの顧客デ ー タを 3万 - 5 万人所
持 して おり､ 通販 - の サ ー ビ ス に特化する ことで効率を上げた｡ 自社ブラ ン ド比率も 90%
と高く ､ 観光土産店で は ､ 6 - 7割掛けで販売 しており ､ 付加価値が高い ｡
また ､ 丸惣で は紀州の 梅産業で初めて IS Oの認可を受けただけでなく ､ 有機JA S認証も
取得 したo 二 次加工メ ー カ ー が有機 J A S罪証 を取得する場合､ 加工分野だ けでなく ､ 原料
の 出荷農家で も罪証 を取得す る必要 がある o もともと梅の 生育不良樹対策と して ､ 樹や地
力の 改善を試 み る よう農家に持 ちか け､ 作業記録もと っ ており ､ それが 蓄積されて きた こ
ろに JAS 法が 改正され ､ 条件を満た して い た の で ､ 1995年 に認証団体で奉る W O C A から
有機認 定を受ける ことができた｡ 有機認定を受けた 6農家の 取引価格は､ 通常の青梅の 1.5
倍で あり ､ 価格自体は農家との 協議 に よ っ て設定され ､ 丸惣は青梅で調 達 して い る｡ 有機
認証を受けた商品と して ､ JA Sマ ー ク を付けた有機梅干 ､ 有機の シ ソ漬け ､ 調 味農階で付
加する調味原料の関係 から JA Sマ ー ク の 貼れな い有機梅干 100%味付 けの 3種類があ る｡
3カ所 ある加 工工場の うち､ 一 つ が本社にある有機専門の 工場で ､ 干 しで年間 8七 - 10t の生
産とな る. 認証を取得したこ とで ､ ネ ー ム バ リ ュ ー が向上 したo 今後 ､ 認証 の 更新料や人
件費､ 検査に かか る費用などの 認証 コ ス トと生産者と工場の 管理 コ ス トの 低下を図る こ と､
また販 売価格に転化 できる ように営業交渉力を高める ことが課題 となる ｡
梅屋 の売上げは34億円で ､ 従業員は180人である｡ 梅産業で は い ち早く 台湾での 産地育
成を行 っ たの も梅屋 である｡ 当初､ 梅屋は 台湾で仕入れた梅を他の 二 次加 工メ ー カ ー - と
販売する仲買業務を中心に活動を行 っ て い た｡ しか し､ 台湾の梅業者が独 自に 日本 の メ -
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カ ー と連携する ように なると､ 仲買中心 の事業か ら調味梅干 しの製造 - と事業が シ フ トし
たo 従来､ 梅干製品は､ 漬物メ ー カ ー を中心と して量販店などの 棚割を確保 して い たが､
梅屋が調味梅干 しに参入 した頃にはウメタや中 田食品などの メ ー カ ー がすで にチ ャ ネル を
構築 しており､ の りや珍味を梅味と し､ 乾物の 販売ル ー トを開拓 して い っ た. そ の 後､ 設
備投資を重ね､ 生産性を高めて いく ことで ､ 現在の売上げ規模にまで到達する ことができ､
現在の 販売先で は ､ 問屋を通 した量販店と 一 部生協で 50% ､ 新たに設置 した通販専門の別
会社であるウメ ヤク ラブで 30%､ そ して 土産屋 を中心と した地元小売店で 20%とな っ てい
るo 梅屋 でも､ 丸惣と同様に地元小売店には自社の トラ ッ ク での 配送ル ー トを持 っ ており､
P Bの多い量販店向けとは異なり､ 単価を高く設定できるの で収益率が高い ことに とくちょ
うが あるo
⑤ ウメ カ食品の ニ ッ チ戦略
売上額7億円 ､ 従業員26人で内正社員が9人 ､ 営業員は東京支社に 1人 ､ 田辺に 1人と
社長本人の 計3人とい っ た紀州の梅干 しメ ー カ ー の中で は中堅に位置するウメ カ食品で 臥
他社との競合を避ける戦略 として梅肉加 工な ど業務用需要を中心 に製品開発を行 っ て い る｡
梅屋 の加工事業の 下請 け会社として 1968年に設立され､ シソ漬け, 梅の パ ッ ク詰 めが中
心だ っ た｡ そ の 後､ 1970年代後半の調 味梅ブ ー ムか らかつ お梅の 生産 に入 り ､ 梅屋 と離れ
単独 で事業を行うようにな っ た ｡ 現在の 主力製品で中国産原料の ｢しそ香梅+ をは じめ､
紀州産原料の ｢紀州の 味+ などの自社商品を開発 しており､ 約 100アイテ ム を版売するよ
うにな っ た｡
しか し､ 紀州産 の梅は豊凶差が激 しく ､ 不作の 場合､ 等親が高く品質の い い梅は大手メ
ー カ ー に流れやすく ､ ウメ カ食品の ような小 さなメ ー カ ー で は質の 番 い梅が集中する こと
が多か っ たo そ こ で C,I)級晶とい っ た下級品をうまく利用する方放と して梅肉やねり梅と
い っ た加 工により ､ 業務用チ ャ ネル を中心に販路を構築して い っ た｡ 販売金額で は調 味梅:
ねり梅 - 70‥30となり ､ 販売量では 50:50となっ て い る｡ 加工 工場は本社周辺 に設置さ
れ ､ 調味梅で 2七/日 ､ ねり嘩で 4.5t/日の生産能力がある｡
販売先 (2002年) で 臥 問屋 : 通販 : 業務用 - 50:25:25 であっ たもの が､ 2003年で
は45:25:30と業務用 の割合を高めて い る｡ 量販店 - は 問屋 を通して流通れ るが､ 業務用
で は ､ 業務が95%､ 5%がス ー パ ー に流通れる ｡ 量販店 のリ ー ドタイ ム は基本的に 1 日と痩
い が ､ 業務用 のね り製品で 臥 欠品 ･ 遅延 の ペ ナル テ ィ はあるもの の リ ー ドタイム は比較
的に長く ､ 10 日前後となるため､ 量販店向け取引よりもリス ク を低減できる こ とも業務用
製品の メリ ッ トとなる｡ 通販 は基本的に ちら し広告で ､ こ こで獲得した顧客に D M を発送
し､ 4 - 5 万人 の デ ー タがある. ただ し､ イ ンタ ー ネ ッ トによる販売は見 られな い o
さらに従来の 業務用製品だけで は経営が不安定であり ､ 将来 を見据えて梅肉シ ー トの 共
同開発を資材業者と着手 し､ 開発期間が 1年間という短期間で販売まで こぎつ けた｡ 梅肉
シ ー トで は､ の りまきやサン ドイ ッ チなど新しい需要が見込まれ ､ 営業開始半年で 50 - 60
社の 申 し込み が あっ たo 梅肉 シ ー ト 一 枚の価格は ､ 末端価格で 140 - 150円となり ､ 中心 と
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なる業務用 (惣菜用) で は 70円程度となる｡ 梅肉シ ー トは 6,000- 7,000枚/日の 生産ライ
ン を有す る名古屋 の業者に委託生産 してお り ､ 提携関係を構築 して い る｡ この ように紀州
の梅産業ク ラ ス タ ー で は､ 大手だ けで なく 中堅企業に よる新製品開発も見られ ､ イ ノ ベ ー
シ ョ ン が促されて い る｡
⑥ 岡畑農園と不動農園の 経営戦略 と販売チ ャネル
紀州の 二次加 工メ ー カ ー の 多く は ､ 白干 し梅の原料仕入れ をJAか仲買人 ､ ある い は中国
産の 輸入 に大きく依存して い る｡ その 中で ､ 岡畑農園と不動 農園は ､ 自社農園､ あるい は
l
農家か らの 原料仕入れ比率が 高く ､ 自社製晶の ｢安全 ･ 安心+ を強調 し ､ 品質を追求 した
製品開発と企業イメ ー ジの 向上を図 っ て い る｡
21 億円の 売上げ規模を誇る 岡畑農園は､ もとは 田辺市の梅栽培農家で あり ､ 梅干 しの販
売事業に参入 した経緯が ある｡事業開始か ら15年間ほ どは ､ この 自社農園と周辺農家か ら､
商品化す る白干 し梅 を全て 調達 して い た が ､ キ ュ ー ピ ー を中心と した問屋との 取引が拡大
する に つ れて JAや仲 買人 からの 仕入れ割合が増大 して い く｡ それで も岡畑農園の 原料仕入
れ先の う ち､ 30軒の農家か らの 直引きで 20% 未満､ 自社農園で 5%とな っ ており ､ また輸
入原料の利用割合が ほとん どな い こ とを考える と､ 加 工原料 の 4分の 1 が農家と自社農園
からの 調達に なる｡ 岡畑農園は ､ ニ次加 工メ ー カ ー の 中でもっ とも塩分を低め､ 5%と した
｢幻 の梅+ や種な し梅の ｢梅革命+ とい っ た商品開発 に加 えて ､ 農家出身で あるとい う強
み を措か した天 日干 し ハ ウス や防風ネ ッ トの 開発と普及な ど生産サイ ドにお けるイ ノ ベ ー
シ ョ ン も起 こ してき た｡ さらに 1995年に は ､ 原料の安定仕入れ を目的と した有限会社 - 善
農園を設 立 し､ 自社農園と農家の梅栽培と管理 を徹底 した｡ 自社農園は5ha ､ 従事者は男性
の みで 6 人で あり､ 農閑期は 直営工場の 土木に従事す る｡ 自社農園の農薬散布は 4回 しか
行わず ､ 有機肥料を使用する等消費者の ｢安全 ･ 安心+ 志向 に対応 して い る｡ 梅はサイ ズ
や見 か けで等級が判 断され ､ 梅 の暫定が雑 にされ ､ 単収 の み を追求する傾向がある｡ 岡畑
農園で は ､ 梅の 味覚を重視 した栽培管理 を進 める ことで ､ 加 工原料の差別化 を図ろうと し
て い る ｡ また､ 生産管理面だけで なく ､ 加工段 階の 品質管理も徹底 して い る ｡ 1996年 に低
温倉庫を 3億円の 費用をか けて設置 し､ さらに 1 台 3,000万 円以上する残留農薬分析器 を
島津製作所か ら2 台導入 して安全性 の 管理 を行 っ て い る｡ 塩分が 20%となる白干 し梅で は
長期間 の保存が可能 だが､ 減塩する とそ の分､ 酵母菌が繁殖 して保存が効かなく なり ､ 通
常の メ ∵ カ ー で は､ ビタミ ン B lを保存料と して用 い て い る. しか し､ 岡畑農園で はア ル コ
ー ル度 ､ 酸味などを調整し ､ 添加物 を使用 せずとも自然の 状態で保存が利くように 300 ア
イテ ム の 商品を作っ て いる ｡
一 方 ､ 岡畑農園の販売で は ､ 1990年に設 立され た別会社の オカ ハ タが 40% ､ 2000年 に
設立され た別会社の 梅貴幸が 60% を出荷する｡ 10人が従事 し､ 直売事業を担当する オカ ハ
タ では ､ 5 万人を越 える D M用 の顧客デ ー タ を保持 して おり ､ 田辺 駅周辺 の 直売所 ｢プラ
ム ガ ー デンオカ ハ タ+ は年間2,000- 3,000 万円の 売上 げで ア ン テナ シ ョ ッ プと して の位置
付けられ る｡ 6人が従事し､ 卸売部門を担当する梅貴幸で は､ 秋本食品や川辺食品 ､ キ ュ ー
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ピ ー と い っ た問屋 を通 してイ トヨ - カ堂の 一 部､ イ オ ン グル ー プなどの 量販店や百貨店 へ
と商品が出荷され る｡ チ ャネル別 に分社化 し､ 各社が直販 ､ 卸しに特化する ことで ､ 効率
性とサ ー ビ ス の 向上 を高めて い る ｡
岡畑農園と同様に ､ 農家か ら出発 した不動農園は売上げが3億円 ､ 従業員数が 15人の ′J､
メ ー カ ー で ある｡ 不動農園は ､ 加 工原料の 80%が紀州産で あるが ､ 全体の 1 0%程度を自社
農園か ら調達して い る｡ 梅を選別するに は時間と手間がか かり ､ 自社農園の 拡大志向は薄
いが ､ こ の自社農園を保持して い ることは東都生協との 取引において 有利とな っ た｡ 1990
年代中頃 ､ 生協と の共 同営業により事業が拡大 し､ 問屋 - の 出荷か ら調味の種類を増加 さ
せた｡ 販売先の 70% が問屋や生協 へ の出荷であるが ､ 残りの 30%は通販で あり､ D Mは年
2回に分けて 1 万5,000人 - 1万6,000人 のデ ー タ ベ ー ス か ら､リ ピ ー ト率の 高い顧客3,000
人 に配送 して い るo イ ンタ ー ネッ トの ホ ー ム ペ ー ジの 管理は外部の 業者に委託 して い るが ､
創業が 1983年で加工事業 へ の 参入が遅い 不動農園では ､ ウメタや中田食品の ような大手メ
ー カ ー が築い て きたチ ャネル に食い込む ことは容易で はなく ､ 直売所 の設置も小メ ー カ ー
では投資できる資本 がない ことか ら事業の 拡大が制約されて い る｡
⑦ 井上梅干食品の 経営戦略と販売チャ ネル
井上梅干食品の 事業開始は古く ､ 19 4 1年で創業者の 井上熊平である｡ こ の創業者の名前
から ｢熊平 の梅+ とい うネ ー ム バ リ ュ ー を築き上げ､ 紀州の 南高梅とい う地域ブラ ン ドか
ら企業ブラ ン ドを確立 した. 創業の間もない 頃から商品の全面に ｢熊平+ の フ レ ー ズ を押
しだ し､ D Mの パ ン フ レ ッ トや会社案内､ ホ ー ム ペ ー ジ､ 工場や直売所などの 看板にお い
て も井上梅干食品の会社名より ｢熊平の梅+ が目立つ よう作成されて おり ､ 認知度を高め
てきた｡ 自社製晶の 比 率は 80- 90% と非常に高く ､ P Bの 比率が低く なっ ており ､ 12億円
の 売上げに占める通販や直売所の 直販は､ 40%にも達す るo 南部町と高野山にある 2 店舗
の 直売所 の うち､ 南部町の 熊平 の梅直売店で は , 熊平の 梅園と して観光農園を開設 してお
り ､ 消費者との 交流事業も行われて い る ｡ また ､ 岡畑農園や不動農園の ように ､ 井上梅干
食品は 3.5ha の自社農園と10 - 20軒の農家直引きから原料の 一 部を調達 してお り､ こ の こ
とが企業ブラ ン ド確立に有利で あっ た｡
以上､ ① - ⑧で分析 してきたように1 紀州 の梅産業クラス タ ー では ､ 多く の経営体の 中
か ら革新的な経営体が販売チ ャ ネルを構築してきた｡ ①の ウメ タでは ､ 早くか ら都市圏に
販売店を設 置し､ 卸売を統合して量販店との 関係性 を強めてお り､ ②の中田食品で は､ 贈
答用需要を中心に通販か ら経営が大きく展開 した｡ ③の JA紀南で は､ 全量が紀州産で ある
ことと添加物の ない製品開発か ら生協との 取引を拡大 し ､ B､ C 級晶製品の安定的な出荷が
可能なこ とか らCVS出荷のチャ ネル リ ー ダ ー ともな っ て い る｡ また､④の 丸惣と梅屋で は､
自社物琉の 配送 ル ー トを持ち ､ 地声小売店 へ の アクセ ス で優位性 の あるポジ シ ョ ニ ン グを
と っ たo 一 方､ ⑤の ウメ カ食品は､ 業務用需要 に重点を置い た製品 ベ ー ス の ポジシ ョ ニ ン
グであり ､ ⑤の 岡畑農園と不動農園 ､ ⑦の 井上梅干食品は ､ 自社農園の 保持や農家と直に
取引をする こ とで ､ 安全性と品質における自社製品のイメ ー ジを高め､ 岡畑農園で は大規
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模な設備投資から ､ さらに ｢安心 ･ 安全+ で あ る製品開発 に特化 し､ 井上梅干食品で は ､
ブラ ン ド化を強く志 向 したo
3 ､ クラ ス タ ー にお ける競争と協調
(1) 国産と輸入 の棲み分け
1970年代から増加 した台湾産 の輸入原料に より ､ 二次加 工メ ー カ ー は安定的な原料を確
保する ことが でき ､ 量販店との継続的な取引か ら､ 拡大する需要 にうまく対応する ことが
可能 とな っ た｡ しか し､ 台湾の経済発展に伴い ､ 人件費も高くなり ､ 産地が中国 - と シ フl
卜した｡ 2002 年の 輸入量は ､ 5 万 七近くに上るが ､ そ の ほ とん どが 中国か らの輸入となっ
て い る｡ 輸入 には 二 次加工 メ ー カ ー の 直接輸入が 中心で 85% となり､ 残 りが商社を経由 し
た仕入れとなる｡
紀州産原料と輸入品原料との チ ャネル におけ る大きな特徴 は､ 増加 する輸入原料を利用
した製品 の 出荷先は ､ 全体の販売金額 の 6割を占める量販店と C V S に限定されて い るの に
対 して ､ 紀州産原料で は ､ 量販店､ C VS､ 通販 ､ 地元小売店 ､ ネ ッ ト販売と全 て の チャ ネ
ル に 向けて 出荷され て い る こ とで あ る｡ しか し､ 梅の 等級 区分か らの視点も含めて チャ ネ
ル の 棲み分 けをみ ると､ 紀州産原料で は ､ 通販と地元小 売店で A級晶､ あるい はB級 晶､
量販店で B級品 ､ ある い はC級品の 利用となり ､ 中国産原料で は ､ A 級晶 ､ ある い はB級
晶の み の利用とな っ て い るo 贈答品需要を中心と した通版 な ど､ 国産原料を利用 した 出荷
で は ､ 一 粒ずつ 個別包装を したり､ 木箱詰め をする とい っ た高級感の あるパ ッ ケ ー ジが さ
れ るな ど､ 輸入原料と の差別化を図 る ことで価格を高位に設定する こ とが 可能となる｡
また ､ 紀州産原料と中国産原料 の 両方 を扱う量販店にお いて は ､ 陳列 の 棚割 で製品の棲
み分けが なされて い る｡ 紀州産原料に よる製品の 価格は ､ 輸入原料と比較 しても帝位に設
定されて おり ､ 陳列場所も高い とこ ろに置かれ ､ 高級感を与 えて い る｡ 例えば量販店L の
ケ ー ス に つ い ては ､ 輸入原料を用い た製品の 100g あたり平均単価は､ 21 3円とな っ て い る
が ､ 紀州産 の 100g あたり平均 単価は 455円とな っ てお り､ 高価格で販売されて い る｡
こ の ように紀州の 梅産業で は ､ 販売チャ ネル と棚割の 棲み分けを図り ､ 輸入原料と の差
別化 を行 うことで ､ 紀州産 の 地域ブ ラ ン ドを確立 して きた｡ 原料原産地表示が義務化され
ると､ 国産 品原料と輸入 品原料の棲み分けはさらに進展 した｡ 紀州産と中国産 の利用割合
は ､ 4:6となる が､ 棲み分けが なされて い る ことで ､ 販 売金額ベ ー ス に直してみ ると 6:4
と逆転 し､ 紀州産 の 価格優位性が 示 され る｡
(2) 廃棄物と低利用資振に活用とイノ ベ ー シ ョ ン
低利用資渡 で あっ た下級 品の製品開発 ､ さらに梅酢を利用 した製品開発や調味廃液の 再
利用 などの技術革新は ､ クラ ス タ ー の発展に貢献 してきた｡
第 1 に低利用資源に つ いて は ､ C級晶の 質が悪 いもの や D級晶とい っ た等級 の 低い もの
の製品開発 の 進展で あるo 特にD級品で は ､ 黒星病 の斑点 が梅の果実表面に広く分布 し､
梅は大きさとみか けで判断されるた め梅干 し製品と して利用するこ とができない ｡ たとえ
梅の 豊作時にお い ても ､ 全収穫量 の 何割かは C ､ D級晶を生 じるため､ 下級品の処理対策
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が必要となるo - 般的に 一 次加工農家は､ 農協や仲異人に販売する際､ I A 液 晶の梅とセ ッ
トに して C ､ D の 下級品を引き取るよう条件を付けて出荷するo
t
小規模な仲買人で は ､ 大
量 の C､ D殻晶を在庫と して保持する ことができず､ ニ 次加工メ ー カ ー は､ 仲買人が集荷
した梅をC級晶 ､ D級晶も含めて仕入れる こととなる ｡
そ こ で ニ 次加 工メ ー カ ー 各社は ､ 下級品を利用 した製品の 研究開発 を進 め ､ 梅ジャ ムや
梅 エ キ ス ､ 梅ジ ュ ー ス ､ 梅肉などと して 出荷するようにな っ た｡ 梅 エ キス 臥 1990年代後
半か ら帝要が伸び ､ 1 kg の青梅から 20g しか とれない資重なもの で ､ 高級品と して地位を
確立 して いるo J A紀南で は ､ 加工原料の うち 5% 程度が下級品であり､ 梅 エ キス や梅ジ ュ
ー
ス な どに充て られる o ただ し､ ジ ュ ー ス となる青梅価格は ､ 1kg あたり 150円程度で ､
本来の 1kg あたり 500- 600円の相場 と比 べ ると非常に安く設定されて い る｡ ウメ カ食品
の 例 でも取り上げた梅肉では､ 仕入れた C､ D 級品の梅に加えて ､ 洗浄や選別 ､ パ ッ ク結
の 過程 で生 じた つ ぶれ梅も原料として利用 され る ｡ 梅肉は ､ 料理の タ レな どに利用 される
業務用需要と消費者向けの 量販店- と流れ ､ 営業変捗力の 強化を図る必要が ある｡
第2 に ､ 生産工 程で使用 した調 味廃液と工場用水は ､ 浄化 しない と漁業組合に べ ナル テ
ィ を払わ なくて はならない ｡ その 対策の 一 つ と して ､ 調味廃液を脱塩処理 して ､ 牛や豚 な
どの 家畜飼料と して の 利用が行われて い る o 規模の大きな経営体で は､ 自社工壕に廃水処
理施設 を設置 し､ 調味廃液と工場用水を浄化 して川 に流すか ､ あるい は水 を再利用 して経
営体が ､ 梅干組合に加入 して い る岡畑農園な ど 20社で ある｡ JA凝南や中田食品は ､ 青木
電気の活性汚泥リヤク夕方式 土壌菌培養方式を採用 し､ 最先端 の設備投資を行 っ た｡ 中田
食品の 2 50t が処理可能な設備の うち､ 8t が調味から発生したもの で ､ 242七 は浄化 して排
水 され るo 中田食品と JA紀南で は ､ 廃帝を浄化 して残 っ た糟を固形に して業者に 1鞄 あ
たり 16円で処理 を委託 して い る. JA紀南の加工場で は 一 日で 300tを加工 でき ､ そ の場
合 4t の汚泥が発 生する o 実際の 汚泥発生量 は 2七程度となり､ 年間 960 万円の委託処理費
用 となる｡ こ の 業者は､ 田辺 市に立地する産業廃棄物処理業者で あり､ 本来 の 業務 札 ダ
ンボ - ル ､ 発泡 ス チ ロ ー ル の集荷 ･ 処理 ､ 生 ゴミの集荷 ･ 処理で ある｡
自社で廃水処理施設を持たない 丸惣やウメカ食品などの 中規模メ ー カ ー で は ､ 廃液を回
収するリサイク ル 業者に委託 して い る. ウメ カ食品の 調味廃液は 600kg/ 日となり ､ 廃液を
主に餌料とする業者に年間100万円程度払 っ て い る｡ 梅肉､ ねり梅加工 で凍廃となる種は ､
年間 200万円で肥料メ ー カ ー にひきとっ てもらう｡ 両者合わせて 一 般廃棄物 の 処 矧 こ､ 年
間 300万円以上 の コ ス トがか か ることになる｡
第3 に ､ - 次加工 で 生 じる梅酢では ､ 従来 ､ 生妾を漬けるの に必要で あっ たが ､ 生麦漬
け､ 紫蘇の 生産が台湾､ タイ ､ 中国などの海外に移行 して か ら梅酢処理が 困難にな っ た｡
そ こ で梅酢の製品開発が進み ､ 岡畑農園の梅酢を利用 した飲料開発 ､ 中田食品や 払 紀南､
池本商店などの プラム 食品 ､ キ ュ ー ピ ー や上富田の サ ン アクテ ィ ス などの 業務用需要が 拡
が っ たo 仲買人は ､ 農家か らの白干 し梅集荷と同時に梅酢も無料で 回収 し､ 安い価格で は
あるが ､ この 梅酢を利用するメ ー カ ー などに販売して いるo また､ 捜坪機械の 向上で ､ -
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次加 工 で梅 の塩漬けに用い た塩 はす べ て梅酢に溶け込む ことになり ､ 農家が抱 えてきた塩
の 処理問題も解決 された｡
(3) バ リ ュ ー チ ェ ー ン をめ ぐる分業化 と統合化
青梅の 平均価格は ､ 1kg あたり 600円程度で あり､ 白干 し梅に加 工 した場合 ､ 1kg あた
り1,300円に なり ､ 700円の 付加価値が形成される o 他方 ､ 白干 し梅を加 工原料と して調味
梅干 しに した場合 ､ 1kg あたり 3,000- 4,000円 ､ 販売価格で は5,000円以上で ､ 高級品需
要の 通販 な どで は1kg あたり 10,000円を越すもの もみられ ､ 高い付加価値の バ リ ュ
ー チ ェ
ー ン を形成されて い る｡
青梅 の価格変動は激しく ､ 白干 し梅の価格 も青梅の 市場価格に連動するため､ 白干 し梅
価格は年によ っ て大きく幅が見られ るo しか し ､ 青梅価格と の差が
一 番′+､さい ときでさえ､
1989年 の 338円で あり､ 1996年 に は青梅価格よりも 984円も高い価格を白干 し梅がつ け
た｡ 平均す ると 569円となる｡ 紀州 で は
一 次加 工 を農家が行い ､ 二 次加 工メ
ー カ ー は調味
専門で分業関係が成立 して い る｡ その ため ､ 白干 し梅生産の 付加価値は農家サイ ドに残り､
農家所得 の 向上 に寄与 して い る｡ 塩漬けした梅は ､ 自家倉庫で長期間保存が可能となり ､
需給調整 も農家が決定できる o 青梅の 場合で 臥 収穫 した梅はすぐに出荷する必要が ある
が ､ JA みなべ い なみ管内農家を中心と した
一 次加工農家で は ､ 青梅出荷と白干 し梅出荷を
市況 に合わせ て選択 が でき るため､ 交渉力で優位性が ある｡
調味梅干 しの 開発 か ら市場 を拡大 して きた二次加 工メ
ー カ ー 臥 原料と して の 白干 し梅
加 工 を農家サイ ドに与 えてきた｡ 一 般的に ､ 統合化の メ
l) ッ トで 臥 多部門を内部化する
こ とで シ ナジ ー 効果を生み､ 自社内におけるバ リ ュ
ー チ ェ ー ン を紘大する ことが可能 で あ
るが ､ 紀州 の 二次加 工メ ー カ ー の ほ とん どが白干 し梅生産 の
一 次加 工を内部化する戦略を
選択 して い な い . 一 次加工 まで 手がけて い るメ
ー カ ー と して は ､ 岡畑農園 ､ トノ ハ タ ､ 舵
州南紀､ 本庄梅吉などが挙げられ る｡ しか し､ こ の ようなメ
ー カ ー でも原料調達に 占める
自社 一 次加 工 の割合はか なり低く ､ 自社農園や直引き農家からの 青梅､ 生加 工梅を調嘩梅
干 しと して利 用する程度は全体的 にわずかとな っ てい る｡
そ の理由 は ､ 調味梅干 しの 出荷最盛期と
一 次加工 工程 の期間が重複 して い る こ とで あるo
中田食品 をは じめと した多く の 二次加 工メ
ー カ ー で は､ チャ ネル の 一 つ と して通販 を利用
して い る とこ ろがほ とん どで あり ､ お中元やお歳暮などの 贈答品と して利用 され る梅干 し
製品が通販需要の 最盛期にあたる｡ この 時期､ 出荷期日 に間に合わせ るため､ 二 次加 工メ
ー カ ー の 生産 ライ ン はフ ル稼働する ｡ 他方 ､ 梅を塩漬け し､ 天日干 し して 白干 し梅とする
一 次加 工 の 工程 はち ょうど7月中旬頃となり ､ 7月 1 5 日 の お中元 シ
ー ズ ン と重複 して い
る｡ そ の た め､ ニ次加 工メ ー カ ー で は
一 次加 工 を内部化する より ､ 農家サイ ドに白干 し梅
生産 を委ね ､ 仲買人 を通 して 集荷と選別 を行 っ てもらうこ との ほうが効率的となるo も し
一 次加 工も自社で行 っ た場合 ､
一 次加 工 ･ ニ 次加工 の 両方で 労働力を確保する必要があり ､
最盛期を越えた後に余剰労働力が発 生する こ ととなるo
労働力確保 に つ い て の分析を加 えると ､ 通販需要の最盛期で は 二次加工メ
ー カ ー で は通
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版対応 の オペ レ ー タ ー ､ 加 工 工場 の 作業員を確保する必要性が生 じるが.､ 農家サイ ドでも
梅生産と同時並行 して - 次加 工がなされるため､ 人手が不足するD その た め､ 二次加 工メ
ー カ ー で は､ 繁忙期だけの パ ー ト ア ル バイ トと して の 雇用 ではなく+ 周年労働となる正
社員と して の採用 を行 うことで出荷最盛期の 労働力を確保 し ､ 一 次加 工農家に労働力が移
動する こ とを防い で い るo
(4) クラ ス タ ー にお ける競争と協調の進展
クラ ス タ ー の 発展 には ､ 企業間の 競争構造の形成､ 原料供給における コ ー ディネ ー タ ー の
役割､ 新規参入 の 拡大などが関係 して い る｡ 第1 に ､ 競争構造の 形成に つ い て は競争環境
の 形成によ っ て 競争戦略と帝要条件が関係してくる｡ 梅産業クラス タ ー を形成する経営主
体は､ 同業他社の 主体間で競争の 関係 に置かれ ､ 各メ ー カ ー はお互 い の 競争から販売チ ャ
ネル の 開発 - の イ ンセ ン チ イ ブやイ ノ ベ ー シ ョ ン を促進 してきた｡ ウメタと中田食品の売
上高推移を比較 してみ ると､ ウメタ の売上げ規模の拡大か ら少 し遅れて中田食品が販売額
をイ申ばし､ 1980 年 ごろには逆転す る｡ 同様に ､ 生協や C V S- の チャネル を構築してきた
J A紀南も類似した成長 の 推移を示 すo 販路を開拓 したメ ー カ
ー は､ 経営規模を拡大 して い
く が､ その 後､ 競争 の中か ら新たなチ ャネル を構築 した経営体が登場すると ､ 企業規模の
順位に変動 が起 こ る｡ こ の ように ､ 二 次加工メ ー カ ー 各社が競争の 関係 にあることで ､ 販
売チ ャ ネル の 開発 や製品開発 - の誘因が高まり ､ 梅製品における需要条件の拡大にもつ な
が っ た｡
第2に ､ 原料供給の 関連 ･ 支援組織で ある農協や仲買人 の中でも集荷競争と出荷競争が
発生 して い るが ､ 両者 は加工 メ ー カ ー と生産者の コ ー ディネ ー タ ー として機能 して い る こ
とで ある｡農協の 仲買業務と約6 0人い る仲買人との間で 壮､良好な農家との 関係を構築し､
品質の 高い 白干 し梅の 量を確保 でき るような競争を展 開して い る｡ 仲買人 の 集荷で は ､ 仲
買人同士 でお互 い にテ リ トリ
ー を決め ､ 自然と得意先の農家を囲い込む傾向 にあるが ､ 仲
買人ア ウトサイ ダ ー の 存在や､ 白干 し梅を誰に出荷するか意志決定を有する の は農家で あ
ること ､ 取引が 口頭契約でなされる こ七から､ 取引をする仲買人の変更も しばしばみられ ､
l
仲買人組合の組合員間でも少 なか らず競争が生 じて い る｡ 二 次加工 メ ー カ ー の紀州産原料
の 白干 し梅仕入 れに は ､ 大きく分けて農協と仲買人 の 2通りが あり ､ 原料供給の 支援業者
間でも競争がある｡ 大手メ ー カ ー の 中田食品で は､ 早くか ら仲買人を利用 しており ､ lo数
人程度と取引を して い る｡ 農協か らの仕入れは ､ 1990年代に入っ て からで ､ 全体の 20%程
度とな っ て い る . - 般的なニ次加 工 メ ー カ - で は ､ 農協と仲買人からの 仕入れを組み合わ
せ ､ 紀州産原料を確保 して おり ､ - 主体との取引依存度は低い ｡ ただ し､ 梅の 不作時にお
い ては紀州産原料が不足するため､ ニ 次加工メ ー カ ー によ る仕入れ競争が激 しくなる｡
第3 に､ 新規参入 の 増加がク ラ ス タ ー 内の競争を助長 して い る ことで ある｡ 新規参入が
多い こ とは ､ 梅産業に魅力があり ､ ビジネス チャ ン ス の発見でもある｡ 紀州で は､ 二 次加
工 - の 参入と 一 次加 工 - の 参入 ､ そ して仲買人 - の参入がみ られ る｡ 梅干 しの製造
･ 販売
に は ､ 許罷 可が 義務で はなく ､ 保健所 - の 営業開始届書の 提出が任意とな っ てい るため ､
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比較的参入 が しやすい o こ の ニ 次加 工事業 - の新規参入 パ タ ー ン の - つ と して ､ - 次加 工
農家が自 ら販売も手掛けるように な っ たニ 次加工農家が ある｡220社あるとい われ る梅干組
合 に加入 して い ない アウ トサイ ダ ー の 多く は､ こ の ような二 次加 工農家で ､ 自家で 時期的
にカ ッ プ詰 めを して楽天 などを通 したネ ッ ト販売を中JL､と して い る｡ アウ トサイダ ー の 大
手 に は ､ 倒産 したメ ー カ ー を買収 した和歌 山フ ー ズ などの 漬物会社が多く ､ 他に 田辺市の
数社で ､ 一 社当たり 5 - 10 億円の 規模とな っ て い る｡ 定款 ､ 規約 ､ 申 し合わせ事項な どの
制約があ る こと､ 入会時に組合の 出資金 を購入する金額が組合加入 の メリ ッ トと比 較 して
l
長 所が感 じられ ない ことか ら ､ 大手の アウ トサイダ ー は梅干組合の 加入 をして い ない ｡
これ らと異なる参入 として ､ 仲買人によ る加工事業 - の参入が あ る｡ もともと仲買人 は､
二 次加 工メ ー カ ー に仲買業務を委託された農家から事業を開始 したとこ ろが多く ､ J A紀南
管内の 田辺 市では､ 農業と仲買 の両方を行っ て い るところが 2､ 3社存在して い る｡ 仲買業
務に特化する経営体の割合も高くな っ てきたとい われるが ､ この 仲貴人 の 中か ら､ 二 次加
工事業 - 参入するも の もみられ る｡ その他に 二 次加工事業 - 参入する経営主体と して は ､
製材所や鉄工所 ､ 魚屋 などの 異業種 が梅干 し部門を開発 してく る場合もある｡ 製材や洋服
用 の ぼた ん などは田辺市の 地場産業と して の 地位を築い て い たが ､ 輸入 の増大により衰退
した経緯が ある｡ 紀州には ､ こ の競争劣位とな っ た産業か らの新規参入者が存在する ｡ JA
み な べ い なみ 管内で は特に ､ 青梅出荷か ら 一 次加 工 - 参入する農家が見 られ ､ 生産サイ ド
の 統合化も進 んで い る｡
こ の ような梅干組合や仲買人組合 に加入 しない ア ウトサイ ダ ー の増加や新規参入 は ､ ク
ラ ス タ ー 内 の競争を促 し､ 各経営主体は競争優位を構築するた め に研究開発や マ ー ケテ イ
ン グから他社との 差別化を狙 うことが紀州全体の 競争力を高めて きた0
(5) 梅干協同組合と仲買人組合の コ ー デ ィネ ー タ ー と して の役割
(丑梅干協同組合の 役割
ク ラ ス タ ー 内の 競争関係 か ら発展 してきた梅産業で は ､ 古く か ら梅干組合を結成 し ､ 生
じて きた課題 に つ い て解決策を討議するな ど､ 二次加 工メ ー カ ー の 協調的な関係 も存在 し
て い る ｡ ク ラ ス タ ー の課題 を解決す る関連 ･ 支援組織と して位置付けられる梅干組合に は､
紀州田辺梅干協同組合で40社､ 紀州南部梅干協同組合で 45社 ､ 和歌山地区の 25社を含め
て 計 110社が加入 して い る ｡ 梅干組合の機能には､ 情報の 共有 ･ 交換､ 交渉､ 共同購入 ､
廃液処理 の共 同委託 ､ 融資があ る｡
梅干組合では ､ 国内他産地や 中国産地の 視察と状況把握 ､ 講習会の 実施､ 紀州産梅 の 原
料価格や生産量に関する情報を共有 し､ こ の情報をもとに農協組織や仲買人組合､ 農家サ
イ ドな ど - の 要求 を行 っ て い る｡ 例 えば､ 価格交渉では ､ 毎年 7 - 8月 に青梅相場と照 ら
しなが ら､ 翌年の 白干 し梅の購入価格を仲買人組合 との協議にお い て決 定 して い る｡ そ し
て ､ 量販店からの未熟梅の ク レ ー ム 対応や生育不良樹によ る果肉の 減少 した梅 - の 対 策と
して ､ 2001年 には梅の サイ ズ ､ 等親基準策定を組合で行い ､ パ ン フ レ ッ トの 作成 ･ 配布に
より 品質の 徹底 ･ 基準の 同 - 性 は図っ たo さらに､ 中国や青森の りん ごをき っ かけと した
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残留農薬問題 による食品の 安全 ･ 安心に対する取り組みと して ､ 農協を通 した農家指導の
徹底､ 生産履歴 の 記帳と提出 ､ 樽に生産者寮任票の 付着義務を要求するなど､ ニ 次加工メ
ー カ ー の 総意を他の 関連 ･ 支援組織に伝える役割を担 っ て い る｡ 他には ､ 川下サイ ドとの
梅製品の 値上げ交渉や生産者責任票 シ ー ル の洗浄処理 における労働 コ ス トの 上昇に伴う仲
買人手数料の ア ッ プ (200- 250円の 手数料か ら 300円に引き上げ)､ 樽の 中で つ ぶれ梅と
なる割合を下げ､ 歩留まりを上げるために 10kg樽に 7kg しか詰めない ように要求を行 っ て
きた｡ また､ ア ル コ ー ル や塩 の 共同購入も梅干組合の 事業となる｡ 組合 の運営費は ､ 企菜
規模によ っ て異なるが､ 入会金や年会費などで - 杜あたり年間 1 万円 - 10万円の 徴収だけ
で賄われるの で はなく ､ 組合で共 同購入 したア ル コ ー ルや塩を､ 手数料 2 - 3%で組合農に
販売 した収入 も充て られる ｡ さらに梅干組合は ､ 調味廃液の 処理 を外部の 業者に委託する
場合の窓口 と して の機能も有して い る｡ 大手メ ー カ ー で は､ 廃水処理施設を自社工場に設
置するこ とが可能で あるが､ 中小メ - か - で は設備投資の コ ス トを負担できず､ 基本的に
は処理業者に委託する ことになる｡ 一 般的に､ 組合を通さずに処理を委託すると､ 1t あた
り 19,000円の 費用が生 じるが ､組合を窓口と してまとま っ た処理 を業者に委託する こ とで ､
価格を 1tあたり 17
,
000円に抑えて い る｡ 受託 した処理業者の 処理方法は ､ 梅津投棄が中
心 で あっ たが ､ 養殖や家畜の 餌料と して の利用も図られており ､ 調 味廃鞭を粉末に して ､
製品開発に活か せ るような研究を組合員で模索 してい る｡
紀州 の梅産業クラス タ ー では､ 梅干組合によ る支援だけでなく ,, JA紀南が窓 口となる梅
干安定契約制度によ っ て白干 し梅の安定供給を図る仕組みも整備されて い る ｡ 加 工業者と
農家で価格を決定 し､ 数量の 2 年契約で価格に つ い て は毎年更新がされ る｡ 中田食品や梅
屋 ､ 丸惣､ 農協食品､ 岡畑など二次加 工メ ー カ ー 8社と各支所 を代表する 40人程度の農家
によ っ て話 し合い がもた れ ､ 平均 して - 樽あたり 1万 円で取引がなされて い る o
競争関係 だけで なく ､ ク ラス タ ー 内に協調的な関係を内包 し､ ニ 次加工 メ ー カ ー を支援
する組織を有 して い る ことが､ 共 同で種々 の課題の解決策を編み出 し, 競争 の優位を維持
することに貢献 して い る ｡
②仲買人組合の 役割
青梅の集荷を行う経営体も2､ 3社い るが ､ 基本的には白干 し梅を専門に集荷する仲買人
の増加 は ､ 1990年代に入り顕著となっ た｡ この 増加 した仲買人の中には ､ 梅の投機的な出
荷を行うもの がで る ことや仲買人全体の 意志決定を図る必要性が生 じたことから ､ 二 次加
工メ ー カ ー か ら仲買人 の組織を設立するよう要望が出始め､ 1999年 に仲異人組合が結成さ
れた｡ 日∃辺 市を中心とする 18人と南部町や南部川村を中心とする 25人に計45人が加入 し
ており ､ 梅干組合員は原則と して仲買人組合員か ら白干 し梅を仕入れ る ことが約束され た｡
仲買人組合の業務は ､ 梅干組合とJAとの 10月 に開かれる合同会議からの価格設定を中心
として おり ､ 事務は 田辺と南部で 持ち回りとな っ て い る｡ また､ 基本的 には仲買人組合員
を現在よりも増加させ ない ことも取り決められた｡ ただ し､ 20 人存在して い るとみられ る
仲買人組合に加 入 して い ない アウ トサイ ダ ー は ､ 梅干組合員に出荷する ことが できない た
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め ､ 組合 の決 めた価格に従う必要 はない が ､ ニ 次加 工メ
ー カ ー の ア ウトサイ ダ ー か市場 -
の 出荷に限定 される ことに なる｡ 仲買人 の 業務 に つ い て は ､ 白干 し梅の集荷
･ 販売 ､ 梅酢
の 無料集荷 ･ 販売 ､ 塩 の購入 ･ 販琴､ 樽の購入 ･ 洗浄と販売 に分けられ る o 現状で は仲買
人組合の機能が ､ 白干 し梅の価格形成を中心と したもの で あり ､ 他の業務につ い て の 整備
が十分で あるとは言い 難い こと を考慮すると､ 仲買人 を支援する組織と して ､ 仲買人組合
が果たす役割は ､ 今後さらに大きく なる と思われる｡
5､ 紀州南高梅ク ラ ス タ ー の評価と経済的効果
l
田辺 市､ 南部町 ､ 南部川村の 3 市町村では就労機会も優れ ､ 完全失業率で は和歌 山県平
均よりも低く ､ 南部川村に至 っ て は､ 1.42%と県内で も っ とも低い割合とな っ て い る｡ これ
ら の数値から､ 3市町村が雇用を吸収する能力に長 けて い る こ とがイ司える｡ 梅製品の 加工業
従事者数で は ､ 紀州 田辺梅干協同組合で 1,400人 ､ 紀州みな べ 梅干協同組合で 1,200人の
雇用とな っ て い る｡ そ の ほとん どは正社員で ､ パ ー ト ア ル バイ トの 雇用形態も周年に近
い 形態 をと っ て い る ｡ こ の 雇用拡大はク ラ ス タ ー に よ る蕗済効果で あり ､ さらに生産者は
一 次加 工 を統合化 し､ またそ の価格も二 次加 工 メ ー カ ー が 有利 な価埠で 購入す るこ とによ
っ て南部川村や南部町 の農業生産所得 は県平均 の 2倍以上 で ある ｡ 南部川村は ｢日本で も
っ とも裕福な村+ とい われ ､ こ れらの 3市町村は農業後継者 の確保や農地の 保全 ､ さらに
産業廃棄物や低利湯資源 の 開発 に おい て も競争優位 の ある クラ ス タ
ー を形成 してきた ｡
M . ポ ー タ ー の ク ラス タ ー で みれば ､ 企業戦略と需要条件がか み合 っ て新たな販売チ ャ
ネル の 開発 によ っ て 需要を拡大 し､ バ リ ュ ー チ ェ ー ン の 形成によ っ て生産者と加 工 メ
ー カ
ー の 分業化 を展開 して きた こ とで ある｡ さらに バリ ュ
ー チ ェ ー ン が形成されたの は紀州南
高梅 の ブ ラ ン ド化が進展 し､ 販売チャ ネル ごとに有利 な価格形成がなされた こ とで ある ｡
この クラ ス タ ー の形成に よ っ て発 生する コ ン フ リク トも新たな理念と戦略 をもつ メ
ー カ ー
が産業廃棄物や低利用資源 の 問題 を解決 ししつ ある o また ､ 生産者と加 工メ
ー カ ー との 白
梅 をめ ぐる価格形成に つ い ても ル ー ル化が進展 してきた｡
現在における クラ ス タ ー の 問題 は ､ 梅干 しの過剰基調に入 り､ 川 下の小売段階で の価格
競争や通販に需要 の減少によ っ て需要条件が変化し ､ 特に 量販店との 価格設定で は､ 不作
を理 由と して価格の 引き上げを しにく い こ となどか ら､ こ の リ ス クを加工メ
ー カ ー の 負担
に なるこ とで ある｡ また､ 通販で の 消費者行動の 変化がリ ス ポン ス 率の 低下によ っ て 想定
され て い ことで ある｡ 需要条件を改善する にはブラ ン ドカを強めるため に梅干 しの 健康志
向食品と して の 機能の分析が地元 の 大学との研究で でき る ようになり ､ こ の こ とが需要の
拡大に つ なが る こ とが期待され て い るo 和歌山県と い う地域の立地条件か らすると､ 販売
組織が消費地側 に あ っ て も､ 川下の 小売業との近接性を連携や提携によ っ て 関係性 を構築
する には不利な条件に あると い えよう｡
農業 ･ 食品産業をめぐるク ラ ス タ ー の形成は ､ 国産 の フ
ー ドシ ス テ ム の 形成で ある こ と
が ､ 要素条件と して前提にな るため ､ 外国か らの原料調達に全面的に依存 して い る食品メ
ー カ ー で は､ 産業集積やイノ ベ ー シ ョ ン が進展 して もク ラ ス タ ー と して の 評価が しにくく
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なるo しか し ､ フ - ド シ ス テ ム の 視点か らの接近で は､ 関連産業を生産資材産業か ら川 下
の 小売業者や消費者行動まで の 垂直的な関係性 を分析する ことは､ バ リ ュ ー チ ェ ー ン の意
義や コ ー ディネ ー タ ー の 役割などの解明 を進展させ るであろう｡
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-
- -
- - - ト 紀リ1 産自干 し梅 = =ご> 絶入 白干 し梅
鹿販店
土産店
通販
ネッ ト販売
ヒアリ ング胴査 より作成.
売上 販路 原料仕入 れ先 特故
JA 紀南 45億円 問屋 一 畳 販店 ､ コ ン ビニ (60%) 伸晃機能と二 次加 工事 業が あ り､ コ ン ビニ , 坐
生協 (20 %)､ 直販 (2O %) 協向け の チ ャ ネル リ - ダ ー ｡
中田 食品 SO 億 円 - す ナ カ タ ー 通販 (40%) J A紀南 (2 0%) 輸入 (45%) 紀州梅産業の大事 メ ー カ ー で あり .通 販に強 み.
:
- ･問屋 1 - 量販 店 (60%) 仲異人 (30 %) 盈販店との 取 引 も拡大して い る ｡
岡畑農園 21億 円 一 オカハ タ ー 通 販 (40%) J A紀南 (20 %以下) 販売先ご とに別会 社を設置 し､ 取 引の 効率性を
一 梅食事 一 間慶 一 生坂店L(60 %) 仲買人 (60 %以上)
･農家 (2 0%以下) 自家農園 (5%)
高めて い る｡ また . 自家農園 も有限会社化 した｡
丸惣 14億円 一 土産 店 (30%)､ 一 デパ ー ト JA紀南 と仲異人 (80%) 土 産店やデパ ー トを中心 に地 元 小売店 へ の 販 売
(40 %). 輸入 (之0%) チ ャ ネル を構築 してい る. 紀州梅産菜初の 有機
一 通販 (30%) ･認証を取得 し､企業イ メ ー ジの 向上 を結か っ た｡
梅屋 34億円 一 間屋 一 畳販店 (so%) JA紀南 (8%) 輸入 (60%) 中国工 場での生産を高め ､ 最終 製品 の 割合も正
I - ウメヤ クラブ - 通販 (30%)L
･ 一 土 産 店 (20%)
仲異人 (32%) 年高ま っ て い る｡ 地元小売店に も強み ｡
ウメ カ 7 億円 一 業務用 (25%) J A轟己南 (2 0%) 輸入 (50 %) 主 に業務用 常葉 とな る梅干 の ね り製品が特徴.
食品 ー 通 販 (25 %)､ 問 屋 一 息 販 店 仲異人 (30 %) 梅肉シ - トの 開発な ど業務用 を 中心に製品開発.
(5 0%) を行 い ､ 他企業との 差別化を 図 る｡
不動農園 3億円 - 一間屋 一 畳販店 (70 %) 仲買人 (70 %) 輸入(20 %) 自家農園を ア ピ ー ル し､ 企業イ メ ー ジの 向上 を
一 通販 (30 %) 自家農園 (10 %以 下) 狙 う｡
井上梅干 12億円 一 間塵 一 畳販店 (60%) JA 紀南 (12 %) 輸入 (40 %) ｢熊平 の 鯨+ の企 業ブラン ドを確立 し, 直 売所
食品 一 直販 (40%) 仲異人 (48%) や通販で の 売上が 高い ｡
図 2･6･4 加 エ主 体の 特徴比較
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ヒ アIJン グ調 査 より作成｡
表 2 朋 紀州梅産業の下敬晶と産廃処理対策
財
取り 組 み
小 ■ t=
開発ヽ ● ロt) ○
下級品
ダンボ - ルな どの 包材
縛 六 ,
回 収業者に よ る集荷か ､ 自社で再利 札
- dZB･ ･ 荷 し 梅酢利用 メ
ー カ - へ 販
梅酢 伸晃人が
一 次加工農家か b - ､ ･料 脚 ,
売｡
はす ぺて 梅酵に溶け込む･F) ㌔ -
一 次加工で 利用す る塩
調味廃液 と工 場用水 調味廃液を脱
塩処饗し, 家事飼料 と して利 用 ･
規模の 大書 い メ
- カ
ー は廃水処理施設設 乱 (約20社)
規模の 小さ .” メ ー カ
ー 娃回収 業者に委弘 (約 70社)
生産
廃水処理か ら の糟 業者に よる縛
を原料と した 堆肥 ｡
ヒア リ ング調査よ り作成｡
ま た,
.
(樵) 東農 - 棚 酢 ､ 調味液だけで
なく, 通常ほ焼却処 配 れ る 併 走枝や樺 酌
含めそ大学などの公的機関 と研究開発
が行われ て い る｡
表 2･3･10 紀州梅の等級と評価区分
外観 品質に よる区分
等級の収穫に占める割合
等級
A
ヽ ヽ-
外観､ 品質及び粒掩え良好な も の (黒星病
の配点な し)
豊作 : 6割
不作 : 4割
●
･ の て 一 に 1 0 ケL; の.
の 豊作 : 4割
不作 : 6割
ち JL I
黒星病の 斑 占が果面の3分の 1 以
内の も の
C
D
▲ll ヽ
上記 A B C級以外の もの
株式会社ウメタ内部 紳 r納 ぺ の 析 J
とヒア リ ン グ調 査より作乱
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南紀田辺 中央卸売市場
育
ウ
メ
出
節
鹿
衣
吹
加
工
鹿
衣
選択可能
集荷放争
A
蔓
JA紀南
販売淋
加工浪
二次加工
仲昇機能
紘.台風国士 の
集荷親争
伸晃人 ア ウトサイダ ー
仲
罪
人
級
A
【コ
加
入
伸
質
人 絶食展開士の
出荷虎争
出荷政争
仕入れ 競争
ニ次加工 メ - カ ー ア ウ トサ イダ -
メ 梅
l 干
守警
加
入
哀
加
エ
チ ャ ネ ル 開拓 と
イ ノベ ー シ ョ ン
召
組合風同士 の
競争関係
甘甘
放争闘係
図 2
･5･1 紀州楯産業に
･
B8ナる経営主体間の凍争関係
吹
加
工
農
家
農協
品質 ･ 安全性
へ の 管理
仲異 人組合
組合員数の 制限
テリ トリ ー の 不可 侵
原料 の価格交渉
品質 ･ 選別の徹底
伸異人組合か ら
の みの 仕入 れ
図 2･5･2 轟己州特産業にお ける経営主体間の 協調関係
○で囲んだ項 目に協 調関係を明 示｡
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梅干安定契約御度
(J A紀甫を怒 ロ)
ヒア リ ング網査よ り作成｡
紀州 梅干組合
(J A紀南も加入)
情報の 共有 ･ 交換
共同購入
廃液処理 の 森口
水晶の
価格交渉
ヒア リ ング調査 より作成｡
表 2･5･1 加工 主体 の 原料仕入れ先
JA 紀南 伸異人 農家 自家農園 輸 入
中田食品 20% 30 % 氏 とんどな い 45
%
岡畑農園 20% 以下 50%以上 20%以 下 5 % 5 %以下
丸惣 80 % ほとんどな い 20 %q ヽ
梅屋
I
8% 32%
60%
ウ メカ食品 20% 30 % 50%
不 動農園 70 % 10 %以 下 20 %
井上 梅干食品 12 % 48 % 放 とんどな い 4 0%
仲買人は ､ 一 社 当た り数人 - 10数人 との 取引
l
表 2･5･2 梅産業クラスタ ー の新規参入
参入 の 事業鏡域 参入 を試み る経営主体
ニ 次加工事業 ロ ー 次加工農家
c) 仲異 人
E) 製材所な どの 異業種
一 次加 工事 業 □ J A み なぺ い なみ管内を中心 とした鹿家
伸翼事業 E]_鹿家
cl 地元小 売店や肥料 メ ー カ ー
梅酵の ,
無料集荷
ヒア リ ング調査よ り作成｡
ヒア リ ング調査より作成｡
一 次加工農家
白干し梅の
集荷
塩の
販売
仲買人
梅酢の
販売
梅酢利用メ ー カ ー
図2･4･3 仲買人の業務
樺の洗浄と販
売 (130円)
白干 し梅の
販売
塩の
購入
ニ 次加工メ ー カ ー
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樺の 購入
(10 円)
ヒアリ ング調査より作風
第 20章 ｢農業生産法人 のネ ッ トワ ー ク組織の新展開 - 和郷園に おける経営戦
略の新展開と資源循環 シ ス テ ム+
斎藤 修
1 ､ は じめ に
農業生産法人等の 全国的なネッ トワ ー ク組織は経常戦略を組みにく い の に対 して ､ 千
葉県の和郷園や群馬県の 野菜くらぶ 等の 地域に根ざしたネ ッ トワ ー ク組織でほ ､ 販売活
動や加 工事業の 統合化に よ っ て バ リ ュ ー チ ェ - ン を構築する概略をとる ことに よ っ て急
激 な成長を遂げてきた｡ 都市近郊に 立地するメリ ッ トは消費者や食品産業との 近接性で
あり ､ 遠隔産地と比較す ると連携や擾携に よ っ て新品目の 選択､ 直売所やイ ン シ ョ ッ プ
な どより 消費者に近づ い た事業の構築､ 物流 シ ス テ ム を清か した配送や小売支援､ 等 を
戦略とする こ とができ ることで ある ｡ また､ これまで販売組織は出荷組織と して の 性格
が 強か っ たが ､ 本格的な営業活動の 展開がみ られるようになり ､ 企画提案力をつ よめて
い る｡ こ れに対 して ､ マ ル タ有機農業生産組合や日本ブラ ン ド農業事業組合は戦略 一 戦
略 の編成が遅れて い るo 大規模農業生産法人か ら生産資材 一 魔紘 一 取引先との 関係性 マ
ー ケテ イ ン グが進展する こと に よ っ て ､ 取引先との 関係 で資源循環を経営シス テ ム に組
み 込む こ とに有利な取引条件を引きだそ うとする経営体が形成され る ようにな っ た｡ ネ
ッ トワ ー ク組織の進化 臥 一 つ の 経営体と して の志向を強めて い る ｡ しか し､ こ の進化
によ っ て , こ の ネ ッ トワ ー ク組織が地域の 農協の役割を超えるで あろうo こ こ で は和郷
園の 経営シ ス テム と して の 特性や資源循環 シ ス テ ム に限定 して ､ 新 しい展開方 向を検討
す ることにする｡
2 ､ 和郷園 の経営シ ス テム の形成
(1) 経営シ ス テ ム の特異性
和郷園の 戦略は代表 である木 内氏の 力量によ っ てきたが ､ 事業領域の 拡大 によ っ て経
営 シ ス テ ム が複雑に なり ､ 戦略的な意思決定にリ ー ダ ー と して関わる必要性か ら､ 事業
領域ごとに分権化す るようにな っ た o 和郷園の 成長は､ 多くの 試練に直面 したときに危
機をビジネ ス チ ャ ン ス にす ることで あり ､ また多くの ビジネ ス チャ ン ス を自らの 物と し
てきた｡
経営シ ス テ ム の 特異性は第 - に ､ 和郷園の 経営成長を持続的に可能と してきたの は､
有限会社で ある ｢さかき農産+( 代表 の所有する農場､ 平成5年設立) と有限会社 ｢和郷+
(平成8年設立) と農事組合法人 ｢和郷園+ (平成 10 年設立) の 3 つ の経営体が 人材派
遣会社の ア ッ ク ス ク リ ー ン ( 有限 ､ 平成12年設立) を介在させ なが ら密接に グル ー プと
して 関係 した ことで ある｡ 農事組合法人 ｢和郷園+ は販売組織で あり ､ 生産者か らは低
めの手数料に依存 して い るため に ､ 効率的な選果やパ ッ ケ ー ジの業務がまず課題 となる｡
周年的な出荷であれ ば効率的である が ､ 出荷の ピ ー クが顕著であれ ば､ 操業度が低下 し
て コ ス トが上昇す る こ とに なる｡ とこ ろが立地条件からす ると露地野菜を主力 とする た
め夏期に 出荷する野菜が少なく なる ことか ら､ 換業度を維持する ために ､ 他産地の 青果
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物 を特定な取引先にたい する選別と パ ッ ケ
ー ジをする こ とに よ っ て ､ こ の 問題 を解決 し
てきた ｡ もう 一 つ の 問題 は資金繰りで あり ､ これは ｢さかき農産+ から の 資金 的な支援
に よ っ て こ れまでは解決されてきたo ｢さかき農産+ か ら支払 われるべ き役員報酬 の
- 部
は ｢和郷園+ に向けられたこ とに なる｡ さらに新たに設立され た冷凍食品 工場は有限会
社 ｢和郷+ の 所有と した｡ これ ら3 つ の グル
ー プの 人事管理 を円滑にする に は人材派遣
会社が必 要にな っ てく るの で ある｡
もう第2 の 課題 は ､ 多く人との 出会 い と コ ミ ュ ニ ケ
ー シ ョ ン が 取引を発 生させ ､ さら
にネ ッ トワ ー クを拡大する こ とで 50社に及ぶ取引先と継続的 な取引がで きたo ･もともと
仲卸業者との 出会い が ロ ー ソ ンやダイ エ ー との販売チ ャ ネル の形成に なり ､ さらに キ ュ ウ
リを中心 と したC VSの ベ ン ダ
ー との 連携がで きたo 業務用需要と の接合 は ､ 規格の 簡素
化 ､ 契約取引による取引価格の 安定性 ､ 取引先 - の 企画提案力 の 強化に つ なが っ て くる｡
卸売市場 は初め から販売チャ ネル の 中に入らなか っ たこ とは ､ ユ
ー ザ ー と の コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン を しやすく しただけで なく ､ 市場特有の 短期的 な価格変動の イ ン パ ク トを強く受け
ない ですむこ とに なっ た｡
もう 一 つ の 主たる販売チャ ネル は千葉 コ ー プや首都圏 コ
ー プな どの 生協 で あり ､ 安全性
の 追求や産直シ ス テ ム につ い ては ､ 経営シ ス テ ム の構築に活用する ことが できたo 特定 の
ユ ー ザ ー との 取引依存度を高め る こ とは ､ 供給サイ ドの交渉力 を減退させ る とい う理解か
ら ､ 取引依存度は上限で 20%とす る こ とによ っ て ､ 取引の 停止 による影響を少なく した ｡
和郷園の 設立時では 10数社で あ っ たから ､ 販売額の 増加 は取引先の 増加 に つ なが っ た o こ
の ように生協 ､ C V S､ 量販店などの 販売チャ ネル ごとの 品質管理や 生産管理 がなされ る こ
とによ っ て チ ャネル管理の 手法が確立 しやすか っ た｡ 特 に安全性 を重視す る生協やラデ シ
ュ ボ ー ヤ な どの流通事業体で は農薬の 使用基準や 圃場 ごとの 管理が早く か ら必要とされ ､
こ の こ とは後 にな っ て ト レ ー サビル ティ の導入 を容易に した ｡ こ れらの ユ
ー ザ ー との 直接
取引 の 拡大を志向する こ とにな っ て ､ こ れまで の仲卸業者の チ ャ ネル の
一 部で は直接取 引
に移行 した｡ また､ 千葉コ ー プに対 して は帳合い をと るこ とに よ っ て パ ッ ケ
ー ジ の 業務を
拡大す る こ とができた｡
和郷園の ユ ー ザ ー ごと の販売チ ャネル 管理は ､ 自社の物流 シ ス テ ム をも っ て い る こ とが
ら個別店舗配送の 可能で あり ､ トラ ッ ク 回転率 を拡大した配送で は コ ス トを削減する こ と
が できたo こ の自社物流をもて たの は親戚とな っ て い る匠運輸 をグル
ー プ の 中に組 み込 ん
で あるか らである｡
こ の ように生産 一 処理加 工か らさらに物流シ ス テ ム と営業 マ ン による販売活動がで き る
ようにな っ た土とから ､ 卸売機能の 本格的な統合化 に入 っ た｡ この こ とは次の 段階と して
直売所 の 設置 ､ イ ンス トア
一 による小売との 連携､ イ ン タ ー ネ ッ ト販売 - と い うより消費
者に近 づ い た展開方向をみ い だすこ とで あ っ た｡
第3 の課題は ､ 戦略と事業領域と シ ス テ ム と して の 編成 の 課題で ある｡ 和郷園の 組織は
理事 3名と社員4名 か ら出発 し､ 理 事は年齢も近 い親 しい ｢昔からの 仲間+ で あり ､ 社員
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は代表の 高校の 同級生や奥さん の友人まで の が入 っ たの で ､ それ ほ ど明確な理念をもたな
くて も組織の 中で の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンは働き しやすか っ たこ とが､ 組織の機動性を生み
出した｡ 法人化の 契機は 取引先の 生協か らの 要求で あり ､ 農家の後継者め組織化が なされ ､
農協とは別 の販売チャ ネル を志向 したの で ､ 一 時家庭内で コ ン フ リク トが発生 したo しか
し､ 販売金額の 上昇と経営の 成長に結び付くと実質的な経営権の 委譲が進展 し､ 雇用型の
大規模経営が成長する ことにな っ た｡
やがて参加農家が 50戸に ､ 準会員が 27戸まで増加 した｡ 組織も有限会社和郷固か ら農
事組合猿人 - 転換 し､ 販売事業を主たる事業領域とする こ とにな っ たが , 取引は委託を原
則 に して ､ また取引先ごと の プ ー ル 計算を原則 に して ､ 手数料は輸送費 ､ パ ッ ケ
ー ジ コ ス
トも含んで 15%と設定 した｡ 環境対策費の名目で 2 %が付加 され新たな事業 - の 投資を進
めた り ､ またセ ン タ - フ ィ は 生産者の負担と した ｡ こ の中で輸送費の合理化と選果
･ バ ッ
ケ - ジの 効率化が裸題とな っ たの で ､ 特 に大型機械化によらない 選果
･ パ ッケ ー ジ作業の
組み立てが必要 にな っ た｡ やがて シ ス テ ム と して付加価値を形成でき る ビジネス の 事業領
域と して冷凍工場 の設立 - と入 っ た｡ さらに資源循環シ ス テ ム の構築は B M Wの 導入以来
構想され ､ 試作機の 改良を機械メ ー カ - と提携 してすす め るこ とによ っ て ､ 畜産農家や食
品企業等か らの 産業廃棄物の リサイ ク ル ビジネス に入 っ た｡ こ の リサイ クル に取り組んだ
の は ､ 取引先か らの 野菜の残渡を集荷し､ 堆肥化する こと によっ て取引先との 連携や提携
を強 める こ とができ る判断 した経緯があ っ た｡ こ のリサイク ル 事業は製造 コ ス トを下げる
こ とに成功した が､ すぐに は利用者が増加 しなか っ た｡ それとは逆に ､ 冷凍事業は千葉コ
ー プの 提案と季節を限定した国産原料の 良質性 が活用で きる こ とを提案する ことによ っ て ､
販売額を初年度で 4億円の 販売額を確保 できた｡ こ の販売額は和郷園の 販売額の約3割を
占め､ さらに収益性 を確保 しにく い販売手数料と比較すれば､ 収益性 は高位に安定的であ
っ た ｡ 原料調達で は規格の 簡素化や収量の 増大によっ て契約生産を拡大 し､ 品目も旬を重
視して ､ 冬期は ほうれ ん草､ 夏期は特産 の大和芋 (とろろ) の 生産で周年化す る予 定であ
る｡
第4の 課題 と して ､ こ の ように和郷園の事業額域の 拡大によ っ て組織全体の 管理 シ ス テ
ム の高度化が要求 され るようになり ､ 組合法人和郷園と有限会社和郷の分担や組合法人の
運営には委員会方式 の 充実が必要に なっ た｡ 品目別部会は社員と生産者が営業活動に関係
し販売を調整 してきたが ､ 資材の利用 ､ 生産シ ス テ ム (栽培指針等) の検討､ 圃場段階か
らの 情報シ ス テ ム の構築などに は生産委員会の 役割がさらに重要に な っ た｡ また ､ 新たに
交流委員会 が設 立され ､ 広報活動や視察者 へ の 案内などの役割を担うようにな っ た｡ 和郷
園の 組織体制 として重要な ことは ､ 冷凍加 工事業､ パ ッ ク事業､ リサイ ク ル事業などを有
限会社和郷が分担 して ､ 組合法人 の原 理 よりも ビ ジネ ス 視点が強くな っ たQ これまでの 組
織的な弱点は ､ 80人を超 える参加者が い る割には組織に積極的に関わ っ て い る生産者は致
人で あるが ､ 和郷園に 70% 以上の販売依存度の ある生産者は､ 約35戸で ある こ とか ら､ 少
数の 役員 へ の 労働負担 が集中す る ことに なる ｡ こう したこ とか ら生産委員会や交流委員会
2 57
で の 意思決定 を除い て ､ 優秀な社員に事業額域をまかせ ､ 積極的 な提案をさせ る ように し
た｡ こ の ような組織参加者､ 社員､ 取引先との関係 を調整する こと の 必要性 を痛感 した
の
は ､ 2003年 の 首都圏 コ ー プの 公開確常会で あっ た｡ これ を契機に して ､ 内部監査 シ ス テ
ム
の 重要性 ､ 組合員と準組合員の格差の撤廃と組織 へ の 参加の 意義､ 等が明確にな っ たo
第 5 の課題 と して 組織の牽引力となる経営体か ら法人化 を進展させ て所得の 増大 を図 る
こ とで あ っ た｡ さかき農産が 1.8 億円 へ と成長できたの は ､ 根菜棟を中心 と した露地野菜
16ba か ら2 カ所 の 経営の破綻した大型園芸施設(1･6ha)を買収 し､ 周年生産 シス テ ム に よ っ
て年 間雇周ができ るようにな っ たか らで あ っ たo また､ 向後農場 では施設園芸 の規模が 40a
から 2ha に拡大 し､ 1億円近 い販売額に達 したo 法人経営は4戸まで増加 し､ 5000 万円以
上の 経営体は 6戸に増加 し､ 平均的に は2000 万円の販売額に達 した｡ 和郷園の 成長 は多様
な取引先と の販売チ ャ ネル がで きたこ とが､ 成長 の 大きな要因とな っ たもの の ､ ラデ シ
ュ
ボ - ヤな ど安全性 の 管理や トレ - サ ビ ル テ ィ の 必要性 の 高い 取引先との 関係 は生産者を固
定化 し､ 取引価格も高位安定的で あ っ た｡
こ の よう･に和郷園 の販売額は平成8年 4･4億円 ､ 10年7･9億円､ 13年 11･1億円まで 増加
し､冷凍食品工場な どの グル ー プ全体で ､ ダブル カ ウン トも含ん で 20億円程度に成長 した o
(2) 和郷園の 組織と機能
和郷園 の前史はさかき農産に お けるカ ッ トゴボウの 開発と紀伊国屋や 明治屋
へ の 販売に
ょ っ て 有利な価格形成ができ るようにな っ て ､ 自作地の 2ba から着地によ っ て 11ba に ま
で規模拡大がで きた ことで あっ た ｡ ゴボ ウ､ かん しょ ､ 大和芋の輪作体系か ら施設 園芸 を
導入 しミ ニ ト マ ト､ さらに外食向けの サン チ ェ に拡大 して から雇用人数は約 50名にま で増
加 した｡ 当時の販 売先は量販店 40%､ 生協 20% ､ 加工原料用 40%で あ っ たo こ の さ かき
農産を母体 と して木内氏 は有限会社和郷さらに組合法人和郷園の設 立に入 っ た o
和郷園の 本部セ ン タ ー は約 280坪で ､ その敷地内に施設事務所
･ 研修所, 冷蔵管理施設 ､
集出荷場 を設置 して おり ､さらに事業部門七 して前身 の和郷 は平成10年 に有限会社化され ､
リサイ ク/レ事業 ､ パ ッ ク事業､ 人材派遣事業､ 冷凍加工事業などの諸事業を管理 して
い る｡
集出荷場は ､ 組合員が広範囲に散在して い るため ､ 本部の ある山田町 の他に も ､ 千葉県東
部の旭に組合員用 の 集出荷場を設 けて お り､ そこ か ら山田町 の 本部セ ン タ
ー - 納品 されて
い る ｡ また ､ 新里 ､ 栗源町には パ ッ クセ ン タ
ー を設置 ､ 平成 15年 6月 に は冷凍工場 が完成
し､ ホ ウ レ ン ソウ ､ 小 松菜､ 大和芋な どが 冷凍加 工されて い る｡ 他に ､ 地域の環境を考慮
した生産活動の 一 環 として ､ 平成12年に はリサイ クル セ ン タ
ー を稼動させ ､ 地域内 の 資源
循環型農業にも取り組ん で い る ｡ 主な取引先は ､ 生協､ 流通事業体 ､ 外食関連企業､ 量販
店な どで ､ 設立当初から取引先は増え続け､ 現在で は 50社とな っ て い るo その うち総売上
の 14.5%が首都圏 コ ー プ (G P S) との 取引であり ､ 15%がらで い つ しゆぼ
- やで ある こ と
か ら､ こ の 2社は和郷園の主要な取引先とな っ て い るo また ､ 平成 14 年度の売上高は 10
億 6千 3百万とな っ てお り ､ こ こ数年で急成長 して い る o
和郷 園で は ､ 組織強化 - の 取 り組み と して ､ 委員会が設軍され各活動の 専門性 を高め る
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とともに , 寮任 の 所在を明確にする こ とで人材の 育成にも努めて い るo .各委員は理事会で
生産者 ･ 職員から指名 され ､ 任期は 1 年で ある｡ 各委員会にて その精勤指針を定め ､ 自主
的な活動を行 っ て い る. 運営委員会の活動目的は ､ 事業の 円滑化であ
ー
り組織体系の 提案､
教育指導､ 事業の管理などで ある｡ 生産委員会は ､ 農業経営の改善 ･ 生産 ･ 販売情動の 円
滑化 の ために ､ 生産者との 定期的な会議 ､ 支援な どが主な情動となる｡ 受流委員会では ､
和郷 園関係者お よび､ 地域との 相互理解を目的に 広報活動や ､ 生産者 ･ 消費者との交流窓
口 に もな っ て い る｡ 内部監査委員会では､ 運営実態の 監査が目的で あり ､ 改葬点の 取りま
とめ ､ 改善方法の 提案などをして い る｡
こ の ように ､ それぞれ の活動 ごとに委員会を設置する ことで ､ 組合員数の 多い組織を効
率よく管理す る こ とが 出来る体制とな っ たo また ､ 和郷園で は生産者の 栽培品目ごとに ､
大きく 4つ の 作物別部会 を設 けてお り､ キ ュ ウリや トマ トな どの果菜部会､ ゴ ボウやダイ
コ ン などの 根菜部会､ キャ ベ ツやホウ レ ン ソウの葉物部会 ､ 花部会､ その 他とな っ て い る｡
そ して品目 ごとに部会長を決 め ､ 定期的に 生産者会談を行い ､ さらに他産地の 部会とも交
流す るこ とによ っ て ､ 作付 け計画や出荷計画 ､ 栽培技術向上の ための 情報交換にも取り組
ん で い る｡
和郷園では ､ 委員会や生産者との 合意の 下で ､ 各品目に つ い て細かな栽培基準が設けら
れ文章化されて い る｡ 基準項目に 関 して は ､ 播種 から収穣､ 育苗方法 ､ 培土
･ 堆肥 ･ 施肥
の 方位の他にも ､ 農薬や消毒､ 使用品種 ､ 圃場 の 性質や土作り ､∨ 水分や 育成管理 の マ ニ ュ
ア ル 化が 品目 ごとにされてお り､ 組合員の 栽培水準 の 統 - に努めて い るo さらに ､ 農産物
の 安全性 - の 取り組みと して ､ 農薬の確実 な管理 の ため に管理食庫を建設 し､ 使用農薬に
関 して和郷園が 一 括管理する予定で もある｡ これ により､ 組合員の 農薬に 関す る ミ ス テイ
クや新品目を栽培す る際な どにも農薬散布 の 回数や洩度などの判断ミ ス の 減少 に つ ながり ､
使用農薬に関 して も管理する ことが可能となる｡
また､ 圃場単位で の 栽培情報を管理するための シス テ ム (ね っ とing和) の構築も進めら
れ てお り ､ 取引先ごとに異なる栽培記録用耗に よ っ て ､ 負担とな っ た組合員の 記帳作業は
舵 - されたフ ォ ー マ ッ トに よ っ て簡略化やペ - パ ー レ ス化 されi さらに本部における各生
産者の栽培情報 を 一 括 して 管理する こ とも容易とな る｡ これ らの 取り組みは､ 作業の簡略
化 の みでは なく ､ 近年 問題とな っ て い る安全性 へ の 対応と して注目されるトレ
ー サビリテ
ィ
ー シ ス テ ム の 構築に つ なが り､ 産地と して こ の シ ス テ ム をア ピ
ー ル で きれば ､ 取引先に
対する交渉力ともなるの で ある ｡ その 他に は ､ 地域内の資源を循環させた資源循環型の堆
肥作り ､ 消費者農園 (ガ ー デン ポタジ ェ) や直売施設 などとい っ た消費者との 交流事業も
行 っ てい る｡
マ ー ジ ン は ､ 組合員か らの買 い付け手数料が運賃込みの 15% となっ て い るが､ 物流に関
して は ､ たくみ運輸 - の 委託 (15七草 1台 ､ 4 七 草 3台) で あり ､ 運賃は 18%の うちの 7%
となっ て い るた め ､ 和合園として の マ ー ジ ン は 11%前後で ある｡ そ してそれが運営費とし
て使用され る｡
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和郷園では ､ 取引量の 縮小などによ るサ ン ク コ ス トの 発生 ､ リ ス ク分散を視野
に取引先
を増や し50杜に まで な っ てい た○ そ して取引先の 増加 は ､ 和郷園の 取り組 みが ､ 優良
な産
地と して 取引先に評価されて い るこ とも意味する o 販売チャ ネル の 増加 は ､ 取引先別
の 栽
培基準 の 違い か ら､ 管理が複雑になる が､ 和合園の本部で各生産者 の栽培情報 を
コ ン ピ ュ
ー タ ー 管理す るこ とで 対応策と して い たo また､ 活動別 に委員会 を組織す る こ とで ､ 各職
員と組合員と の 対話が図りやすく な っ たo 農薬基準に関 して も ､ 部会 ごとの独 自
の 基準に
ょ っ て減農薬 ･ 無化学肥料栽培 - の 取り組みがみ られたo 以上の よう な和郷園
の経営努力
と組合員の 多さに よる取り扱い ロ ッ トや品目の 多さが ､ 産地 と して強力 な交渉力となり ､
売上高の急成長に つ なが っ て い る｡
3 ､ 資源循環 シ ス テ ム の形成と評価
1) 資陳循環 シ ス テ ム の 役割
農事組合法人和郷園は千葉県香取郡 に位置し､ 約 80名の 生産者を組織する出荷団体
であ
る ｡ 和郷園の 主要業務は ､ 各生産者 か ら生産物 を集荷 し､ パ ッ キ ン グ して箱詰め
し､ 販売
先に 専用 トラ ッ クで の配送で あるo また､ 地域内の 生産者を組織 して ､ ネッ ト
ワ ー ク を作
っ て い る ｡ 和郷圃はア グリ ビジネス 経営体と して ､ 出荷団体と して の販 売 の役割だ けで な
く ､ 資材生産 - の 経営領域の拡大と ､ 排出される農産物の 残さを使 っ て農業
の 役割 を発揮
しつ つ 地域内循環 に貢献する こ とで ある. また ､ これは取引先との win
･
win の 関係 をつ く
るた めと い うこ とと ､ 外部 - の P R も兼ねて い るo こ の 事業によ っ て ､ ある程度
の採算を
保 ち つ つ 目的を達成する こ とが地域内 のみ ならず､ ア グリ ビジネ
ス 経営体の役割を発揮す
る こ とで あり､ フ ー ドシ ス テ ム に革新を与 える こ ととなるo
さて ､ 和郷園が 資源循環 へ 経営領域を拡大 したの は ､ 今か ら約6年前か らで あり ､ 最初
は自社の パ ッ ク場か ら出る野菜くずを主原料と して堆肥製造 を研究し始 め ､ 徐 々 に生産現
場 で の利用に成果が 見られる ように な っ たo そ こ で ､ 堆肥生産 を拡 大 し ､ プラ
ン トを立ち
上 げる こ とに な っ た が ､ 堆肥製造 の ための 設備 - の投資が 決ま っ た｡
･ と こ ろが ､ 堆肥舎や
生 ゴ ミ処理機な どの イ ニ シ ャ ル コ ス トは莫大で あり , 採算性の 見込み にく
い事業であ るた
め , 参入リ ス ク が大き い ｡ その ため､ こ う した事業に参入する
ハ ー ドル となるo 和郷園の
場合は ､ こ う した構想と同時期に ､ 和郷園の 地域内にある越川牧場 か ら家畜糞尿処理
の問
題が あり ､ それ を県の 環境事業か ら補助金の獲得が可能にな っ たため ､ 資金調達が
でき ､
事業に踏み込む こ とが可能にな っ た o それにより､ 堆肥舎をつ く っ て 堆肥化事業
が始ま っ
た.･家畜糞尿 は地域 - の 公害問題や適正処理 の 問題が あり ､ フ
ー ドシ ス テ ム にお ける排出
物 の中で重大か つ ､ 解決が急がれ る問題 で ある o これを農業資材原料と して利用す
る の は
畜産農家の経営コ ス ト削減にも繋が り ､ メ リ ッ トは 大きい o
さて ､ 堆肥製造の 再資源化工程だが ､ 家畜糞尿とオガ粉を混合 したも
の を和郷園の 自社
トラ ッ クで引き取り ､ 和郷園内の リサイ ク ルセ ンタ
ー 堆肥舎で発酵させ ､ 牛糞堆肥を生産
する｡ 次に こ の 工程と別に ､ リサイ ク′レセ ン タ
ー 内で ､ 和郷園が 出荷 して い る食品製造企
業か らの 野菜くず の残 さと､ 和郷園の 冷凍野菜工場か ら排出され る野菜
の カ ッ ト残 さを破
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砕 ･ 脱水 し､ 短期間 (二週間) 発酵処理により堆肥を生産す る｡ それをス ト ッ ク場 に置き ､
牛糞堆肥と野菜堆肥 を混合したもの ､ も しくはそれぞれ単独で地域内の 出荷して い る生産
者に販売す る｡ それを利用 して生産 した生産物を出荷する｡
パ ッ キ ン グ時に発生す る野菜の カ ッ ト残 さを選択 して い る ｡ 牛糞と野菜くずは 分離して
再資源化工程 に入る ｡ 牛糞は ､ 水分調整剤として ､ オガ粉を投入 し､ 3 0- 4 5 日程度発
酵堆肥舎で発酵 ･ 切 り返 しが行われる｡ そこ で ､ B M活性水の 技術を用 い て脱臭をする｡ そ
して ､ 牛糞堆肥が グ ッ ズと して転換するo 一 方 ､ 野菜くずo)堆肥で あるが ､ 取引先で ある
5 つ の 食品関連企業(足立松源フ ー ドサ ー ビス ､ 上福岡物産､ サ ンボ 一 食晶 ､ 千葉 コ
ー プ､
モ ス フ ー ド) か らの 野菜くずと､ 自社の 冷凍工場 (さあや
'
s キ ッチ ン) とパ ッ クセ ン タ ー か
ら排出される家畜糞尿 を再資液化 して堆肥 に して い る生産者が利用 して い るのは ､ B MW
と呼ばれる液体で ある｡ バ クテ リア ･ ミネラル ･ ウオ ー タ ー の 略で あるo 利用成果 と して
は ､ 脱臭や微生物の活性化 などが あげられ る｡ しか し､ 科学的な裏付けがない ため ､ 利用
時 に生産者の 課題 と して挙げられる｡
堆肥生産と利用 に関する殊題と して は､ 生産者の堆肥利用が春と秋 の ため ､ L 年間に ニ度
の 大きな常要 の波が あり ､ 常給調整が難 しい こ とがあげられ る｡ そ の ため ､ 堆肥生産サイ
ドに ス トッ ク場 などの設備 が必要となる ｡ また , 堆肥自体は製品と して の 価値が低い もの
課題 である ｡ 主体間の コ ス ト負担や効率的な経営がない と難しい ｡ そ して ､ 堆肥利用 にお
ける生産者の 問題もある｡
この シ ス テ ム はリサイク ル シ ス テ ム と して成立はして い る｡ 先の 章で も書い たが ､ 資源
循衆型フ ー ドシ ス テ ム を構築する には ､ 段階が あり ､ 資源循環型フ ー ドシ ス テ ム 形成と し
て の 課題 は ､ 生産者と消費者の動脈にお ける連動が薄い ことで ある｡ 今後の課題 として ､
資源循環を生産物 の 価値の 一 部に して ､ 価格に転嫁できれば､ 消費者まで つ なが る フ
ー ド
シ ス テ ム が完成す ると考えられる ｡
(2) 課題解決と展開条件
シ ス テ ム の 構築にあた っ て ､ クリア - す べ き課題 は､ ①再資源化技術､ ②バ ッ ズ の 安定
量確保 ､ ③主体間連携､ ④再資凍化製品の販売チャネル ､ ⑤利用者 (生産者) サイ ドの堆
肥調整行動 ､ ⑤ コ ス トの 主体間で の 分担､ で ある｡
まず ､ ①に つ いて ､ 再資源化技術だが ､ 堆肥化の技術は個々 の 生産者によ っ て 多様で あ
り､ 正解が な い の が現状で ある｡ 基本的に 臥 原料となる有機性廃棄物に発酵時 の 温度上
昇を促 し､ また ､ 水分調整 の役割をする副産物 (オガ粉やフ ス マ など) を混入 させ ､ それ
を発酵菌に よ っ て 温度をあげ､ 菌による分解を促進 し ､ その 後､ 熟成と いう工程が
- 般的
で ある｡ 堆肥化をするの に ､ 実用化に至 っ て い る場合､ 牛糞を原料に発酵させ て堆肥化す
る方法は従来 あるo とこ ろが ､ 野菜くずの堆肥化の事例は ほとん どない 状況で あ っ た｡ 牛
糞に 比 べ て発酵時の 上昇温度が低く ､ 発酵速度が遅くなり ､ 品質低下を招くと い っ た課題
で あ っ たが ､ ハ ク土を混入す るこ とで 上昇温度をカバ ー し､ 2 週間の 短期間発 酵を可能に
し､ 野菜くずの み の堆肥生産が完成 したo 生産現場で の堆肥の成果は ､ 野菜堆肥の みでも
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土壌改良材と して の 役割は果たせ るとい う こ とだが , 牛糞を混入
したもの の ほ うが有益で
ぁると いうこ とが生産者の 声と して あ っ たo 和郷園に おける野菜くず
の 具体的な素材と し
て は､ 回収先で は葉モ ノ ､ 根もの が多い o 定期回収で あるサ
ン ボ 一 食晶 と上福岡物産 は週
四回 で あるため ､ 量が多い ｡ サン ボ
一 食晶は 主に葉モ ノ ､ 上福岡物産は根もの が中心 とな
るo パ ッ クセ ン タ
ー は季節の 野菜くず中Jむで ､ 冷凍工場か らは小松菜､ ホ ウ レ ン ソウ ､ ヤ
マ トイ モ ､ ゴボウとなっ て い る ｡
また ､ 牛糞堆肥 に つ い て は ､ 堆肥舎で の 3 0
- 4 5 日発酵で 十分な品質 の堆肥が完成 し
たが ､ ただ ､ 悪臭の 問題が あ っ た○ これ に つ い て は､ 脱臭効果が あると言
われて い る B M
活性水 の 利用に より克服 した｡
そ して ､ 野菜くず堆肥 : 牛糞堆肥 - 1 : 3 の割合で 堆肥 をミ ッ ク
ス する こ と によ っ て 容
積に関する問題をクリア ー し､ 窒素分の 問題に関 してもクリア
ー す るこ とが可能 とな っ たo
野菜くずは , 容積の ほ ぼ8割近くが 水分で あり ､ 堆肥化 の 製造 工程にお
い て 最初の 投入量
よりか なり減少 した｡
一 方で ､ 牛糞堆肥 は 比較的減容率が高く な い ため ､ 牛糞と ミ ッ ク
ス
する こ とで ､ 安定量を確保する こ とが 可能となり ､ 生産者数を拡大す る
こ とに対する壁 は
低くな っ た｡
次に ､ ②の バ ッ ズ の安定量 の確保で あるが ､ 再資源化すると
5 分の 1 か ら1 0分の 1 へ
容積が減るため ､ 目標とする堆肥生産量より多量 を回収する 必要があ
る o と いう こ とは ､
- カ 所 から排出される量では 生産量をカ バ
ー でき ない ため､ 数カ所から の 回収が必要とな
る ｡ すると ､ 回収するバ ッ ズ の 内容
･ 質に つ い て の 課題と ､ 回収 コ ス トを抑えつ つ も ､ 効
率的に量 を回収する シ ス テ ム の 構築が望まれる ｡ こ こ で ､ 和郷園
の場合だが ､ 和郷園は動
脈上で独自の販売チャ ネル をもち､ 数に して約 5 0 とな
っ て い る ｡ その な かの 食品製造業
をバ ッ ズ回収先と した｡ とい うの も ､ 契約取引の 中で ､ お互 い が持 っ て
い る野菜の パ ック
セ ン タ ー か ら排出されるカ ッ トくず処理が 問題とな っ て おり ､ 特に処理
コ ス トの 面で高い
コ ス トが か か っ て い た ことが わか っ て い たか らで あるo そ して ､ 現時点
で配送 して い るル
ー トがあるため ､ それを活用 し､ 野菜くず回収専用 コ ンテ ナを回収先に 配置
し､ 配送 トラ
ッ ク の荷物 を下ろ した後､ 空 の トラ ッ ク に その
コ ンテ ナを詰めて 回収する シ ス テ ム を構築
したo さらに詳細と して は ､ 回収先が 5 つ (うち､ 週四
･回の 定期回収がサ ン か 食品と上
福岡物産 の 2 つ ､ 松 臥 千葉コ
ー プ ､ モ ス フ ー ドの 3 つ は不定期) あり ､ 自社の 2 つ の
パ
ッ クセ ンタ
ー
､ 自社の 冷凍野菜工場 (自社関連の排出物は轟 日
一 回の 回収) からの 回収と
なる｡ 回収時にお ける回収方法 ･ 運搬方法 臥 容積 400kg 入 る
コ ン テナ を用 い る｡ 定期回
収便は ゴ ミ回収専用車で ､ 不定期便 は配送車に よ っ て 回収 ､ 和郷
グル ー プは和郷園職員に
ょ っ て 1t のコ ンテ ナに入 っ たもの をリサイ ク ル セ ン タ
ー トラ ッ クで 回収する o
さて ､ 野菜くずを原料とす る堆肥化の 問題点と して ､ 水分が 多いため ､ 腐敗
しやすい こ
とで ある. 従 っ て ､ 鮮度の高い うち
･に再資源化 工程 に持ち込む 必要があ るc 腐敗した野菜
くずは悪臭や腐敗菌による発酵菌の 阻害などの 問題 によ
っ て そ の ままバ ッ ズ化す る要因に
なる｡ 現在の 課題と して は ､ 不定期回収 の 野菜くずの 鮮度が落ち､
バ ッ ズ化 しやす い状況
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に あることで ある ｡ これは ､ 夏は気温との兼ね合い で コ ン テナに投入した時点か ら コ ンテ
ナが い っ ぱい に なる時点まで に最初に投入 したくずが腐敗 をおこすとい うリス クが発生す
る ｡ これは ､ バ ッ ズ受け入れ側にと っ て の 品質リ ス クとなるo
さて ､ ③の 主体間連携につ い てだが ､ ②と③と④は関連 して い るが ､ 回収先の確保や ､
再資源化製品の 販売チャネル 開拓の ための 主体間連携で ある｡ 特に ､ 堆肥 の 場合､ その市
場にお ける付加価値が低い ため ､ 和郷園が コ ー ディネ
ー タ ー 機能を発揮 して ､ 主体の 選択
と連携を図る｡
⑤は ､ 和郷園の 堆肥を利用する生産者サイ ドの 調整行動で ある ｡ 和郷園の 生産者の大半
は ､ 和郷園堆肥利用 に関して施肥設計が ハ ー ドル とな っ て い る｡ 具体的 には ､ 生産者は品
質や価格面で は利用に 関 して積極的な姿勢を見 せるが ､ 和郷園堆肥に含有する NPK の割合
と通常の 肥料含有量との 計算の 手間が あり ､ 実際の 利用者増加につ ながらない ｡ これが現
在の シ ス テ ム に お いて 広域利用を阻む要因とな っ て い るo よ っ て ､ 生産者自体がそれぞれ
の 栽培計画に合わ せて 堆肥を活用 し ､ 合理的な判断を下すこ とが 望まれ る ｡ それだけでな
く ､ 生産者の 町や村とい っ た集落単位にお ける慣習やつ ながりがあり ､ 伝統的にその 地域
の 資材を価格や品質とい っ た条件を考慮せずに利用を続ける点が 和郷園 の生産者に見られ
る｡ これも利用 を阻害する要因の 一 つ とな っ て い る o
また､ 和郷園 に出荷 して い る生産者の 地理的分布と して ､ 山田町から多古町 ､ 旭､ 銚子 ､
とい っ た具合に地域が広域に分布 して い るため､ 旭や銚子とい ?た遠方 - の 運搬は物流時
間や運搬コ ス トがかか り ､ 非効率的となるだけで なく ､ 一 日にはける量が少 なく なり､ 堆
肥 を供給する和郷園サイ ドと しても ､ デメ リ ッ トと して の 要素を持ち合わせ る ことに なっ
てくる ｡ したが っ て ､ 輸送 シ ス テ ム の 検討も必要で あろう｡
⑥の 主体間で の コ ス ト分担で あるが , 資源循環 シ ス テ ム を形成するに当た っ て ､ これは､
取引先の 各企業か ら引き取り料金を受け取 っ て い る ことがあげられ る｡
一 般的 に ､ 業務上
排出された廃棄物 を無償で取引する事に 関 して は ､ 違法行為と見なされるため二良識ある
企業で あればそうい っ た不法投棄の範噴に入 る行為は行われない ｡ よ っ て ､ こ こで ｢シ ス
テ ム の 主体間の コ ス ト分担+ とい う枠組みで引き取り料金 を課 して い る点に関して 取り上
げる必要性がな い と思 われる可能性もある｡ しか し､ こ の場合で は ､ 取引先にもメリ ッ ト
の大きい コ ス ト負担で 資源循環を担っ て い る という観点におい て取り上 げる必要性がある
か と考えた｡
(3) ス テ ム の 評価と課題
まず､ シ ス テ ム の評価と して以下の 三点があげられる ｡
①リサイク ル ビジネ ス と して成立
平成 14年 1 1 月から平成1 5年8月 まで の 1 0 ケ月 間 (本来 ならば ､ 1 2ケ月分の 収
支を取得すべ きであっ たが ､ 調査地の ほうでも資料が無か っ たため ､ 1 0ケ月分 しか まと
める こ とができなか っ た) にお けるリサイ ク ル セ ン タ
ー の収支を聞き取 り調査に よ っ て調
べ たところ ､ 収入か ら費用を引い て 2 0 0 万円程度の 収益があが っ て い た｡ 単純に
- 事業
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と して , リサイ クル ビジネス と して成立 して い .る こ とが評価でき る｡ こ のポイ ン トと して ､
バ ッ ズの 回収 シ ス テ ム が効率的で あるた め に ､ 運搬 コ ス トが低く抑えられ て いる点が評価
対象として あげられ るo 先にも あげた が ､ 生産物 の 配送 ル ー トが あるため ､ それを利用す
る ことで回収費を削減 し､ 低価で ある引き取り料金 で の 回収を可能に して い る｡
②生産者の 生産資材 コ ス トの 減少
生産者に と っ て資材価格の 低 さは 大きなメリ ッ トで あり ､ そ の 資材を利用するた め の 要
因とア ドバ ン テ - ジとなる｡ 和郷園の 堆肥 は通常 3000円/t､ マ ニ ア散布で 7500円/七 とな
っ て い る o . また ､ 地域の JA で は2000円/20kg とな っ て おり ､ 10doo円/t と い うこ とで あ
り ､ 和郷園堆肥は近隣地域の J Aと比較して 安く ､ 生産者の 生産資材 コ ス トの 減少に つ なが
っ て い る ｡
③食品企業との 関係性の 強化
和郷園は約5 0近く の企業と取引 をして い るが ､ うち ､ 5 つ の企業と野菜の カ ッ トくず
等を取り引き して い る｡ 特 に主なバ ッ ズ回収 の 取引先は現在の 東京都の産廃処理引き取り
料金 はお よそ 3 0円瓜gで あるため ､ 和郷園は取引先に対 して 12･5円 他 の 引取料金 を祝 し
て おり､ 公的機関 へ の 廃棄物料金支払 い と比 較 してメ リ ッ トがあるo こ れに より ､ 食品企
業は 和郷園 と取引 を継続するイ ン セ ン テ ィ ブに もな るだけで なく ､ 主体間 の 関係 性 の 強
化 ･ 深化 にもつ なが る｡
展開条件の 課題と して は､ 生産履歴 に資材製造 ･ 利用まで領域を拡大 して 資材との 関係
をリ ン ク させる こ とが 必要で あるo 和郷国の リサイ ク ル シ ス テ ム の 場合は ､ 食品産業 と農
業に お ける連携の シ ス テ ム で あり ､ フ ー ドシ ス テ ム全体 へ の イ ン パ ク トを考えると ､ より
川下と連携させ る ことが期待され る ｡ これ により消費段階との 関係 を進化させる こ とが可
能 になる ｡
また ､ 以上三 点以外 にも､ 和郷園の コ ー ディネ ー タ ー 機能も評価 点と して あげられよう｡
こ の シ ス テ ム にお ける和郷 園の役割と して ､ バ .j' ズ処理機能だけでなく ､ 主体間の連携を
含めた コ ー ディ ネ ー タ ー 機能 を担 っ て い る ｡ シ ス テ ム 構築にお い て 必要条件となる の は ､
①バ ッ ズ とそ の 再資源化方法 の選択 ､ ②主体の 選択と連携､ で ある ｡ そ して ､ 静脈 で ある
回収 一 処理 一 利用 という凍れ がで き ､ 動脈との 連携を乗り越える ことができる｡ 和郷園 は
独自の ス タ ッ フ をリサイク ル セ ン タ ー にお き ､ 再資源化技術の選択
･ 革新と動脈上 にお け
る シ ス テ ム を有効に使うこ とで ､ シ ス テ ム 形成に結び つ い たと言 える｡
食品産業とア グリ ビジネス 経営体は､ 動脈上で契約取引とい う形 で連携を して い るた め ､
今後もお 互 い の 経営資源を有効活用 して静脈に お い て も資源循環な ど有効な シ ス テ ム を形
成する こ とが 求め られ る｡ これ に よっ て ､ 両者が 関係性 を深 める ことに つ ながり ､ 特に農
業サイ ドにお い て は食品産業か ら継続的に取引するイ ンセ ンテ ィ プ を発生させ るた め大き
なメリ ッ トとなり ､ 食品産業にお い ても処理 コ ス トの面でメ リ ッ トが発生 し､ win
･
win の 関
係が形成され る｡
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今後の 課題と して は ､ こ の シ ス テム は ､ 食品産業と農業の連携による資源循環 シ ス テ ム
で あるの で ､ より川 下の 主体との シ ス テ ム 形成をどの ように設計するか が奉げられようo
つ ま り ､ こ の 資源循環 シ ス テ ム を消費段階まで範囲 を広げる こ とで ある ｡ 消費段階と連動
とは ､ 資源循環 は農業生産が 動脈と静脈を結合させ る ことであり ､ 資材と して農業で 有機
性資源 を利用す る ことによ っ て ､ 新たな価値を市場に ､ 消費段階に提案する こ とで ある｡
現在 ､ 和郷園で は有機栽培を積極的に評価せず､ 戦略の 一 部に して い ない ため ､ 生産者が
リサイ クル セ ンタ ー の 堆肥を栽培段階で導入 しても, 栽培方法まで影響を与えず､ 通常の
栽培 方法と同様に な っ て しまう｡ 堆肥 を利用することで ､ 各生産者が栽培記録 をつ け､ 堆
肥利用 の効果を評価 してい くの であれば､ 販売する際にそれを販売戦略の 一 部として利用
し､ 消費段階にも資源循環 の価値として価格に転嫁 して いく ことが可能 となる o よ っ て こ
の課題には ､ 生産者自身も堆肥利用に関 して経営方法を変化させて いく こ とが期待される.
4
､ 経営戦略の 再編深層 - 結びにかえて
和郷園が戦略的取り組み つ つ ある課題は ､ 第 1に さらに 消費者まで 近づくための 販売チ
ャネル の構築をどうす るかと いう ことで ある｡ これまで生協との 関係で は交流の ための ガ
ー デ ン をもうけて き たが､ 継続 しなか っ た｡ また ､ 地域内の他の 故人経営も巻き込 んだ直
売所 の設立 に つ い て も本格的な展開ができ なか っ たが ､ 町内にお ける道の 駅風土柑の 設立
に よ っ て レ ス トラ ン と直売所 を併設 した事業展開に地元 の他の法人と入 る こ とにな っ た｡
戦略的に は こ の 風土村を拠点に して生協の 7 カ所の 小売店舗か ら コ ー ナ ー を設定して配送
し､ さらに直送の 店舗 を増加す る予 定で あ っ た｡ また ､ レ ス トラ ンで は地域特産品を有効
に活用 したメ ニ ュ - 開発を企画 してきたo 販売額は 1.5億円まで増加 したが ､ 交涜人 口 を拡
大 し ､ さらに客単価の 向上 を図るため ､ レ ス トラ ン の メ ニ ュ ー ､ 直売所の 品揃え､ 周辺の
アメ ニ テ ィ空間と して の整備に入 っ たo
第2の 課題は ､ 触 ､ 和郷園の 内部組織の 合理化と して 2 つ の パ ッ クセ ンタ ー の 1カ所 - の統
合化で あり ､ 過剰 部分の 需給対策として カ ッ ト事業を盛り 込むことである ｡ こ の 統合化に
よ っ て作業の合理 化が しやすく なる ことが期待され る｡ また､ 会員と非会員の 協力者との
関係 につ い ては 手数料で 1% 非会員の 方が高か っ たが ､ こ の 差別 はなくす予定で ある｡ 組
合員は平成 15年 で 13市町村､ 86名 (平均年齢35才) に拡大 し､ 30%程度の 非会員から
の 供給量が あると され る｡ また､ 会員の規模拡大や自らの経営管理の ため に土れまで の会
員と社員によ る取引先 へ の販 売活動が しにくく なっ たことか ら､ 組合法人とい っ て も特定
個人 - の 負担が集中することになる｡ こ う したこ とも組合猿人と有限会社の 2つ の経営体
をも つ メ リ ッ トが ある ｡
第3の 課題と して 取引先との 販売チ ャネル 管理が複雑化 し､ 圃場ごとの トレ ー サ ビル テ
ィ が ほぼできて も ､ 取引先に よ っ て農薬使用基準が兵なるなどに よ っ て 生産者は.ト レ ー サ
ビル テ ィ をもとめ る取引先が 多くなると ､ 圃場 ごとの 管理や小分けが難 しくなる ことであ
る｡ 基本的に農薬の 使用基準がもっ と厳格な取引先に合わせ る こ とに なるの で ､ 収量の 低
下などの リス ク が さらに発生 しやすく なる こ とで ある｡
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第 5に流通 シ ス テ ム の 大きな変化によ って､ 卸売会社の役割が減退 し､ そ の コ
ー ディ ネ
ー タ ー 機能に依存する の は リス キ ー で あり ､ 実需者との 直接取引に移行する こ とが 必 要に
な っ たこ とで ある ｡ 首都圏と い う立地条件か らい っ て自前の 配送 シ ス テ ム を持 っ て い るこ
とから ､ 流通シ ス テ ムせ合理化する意味にお い て も､ そ0).必要性がたかま
っ て い る .
以上の ように和郷国は事業領域を拡大 しながら､ ほ ぼ完成度の 高い 経営 シ ス テ ム を構築
する ことは これ まで の 戦略で あっ た｡ こ の 経営シ ス テ ム の もとでは ､ 持続的 に利益を生み
出 し､ 価格の 下落にも競争力 を維持で き るで あろう｡ 和郷園の 成長 には食品企業や生協な
どか ら多く の 情報が与えられ ､ 木内代表 を中心 に して さらに広 い ネ ッ トワ ー ク の なか で博
一
報か ら戦略に繋ぐ知識を生み 出 したこ とが ､ 組織の 革新をもた ら した｡ た とえば設立初期
に経験 した ニ ラ の残留農薬問題 は ､ 使用農薬の 確認や生産者管理台帳の 作成 - の 取り組み
が早か っ た.500枚以上に及ぶ圃場 の デ ー タの 蓄積はその後の トレ ー サ ビルテ ィ の 構築や経
営改善に活 か されようとして い る ｡ こ の ように取引先との 情報 の 活用や共有化が新 しい 事
業を構想 し ､ シ ス テ ム の 中に位置づ ける とい う経営戦略がイノ ベ ー シ ョ ン を支えて い ると
い え よう｡
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( 内訳) 足立M フ+･
ー
サ ー t
'
ス l.0 00, 00物流費 430, 00
K物産 3.847,2 00 (内訳)専用車両 280.■0 00
S P食品 5.3 39,250 野菜配送 1 50, 00
cコ ー プ 700,0 0 0光熱費 50 0, 00
M S フー ド 4 6.80 0インフラリ ー ス 料 2,950, 00
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